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I 基本 的 考え 方 
Iー1 金融 検査 ・ 監 督 に 関す る 基本 的 考え 方 


( 1) 金融 検査 ・ 監 督 の 目的 は 、 信 用 を 維持 し 、 預 金 者 等 の 保護 を 確 全 する と と も 
に 金融 の 円 滑 を 図る た め 、 銀 行 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 期し 、 も っ て 国 
民 経済 の 健全 な 発展 に 資す る こと に ある (銀行 法 (以下 「 法 」 と いう 。) 第 1 


条 参 照 ) 。 


( 2) 金融 庁 と し て は 、 発 足 当 初 よ り 、 明確 な ルー ル に 基づく 透明 か つ 公 正 な 行政 

を 確立 する こと を 基本 と し て いる 。 

この た め 、 監 督 を は じ め 検 査 ・ 監 視 を 含む 各 分 野 に お いて 、 行 政 の 効率 性 ・ 
実効 性 の 向上 を 図り 、 更 な る ルー ル の 明確 化 や 行政 手続 き 面 で の 整備 等 を 行う 
と と LT る 

また 、 金融 機関 の 経営 の 透明 性 を 高め 、 市 場 規 律 に より 経営 の 自己 規正 を 促 
し 、 了 預金 者 等 の 自己 責任 原則 の 確立 を 図る た め 、 金融 機関 の ディ スク ロー ジャ 
ー の 充実 を 継続 的 に 推進 する こと も 重要 で ある 。 


(参考 ) 「 金 融 庁 発足 に 当たっ て 」 (談話 : 平成 12 年 7 月 3 日 ) 


(3) 行政 の 透明 性 や 公正 性 は 、 今 後 も 行政 運営 の 基本 で ある 。 し か し な が ら 、 ル 
ー ル を 明確 化し よう と する ば か り 過 度 に 詳細 な チェ ッ ク リ スト 等 を 策定 し 、 問 
題 の 根本 原因 や これ が 広がり を も っ て 他 の 問題 と し て 生じ る 可能 性 を 踏ま えた 
実質 的 な 検証 等 を 行う こと な く 、 網 維 的 な 検証 項目 に 基づい た 事後 的 か つ 一 律 
の 検証 を 機械 的 に 反復 ・ 継 続 す る に 止ま れ ば 、 か えっ て 、 人 金融 機関 に お いて 、 
経営 全体 や 問題 の 根本 原因 を 踏ま えた 真 に 重要 な 課題 の 把握 、 再 発 防止 に 向け 
た 根本 原因 の 解決 、 将 来 に 向け た 早め 早め の 対応 や 、 よ り 良 い 実 務 に 向け た 創 
意 工夫 の 発揮 が 進ま な い 等 の 弊害 を 惹起 し か ね な い 。 

金融 庁 と し て は 、 各 金融 機関 の 規模 ・ 特 性 や 財務 の 健全 性 ・ コ ンプ ライ アン 

ス 等 に 係る 重大 な 問題 が 発生 する 蓋然性 等 に 応じ て 、 実 態 把握 や 対話 等 に よる 
オン ・ オ フー 体 の モニ タリ ング を 継続 的 に 行い 、 必 要 に 応じ て 監督 上 の 措置 を 
発動 する こと 等 に より 重大 な 問題 の 発生 を 事前 に 予防 し 、 併 せ て 、 対 話 等 を 通 
じ 金 融 機 関 に よる より 良い 実務 に 向け た 様々 な 取組 み を 促し て いく 。 


(参考 ) 「 金 融 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 (検査 ・ 監 督 基本 方 針 ) 」 (平成 30 
年 6 月 29 日 ) 


( 4 ) 金融 機関 の 検査 ・ 監 督 に 携わる 職員 は 、 (1) か ら (3) の 基本 的 考え 方 を 
踏ま よそ えつ つ 、 業 務 遂 行 に 当たっ て 、 以 下 の 事項 を 行動 規範 と し 、 行 政 の 信 認 の 
確保 に 努め る こと と する 。 
① 国民 か ら の 負 託 と 職務 倫理 の 保持 

自ら の 業務 が 国民 か ら 負 託さ れ た 職責 に 基づく も の で あっ て 、 そ の 遂行 に 当 た 
っ て は 、 1 一 1 (1) に お ける 人 金融 検査 ・ 監 督 の 目的 を 最 優先 の 課題 と し て 行う 
必要 が ある こと を 意識 する と と も に 、 職 務 に 係る 倫理 の 保持 に 努め 、 金 融 行政 に 
対す る 国民 の 信頼 を 確保 する こと を 目指 す 。 
② 綱紀 ・ 品 位 、 秘 密 の 保持 

金融 行政 の 遂行 に 当たり 、 綱 紀 ・ 品 位 及び 秘密 の 保持 を 徹底 し 、 穏 健 冷静 な 態 
度 で 臨む 。 
③ 大 局 的 か つ 中 長期 的 な 視点 

金融 サー ビス を 利用 する 国民 や 企業 の 目線 に 立っ て 、 局 所 的 ・ 短 期 的 な 問題 設 
定 ・ 解 決 の み に 甘 ん じ る の で は な く 、 根 本 原因 を 把握 し 、 大 局 的 か つ 中 長期 的 な 
視点 か ら 、 早 め 早め に 問題 解決 に 取り 組む 。 
④ 公正 性 ・ 公 平 性 

法令 等 に 基づく 適正 な 手続 き に 則り 、 各 金融 機関 の 状況 を 踏ま えて 、 公 正 ・ 公 
平 に 業務 を 遂行 する 。 ま た 、 国 内 の 金融 機関 等 と 、 日 本 に お いて 営業 を 行っ て い 
る 外国 金融 機関 の 支店 又は 外国 法人 の 子会社 で ある 金融 機関 等 と の 間 で 、 法 令 等 
に 基づく 合理 的 な 理由 な く 、 異 な る 取扱 い を 行わ な い 。 
⑤ 金融 機関 の 自主 的 努力 の 尊重 

金融 検査 ・ 監 督 の 目的 を 達成 する た め に は 、 人 金融 機関 に よる 自主 的 な 取組 み と 
創意 工夫 が 不可 欠 で ある こと を 自覚 し 、 私 企業 で ある 金融 機関 の 業務 の 運営 に つ 
いて の 自主 的 な 努力 を 尊重 する よう 配慮 する 。 
⑥) 自己 研 錯 

諸 外 国 を 含む 金融 に 関す る 諸 規 制 や 金融 機関 の 動向 等 の ほか 、 人 金融 と いう 経済 
イン フラ を 取り 巻く 幅広 い 社 会 ・ 経 済 事象 に つい て 、 基 本 的 知見 を 養う 。 ま た 、 
対話 等 を 行う 自ら の 業務 遂行 に 当たっ て は 、 各 金融 機関 固有 の 実情 に 係る 深い 知 
見 は も と より 、 経営 分 析 、 ガ バナ ンス 、 リ スク 管理 、 資 産 運 用 等 の 課題 に 応じ た 
高い 専門 性 に 基づい た 分 析 等 が 必要 で あり 、 こ れ ら の 能力 の 習得 に 向け た 自己 研 
鑑 に 日 々 努め る 。 
⑦ 適切 か つ 密 接 な 組織 内 外 の 関係 者 と の 連携 

実効 性 の 高い 検査 ・ 監 督 を 実現 する た め に は 、 自 ら の 所 管 に 限ら な い 広 い 視 野 
が 重要 で あり 、 庁 内 外 の 様々 な 主体 と 適切 か つ 密 接 に 連携 する 。 


Iー2 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 向け 監督 指針 策定 の 趣旨 


(1) 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 向け 監督 指針 を 巡る これ まで の 経緯 

金融 審議 会 金融 分 科 会 第 二 部 会 報告 「 リ レー ショ ンシップ バン キン グ の 機能 強化 
に 向け て 」 (平成 15 年 3 月 27 日) を 踏ま え 、 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 ( 注 ) の 不良 債 
権 問 題 の 解決 に 向け て 、「 リ レー ショ ンシップ バン キン グ の 機能 強化 に 関す る アク 
ショ ンプ ログ ラム 」 が 、 平 成 15 年 3 月 に 公表 され た 。 

同 プ ログ ラム に お いて は 、「 各 人 金融 機関 の 資産 、 自 己 資 本 、 収 益 力 、 流 動 性 リス 
ク 、 市 場 リ スク 等 従来 の 早期 是正 措置 及び 早期 警戒 制度 が 視野 に 入れ て いた 領域 に 
加え 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス や 経営 の 質 、 地 域 貢 献 が 収益 力 ・ 財 務 の 健全 性 に 与 
える 影響 等 の 観点 も 取り 入れ た 、 よ り 多 面 的 な 評価 に 基づく 総合 的 な 監督 体系 を 確 
立 し 、 業 務 改 善 命令 を 含め 監督 上 の 対応 を 的 確 に 行う こと と する 。 こ の た め 、 平 成 
15 年 度 中 を 目途 に 『 中 小 ・ 地 域 金 融 機 関 向 け の 総合 的 な 監督 指針 』 (以下 「 本 監督 
指針 」 と いう 。) を 策定 する と と も に 、 ル ー ル の 明確 化 を 図る 」 こ と と され た 。 

これ を 踏ま え 、 本 監督 指針 を 策定 する こと と し た も の で ある 。 


( 注 ) 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 に つい て は 、 上 記 金 融 審議 会 金融 分 科 会 第 二 部 会 報告 を 
踏ま え 、 地 方 銀行 、 第 二 地 方 銀行 、 信 用 金庫 、 信 用 組合 と する 。 な お 、 本 監督 
指針 に お いて は 、 労 働 金 庫 に つい て も 規定 し て いる 。 


(参考 ) リレー ショ ンシップ バン キン グ の 機能 強化 に 関す る アク ショ ンプ ログ ラム 
(平成 15 年 3 月 29 日 、 様 式 ・ 参 考 資料 編 資料 2) 


(2) 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 向け 監督 指針 策定 の 趣旨 


本 監督 指針 策定 の 趣旨 に つい て は 、 上 記 人 金融 審議 会 金融 分 科 会 第 二 部 会 報告 に お 
いて 、 以 下 の と お り と され て いる 。 
① 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 の 業務 に つい て は 、 
・ 営業 地域 が 限定 され て お り 、 特 定 の 地域 、 業 種 に 密着 し た 営業 展開 を 行っ 
て いる 
・ 中小 企業 又は 個人 を 主要 な 融資 対象 と し て いる 
等 の 基本 的 特性 を 有 し て お り 、 リ レー ショ ンシップ バン キン グ 、 す な わ ち 、 
金融 機関 が 顧客 と の 間 で 親密 な 関係 を 長く 維持 する こと に より 顧客 に 関す る 
情報 を 蓄積 し 、 こ の 情報 を 基 に 貸出 等 の 金融 サー ビス の 提供 を 行う ビジ ネス 
モデ ル を 展開 し て いる 。 
② 本 来 、 こ の よう な ビジ ネス モデ ル は 、 中 小 企業 や 地域 経済 の 実態 に 根差し 
た 情報 が 活用 され る こと で 、 地 域 の 中 小 企業 へ の 金融 の 円 滑 、 貸 し 手 ・ 借 り 


手 双方 の 健全 性 の 確保 が 図ら れる も の で あり 、 こ れ に より 、 中 小 企業 の 再生 
と 地域 経済 の 活性 化 に 果たす 役割 は 大 きい と 考え られ る 。 
③ 一 方 、 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 は 、 地 方 経済 を 取り 巻く 厳し い 環 境 の 下 、 中 小 
企業 や 地域 経済 か ら 期 待 さ れる 役割 を 果たす た め 、 取 引 先 や 地域 へ の 過大 な 
コミ ッ ト メ ント コス ト を 負担 する こと に より 、 か えっ て 収益 力 や 健全 性 の 低 
下 と いっ た 状況 を 招い て いる 場合 が ある 。 こ の よう に 、 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 
の 実態 は 、 リ レー ショ ンシップ バン キン グ 本 来 の あり 方 か ら 垂 離し て いる 面 
が あり 、 リ レー ショ ンシップ バン キン グ の 機能 強化 を 図り 、 地 域 の 金融 ニー 
ズ へ の 一 層 適 切な 対応 や 、 持 続 可能 性 (サス テイ ナビ リティ ) の 確保 を 図る 
必要 が ある と 考え られ る 。 
④ さら に 、 リ レー ショ ンシップ バン キン グ が 有効 に 機能 する た め に は 、 
・ 中 小 ・ 地 域 金融 機関 、 と り わ け 非 上 場 行 や 協同 組織 金融 機関 は 、 市 場 に よ 
る 経営 チェ ッ ク が 行わ れ に くい た め 、 相 対 的 に ガバ ナン ス が 弱い の で は な 
いか 等 の 指摘 が ある こと 
・ 中 小 ・ 地 域 金 融 機 関 の 経営 の 健全 性 が 損なわ れ た 過去 の 事例 を みる と 、 
「 創 業者 一 族 に よる 長期 経営 」、「 経 営 ト ッ プ に よる 過度 な ワン マン 経 
営 」、「 特 定 大 口先 の 融資 拡大 」 等 の 弊害 が 明らか と な っ て いる こと 
等 を 踏ま える と 、 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 自 et 経営 に 対す る 外 
部 か ら の 規律 付け を 十分 に 図っ て いく 必要 が あり 、 情 報 開示 等 に よる 規律 付 
け と と も に 、 PR 
⑤ 以上 の 点 を 踏ま それ ば 、 こ れ ま で の 早期 是正 措置 や 早期 警戒 制度 が 視野 に 
入れ て いる 領域 に と ど ま ら ず 、 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス や 経営 (マネ ジ メ ン 
ト ) の 質 、 地 域 社 会 や 取引 先 企業 へ の コミ ッ ト メ ント (地域 貢献 ) が 収益 力 
や 財務 の 健全 性 に 与え る 影響 等 の 観点 も 取り 入れ た 、 よ り 多 面 的 な 評価 に 基 
づく 総合 的 な 監督 体系 を 構築 する 方 向 で 検討 する こと が 必要 で ある と 考え ら 
れる 。 


(3) 検査 ・ 監 督 の 見 直し を 踏ま えた 監督 指針 の 改訂 

平成 20 年 に は 、 サ ブ プ ライ ムロ ー ン 問題 を 発端 と し た アメ リカ 大 手 投資 銀行 の 
人 
我が国 の 金融 市 場 は 概ね 安定 的 に 推移 し て きた 。 し か し な が ら 、 そ の 後 、 少 子 
普 化 に よる 国内 市 場 の 征 小 や 世界 的 な 低 金 利 環境 の 継続 、 技 術 革 新 を 通じ た 新た 
な 競争 等 に より 、 人 金融 機関 の 経営 環境 は 厳し さ を 増 し 、 ま た 、 金融 機関 を 巡る リ 
スク の 性 質 と 所 在 の 変化 が 加速 し て いる 。 こ うし た 環境 変化 の 下 で 、 金 融 機関 に 
お いて は 、 自 ら の 創意 工夫 に より 、 持 続 可 能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 し 将来 に わ 
た る 健全 性 を 確保 し 、 ま た 、 将 来 を 見 据え た 適切 な コン プラ イア ンス ・ リ スク 管 
理 態勢 を 構築 する こと 等 の 必要 性 が これ まで 以上 に 高まっ て いる 。 

金融 庁 に お いて も 、 環 境 変化 や 新た な 課題 の 発生 に 機動 的 ・ 予 防 的 に 対応 し て 


いく 観点 か ら 、 財 務 の 健全 性 や コン プラ イア ンス 等 に 係る 重大 な 問題 発生 の 蓋 然 
性 等 の 将来 を 見 据え た 分 析 に 基づく 早め 早め の 対応 を 行う た め 、 検 査 ・ 監 督 の あ 
り 方 に つい て 様々 な 見 直し を 行っ て いる 。 

平成 30 年 6 月 に 、 金 融 行政 の 基本 的 な 考え 方 や 検査 ・ 監 督 の 進め 方 、 当 局 の 熊 
勢 整備 に つい て 整理 し 「 金 融 検査 ・ 監 督 の 考え 方 と 進め 方 (検査 ・ 監 督 基本 方 
針 ) 」 を 策定 し 、 こ こ に お いて 、 人 金融 機関 の チェ ッ ク リ スト に よる 形式 的 確認 を 改 
め 、 創 意 工夫 を 進め や すく する 観点 か ら 、 検 査 マ ニュ アル は 廃止 する こと と し て 
いる 。 

また 、 同 年 7 月 に は 、 人 金融 機関 の 継続 的 な モニ タリ ング 等 を 効果 的 ・ 効 率 的 に 
行う た め の 組 織 再 編 を 行い 、 こ れ ま で 立入 検査 を 検査 局 、 各 種 ヒ アリ ング 等 を 監 
朱 局 が 担当 し て いた 組織 体制 を 変更 し 、 オ ン ・ オ フ の モニ タリ ング の 一 体 化 を 進 
め て いる 。 

こう し た 見 直し の 一 環 と し て 、 令 和 元 年 12 月 に 、 金 融 検査 マニ ュ ア ル の 廃止 と 
併せ て 、 本 監督 指針 に つい て も 、 上 記 の 見 直し を 踏ま えた 必要 な 改正 等 を 行っ て 
いる 。 具体 的 に は 、 実 態 把握 や 対話 等 を 通じ た オン ・ オ フー 体 の モニ タリ ング の 
あり 方 や 監督 指針 の 位置 付け 等 を 改め て 整理 、 過 度 に 細か く 特 定 の 方 法 が 記載 さ 
れ て いる 等 金融 機関 の 創意 工夫 を 妨げ る 可能 性 が ある 規定 に つい て 修正 等 を 行っ 
た 。 こ うし た 点 に つい て は 、 今 後 も 引き 続き 検討 し て いく 。 


Iー3 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 向け 監督 指針 の 位置 付け 


(1) 本 監督 指針 は 、 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 の 検査 ・ 監 督 を 担う 職員 向け の 手引 書 と 
し て 、 検 査 ・ 監 督 に 関す る 基本 的 考え 方 、 事 務 処理 上 の 留意 点 、 監 督 上 の 評価 
項目 等 を 体系 的 に 整理 し た も の で ある 。 


(2 ) 金融 庁 は 、 検 査 ・ 監 督 に 関す る 方 針 と し て 、 本 監督 指針 の ほか に 、 分 野 別 の 
「 考 え 方 と 進め 方 」 や 各種 原則 (プリ ン シ プ ル ) 、 年 度 単 位 の 方 針 、 業 界 団体 
等 へ の 要請 等 の 様々 な 文書 を 示し て いる が 、 検 査 ・ 監 督 を 行う に 当たっ て は 、 
各 文 書 の 趣旨 ・ 目 的 を 踏ま えた 用 い 方 を する と と も に 、 人 金融 機関 に 対し 当該 趣 
旨 を 丁寧 に 説明 する こと と する 。 


(3) 財務 局 は 本 監督 指針 に 基づき 中 小 ・ 地 域 金融 機関 の 検査 ・ 監 督 事務 を 実施 す 
る も の と する 。 
また 、 金 融 店 担当 課室 に あっ て も 同様 の 取扱 いと する 。 
その 際 、 本 監督 指針 が 、 金 融 機関 の 自主 的 な 努力 を 尊重 し つつ 、 そ の 業務 の 
健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 する こと を 目的 と する も の で ある こと に か ん が み 、 
本 監督 指針 の 運用 に 当たっ て は 、 各 金融 機関 の 個別 の 状況 等 を 十分 踏ま え 、 機 
械 的 ・ 画 一 的 な 取扱 いと な ら な いよ う 配 慮 する も の と する 。 


Iー4 他 の 監督 指針 等 と の 関係 
I 一 4 一 1 「 主 要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 」 と の 関係 


(1) 主要 行 等 ( 注 ) は 、 規 模 が 非常 に 大 きく 我が国 経済 に 大 き な 影 響 力 を 有 し 国 
際 的 な 金融 活動 を 展開 し て いる ケー ス も 多い の で 、 世 界 最高 水準 の 金融 サー ビ 
ス を 提供 し 、 我 が 国 経済 の 発展 と 国民 生活 の 向上 に 寄与 する こと が 期待 され て 
いる と 考え られ る 。 

この た め に は 、 主 要 行 等 は 、 金 融 仲 介 に お いて 不可 欠 な 要素 で ある リス ク 管 
理 に つい て 特に 高度 な 対応 を 行う と と も に 、 利 用 者 利便 と 国際 競争 力 の 向上 を 
目指 し 、 業 態 に 相応 し い 適 切な 経営 管理 (ガバ ナン ス ) を 行う こと が 必要 で あ 
る 。 

この よう な 考え 方 に 基づき 、 平 成 17 年 10 月 、 主 要 行 等 の 監督 事務 に 関し 、 
従来 の 事務 ガイ ドラ イン 及び 本 監督 指針 の 内 容 も 踏ま え 、「 主 要 行 等 向け の 総 
合 的 な 監督 指針 」 が 策定 ・ 公 表 さ れ た 。 


( 注 ) 主要 行 等 と は 、 い わ ゆ る 主要 行 及び 新生 銀行 、 あ お ぞ ら 銀行 、 シ ティ バン ク 
銀行 、 ゆ うち ょ 銀行 を 指す が 、 同 監督 指針 に お いて は 、 事 務 の 便宜 上 、① 長 期 
信用 銀行 、② 外 国 銀 行 支店 、③ 信 託 兼営 銀行 等 に つい て も 規定 し て いる 。 


(2) 「 主 要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 」 は 基本 的 に 主要 行 等 を 対象 と する も の 
で ある が 、 中 小 ・ 地 域 金融 機関 に つい て も 、 以 下 、 個 別項 目 に お いて 言及 し て 
いる 場合 を 含め 、 そ の 業務 や 活動 範囲 (海外 に 営業 拠点 を 有する 場合 な ど ) 、 
リス ク 管 理 態勢 の 状況 等 に 応じ て 必要 が ある 場合 に は 、 適 宜 同 監督 指針 を 参照 
し 、 こ れ に 準じ る こと と する 。 


I 一 4 一 2 金融 機能 の 早期 健全 化 の た め の 緊 急 措置 に 関す る 法律 及び 預金 保険 法 
等 に 基づき 公 的 資本 増強 等 を 受け た 金融 機関 等 に 対す る フォ ロー アッ プ と の 関 
係 


(1) 金融 機能 の 早期 健全 化 の た め の 緊 急 措置 に 関す る 法律 (以下 「 早 期 健全 化 
法 」 と いう 。) に 基づき 公 的 資本 増強 を 受け た 銀行 ・ 銀 行 持株 会 社 に 対す る フ 
オォ ロー アップ 事務 は 、 本 監督 指針 と は 別に 定め られ て いる 、 一 連 の 金融 再生 委 
員 会 の 決定 や 金融 庁 作 成 の ガイ ドラ イン ( 注 ) に 基づき 行わ れる こと に 留意 す 
る 。 な お 、 聞 人 金 保険 法 第 102 条 第 1 項 第 1 号 に 基づき 公 的 資本 増強 を 受け た 金 
融 機関 等 に 対す る フォ ロー アッ プ 事 務 に つい て は 、 こ れ ら を 準用 する こと と す 
る 。 


( 注 ) 主要 な ルー ル は 、 以 下 の と お り で ある 。 
① 金融 再生 委員 会 決定 
イ . 早期 健全 化 法 に より 資本 増強 を 受け た 金融 機関 の フォ ロー アッ プ ( 骨 
子 ) (平成 11 年 6 月 29 日 ) 
ロ . 転換 権 付 優先 株 の 転換 権 行 使 に つい て (平成 11 年 6 月 29 日) 
ハ . 経営 健全 化 計 画 の 見 直し に つい て の 基本 的 考え 方 (平成 11 年 9 月 30 
日 ) 
二 . 資本 増強 行 に 対す る フォ ロー アッ プ に 係る 行政 上 の 措置 に つい て ( 平 
成 11 年 9 月 30 日 ) 
② 金融 庁 作 成 ガ イド ライ ン 
イ . 資本 増強 行 に 対す る フォ ロー アッ プ に 係る 行政 上 の 措置 に つい て の 考 
え 方 の 明確 化 に つい て (平成 13 年 6 月 11 日 ) 
ロ . 公 的 資金 に よる 資本 増強 行 (主要 行 ) に 対す る ガバ ナン ス の 強化 に つ 
いて (平成 15 年 4 月 4 日 (平成 15 年 8 月 7 日 一 部 改正 ) ) 
ハ . 公 的 資金 に よる 資本 増強 行 (地域 銀行 等 ) に 対す る ガバ ナン ス の 強化 
に つい て (平成 15 年 6 月 30 日) 
ニニ . 資本 増強 行 に 対す る フォ ロー アッ プ に 係る 行政 上 の 措置 に つい て の 考 
え 方 の 明確 化 に つい て (その 2) (平成 16 年 7 月 30 日 ) 


(2) 早期 健全 化 法 及び 預金 保険 法 に 基づく 公 的 資本 増強 行 に お いて は 、① 経 営 健 
全 化 計画 の 策定 ・ 公 表 、② 経 営 健全 化 計画 の 履行 状況 報告 の 公表 等 が 行わ れる 
と と も に 、 上 記 (1) の ルー ル に 基づく フォ ロー アッ プ 及 び 行 政 処 分 が 行わ れ 
て いる の で 、 本 監督 指針 に よる 銀行 法 等 に 基づく 監督 事務 に お いて も 、 可 能 な 
限り これ ら の 成果 を 活用 する 等 に より 、 効 率 的 ・ 効 果 的 な 監督 事務 の 確保 に 努 
め る こと と する 。 


(3) 金融 機能 の 強化 の た め の 特 別 措置 に 関す る 法律 (以下 「 金 融 機能 強化 法 」 と 
いう 。) に 基づき 公 的 資本 参加 を 受け た 金融 機関 に 対す る フォ ロー アッ プ 事 務 
に つい て は 、 本 監督 指針 に 基づき 行う ( 四 一 4ー1 フ 7 参照 ) 。 


II 銀行 監督 上 の 評価 項目 


II 一 1 経営 管理 (ガバ ナン ス ) 


リレー ショ ンシップ バン キン グ (間柄 重視 の 地域 密着 型 金融 ) を 展開 する 中 小 ・ 
地域 金融 機関 の 持続 可能 性 を 確保 し 、 経 営 の 健全 性 の 維持 及び その 一 層 の 向上 を 図 
る た め に は 、 経 営 に 対す る 規律 付け が 有効 に 機能 し 、 適 切な 経営 管理 (ガバ ナン 
ス ) が 行わ れる こと が 重要 で ある 。 


経営 管理 が 有効 に 機能 する た め に は 、 そ の 組織 の 構成 要素 が それ ぞ れ 本 来 求め ら 
れる 役割 を 果たし て いる こと が 前 提 と な る 。 具体 的 に は 、 取 締 役 会 、 監 査 役 (会 ) 
と いっ た 機関 が 経営 を チェ ッ ク で き て いる こと 、 各 部 門間 の けん 制 や 内 部 監査 部 門 
が 健全 に 機能 し て いる こと 等 が 重要 で ある 。 ま た 、 代 表 取 締 役 、 取 締 役 、 監 査 役 及 
び 全 て の 職 階 に お ける 職員 が 自ら の 役割 を 理解 し 、 そ の プロ セス に 十分 関与 する こ 
と が 必要 と な る 。 

また 、 銀 行 法 は 、 銀 行 業 務 の 高度 な 公共 性 に か ん が み 、 信 用 維持 と 預金 者 等 の 保 
護 及び 金融 の 円 滑 を 確保 する た め 、 銀 行 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 求め て いる 
こと を 踏ま え 、 銀 行 の 常務 に 従事 する 取締 役 及び 監査 役 に は 、 そ の 資質 に つい て 極 
め て 高い も の が 求め られ る 。 

な お 、 上 場 会 社 は 、 平 成 26 年 の 会 社 法 改 正 及び 金融 商品 取引 所 の 規程 に お いて 、 社 外 
取締 役 の 確保 に つい て 規定 され て いる ほか 、 同 規程 に お いて は 、 コ ー ポ レー ト ガ バ 
ナン ス ・ コ ー ド を 尊重 し て コー ポレ ー ト ・ ガ バナ ンス の 充実 に 取り 組む よう 努め る 
こと と され て お り 、 非 上 場 会 社 に 比べ 、 よ り 高 い 水準 の 経営 管理 (ガバ ナン ス ) が 
要求 され て いる 。 上 記 を 踏ま え 、 銀 行 及 び 銀 行 持株 会 社 の 経営 管理 (ガバ ナン ス ) 
態勢 の モニ タリ ング に 当たっ て は 、 例 えば 、 以 下 の よ うな 着眼 点 に 基づき 、 そ の 機 
能 が 適切 に 発揮 され て いる か どう か を 検証 する こと と する 。 


( 注 ) 本 監督 指針 に お いて は 、 監 査 役 会 設置 会 社 で ある 銀行 の 場合 を 前 提 に 記載 す 
る が 、 指 名 委員 会 等 設置 会 社 又は 監査 等 委員 会 設置 会 社 で ある 銀行 の 場合 に は 、 主 
要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 に 準じ る ほか 、 実 態 に 即 し て 適宜 読み 替え て 検 
証 等 を する こと と する 。 


検証 に 当たっ て は 、 金 融 審議 会 金融 分 科 会 第 二 部 会 報告 書 「 リ レー ショ ンシップ 
バン キン グ の 機能 強化 に 向け て 」 (平成 15 年 3 月 27 日 ) に お いて 「 中 小 ・ 地 域 金 


融 機関 に つい て これ まで 経営 の 健全 性 が 損なわ れ た 事例 の 一 部 を 見 る と 、『 創 業者 
一 族 に よる 長期 経営 』 、『 経 営 ト ッ プ に よる 過度 な ワン マン 経営 』 、『 特 定 大 口先 
の 融資 拡大 』 等 の 弊害 が 明らか に な っ て いる 」 等 の 指摘 が な され て いる こと に 留意 
する も の と する 。 


(1) コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ・ コ ー ド の 各 原 則 に お いて 求め られ て いる 水準 の 経 
営 管理 (ガバ ナン ス ) 態勢 を 構築 する に あたっ て 、 以 下 の 項 目 を 含め 、 コ ー ポ 
レー ト ガ バナ ンス ・ コ ー ド に 則っ て 、 適 切 に 取組 み を 進め て いる か 。 

( 注 ) コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ・ コ ー ド は 、 い わ ゆ る 「 プ リン シブ プル ベー ス ・ ア プ 
ロー チ 」 (原則 主義 ) 、 及 び 「 コ ンプ ライ ・ オ ア ・ エ クス プレ イン 」 (原則 を 
実施 する か 、 実 施し な い 場 合 に は 、 そ の 理由 を 説明 する か ) の 手法 を 採用 し て 
いる こと に 留意 する こと と する 。 


① 独立 社外 取締 役 は 、 上 場 銀行 及び 上 場 銀行 持株 会 社 (以下 「 上 場 銀行 等 」 と 
いう 。) の 持続 的 な 成長 と 中 長期 的 な 企業 価値 の 向上 に 寄与 する よう に 役割 ・ 
責務 を 果たす べき で あり 、 上 場 銀行 等 は その よう な 資質 を 十分 に 備え た 独立 社 
外 取 締 役 を 少な く と も 2 名 以上 選任 し て いる か 。 

また 、 業 種 ・ 規 模 ・ 事 業 特性 ・ 機 関 設 計 ・ 当 該 上 場 銀行 等 を と り ま く 環 境 等 

を 総合 的 に 勘案 し て 、 自 主 的 な 判断 に より 、 少 な く と も 3 分 の 1 以上 の 独立 社 
外 取締 役 を 選任 する こと が 必要 と 考え る 上 場 銀行 等 は 、 上 記 に か か わら ず 、 そ 
の た め の 取 組み 方 針 を 開示 し て いる か 。 

② 上 場 銀 行 等 が いわ ゆる 政策 保有 株 式 と し て 上 場 株 式 を 保有 する 場合 に は 、 政 
策 保 有 に 関す る 方 針 を 開示 し て いる か 。 ま た 、 毎 年 、 取 締 役 会 で 主要 な 政策 保 
有 に つい て その リタ ー ン と リス ク な ど を 踏ま えた 中 長期 的 な 経済 合理 性 や 将来 
の 見 通し を 検証 し 、 こ れ を 反映 し た 保有 の ね らい ・ 合 理性 に つい て 具体 的 な 説 
明 を 行っ て いる か 。 上場 銀行 等 は 、 政 策 保 有 株 式 に 係る 議決 権 の 行使 に つい て 、 
適切 な 対応 を 確保 する た め の 基 準 を 策定 ・ 開 示し て いる か 。 


(2) 代表 取締 役 

① 法令 等 遵守 を 経営 上 の 重要 課題 の つと し て 位置 付け 、 代 表 取 締 役 が 率先 
し て 法令 等 遵守 態勢 の 構築 に 取り 組ん で いる か 。 

② 代表 取締 役 は 、 リ スク 管理 部 門 を 軽視 する こと が 企業 収益 に 重大 な 影響 を 
与え る こと を 十分 認識 し 、 リ スク 管理 部 門 を 重視 し て いる か 。 

③ 代表 取締 役 は 、 財 務 情 報 そ の 他 の 企業 情報 を 適正 か つ 適時 に 開示 する た め 
の 内 部 管理 態勢 を 構築 し て いる か 。 

④ 代表 取締 役 は 、 内 部 監査 の 重要 性 を 認識 し 、 内 部 監査 の 目的 を 適切 に 設定 
する と と も に 、 内 部 監査 部 門 の 機能 が 十分 発揮 で きる 態勢 を 構築 (内 部 監査 
部 門 の 独立 性 の 確保 を 含む 。) し 、 定 期 的 に その 有効 性 を 検証 し て いる か 。 
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また 、 内 部 監査 態勢 に 関し 、 監 査 役 監査 又は 当局 検査 等 で 指摘 され た 問題 点 
を 踏ま え 、 実効 性 ある 態勢 整備 に 積極 的 に 取り 組ん で いる か 。 
また 、 内 部 監査 の 結果 等 に つい て は 速やか に 適切 な 措置 を 講じ て いる か 。 
⑤ 代表 取締 役 は 、 監 査 役 監査 の 重要 性 及び 有用 性 を 十分 認識 し 、 監 査 役 臣 
の 有効 性 確保 の た め の 環 境 整 備 が 重要 で ある こと を 認識 し て いる か 。 
特に 、 監 査 役 監査 を 取り 巻く 環境 の 変化 に 対応 し た 動き 、 例 えば 監査 役 臣 
査 基準 (公益 社団 法人 日 本 監査 役 協会 ) 等 を 理解 し 、 監 査 役 の 円 滑 な 監査 活 
動 を 保障 し て いる か 。 
⑥ 代表 取締 役 は 、 断 固 た る 態度 で 反 社 会 的 勢力 と の 関係 を 遮断 し 排除 し て い 
く こ と が 、 金 融 機 関 に 対す る 公共 の 信頼 を 維持 し 、 金 融 機 関 の 業務 の 適切 性 
及び 健全 性 の 確保 の た め 不 可 欠 で ある こと を 十分 認識 し 、「 企 業 が 反 社 会 的 
勢力 に よる 被害 を 防止 する た め の 指 人 針 に つい て 」 (平成 19 年 6 月 19 日 犯罪 
対策 閣僚 会 議 幹事 会 申 合せ 。 以 下 せ エー1 一 2 に お いて 「 政 府 指針 」 と い 
う 。) の 内 容 を 踏ま えて 取締 役 会 で 決定 され た 基本 方 針 を 行内 外 に 宣言 し て 
いる か 。 


(3 ) 取締 役 及び 取締 役 会 

① 取締 役 は 、 業 務 執 行 に あたる 代表 取締 役 等 の 独断 専行 を けん 制 ・ 抑 止 し 、 
取締 役 会 に お ける 業務 執行 の 意思 決定 及び 取締 役 の 業務 執行 の 監督 に 積極 的 
に 参加 し て いる か 。 

② 社外 取締 役 が 選任 され て いる 場合 に は 、 社 外 取締 役 は 、 経 営 の 意思 決定 の 
客観 性 を 確保 する 等 の 観点 か ら 自 ら の 意義 を 認識 し 、 積 極 的 に 取締 役 会 に 参 
加 し て いる か 。 ま た 、 社 外 取 締 役 の 選任 議案 を 決定 する 場合 に は 、 社 外 取締 
役 に 期 待 され る 役割 を 踏ま え 、 銀 行 と の 人 的 関係 、 資 本 的 関係 又は 取引 関係 
その 他 の 利害 関係 を 検証 し 、 そ の 独立 性 ・ 適 格 性 等 を 慎重 に 検討 し て いる か 。 

また 、 社 外 取 締 役 が 取締 役 会 で 適切 な 判断 を し 得る よう 、 例 えば 、 情 報 提 

供 を 継続 的 に 行う 等 、 何 ら か の 枠組 み を 設け て いる か 。 

③ 取締 役 会 は 、 例 えば 、 法 令 等 遵守 や リス ク 管 理 等 に 関す る 経営 上 の 重要 な 
意思 決定 ・ 経 営 判断 に 際 し 、 必 要 に 応じ 、 外 部 の 有識者 の 助言 、 外 部 の 有 識 
者 を 委員 と する 任意 の 委員 会 等 を 活用 する な ど 、 そ の 妥当 性 ・ 公 正 性 を 客観 
的 に 確保 する た め の 方 策 を 講じ て いる か 。 

④ 取締 役 会 は 、 銀 行 が 目指 すべ き 全 体 像 等 に 基づい た 経営 方 針 を 明確 に 定め 
て いる か 。 さ ら に 、 経 営 方 針 に 沿っ た 経営 計画 を 明確 に 定め 、 そ れ を 組織 全 
体 に 周知 し て いる か 。 ま た 、 そ の 達成 度合 い を 定期 的 に 検証 し 必要 に 応じ 見 
直し を 行っ て いる か 。 

⑤ 取締 役 及び 取締 役 会 は 、 法 令 等 遵守 に 関し 、 誠 実に 、 か つ 率 先 垂 範 し て 取 
り 組 み 、 全 行 的 な 内 部 管理 態勢 の 確立 の た め 適 切 に 機能 を 発揮 し て いる か 。 
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⑥ 取締 役 会 は 、 リ スク 管理 部 門 を 軽視 する こと が 企業 収益 に 重大 な 影響 を 与 
える こと を 十分 認識 し 、 リ スク 管理 部 門 を 重視 し て いる か 。 特 に 担当 取締 役 
は リス ク の 所 在 及び リス ク の 種類 を 理解 し た 上 で 、 各 種 リ スク の 測定 ・ モ ニ 
タリ ング ・ 管 理 等 の 手法 に つい て 深い 認識 と 理解 を 有 し て いる か 。 

⑦ 取締 役 会 は 、 戦 略 目 標 を 踏ま えた リス ク 管 理 の 方 針 を 明確 に 定め 、 行 内 に 
周知 し て いる か 。 ま た 、 リ スク 管理 の 方 針 は 、 定 期 的 又は 必要 に 応じ 随時 見 
直し て いる か 。 さ ら に 、 定 期 的 に リス ク の 状況 の 報告 を 受け 、 必 要 な 意思 : 
定 を 行う な ど 、 把 握 し た リス ク 情 報 を 業務 の 執行 及び 管理 体制 の 整備 等 に 活 
用 し て いる か 。 

⑧ 取締 役 会 は 、 あ ら ゆ る 職 階 に お ける 職員 に 対し 経営 管理 の 重要 性 を 強調 ・ 
明示 する 風土 を 組織 内 に 醸成 する と と も に 、 適 切 か つ 有 効 な 経営 管理 を 検証 
し 、 そ の 構築 を 図っ て いる か 。 

⑨ 取締 役 会 は 内 部 監査 の 重要 性 を 認識 し 、 内 部 監査 の 目的 を 適切 に 設定 する 
と と も に 、 内 部 監査 部 門 の 機能 が 十分 発揮 で きる 態勢 を 構築 (内 部 監査 部 門 
の 独立 性 の 確保 を 含む 。) し 、 定 期 的 に その 有効 性 を 検証 し て いる か 。 ま た 、 
内 部 監査 態勢 に 関し 、 監 査 役 監査 又は 当局 検査 等 で 指摘 され た 問題 点 を 踏ま 
え 、 実 効 性 ある 態勢 整備 に 積極 的 に 取り 組ん で いる か 。 

また 、 被 監査 部 門 等 に お ける リス ク 管 理 の 状況 等 を 踏ま えた 上 で 、 監 査 方 
針 、 重 点 項目 等 の 内 部 監査 計画 の 基本 事項 を 承認 し て いる か 。 
さら に 、 内 部 監査 の 結果 等 に つい て は 速やか に 適切 な 措置 を 講じ て いる か 。 

⑩ 取締 役 は 、 監 査 役 監査 の 重要 性 及び 有用 性 を 十分 認識 し 、 監 査 役 監査 の 有 
効 性 確保 の た め の 環 境 整備 が 重要 で ある こと を 認識 し て いる か 。 ま た 、 監 
役 選任 議案 を 決定 する に 際 し 、 監 査 役 と し て の 独立 性 ・ 適 格 性 等 を 慎重 に 検 
討 し て いる か 。 特 に 、 社 外 監 査 役 が 監査 体制 の 中 立 性 ・ 独 立 性 を 一 層 高 め る 
観点 か ら そ の 選任 が 義務 付け られ て いる 趣旨 を 認識 し て いる か 。 

さら に 、 社 外 監 査 役 が 適切 な 判断 を し 得る よう 、 例 えば 、 情 報 提供 を 継続 
的 に 行う 等 、 何 ら か の 枠組 み を 設け て いる か 。 

⑪ 法令 等 遵守 態勢 、 リ スク 管理 態勢 及び 財務 報告 態勢 等 の 内 部 管理 態勢 ( い 
わ ゆ る 内 部 統制 シス テム ) を 構築 する こと は 、 取 締 役 の 善 管 注 意義 務 及 び 忠 
実 義務 の 内 容 を 構成 する こと を 理解 し 、 そ の 義務 を 適切 に 果たそ うと し て い 
る か 。 

⑫ 取締 役 会 は 、 政 府 指針 を 踏ま えた 基本 方 針 を 決定 し 、 そ れ を 実現 する た め 
の 体制 を 整備 する と と も に 、 定 期 的 に その 有効 性 を 検証 する な ど 、 法 令 等 遵 
守 ・ リ スク 管理 事項 と し て 、 反 社会 的 勢力 に よる 被害 の 防止 を 内 部 統制 シス 
テム に 明確 に 位置 付け て いる か 。 

⑬ 銀行 の 常務 に 従事 する 取締 役 の 選任 議案 の 決定 ブロ セス 等 に お いて は 、 そ 
の 適格 性 に つい て 、 法 第 7 条 の 2 に 掲げ る 「 経 営 管理 を 的 確 、 公 正 か つ 効 率 
的 に 遂行 する こと が で きる 知識 及び 経験 」 及 び 「 十 分 な 社会 的 信用 」 と し て 、 
例え ば 以下 の よう な 要素 が 適切 に 勘案 され て いる か 。 


12 


イ . 経営 管理 を 的 確 、 公 正 か つ 効 率 的 に 遂行 する こと が で きる 知識 及び 経験 
銀行 法 等 の 関連 諸 規制 や 監督 指針 で 示し て いる 経営 管理 の 着眼 点 の 内 容 
を 理解 し 、 実 行 す る に 足る 知識 ・ 経 験 、 銀 行 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 に 
必要 と な る コン プラ イア ンス 及び リス ク 管 理 に 関す る 十分 な 知識 ・ 経 験 、 
その 他 銀 行 の 行う こと が で きる 業務 を 適切 に 遂行 する こと が で きる 知識 ・ 
経験 を 有 し て いる か 。 
ロロ. 十分 な 社会 的 信用 
a. 反 社 会 的 行為 に 関与 し た こと が な いか 。 
b. 暴力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 第 2 条 第 6 号 に 規定 
する 暴力 団員 (過去 に 暴力 団員 で あっ た 者 を 含む 。 以 下 「 暴 力 団 員 」 と い 
う 。) で は な いか 、 又 は 暴力 団 と 密接 な 関係 を 有 し て いな いか 。 
c. 金融 商品 取引 法 等 我が国 の 金融 関連 法令 又は これ ら に 相当 する 外国 の 
法令 の 規定 に 違反 し 、 又 は 刑法 若しくは 暴力 行為 等 処罰 に 関す る 法律 の 罪 
を 犯し 、 禄 金 の 刑 (これ に 相当 する 外国 の 法令 に よる 刑 を 含む 。) に 処せ 
られ た こと が な いか 。 
d. 禁 銅 以上 の 刑 (これ に 相当 する 外国 の 法令 に よる 刑 を 含む 。) に 処せ 
られ た こと が な いか 。 
e. 過去 に お いて 、 所 属し た 法人 等 又は 現在 所 属す る 法人 等 が 金融 監督 当 
局 よ り 法 令 等 遵守 に 係る 業務 改善 命令 、 業 務 停 止 命 令 、 又 は 免許 、 登 録 若 
し く は 認可 の 取消 し 等 の 行政 処分 を 受け て お り 、 当 該 処 分 の 原因 と な る 事 
実に つい て 、 行 為 の 当事者 と し て 又は 当該 者 に 対し 指揮 命令 を 行う 立場 で 、 
故意 又は 重大 な 過失 (一 定 の 結果 の 発生 を 認識 し 、 か つ 回 避 し 得る 状態 に 
あり な が ら 特 に 甚だ し い 不 注意 ) に より これ を 生 ぜ し め た こと が な いか 。 
f. 過去 に お いて 、 金融 監 督 当局 より 役員 等 の 解任 命令 を 受け た こと が な い 
か 。 
g. 過去 に お いて 、 人 金融 機関 等 の 破綻 時 に 、 役 員 と し て 、 そ の 原因 と な っ 
た こと が な いか 。 


(4 ) 監査 役 及び 監査 役 会 

① 監査 役 及び 監査 役 会 は 、 制 度 の 趣旨 に 則り 、 そ の 独立 性 が 確保 され て いる 
か 。 

② 監査 役 及び 監査 役 会 は 、 独 立 の 機関 と し て 取締 役 の 職務 執行 を 監査 する こ 
と に より 、 銀 行 の 健全 で 持続 的 な 成長 を 確保 する こと が 基本 責務 で ある こと 
を 認識 し 、 付 与 さ れ た 広範 な 権限 を 適切 に 行使 し 、 会 計 監査 に 加え 業務 監査 
を 的 確 に 実施 し 必要 な 措置 を 適時 に 講じ て いる か 。 

③ 監査 役 及び 監査 役 会 は 、 監 査 の 実効 性 を 高め 監査 職務 を 円 滑 に 遂行 する た 
め 、 監 査 役 の 職務 遂行 を 補助 する 体制 等 を 確保 し 有効 に 活用 し て いる か 。 
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④ 各 監 査 役 は 、 あ くま で も 独 任 制 の 機関 で ある こと を 自覚 し 、 自 己 の 責任 に 
基づき 積極 的 な 監査 を 実施 し て いる か 。 特 に 社外 監査 役 は 、 監 査 体制 の 中 立 
性 ・ 独 立 性 を 一 層 高 め る 観点 か ら そ の 選任 が 義務 付け られ て いる こと を 自覚 
し 、 客 観 的 に 監査 意見 を 表明 する こと が 特に 期待 され て いる こと を 認識 し 、 
監査 を 実施 し て いる か 。 ま た 、 常 勤 監査 役 は 、 常 勤 者 と し て の 特性 を 踏ま え 、 
監査 環境 の 整備 及び 情報 収集 に 積極 的 に 努め る な ど 、 行 内 の 経営 管理 態勢 及 
びそ の 運用 状況 を 日 常 的 に 監視 ・ 検 証し て いる か 。 

⑤ 監査 役 会 は 、 取 締 役 が 株 主 総 会 に 提出 する 監査 役 の 選任 議案 に つい て 、 同 
意 の 審議 に 際 し 、 そ の 独立 性 ・ 適 格 性 等 を 慎重 に 検討 し て いる か 。 

特に 社外 監査 役 に つ いて は 、 銀 行 と の 人 的 関係 、 資 本 的 関係 又は 取引 関係 
その 他 の 利害 関係 を 検証 し て いる か 。 

⑥ 銀行 の 監査 役 は 業務 監査 の 職責 を 担っ て いる こと か ら 、 取 締 役 が 内 部 管理 
態勢 (いわ ゆる 内 部 統制 シス テム ) の 構築 を 行っ て いる か 否 か を 監査 する 職 
務 を 担っ て お り 、 こ れ が 監査 役 と し て の 善 管 注 意義 務 の 内 容 を 構成 する こと 
を 理解 し 、 そ の 義務 を 適切 に 果たそ うと し て いる か 。 

⑦ 銀行 の 監査 役 の 選任 議案 の 決定 ブロ セス 等 に お いて は 、 そ の 適格 性 に つい 
て 、 法 第 7 条 の 2 に 掲げ る 「 銀 行 の 取締 役 の 職務 の 執行 の 監査 を 的 確 、 公 正 
か つ 効 率 的 に 遂行 する こと が で きる 知識 及び 経験 」 及 び 「 十 分 な 社会 的 信 
用 」 と し て 、 例 えば 以下 の よう な 要素 が 適切 に 勘案 され て いる か 。 

イ . 銀行 の 取締 役 の 職務 の 執行 の 監査 を 的 確 、 公 正 か つ 効 率 的 に 遂行 する こ 

と が で きる 知識 及び 経験 
独 任 制 の 機関 と し て 自己 の 責任 に 基づき 積極 的 な 監査 を 実施 する に 足る 知 

識 ・ 経 験 、 そ の 他 和 独立 の 立場 か ら 取 締 役 の 職務 の 執行 を 監査 する こと に より 、 

銀行 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 する た め の 知 識 ・ 経 験 を 有 し て いる か 。 
ロロ. 十分 な 社会 的 信用 

a. 反 社 会 的 行為 に 関与 し た こと が な いか 。 

b. 暴力 団員 で は な いか 、 又 は 暴力 団 と 密接 な 関係 を 有 し て いな いか 。 

c. 金融 商品 取引 法 等 我が国 の 金融 関連 法令 又は これ ら に 相当 する 外国 の 法 
令 の 規定 に 違反 し 、 又 は 刑法 若しくは 暴力 行為 等 処罰 に 関す る 法律 の 罪 を 
犯し 、 禄 金 の 刑 (これ に 相当 する 外国 の 法令 に よる 刑 を 含む 。) に 処せ ら 
れ た こと が な いか 。 

d. 禁 銅 以上 の 刑 (これ に 相当 する 外国 の 法令 に よる 刑 を 含む 。) に 処せ ら 
れ た こと が な いか 。 

e. 過去 に お いて 、 所 属し た 法人 等 又は 現在 所 属す る 法人 等 が 金融 監督 当局 
より 法令 等 遵守 に 係る 業務 改善 命令 、 業 務 停止 命令 、 又 は 免許 、 登 録 若 し 
く は 認可 の 取消 し 等 の 行政 処分 を 受け て お り 、 当 該 処 分 の 原因 と な る 事実 
に つい て 、 行 為 の 当事者 と し て 又は 当該 者 に 対し 指揮 命令 を 行う 立場 で 、 


串 
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故意 又は 重大 な 過失 (一 定 の 結果 の 発生 を 認識 し 、 か つ 回 避 し 得る 状態 に 
あり な が ら 特 に 甚だ し い 不 注意 ) に より これ を 生 ぜ し め た こと が な いか 。 
f. 過去 に お いて 、 人 金融 監督 当局 より 役員 等 の 解任 命令 を 受け た こと が な い 


か 。 
g. 過去 に お いて 、 金 融 機関 等 の 破綻 時 に 、 役 員 と し て 、 そ の 原因 と な っ た 
こと が な いか 。 


(参考 ) 「 監 査 役 監査 基準 」 (公益 社団 法人 日 本 監査 役 協会 


(5 ) 管理 者 (営業 店 長 と 同等 以上 の 職責 を 負う 上 級 管理 者 ) 
① 管理 者 は 、 リ スク の 所 在 、 リ スク の 種類 及び リス ク 管 理 手法 を 十分 に 理解 
し た 上 で 、 リ スク 管理 の 方 針 に 沿っ て 、 リ スク の 種類 に 応じ た 測定 ・ モ ニタ 
リン グ ・ 管 理 な ど 、 適 切な リス ク 管 理 を 実行 し て いる か 。 
② 管理 者 は 、 取 締 役 会 等 で 定め られ た 方 人 針 に 基づき 、 相 互 けん 制 機能 を 発揮 
させ る た め の 施 策 を 実施 し て いる か 。 


(6) 内 部 監査 部 門 

① 内 部 監査 部 門 は 、 被 監査 部 門 に 対し て 十分 けん 制 機能 が 働く よう 独立 する 
一 方 、 被 監査 部 門 の 業務 状況 等 に 関す る 重要 な 情報 を 適時 収集 する 態勢 ・ 能 
力 を 有 し 、 銀 行 を 取り 巻く 環境 や 業務 状況 に 的 確 に 対応 し た 、 実 効 性 ある 内 
部 監査 が 実施 で きる 体制 と な っ て いる か 。 

② 内 部 監査 部 門 は 、 被 監査 部 門 に お ける リス ク 管 理 状況 等 を 把握 し た 上 、 リ 
スク の 種類 ・ 程 度 に 応じ て 、 頻 度 ・ 深 度 に 配慮 し た 効率 的 か つ 実 効 性 ある 内 
部 監査 計画 を 立案 し 、 状 況 に 応じ て 適切 に 見 直す と と も に 、 内 部 監査 計画 に 
基づき 効率 的 で 実効 性 ある 内 部 監査 を 実施 し て いる か 。 

③ 内 部 監査 部 門 は 、 内 部 監査 で 指摘 し た 重要 な 事項 に つい て 遅滞 な く 代 表 取 
締 役 及び 取締 役 会 に 報告 し て いる か 。 ま た 、 内 部 監査 部 門 は 、 指 摘 事項 の 改 
善 状況 を 的 確 に 把握 し て いる か 。 


(7 ) 外部 監査 の 活用 
① 実効 性 ある 外部 監査 が 、 銀 行 の 業務 の 健全 か つ 適切 な 運営 の 確保 に 不可 欠 
で ある こと を 十分 認識 し 、 有 効 に 活用 し て いる か 。 
② 外部 監査 が 有効 に 機能 し て いる か を 定期 的 に 検証 する と と も に 、 人 外部 監査 
の 結果 等 に つい て 適切 な 措置 を 講じ て いる か 。 
③ 関与 公認 会 計 士 の 監査 継続 年 数 等 、 適 切 に 取り 扱わ れ て いる か 。 


(8) 監査 機能 の 連携 
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外部 監査 機能 と 内 部 監査 部 門 又は 監査 役 ・ 監 査 役 会 の 連携 が 有効 に 機能 し て 
いる か 。 


(参考 ) 経営 管理 態勢 に 関す る 監督 に 当たっ て の 着眼 点 に つい て は 、 以 下 が 参 考 と 

な る 。 

① バー ゼル 銀行 監督 委員 会 「 銀 行 組織 に お ける 内 部 管理 体制 の フレ ー ム ワー 
ク 」 (1998 年 9 月 ) 

② バー ゼル 銀行 監督 委員 会 「 銀 行 組織 に と っ て の コー ポレ ー ト ・ ガ バナ ンス 
の 強化 」 (1999 年 9 月 ) 

③  「 企 業 が 反 社 会 的 勢力 に よる 被害 を 防止 する た め の 指 針 に つい て 」 (平成 
19 年 6 月 19 日 犯罪 対策 韻 僚 会 議 幹 事 会 申 合せ ) 


一 1 一 3 監督 手法 


下記 の ヒア リン グ 及 び 通 常 の 監督 事務 等 を 通じ て 、 経 営 管理 態勢 に つい て 検証 す 
る こと と する 。 


(1) オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ 
① 総合 的 な ヒア リン グ 
総合 的 な ヒア リン グ に お いて 、 経 営 上 の 課題 、 経 営 戦 略 及び その 諸 リ スク 、 
取締 役 会 ・ 監 査 役 (会 ) の 機能 発揮 の 状況 等 に 関し ヒア リン グ を 行う こと と 
する 。 
② トッ プ ヒ アリ ング 
トッ プ ヒ アリ ング に お いて 、 銀 行 の 経営 者 に 対し 、 経 営 戦略 及び 経営 方 針 、 
リス ク 管 理 に 関す る 認識 等 に つき ヒア リン グ を 行う こと と する 。 
③ 内 部 監査 ヒア リン グ 等 
内 部 監査 ヒビ アリ ング に お いて 、 銀 行 の 内 部 監査 部 門 に 対し 、 内 部 監査 の 体 
制 、 監 査 計 画 の 立案 状況 、 内 部 監査 の 実施 状況 、 問 題 点 の 是正 状況 及び 今後 
の 課題 等 に つき ヒア リン グ を 行う こと と する 。 
また 、 特 に 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 銀 行 の 監査 役 、 社 外 取 締 役 
及び 会 計 監 査 人 に 対し て も ヒア リン グ を 実施 する こと と する 。 


(2) 通常 の 監督 事務 を 通じ た 経営 管理 態勢 の 検証 
① 経営 管理 態勢 に つい て は 、 上 記 (1) ① か ら ③ の ヒア リン グ に 加え 、 例 え 
ば 、 免 許 審査 、 取 締 役 、 監 査 役 及び 会 計 監査 人 の 選任 ・ 退 任 届出 の 受理 、 検 査 
結果 通知 の フォ ロー アッ プ 、 不 祥 事件 等 届出 書 の 受理 、 早 期 警 戒 制 度 、 早 期 
是正 措置 な どの 通常 の 監督 事務 を 通じ て も 、 そ の 有効 性 に つい て 検証 する こ 


と と する 。 
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② 特に 、 内 部 管理 態勢 等 に 問題 が ある と 認め られ 、 法 第 24 条 に 基づき 改善 対 
応 策 の 報告 を 求め た 場合 や 、 特 に 重大 な 問題 が 認め られ 、 法 第 26 条 に 基づく 
業務 改善 計画 の 提出 を 求め た 場合 に は 、 問 題 の 発生 原因 分 析 を 踏ま え 、 必 要 
に 応じ 、 経 営 管理 機能 が 適切 に 発揮 され る 態勢 と な っ て いる 改善 対応 策 又 は 
業務 改善 計画 と な っ て いる か どう か に つい て も 検証 する こと と する 。 


一 1 一 4 監督 上 の 対応 


(1) 上 記 の オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ 及 び 通 常 の 監督 事務 を 通じ た 検証 の 結果 、 
経営 管理 態勢 の 有効 性 等 に 疑義 が 生じ た 場合 に は 、 原 因 及 び 改 善 策 等 に つい て 、 
深度 ある ヒア リン グ を 行い 、 必 要 な 場合 に は 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め る こ 
と を 通じ て 、 経 営 管理 態勢 の 着実 な 改善 を 促す も の と する 。 


(2 ) また 、 役 員 が 重大 な 法令 違反 等 の 社会 的 な 信用 を 失墜 する 行為 を 行っ た 場合 、 
業務 改善 命令 を 受け た に も か か わら すず 経営 管理 に 問題 が あり 改善 の 実施 状況 が 
不 芳 で ある 場合 、 又 は 異な る 事由 で 多数 の 業務 改善 命令 を 受け て いる 場合 等 、 
経営 管理 態勢 に 重大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 経 
営 管理 態勢 の 確立 を 求め る 業務 改善 命令 を 発出 し 、 状 況 に 応じ 、 例 えば 、① 内 
部 監査 機能 等 の 相互 けん 制 機能 の 強化 、② 社 外 取締 役 、 外 部 の 専門 家 等 を 登用 
し た 監視 態勢 の 構築 、③ 監 査 役 会 設置 会 社 、 指 名 委員 会 等 設置 会 社 及 び 監査 等 委員 会 
設置 会 社 の 制度 間 の 移行 の 検討 等 を 求め る も の と する 。 


(3) 銀行 の 常務 に 従事 する 取締 役 及び 監査 徹 が 、 エ 一 1 一 2 (3) ⑬ 及 びー1 
ー2 (4) ⑦ に 掲げ る 勘案 すべ き 要 素 に 照ら し 不適 格 と 認め られ る 場合 、 又 は 
その 選任 議案 の 決定 に 当たり 、 十 分 な 要素 が 勘案 され て いな いと 認め られ る 場 
合 で あっ て 、 銀 行 業務 の 健全 か つ 適切 な 運営 を 確保 する た め 必 要 が ある と 認め 
られ る と き は 、 取 締 役 ・ 監 査 役 の 適格 性 や 経営 管理 の 遂行 状況 、 そ れ ら に つい 
て の 銀行 の 認識 、 及 び 取 締 役 ・ 監 査 役 の 選任 議案 の 決定 プロ セス 等 に つい て 深 
度 あ る ヒア リン グ を 行い 、 必 要 な 場合 に は 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め る も の 
と する 。 ま た 、 報 告 徴 求 の 結果 、 経 営 管理 態勢 に 重大 な 問題 が ある と 認め られ 
る 場合 で 、 自 主 的 な 改善 努力 に 委ね た の で は 、 銀 行 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 運 
営 に 支障 を 来 す お それ が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改 
善 命令 を 発出 する も の と する 。 


( 注 ) ロー1 一 2 (3) ⑬ 及 び H ロ 一 1 一 2 (4) ⑦ に 掲げ る 取締 役 ・ 監 査 役 の 知 
識 ・ 経 験 及び 社会 的 信用 に 係る 着眼 点 は 、 各 銀行 の 取締 役 ・ 監 査 役 の 選任 プ 
ロ セ ス 等 に お ける 自主 的 な 取組 み を 基本 と し つつ 、 そ の 過程 に お いて 法 第 7 
条 の 2 に 規定 され て いる 適格 性 が 適切 に 判断 され て いる か どう か を 当局 が 確 
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認 す る た め の 事 項 の 例示 で あり 、 ま た 、 特 定 の 事項 へ の 該当 を も っ て 直ちに 
その 適格 性 を 判断 する た め の も の で は な い 。 取締 役 ・ 監 査 役 の 選任 議案 の 決 
定 等 に 当たっ て は 、 ま ず は 銀行 自身 が その 責任 に お いて 、 上 記 着 眼 点 も 踏ま 
えつ つ 、 そ の 時 々 の 時 点 に お ける 取締 役 ・ 監 査 役 個人 の 資質 を 総合 的 に 勘案 
し て 適切 に 判断 する と と も に 、 免 許 申請 や 取締 役 ・ 監 査 役 の 選任 届出 等 に お 
いて 、 監 督 当局 へ の 説明 責任 を 果たす べき も の で ある こと に 留意 する 必要 が 
ある (様式 ・ 参 考 資 料 編 様式 1 一 1](、1 一 1 の 2、4ー10 一 1 一 1~4 
ー10 一 2 一 2 参照 ) 。 


(4 ) 銀行 が 法令 、 定 款 若しくは 法令 に 基づく 内 閣 総理 大 臣 の 処分 に 違反 し た と き 
又は 公益 を 害する 行為 を し た と き で 、 銀 行 の 常務 に 従事 する 取締 役 ・ 執 行 役 ・ 
監査 役 ・ 監 査 委員 ・ 監 査 等 委員 の 適格 性 の 不備 に その 主たる 原因 が ある と 認め 
られ る と き 、 会 計 監査 人 が 職務 上 の 義務 に 違反 し 、 又 は 職務 を 怠っ た こと に 重 
大 な 原因 が ある と 認め られ る と き な ど の 場合 に は 、 法 第 27 条 に 基づき 取締 役 ・ 
執行 役 ・ 監 査 役 ・ 監 査 委員 ・ 監 査 等 委員 ・ 会 計 監 査 人 の 解任 を 命ずる こと を 検 
討 す る も の と する 。 
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ロー2 財務 の 健全 性 等 


ルー2 一 1 自己 資本 (早期 是正 措置 ) 


銀行 は 、 預 金 者 等 の 信 認 を 確保 する た め 、 自 己 資本 の 充実 を 図り 、 リ スク に 応じ 
た 十分 な 財務 基盤 を 保有 する こと は 極め て 重要 で ある 。 財 務 内 容 の 改善 が 必要 と さ 
れる 銀行 に あっ て は 、 自 己 責任 原則 に 基づき 主体 的 に 改善 を 図る こと が 求め られ る 
が 、 当 局 と し て も 、 そ れ を 補完 する 役割 果たす も の と し て 、 銀 行 の 財務 の 健全 性 
を 確保 す る た め 、 自 己 資本 比率 と いう 客観 的 な 基準 を 用 い 、 必 要 な 是正 措置 命令 を 
迅速 か つ 適 切 に 発動 し て いく こと で 、 銀 行 の 経営 の 早期 是正 を 促し て いく 必要 が あ 
る 。 


一 2ー1 一 2 監督 手法 ・ 対 応 


「 銀行 法 第 二 十 六条 第 二 項 に 規定 する 区 分 等 を 定め る 命令 」 (以下 「 区 分 等 を 定 
め る 命令 」 と いう 。) に お いて 具体 的 な 措置 内 容 等 を 規定 する 早期 是正 措置 に つい 
て 、 下 記 の と お り 運 用 する こと と する 。 


(1) 命令 発動 の 前 提 と な る 自己 資本 比率 

「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 1 条 第 1 項 及 び 第 2 項 の 表 の 区 分 に 係る 自己 資本 比 

率 は 、 次 の 自己 資本 比率 に よる も の と する 。 

① 決算 状況 表 (中 間 期 に あっ て は 中 間 決算 状況 表 ) に より 報告 され た 自己 資本 比 
率 (た だ し 、 業 務 報 告 書 (中 間 期 に あっ て は 中 間 業 務 報 告 書 ) の 提出 後 は 、 こ れ 
に より 報告 され た 自己 資本 比率 ) 

② 上 記 ① が 報告 され た 時 期 以外 に 、 当 局 の 検査 結果 等 を 踏ま えた 銀行 と 監査 法人 
等 と の 協議 の 後 、 当 該 銀行 か ら 報 告 さ れ た 自己 資本 比率 


( 注 ) 本 監督 指針 に お ける 自己 資本 比率 の 具体 的 計数 は 、 明 示 的 な 規定 の な い 限 り 、 
便宜 的 に 、 海 外 営 業 拠点 を 有 し な い 銀 行 の 自己 資本 比率 で ある 国内 基準 の 数 値 を 用 
いる こと と し 、 海 外 営 業 拠点 を 有する 銀行 に あっ て は 、 主 要 行 等 向け の 総合 的 な 
監督 指針 「 罰 一 2ー1 一 ②③ 早期 是正 措置 」 に 定め る 国際 統一 基準 の 自己 資本 比 
率 の 区 分 と 読み 替え る も の と する 。 


(2) 「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 1 条 第 1 項 又 は 第 2 項 の 表 の 区 分 に 基づく 命令 
① 第 1 区 分 の 命令 、 第 2 区 分 の 命令 及び 第 2 区 分 の 2 の 命令 の 相違 
第 1 区 分 の 「 経 営 の 健全 性 を 確保 する た め の 合理 的 と 認め られ る 改善 計画 ( 原 
則 と し て 資本 の 増強 に 係る 措置 を 含む も の と する 。) の 提出 の 求め 及び その 実行 
の 命令 」 は 、 経 営 の 健全 性 が 確保 され て いる 基準 と し て 自己 資本 比率 4 9%% 以 上 の 
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水準 の 達成 を 着実 に 図る た め の も の で ある 。 し た が っ て 、 計 画 全 体 と し て 経営 の 
健全 性 が 確保 され る も の で ある こと を 重視 し 、 そ の 実行 に 当たっ て は 、 基 本 的 に 
銀行 の 自主 性 を 尊重 する こと と する 。 

第 2 区 分 の 「 次 の 各 号 に 掲げ る 自己 資本 の 充実 に 資す る 措置 に 係る 命令 」 は 、 
自己 資本 比率 が 、 経 営 の 健全 性 を 確保 する 水準 を か な り 下 回 っ て お り 、 こ れ を 早 
期 に 改善 する た め の も の で ある 。 し た が っ て 、 個 々 の 措置 は 、 当 該 銀行 の 経営 実 
態 を 踏ま えた も の に する 必要 が ある こと か ら 当 該 銀 行 の 意見 は 踏ま える も の の 、 
当局 の 判断 に よっ て 措置 内 容 を 定め る こと と する 。 な お 、 銀 行 が 当該 措置 を 実行 
する に 当たっ て は 、 基 本 的 に 個々 の 措置 毎 に 命令 を 達成 する 必要 が ある 。 

第 2 区 分 の 2 の 「 自 己 資本 の 充実 、 大 幅 な 業務 の 縮小 、 合 併 又は 銀行 業 の 廃止 
等 の 措置 の いずれ か を 選択 し た 上 当該 選択 に 係る 措置 を 実施 する こと の 命令 」 は 、 
自己 資本 の 充実 の 状況 が 特に 著しい 過小 資本 の 状況 に ある 銀行 に 対し 、 こ れ を 速 
や か に 改善 する か 、 銀 行 業務 の 継続 を 断念 する か を 人 迫る も の で ある 。 

② 第 1 区 分 に 係る 改善 計画 の 内 容 

「 経 営 の 健全 性 を 確保 する た め の 合理 的 と 認め られ る 改善 計画 」 と は 、 当 該 改 
善 計画 を 実行 する こと に より 、 原 則 と し て 1 年 以内 に 自己 資本 比率 が 4 % 以 上 の 
水準 を 達成 する 内 容 の 計画 と する 。 

③ 第 2 区 分 に 係る 措置 の 内 容 

「 自 己 資 本 の 充実 に 資す る 措置 」 と は 、 自 己 資本 比率 が 、 原 則 と し て 1 年 以内 

に 少な く と も 29% 以 上 の 水準 を 達成 する た め の 措 置 と する 。 
④ 第 2 区 分 の 2 に 係る 措置 の 内 容 

「 自 己 資本 の 充実 、 大 幅 な 業務 の 縮小 、 合 併 又 は 銀行 業 の 廃止 等 の 措置 の い ず 
れ か 」 の うち 、 当 該 銀 行 が 合併 (解散 会 社 と な る 場合 ) 、 銀 行 業 の 廃止 以外 の 措 
置 を 選択 し た 場合 に あっ て は 、 自 己 資本 比率 が 、 原 則 と し て 1 年 以内 に 少な く と 
も 2 96 以上 の 水準 を 達成 する た め の 措 置 と する 。 

また 、 当 該 銀 行 が 合併 等 を 選択 し た 場合 に あっ て は 、 例 えば 合併 の 場合 に は 合 
併 の 相手 方 の 意思 が 明確 で ある な ど 確 実に 実現 する 内 容 で ある こと が 必要 で ある 。 


(3) 改善 まで の 期間 

自己 資本 比率 を 改善 する た め の 所 要 期 間 に つ いて は 上 記 (2 ) ② か ら ④ を 目途 と 
する が 、 銀行 が 策定 する 経営 改善 の た め の 計 画 等 が 、 当 該 銀行 に 対す る 預金 者 、 投 
資 家 、 市 場 の 信 認 を 維持 ・ 回 復 す る た め に 十分 な も の で な けれ ば な ら な いこ と は 言 
うま で も な い 。 し た が っ て 、 当 訪 銀 行 の 市 場 と の 関係 の 程度 等 に よっ て は 、 市 場 の 
信 認 を 早急 に 回 復 する 必要 が ある た め 、 上 記 の 期間 を 大 幅 に 縮減 する 必要 が ある 。 
例え ば 、 国 際 統 一 基準 行 で あれ ば 、 少 な く と も 1 年 以内 (原則 と し て 翌 決 算 期 ま 
で ) に 第 1 区 分 に 係る 自己 資本 比率 の 範囲 を 上 回 る 水準 を 回 復 する た め の 計画 等 
で ある こと が 必要 で ある 。 
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また 、 銀 行 が 預金 保険 法 第 105 条 の 規定 に 基づき 株 式 等 の 引受 け 等 に 係る 申込 み 
を 行う 場合 に あっ て は 、 自 己 資本 比率 を 改善 する た め の 所 要 期 間 に つ いて は 、 同 条 
第 3 項 の 規定 に 基づく 経営 健全 化 計画 と 同一 で な けれ ば な ら な い 。 

な お 、 銀 行 が 、「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 2 条 第 1 項 の 規定 に より 、 そ の 自己 資 
本 比率 を 当該 銀行 が 該当 する 「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 1 条 第 1 項 又 は 第 2 項 の 表 
の 区 分 に 係る 自己 資本 比率 の 範囲 を 超え て 確実 に 改善 する た め の 合理 的 と 認め られ 
る 計画 を 提出 し た 場合 で あっ て 、 当 該 銀 行 に 対し 、 当 該 銀 行 が 該当 する 同 表 の 区 分 
に 係る 自己 資本 比率 の 範囲 を 超え る 自己 資本 比率 に 係る 同 表 の 区 分 に 掲げ る 命令 を 
発出 する と き は 、 上 記 (2) の 自己 資本 比率 を 改善 する た め の 所 要 期 間 に は 、 下 記 
ルー2 ク ー1 一 3 (1) の 自己 資本 比率 を 当該 銀行 が 該当 する 同 表 の 区 分 に 係る 自己 
資本 比率 の 範囲 を 超え て 確実 に 改善 する た め の 期 間 は 含ま な いも の と する 。 


エー2ー1 一 3 「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 2 条 第 1 項 に 規定 する 合理 性 の 判断 基準 


「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 2 条 第 1 項 の 「 自 己 資本 比率 の 範囲 を 超え て 確実 に 改善 す 
る た め の 合 理 的 と 認め られ る 計画 」 の 合理 性 の 判断 基準 は 、 次 の と お り と する 。 


(1) 銀行 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 図り 当該 銀行 に 対す る 預金 者 等 の 信頼 を つ 
な ぎ 止 め る こと が で きる 具体 的 な 資本 増強 計画 等 を 含み 、 自 己 資本 比率 が 、 原 則 
と し て 3 か 月 以内 に 当該 銀行 が 該当 する 「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 1 条 第 1 項 又 
は 第 2 項 の 表 の 区 分 に 係る 自己 資本 比率 の 範囲 を 超え て 確実 に 改善 する 内 容 の 計 
画 で ある こと 。 


( 注 ) 増資 等 の 場合 は 、 出 資 予 定 者 等 の 意思 が 明確 で ある こと が 必要 で ある 。 

(2 ) 当該 銀行 が 預金 保険 法 第 105 条 の 規定 に 基づき 株 式 等 の 引受 け 等 に 係る 申込 み 
を 行う 場合 に あっ て は 、 同 条 第 3 項 の 規定 に 基づく 経営 健全 化 計 画 と 整合 的 な 内 
容 で ある こと 。 

一 2ー1 一 4 命令 区 分 の 根拠 と な る 自己 資本 比率 
「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 2 条 第 1 項 の 適用 に 当たり 「 実 施 後に 見 込ま れる 当該 銀 

行 の 自己 資本 比率 以下 の 自己 資本 比率 に 係る 同 表 の 区 分 ( 非 対 象 区 分 を 除く 。) に 掲 


げ る 命令 」 は 、 原 則 と し て 3 か 月 後に 確実 に 見 込ま れる 自己 資本 比率 の 水準 に 係る 区 
分 ( 非 対 象 区 分 を 除く 。) に 掲げ る 命令 と する 。 
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ルー2 一 1 一 5 計画 の 進捗 状況 の 報告 等 


計画 の 進捗 状況 よ は 、 そ の 実施 完了 まで の 間 、 毎 期 (中 間 期 を 含む 。) 報告 させ る 
こと と し 、 そ の 後 の 実 行状 況 が 計画 と 大 幅 に 垂 離 し て いな い 場 合 は 、 原 則 と し て 計 
画 期間 中 新た な 命令 は 行わ な が いも の と する 。 た だ し 、 第 2 区 分 の 2 の 命令 を 行っ た 銀 
行 に あっ て は 、 そ の 後 自己 資本 比率 が 1 9% 以 上 4 % 未 満 の 範囲 に 達し た と き は 、 当 該 時 
点 に お ける 自己 資本 比率 に 係る 区 分 に 掲げ る 命令 を 行う こと が で きる も の と し 、 第 2 区 
分 の 命令 を 行っ た 銀行 に あっ て は 、 そ の 後 自己 資本 比率 が 29% 以 上 4 96 未満 の 範囲 に 達 
し た と き は 、 当 該 時 点 に お いて 第 1 区 分 の 命令 を 行う こと が で きる も の と する 。 

また 、 銀 行 が 、「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 2 条 第 1 項 の 規定 に より 、 そ の 自己 資本 比 
率 を 当該 銀行 が 該当 する 「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 1 条 第 1 項 又は 第 2 項 の 表 の 区 分 に 
係る 自己 資本 比率 の 範囲 を 超え て 確実 に 改善 する た め の 合理 的 と 認め られ る 計画 を 提出 
し 、 当 該 銀 行 に 対し 、 当 該 銀行 が 該当 する 同 表 の 区 分 に 係る 自己 資本 比率 の 範囲 を 超え 
る 自己 資本 比率 に 係る 同 表 の 区 分 に 掲げ る 命令 を 発出 し た 場合 に お いて は 、 原 則 と し て 
増資 等 の 手続 き に 要する 期間 の 経過 後 直ちに 、 当 該 銀行 の 自己 資本 比率 が 、 当 該 銀行 が 
発出 を 受け た 命令 が 掲げ られ た 同 表 の 区 分 に 係る 自己 資本 比率 以上 の 水準 を 達成 し て い 
な いと き は 、 当 該 時 点 に お ける 自己 資本 比率 に 係る 同 表 の 区 分 に 掲げ る 命令 を 発出 する 
も の と する 。 


一 2ー1 一 6 「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 2 条 第 2 項 に 掲げ る 資産 の 評価 基準 


「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 2 条 第 2 項 各 号 に 掲げ る 資産 の うち 、 次 に 掲げ る 資産 に つ 
いて は 、 そ れ ぞ れ に 規定 する 方 法 に より 評価 する も の と する 。 


(1) 第 1 号 「 有 価 証券 」 

「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 2 条 第 2 項 第 1 号 の 「 公 表 さ れ て いる 最終 価格 」 と は 、 
取引 所 取引 価格 、 基 準 気配 値 、 基 準 価格 等 と する 。 ま た 、「 こ れ に 準ずる も の と し 
て 合理 的 な 方 法 に より 算出 し た 価額 」 と は 、 金 融 商品 取引 業者 等 か ら 算出 日 の 時 価 
情報 と し て 入手 し た 評価 額 又は 銀行 の 独自 の 評価 方 法 に よる も の で 合理 的 と 認め ら 
れる も の と する 。 

な お 、 算 出 に 当たっ て は 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
① 株 式 又 は 社債 で 発行 会 社 が 大 幅 な 債務 超過 に 陥っ て いる こと 等 に より 、 代 二 等 

に 重大 な 懸念 が ある も の に つい て は 、 実態 に 即 し て 評価 し 算出 する 。 
② 外貨 建 有 価 証券 は 、 円 貨 に 換算 する こと と し 、 算 出 日 の T T 仲 値 に より 算出 す 

る 。 


(2 ) 第 2 号 「 動 産 不 動産 」 
① 土地 
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鑑定 評価 額 ( 1 年 以内 に 鑑定 し た も の ) 又は 直近 の 路線 価 、 公 示 価 格 、 基 準 地 
価格 及び 客観 的 な 売買 実例 等 を 参考 と し て 算出 し た 妥当 と 認め られ る 評価 額 と す 
る 。 

② 建物 及び 動産 
原則 、 帳 薄 価 格 と する 。 


(3 ) 第 3 号 「 前 二 号 に 掲げ る 資産 以外 の 資産 」 
金銭 の 信託 (有価 証券 運用 を 主 目的 と する 単独 運用 の も の に 限る 。) に お いて 信 
託 財 産 と し て 運用 され て いる 有価 証券 (外国 有価 証券 を 含む 。) の 評価 は 、「 区 分 
等 を 定め る 命令 」 第 2 条 第 2 項 第 1 号 及 び 上 記 (1) に 準ずる も の と する 。 な お 、 
デリ バテ ィ ブ 取引 を 組み 入れ て いる 金銭 の 信託 に つい て は 、 当 該 取 引 に 係る 未 決済 
の 評価 損益 も 加え 算出 する 。 


ルー2 一 1 一 7 その 他 


(1) 「 区 分 等 を 定め る 命令 」 第 1 条 及 び 第 2 条 の 規定 に 係る 命令 を 行う 場合 は 、 行 政 
手続 法 等 の 規定 に 従う こと と し 、 同 法 第 13 条 第 1 項 第 2 号 に 基づく 弁明 の 機会 の 
付与 等 の 適正 な 手続 き を と る 必要 が ある こと に 留意 する 。 


(2 ) 自己 資本 比率 が 2 未満 の 銀行 に 対し て は 、 原 則 と し て 「 区 分 等 を 定め る 命 
令 」 第 2 条 第 2 項 各 号 に 掲げ る 資産 に つい て 当該 各 号 に 定め る 方 法 に より 算出 し 、 
これ に より 修正 し た 貸借 対照 表 (様式 は 任意 で 可 ) を 提出 させ る も の と する 。 


(3 ) 早期 是正 措置 は 、 自 己 資本 比率 が 銀行 の 財務 状況 を 適切 に 表し て いる こと を 前 提 
に 発動 され る も の で ある こと か ら 、 い や し くも 早期 是正 措置 の 発動 を 免れ る た め の 
意図 的 な 自己 資本 比率 の 操作 を 行う と いっ た こと が な いよ う 銀 行 に 十分 留意 させ る 
こと と する 。 


ロー2 一 2 統合 的 な リス ク 管 理 等 

II エ 一 クー2ー1 統合 的 な リス ク 管 理 

(1) 意義 
銀行 は 、 経 営 の 健全 性 を 確保 する た め 、 そ れ ぞ れ の 経営 戦略 、 規 模 及び リス 
ク 特 性 等 に 応じ て 適切 に 統合 的 な リス ク 管 理 を 行う 態勢 を 構築 し 、 最 低 所 要 自 


己 資本 比率 の 算式 に 含ま れ な い リ スク も 含め 、 各 事業 部 門 等 が 内 包 す る 種々 の 
リス ク を 総体 的 に 把握 し た 上 で 、 こ うし た 総体 的 な リス ク に 照ら し て 質 ・ 量 と 
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も に 十分 な 自己 資本 を 維持 し て いく と いう 自己 管理 型 の リス ク 管 理 を 行う こと 
が 必要 で ある 。 

特に 複雑 な リス ク を 抱え る 金融 商品 等 の リス ク 管 理 に お いて は 、 経 営 陣 が 十 
分 な 資質 ・ 能 力 を 備え 、 各 事業 部 門 等 が 抱え る 多種 多様 な リス ク に つい て 、 担 
当 部 門 等 より 適時 適切 に 報告 を 受け 、 統 合 的 な リス ク 管 理 の 態勢 を 整え た 上 で 、 
指導 的 ・ 横 断 的 見 地 か ら 、 迅 速 ・ 的 確 な 経営 判断 を 行う 態勢 を 整え る こと が 求 
め ら れる 。 

当局 は 、 銀 行 に よる 統合 的 な リス ク 管 理 態勢 の 構築 に 向け た 自発 的 な 取組 み 
を 最大 限 尊 重 し つつ 、 そ れ が 銀行 の 規模 や リス ク 特 性 等 に 照ら し て 適切 か どう 
か を 評価 ・ 検 証する こと を 通じ て 、 銀 行 に 対し より 適切 な リス ク 管 理 態勢 の 構 
築 を 促す こと と する 。 

な お 、 規 模 や リス ク 特 性 等 に か ん が みて 直ちに 高い レベ ル の 統合 的 な リス ク 
管理 を 求め る こと が 適当 で な い 銀 行 に 対し て は 、 原 則 と し て 早期 警戒 制度 に 基 
づく 対応 を 実施 する 中 で 、 そ の 規模 や リス ク 特 性 等 に 応じ 、 経 営 改 善 の た め に 
必要 と 認め られ る 適切 な レベ ル の 統合 的 な リス ク 管 理 態 勢 の 構築 に 向け た 取組 
み を 促す こと と する 。 

大 規模 か つ 複 雑 な り リスク を 抱え る 銀行 の 統合 的 な リス ク 管 理 態 勢 の 評価 ・ 検 
証 に つい て は 、「 主 要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 」 を 参照 し 、 こ れ に 準ずる 
も の と する 。 


(2) 主 な 着眼 点 
① 多様 な リス ク を 総体 的 に 把握 する た め 、 全 て の リス ク を 認識 し た 上 で 、 銀 
行 自ら の 規模 や リス ク 特 性 等 に 照ら し 、 で きる 限り 統合 的 な リス ク 管 理 の 実 
施 に 努め て いる か 。 
② 対象 と な る 全て の リス ク を 可能 な 限り 整合 的 な 考え 方 で 管理 し て いる か 。 
③ リス ク 管 理 の 高度 化 の 取組 み を 評価 ・ 検 証する 際 の 着眼 点 の 例示 

イ . 計量 化 の 対象 と する リス ク カ テ ゴ リ ー を 合理 的 に 選択 し 、 そ れ ら を 整合 
的 な 考え 方 で 計量 化し て いる か 。 

ロ . リス ク 資 本 の 配 央 及び その 見 直し の プロ セス は 適切 か 。 

ハ . 主要 な リス ク に つい て 、 国 際 統 一 基準 行 の 場合 は 普通 株 式 等 Tier 1 資本 
で カバ ー し 、 ま た 、 国 内 基準 行 の 場合 は 自己 資本 比率 規制 上 の 自己 資本 
(適格 旧 資 本 調達 手段 の うち 補完 的 項目 に 該当 し て いた も の を 除く 。) で 
カバ ー す る 等 、 自 己 資本 の 損失 吸収 力 の 程度 も 適切 に 勘案 し た も の と な っ 
て いる か 。 

二 . 各 リ スク カテ ゴリ ー・ 各 事業 部 門 等 へ の リス ク 資 本 の 配 虹 は 、 業 務 計 画 、 
収益 計画 等 と 整合 性 が と れ て いる か 。 

ホホ . 各 事 業 部 門 の リス ク 量 が リス ク 資 本 を 超過 し な いよ うな 業務 管理 が 適切 
に 行わ れ て いる か 。 
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④ 国内 基準 行 に つい て は 、 例 えば 、 リ スク 資本 の 配 央 等 に 当たり 、 そ の 他 有 
価 証券 評価 差額 金 に よる 影響 も 適切 に 勘案 する 等 、 自 ら が 抱え る リス ク や ゼ や 自 
己 資本 の 特性 等 を 十分 に 踏ま えた 対応 を 行っ て いる か 。 


エロ 一 2 クー2ー2 早期 警戒 制度 


銀行 の 経営 の 健全 性 を 確保 し て いく た め の 手 法 と し て は 、 法 第 26 条 第 2 項 に 基 づ 
き 、 自 己 資本 比率 に よる 「 早 期 是正 措置 」 が 定め られ て いる と ころ で ある が 、 本 措 
置 の 対象 と は な ら な い 銀 行 で あっ て も 、 そ の 健全 性 の 維持 及び 一 層 の 向上 を 図る た 
め 、 継 続 的 な 経営 改善 へ の 取組 み が な され る 必要 が ある 。 

この た め 、 以 下 に 掲げ る 持続 可能 な 収益 性 と 将来 に わた る 健全 性 、 信 用 リス ク 、 
市 場 リ スク 、 流 動 性 リス ク に つい て は 、 行 政 上 の 予防 的 ・ 総 合 的 な 措置 で ある 早期 
警戒 制度 マオ フサ イト ・ モ ニタ リン グ を 通じ て 、 銀 行 の 早め 早め の 経営 改善 を 促し 
て いく も の と する 。 

こう し た 個々 の リス ク 等 に 関す る 具体 的 な 指標 に つい て 、 あ ら か じ め 設 定 し た 基 
準 に 該当 する こと と な っ た 銀行 に 対し て は 、 以 下 の ① か ら ③ の 対応 等 を 行う こと と 
する 。 


① 当局 に お ける 分 析 
基準 に 該当 し た 個々 の リス ク 等 の みな ら ず 、 経 営 環境 や ビジ ネス モデ ル を 含め 、 
収益 性 ・ リ スク テイ ク ・ 自 己 資本 が 現在 の 状況 に ある 背景 ・ 要 因 を 総合 的 に 分 析 
し 、 銀 行 が 抱え て いる 課題 及び その 原因 に つい て 仮説 を 構築 する 。 
② 対話 を 通じ た 課題 の 明確 化 と 共有 
構築 し た 仮説 に 基づき 、 銀 行 の 自己 評価 を 十分 に 踏 す えな が ら 、 当 局 と 銀行 と 
の 間 で 深度 ある 対話 を 行い 、 課 題 及 びそ の 原因 を 明確 化し 、 共 有する 。 
③ 改善 に 向け た 監督 ・ 対 話 
共有 され た 課題 認識 に 基づき 、 原 因 へ の 対応 も 含め て 必要 な 改善 対応 策 の 策定 
を 促す 。 必 要 に 応じ て 、 当 該 改善 対応 策 の 実行 状況 の フォ ロー アッ プ を 行う 。 


( 注 1) 早期 警戒 制度 の 枠組 み の 下 で は 、 個 々 の リス ク 等 の 基準 に 該当 する 銀行 に 
対し 、 上 記 ① か ら ③ の 監督 上 の 対応 等 を 実施 し て いく こと と な る が 、 そ うし た 
場合 で あっ て も 、 当 該 銀 行 の 経営 が 不 健 全 で ある と 自動 的 に みな され る も の で 
は な く 、 当 局 と し て も 、 必 ず し も 直ちに 経営 改善 を 求め る も の で は な い 。 

また 、 改 善 が 必要 と され る 場合 で も 、 金 融 市 場 へ の 影響 や 中 小 企業 金融 の 動 
向 等 に 十分 配慮 し 、 改 善 手 法 や 時 期 等 が 適切 に 選択 され る よう 、 特 に 留意 し て 
監督 を 行う も の と する 。 

な お 、 銀 行 に よる 改善 対応 策 の 実行 状況 の フォ ロー アッ プ に 当たっ て は 、 改 
善 対応 策 の 目的 及び スケ ジュ ー ル に つい て 確認 する も の と する 。 
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( 注 2) 個々 の リス ク 等 の 基準 に 該当 する 銀行 に 対し て は 、 上 記 ① わ から ③ の 取り 組 
み 方 を 基本 と し つつ も 、 銀 行 の 規模 ・ 特 性 等 に 応じ た 対応 を 行う こと に 留意 す 
る 。 


ルー2 一 3 持続 可能 な 収益 性 と 将来 に わた る 健全 性 


ロー2—3—1 意義 


人 口 減少 や 高齢 化 の 進展 等 に より 経営 環境 の 厳し さ が 増 す 中 に お いて 、 銀 行 が 地 
域 に お ける 金融 仲介 機能 を 継続 的 に 発揮 する た め に は 、 各 行 に お いて 、 持 続 可能 な 
ビジ ネス モデ ル を 構築 し 、 将 来 に わた る 健全 性 を 確保 する こと が 必要 で ある 。 

た と え 、 足 下 で は 一 定 の 健全 性 を 維持 し て いて も 、 恒 常 的 に 収益 が 悪化 すれ ば 、 
将来 の 財務 内 容 の 懸念 に つなが る た め 、 足 下 の 実 態 に 止ま ら ず 、 持 続 可 能 な 収益 
性 ・ 将 来 に わた る 健全 性 に つい て モニ タリ ング を 行い 、 早 め 早め の 経営 改善 を 促し 
て いく 必要 が ある 。 


由 エ 一 2 クー3 一 2 主 な 着眼 点 


継続 的 に 金融 仲介 機能 を 発揮 し て いく た め 、 持 続 可 能 な 収益 性 と 将来 に わた る 健 
全 性 を 確保 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 例 えば 、 


(1) 経営 陣 は 、 的 確 な 現状 分 析 に 基づき 、 時 間 軸 を 適切 に 意識 し 、 実 現 可 能 性 の 
ある 経営 戦略 ・ 計 画 を 策定 ・ 実 行 し て いる か 。 


(2) こう し た 経営 戦略 ・ 計 画 の 策定 ・ 実 行 に 当たっ て 、 銀 行 の 実情 に 応じ 、 例 え 
ば 、 収 益 性 ・ 効 率 性 や 健全 性 等 に 係る 定量 的 指標 (コア 業務 純益 、 当 期 利益 、 
ROA、RORA、ROE、OHR 及 び 自 己 資本 比率 等 ) 、 管 理 会 計 そ の 他 の 
財務 ・ 経 営 分 析 、 リ スク ア ペ タ イ ト ・ フ レー ム ワ ー ク 等 の 経営 管理 の 枠組 み 等 
を 活用 し な が ら 、 経 営 戦略 ・ 計 画 の 妥当 性 の 検証 や 見 直し 等 を 行っ て いる か 。 


(3) また 、 経 営 施策 の 実施 状況 に つい て 、PDCA サイ クル の 実践 を 通じ て 、 目 標 未 
達 の 要因 を 分 析 し 、 こ れ を 踏ま えた 改善 対応 策 を 策定 ・ 実 施し て いる か 。 


(4 ) 取締 役 会 (社外 取締 役 を 含む ) は 、 経 営 陣 に よる 上 記 の 取組 み に 対し て 、 実 
効 的 な 規律 付け を 行う べく 、 ガ バナ ンス を 発揮 し て いる か 。 


ルー2 一 3 一 3 監督 手法 ・ 対 応 
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( 1 ) 収益 性 や 各種 リス ク 情 報 に 関す る オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ デ ー タ 及び 決算 状況 
表 等 に 基づき 、 持 続 可 能 な 収益 性 と 将来 に わた る 健全 性 の 状況 を 常時 把握 し 、 分 析 
を 行い 、 改 善 が 必要 と 認め られ る 銀行 に 関し て は 、 エ せ エー2 一 2 ムー2① か ら ③ の 対応 
等 を 行う 。 具 体 的 に は 、 以 下 の (2) か ら (4) の 3 つの ステ ッ プ を 段階 的 に 実施 
し 、 最 終 的 な 対応 を 検討 ・ 実 施す る 。 


(2 ) 例え ば 、 貸 出 金 ・ 預 金利 息 、 有 価 証券 利息 配当 金 、 役 務 取 引 等 利益 、 経 費 等 に つ 
いて 、 足 下 の 傾向 が 継続 する と 仮定 し 、 将 来 の 一 定期 間 (概ね 5 年 以内 ) の コア 業 
務 純 益 (除く 投資 信託 解約 損益 ) や 、 ス トレ ス 事 象 を 想定 し た 場合 の 将来 の 自己 資 
本 の 状況 に つい て 決算 期 毎 に 確認 する 。 こ れ ら が 一 定 の 水準 を 下回る 銀行 等 に 対し 
て 、 下 記 (3) の 対応 を 行う 。 


(3) 銀行 自ら が 経営 計画 等 に お いて 想定 する 将来 の 収益 や 自己 資本 の 見 通し に 関し て 、 
前 提 人 条件 (地域 の 経済 状況 や 顧客 基盤 の 見 通し ) 、 銀 行 が 実施 中 ・ 実 施 予定 の 経営 
改善 に 関す る 施策 と その 効果 (トッ プラ イン の 増強 、 経 費 削減 、 増 資 等 ) 、 将 来 発 
生 が 見 込ま れる 費用 (本 店 建 替 ・ 償 却 、 シ ステ ム 更 改 費 用 、 固 定 資産 の 減損 、 繰 延 
税金 資産 の 取 月 し 、 信 用 コス ト 等 ) 、 有 価 証券 の 益 出し 余力 、 配 当 政 策 、 ス トレ ス 
テス ト の 結果 (スト レス シナ リオ 含む ) 等 の 観点 か ら 、 顧 客 向 け サ ービス 業務 ( 貸 
出 ・ 手 数 料 ビ ジネス ) の 利益 や それ を 構成 する 内 訳 に も 着目 し つつ 、 ヒ アリ ング を 
実施 し 、 見 通し の 妥当 性 に つい て 検証 する 。 

その 際 、 銀 行 が 自ら の 経営 理念 ・ 経 営 戦略 に 照ら し 、 ど の よう な 人 金融 仲介 機能 を 
発揮 し よう と し て いる か 等 を 踏ま え 、 将 来 の 収益 ・ 費 用 の 見 通し が 盛り 込ま れ た 経 
営 計画 等 が その 考え 方 と 整合 的 に な っ て いる か 、 経営 計画 等 を 実行 する た め に 必要 
な 人 的 資源 が 十分 に 確保 ・ 育 成 ・ 活 用 され て いる か 等 に つい て 留意 し て 検証 する 。 


(4) (3) の 結果 、 例 えば 、 将 来 の 一 定期 間 (概ね 5 年 以内 ) に 、 コ ア 業 務 純 益 ( 除 
く 投資 信託 解約 損益 ) が 継続 的 に 赤字 に な る 、 ま た は 最低 所 要 自 己 資本 比率 を 下 回 
る こと が 見 込ま れる 等 、 持 続 可 能 な 収益 性 や 将来 に わた る 健全 性 に つい て 改善 が 必 
要 と 認め られ る 銀行 に 対し て は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基づく 報告 徴 求 、 ま た 
は 、 法 第 25 条 に 基づく 検査 を 実施 し 、 業 務 運 営め ガバ ナン ス の 発揮 状況 等 に つい 
て 深度 ある 検証 を 行い 、 必 要 な 業務 改善 ( 注 1) を 促す 。 更 に 、 業 務 改 善 を 確実 に 
実行 させ る 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 
発出 する も の と する 。 (「 持 続 可 能 な 収益 性 と 将来 に わた る 健全 性 」 改 善 措置 ) 


( 注 1) 店 舗 ・ 人 員 配 置 の 見 直し な どの 業務 効率 化 を 含む 収益 改善 施策 、 資 本 


増強 、 社 外 流出 の 抑制 及び これ ら を 確実 に 履行 する た め の 経 営 管理 態勢 の 
確立 等 。 
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( 注 2) ヒア リン グ や 検査 を 行う に 当たっ て は 、 当 局 担当 者 の 先入観 に 基づく 
対話 に な ら な いよ う 、 ま た 、 対 話 が 一 方 的 な 指導 に な ら な いよ う 、 銀 行 の 
意見 を 十分 に 踏ま は え 、 理 解 を 得 な が ら 行 う 必要 が ある こと に 留意 する 。 

( 注 3) 上 記 の 検証 に 際 し て は 、 

① 経営 計画 等 に 掲げ た 当期 純 利益 や 配当 を 維持 する た め 、 含 み 益 の み 
を 実現 し 含み 損 の 処理 を 先送り し て いる た め 、 今後 、 早 期 (例え ば 
5 年 以内 ) に 含み 益 が 枯 当 し 、 当 期 純 利益 が 赤字 に な り 多 額 の 含み 
損 を 抱え る 状況 に 陥っ て し まわ な いか 、 

② 有価 証券 運用 の あり 方 等 が 、 例 えば 、 表 面 上 高 収益 を 計上 し て いる 
も の の 、 含 み 損益 の 動向 や 中 長期 の テー ルリ スク 等 を 考慮 すれ ば 実 
質 的 に は 収益 と リス ク の バラ ンス が 取れ て いな いな ど 、 将 来 の 経営 
を 圧迫 する 要因 と な っ て いな いか 、 

に つい て も 確認 する 。 


エー2ー4 信用 リス ク 


信用 リス ク と は 、 信 用 供与 先 の 財務 状況 の 悪化 等 に より 、 保 有する 資産 (オフ バ 
ラン ス 資 産 を 含む 。) の 価値 が 減少 な いし 消失 し 、 銀 行 が 損失 を 被る 6 リスク を いう 
が 、 銀 行 は 当該 リス ク に 係る 内 部 管理 態勢 を 適切 に 整備 し 、 経 営 の 健全 性 の 確保 に 
努め る 必要 が ある 。 

特に 、 特 定 大 口先 へ の 融資 拡大 が 結果 と し て 銀行 の 経営 悪化 ・ 破 綻 の 原因 と な っ 
た 事例 を 踏ま そる と 、 大 口先 に 係る 信用 リス ク 管 理 態勢 の 確立 が 重要 で ある 。 な お 、 
カン トリ ー リ スク 管理 及び 信用 リス ク 削 減 手法 に つい て は 、「 主 要 行 等 向け の 総合 
的 な 監督 指針 」 を 参照 し 、 こ れ に 準ずる も の と する 。 


由 一 2 クー4ー2 主 な 着眼 点 


信用 供与 先 の 財務 状況 の 悪化 等 が 経営 に 与え る 影響 の 分 析 が 行わ れ 、 適 切な 対応 
が 講じ られ て いる か 。 例え ば 、 


(1) 取締 役 会 は 、 銀 行 全体 の 経営 方 針 に 沿っ た 戦略 目標 を 踏ま えた 信用 リス ク 管 


理 の 方 針 を 定め て いる か 。 ま た 、 営 業 推進 部 門 と 審査 管理 部 門 の 分 離 等 適切 な 
与信 管理 ・ 審 査 管 理 体制 を 整備 し て いる か 。 
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(2) 特定 の 業種 、 企 業 グ ルー プ 、 地 域 、 融 資 商品 な どの リス ク 特 性 が 相似 し た 対 
象 等 、 リ スク 管理 上 重要 な セク ター の 内 部 定義 が 適切 に 行わ れ て いる か 。 ま た 、 
業種 別 、 地 域 別 等 の ポジ ショ ン 及 び リ スク の 内 訳 を 適切 に 把握 し て いる か 。 


(3) 取締 役 会 等 は 、 合 理 的 な 基準 に 基づき 経営 に 対し て 大 き な 影 響 を 及ぼ す 可 能 
性 の ある 大 口 与信 先 を 抽出 し 、 そ の 信用 状況 や 財務 状況 に つい て 、 継 続 的 な モ 
ニタ リン グ を 行う こと と し て いる か 。 


( 注 ) 国際 統一 基準 行 に お いて は 、 主 要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 エ 一 2 一 
3 一 2 一 2 一 2 (1) 及び (8) を 参照 し 、 こ れ ら に 準じ た 大 口 与信 管理 
を 行う も の と する 。 


(4) 取締 役 会 等 は 、 大 口 与信 先 の 取組 み に つ いて 、 厳 格 な 自己 査定 の 実施 や 事業 
再生 に 当たっ て の 十分 な 検討 ・ 指 示 を 行っ て いる か 。 特 に 、 大 口 与信 先 の 再建 
計画 の 検証 に 当たっ て は 、 当 該 計画 の 妥当 性 ・ 有 効 性 等 に つい て 、 十 分 に 慎重 
な 検証 を 行う 態勢 が 構築 され て いる か 。 


(5) 株 式 を 取得 ・ 保 有する 場合 、 保 有 時 に お ける 株 価 下 落 リ スク や 減損 リス ク 、 
処分 時 に お ける 売却 損 リ スク が ある こと や 、 特 に 大 口 の 株 式 や 非 上 場 株 式 を 保 
有 し て いる 場合 に つい て は 売却 が 困難 と な る リス ク が ある こと に 留意 し 、 適 切 
に リス ク ( 注 1・2) を 管理 し て いる か 。 

特に 、 銀 行 等 に よる 資本 性 資金 の 供給 を より 柔軟 に 行い 得る よう に する た め 、 
平成 25 年 の 銀行 法 改 正 に より 議決 権 保有 規制 の 見 直し が 行わ れ た こと を 踏ま え 、 
基準 議決 権 数 を 超え て 議決 権 を 取得 ・ 保 有する 場合 に は 、 以 下 の よ うな 点 に も 
留意 する 必要 が ある 。 
① 法 第 16 条 の 2 第 1 項 第 13 号 又 は 第 52 条 の 23 第 1 項 第 12 号 に 規定 する 
「 経 営 の 向上 に 相当 程度 寄与 する と 認め られ る 新た な 事業 活動 を 行う 会 社 と 
し て 内 閣府 令 で 定め る 会 社 」 (いわ ゆる 事業 再生 を 行う 会 社 ) の 株 式 を 取 
得 ・ 保 有する 場合 、 事 業 再 生計 画 を 適切 に 審査 する と と も に 、 当 該 計画 等 の 
進捗 状況 等 を 的 確 に 評価 ・ 分 析 す る 態勢 を 整備 し て いる か 。 
また 、 必 要 に 応じ て 、 対 象 企業 の 企業 価値 の 向上 に 向け て 、 経 営 改善 に 関 
する 支援 、 助 言 等 を 行う 態勢 を 整備 し て いる か 。 
② 投資 専門 子会社 を 活用 し て 、 以 下 の 会 社 の 株 式 を 取得 ・ 保 有する 場合 、 銀 
行 本 体 か ら は 一 定 の リス ク 遮 断 が 図ら れ て いる も の と 考え られ る が 、 そ の 場 
合 も 、 当 該 子 会 社 の リス ク 管 理 状況 の 把握 ・ 分 析 ・ 管 理 等 を 行う 態勢 を 整備 
し て いる か 。 
イ . 法 第 16 条 の 2 第 1 項 第 12 号 又 は 第 52 条 の 23 第 1 項 第 11 号 に 規定 する 
「 新 た な 事業 分 野 を 開拓 する 会 社 と し て 内 閣府 令 で 定め る 会 社 」 (いわ ゆ 
る ベン チャ ー ビ ジ ネス 会 社 ) 
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ロ . 法 第 16 条 の 4 第 8 項 又は 第 52 条 の 24 第 8 項 に 規定 する 「 地 域 の 活性 化 
に 資す る と 認め られ る 事業 を 行う 会 社 と し て 内 閣府 令 で 定め る 会 社 」 ( い 
わ ゆ る 地域 経済 の 面 的 再生 ( 再 活性 化 ) 事業 会 社 ) 


( 注 1) 「 エ ーー2 一 5 市 場 リ スク 」 も 参照 する こと 。 

( 注 2) 株 式 の 取得 ・ 保 有 に 係る 、 株 主 の 立場 と 債権 者 と し て の 立場 に お ける 利 
益 相反 に つい て は 、「 入 一 4ー12 顧客 の 利益 の 保護 の た め の 体制 整 
備 」 も 参照 する こと 。 


(6) スト レス テス ト を 実施 し て いる か 。 ま た 、 信 用 リス ク の 計量 を 行っ て いる 場 
合 に あっ て は 、 損 失 額 が 大 きく 発現 する シナ リオ の 分 析 を 行っ て いる か 。 


(7) デリ バテ ィ ブ 取引 等 に お いて は 、 主 な カウ ンタ ー パ ー テ ィ の 信用 リス ク に つ 

いて 、 以 下 の 点 も 含め 、 適 切 に 管理 し て いる か 。 

① カウンター パー ティ 別 及び カウ ンタ ー パ ー テ ィ の 類型 別 の エク スポ ー ジ ャ 
ー の 管理 

② デリ バテ ィ ブ 取引 の 参照 資産 の 時 価 の 変化 等 に より エク スポ ー ジ ャ ー が 拡 
大 する こと に よる リス ク の 把握 

③ 担保 その 他 の 信用 補完 措置 の 有効 性 の 確認 

④ 市 場 流動 性 が 低下 する 状況 等 も 勘案 し た 適切 な スト レス テス ト の 実施 


(8) 清算 集中 され た デリ バテ ィ ブ 取引 等 に 係る 中 央 清算 機関 と の 間 の 取引 に 係る 
リス ク に つい て 、 以 下 の も の も 含め 、 適 切 に 管理 し て いる か 。 
① 中 央 清算 機関 と の 取引 固有 の リス ク 
② 適格 中 央 清算 機関 が 服 し て いる 規制 ・ 監 督 の 枠組 み に 重 大 な 欠陥 が ある 場 
合 に 生じ る リス ク 
③ 適格 中 央 清算 機関 以外 の 中 央 清算 機関 に つい て 、 当 該 中 央 清算 機関 の 求め 
に 応じ て 支払 わな けれ ば な ら な い 未 拠出 の 清算 基金 に つい て 、 そ の 全額 が 当 
該 中 央 清算 機関 の 損失 補填 に 充て られ る リス ク 


(9) 中 小 ・ 地 域 金 融 機 関 (金融 商品 取引 業 等 に 関す る 内 閣府 令 第 123 条 第 10 項 第 
4 号 口 に 該当 する 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 に 係る 想定 元 本 額 の 合計 額 の 平均 額 が 
3, 000 億 円 未満 の 者 を 含む 。) は 、 人 金融 機関 等 を 相手 方 と する 非 清算 店 頭 デ リ 
バテ ィ ブ 取引 に お いて 、 変 動 証拠 金 の 授受 等 、 取 引 先 リ スク 管理 に 係る 態勢 束 
備 に 努め て いる か 。 

また 、 人 金融 商品 取引 業 等 に 関す る 内 閣府 令 第 123 条 第 1 項 第 21 号 の 6 の 規定 
(当初 証拠 金 ) の 対象 と な る 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 は 、 同 号 で 対象 と な る 非 清算 
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店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 に お いて 、 当 初 証拠 金 の 授受 等 、 取 引 先 リ スク 管理 に 係 
る 態勢 整備 に 努め て いる か 。 

具体 的 な 監督 上 の 着眼 点 に つい て は 、「 金 融 商品 取引 業者 等 向け の 総合 的 な 
監督 指針 」 の 「IV 一 2 一 4 (4) 非 清算 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 」 等 を 参照 する 
も の と する 。 


由 一 クー4ー3 監督 手法 ・ 対 応 


( 1 ) 信用 リス ク 情 報 に 関す る オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ の デー タ 及 び 決 算 状 況 表 
等 に 基づき 、 信 用 リス ク の 状況 を 常時 把握 し 、 分 析 等 を 行う 。 


(2 ) 不良 債権 比率 、 大 口 与信 (国際 統一 基準 行 に つい て は Tier 1 資本 の 額 、 国 内 基 
準 行 に つい て は 自己 資本 の 額 国 内 基準 行 に つい て は 自己 資本 の 額 (適格 旧 資 本 調達 
手段 の うち 補完 的 項目 に 該当 し て いた も の を 除く 。) の 109% 以 上 の 与信 先 又 は 与 
信 残 高 が 上 位 一 定数 以上 の 先 ( 国 、 地 方 公共 団体 、 政 府 関係 機関 等 向け 与信 を 除 
く 。) へ の 与信 合計 額 で 大 きい 方 ) の 比率 、 特 定 業種 へ の 集中 度 と いっ た 基本 的 な 
指標 に 加え 、 大 口 与信 先 に 対す る リス ク が 顕在 化し た 場合 の 影響 額 (一 大 口先 の う 
ち 要 管理 先 以下 の 者 に 対す る 債権 の 非 保全 額 (担保 ・ 保 証 及び 引当 金 に より 保全 さ 
れ て いな い 債 権 額 ) の 一 定 割合 が 損失 と な っ た と 仮定 し た 場合 の 損失 額 ) を 勘案 し 
た 自己 資本 比率 を 基準 と し て 、 信 用 リス ク の 管理 態勢 に つい て 改善 が 必要 と 認め ら 
れる 銀行 に 関し て は 、L 一 2ー2 ク 一 2① か ら ③ の 対応 等 を 行い 、 必 要 な 場合 に は 法 
第 24 条 に 基づき 報告 を 求め る こと を 通じ て 、 着 実 な 改善 を 促す も の と する 。 ま た 、 
改善 計画 を 確実 に 実行 させ る 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基 づ 
き 業 務 改 善 命令 を 発出 する も の と する 。 (信用 リス ク 改 善 措置 ) 


(3) な お 、 銀 行 の 個別 取引 先 に 対す る 与信 判断 は 、 あ くま で も 当該 銀行 の 経営 判 
断 で 行わ れる も の で あり 、 当 局 が 指示 ・ 関 与 等 する こと は な く 、 そ の 権限 も な 
いこ と に 留意 する 必要 が ある 。 

II 一 2 一 5 市 場 リ スク 

エロ 一 2 クー5 一 1 意義 

市 場 リ スク と は 、 人 金利 、 為 替 、 株 式 等 の 様々 な 市 場 の リス ク ・ フ ァ ク ター の 変動 

に より 、 資 産 、 負 債 及 び オ フ バ ラン ス 取 引 の 価値 が 変動 し 、 銀 行 が 損失 を 被る リス 


ク 、 資 産 ・ 負 債 か ら 生 み 出 され る 収益 が 変動 し 、 銀 行 が 損失 を 被る リス ク を いう が 、 
銀行 は 、 当 該 損 失 が 自己 資本 比率 規制 上 の 自己 資本 に 算入 され る か 否 か に か か わら 
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ず 、 当 該 リ スク に 係る 内 部 管理 態勢 を 適切 に 整備 し 、 経 営 の 健全 性 の 確保 に 努め る 
必要 が ある 。 


由 エ 一 2 クー5 一 2 主 な 着眼 点 


(1) リス ク 管 理 態 勢 

① 取締 役 会 は 、 銀 行 全体 の 経営 方 針 に 沿っ た 戦略 目標 を 踏ま えた 市 場 リ スク 
管理 の 方 針 を 定め て いる か 。 ま た 、 取 締 役 会 は 、 銀 行 の 戦略 目標 、 リ スク 管 
理 方 針 に 従い 、 か つづ 収益 目 標 等 に 見 合っ た 適切 な 市 場 リ スク の 管理 態勢 を 整 
備 し て いる か 。 

② 市 場 リス ク 管 理 の た め の 規 程 に お いて は 、 市場 部 門 (フロ ント ・ オ フィ 
ス ) 、 事 務 管 理 部 門 (バッ ク ・ オ フィ ス ) 及び リス ク 管 理 部 門 (ミド ル ・ オ 
フィ ス ) に つい て 、 各 部 門 の 管理 者 の それ ぞ れ の 役割 と 権限 を 明確 に し て い 
る か 。 

③ 市 場 関連 リス ク 管 理 に 当たっ て は 、 特 定 取 引 (トレ ー デ ィング ) 部 門 と 非 
特定 取引 (バン キン グ ) 部 門 の 双方 が カバ ー さ れる 体制 を と っ て いる か 。 

④ 経営 陣 は 、 幅 広い 視点 か ら 能 動 的 か つ 迅 速 に 業務 運営 や リス ク 管 理 等 の 方 
針 を 決定 し て いる か 。 

⑤ 内 外 の 経済 動向 等 を 含め 、 保 有 資 産 の 価格 等 に 影響 を 与え る 情報 を 広く 収 
集 ・ 分 析 す る と と も に 、 経 営 陣 が 適切 か つ 迅 速 に 業務 運営 や リス ク 管 理 等 の 
方 針 を 決定 で きる よう 、 重 要 な 情報 を 適時 に 経営 陣 等 に 報告 を 行う 態勢 が 整 
備 さ れ て いる か 。 

⑥ リス ク 管 理 部 門 は 、 各 業務 部 門 へ の リス ク 資 本 の 配 賊 や 限度 枠 (ロス カッ 
ト ・ ポ イン ト 、 ウ ォ ー ニ ング ・ ポ イン ト な ど ) の 機械 的 な 設定 に と ど ま ら ず 、 
リス ク 管 理 に 資す る 様々 な 情報 を 収集 ・ 分 析 し 、 主 体 的 に リス ク の 把握 を 行 
い 、 日 常 的 な リス ク 管 理 に 活用 し て いる か 。 

⑦ リス ク 管 理 部 門 は 、 把 握 し た リス ク に つい て 、 定 期 的 な 報告 に に ど ま ら ず 、 
必要 に 応じ て 経営 陣 へ の 報告 を 行っ て いる か 。 


(2) リス ク 管 理 の 内 容 ・ 手 法 

① 現在 価値 に 換算 し た ポジ ショ ン 、 及 び リ スク の 保有 資産 別 ・ 期 日 別 等 の 内 
訳 を 適切 に 把握 し て いる か 。 特 に 、 特 殊 な リス ク 特 性 を 有する 保有 資産 の リ 
スク を 適切 に と ら え て いる か 。 

② 銀行 勘定 の 金利 リス ク は 、 い わ ゆ る コア 預金 (明確 な 金利 改定 間隔 が な く 、 
預金 者 の 要求 に よっ て 随時 払い 出さ れる 預金 の うち 、 引 き 出さ れる こと な く 
長期 間 銀行 に 滞留 する 預金 ) の 定義 に よっ て 、 計 算 さ れる リス ク 量 が 大 きく 
変動 する こと を 理解 し 、 コ ア 預 金 の 内 部 定義 を 適切 に 行い 、 バ ッ ク テ スト 等 
に よる 検証 を 行っ て いる か 。 
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③ VaR 値 を リス ク 管 理 に 用 いる 際 は 、 商 品 の 特性 を 踏ま えて 、 観 測 期間 、 
保有 期間 、 信 頼 区 間 、 計 測 手法 及び 投入 する デー タ 等 の 適切 な 選択 に 努め る 
と と も に 、 計 測 結果 を 検証 し 、 妥 当 性 の 確保 に 努め て いる か 。 

④ 過去 の 実績 が 十分 で な い 場 合 や デー タ の 信頼 性 が 逐 し い 場 合 等 に は V a R 
の 値 が 過少 と な る 可能 性 が ある な ど 、 統 計 的 な リス ク 計 測 手法 に は 一 定 の 限 
界 が ある こと を 踏ま は え 、 ス トレ ステ スト を 含む リス ク 管 理 手法 を 整備 し て い 
る か 。 な お 、 リ スク 管理 に 当たっ て は 、 経 済 動向 等 を 踏ま は そえ て その 前 提 条 件 
を 機動 的 に 見 直す こと と し て いる か 。 

⑤ スト レス テス ト に 際 し て は 、 ヒ スト リカ ル シ ナ リオ (過去 の 主 な 危機 の ケ 
ー ス や 最大 損失 事例 の 当て は め ) の みな ら ず 、 仮 想 の スト レス シナ リオ に よ 
る 分 析 も 行っ て いる か 。 な お 、 仮 想 の スト レス シナ リオ に つい て は 、 内 外 の 
経済 動向 に 関し 、 保 有 資 産 等 に 対し 影響 の 大 きい と 考え られ る 状況 を 適切 に 
想定 し つつ 、 複 数 設定 し て いる か 。 さ ら に 、 前 提 と な っ て いる 保有 資産 間 の 
価格 の 相関 関係 が 月 れる よう な 事態 も 含め て 検討 を 行っ て いる か 。 

⑥ ポジ ショ ン 枠 (金利 感応 度 や 想定 元 本 等 に 対す る 限度 枠 ) 、 リ スク ・ リ ミ 
ッ ト (VaR 等 の 予想 損失 額 の 限度 枠 ) 、 損 失 限度 、 ス トレ ステ スト の 設定 
に 際 し て は 、 取 締 役 会 に お いて 、 銀 行 に お ける リス ク 管 理 の 方 針 と し て 、 各 
設定 に 際 し て の 基本 的 な 考え 方 を 明確 に 定め て いる か 。 ま た 、 取 締 役 会 等 に 
お いて 、 定 期 的 に (最低 限 各 期 に 1 回 ) 、 各 部 門 の 業務 の 内 容 等 を 再 検討 し 、 
設定 内 容 を 見 直し て いる か 。 

⑦ ポジ ショ ン 枠 、 リ スク ・ リ ミッ ト 、 損 失 限 度 を 超過 し た 場合 、 も し く は 超 
過す る お それ が ある 場合 の 管理 者 へ の 報告 体制 、 権 限 (方 針 及 び 手 続き 等 ) 
が 明確 に 定め られ て いる か 。 

⑧ スト レス テス ト の 結果 に つい て は 、 経 営 陣 に より 十分 な 検証 ・ 分 析 が 行 
れ 、 リ スク 管理 に 関す る 具体 的 な 判断 に 活用 され る 態勢 が 整備 され て いる か 。 

⑨  「 銀 行 等 の 株 式 等 の 保有 の 制限 等 に 関す る 法律 」 に 定め る 株 式 等 の 保有 の 
制限 を 踏ま は え 、 適 切 に 株 式 保有 リス ク を 管理 し て いる か 。 


(3) 証券 化 商 品 等 の クレ ジッ ト 投 資 の リス ク 管 理 
証券 化 商 品 を は じ め と する 市 場 性 の ある クレ ジッ ト 商 品 へ の 投資 で は 、 以 下 
の よう な 点 を 留意 し て 、 リ スク 管理 を 行っ て いる か 。 な お 、 市 場 性 の ある ロー 
ン ( 自 行 で オリジ ネ ー ト する 場合 、 セ カン ダリ ー 市 場 で 取得 する 場合 を 問わ な 
い 。) や CDS 取 引 に つい て も 、 同 様 の 留意 が 必要 と な る 。 
① 商品 の 適切 な 価格 評価 
市 場 伯 の ある クレ ジッ ト 商 品 (市 場 性 の ある ロー ン や CDS 取 引 も 含 
む 。) に 関し て 、 以 下 の よ うな 点 を 留意 し て 、 価 格 評価 を 行っ て いる か 。 
イ . 価格 評価 に あたっ て は 、 頻 繁 に 取引 され て いる 価格 が 存在 する 場合 は 当 
該 価格 で 評価 し 、 こ の よう な 価格 が 存在 し な い 場 合 で も 、 類 似 商品 の 価格 


33 


口 


ハ . 


② 


イ . 


口 . 


ハ . 


を 用 いて 評価 する な ど 、 可 能 な 限り 客観 的 な 価格 評価 を 行っ て いる か 。 ま 
た 、 価 格 評 価 モ デル を 用 いる 場合 、 モ デル が 一 定 の 前 提 の 上 に 作ら れ て い 
る こと を 理解 し 、 定 期 的 に モデ ル の 前 提 や ロジ ッ ク を 見 直し 、 適 切 性 を 検 
証し て いる か 。 

. フロ ント 部 門 に お いて 算出 され た 商品 の 価格 を 、 リ スク 管理 上 の 時 価 評 
価額 と し て 使用 する 場合 は 、 当 該 価 格 に つい て 、 リ スク 管理 部 門 等 に お い 
て 、 独 立 し た 立場 か ら 検証 を 行っ て いる か 。 

ブロ ー カ ー や 外部 ベン ダー か ら 価 格 評価 を 取得 する 場合 は 、 可 能 な 限り 
価格 評価 手法 に か か る 情報 の 提供 を 求め 、 当 該 価 格 評価 の 妥当 性 の 検証 に 
努め て いる か 。 ま た 、 外 部 ベン ダー 等 が 提供 する 価格 評価 モデ ル を 用 いる 
場合 は 、 可 能 な 限り 詳細 な 情報 の 提供 を 当該 ペン ダー 等 に 求め 、 モ デル の 
前 提 ・ 特 性 や 限界 の 把握 に 努め て いる か 。 

. 価格 評価 モデ ル を 用 いる に あたっ て 、 流 動 性 リス ク や 価格 評価 モデ ル の 
不 確 実 性 リス ク 等 に 重要 性 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 こ れ ら が 適切 に 
考慮 され て いる か 。 


証券 化 商品 等 投資 に お ける 商品 内 容 の 適切 な 把握 

証券 化 商品 等 へ の 投資 や 期中 管理 に あたり 、 格 付 機 関 の 格 付 手 法 や 格付 
の 意味 を 予め 的 確 に 理解 し た 上 で 外部 格付 を 利用 する 等 、 外 部 格付 に 過度 
に 依存 し な いた め の 態 勢 が 整備 され て いる か 。 

証券 化 商品 等 の 投資 に お いて 、 裏 付 と な る 資産 内 容 の 把握 、 優 先 劣後 構 
造 (レバ レッ ジ の 程度 ) や 流動 性 補完 、 信 用 補完 の 状況 、 ク レジ ッ ト イ ベ 
ント の 内 容 と いっ た スト ラク チャ ー の 分 析 及 び 価 格 変動 の 状況 の 把握 等 、 
自ら 証券 化 商 品 等 の 内 容 把握 に 努め て いる か 。 

証券 化 商品 投資 で は 、 原 資産 ポ ボート フ ォ リ オ の 運用 ・ 管 理 を オリ ジ ネ ー 
ター、 マ ネー ジャ ー 等 の 関係 者 に 依存 し て いる こと か ら 、 関 係 者 の 能力 ・ 
資質 、 体 制 等 の 把握 ・ 監 視 に 努め て いる か 。 

証券 化 商品 に つい て は 、 オ リ ジ ネ ー タ ー に よる 原資 産 の 組成 に お いて 、 
その 組成 当初 か ら 当該 原資 産 の 全て を 証券 化 ビ ー ク ル に 譲渡 する こと を 意 
図 し た 場合 、 投 資 分 析 等 が 疎か に な る な ど 不 適切 な 原資 産 組成 が な され 、 
その 結果 当該 証券 化 商 品 の 持分 の リス ク が 高く な る お それ が ある 。 そ の た 
め 、 当 該 証券 化 商品 の リス ク の 一 部 を 、 オ オリジネーター が 継続 保有 する こ 
と が 望ま れる 。 こ れ ら を 踏ま え を 、 オ リ ジ ネ ー タ ー が 証券 化 商品 に 係る リス 
ク の 一 部 を 継続 保有 し て いる か 確認 し て いる か 。 ま た 継続 保有 し て いな い 
場合 に は 、 オ リ ジ ネ ー タ ー の 原資 産 に 対す る 関与 状況 や 原資 産 の 質 に つい 
て より 深度 ある 分 析 を し て いる か 。 
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③ 市 場 流動 性 リス ク の 管理 
イ . 証券 化 商 品 等 へ の 投資 や 期中 管理 に お いて 、 市場 流動 性 を 適切 に 検証 し 
て いる か 。 な お 、 市場 流動 性 を 検証 する 方 法 と し て は 、 
a. 市 場 規模 と 自己 の 投資 額 と を 比較 し 、 過 大 な シェ ア と な っ て いな いか 
を 確認 する こと 
b. ヒア リン グ 等 を 通じ て 、 市 場 の ビッ ド ・ オ ファ ー・ ス プレ ッ ド や 実際 
に 売却 可能 な 価格 水準 を 把握 する こと 
c. 各種 指数 等 (証券 化 商 品 の イン デック ス 等 ) の 分 析 に より 市 場 環境 の 
変化 を モニ ター する こと 
d. 過去 の スト レス 事象 を 参考 に 、 市 場 流動 性 枯 潟 に 関す る スト レス シナ 
リオ を 作成 し 、 証 券 化 ポ ー ト フォ リオ の 損益 等 を 確認 する こと 
等 が 考え られ る 。 
口 . 証券 化 商 品 等 の 市 場 流動 性 に つき 、 懸 念 が 認め られ た 場合 、 適 時 に 対応 
を 検討 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 


( 注 ) マー ケッ ト ・ リ スク 規制 の 適用 対象 取引 (「 銀 行 法 第 十 四 条 の 二 の 規定 に 基 
づき 、 銀 行 が その 保有 する 資産 等 に 照ら し 自己 資本 の 充実 の 状況 が 適当 で ある 
か どう か を 判断 する た め の 基 準 」 (以下 「 告 示 」 と いう 。) 第 10 条 第 2 項 第 2 
号 に 規定 する 特定 取引 等 ) に 関す る 内 部 管理 等 に つい て は 、 主 要 行 等 向け の 総 
合 的 な 監督 指針 の 「 罰 一 2ー1 一 2 クー3 マー ケッ ト ・ リ スク 規制 の 適用 対象 取 
引 に 関す る 内 部 管理 等 」 を 参照 する こと (19 年 3 月 期 よ り 適用 ) 。 


由 エ 一 2 クー5 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


(1 ) 市 場 リ スク 情報 に 関す る オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ の デー タ に 基づき 、 市 場 
リス ク 等 の 状況 を 常時 把握 し 、 分 析 等 を 行う 。 


(2) 以下 の いずれ か に 該当 する 銀行 に 対し て は 、 エ 一 2ー2ー2① か ら ③ の 対応 
等 を 行い 、 必 要 な 場合 に は 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め る こと を 通じ て 、 着 実 
な 改善 を 促す も の と する 。 ま た 、 改 善 計画 を 確実 に 実行 させ る 必要 が ある と 認 
め ら れる 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 
(安定 性 改善 措置 ) 
① 有価 証券 の 価格 変動 等 に よる 影響 を 基準 と し て 、 市 場 リ スク 等 の 管理 態勢 
に つい て 改善 が 必要 と 認め られ る 銀行 
② 以下 の イ . 及び 口 . に より 、 深 度 あ る 対話 を 行う 必要 が ある と 認め られ る 
銀行 (国内 基準 行 は 、 以 下 の 口 . q. を 除い て 平成 31 年 3 月 期 より 適用 ) 
イ . 重要 性 テス ト 

AEVE (銀行 勘定 の 金利 リス ク の うち 、 金 利 シ ョ ッ ク に 対す る 経済 的 価 
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値 の 減少 額 と し て 計測 され る も の で あっ て 、「 銀 行 法 施行 規則 第 十 九条 の 二 
第 一 項 第 五 号 二 等 の 規定 に 基づき 、 自 己 資本 の 充実 の 状況 等 に つい て 金融 庁 
長官 が 別に 定め る 事項 」( 以 下 「 開 示 告 示 」 と いう 。) に 定め られ た 人 金利 ショ 
ッ ク に より 計算 され る も の を いう 。 以 下 同 じ 。) の 最大 値 (国内 基準 行 に つ 
いて は 、AEVE の うち 、 上 方 パラ レル シフ ト 、 下 方 パラ レル シフ ト 又 は ス 
ティ ー プ 化 に 基づき 計算 され る も の の うち の 最大 値 ) が 次 に 該当 する 銀行 は 、 
以下 の 口 . の 対象 と する 。 

a. 国際 統一 基準 行 に お いて は 、Tier 1 資本 の 額 の 159% を 超え る 銀行 

b. 国内 基準 行 に お いて は 、 自 己 資本 の 額 の 20% を 超え る 銀行 
ロ . オフ サイ トモ ニタ リン グ デ ー タ の 追加 分 析 

収益 性 ・ リ スク テイ ク ・ 自 己 資本 の バラ ンス や 、 人 金利 ショ ッ ク が 自己 資本 
に 与え る 実質 的 な 影響 に つい て 分 析 を 行う 。 具 体 的 に は 、「 銀 行 が 銀行 勘定 
に お いて 保有 する ポジ ショ ン 全 体 の 金利 リス ク 」 と 「 自 己 資本 の 余裕 」( 告 
示 に 定め る 自己 資本 の 最低 水準 を 上 回 る 額 を いう 。 以 下 こ の ② に お いて 同 
じ 。) と の 関係 を 基本 的 な 着眼 点 と し つつ 、 以 下 の 観 点 等 を 踏ま え 、 銀 行 と 
深度 ある 対話 を 行う 必要 性 に つい て 判断 する 。 

a. 「 金 利 シ ョ ッ ク に よる 有価 証券 の 価格 変動 に 関す る リス ク 」 と 「 自 己 資 

本 の 余裕 」 と の 関係 (国内 基準 行 の 「 自 己 資本 の 余裕 」 に は 有価 証券 の 

含み 損益 を 勘案 する 。) 

b. 「 通 貨 別 の 金利 リス ク 」 と 「 自 己 資本 の 余裕 」 と の 関係 

c. 「 金 利 に 係る リス ク テ イ ク 」 と 「 収 益 力 」 と の 関係 

d.「 金 利 シ ョ ッ ク が 詩 来 収益 に 与え る 影響 」( 国 内 基準 行 は 平成 32 年 3 月 

期 よ り 適用 ) 


( 注 1) 銀行 が 、 内 部 モデ ル を 使用 し て 銀行 勘定 の 金利 リス ク を 計測 する 場合 に 
は 、 モ デル の 検証 及び ガバ ナン ス 熊 勢 の 構築 が 適切 に 行わ れ 、 モ デル に つい 
て の 必要 な 情報 (目的 、 意 図 さ れ た 使用 方 法 、 基 礎 と な る 理論 、 限 界 、 仮 定 
等 )、 管 理 の 枠組 み (方 針 、 検 証 の 手順 、 組 織 体制 等 ) 及び 検証 の 過程 が 適切 
に 文書 化 さ れる こと を 求め る も の と する 。 ま た 、 監 督 に あたっ て は 、 内 部 モ 
デル の 使用 が 計算 上 の 金利 リス ク 量 に 与え る 影響 に つい て も 留意 する 。 

( 注 2) 銀行 が 、 銀 行 勘定 の 金利 リス ク を 計測 する 際 に は 、 重 要 性 に 応じ て 、 い 
わ ゆ る 行動 オプ ショ ン 性 (流動 性 預金 の 滞留 、 固 定 金利 貸出 の 期限 前 返済 、 
定期 預金 の 早期 解約 、 個 人 向け の 金利 コミ ッ ト メ ント ライ ン の 実行 等 、 金 利 
変動 に 対す る 顧客 の 必ず し も 経済 合理 性 の み に 基 づか な い 行 動 変化 が キャ ッ 
シュ フロ ー に 与え る 影響 ) を 、 内 部 モデ ル の 使用 又は 保守 的 な 前 提 の 反映 に 
より 適切 に 考慮 する こと を 求め る も の と する 。 

( 注 3) 重要 性 テス ト に 該当 し た こと を も っ て 、 銀 行 が 過大 な リス ク テ イ ク を 行 
っ て いる と みな され る も の で は な い 。 ま た 、 オ フサ イト モニ タリ ング デー タ 
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の 追加 分 析 を 通じ て 、 健 全 性 の 観点 か ら 深度 ある 対話 を 行う 必要 が ある と 認 
め ら れる 場合 で あっ て も 、 改 善 対応 が 自動 的 に 求め られ る も の で は な い 。 改 
善 が 必要 と され る 場合 で も 、 金 融 市 場 へ の 影響 等 に 十分 配慮 し 、 改 善 手法 や 
時 期 等 が 適切 に 選択 され る よう 、 留 意 し て 監督 を 行う も の と する 。 


I エ 一 2 一 6 流動 性 リス ク 
エ 一 2 クー6 一 ] 意義 


流動 性 リス ク と は 、 銀 行 の 財務 内 容 の 悪化 等 に より 必要 な 資金 が 確保 で き な く な 
り 、 資 金 繰り が つか な く な る 場合 や 、 資 金 の 確保 に 通常 より も 著しく 高い 金利 で の 
資金 調達 を 余儀 な くさ れる こと に より 銀行 が 被る リス ク (資金 繰り リス ク ) と 、 市 
場 の 混乱 等 に より 市 場 に お いて 取引 で き な か っ た り 、 通 常 よ り も 著しく 不利 な 価格 
で の 取引 を 余儀 な くさ れる こと に より 損失 を 被る リス ク (市 場 流動 性 リス ク ) か ら 
な る 。 銀行 は 当該 リス ク に 係る 内 部 管理 態勢 を 適切 に 整備 し 、 流 動 性 リス ク を 適切 
に 管理 し て いく こと が 重要 で ある 。 


由 エ 一 2 クー6 一 2 主 な 着眼 点 


預金 動向 や 流動 性 準備 の 変動 が 経営 に 与え る 影響 の 分 析 が 行わ れ 、 適 切な 対応 策 が 講 
じ ら れ て いる か 。 例 えば 、 


(1) 取締 役 会 は 、 銀 行 全体 の 経営 方 針 に 沿っ た 戦略 目標 を 定め る に 当たり 、 資 金 繰り 
リス ク を 考慮 し て いる か 。 ま た 、 取 締 役 会 は 、 資 金 繰り リス ク の 管理 に 当たり 、 例 
えば 、 資 金 繰り 管理 部 門 と リス ク 管 理 部 門 を 分 離す る な ど 、 適 切な リス ク 管 理 を 行 
うた め 、 け ん 制 機能 が 十分 発揮 され る 体制 を 整備 し て いる か 。 


(2) 国際 統一 基準 行 に お いて は 、 取 締 役 会 は 、 バ ー ゼ ル 銀 行 監督 委員 会 「 バ ー ゼ 
ル 員 : 流動 性 リス ク 計 測 、 基 準 、 モ ニタ リン グ の た め の 国 際 的 枠組 み 」 (2010 
年 12 月 ) に 定め られ る 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 及び 安定 調達 比率 に つい て 、 そ れ 
ぞ れ 平成 27 年 又は 平成 30 年 か ら 適 用 され る こと に 向け た 体制 の 整備 を 検討 し 
て いる か 。 


(3) 資金 繰り 管理 部 門 及 び リ スク 管理 部 門 の 管理 者 は 、 資 金 繰 り の 状況 を その 資金 繰 
り の 家人 迫 度 に 応じ て 区 分 (例え ば 、 平 常時 、 懸 念 時 、 危 機 時 等 ) し 、 各 区 分 時 に お 
ける 管理 手法 、 報 告 方 法 、 決 裁 方 法 等 の 規定 を 取締 役 会 等 の 承認 を 得 た 上 で 整備 し 
て いる か 。 
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(4) 資金 繰り 管理 部 門 は 、 即 時 売却 可能 ある い は 担保 と し て 利用 可能 な 資産 (国債 な 
ど ) の 保有 な ど 、 危 機 時 を 想定 し た 調達 手段 を 確保 し て いる か 。 


(5) 国際 統一 基準 行 に お いて は 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 (銀行 法 第 14 条 の 2 の 規 
定 に 基づき 、 銀 行 が その 経営 の 健全 性 を 判断 する た め の 基 準 と し て 定め る 流動 
性 に 係る 健全 性 を 判断 する た め の 基 準 (以下 「 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 告 示 」 と 
いう 。) 第 8 条 に 定め る 単体 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 を いう 。 以 下 同じ 。) が 最 
低 水準 を 満た し て いる こと を 早期 に 捕捉 する た め 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 を 基 
に 作成 し た 近似 指標 (以下 「 近 似 LCR」 と いう 。) に つい て 、 以 下 に 掲げ る と 
ころ に より 、 日 次 で 算出 する 態勢 を 整備 し て いる か (最初 に 流動 性 カバ レッ ジ 
比率 を 算出 し 、 当 局 へ 報告 し た 日 の 翌日 より 適用 ) 。 
① 更新 する デー タ の 内 容 

近似 LCR を 構成 する 分 子 及び 分 母 は 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 を 適切 に 捕捉 
する た め に 、 少 し で も 多く の デー タ 項目 に つい て 更新 する 取扱 いと な っ て い 
る か 。 な お 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 に 対す る 捕捉 力 を 確保 する た め に 、 例 え 
ば 、 分 子 に つい て は 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 分 子 に 相当 する 資産 の 80 パー 
セン ト 以 上 (直近 の 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 対比 ) を 更新 する 等 の 対応 を 行っ 
て いる か 。 
② 近似 LCR を 算出 する 期限 
近似 LCR は 、 算 出 の 対象 と な る 日 か ら 2 営 業 日 以内 に 算出 し て いる か 。 
③ 当局 へ の 報告 
直近 月 の 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 が 、 最 低 水 準 よ り 109%6 ポ イン ト 高 い 水 準 を 
下回っ た 場合 に は 、 速 や か に 近似 LCR の 当局 に 対す る 日 次 の 報告 を 開始 する 
こと と し て いる か 。 当該 日 次 の 報告 は 、 翌 月 以降 の 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 が 、 
最低 水準 より 109%%6 ポ イン ト 高 い 水準 を 上 回 る まで 継続 する こと と し て いる か 。 
④ 当局 へ の 報告 期限 
③ に お いて 、 当 局 へ 報告 行う こと と な っ た 場合 は 、 近 似 LCR を 算出 し た 
日 の 翌 営 業 日 以内 に 当局 に 報告 し て いる か 。 
⑤ 文書 化 
近似 LCR の 算出 方 法 に つい て 文書 化し て いる か 。 


一 2 一 6 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


(1) 流動 性 リス ク 情 報 に 関す る オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ の デー タ に 基づき 、 流 
動 性 リス ク の 状況 を 常時 把握 し 、 分 析 等 を 行う 。 


(2) 預金 動向 や 流動 性 準備 の 水準 を 基準 と し て 、 流 動 性 リス ク の 管理 態勢 に つい て 改 
立 が 必要 と 認め られ る 銀行 に 関し て は 、 預 金 や 流動 性 準備 の 状況 に つい て 、 頻 度 の 
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高い 報告 を 求め る と と も に 、H エ 一 2ー2 一 2① か ら ③ の 対応 等 を 行い 、 必 要 な 場合 
に は 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め る こと を 通じ て 、 着 実 な 改善 を 促す も の と する 。 
また 、 改 善 計画 を 確実 に 実行 させ る 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 
に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 (資金 繰り 改善 措置 ) 


エ 一 2 クー6 一 4 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 (国際 統一 基準 行 ) 


財務 の 健全 性 を 確保 する た め に は 、 自 己 資本 の 充実 を 図る だ け で は な く 、 流 動 性 
リス ク に も 備え る 必要 が ある 。 流動 性 リス ク に 対す る 短期 的 な 備え と し て は 、 流 動 
性 リス ク に 応じ た 十分 な 流動 性 資産 を 保有 する こと に より 、 資 金 調達 が 困難 な 状況 
に 陥っ て も 、 業 務 の 継続 を 可能 と する 強 東 性 を 高め る こと が 重要 で ある 。 当局 と し 
て も 、 銀 行 の 流動 性 リス ク を 把握 し 、 必 要 に 応じ て 十分 な 流動 性 資産 の 保有 を 促し 
て いく 必要 が ある 。 

こう し た 観点 か ら 、 国 際 統 一 基準 行 に 対し て は 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 と いう 客 
観 的 な 基準 を 用 い 、 十 分 な 流動 性 資産 の 保有 を 求め る も の と する 。 


エロ 2 クー6 一 4 一 2 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 計算 の 正確 性 
由 エ 一 2 クー6 一 4ー2ー1 意義 


流動 性 カバ レッ ジ 比 率 に つい て は 、 銀 行 の 流動 性 に 係る 健全 性 を 示す 基本 的 指標 
で ある こと か ら 、 正 確 に 計算 され な けれ ば な ら な い 。 
流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 計算 の 正確 性 に つい て は 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 告示 及 
び バ ー ゼ ル 合 意 の 趣旨 を 十分 に 踏ま える 必要 が ある 。 


エモ 一 2 クー6 一 4ー2ー2 留意 事項 


流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 計算 の 正確 性 に つい て は 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 告示 上 
の 規定 に 則っ て 正確 に 計算 され て いる か 。 特 に 以下 の 点 に 留意 し て チェ ッ ク す る も 
の と する 。 


( 1) 銀行 が 具体 的 な 計算 の 方 法 を 策定 する 場合 の 留意 点 
流動 性 カバ レッ ジ 比 率 に お ける 資金 流出 項目 の うち 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 
告示 第 29 条 に 規定 する 適格 オペ レー ショ ナル 預金 に 係る 特例 及び 同 告示 第 38 
条 に 規定 する シナ リオ 法 に よる 時 価 変動 時 所 要 追 加担 保 額 を 使用 する 場合 に は 、 
当該 各 条 に 規定 する 要件 を 満た す 範 囲 で 、 銀 行 が 具体 的 な 計算 方 法 を 策定 する 
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も の と され て いる 。 こ の 場合 に は 、 次 の 点 に つい て 、 具 体 的 な 計算 方 法 が 告示 

を 踏ま えて 適切 に 策定 され て いる か 、 事 前 に 確認 する も の と する 。 

① 銀行 が 適格 オペ レー ショ ナル 預金 に 係る 特例 を 用 いよ うと する 場合 に は 、 
適格 オペ レー ショ ナル 預金 の 額 の 推計 方 法 が 適格 業務 要件 、 オ ペレ ー シ ョ ナ 
ル 預 人 金 要件 、 定 量 的 基準 及び 定性 的 基準 を 満た す 形 で 設定 され て いる か 。 

② 銀行 が シナ リオ 法 に よる 時 価 変動 時 所 要 追 加担 保 額 を 用 いよ うと する 場合 
に は 、 そ の スト レス シナ リオ の 設定 及び 金額 の 推計 方 法 が スト レス シナ リオ 
の 選定 基準 、 定 量 的 基準 及び 定性 的 基準 を 満た す 形 で 設定 され て いる か 。 


(2) 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 計算 に お ける 計算 対象 の 判定 に つい て 
流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 計算 に お いて は 、 銀 行 に お ける 内 部 管理 等 も 踏ま え 
つつ 計算 対象 の 設定 を 行う 事項 が ある が 、 具 体 的 に は 以下 の 項目 に つい て 、 適 
切な 取扱 い を 行っ て いる か 。 
①  「 人 金融 機関 等 」 の 定義 に お ける 「 流 動 性 に 係る リス ク 管 理 の 観点 か ら 重 要 
性 が 低い と 認め られ る 者 」 の 判断 
流動 性 カバ レッ ジ 比 率 告 示 第 1 条 第 19 号 に 規定 する 「 金 融 機関 等 」 に つい 
て は 、「 流 動 性 に 係る リス ク 管 理 の 観点 か ら 重 要 性 が 低い と 認め られ る 者 」 を 
除く こと と され て いる 。 こ の 際 、 例 えば 、 資 金 流出 額 を 減少 させ る こと に よっ 
て 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 を 高め る こと を 目的 と し て 、 重 要 性 が 認め られ る 者 を 
意図 的 に 「 金 融 機関 等 」 の 定義 か ら 除 外す る な ど 不 適当 な 取扱 い を 行っ て いな 
いか 。 
② 規模 の 小さ な 連結 子 法 人 等 の 取扱 い 
連結 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 水準 へ の 影響 が 極め て 小さ い 小 規模 の 連結 子 法 
人 等 に つい て は 、 算 入 可能 適格 流動 資産 を ゼロ と する な ど 保 守 的 で ある こと が 
担保 され る 場合 に 限り 、 簡 便 的 な 計算 を する こと も 可能 で ある 。 こ の 際 、 例 え 
ば 、 連 結 総 資産 (連結 総 負債 ) に 占め る 資産 (負債 ) の 割合 が 非常 に 大 き な 金 
融 機関 に 対し て 当該 計算 を 適用 し た り 、 オ フ ・ バ ラン スシ ー ト に お いて 多額 の 
資金 流出 が 見 込ま れる に も 関わ ら ず 、 こ れ を 考慮 し な いま ま 小 規模 の 連結 子 法 
人 等 で ある と し て 当該 計算 を 適用 する な ど 不 適当 な 取扱 い を 行っ て いな いか 。 
(3) 過去 の 流動 性 スト レス 期 の 判定 
「 過 去 の 流動 性 スト レス 期 」 の 判定 に お いて は 、2007 年 以降 (我が国 に お い 
て は 、2008 年 以降 ) まで 遡る こと を 基本 と し つつ 、 可 能 な 範囲 で 1990 年 代 後 半 
の デー タ 等 を 参照 する こと と され て いる 。 こ の 際 、 デ ー タ が 入手 可能 で あり 、 
か つ 過 去 の 流動 性 スト レス 期 と し て の 要件 を 満た し て いた 時 期 に つい て 、 適 切 
に 判定 の 対象 と し て 含め て いる か 。 


(4) 価格 下落 率 等 の 確認 
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流動 性 カバ レッ ジ 比 率 告 直上 の レベ ル 2 A 資産 及び レベ ル 2 星 資産 の 判定 に 
お いて は 、 過 去 の 市 場 流動 性 スト レス 期 に お ける 価格 下落 率 若しくは 担保 掛 目 
の 下落 幅 を 確認 する こと が 求め られ て いる 。 例 えば 、 債 券 の 格付 及び 残存 期間 
に つい て 、 十 分 に 細分 化し た 上 で 判定 を 行う な ど 適切 に 確認 を 行っ て いる か 。 


(5) 資金 流出 入 項 目 の 区 分 及び 資金 流出 率 の 設定 の 適切 性 
流動 性 カバ レッ ジ 比 率 告 上 、 資 金 流出 入 項 目 に 係る 区 分 の 設定 並び に それ 
ら に 係る 資金 流出 率 ( 額 ) 又は 資金 流入 額 の 設定 を 行う 項目 が ある が 、 こ れ ら 
に つい て は 、 銀 行 に よる 適切 な 設定 及び 検証 を 求め る こと と し て いる 。 具 体 的 
に は 、 以 下 の 項 目 に つい て 留意 する こと と する 。 

① 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 告示 第 21 条 に 定め る 「 準 安定 預金 」 に つい て 、 内 部 
管理 と し て 追加 的 な 区 分 を 設定 する 必要 が ある か 否 か 検討 し 、 必 要 が ある と 
認め られ る 場合 に は 適切 な 区 分 を 行っ て いる か 。 ま た 、 過 去 の 流動 性 スト レ 
ス 期 に お ける 資金 流出 の 割合 の 実績 を 踏ま えた 資金 流出 率 の 設定 を 行っ て い 
る か 。 さ ら に 、 過 去 の 資金 流出 率 を その まま 適用 する こと な く 、 現 在 の 準 安 
定 預 金 の 構成 に 当て は め た 場合 に も 資金 流出 率 が 109%% を 超え る 蓋然性 が 十分 
に 低い か 等 に つい て 検証 を 行っ て いる か 。 

② 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 告示 第 53 条 に 定め る 「 そ の 他 偶 発 事象 に 係る 資金 流 
出 額 」 に つい て 、 内 部 管理 を 踏ま えた 適切 な 区 分 を 行っ て いる か 。 ま た 、 そ 
の 適切 性 に つい て 定期 的 な 検証 を 行っ て いる か 。 

③ 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 告示 第 60 条 に 定め る 「 そ の 他 契 約 に 基づく 資金 流出 
額 」 及 び 同 告示 第 73 条 に 定め る 「 そ の 他 契 約 に 基づく 資金 流入 額 」 に つい て 、 
流動 性 リス ク の 管理 上 の 重要 性 を 踏ま えた 適切 な 設定 を 行っ て いる か 。 ま た 、 
その 適切 性 に つい て 定期 的 な 検証 を 行っ て いる か 。 


(6 ) 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 計算 方 法 の 一 貫 性 等 
例え ば 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 告示 第 35 条 第 2 項 の ネッ ティ ング (資金 流出 
額 及 び 資 金 流入 額 の 計算 過程 に お いて 、 一 定 の 額 と の 相殺 を 行う こと を い 
う 。) の 取扱 いや 、 同 告示 第 29 条 に 規定 する 適格 オペ レー ショ ナル 預金 に 係る 
特例 及び 同 告示 第 38 条 に 規定 する シナ リオ 法 を 採用 し て いる 場合 に は それ ら の 
取扱 いな ど 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 計算 方 法 に 関し て 銀行 に 一 定 の 裁量 が 認 
め ら れ て いる 場合 、 合 理 的 な 理由 に 基づく 変更 の 場合 を 除き 、 一 貫 し た 、 か つ 
保守 的 な 計算 方 法 を 採用 し て いる か 。 


一 2ー6 一 4ー2 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


(1) オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ 
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流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 計算 の 正確 性 等 に 問題 が ある こと が 判明 し た 場合 に 
は 、 詳 細 な 報告 を 求め 、 必 要 に 応じ て ヒア リン グ を 行う も の と する 。 

また 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 告示 第 29 条 に 規定 する 適格 オペ レー ショ ナル 預 
金 に 係る 特例 及び 同 告示 第 38 条 に 規定 する シナ リオ 法 を 採用 し て いる 銀行 に 対 
し て は 、 こ れ ら の 取扱 い に つ いて 、 定 期 的 に 報告 を 求め 、 同 告 玉 に 定め られ た 
要件 を 充足 し て いる か 、 前 回 か ら 計算 方 法 に 変更 が な いか 等 に つい て 確認 する 
こと と する 。 


(2) 検査 結果 や (1) の オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ に より 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 
率 の 計算 の 正確 性 に 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 
を 求め 、 重 大 な 間 題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 
命令 を 発出 する も の と する 。 


エロ 一 2 クー6 一 4 一 3 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 規制 に 関す る 監督 上 の 措置 


銀行 の 流動 性 リス ク 管 理 に お ける 取組 み を 補完 する 役割 と し て 、 流 動 性 カバ レッ 
ジ 比 率 と いう 客観 的 な 基準 を 用 い 、 必 要 に 応じ た 措置 を 迅速 か つ 適切 に 発動 し 、 銀 
行 の 経営 の 改善 を 求め る も の と する 。 


エロ 一 2 クー6 一 4ー3 一 1 監督 手法 


(1) 定期 的 な モニ タリ ング (月 次 ) 
月 末日 又は 最終 営業 日 を 基準 日 と し た 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 に つい て 、 翌 月 
の 第 10 営業 日 まで に 指定 され た 様式 に 基づく 報告 を 求め る こと に より 、 流 動 性 
カバ レッ ジ 比 率 の 状況 を 月 次 で モニ タリ ング する 。 そ の 際 、 流 動 性 カバ レッ ジ 
比率 の 水準 や 変動 の 傾向 を 確認 する と と も に 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 分 子 ・ 
分 母 の 内 訳 を 把握 する こと に より 変動 の 要因 ・ 背 景 を 分 析 す る も の と する 。 
また 、 他 の オフ サイ トモ ニタ リン グ デ ー タ や 金融 経済 指標 等 を 分 析 す る こと 
に より 、 金 融 ン シス テム 全体 に 流動 性 に 関す る スト レス の 兆候 が な いか を 確認 
る 。 


( 注 ) 原則 と し て 月 末日 を 基準 日 と する が 、 各 銀行 が 採用 し て いる 会 計 基 準 等 
に より 、 最 終 営業 日 を 基準 日 と する こと も で きる も の と する 。 こ の 場合 、 
合理 的 な 理由 に 基づき 変更 する 場合 を 除き 、 一 貫 し た 基準 日 を 採用 する こ 
と と する 。 


(2) 随時 の モニ タリ ング 
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(1) に 加え て 、 必 要 と 認め られ る 場合 に お いて は 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 
の 状況 に つい て 報告 を 求め る も の と する 。 


由 一 の クー6 一 4ー3 一 2 監督 上 の 対応 


(1) 監督 上 の 措置 の 前 提 と な る 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 
(2) に 定め る 監督 上 の 措置 の 前 提 と な る 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 は 、T 一 2 
ー6 一 4 一 3 一 1 に お ける 定期 的 な モニ タリ ング 又は 随時 の モニ タリ ング に よ 
り 報 告 さ れ た も の と する 。 


(2) 監督 上 の 措置 

流動 性 カバ レッ ジ 比 率 が 最低 水準 を 下回っ た 場合 に は 、 そ の 理由 や 流動 性 カ 
バレ ッ ジ 比率 の 向上 に 係る 改善 策 に つい て 、 法 第 24 条 に 基づき 速やか に 報告 を 
求め る も の と する 。 さ ら に 確実 な 改善 が 必要 で ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 
第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 

また 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 が 近い 将来 に 最低 水準 を 下回る お それ が ある と 
見 込ま れる 場合 に は 、 ま ず は 理由 や 改善 の 見 込み 等 に つい て ヒア リン グ を 行う 
も の と する 。 ヒ アリ ング の 結果 、 な お 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 
24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 さ ら に 確実 な 改善 が 必要 で ある と 認め られ る 場合 に 
は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 

た だ し 、 監 督 上 の 対応 に つい て は 、 機 械 的 ・ 画 一 的 に 運用 する も の で は な く 、 
流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 最低 水準 を 維持 する た め に 銀行 が と る 対応 策 の 内 容 や 
その 効果 及び その 対応 策 が 金融 レス テム に 与え る 影響 等 に 留意 する 必要 が ある 。 
① 法 第 24 条 に 基づく 報告 に は 、 以 下 の 内 容 を 含む も の と する 。 ま た 、 必 要 に 

応じ て 、 追 加 的 な 内 容 を 徴 求 する こと と する 。 

イ . 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 が 最低 水準 を 下回っ た 要因 (特定 の 算入 可能 適格 流 

動 資産 の 減少 、 特 定 の 資金 流出 額 の 増加 等 ) 及び その 背景 

ロ . 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 が 最低 水準 を 上 回 る 時 期 の 見 通し 、 及 びそ れ ま で の 

流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 分 子 ・ 分 母 の 内 訳 の 推移 の 見 通し 

ハ . 算入 可能 適格 流動 資産 に 含ま れ な いも の の 、 緊 急 時 に お いて 資金 調達 に 用 

いる こと が 可能 な 流動 性 資産 の 額 及 びそ の 種類 等 


( 注 ) 法 第 24 条 に 基づく 報告 が あっ た 際 に は 、 報 告 内 容 等 を 踏ま え 、 例 え 
ば 、 以 下 の 点 を 分 析 す る こと が 考え られ る 。 

a. 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 低下 が 、 主 に 一 時 的 な 要因 に 起因 する も の で 
ある か 、 あ る い は 長期 的 ・ 構 造 的 な 要因 に 起因 する も の で ある か 。 

b. 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 最低 水準 を 維持 する た め の 対 応 策 を 起因 と し 
た 金融 ンス テム に 悪影響 を 及ぼ す 可 能 性 及び その 経路 等 
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② 法 第 26 条 に 基づく 命令 に お いて は 、 合 理 的 と 認め られ る 改善 計画 の 提出 を 
求め る と と も に 、 そ の 確実 な 実行 を 求め る も の と する 。 改善 計画 に は 、 以 下 
の 内 容 を 含む も の と する 。 ま た 、 改 善 計画 の 提出 に 併せ 、 上 記 ① の イ . 、 口 . 
及び ハ . に 関す る 報告 その 他 の 報告 を 徴 求 する こと と する 。 
イ . 既に 講じ た 措置 及び 今後 講じ る 予定 の 措置 及び その 時 期 
ロ . 改善 計画 に 要する 期間 


( 注 ) ロー2ー6 は 、 主 に 単体 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 に つい て 定め た も の で あり 、 


流動 性 カバ レッ ジ 比 率 告示 第 2 条 に 規定 する 連結 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 が 適用 
され る 場合 に は 、 適 宜 読 み 替え て 適用 する も の と する 。 
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ロー3 業務 の 適切 性 
ロー3 一 1 法令 等 遵守 


銀行 の 業務 の 公共 性 を 十分 に 認識 し 、 法 令 や 業務 上 の 諸 規 則 等 を 厳格 に 遵守 し 、 
健全 か つ 適切 な 業務 運営 に 努め る こと が 顧客 か ら の 信頼 を 確立 する た め に も 重要 で 
ある 。 

遵守 すべ き 法 令 等 は 多岐 に わた り 、 い ずれ も 重要 性 に 差 は な い が 、 こ れ ま で の 
様々 な 経験 と 最近 の 政策 的 な 動向 を 踏ま そえ 、 当 面 、 特 に 留意 すべ き 点 は 以下 の と お 
り で ある 。 


エー3ー1 一 1 不祥事 件 等 に 対す る 監督 上 の 対応 


役職 員 の 不祥事 件 等 に 対す る 業務 改善 命令 等 の 監督 上 の 対応 に つい て は 、 以 下 の 
と お り 、 厳 正 に 取り 扱う こと と する 。 


(1) 不祥事 件 等 の 発覚 の 第 一 報 

銀行 に お いて 不祥事 件 等 が 発覚 し 、 第 一 報 が あっ た 場合 は 、 以 下 の 点 を 確認 

する も の と する 。 

① 本 部 等 の 事務 部 門 、 内 部 監査 部 門 へ の 迅速 な 報告 及び コン プラ イア ンス 規 
定 等 に 則っ た 取締 役 会 等 へ の 報告 。 

② 刑 六法 令 に 抵触 し て いる お それ の ある 事実 に つい て は 、 警 察 等 関係 機関 等 
へ の 通報 。 

③ 事件 と は 独立 し た 部 署 (内 部 監査 部 門 等 ) で の 事件 の 調査 ・ 解 明 の 実施 。 


(2) 不祥事 件 等 届出 書 の 受理 
法 第 53 条 に 基づき 、 銀 行 が 不祥事 件 の 発生 を 知っ た 日 か ら 30 日 以内 に 不 祥 
事件 等 届出 書 が 提出 され る こと と な る が 、 当 該 届 出 書 の 受理 時 に お いて は 、 法 
令 の 規定 に 基づき 報告 が 適切 に 行わ れ て いる か を 確認 する 。 
な お 、 銀 行か ら 第 一 報 が な く 届 出 書 の 提出 が あっ た 場合 は 、 上 記 (1) の 点 
も 併せ て 確認 する も の と する 。 


(3) 主 な 着眼 点 
不祥事 件 と 業務 の 適切 性 の 関係 に つい て は 、 以 下 の 着眼 点 に 基づき 検証 する 。 
① 当該 事件 へ の 役員 の 関与 は な いか 、 組 織 的 な 関与 は な いか 。 
② 当該 事件 の 内 容 が 銀行 の 経営 等 に 与え る 影響 は どう か 。 
③ 内 部 けん 制 機能 が 適切 に 発揮 され て いる か 。 
④ 改善 策 の 策定 や 自浄 機能 は 十分 か 。 
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⑤ 当該 事件 の 発覚 後 の 対応 は 適切 か 。 


( 4 ) 監督 上 の 措置 
不祥事 件 等 届出 書 の 提出 が あっ た 場合 に は 、 事 実 関係 、 発 生 原因 分 析 、 改 
立 ・ 対 応 策 等 に つい て ヒア リン グ を 実施 し 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基づき 報 
告 を 求め 、 さ ら に 、 重 大 な 問題 が あめ る と き は 、 法 第 26 条 に 基づく 業務 改善 命令 
等 を 発出 する こと と する 。 


II 一 3ー1 一 2 役員 に よる 法令 等 違反 行為 へ の 対応 
一 3ー1 一 2 一 1 意義 


( 1) 銀行 業務 を 遂行 する に 際 し て の 役員 に よる 組織 的 な 法令 違反 行為 に つい て は 、 
当該 個人 の 責任 の 問題 に 加え 、 法 人 と し て の 銀行 の 責任 も 問わ れる 重大 な 問題 
で あり 、 信 用 和 失 堅 ・ 風 評 等 に より 銀行 の 経営 に 重大 な 影響 を 及ぼ すこ と に 留意 
すべ き で ある 。 


(2) さら に 、 公 共 性 を 有 し 、 地 域 経済 に お いて 重要 な 機能 を 有する 銀行 に お いて 、 
顧客 等 と の リレー ショ ンシップ に 基づく 信頼 関係 を 阻害 する よう な 問題 が 発生 
し た 場合 に は 、 地 域 の 金融 シス テム の 安定 性 に 大 き な 影 響 を 及ぼ す お それ が あ 
る こと を 銘 記 する 必要 が ある 。 


一 3ー1 一 2 一 2 監督 手法 ・ 対 応 


(1 ) 検査 結果 、 不 祥 事件 等 届出 書 等 に より 、 役 員 に よる 組織 的 な 法令 違反 の 疑い 
が ある と 認め られ た 場合 に は 、 厳 正 な 内 部 調査 を 行う よう 要請 し 、 法 第 24 条 に 
基づき 報告 を 求め る 。 

特に 、 重 大 な 法令 違反 の 疑い が ある 場合 に は 、 事 案 に 応じ 、 弁 護 士 、 外 部 専 
門 家 等 の 完全 に 独立 し た 第 三 者 ( 注 ) に よる 客観 的 か つ 上 厳正 な 調査 を 行う よう 
要請 し 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め る 。 


( 注 ) 例え ば 顧問 弁護 士 は 、 完 全 な 第 三 者 に は 当たら な いこ と に 留意 する 。 


(2 ) 当該 調査 結果 及び 銀行 の 対応 等 を 踏ま え 、 法 第 27 条 に 基づく 行政 処分 な ど 、 
法令 に 則 し て 、 厳 正 な 行政 上 の 対応 を 検討 する 。 
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I エ 一 3ー1 一 3 組織 犯罪 等 へ の 対応 
TIT—ー3—ー1—3—1 取引 時 確認 等 の 措置 
エー93 一 サー38 一 ]ー] 意義 


(1) 総論 
公共 性 を 有 し 、 地 域 経済 に お いて 重要 な 機能 を 有する 銀行 が 、 例 えば 総会 
利益 供与 事件 、 い わ ゆ る ヤミ 金融 や 、 テ ロ 資 金 供与 、 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング 
等 の 組織 犯罪 等 に 関与 し 、 あ る い は 利用 され る こと は あっ て は な ら な いこ と で 
ある 。 銀行 が 犯罪 組織 に 利用 され 犯罪 収益 の 拡大 に 貢献 する こと 等 を 防ぐ に は 、 
全 行 的 に 堅 定 な 法務 コン プラ イア ンス 体制 を 構築 する 必要 が ある が 、 特 に 、 犯 
罪 に よる 収益 の 移転 防止 に 関す る 法律 (以下 「 犯 収 法 」 と いう 。) に 基づく 取 
引 時 確認 、 取 引 記録 等 の 保存 、 疑 わし い 取 引 の 届出 等 の 措置 ( 犯 収 法 第 11 条 に 
定め る 取引 時 確認 等 の 措置 を いう 。 以 下 「 取 引 時 確認 等 の 措置 」 と いう 。) に 
関す る 内 部 管理 態勢 を 構築 する こと が 求め られ て いる 。 


(2) 「 犯 収 法 」 制 定 の 経緯 等 

① 我が国 に お ける 反 社 会 的 勢力 に よる 民事 介入 暴力 等 の 組織 犯罪 へ の 対応 策 
の 変遷 を みる と 、 昭 和 57 年 に 総会 屋 へ の 利益 提供 を 禁止 する 改正 商法 が 施行 
され 、 平 成 4 年 に は 「 暴 力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 」 が 
施行 され る 等 の 法制 整備 等 が 積み 重ね られ て きた と ころ で ある 。 

② また 、 国 際 的 な 資金 洗浄 (マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング ) 規制 の 変遷 を みる と 、 
昭和 63 年 の 国連 ・ 麻 楽 新 条 約 の 採択 等 を 契機 と し て 、 ま ず す 薬 物 犯罪 収益 等 が 
対象 と され 、 人 金融 機関 に 本 人 特定 事項 の 確認 や 疑わ し い 取 引 の 届出 が 求め ら 
れる よう に な っ た 。 そ の 後 、 冷 戦 終結 後 の 国際 情勢 の 変化 に 対応 し 、 国 際 社 
会 の 関心 も 組織 犯罪 撲滅 へ と 拡大 し 、 資 金 洗浄 規制 の 前 提 犯 罪 も 、 薬 物 犯 罪 
か ら 重 大 犯罪 に 拡大 され た 。 

③ こう し た 情勢 下 、 我 が 国 の 代表 的 な 銀行 を 含む ー 連 の 総会 屋 へ の 利益 提供 
事件 の 発覚 を 受け 、 平 成 9 年 9 月 に 関係 閣僚 会 議 に お いて 「 い わ ゆ る 総会 
対策 要綱 」 の 申し 合わ せ が な され た 。 

この 中 で 、 当 面 の 対応 策 に 加え 、「 組 織 犯 罪 対 策 の た め の 刑 事 法 の 検討 」 

が 取り 上 げ ら れ 、 検 討 が 進め られ た 結果 、 平 成 12 年 2 月 か ら 組織 的 な 犯罪 の 
処罰 及び 犯罪 収益 の 規制 等 に 関す る 法律 (以下 「 組 犯 法 」 と いう 。) が 施行 
され て いる 。 

④ 他方 、 平 成 13 年 9 月 の 米国 の 同時 多発 テロ 以降 の 、 テ ロ 資 金 供与 に 関す る 
国際 的 な 厳し い 対 応 姿 勢 を 受け 、 テ ロ 資 金 供与 の 疑い が ある 取引 に つい て も 
組 犯 法 の 疑わ し い 取引 の 届出 対象 に 含め られ る と と も に 、 平 成 15 年 1 月 か ら 、 


47 


新た に 「 人 金融 機関 等 に よる 顧客 等 の 本 人 確認 等 に 関す る 法律 」 (以下 「 本 人 
確認 法 」 と いう 。) が 施行 され た 。 


( 注 ) その 後 、 い わ ゆ る 「 振 り 込 め 詐欺 」 等 の 犯罪 に 銀行 の 口座 が 不正 利用 
され て いる 事態 に か ん が み 、 平 成 16 年 12 月 に 本 人 確認 法 が 改正 され 
(「 金 融 機関 等 に よる 顧客 等 の 本 人 確認 等 に 関す る 法律 及び 預金 口座 等 
の 不正 な 利用 の 防止 に 関す る 法律 」 に 改称 ) 、 預 金 通帳 等 を 譲り 受け る 
行為 等 に つい て 罰則 が 設け られ て いる 。 ま た 、 犯 罪 利用 預金 口座 等 に 係 
る 資金 に よる 被害 回 復 分 配 金 の 支払 等 に 関す る 法律 (平成 20 年 6 月 施行 、 
以下 「 振 り 込め 詐欺 救済 法 」 と いう 。) に お いて 、 人 金融 機関 は 、「 振 り 
込め 詐欺 」 に 限ら ず 、 詐 欺 そ の 他 の 人 の 財産 を 害する 罪 の 犯罪 行為 全般 
に 関し て 、 振 込 先 と し て 利用 され た 預金 口座 等 (犯罪 利用 預金 口座 等 ) 
で ある 疑い が ある と 認め る と き は 、 当 該 預 金 口座 等 に 係る 取引 停止 等 の 
措置 を 適切 に 講ず る こと 等 が 求め られ て いる 。 


⑤ 。 そし て 、 近 年 に お ける テロ 資金 その 他 の 犯罪 収益 の 流通 に 係る 国内 の 実態 
及び F ATF 勧告 に 基づく 国際 的 な 対策 強化 の 動向 に か ん が み 、 本 人 確認 法 
及び 組 犯 法 第 5 章 を 母体 と し て 、 本 人 特定 事項 の 確認 及び 疑わ し い 取 引 の 届 
出 の 義務 対象 事業 者 を 金融 機関 等 以外 に も 広げ る こと 等 を 定め た 犯 収 法 の 規 
定 が 、 平 成 20 年 3 月 に 施行 され た 。 

⑥ その 後 、 最 近 の マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング を 巡る 犯罪 へ の 対策 や FATF 勧 
告 に 基づく 対策 の 一 層 の 強化 を 図る 観点 か ら 、 取 引 時 の 確認 事項 の 追加 並び 
に 取引 時 確認 及び 疑わ し い 取 引 の 届出 等 の 措置 を 的 確 に 行う た め の 体 制 の 整 
備 等 を 定め た 改正 犯 収 法 が 平成 25 年 4 月 か ら 施 行 さ れ 、 さ ら に 平成 26 年 11 
月 に は 、 疑 わし い 取引 の 届出 に 関す る 判断 の 方 法 や 上 記 体 制 整備 の 拡充 等 を 
定め た 改正 犯 収 法 が 成立 し た 。 


(3 ) 我が国 の 組織 犯罪 規制 等 の 概要 と 金融 機関 の コン プラ イア ンス に と っ て の 意 

に ラコ 

① 我が国 の 組織 犯罪 規制 は 、 組 犯 法 に お ける 組織 的 な 犯罪 に 対す る 刑 の 加重 、 
犯罪 収益 の 隠匿 ・ 収 受 の 処罰 (金融 機関 に も 適用 ) 及び 犯罪 収益 の 没収 ・ 追 
徴 の 規定 等 並び に 犯 収 法 に お ける 人 金融 機関 を 含め た 特定 事業 者 に 対す る 顧客 
等 に 対す る 取引 時 確認 及び 疑わ し い 取 引 の 届出 の 義務 付け 等 か ら な る (な お 、 
平成 15 年 1 月 か ら 施 行 さ れ て いる 改正 外為 法 に お いて も 、 一 定 の 本 人 特定 事 
項 の 確認 義務 が 課さ れ て いる こと に も 留意 する 必要 が ある 。) 。 

② 組 犯 法 及 び 犯 収 法 は 、 組 織 的 犯罪 に 対す る 刑事 法 と し て の 意義 、 及 び 、 国 
際 的 な 資金 洗浄 (マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング ) 規制 の 要請 に 適う 国内 実施 法制 
と し て の 意義 が ある が 、 人 金融 機関 に と っ て は 、 
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イ . 取引 時 確認 や 確認 記録 、 取 引 記 録 の 作成 ・ 保 存 義務 は 、 テ ロ 資 金 の 提供 
が 金融 機関 を 通じ て 行わ れる こと の 防止 に 資す る 金融 機関 等 の 顧客 管理 体 
制 の 整備 の 促進 で あり 、「 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング 防止 」 を 単なる 取引 時 
確認 等 の 事務 手続 き の 問 題 か ト ら コン プラ イア ンス の 問題 (金融 機関 が 犯罪 
組織 に 利用 され 犯罪 収益 の 拡大 に 貢献 する こと を 防ぐ た め の 熊 勢 整備 ) へ 
と 位置 付け 直す と と も に 、 

ロ . いわ ゆる 総会 屋 へ の 対応 等 を 含め 、 民 事 介 入 暴 力 ・ 組 織 犯 罪 に 対す る 全 
行 的 な コン プラ イア ンス 態勢 を 構築 する こと が 必要 に な っ た 
と いう 点 で 極め て 重要 な 意義 を 有する も の で ある 。 

③ 金融 機関 に お いて は 、 犯 収 法 が 広く 組織 犯罪 一 般 に 対す る 厳正 な 対応 を 義 

務 付 ける 枠組 み で ある こと を 真剣 に 受け 止め 、 万 全 の 態勢 を 構築 する 必要 が 

ある 。 
④ 更に 、 振 り 込 め 詐欺 救済 法 は 、 犯 罪 利 用 預金 口座 等 に つい て 、 被 害 者 の 財 

産 的 被害 の 迅速 な 回 復 に 資す る 観点 か ら 、 残 され た 資金 を 被害 者 に 分 配 する 
た め の 手 続 を 規定 する も の で ある が 、 金 融 機 関 に と っ て は 、 従 来 、 預 金 規定 
に 基づい て 行っ て いた 口座 の 取引 停止 等 の 措置 が 法 的 に 求め られ る こと と な 
っ た 点 に お いて 、 適 切な 口座 管理 の 観点 か ら 、 極 め て 重要 な 意義 を 有する 。 
金融 機関 に お いて は 、 不 正利 用 口座 に 係る 取引 停止 等 の 措置 を 、 事 務 手続 き 
の 問題 で は な く コ ンプ ライ アン ス の 問題 と し て 位置 付け 、 迅 速 か つ 適 切 に 実 
施す る た め の 態 勢 を 整備 し て いく 必要 が ある 。 


( 4 ) 金融 サー ビス 溢 用 防止 に と っ て の 意義 
各 人 金融 機関 が 、 犯 収 法 に より 義務 付け られ た 取引 時 確認 等 や 疑わ し い 取 引 の 
届出 、 盗 難 通帳 ・ 偽 造 印鑑 等 に よる 預金 の 不正 払戻 し を 防止 する た め の 措 置 、 
又は 犯罪 利用 預金 口座 等 の 疑い が ある と 認め る 場合 に お ける 取引 停止 等 の 措置 
を 的 確 に 実施 し 得る 内 部 管理 態勢 を 構築 する こと は 、 組 織 犯 罪 等 に よる 金融 サ 
ービス の 洲 用 を 防止 し 、 我 が 国 金 融 シ ステ ム に 対す る 信頼 を 確保 する た め に も 
重要 な 意義 を 有 し て いる 。 


エモ 一 3ー1 一 3ー] 一 2 主 な 着眼 点 


銀行 の 業務 に 関し て 、 取 引 時 確認 等 の 措置 及び リス クベ ー ス ・ ア プロ ー チ を 含む 
「 マ ネー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テロ 資金 供与 対策 に 関す る ガイ ドラ イン 」 (以下 「 マ 
ネロ ン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 ガイ ドラ イン 」 と いう 。) 記 載 の 措置 を 的 確 に 実施 し 、 テ 
ロ 資 金 供与 や マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 、 預 金 口座 の 不正 利用 と いっ た 組織 犯罪 等 に 
利用 され る こと を 防止 する た め 、 以 下 の よ うな 態勢 が 整備 され て いる か 。 
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( 注 1) 取引 時 確認 等 の 措置 の 的 確 な 実施 に 当たっ て は 、「 犯 罪 収益 移転 防止 法 
に 関す る 留意 事項 に つい て 」 (平成 24 年 10 月 金融 庁 ) を 参考 に する こと 。 

( 注 2) リス クベ ー ス ・ ア プロ ー チ と は 、 自 己 の マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 及び テ 
ロ 資 金 供与 リス ク を 特定 ・ 評 価 し 、 こ れ を 実効 的 に 低減 する た め 、 当 該 リ ス 
ク に 見 合っ た 対策 を 講ず る こと を いう 。 


(1) 取引 時 確認 等 の 措置 及び マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 ガイ ドラ イン 記載 の 措 
置 を 的 確 に 行う た め の 一 元 的 な 管理 態勢 が 整備 され 、 機 能 し て いる か 。 
特に 、 一 元 的 な 管理 態勢 の 整備 に 当たっ て は 、 以 下 の 措 置 を 講じ て いる か 。 
① 管理 職 レ ベル の テロ 資金 供与 及び マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 対策 の コン プラ 
イア ンス 担当 者 な ど 、 犯 収 法 第 11 条 第 3 号 の 規定 に よる 統括 管理 者 と し て 、 
適切 な 者 を 選任 ・ 配 置 す る こと 。 
② テロ 資金 供与 や マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 等 に 利用 され る リス ク に つい て 調 

査 ・ 分 析 し 、 そ の 結果 を 勘案 し た 措置 を 講じ る た め に 、 以 下 の よ うな 対応 を 

行う こと 。 

イ . 犯 収 法 第 3 条 第 3 項 に 基づき 国家 公安 委員 会 が 作成 ・ 公 表す る 犯罪 収益 

移転 危険 度 調査 書 の 内 容 を 勘案 し 、 取 引 ・ 商 品 特性 や 取引 形態 、 取 引 に 関 
係 す る 国 ・ 地 域 、 顧 客 属性 等 の 観点 か ら 、 自 ら が 行う 取引 が テロ 資金 供与 
や マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 等 に 利用 され る リス ク に つい て 適切 に 調査 ・ 分 
析 し た 上 で 、 そ の 結果 を 記載 し た 書面 等 (以下 「 特 定 事業 者 作成 書面 等 」 
と いう 。) を 作成 し 、 定 期 的 に 見 直し を 行う こと 。 

ロ . 特定 事業 者 作成 書面 等 の 内 容 を 勘案 し 、 必 要 な 情報 を 収集 ・ 分 析 す る こ 
と 、 並 びに 保存 し て いる 確認 記録 及び 取引 記録 等 に つい て 継続 的 に 精査 す 
る こと 。 

ハ . 犯 収 法 第 4 条 第 2 項 前 段 に 定め る 厳格 な 顧客 管理 を 行う 必要 性 が 特に 高 
いと 認め られ る 取引 若しくは 犯罪 に よる 収益 の 移転 防止 に 関す る 法律 施行 
規則 (以下 「 犯 収 法 施行 規則 」 と いう 。) 第 5 条 に 定め る 顧客 管理 を 行う 
上 で 特別 の 注意 を 要する 取引 又は これ ら 以 外 の 取引 で 犯罪 収益 移転 危険 度 
調査 書 の 内 容 を 勘案 し て テロ 資金 供与 や マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 等 の 危険 
性 の 程度 が 高い と 認め られ る 取引 (以下 「 高 リス ク 取 引 」 と いう 。) を 行 
う 際 に は 、 統 括 管理 者 が 承認 を 行い 、 ま た 、 情 報 の 収集 ・ 分 析 を 行っ た 結 
果 を 記載 し た 書面 等 を 作成 し 、 確 認 記録 又は 取引 記録 等 と 共に 保存 する こ 
と 3 
適切 な 従業 員 採用 方 針 や 顧客 受入 方 針 を 策定 する こと 。 
必要 な 監査 を 実施 する こと 。 
取引 時 確認 等 の 措置 を 含む 顧客 管理 方 法 に つい て 、 マ ニュ アル 等 の 作成 ・ 
従業 員 に 対す る 周知 を 行う と と も に 、 従 業 員 が その 適切 な 運用 が 可能 と な る 
よう に 、 適 切 か つ 継続 的 な 研修 を 行う こと 。 


OB 
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⑥ 取引 時 確認 や 召 わ し い 取 引 の 検出 を 含め 、 従 業 員 が 発見 し た 組織 的 犯罪 に 
よる 金融 サー ビス の 溢 用 に 関連 する 事案 に つい て の 適切 な 報告 態勢 (方 針 ・ 
方 法 ・ 情 報 管 理 体制 等 ) を 整備 する こと 。 


(2) 法人 顧客 と の 取引 に お ける 実質 的 支配 者 の 確認 や 、 外 国 PEPs ( 注 ) 該当 
性 の 確認 、 個 人 番号 や 基礎 年 金 番号 の 取扱 い を 含む 本 人 確認 書類 の 適切 な 取扱 
いな ど 、 取 引 時 確認 を 適正 に 実施 する た め の 態 勢 が 整備 され て いる か 。 


( 注 ) 犯罪 に よる 収益 の 移転 防止 に 関す る 法律 施行 令 (以下 「 犯 収 法 施行 令 」 と 
いう 。) 第 12 条 第 3 項 各 号 及び 犯 収 法 施行 規則 第 15 条 各 号 に 掲げ る 外国 の 元 
首 及び 外国 政府 等 に お いて 重要 な 地位 を 占め る 者 等 を いう 。 


と り わ け 、 犯 収 法 第 4 条 第 2 項 前 段 及 び 犯 収 法 施 行 令 第 12 条 各 項 に 定め る 、 
下記 イ . ~ 二 . の よう な 厳格 な 顧客 管理 を 行う 必要 性 が 特に 高い と 認め られ る 
取引 を 行う 場合 に は 、 顧 客 の 本 人 特定 事項 を 、 通 常 と 同様 の 方 法 に 加え 、 追 加 
で 本 人 確認 書類 又は 補完 書類 の 提示 を 受け る 等 、 通 常 の 取引 より も 厳格 な 方 法 
で 確認 する な ど 、 適 正 に ( 再 ) 取引 時 確認 を 行う 態勢 が 整備 され て いる か 。 ま 
た 、 資 産 及 び 収 入 の 状況 の 確認 が 義務 づけ られ て いる 場合 に つい て 、 適 正 に 確 
認 を 行う 態勢 が 整備 され て いる か 。 

イ . 取引 の 相手 方 が 関連 取引 時 確認 に 係る 顧客 等 又は 代表 者 等 に な りす まし て 
いる 疑い が ある 場合 に お ける 当該 取引 
ロロ. 関連 取引 時 確認 が 行わ れ た 際 に 当該 関連 取引 時 確認 に 係る 事項 を 偽っ て い 

た 疑い が ある 顧客 等 と の 取引 
ハ . 犯 収 法 施行 令 第 12 条 第 2 項 に 定め る 、 犯 罪 に よる 収益 の 移転 防止 に 関す る 

制度 の 整備 が 十分 に 行わ れ て いな いと 認め られ る 国 又 は 地域 に 居住 し 又は 所 

在 す る 顧客 等 と の 特定 取引 等 
二 . 外国 PEP s に 該当 する 顧客 等 と の 特定 取引 

この ほか 、 敷 居 値 以下 で ある が 1 回 当たり の 取引 の 人 金額 を 減少 させ る た め に 
ー の 取引 を 分 割 し た も の で ある こと が 一 見 し て 明らか な 取引 ( 犯 収 法 施行 令 第 
7 条 第 3 項 各 号 に 掲げ る 取引 に 限る 。) に つい て は 、 特 定 取 引 と みな し て 、 取 
引 時 確認 を 適切 に 実施 する こと と し て いる か 。 


(3 ) 疑わ し い 取 引 の 届出 を 行う に 当たっ て 、 顧 客 の 属性 、 取 引 時 の 状況 その 他 銀 
行 の 保有 し て いる 当該 取引 に 係る 具体 的 な 情報 を 総合 的 に 勘案 し た 上 で 、 犯 収 
法 第 8 条 第 2 項 及 び 犯 収 法 施行 規則 第 26 条 、 第 27 条 に 基づく 適切 な 検討 ・ 判 断 
が 行わ れる 態勢 が 整備 され て いる か 。 

当該 態勢 整備 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 十分 留意 し て いる か 。 
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① 銀行 の 行っ て いる 業務 内 容 ・ 業 容 に 応じ て 、 シ ステ ム 、 マ ニュ アル 等 に よ 
り 、 疑 わし い 顧 客 や 取引 等 を 検出 ・ 監 視 ・ 分 析 す る 態勢 を 構築 する こと 。 
② 犯罪 収益 移転 危険 度 調査 書 の 内 容 を 勘案 の 上 、 国 籍 ( 例 : FATF が 公表 
する マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 対策 に 非 協力 的 な 国 ・ 地 域 ) 、 外 国 PEPs 該 
当 性 、 公 的 地位 、 顧 客 が 行っ て いる 事業 等 の 顧客 属性 や 、 外 為 取引 と 国内 取 
引 と の 別 、 顧 客 属性 に 照ら し た 取引 金額 ・ 回 数 等 の 取引 態様 その 他 の 事情 を 

十分 考慮 する こと 。 
また 、 既 存 顧客 と の 継続 取引 や 高 リ スク 取引 等 の 取引 区 分 に 応じ て 、 適 切 
に 確認 ・ 判 断 を 行う こと 。 


(4) コル レス 契約 に つい て 、 犯 収 法 第 9 条 、 第 11 条 及び 犯 収 法 施行 規則 第 28 条 、 
第 32 条 並び に マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 ガイ ドラ イン に 基づき 、 以 下 の 態 勢 
が 整備 され て いる か 。 


( 注 ) 犯 収 法 第 9 条 の 「 外 国 所 在 為替 取引 業者 と の 間 で 、 為 替 取引 を 継続 的 に 
又は 反復 し て 行う こと を 内 容 と する 契約 」 と は 、 国 際 決 済 の た め に 外国 所 
在 為替 取引 業者 (コル レス 先 ) と の 間 で 電信 送金 の 支払 、 手 形 の 取立 、 信 
用 状 の 取次 、 決 済 等 の 為替 業務 、 資 金管 理 等 の 銀行 業務 に つい て 委託 又は 
受託 する 旨 の 契約 (コル レス 契約 ) を いう 。 


イ . コル レス 先 の 顧客 基盤 、 業 務 内 容 、 テ ロ 資 金 供与 や マネ ー・ ロ ー ン ダリ ン 
グ を 防止 する た め の 体 制 整備 の 状況 及び 現地 に お ける 監督 当局 の 当該 コル レ 
ス 先 に 対す る 監督 体制 等 に つい て 情報 収集 し 、 コ ルレ ス 先 を 適正 に 評価 し た 
上 で 、 統 括 管理 者 に よる 承認 を 含め 、 コ ルレ ス 契 約 の 締結 ・ 継 続 を 適切 に 審 
査 ・ 判 断 す る こと 。 

ロ . コル レス 先 と の テロ 資金 供与 や マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング の 防止 に 関す る 責 
任 分 担 に つい て 文書 化す る 等 し て 明確 に する こと 。 

ハ . コル レス 先 が 営 業 実態 の な い 架 空 銀行 (いわ ゆる シェ ル バ ン ク ) で な いこ 
と 、 及 び コ ルレ ス 先 が その 保有 する 口座 を 架空 銀行 に 利用 させ な いこ と に つ 
いて 確認 する こと 。 

また 、 確 認 の 結果 、 コ ルレ ス 先 が 架空 銀行 で あっ た 場合 又は コル レス 先 が 
その 保有 する 口座 を 架空 銀行 に 利用 され る こと を 許容 し て いた 場合 、 当 該 コ 
ルレ ス 先 と の 契約 の 締結 ・ 継 続 を 遮断 する こと 。 


(5) 口座 の 不正 利用 等 を 防止 する た め 、 預 金 の 支払 や 口座 開設 等 に 当たっ て 、 必 
要 に 応じ 、 取 引 時 確認 の 実施 や 口座 の 利用 目的 等 の 確認 を 行う な ど 、 適 切な 品 
座 管理 を 実施 する た め の 内 部 管理 態勢 が 整備 され て いる か 。 ま た 、 口 座 の 不正 
利用 に よる 被害 防止 の あり 方 に つい て 検討 を 行い 、 必 要 な 措置 を 講じ て いる か 。 
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特に 、 い わ ゆ る ヤミ 金融 業者 等 が 預金 口座 を 利用 し て 違法 な 取立 て を 行っ た 
り 、 和 架空 請求 書 を 送り 付け て 銀行 の 預金 口座 に 振込 み を 請求 し た りす る な ど 、 
預金 口座 を 不正 に 利用 し た 悪質 な 事例 が 大 き な 社 会 問題 と な っ て いる 。 ま た 、 
犯罪 資金 の 払出 は 被害 者 の 財産 的 被害 の 回 復 を 困難 な らし め る も の で ある 。 こ 
れ ら を 踏ま え 、 被 害 に あっ た 顧客 か ら の 届出 等 、 口 座 の 不正 利用 に 関す る 情報 
を 速やか に 受け 付け る 体制 を 整備 する と と も に 、 こ うし た 情報 等 を 活用 し て 、 
預金 規定 や 振り 込め 詐欺 救済 法 に 定め られ て いる 預金 取引 停止 ・ 口 座 解約 等 の 
措置 を 迅速 か つ 適切 に 講ず る 態勢 を 整備 し て いる か 。 そ の 際 、 同 一 名 義 で ある 
こと な どか ら 不 正利 用 が 疑わ れる 口座 等 に つい て も 、 取 引 状況 の 調査 を 行う な 
ど 、 必 要 な 措置 を 講ず る こと と し て いる か 。 


(6 ) 振込 み を 利用 し た 犯罪 行為 の 被害 者 の 財産 的 被害 を 迅速 に 回 復 す る た め 、 振 
り 込 め 詐欺 救済 法 に 規定 する 犯罪 利用 預金 口座 等 に 係る 預金 等 債権 の 消滅 手続 
や 、 振 込 利用 犯罪 行為 の 被害 者 に 対す る 被害 回 復 分 配 金 の 支払 手続 等 に つい て 、 
社内 規則 で 明確 に 定め る こと な ど に より 、 円 滑 か つ 速 や か に 処理 する た め の 熊 
勢 を 整備 し て いる か 。 そ の 際 、 消 減 手 続 期間 中 に お ける 被害 申出 者 に 対し 、 支 
払 申請 に 関し 利便 性 を 図る た め の 措 置 を 、 ま た 、 被 害 が 疑わ れる 者 に 対し 、 支 
払 手続 実施 等 に つい て 周知 する た め 、 必 要 な 情報 提供 その 他 の 措置 を 、 適 切 に 
講ず る も の と し て いる か 。 


(7 ) 預金 口座 の 不正 利用 に 関す る 裁判 所 か ら の 調査 嘱託 や 弁護 士 法 に 基づく 照会 
等 に 対し て 、 個 々 の 具体 的 事案 毎 に 、 銀 行 に 課せ られ た 守秘 義務 も 勘案 し な が 
ら 、 こ れ ら の 制度 の 趣旨 に 沿っ て 、 適 切な 判断 を 行う 態勢 が 整備 され て いる か 。 


(8) 盗難 通帳 ・ 偽 造 印鑑 等 に よる 預金 の 不正 払戻 し を 防止 する た め 、 窓 口 で の 預 
金 の 支払 等 に 当たっ て 、 必 要 に 応じ 取引 時 確認 を 行う 態勢 が 整備 され て いる か 。 
また 、 通 帳 の 印影 か ら 印鑑 の 偽造 を 防止 する た め の 措 置 を 講じ て いる か 。 

不正 払戻 し の 被害 に あっ た 顧客 か ら の 届出 を 速やか に 受け 付け る 体制 が 整備 
され て いる か 。 ま た 、 損 失 の 補償 に つい て は 、 偽 造 カ ー ド 等 及び 盗難 カー ド 等 
を 用 いて 行わ れる 不正 な 機械 式 預貯金 払戻 し 等 か ら の 預貯金 者 の 保護 等 に 関す 
る 法律 (以下 「 預 貯金 者 保護 法 」 と いう 。) の 趣旨 を 踏ま え 、 利 用 者 保護 を 徹 
底 す る 観点 か ら 、 約 款 、 顧 客 対応 方 針 等 に お いて 統一 的 な 対応 を 定め る ほか 、 
真 琶 な 顧客 対応 を 行う 態勢 が 整備 され て いる か 。 

不正 払戻 し に 関す る 記録 を 適切 に 保存 する と と も に 、 顧 客 や 捜査 当局 か ら 当 
該 資 料 の 提供 な どの 協力 を 求め られ た と き は 、 こ れ に 誠実 に 協力 する こと と さ 
れ て いる か 。 
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( 注 ) 不正 払戻 し 発生 防止 に 向け た 施策 が 、 顧 客 利便 を 大 きく 損なう こと の な い 
よう 配慮 する 必要 が ある 。 


エー ささ ーー る ーー1ー3 監督 手法 ・ 対 応 


検査 結果 、 不 祥 事件 等 届出 書 、 盗 難 通帳 に 係る 犯罪 発生 報告 書 等 に より 、 上 記 
(1) か ら (8) 及び マネ ロン ・ テ ロ 資 金 供与 対策 ガイ ドラ イン の 着眼 点 等 に 照ら 
し て 取引 時 確認 等 の 措置 の 確実 な 履行 、 同 ガイ ドラ イン 記載 の 措置 、 盗 難 通帳 ・ 偽 
造 印鑑 等 に よる 預金 の 不正 払戻 し を 防止 する た め の 措 置 、 又 は 犯罪 利用 預金 口座 等 
の 疑い が ある と 認め る 場合 に お ける 取引 停止 等 の 措置 を 適切 に 実施 する た め の 内 部 
管理 態勢 に 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 必 要 に 応じ 法 第 24 条 に 基づき 報告 
(追加 の 報告 を 含む 。) を 求め 、 重 大 な 問題 が あめ る と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 
条 に 基づき 、 業 務 改 善 命令 を 発出 する も の と する 。 

また 、 内 部 管理 態勢 が 極め て 脆弱 で あり 、 反 社会 的 勢力 ・ テ ロリ スト 等 の 組織 的 
犯罪 等 に 利用 され 続け る お それ が ある と 認め られ る と き は 、 法 第 26 条 に 基づき 、 業 
務 改 善 に 要する 一 定期 間 に 限 っ た 業務 の 一 部 停止 命令 を 発出 する も の と する 。 
さら に 、 取 引 時 確認 義務 及び 疑わ し い 取引 の 届出 義務 に 違反 し 、 又 は 犯罪 利用 預 
金 口座 等 で ある と 疑う に 足り る 相当 な 理由 が ある と 認め る と き に 取引 停止 等 の 措置 
を 怠り 、 著 し く 公益 を 害し た と 認め られ る 場合 な ど 、 重 大 な 法令 違反 と 認め られ る 
場合 に は 、 法 第 27 条 に 基づく 業務 の 一 部 停止 命令 を 発出 する も の と する 。 


(参考 ) 
・「 預 金 等 の 不正 な 払戻 し へ の 対応 」 に つい て (平成 20 年 2 月 19 日 : 全国 銀 
行 協会 


ロー3—ー1—3—2 偽造 紙幣 ・ 硬 貨 等 


刑法 第 152 条 が 、 備 造 ・ 変 造 通貨 の 流通 を 阻止 し よう と する 趣旨 で ある こと に か 
ん が み 、 銀 行 に お いて も 適正 な 内 部 管理 態勢 の 構築 の た め に 、 例 えば 、 以 下 の よ う 
な 取組 み が 行 われ て いる か 。 


I 帳 
溢 
2 


(1 ) 顧客 より 提示 の あっ た 紙幣 等 が 偽造 ・ 変 造 で ある と 判明 し た 段階 で 、 
の 届出 や 疑わ し い 取 引 の 届出 が 速やか に な され る 体制 と な っ て いる か 。 


(2) 偽造 ・ 変 造 紙 幣 等 を 再 流通 させ な いた め に 銀行 が と る べき 行動 に つい て 、 適 
切な 規定 ・ 要 領 等 の 整備 や 役職 員 へ の 徹底 が な され て いる か 。 


54 


( 注 ) 組織 犯罪 等 へ の 対応 と し て は 、 以 上 の ほか 、 備 造 ・ 盗 難 キ ヤッ シュ カー ド 対 
策 (一 は -ー4ー2 ATM シ ステ ム の セキ ュ リ ティ 対策 ) 、 イ ンタ ーネット 
バン キン グ (エー3 一 5 イン ター ネッ トバ ン キ ング ) の フィ ッ シ ン グ 対 策 等 
も 参照 の こと 。 


ルー3ー1 一 4 反 社 会 的 勢力 に よる 被害 の 防止 


一 3ー1 一 4ー1 意義 


反 社 会 的 勢力 を 社会 か ら 排除 し て いく こと は 、 社 会 の 秩序 や 安全 を 確保 する 上 で 
極め て 重要 な 課題 で あり 、 反 社会 的 勢力 と の 関係 を 遮断 する た め の 取 組み を 推進 し 
て いく こと は 、 企 業 に と っ て 社会 的 責任 を 果たす 観点 か ら 必要 か つ 重 要 な こと で あ 
る 。 特 に 、 公 共 性 を 有 し 、 経 済 的 に 重要 な 機能 を 営む 金融 機関 に お いて は 、 人 金融 機 
関 自身 や 役職 員 の みな ら ず 、 顧 客 等 の 様々 な ステ ー ク ホル ダー が 被害 を 受け る こと 
を 防止 する た め 、 反 社会 的 勢力 を 金融 取引 か ら 排 除 し て いく こと が 求め られ る 。 

も と より 人 金融 機関 と し て 公共 の 信頼 を 維持 し 、 業 務 の 適切 性 及び 健全 性 を 確保 す 
る た め に は 、 反 社会 的 勢力 に 対し て 屈する こと な く 法 令 等 に 則 し て 対応 する こと が 
不可 欠 で あり 、 人 金融 機関 に お いて は 、「 企 業 が 反 社 会 的 勢力 に よる 被害 を 防止 する 
た め の 指 針 に つい て 」 (平成 19 年 6 月 19 日 犯罪 対策 閣僚 会 議 幹 事 会 申 合せ ) の 趣 
旨 を 踏ま え 、 平 素 よ り 、 反 社会 的 勢力 と の 関係 遮断 に 向け た 態勢 整備 に 取り 組む 必 
要 が ある 。 

特に 、 近 時 反 社 会 的 勢力 の 資金 獲得 活動 が 巧妙 化し て お り 、 関 係 企業 を 使い 通常 
の 経済 取引 を 装っ て 巧み に 取引 関係 を 構築 し 、 後 々 トラ ブル と な る 事例 も 見 られ る 。 
こう し た ケー ス に お いて は 経営 陣 の 断固 た る 対応 、 具 体 的 な 対応 が 必要 で ある 。 

な お 、 役 職員 の 安全 が 脅かさ れる 等 不測 の 事態 が 危 恨 さ れる こと を 口実 に 問題 解 
決 に 向け た 具体 的 な 取組 み を 遅らせ る こと は 、 か えっ て 金融 機関 や 役職 員 自 身 等 へ 
の 最終 的 な 被害 を 大 きく し 得る こと に 留意 する 必要 が ある 。 


(参考 ) 「 企 業 が 反 社 会 的 勢力 に よる 被害 を 防止 する た め の 指 人 針 に つい て 」 
(平成 19 年 6 月 19 日 犯罪 対策 閣僚 会 議 幹 事 会 申 合せ ) 
① 反 社 会 的 勢力 に よる 被害 を 防止 する た め の 基 本 原則 
〇 組織 と し て の 対応 
〇 外部 専門 機関 と の 連携 
〇 取引 を 含め た 一 切 の 関係 遮断 
〇 有事 に お ける 民事 と 刑事 の 法 的 対応 
O 裏 取引 や 資金 提供 の 禁止 
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② 反 社 会 的 勢力 の と ら え 方 
暴力 、 威 力 と 詐欺 的 手法 を 駆使 し て 経済 的 利益 を 追求 する 集団 又は 個人 で あ 
る 「 反 社会 的 勢力 」 を と ら え る に 際 し て は 、 暴 力 団 、 暴 力 団 関係 企業 、 総 会 
社会 運動 標 棒 ゴ ロ 、 政 治 活動 標 欄 ゴ ロ 、 特 殊 知能 暴力 集団 等 と いっ た 属性 要件 
に 着目 する と と も に 、 暴 力 的 な 要求 行為 、 法 的 な 責任 を 超え た 不当 な 要求 と い 
っ た 行為 要件 に も 着目 する こと が 重要 で ある (平成 23 年 12 月 22 日 付 警察 庁 次 
長 通達 「 組 織 犯罪 対策 要 綱 」 参 照 ) 。 


エモ 一 3ー1 一 4ー2 主 な 着眼 点 


反 社 会 的 勢力 と は 一 切 の 関係 を も た ず 、 反 社会 的 勢力 で ある こと を 知ら ず に 関係 
を 有 し て し まっ た 場合 に は 、 相 手 方 が 反 社 会 的 勢力 で ある と 判明 し た 時 点 で 可能 な 
限り 速やか に 関係 を 解消 する た め の 熊 勢 整備 及び 反 社 会 的 勢力 に よる 不当 要求 に 適 
切 に 対応 する た め の 態 勢 整 備 の 検証 に つい て は 、 個 々 の 取引 状況 等 を 考慮 し つつ 、 
例え ば 以下 の よう な 点 に 留意 する こと と する 。 


(1) 組織 と し て の 対応 
反 社会 的 勢力 と の 関係 の 遮断 に 組織 的 に 対応 する 必要 性 ・ 重 要 性 を 踏ま え 、 
担当 者 や 担当 部 署 だ け に 任せ る こと な く 取 締 役 等 の 経営 陣 が 適切 に 関与 し 、 組 
織 と し て 対応 する こと と し て いる か 。 ま た 、 銀 行 単体 の みな ら ず 、 グ ルー プー 
体 と な っ て 、 反 社会 的 勢力 の 排除 に 取り 組む こと と し て いる か 。 さ ら に 、 グ ル 
ー ブ プ 外 の 他社 (信販 会 社 等 ) と の 提携 に よる 金融 サー ビス の 提供 な どの 取引 を 
行う 場合 に お いて も 、 反 社会 的 勢力 の 排除 に 取り 組む こと と し て いる か 。 


(2) 反 社 会 的 勢力 対応 部 署 に よる 一 元 的 な 管理 態勢 の 構築 
反 社 会 的 勢力 と の 関係 を 遮断 する た め の 対 応 を 総括 する 部 署 (以下 「 反 社会 
的 勢力 対応 部 署 」 と いう 。) を 整備 し 、 反 社会 的 勢力 に よる 被害 を 防止 する た 
め の 一 元 的 な 管理 態勢 が 構築 され 、 機 能 し て いる か 。 
特に 、 一 元 的 な 管理 態勢 の 構築 に 当たっ て は 、 以 下 の 点 に 十分 留意 し て いる 
か 。 
① 反 社 会 的 勢力 対応 部 署 に お いて 反 社 会 的 勢力 に 関す る 情報 を 積極 的 に 収 
集 ・ 分 析 す る と と も に 、 当 該 情 報 を 一 元 的 に 管理 し た デー タベース を 構築 し 、 
適切 に 更新 (情報 の 追加 、 削 除 、 変 更 等 ) する 体制 と な っ て いる か 。 ま た 、 
当該 情報 の 収集 ・ 分 析 等 に 際 し て は 、 グ ルー プ 内 で 情報 の 共有 に 努め 、 業 界 
団体 等 か ら 提供 され た 情報 を 積極 的 に 活用 し て いる か 。 さ ら に 、 当 該 情 報 を 
取引 先 の 審査 や 当該 金融 機関 に お ける 株 主 の 属性 判断 等 を 行う 際 に 、 適 切 に 
活用 する 体制 と な っ て いる か 。 
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② 反 社 会 的 勢力 対応 部 署 に お いて 対応 マニ ュ ア ル の 整備 や 継続 的 な 研修 活動 、 
警察 ・ 暴 力 追放 運動 推進 セン ター・ 弁 護 士 等 の 外部 専門 機関 と の 平素 か ら の 
緊密 な 連携 体制 の 構築 を 行う な ど 、 反 社会 的 勢力 と の 関係 を 遮断 する た め の 
取組 み の 実 効 性 を 確保 する 体制 と な っ て いる か 。 特 に 、 平 素 よ り 警 察 と の パ 
イプ を 強化 し 、 組 織 的 な 連絡 体制 と 問題 発生 時 の 協力 体制 を 構築 する こと に 
より 、 脅 迫 ・ 胡 力 行為 の 危険 性 が 高く 繋 急 を 要する 場合 に は 直ちに 警察 に 通 
報 する 体制 と な っ て いる か 。 

③ 反 社 会 的 勢力 と の 取引 が 判明 し た 場合 及び 反 社 会 的 勢力 に よる 不当 要求 が 
な され た 場合 等 に お いて 、 当 該 情 報 を 反 社会 的 勢力 対応 部 署 へ 迅速 か つ 適切 
に 報告 ・ 相 談 す る 体制 を な っ て いる か 。 ま た 、 反 社会 的 勢力 対応 部 署 は 、 当 
該 情 報 を 迅速 か つ 適切 に 経営 陣 に 対し 報告 する 体制 と な っ て いる か 。 さ ら に 、 
反 社 会 的 勢力 対応 部 署 に お いて 実際 に 反 社 会 的 勢力 に 対応 する 担当 者 の 安全 
を 確保 し 担当 部 署 を 支援 する 体制 と な っ て いる か 。 


(3) 適切 な 事前 審査 の 実施 

反 社 会 的 勢力 と の 取引 を 未然 に 防止 する た め 、 反 社会 的 勢力 に 関す る 情報 等 
を 活用 し た 適切 な 事前 審査 を 実施 する と と も に 、 契 約 書 や 取引 約款 へ の 暴力 団 排 
除 条 項 の 導入 を 徹底 する な ど 、 反 社会 的 勢力 が 取引 先 と な る こと を 防止 し て いる 
か 。 

提携 ロー ン (4 者 型 ) ( 注 ) に つい て は 、 暴 力 団 排除 条項 の 導入 を 徹底 の 上 、 
銀行 が 自ら 事前 審査 を 実施 する 体制 を 整備 し 、 か つ 、 提 携 先 の 信販 会 社 に お ける 
暴力 団 排除 条項 の 導入 状況 や 反 社 会 的 勢力 に 関す る デー タベース の 整備 状況 等 を 
検証 する 態勢 と な っ て いる か 。 


( 注 ) 提携 ロー ン (4 者 型 ) と は 、 加 盟 店 を 通じ て 顧客 か ら の 申込 み を 受け た 信 
販 会 社 が 審査 ・ 承 諾 し 、 信 販 会 社 に よる 保証 を 条件 に 金融 機関 が 当該 顧客 に 
対し て 資金 を 貸付 ける ロー ン を いう 。 


(4 ) 適切 な 事後 検証 の 実施 
反 社会 的 勢力 と の 関係 遮断 を 徹底 する 観点 か ら 、 既 存 の 債権 や 契約 の 適切 な 
事後 検証 を 行う た め の 態 勢 が 整備 され て いる か 。 


(5) 反 社 会 的 勢力 と の 取引 解消 に 向け た 取組 み 
① 反 社 会 的 勢力 と の 取引 が 判明 し た 旨 の 情報 が 反 社 会 的 勢力 対応 部 署 を 経由 し 
て 迅速 か つ 適 切 に 取締 役 等 の 経営 陣 に 報告 され 、 経 営 陣 の 適切 な 指示 ・ 関 与 の 
も と 対応 を 行う こと と し て いる か 。 
② 平素 か ら 警 察 ・ 暴 力 追放 運動 推進 セン ター・ 弁 護 士 等 の 外部 専門 機関 と 緊密 
に 連携 し つつ 、 屯 金 保険 機構 に よる 特定 回 収 困難 債権 の 買取 制度 の 積極 的 な 活 
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用 を 検討 する と と も に 、 当 該 制度 の 対象 と な ら な い グ ルー プ 内 の 会 社 等 に お い 
て は 株 式 会 社 整 理 回 収 機構 の サー ビ サ ー 機 能 を 活用 する 等 し て 、 反 社会 的 勢力 
と の 取引 の 解消 を 推進 し て いる か 。 

③ 事後 検証 の 実施 等 に より 、 取 引 開 始 後 に 取引 の 相手 方 が 反 社 会 的 勢力 で ある 
と 判明 し た 場合 に は 、 可 能 な 限り 回 収 を 図る な ど 、 反 社会 的 勢力 へ の 利益 供与 
に な ら な いよ う 配 意 し て いる か 。 

(④ いか な る 理由 で あれ 、 反 社会 的 勢力 で ある こと が 判明 し た 場合 に は 、 資 金 提 
供 や 不適 切 ・ 異 例 な 取引 を 行わ な い 熊 勢 を 整備 し て いる か 。 


(6) 反 社 会 的 勢力 に よる 不当 要求 へ の 対処 

① 反 社 会 的 勢力 に より 不当 要求 が な され た 計 の 情報 が 反 社 会 的 勢力 対応 部 署 を 
経由 し て 迅速 か つ 適切 に 取締 役 等 の 経営 陣 に 報告 され 、 経 営 陣 の 適切 な 指示 ・ 
関与 の も と 対応 を 行う こと と し て いる か 。 

② 反 社 会 的 勢力 か ら の 不当 要求 が あっ た 場合 に は 積極 的 に 警察 ・ 暴 力 追放 運動 
推進 セン ター・ 弁 護 士 等 の 外部 専門 機関 に 相談 する と と も に 、 暴 力 追放 運動 推 
進 セ ンタ ー 等 が 示し て いる 不当 要求 対応 要領 等 を 踏ま えた 対応 を 行う こと と し 
て いる か 。 特 に 、 脅 迫 ・ 暴 力行 為 の 危険 性 が 高く 緊急 を 要する 場合 に は 直ちに 
警察 に 通報 を 行う こと と し て いる か 。 

③ 反 社 会 的 勢力 か ら の 不当 要求 に 対し て は 、 あ ら ゆ る 民事 上 の 法 的 対抗 手段 を 
講ず る と と も に 、 積 極 的 に 被害 届 を 提出 する な ど 、 刑 事 事 件 化 も 蹴 路 し な い 対 
応 を 行う こと と し て いる か 。 

④ 反 社 会 的 勢力 か ら の 不当 要求 が 、 事 業 活 動 上 の 不祥事 や 役職 員 の 不祥事 を 理 
由 と する 場合 に は 、 反 社会 的 勢力 対応 部 署 の 要請 を 受け て 、 不 祥 事 案 を 担当 す 
る 部 署 が 速やか に 事実 関係 を 調査 する こと と し て いる か 。 


(7 ) 株 主 情報 の 管理 
定期 的 に 自社 株 の 取引 状況 や 株 主 の 属性 情報 等 を 確認 する な ど 、 株 主 情報 の 
管理 を 適切 に 行っ て いる か 。 


一 3ー1 一 4 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


検査 結果 、 不 祥 事件 等 届出 書 等 に より 、 反 社会 的 勢力 と の 関係 を 遮断 する た め の 
態勢 に 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 必 要 に 応じ て 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求 
め 、 当 該 報 告 を 検証 し た 結果 、 業 務 の 健全 性 ・ 適 切 性 の 観点 か ら 重 大 な 問題 が ある 
と 認め られ る 場合 等 に は 、 法 第 26 条 に 基づく 業務 改善 命令 の 発出 を 検討 する も の と 
する 。 そ の 際 、 反 社会 的 勢力 へ の 資金 提供 や 反 社 会 的 勢力 と の 不適 切な 取引 関係 を 
認識 し て いる に も か か わら ず 関 係 解消 に 向け た 適切 な 対応 が 図ら れ な いな ど 、 内 部 
管理 態勢 が 極め て 脆弱 で あり 、 そ の 内 部 管理 態勢 の 改善 等 に 専念 させ る 必要 が ある 


58 


と 認め られ る と き は 、 法 第 26 条 に 基づく 業務 改善 に 要する 一 定期 間 に 限 っ た 業務 の 
ー 部 停止 命令 の 発出 を 検討 する も の と する 。 

また 、 反 社会 的 勢力 で ある こと を 認識 し な が ら 組 織 的 に 資金 提供 や 不適 切な 取引 
関係 を 反復 ・ 継 続 す る な ど 、 重 大 性 ・ 悪 質 性 が 認め られ る 法令 違反 又は 公益 を 害 す 
る 行為 な ど に 対し て は 、 法 第 27 条 に 基づく 厳正 な 処分 に つい て 検討 する も の と する 。 


エモ 一 3ー1 一 5 資本 金 の 額 の 増加 の 届出 の 手続 等 
エロ 一 3ー1 一 5 一 1 意義 


(1 ) 銀行 の 増資 (普通 株 式 及 び 優先 株 式 ) の 形態 に は 、 公 募 増資 、 第 三 者 割当 増 次 
等 が ある が 、 公 募 増資 な ど 金 融 商品 取引 業者 を 引受 人 と し て 行わ れる 増資 の 場合 
に は 、 法 令 等 遵守 の 観点 か ら も 相応 の チェ ッ ク 機 能 が 働く と 考え られ る ( 注 1) 。 


( 注 1) 金融 商品 取引 業者 の 引受 け に 関す る ルー ル に つい て は 、「 有 価 証券 の 引受 
け 等 に 関す る 規則 (日 本 証券 業 協会 公正 慣習 規則 第 14 号 ) 」 等 を 参照 。 


(2) し か し な が ら 、 聞 金 及 び 貸 出 等 の 業務 を 営む 銀行 の 増資 が 取引 先 等 に 対し 直接 
に 割当 て を 行う 第 三 者 割当 増資 で ある 場合 に は 、「 資 本 充実 の 原則 」 と の 関係 や 
「 優 越 的 な 地位 の 藩 用 」 の 防止 等 、 法 令 等 遵守 に 係る 内 部 管理 態勢 の 確立 に つい 
て 、 健 全 性 や 誠実 さ 等 の 観点 か ら 、 特 に 十分 な 経営 努力 が 払わ れる 必要 が ある 。 
また 、 増 資 は 恒常 的 に 行わ れる も の で は な いこ と か ら 、 こ うし た 増資 に 関す る 
コン プラ イア ンス 態勢 に つい て は 、 増 資 の 都度 、 取 締 役 会 の 責任 に お いて 、 全 行 
的 に 構築 され 、 行 内 に 徹底 され る 必要 が ある 。 た だ し 、 増 資 を 行う 銀行 を 子会社 
と する 銀行 持株 会 社 等 を 割当 先 と する 第 三 者 割当 増資 に つい て は 、 こ の 限り で な 
い 。 


(3) つい て は 、 銀 行 法 上 、 増 資 は 届出 事項 と され て いる こと を 踏ま え 、 第 三 者 割当 
増資 時 の コン プラ イア ンス に つい て は 、 以 下 の よ うに 取り 扱う も の と する 。 


(4 ) な お 、 以 下 の 事務 手続 き は 、 一 般 的 な 第 三 者 割当 増資 の スケ ジュ ー ル ( 注 2) 
を 想定 し て 監督 上 の 事務 フロ ー を 定め た も の で あり 、 ケ ー ス に より 異な る 対応 が 
必要 な 場合 、 あ る い は 銀行 持株 会 社 の 行う 第 三 者 割当 増資 に つい て は 、 適 宜 、 読 
み 替 えて 対応 する も の と する 。 


( 注 2) 一 般 的 な 第 三 者 割当 増資 の スケ ジュ ー ル 


① 取締 役 会 に お いて 、 第 三 者 割当 増資 を 行う 方 針 決議 
② 割当 先 名 簿 の 作成 
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③ 取締 役 会 に お いて 、 新 株 発行 (条件 ) 決議 
④ 有価 証券 届出 書 の 提出 
⑤ 取得 の 申込 み の 勧 誘 、 申 込み 及び 払込 み 

( 注 3) 告示 第 6 条 第 4 項 又は 第 7 条 第 4 項 等 に 定め る 国際 統一 基準 行 又 は 特別 
目的 会 社 等 が 発行 する その 他 Tier 1 資本 調達 手段 又は Tier 2 資本 調達 手段 の 
取扱 い に つ いて は 、 主 要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 を 参照 の こと 。 


エー3ー1 一 5 一 2 着眼 点 と 監督 手法 ・ 対 応 


(1 ) 銀行 が 第 三 者 割当 増資 を 行う 方 針 を 決定 し た と き に お ける 取扱 い 
銀行 が 取締 役 会 に お いて 、 第 三 者 割当 増資 を 行う 方 針 を 決議 し た と き は 、 当 該 
銀行 に 対し 、 速 や か に 法 第 53 条 第 1 項 第 4 号 ( 注 1) に 定め る 届出 (様式 ・ 参 考 
資料 編 様式 4 一 7ー1) を 求め る と と も に 、 会 社 法 、 私 的 独占 の 禁止 及び 公正 
取引 の 確保 に 関す る 法律 (以下 「 独 占 禁止 法 」 と いう 。) 及び 人 金融 商品 取引 法 等 
の 諸 法 令 に 従い 適切 に 実施 する た め の 法 令 等 導 守 に 係る 内 部 管理 態勢 全般 ( 注 
2) に 関す る 資料 の 添付 を 求め る こと と する 。 


( 注 1) 負債 性 の その 他 Tier 1 資本 調達 手段 又は Tier 2 資本 調達 手段 に つい て は 、 
銀行 法 施行 規則 (以下 「 施 行 規則 」 と いう 。) 第 35 条 第 1 項 第 32 号 に 定め 
る 届出 

( 注 2) ① 基本 的 な 経営 姿勢 

資本 充実 の 原則 の 遵守 等 

優越 的 な 地位 の 溢 用 等 不 公正 な 取引 の 防止 

尊 品 性 の 適切 な 説明 等 

適正 な ディ スク ロー ジャ ー の 確保 

遵守 状況 の 事後 的 な 点検 体制 の 整備 


6⑨@@⑤@@⑥@ 


(2 ) 届出 を 受け た 内 部 管理 態勢 全般 を 検証 し 、 そ の 適切 性 に 疑義 が 認め られ る 場合 
に は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 重 大 な 間 題 が ある と 認め られ 
る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 

以下 は 、 検 証 の 際 の 着眼 点 を 類型 化し て 例示 し た も の で ある 。 

① 基本 的 な 経営 姿勢 

イ . 取締 役 会 が 、 第 三 者 割当 増資 に 関す る 法令 等 遵守 の 重要 性 を 理解 し 、 全 行 的 
な 態勢 整備 を 行っ て いる か 。 
・ 例え ば 、 適 切 に 区 分 され た 事務 の 区 分 毎 に 、 決 定 権限 と 責任 の 所 在 (担当 役 
員 、 統 括 部 門 等 の 特定 を 含む 。) が 明確 に な っ て いる か 。 
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ロ . 取締 役 会 は 、 単 に 行内 規則 の 制定 、 通 知 の 発出 等 に に ど ま ら ず 、 行 員 へ の 周 
知 ・ 徹 底 を 確実 に 図る 2 こと と し て いる か 。 ま た 、 行 内 に お ける 監視 ・ け ん 制 機 
能 を 実効 性 ある も の と し て いる か 。 

ハ . 取締 役 会 が 、 会 社 法 、 独 占 禁止 法 及び 金融 商品 取引 法 等 の 法令 等 に 関し 、 必 
要 に 応じ 、 弁 護 士 や 監査 法人 か ら 文 書 に よる 意見 を 求め る 等 、 コ ンプ ライ アン 
ス 上 万 全 な 対応 を と る こと と し て いる か 。 

二 . 銀行 持株 会 社 が 第 三 者 割当 増資 を 行う 場合 、 子 銀行 の 関与 の あり 方 に つい て 、 
適切 に 対応 する こと と し て いる か 。 


② 特に 留意 すべ き 事 項 
増資 に 際 し 遵守 すべ き 全 て の 法令 等 に 対し て 、 十 分 な コン プラ イア ンス を 確保 
する こと と し て いる か 。 
特に 下記 の 点 に つい て 、 十 分 な 遵守 態 
イ . 会 社 法 の 「 資 本 充実 の 原則 」 の 遵守 
定性 ・ 適 格 性 ) の 確保 
a. 割当 先 名 薄 の 作成 及び 取得 の 申込 み の 勧誘 に 係る 方 針 は 、「 資 本 充実 の 原 
則 」 及 び 自 己 資本 と し て の 健全 性 の 確保 の 観点 を 十分 踏ま えた も の と な っ て 
いる か 。 必要 が あれ ば 、 融 資 取 引 先 に 対す る 割当 て に つい て 、 そ の 適法 性 等 
に 関す る 弁護 士 等 の 意見 書 を 踏ま えて 対応 する こと と し て いる か 。 
b. 少な く と も 、 以 下 の よ うな 問題 の ある ケー ス に つい て の 取扱 い は 、 明 確 に 
され て いる か 。 
・ 財務 の 実態 等 を 勘案 する と 、 返 済 能力 や 意思 の な い 先 に 、 直 接 又は 赴 回 し 
て 融資 等 の 信用 供与 を 行い 、 そ の 融資 等 の 信用 供与 に よる 資金 で 増資 払込 
み を 行わ せる 場合 
・ 増資 引受 先 の 株 式 保有 リス ク を 何ら か の 形 で 銀行 又は 銀行 グル ー プ が 肩 代 
わり し て いる 場合 


勢 が 構築 され て いる か 。 
及び 銀行 の 自己 資本 と し て の 健全 性 ( 安 


( 注 ) な お 、 信 用 リス ク 管 理 の 観点 か ら は 、 経 営 改 善 支援 に 注力 すべ き 融 資 取 
引 先 に 増資 払込 み を 行わ せる こと の な いよ う 、 業 況 や 財務 内 容 等 を 十分 見 
極め る 必要 が ある こと に 留意 する 。 例 えば 、「 要 管理 先 」 以下 の 債務 者 に 
対し 、 増 資 払込 み を 行わ せる こと は 、 信 用 リス ク 管 理 の 適正 の 観点 か ら 問 
題 で ある こと に 留意 する 。 


ロ . 不 公正 な 取引 の 防止 (独占 禁止 法 、 金 融 商品 取引 法 等 ) 
a. 独占 禁止 法 関係 
独占 禁止 法 が 禁止 し て いる 不 公正 な 取引 方 法 に 該当 する 行為 、 例 えば 「 優 
越 的 な 地位 の 溢 用 」 の 発生 を どの よう に 防止 し よう と し て いる か 。 
b. 金融 商品 取引 法 関係 
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金融 商品 取引 法 が 禁止 し て いる 不 公正 な 取引 (イン サイ ダー 取引 、 有 利 買 
付け 等 の 表示 の 禁止 等 ) に 該当 する 行為 の 発生 を どの よう に 防止 し よう と し 
て いる か 。 

ハ . 適正 な ディ スク ロー ジャ ー の 確保 (金融 商品 取引 法 等 ) 

a. 増資 に 当たっ て は 、 金 融 商品 取引 法 に 定め る 手続 き (有価 証券 届出 書 の 提 
出 と 勧誘 行為 、 目 論 見 書 の 作成 ・ 交 付 、 有 価 証券 届出 書 の 効力 発生 等 ) を 遵 
守 す る た め の 措 置 が 講じ られ て いる か 。 

・ 例 えば 、 有 価 証券 届出 書 の 提出 前 に お ける 割当 先 名 簿 の 作成 は 行内 の 準備 

作業 で あり 、 取 得 の 申込 み の 勧誘 は 有価 証券 届出 書 が 提出 され て いな けれ 

ば する こと が で き な い こと 等 、 基 本 的 な 留意 事項 を 行員 に 徹底 する こと と 

し て いる か 。 

b. 中 で も 、 有 価 証券 届出 書 及び 目論見 書 作成 に 当たっ て 、 自 己 資本 比率 規制 
等 の 銀行 特有 の 規制 及び 当局 に よる 金融 検査 の 存在 等 を 踏ま え 、 投 資 家 保護 
上 万 全 を 期す こと と され て いる か 。 ま た 、 真 に 重要 な 「 リ スク 情報 」 を 、 
か りや すく 、 か つ 、 簡 潔 に 開示 する こと と し て いる か 。 

・ 例 えば 、「 組 込 方 式 」 又 は 「 参 照 方 式 」 の 有価 証券 届出 書 及び 目論見 書 を 
作成 する 場合 で も 、 有 価 証券 届出 書 の 提出 日 現在 の 「 リ スク 情報 」 を 記載 
する 必要 が ある こと を 認識 し て 、 対 応 す る こと と し て いる か 。 

・ 例 えば 、 有 価 証券 届出 書 提 出 後に お いて も 、 投 資 家 保 護 上 重要 な 事実 が 発 

生 し た 場合 に は 、 訂 正 届出 書 を 提出 する 必要 が ある こと を 認識 し て 、 対 応 

する こと と し て いる か 。 

c. その 他 、 財 務 内 容 等 に つい て 誤認 を 与え る よう な 表示 の 防止 
・ 増資 の 勧誘 に 当たっ て 、 目 論 見 書 (及び 有価 証券 届出 書 ) 以外 の 情報 を 利 

用 する 場合 、 目 論 見 書 の 内 容 と 異な る 内 容 と な っ て いな いか 。 

・ 実 際 に は 、 勧 誘 に 当たっ て の 資料 と し て 、 業 績 予想 修正 ( 注 1) 、 四 半期 
開示 ( 注 2) 、 1 R 資 料 及び 役員 の 記者 会 見 等 、 当 該 銀 行 に 関す る (特に 
財務 内 容 に 関す る ) 表示 が 利用 され る こと が 多い 。 
こう し た 現状 に か ん が み 、 増 資 を 予定 し て いる 銀行 は い 、 こ うし た 表示 が 
割当 先 に 対し 、 当 行 の 財務 内 容 に つい て 誤認 を 与え る こと の な いよ う 万 全 
の 措置 を 講じ る こと と し て いる か 。 


( 注 1) 経済 情勢 の 大 幅 な 変化 又は 当局 に よる 金融 検査 の 結果 等 に より 必要 
と な っ た 場合 に 、 当 期 の 業績 予想 を 適切 に 修正 発表 し て いる か 。 

( 注 2) 例え ば 、 第 一 四半 期 (4 月 ~6 月 ) 及び 第 三 四 半 期 (10 月 ご 12 月 ) 
の 四半 期 開 示 に お いて は 、 そ れ ぞ れ 9 月 末 及 び 3 月 末 の 見 込み 自己 資本 比 
率 に 関す る 予想 値 が 記載 され て いる が 、 明 確 な 根拠 の な い 見 込 値 又 は 蓋 然 
性 の 検討 を 欠い た 見 込 値 と な っ て いな いか 。 
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二 . 商品 性 の 適切 な 説明 等 (コン シュ ー マ ー・ コ ンプ ライ アン ス ) 

a. 増資 の 勧誘 等 に 際 し て の 顧客 へ の 説明 方 法 及び 内 容 が 、 民 法 、 金 融 商品 の 
販売 等 に 関す る 法律 (以下 「 金 融 商品 販売 法 」 と いう 。) 等 の 観点 か ら 、 適 
切な も の と な っ て いる か 。 


( 注 ) 銀行 が 第 三 者 割当 増資 を 行う こと は 、 金 融 商品 販売 法 の 「 金 融 商品 販売 
業者 等 」 に 該当 し 、 同 法 の 説明 義務 を 負う こと と な る 可能 性 に 対し て 、 弁 
護 士 等 の 意見 を 踏ま えて 対応 する こと と し て いる か 。 


b. 特に 、 銀 行 の 場合 、 預 金 等 と の 誤認 を 防止 する こと が 重要 で あり 、 そ の た 
め の 十 分 な 措置 を 講じ て いる か 。 
・ 割当 先 の 知識 、 経 験 及び 財産 の 状況 を 踏ま え 、 書 面 の 交付 その 他 の 適切 な 
方 法 に より 、 預 金 等 と の 誤認 を 防止 する た め の 説明 を 行う こと と し て いる 
か 。 


( 注 ) 少な く と も 個人 に 対し て は 、 書 面 の 交付 に よる 対面 説明 、 説 明 内 容 の 双 
方 に よる 確認 、 一 定期 間 の 記録 保管 等 の 措置 を 講ず る こと と し て いる か 。 


・ 誤認 防止 の た め の 説 明 内 容 は 、 預 金 等 で は な いこ と 、 預 金 保険 の 対象 と は 
な ら な いこ と 、 元 本 が 保証 され て いな いこ と 等 を 含む 十分 な も の と な っ て 
いる か 。 


③ 遵守 状況 の 事後 的 な 点検 体制 の 整備 
増資 手続 き の 進行 に 応じ て 、 コ ンプ ライ アン ス の 遵守 状況 に つい て 全 行 的 な 事 
後 点 検 を 行う 体制 を 整え て いる か 。 


(3) 銀行 が 新株 発行 (条件 ) の 決議 を 行っ た と き に お ける 取扱 い 

① 法 第 53 条 第 1 項 第 4 号 に 定め る 届出 (様式 ・ 参 考 資 料 編 様式 4 一 7ー2) 
の 速やか な 提出 を 求め る と と も に 、 内 部 管理 態勢 全般 の 点検 結果 等 に 関す る 資 
料 の 添付 を 求め る も の と する 。 

② 届出 等 に お いて 、 銀 行 の 対応 の 適切 性 に 疑義 が 認め られ る 場合 に は 、 必 要 に 
応じ 、 

イ . 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 

口 . 重大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 
を 発出 し 、 

ハ . さら に 、 有 価 証券 届出 書 に 記載 すべ き 重 要 な 事項 の 記載 が 不 十 分 で ある 場合 、 
又は 、 記 載 す べき 重要 な 事項 又は 誤解 を 生じ させ な いた め に 必要 な 重要 な 事実 
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の 記載 が 欠け て いる 場合 等 に 該当 する こと が 明らか な と き に は 、 そ の 旨 を 証券 
監査 担当 部 局 へ 連絡 する 
等 の 対応 を 行う も の と する 。 


(4 ) 資本 金 の 額 の 増加 の 届出 
払込 期日 に 法 第 53 条 第 1 項 第 4 号 に 定め る 届出 (様式 ・ 参 考 資 料 編 様式 4 一 
7ー3) を 求め る も の と する 。 


(5) 第 三 者 割当 増資 終了 後 の 取 扱い 
① 第 三 者 割当 増資 終了 後 6 か 月 間 、 銀 行 は 法令 等 遵守 に 関す る 内 部 管理 態勢 に 
つい て 事後 点検 を 行い 、 そ の 結果 に つい て 、 法 第 53 条 第 1 項 第 4 号 に 定め る 届 
出 の 添付 資料 の 追加 提出 を 求め る 。 
② 届出 等 に お いて 、 銀 行 の 対応 の 適切 性 に 疑義 が 認め られ る 場合 に は 、 必 要 に 
応じ 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 重 大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 
法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 


I エー3—1—6 不適 切な 取引 等 

エロ 一 3ー1 一 6 一 1 履行 保証 

銀行 が 、 い わ ゆ る 履行 ボン ド 等 、 建 設 工 事 等 の 履行 保証 を 行う 場合 に は 、 保 証 履 
行 の 際 に 、 銀 行 が 、 自 ら 工 事 を 完成 させ る 等 法 第 12 条 に 照ら し て 銀行 が 行う こと が 
で き な い 業務 を 行う 必要 が 生じ な い 契 約 内 容 と な っ て いる か 。 

エモ 一 3ー1 一 6 一 2 正常 な 取引 慣行 に 反する 不適 切な 取引 の 発生 の 防止 

過度 な 協力 預金 、 過 当 な 歩 積 両 建 預 金 等 の 受入 れ 、 他 金融 機関 へ の 過度 な 預金 紹 
介 、 銀 行 の 業務 範囲 に 含ま れ な い 商 品 等 の 紹介 韓 旋 、 顧 客 の 印鑑 等 の 問 か り 、 関 連 
会 社 等 と の 取引 の 強要 等 独占 禁止 法 上 問題 と な る 優越 的 な 地位 の 溢 用 や 顧客 の 実際 


の 資金 需要 に 基づか な い 決 算 期 を 只 っ た 短期 間 の 与信 取引 の 依頼 な ど 正常 な 取引 慣 
行 に 反する 不適 切な 取引 の 発生 を どの よう に 防止 し て いる か 。 


64 


エー 一 3 一 2 利用 者 保護 等 


一 3ー2 一 1 与信 取引 等 (貸付 契約 並び に これ に 伴う 担保 ・ 保 証 在 約 及 び デ リバ 
ティ ブ 取 引 ) に 関す る 顧客 へ の 説明 態勢 


(1) 法 第 12 条 の 2 第 2 項 及 び 施 行 規則 第 13 条 の 7 は 、 銀 行 に 対し 、 そ の 営む 業務 
の 内 容 及 び 方 法 に 応じ 、 顧 客 の 知識 、 経 験 、 財 産 の 状況 及び 取引 を 行う 目的 を 踏 
まえ た 重要 な 事項 の 顧客 に 対す る 説明 その 他 の 健全 か つ 適 切な 業務 の 運営 を 確保 
する た め の 措 置 (書面 の 交付 その 他 の 適切 な 方 法 に よる 商品 又は 取引 の 内 容 及 び 
リス ク の 説明 並び に 犯罪 を 防止 する た め の 措 置 を 含む 。) に 関す る 社内 規則 等 
(社内 規則 その 他 こ れ に 準ずる も の を いう 。) を 定め る と と も に 、 従 業 員 に 対す 
る 研修 その 他 の 当該 社内 規則 等 に 基づい て 業務 が 運営 され る た め の 十 分 な 体制 を 
整備 する こと を 義務 付け て いる 。 
また 、 銀 行 は その 業務 に 関し 、 顧 客 に 対し 虚偽 の こと を 告げ る 行為 、 不 確実 な 
事項 に つい て 断定 的 判断 を 提供 し 、 又 は 確実 で ある と 誤認 させ る お それ の ある こ 
と を 告げ る 行為 等 を し て は な ら な いと され て いる ( 法 第 13 条 の 3 、 施 行 規則 第 14 
条 の 11 の 3) 。 こ れ ら の 行為 は 、 そ も そ も 法 第 12 条 の 2 第 2 項 で 定め る 業務 の 
健全 か つ 適 切な 運営 が 確保 され る た め の 措 置 に 違反 する 行為 と し て 禁止 され て き 
た も の で ある 。 


(2) 「 リ レー ショ ンシップ バン キン グ の 機能 強化 に 関す る アク ショ ンプ ログ ラム 」 
(平成 15 年 3 月 28 日 公表 ) に お いて 「 銀 行 法 等 に 義務 付け られ た 、 貸 付 契 約 、 
保証 契約 の 内 容 等 重要 事項 に 関す る 債務 者 へ の 説明 態勢 の 整備 に 対す る 監督 の あ 
り 方 を 事務 ガイ ドラ イン に 明示 する 」 こ と と され た こと を 契機 と し て 、 広 く 貸し 
手 の 責任 に お いて 整備 すべ き 与 信 取 引 等 (貸付 契約 並び に これ に 伴う 担保 ・ 保 証 
契約 及び デリ バテ ィ ブ 取引 ) に 関す る 説明 態勢 及び それ を 補完 する 相談 苦情 処理 
機能 に つい て 、 主 と し て 中 小 企業 向け 取引 、 個 人 向け 貸付 (住宅 ロー ン を 含 
む 。) 及び 個人 保証 関係 を 念頭 に お いて 、 当 局 が 銀行 の 内 部 管理 態勢 の 検証 を 行 
う 際 の 着眼 点 を 類型 化し て 例示 し て いる 。 


( 注 1) 以下 は 、 説 明 義 務 ・ 説 明 責 任 (アカ ウン タビ リティ ) の 徹底 を 中 心 に 顧客 
と の 情報 共有 の 拡大 と 相互 理解 の 向上 に 向け た 取組 み ま で 幅広 い 領域 を 対象 と 
し て いる (別紙 1 参照 ) 。 

( 注 2) 上 記 (1) の 説明 体制 の 整備 は 銀行 の 営む 全て の 業務 が 対象 と な っ て お り 、 
資産 運用 商品 の 販売 に 関し て は 金融 商品 販売 法 の 施行 等 に 対応 し た 体制 整備 が 
必要 で ある (II 一 3ー2 一 5 参照 ) 。 
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由 一 ーー2 一 1 一 2 主 な 着眼 点 


(1) 全 行 的 な 内 部 管理 態勢 の 確立 
① 顧客 へ の 説明 態勢 に 関す る 全 行 的 な 内 部 管理 態勢 の 確立 に 関し 、 取 締 役 会 が 
適切 に 機能 を 発揮 し て いる か 。 
② 法令 の 趣旨 を 踏ま えた 社内 規則 等 の 作成 
イ . 業務 の 内 容 及 び 方 法 に 応じ た 説明 態勢 が 社内 規則 等 で 明確 に 定め られ て いる 
か 。 
EN は 、 例 えば 、 手 形 割 引 、 貸 付 金 (手形 貸付 、 証 書 貸付 、 当 座 貸 
、 債 務 保証 、 外 国 為替 等 の 多様 な 取引 が あり 、 ま た 、 保 証 契約 に つい て も 、 
5 書 形式 や 手形 保証 等 の 類型 が ある が 、 そ れ ぞ れ の 類型 に 応じ た 態勢 束 


備 が な され て いる か 。 
さら に 、 イ ンタ ーネット 取引 等 の 異な る 取引 方 法 に 応じ た 態勢 整備 が な され 
て いる か 。 


ロ . 顧客 の 知識 、 経 験 、 財 産 の 状況 及び 取引 を 行う 目的 に 応じ た 説明 態勢 が 社内 
規則 等 で 明確 に 定め られ て いる か 。 
特に 、 中 小 企業 や 個人 に つい て は 実態 に 即 し た 取扱 いと な っ て いる か 。 
③ 法令 の 趣旨 を 踏ま えた 行内 の 実施 態勢 の 構築 
イ . 社内 規則 等 に 基づい て 業務 が 運営 され る よう 、 研 修 そ の 他 の 方 策 (マニ ュ ア 
ル 等 の 配付 を 含む 。) が 整備 され て いる か 。 
口 . 説明 態勢 等 の 実効 性 を 確保 する た め 、 検 査 ・ 監 査 等 の 内 部 けん 制 機能 は 十分 
発揮 され て いる か 。 
④ 説明 態勢 
経営 相談 機能 を 充実 ・ 強 化す る た め の 環 境 整備 と し て 、 与 信 後 に お ける 顧客 
と の 情報 の 相互 共有 に 向け た 説明 態勢 が 整備 され て いる か (ロロ 一 3ー2 一 1 一 
2 (4) を 参照 ) 。 


(2) 契約 時 点 等 に お ける 説明 
以下 の 事項 に つい て 、 社 内 規則 等 を 定め る と と も に 、 従 業 員 に 対す る 研修 その 他 
の 当該 社内 規則 に 基づい て 業務 が 運営 され る た め の 十 分 な 体制 が 整備 され て いる か 
検証 する 。 
① 商品 又は 取引 の 内 容 及び リス ク 等 に 係る 説明 
契約 の 意思 形成 の た め に 、 顧 客 の 十分 な 理解 を 得る こと を 目的 と し て 、 必 要 な 
情報 を 的 確 に 提供 する こと と し て いる か 。 
OO 
. 融資 取引 に オプ ショ ン ・ ス ワッ プ 等 の デリ バテ ィ ブ 取引 が 含ま れ て いる と き 
RC 
に 金融 商品 取引 法 第 38 条 各 号 及び 第 40 条 各 号 の 規定 に 抵触 する こと の な いよ 
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う 、 顧 客 の 知識 、 経 験 、 財 産 の 状況 及び 取引 を 行う 目的 を 踏ま え 、 商 品 内 容 や 

その リス ク に 応じ て 以下 の 事項 に 留意 し て いる か 。 

a. 当該 デリ バテ ィ ブ 取引 の 商品 内 容 や リス ク に つい て 、 Re 
的 に 分 か りや すい 形 で 解説 し た 書面 を 交付 し て 、 適 切 か つ 十 分 な 説明 を する 
こと と し て いる か 。 

例え ば 、 

・ 当該 デ プ リ バテ ィ ブ 取引 の 対象 と な る 金融 指標 等 の 水準 等 (必要 に 応じ て ボ 
ラテ ィ リ ティ の 水準 を 含む 。 以 下 同じ 。) に 関す る 最悪 の シナ リオ (過去 
の スト レス 時 の デー タ 等 合理 的 な 前 提 を 踏ま えた も の 。 以下 同じ 。) を 想 
定 し た 想定 最大 損失 額 に つい て 、 前 提 と 異な る 状況 に な れ ば さら に 損失 が 
拡大 する 可能 性 が ある こと も 含め 、 顧 客 が 理解 で きる よう に 説明 し て いる 
か 。 

・ 当該 デリバティブ 取引 に お いて 、 顧 客 が 許容 で きる 損失 額 を 確認 し 、 上 記 
の 最悪 の シナ リオ に 至ら な い 場 合 で も 許容 額 を 超え る 損失 を 被る 可能 性 が 
ある 場合 は 、、 こ れ に つい て 顧客 が 理解 で きる よう に 説明 し て いる か 。 

・ 金融 指標 等 の 状況 が どの よう に な れ ば 、 当 該 デ プリ バテ ィ ブ 取引 に より 、 顧 
客 自 ら の 経営 又は 財務 状況 に 重大 な 影響 が 生じ る 可能 性 が ある か に つい て 、 
顧客 が 理解 で きる よう に 説明 し て いる か 。 

・ 説明 の た め に 止む を 得 ず 実 際 の デリ バテ ィ ブ 取引 と 異な る 例示 等 を 使用 す 

る 場合 は 、 当 該 例 示 等 は 実際 の 取引 と 異な る こと を 説明 し て いる か 。 

b. 当該 デリバティブ 取引 の 中 途 解約 及び 解約 清算 金 に つい て 、 具 体 的 に 分 か 
りや すい 形 で 解説 し た 書面 を 交付 し て 、 適 切 か つ 十 分 な 説明 を する こと と し 
て いる か 。 

例え ば 、 

・ 当該 デリバティブ 取引 が 原則 と し て 中 途 解約 で き な い も の で ある 場合 に は 
その 旨 に つい て 、 顧 客 が 理解 で きる よう に 説明 し て いる か 。 

・ 当該 デリバティブ 取引 を 中 途 解約 する と 解約 清算 金 が 発生 する 場合 に は そ 
の 旨 及 び 解 約 清算 金 の 内 容 (金融 指標 等 の 水準 等 に 関す る 最悪 の シナ リオ 
を 想定 し た 解約 清算 金 の 試算 額 及 び 当 該 試算 額 を 超え る 額 と な る 可能 性 が 
ある 場合 に は その 旨 を 含む 。) に つい て 、 顧 客 が 理解 で きる よう に 説明 し 
て いる か 。 
銀行 取引 約定 書 等 に 定め る 期限 の 利益 喪失 事由 に 抵触 する と 、 デ リバ ティ 
ブ 取 引 に つい て も 期限 の 利益 を 喪失 し 、 解 約 清算 金 の 支払 義務 が 生じ る 場 
合 が ある こと に つい て 、 顧 客 が 理解 で きる よう に 説明 し て いる か 。 

・ 当該 デリ バテ ィ ブ 取引 に お いて 、 顧 客 が 許容 で きる 解約 清算 金 の 額 を 確認 
し 、 上 記 の 最悪 の シナ リオ に 至ら な い 場 合 で も 許容 額 を 超え る 損失 を 被る 

可能 性 が ある 場合 は 、 こ れ に つい て 顧客 が 理解 で きる よう に 説明 し て いる 
か 。 


67 


c. 提供 する デリ バテ ィ ブ 取引 が ヘッ ジ 目 的 の 場合 、 以 下 を 確認 する と と も に 、 
その 確認 結果 に つい て 、 具 体 的 に 分 か りや すい 形 で 、 適 切 か つ 十 分 な 説明 を 
する こと と し て いる か 。 
・ 顧客 の 事業 の 状況 ( 仕 入 、 販 売 、 財 務 取 引 環境 な ど ) や 市 場 に お ける 競争 
関係 ( 仕 入 先 、 販 売 先 と の 価格 決定 方 法 ) を 踏ま そえ て も 、 継 続 的 な 業務 運 
営 を 行う 上 で 有効 な ヘッ ジ 手 段 と し て 機能 する こと を 確認 し て いる か ( 注 
1) 。 
・ 上 記 に 述べ る ヘッ ジ 手 段 と し て 有効 に 機能 する 場面 は 、 契 約 終期 まで 継続 
する と 見 込ま れる こと を 確認 し て いる か ( 注 2) 。 
・ 顧客 に と っ て 、 今後 の 経営 を 見 通す こと が か えっ て 困難 と する こと に な ら 
な いこ と を 確認 し て いる か ( 注 3) 。 


( 注 1) 例え ば 、 為 替 や 金利 の 相場 が 変動 し て も 、 そ の 影響 を 軽減 させ る よう 
な 価格 交渉 力 や 価格 決定 力 の 有無 等 を 包括 的 に 判断 する こと に 留意 する 。 

( 注 2) 例え ば 、 ヘ ッ ジ 手段 自体 に 損失 が 発生 し て いな い 場 合 で あっ て も 、 前 
提 と する 事業 規模 が 縮小 され る な ど 顧 客 の 事業 の 状況 や 市 場 に お ける 競争 
関係 の 変化 に より 、 顧 客 の ヘッ ジニ ー ズ が 左右 され た り ヘ ッ ジ の 効果 が そ 
の ニー ズ に 対し て 契約 終期 まで 有効 に 機能 し な い 場 合 が ある こと に 留意 す 
る 。 

( 注 3) ヘッ ジ に よる 仕入れ 価格 等 の 固定 化 が 顧客 の 価格 競争 力 に 影響 を 及ぼ 
し 得る 点 に 留意 する 。 


d. 上 記 a. か ら c. に 掲げ る 事項 を 踏ま えた 説明 を 受け た 旨 を 顧客 か ら 確 認 
し 、 そ の 記録 を 書面 (確認 書 等 ) と し て 残す こと と し て いる か 。 

e. 不 確 実 な 事項 に つい て 、 断 定 的 な 判断 と 誤認 させ る 表示 や 説明 を 防ぐ 態勢 
と な っ て いる か 。 

f. 不 招請 勧誘 の 禁止 の 例外 と 考え られ る 先 に 対す る デリ バテ ィ ブ 取引 の 勧誘 
に つい て は 、 法 令 を 踏ま そえ た うえ ( 注 ) 、 そ れ ま で の 顧客 の 取引 履歴 な ど に 
より ヘッ ジニ ー ズ を 確認 し 、 そ の ニー ズ の 範囲 内 で の 契約 を 勧誘 する こと と 
し て いる か 。 


( 注 ) 不 招請 勧誘 の 禁止 の 例外 と され て いる 「 外 国 貿 易 そ の 他 の 外国 為替 取 
引 に 関す る 業務 を 行う 法人 」 (金融 商品 取引 業 等 に 関す る 内 閣府 令 第 
116 条 第 2 号 ) に は 、 例 えば 、 国 内 の 建設 業者 が 海外 か ら 材 木 を 輸入 す 
る に あたっ て 、 海 外 の 輸出 者 と 直接 取引 を 行う の で は な く 、 国 内 の 商社 
を 通じ て 実態 と し て 輸出 入 を 行う 場合 は 含ま れる が 、 単 に 国内 の 業者 か 
ら 輸 入 物 の 材木 を 仕入れ る 場合 は 含ま れ な いこ と に 留意 する 必要 が ある 。 
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g. 勧誘 され た デリ バテ ィ ブ 取引 に 係る 契約 締結 の 有無 は 、 融 資 取引 に 影響 を 
及ぼ す の で は な いか と 顧客 が 懸念 する 可能 性 が ある こと を 前 提 ( 注 1) に 、 


必要 に 応じ し 、 こ うし た 懸念 を 解消 する た め の 説 明 を 行う こと と し て いる か 
( 注 2) 。 


( 注 1) 例え ば 、 デ リバ ティ ブ 取 引 の 勧誘 や 説明 を 行っ た 状況 (与信 取引 等 の 
相談 中 や 複数 回 の 勧誘 の 後 か どう か な ど ) に よっ て は 、 顧 客 の 立場 か ら は 、 
往々 に し て 銀行 は 優越 的 地位 を 藩 用 し て いる と 見 られ る 可能 性 が ある こと 
を 意識 し た 販売 態勢 と な っ て いる か 。 

( 注 2) 例え ば 、 勧 誘 し た デリ バテ ィ ブ 取引 等 に 応じ し な く と も 、 そ の こと を 理 
由 に 今後 の 融資 取引 に 何ら か の 影響 を 与え る も の で は な い 旨 を 説明 し 、 優 
越 的 地位 の 溢 用 が な いこ と の 説明 を 受け た 旨 を 顧客 か ら 確認 する 態勢 と し 
て いる か 。 


h. デリ バテ ィ ブ 契約 締結 後 、 定 期 的 か つ 必 要 に 応じ て 適時 、 当 該 顧 客 の 業況 
及び 財務 内 容 を 踏ま え 、 実需 の 存続 状況 等 に 応じ た ヘッ ジ の 有効 性 と その 持 
続 可 能 性 の 確認 を 行い 、 顧 客 か ら の 問合せ に 対し て 分 か りや すく 的 確 に 対応 
する な ど 、 適 切な フォ ロー アッ プ に 取り 組む た め の 熊 勢 を 整備 し て いる か 。 

また 、 顧 客 の 要請 が あれ ば 、 定 期 的 又は 必要 に 応じ て 随時 、 顧 客 の ポジ シ 
ョ ン の 時 価 情 報 や 当該 時 点 の 解約 清算 金 の 額 等 を 提供 又は 通知 する 等 、 顧 客 
が 決算 処理 や 解約 の 判断 等 を 行う た め に 必要 と な る 情報 を 適時 適切 に 提供 し 
て いる か 。 

ロ . 住宅 ロー ン 契 約 に つい て は 、 利 用 者 に 適切 な 情報 提供 と リス ク 等 に 関す る 説 
明 を 行う こと と し て いる か 。 特 に 、 金 利 変動 型 又は 一 定期 間 固 定 金利 型 の 住宅 
ロー ン に 係る 金利 変動 リス ク 等 に つい て 、 十 分 な 説明 を 行う こと と し て いる か 。 

説明 に 当たっ て は 、 例 えば 、「 住 宅 ロ ー ン 利用 者 に 対す る 金利 変動 リス ク 等 
に 関す る 説明 に つい て 」 (平成 16 年 12 月 21 日 : 全国 銀行 協会 申し 合わ せ ) 
に 沿っ た 対応 が な され る 態勢 と な っ て いる か 。 ま た 、 適 用 金利 が 将来 上 昇 し た 
場合 の 返済 額 の 目安 を 提示 する 場合 に は 、 そ の 時 点 の 経済 情勢 に お いて 合理 的 
と 考え られ る 前 提 に 基づく 試算 を 示す こと と し て いる か 。 

ハ . 個人 保証 契約 に つい て は 、 保 証 債務 を 負担 する と いう 意思 を 形成 する だ け で 
な く 、 そ の 保証 債務 が 実行 され る こと に よっ て 自ら が 責任 を 負担 する こと を 受 
容 す る 意思 を 形成 する に 足る 説明 を 行う こと と し て いる か 。 

例え ば 、 保 証 契約 の 形式 的 な 内 容 に と ど ま ら ず 、 保証 の 法 的 効果 と リス ク に 
つい て 、 最 悪 の シナ リオ 即ち 実際 に 保証 債務 を 履行 せ ざ る を 得 な い 事 態 を 想定 
し た 説明 を 行う こと と し て いる か 。 

また 、 必 要 に 応じ 、 保 証人 か ら 説 明 を 受け た 旨 の 確認 を 行う こと と し て いる 
か 。 


69 


二 . 経営 者 等 と の 間 で 保証 契約 を 締結 する 場合 に は 、「 経 営 者 保証 に 関す る ガ 
イド ライ ン 」 に 基づき 、 以 下 の 点 に つい て 、 主 債務 者 と 保証 人 に 対し て 丁寧 
か つ 具 体 的 に 説明 を 行う こと と し て いる か (II 一 10 一 2 参照 ) 。 

a. 保証 契約 の 必要 性 
b. 原則 と し て 、 保 証 履行 時 の 履行 請求 は 、 一 律 に 保証 金額 全額 に 対し て 行 
う も の で は な く 、 保 証 履行 時 の 保証 人 の 資産 状況 等 を 勘案 し た 上 で 、 履 行 の 


範囲 が 定め られ る こと 
c. 経営 者 保証 の 必要 性 が 解消 され た 場合 に は 、 保 証 在 約 の 変更 ・ 解 除 等 の 
見 直し の 可能 性 が ある こと 


ホ . 連帯 保証 契約 に つい て は 、 補 充 性 や 分 別 の 利益 が な いこ と な ど 、 人 通常 の 
保証 契約 と は 異な る 性 質 を 有する こと を 、 相 手 方 の 知識 、 経 験 等 に 応じ て 
説明 する こと と し て いる か 。 


( 注 1) 「 補 充 性 」 と は 、 主 た る 債務 者 が 債務 を 履行 し な い 場 合 に は じ め て 
その 債務 を 履行 すれ ば よい と いう 性 質 を いう 。 

( 注 2) 「 分 別 の 利益 」 と は 、 複 数 人 の 保証 人 が 存在 する 場合 、 各 保証 人 は 
債務 額 を 全 保証 人 に 均 分 し た 部 分 (負担 部 分 ) に つい て の み 保 証 す れ ば 
足り る と いう 性 質 を いう 。 


へ . 経営 者 以外 の 第 三 者 と の 間 で 個人 連帯 保証 契約 を 締結 する 場合 (エー1 1 
参照 ) に は 、 契 約 者 本 人 の 経営 へ の 関与 の 度合 い に 留 意 し 、 原 則 と し て 、 経 
営 に 実質 的 に 関与 し て いな い 場 合 で あっ て も 保証 債務 を 履行 せ ざ る を 得 な い 
事態 に 至る 可能 性 が ある こと に つい て の 特段 の 説明 を 行う こと と し て いる か 。 
併せ て 、 保 証人 か ら 説 明 を 受け た 旨 の 確認 を 行う こと と し て いる か 。 


( 注 ) 契約 者 本 人 が 経営 に 実質 的 に 関与 し て いな い に も か か わら ず 、 自 発 的 
に 連帯 保証 契約 の 申し 出 を 行っ た 場合 に は 、 金 融 機関 か ら 特段 の 説明 を 
受け た 上 で 契約 者 本 人 が 自発 的 な 意思 に 基づき 申し 出 を 行っ た 旨 を 証し 
= 書面 の 提出 を 受け る な ど に より 、 当 該 契約 に つい て 金融 機関 か ら 要求 
され た も の で は な いこ と を 確認 し て いる か に 留意 する 。 


ト . 経営 者 以外 の 第 三 者 と 根 保証 契約 を 締結 する 場合 に は 、 原 則 と し て 、 契 
約 締 結 後 、 保 証人 の 要請 が あれ ば 、 定 期 的 又は 必要 に 応じ て 随時 、 被 保証 
債務 の 残高 ・ 返 済 状況 に つい て 情報 を 提供 する こと と し て いる か 。 

チ . 信用 保証 協会 の 保証 付き 融資 に つい て は 、 利 用 する 保証 制度 の 内 容 や 信 
用 保証 料 の 料率 な ど に つい て 、 顧 客 の 知識 、 経 験 等 に 応じ た 適切 な 説明 を 
行う こと と し て いる か 。 

② 契約 締結 の 客観 的 合理 的 理由 の 説明 
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顧客 か ら 説明 を 求め られ た と き は 、 事 後 の 紛争 等 を 未然 に 防止 する た め 、 
契約 締結 の 客観 的 合理 的 理由 に つい て も 、 顧 客 の 知識 、 経 験 等 に 応じ 、 そ の 
理解 と 納得 を 得る こと を 目的 と し た 説明 を 行う 態勢 が 整備 され て いる か 。 

な お 、 以 下 の イ . か ら ハ . の 検証 に 関し て は 、 各 項 に 掲げ る 事項 に つい て 
顧客 か ら 求 め ら れれ ば 説明 する 態勢 ( ハ . の 検証 に あっ て は 、 保 証 契 約 を 締 
結 する 場合 に 説明 する 態勢 ) が 整備 され て いる か に 留意 する 。 

イ . 貸付 契約 
貸付 金額 、 金 利 、 返 済 条 件 、 期 限 の 利益 の 喪失 事由 、 財 務 制 限 条項 等 の 

契約 内 容 に つい て 、 顧 客 の 財産 の 状況 を 踏ま えた 契約 締結 の 客観 的 合理 的 

理由 

ロ . 担保 設定 契約 

極度 額 等 の 契約 内 容 に つい て 、 債 務 者 と の 取引 状況 や 今後 の 取引 見 通し 、 
担保 提供 者 の 財産 の 状況 を 踏ま えた 契約 締結 の 客観 的 合理 的 理由 
ハ . 保証 契約 
保証 人 の 立場 及び 財産 の 状況 、 主 債務 者 や 他 の 保証 人 と の 関係 等 を 踏ま 
え 、 当 該 保証 人 と の 間 で 保証 契約 を 締結 する 客観 的 合理 的 理由 
a. 根 保証 契約 に つい て は 、 設 定 する 極度 額 及 び 元 本 確定 期日 に つい て 、 
主 債務 者 と の 取引 状況 や 今後 の 取引 見 通し 、 保 証人 の 財産 の 状況 を 踏ま 
えた 契約 締結 の 客観 的 合理 的 理由 
b. 経営 者 以外 の 第 三 者 と の 間 で 個人 連帯 保証 契約 を 締結 する 場合 に は 、 
「 経 営 者 以外 の 第 三 者 の 個人 連帯 保証 を 求め な いこ と を 原則 と する 融資 
慣行 を 確立 」 す る と の 観点 に 照ら し 、 必 要 に 応じ 、「 信 用 保証 協会 に お 
ける 第 三 者 保証 人 徴 求 の 原則 禁止 に つい て 」 に お ける 考え 方 に も 留意 し 
つつ (一 11 一 2 (1) 参照 ) 、 当 該 第 三 者 と 保証 契約 を 締結 する 客 
観 的 合理 的 理由 。 
c. 経営 者 等 に 保証 を 求め る 場合 に は 、「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イ 
ン 」 に 基づき (II 一 10 一 2 参照 ) 、 当 該 経営 者 等 と 保証 契約 を 締結 す 
る 客観 的 合理 的 理由 
③ 契約 の 意思 確認 
イ . 契約 の 内 容 を 説明 し 、 借 入 意思 ・ 担 保 提供 意思 ・ 保 証 意思 ・ デ リバ ティ ブ 取 

引 の 契約 意思 が ある こと を 確認 し た 上 で 、 契 約 者 本 人 ( 注 ) か ら 契 約 内 容 へ の 

同意 の 記録 を 求め る こと を 原則 と し て いる か 。 特 に 、 保 証 意思 の 確認 に 当 た 

っ て は 、 契 約 者 本 人 の 経営 へ の 関与 の 度合 い に つ いて も 確認 する こと と し て 

いる か 。 


( 注 ) いわ ゆる 「 オ ー ナ ー 経 営 」 の 中 小 企業 等 と の 重要 な 契約 に 当たっ て は 、 形 


式 的 な 権限 者 の 確認 を 得る だ け で は 不 十分 な 場合 が ある こと に 留意 する 必要 
が ある 。 
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特に 、 デ リバ ティ ブ 取 引 が 、 顧 客 の 今後 の 経営 に 大 き な 影 響 を 与え る お そ 
れ の ある 場合 、 当 該 中小 企業 等 の 取締 役 会 等 で 意思 決定 され た 上 で の 契約 か 
どう か 確認 する こと が 重要 で ある 。 


ロ . 例外 的 な 書面 等 に よる 対応 に つい て は 、 顧 客 保護 及び 法令 等 遵守 の 観点 か ら 
十分 な 検討 を 行っ た 上 で 、 社 内 規則 等 に お いて 明確 に 取扱 い 方 法 を 定め 、 遵 守 
の た め の 実 効 性 の 高い 内 部 けん 制 機能 が 確立 され て いる か 。 
ハ . いわ ゆる 捨 印 慣行 の 不適 切な 利用 、 及 び 契 約 の 必要 事項 を 記載 し な いで 自 
著 ・ 押 還 を 求め 、 そ の 後 、 行 上 員 等 が 必要 事項 を 記載 し 書類 を 完成 する 等 の 不適 
切な 取扱 い を 防止 する た め 、 実効 性 の 高い 内 部 けん 制 機能 が 確立 され て いる か 。 
二 . 銀行 と し て 貸付 の 決定 を する 前 に 、 顧 客 に 対し 「 融 資 は 確実 」 と 誤認 させ る 
不適 切な 説明 を 行わ な い 熊 勢 が 整備 され て いる か 。 
④ 契約 書 等 の 書面 の 交付 

貸付 契約 、 担 保 設定 契約 又は 保証 契約 を 締結 し た と き は 、 契 約 者 本 人 に 契約 書 
等 の 契約 内 容 を 記載 し た 書面 を 交付 する こと と し て いる か 。 

な お 、 検 証 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 留意 する 。 

イ . 銀行 取引 約定 書 は 、 双 方 署名 方 式 を 採用 する か 、 又 は その 写し を 交付 する こ 
と と し て いる か 。 

ロ . 貸付 契約 書 、 担 保 設定 契約 書 及び 保証 契約 書 に つい て は 、 そ の 写し を 交付 す 
る こと 等 に より 顧客 が 契約 内 容 を いつ で も 確認 で きる よう に な っ て いる か 。 
ハ . 取引 の 形態 か ら 貸 付 契 約 の 都度 の 契約 書面 の 作成 が 馴染 まな い 手 形 割引 や 手 
有 貸 付 に つい て は 、 契 約 条件 の 書面 化 等 、 契 約 面 の 整備 を 適切 に 行う こと に よ 

り 顧 客 が 契約 内 容 を いつ で も 確認 で きる よう に な っ て いる か 。 


(3) 貸付 け に 関す る 基本 的 な 経営 の 方 針 (クレ ジッ ト ポ リ シー 等 ) と の 整合 性 

与信 取引 面 に お ける 説明 態勢 に つい て は 、 各 銀行 の 貸付 け に 関す る 基本 的 な 経 

営 の 方 針 (クレ ジッ ト ポ リ シー 等 ) と の 整合 性 に つい て も 検証 する 必要 が ある 。 
その 際 、 例 えば 以下 の 点 に 留意 する 。 

① 健全 な 融資 慣行 の 確立 と 担保 ・ 保 証 に 過度 に 依存 し な い 融 資 の 促進 の 観点 
健全 な 融資 慣行 は で きる 限り 担保 ・ 保 証 に 頼る こと な く 、 貸 付け は 、 借 り 手 の 
経営 状況 、 資 金 使途 、 回 収 可能 性 等 を 総合 的 に 判断 し て 行う も の で ある こと を 認 
識 し 、 ま た 、「 事 業 か ら の キャ ッシュ フロ ー を 重視 し 、 担 保 ・ 保 証 に 過度 に 依存 
し な い 融 資 の 促進 を 図る 」、「 経 営 者 保証 に 依存 し な い 融 資 の 一 層 の 促進 を 図 
る 」 (IT 一 10 一 2 参照 ) 、「 経 営 者 以外 の 第 三 者 の 個人 連帯 保証 を 求め な い 
こと を 原則 と する 融資 慣行 を 確立 する 」 (IT 一 1 1 参照 ) と の 観点 か ら 、 経 営 
の 方 針 と し て どの よう に 対応 し よう と し て お り 、 当 該 方 針 が 実際 の 説明 態勢 に ど 
の よう に 反映 され て いる か 。 

② 地域 貢献 
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地域 銀行 の 貸付 に 関す る 基本 的 な 経営 の 方 針 等 に お いて 「 地 域 経済 の 発展 へ の 
寄与 」、「 地 域 の 中 小 企業 の 育成 ・ 健 全 化 」 等 の 姿勢 を 掲げ て いる 場合 に 、 当 該 
方 針 が 実際 の 説明 態勢 に どの よう に 反映 され て いる か 。 


(4 ) 顧客 と の 情報 共有 の 拡大 と 相互 理解 の 向上 に 向け た 取組 み 
貸し 手 銀行 と 借り 手 企業 が リレー ショ ンシップ バン キン グ (間柄 重視 の 地域 密 
着 型 金融 ) に 伴う リス ク を 的 確 に 認識 し 、 リ スク 情報 を 共有 し 、 リ スク の 共同 管 
理 や コス ト の 共同 負担 を 行う と いう 基本 的 方 向 性 を 踏ま それ ば 、 地 域 密着 型 金融 
の 機能 強化 の た め に は 、 貸 し 手 と 借り 手 の 相 互 の 共通 理解 を 築き 、 そ の 基盤 の 下 
で リス ク を 共同 管理 し な が ら 必 要 に 応じ 経営 改善 支援 ・ 早 期 事業 再生 等 に 取り 組 
ん で いく こと が 重要 で ある 。 
こう し た 観点 か ら 、 説 明 態 勢 に 関連 し て 、 以 下 の よ うな 態勢 が 整備 され て いる 
か に つい て も 検証 する も の と する 。 
① 相互 の 共通 理解 に 向け た 基盤 整備 の 取組 み 
イ . 銀行 側 か ら の 意思 疎通 
各 銀 行 に お いて は 、 与 信 後 に お ける 債務 者 の 業況 把握 、 貸 出 条 件 の 履行 状況 、 
資金 使途 の 確認 、 事 業 計画 の 遂行 状況 と いっ た 債務 者 の 実情 に あっ た 適切 な 管 
理 を 十分 行う こと が 必要 で ある が 、 こ うし た 過程 に お ける 借り 手 企業 の 業況 や 
財務 内 容 、 担 保 提供 を 受け た 資産 の 評価 等 に 関す る 銀行 の 判断 に つい て 、 借 り 
手 企業 と の 相互 の 共通 理解 を 得る こと を 目的 と し た 説明 態勢 が 整備 され て いる 
か 。 
ロ . 借り 手 企業 か ら の 意思 疎通 
借り 手 企業 に 対し 、 長 期 継 続 的 な 信頼 関係 を も と に 、 経 営 内 容 に つい て 早め 
早め に 銀行 と 相談 する こと が 地域 密着 型 金融 の メリ ッ ト を 享受 する こと に な る 
こと を 理解 し て も ら う た め の 説 明 態 勢 が 整備 され て いる か 。 
② 経営 相談 ・ 支 援 機能 の 充実 ・ 強 化 に 向け た 取組 み 
経営 改善 支援 (経営 改善 計画 や 借入 金 返 済 計 画 の 策定 を 含む 。) や 早期 事業 再 
生 に 向け た 取組 み が 必 要 と 認め られ る 場合 に は 、 相 互 の 共通 理解 の 下 、 顧 客 の 業 
況 や 財務 内 容 、 さ ら に は 事業 の 将来 性 等 に つい て の 銀行 の 判断 を 率直 に 説明 し た 
上 で 、 顧 客 と の 相談 ・ 顧 客 へ の 助言 を 行う こと と し て いる か 。 


(5) 取引 関係 の 見 直し 等 の 場合 の 対応 
借り 手 企業 と の 取引 関係 の 見 直し 等 を 行う 場合 の 対応 に つい て は 、 銀 行 の 営業 
上 の 判断 に 即 し た 本 来 の 説明 を 的 確 に 行う 態勢 が 整備 され る こと が 必要 で あり 、 
その 際 、 金 融 検査 等 を 口実 と する な どの 不適 切な 説明 が 行わ れ な いよ う 留 意 する 
こと が 必要 で ある 。 
この た め 、 下 記 の ① か ら ③ の 場合 に お いて 、 そ れ ぞ れ 下 記 の よう な 適切 な 説明 
等 の 対応 を 行う 態勢 が 整備 され て いる か どう か に つい て 検証 する も の と する 。 
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① 契約 締結 後 の 金 利 の 見 直し 、 返 済 条 件 の 変更 、 保 証 契 約 の 見 直し 、 担 保 追加 
設定 ・ 解 除 等 の 場合 
これ まで の 取引 関係 や 、 顧 客 の 知識 、 経 験 、 財 産 の 状況 及び 取引 を 行う 目的 を 
踏ま え 、 エ 一 は ー2 一 1 一 2 (2) (契約 時 点 等 に お ける 説明 ) と 基本 的 に 同様 
に 、 顧 客 の 理解 と 納得 を 得る こと を 目的 と し た 説明 態勢 が 整備 され て いる か 。 
特に 、 借 り 手 企業 の 事業 承継 時 に お いて は 、「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イ 
ン 」 に 基づき 、 前 経営 者 が 負担 する 保証 債務 に つい て 、 後 継 者 に 当然 に 引き 継が 
せる の で は な く 、 必 要 な 情報 開示 を 得 た 上 で 、 保 証 契 約 の 必要 性 等 に つい て 改め 
て 検討 する と と も に 、 そ の 結果 、 保 証 契 約 を 締結 する 場合 に は 、 保 証 契 約 の 必要 
性 等 に つい て 主 債務 者 及び 後継 者 に 対し て 丁寧 か つ 具 体 的 な 説明 を 行う 態勢 が 整 
備 さ れ て いる か 。 
また 、 前 経営 者 か ら 保証 契約 の 解除 を 求め られ た 場合 に は 、 前 経営 者 が 引き 続 
き 実 質 的 な 経営 権 ・ 支 配 権 を 有 し て いる か 否 か 、 当 該 保証 契約 以外 の 手段 に よる 
既存 債権 の 保全 の 状況 、 法 人 の 資産 ・ 収 益 力 に よる 借入 返済 能力 等 を 勘案 し つつ 、 
保証 契約 の 解除 に つい て の 適切 な 判断 を 行う 態勢 が 整備 され て いる か (II 一 10 
ー ク 2 参照 ) 。 
② 顧客 の 要望 を 謝絶 し 貸付 契約 に 至ら な い 場 合 
これ まで の 取引 関係 や 、 顧 客 の 知識 、 経 験 、 財 産 の 状況 及び 取引 を 行う 目的 に 
応じ 、 可 能 な 範囲 で 、 謝 絶 の 理由 等 に つい て も 説明 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 
・ 例 えば 、 長 期 的 な 取引 関係 を 継続 し て きた 顧客 に 係る 手形 貸付 に つい て 更 な る 
更改 を 謝絶 する 場合 、 信 義則 の 観点 か ら 顧 客 の 理解 と 納得 が 得 ら れる よう 、 原 
則 と し て 時 間 的 余裕 を も っ て 説明 する こと と し て いる か 。 
・ 例 えば 、 信 用 保証 協会 の 保証 付き 融資 に つい て 、 営 業 上 の 判断 に 即 し た 本 来 の 
説明 を 的 確 に 行う こと な く 、 平 成 19 年 10 月 より 「 責 任 共 有 制 度 」 が 導入 され 
た こと を 口実 と し て 融資 を 謝絶 する と いっ た 不適 切な 対応 を 行っ て いな いか 。 
③ 延滞 債権 の 回 収 (担保 処分 及び 個人 保証 の 履行 請求 に よる も の を 含む 。) 、 
債権 譲渡 、 企 業 再生 手続 ( 法 的 整理 ・ 私 的 整理 ) 及び 債務 者 や 保証 人 の 個人 再 
生 手続 等 の 場合 
イ . これ まで の 取引 関係 や 、 顧 客 の 知識 、 経 験 、 財 産 の 状況 及び 取引 を 行う 目的 
に 応じ 、 か つ 、 法 令 に 則り 、 一 連 の 各種 手続 を 段階 的 か つ 適 切 に 執行 する 態勢 
が 整備 され て いる か 。 
・ 例 えば 、 経 営 者 以外 の 第 三 者 の 保証 人 個人 に 保証 債務 の 履行 を 求め る 場合 
は 、 基 本 的 に 保証 人 が 主 債務 者 の 状況 を 当然 に は 知り 得る 立場 に な いこ と 
に 留意 し 、 事 後 の 紛争 等 を 未然 に 防止 する た め 、 必 要 に 応じ 、 一 連 の 各種 
手続 に つい て 正確 な 情報 を 提供 する 等 適切 な 対応 を 行う 態勢 と な っ て いる 
か (HI ロ 一 11 一 2 (2) 参照 ) 。 
ロ . 手続 の 各 段 階 で 、 顧 客 か ら 求 め ら れれ ば 、 そ の 客観 的 合理 的 理由 を 説明 する 
こと と し て いる か 。 
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ハ . 特に 経営 者 保証 に お ける 保証 債務 の 履行 に 際 し て は 、「 経 営 者 保証 に 関す る 
ガイ ドラ イン 」 に 基づき 、 保 証人 の 手元 に 残す こと の で きる 残存 資産 の 範囲 に 
つい て 、 必 要 に 応じ 支援 専門 家 と も 連携 し つつ 、 保 証人 の 履行 能力 、 経 営 者 た 
る 保証 人 の 経営 責任 や 信頼 性 、 破 産 手 続 に お ける 自由 財産 の 考え 方 と の 整合 性 
等 を 総合 的 に 勘案 し て 決定 する 態勢 と な っ て いる か (II 一 10 一 2 参照 ) 。 

ニ . 貸付 債権 の 流動 化 

・ 対象 債権 を 有する 銀行 は 、 原 債務 者 の 保護 に 十分 配慮 し て いる か 。 
・ 債務 者 等 を 圧迫 し 又は その 私 生活 若しくは 業務 の 平穏 を 害する よう な 者 に 対 
し て 貸付 債権 を 譲渡 し て いな いか 。 


(6) 苦情 等 処理 機能 の 充実 ・ 強 化 
① 苦情 等 の 事例 の 蓄積 と 分 析 を 行い 、 契 約 時 点 等 に お ける 説明 態勢 の 改善 を 図 
る 取組 みや 苦情 が 多く 寄せ られ る 商品 、 取 引 の 販売 を 継続 する か どう か の 検討 
を 行う こと と し て いる か 。 
また 、 説 明 態 勢 の 改善 に 取り 組ん だ 後に 販売 、 契 約 し た 商品 、 取 引 に 関す る 苦 
情 相談 等 を 確認 し 、 当 該 取 組み の 効果 を 確認 する こと と し て いる か 。 
な お 、 検 証 に 当たっ て は 、 特 に 、 エ 一 3ー2ー1 一 2 (5) (取引 関係 の 見 
直し 等 の 場合 の 対応 ) に 関す る 苦情 等 の 取扱 体制 の 実効 性 や エー3ー2 一 6 一 
2 (苦情 等 対処 に 関す る 内 部 管理 態勢 の 確立 ) に 留意 する 。 
② 優越 的 地位 の 溢 用 が 疑わ れる 等 の 重大 な 苦情 等 の 検証 に あめ た っ て は 、 検 証 の 
客観 性 ・ 適 切 性 を 確保 する 観点 か ら 、 苦 情 等 の 発生 原因 と な っ た 営業 店 担当 者 
等 の 報告 等 の み を 判断 の 根拠 と せ ず 、 必 要 に 応じ 、 本 部 等 の 検証 部 署 の 担当 者 
が 苦情 者 等 に 直接 確認 する な どの 措置 を 適切 に 講じ る 態勢 と な っ て いる か 。 
③ 反 社 会 的 勢力 と の 絶縁 等 民事 介入 暴力 に 対す る 適切 な 対応 態勢 が 整備 され て 
いる か 。 
イ . 融資 ・ 担 保 解除 の 強要 や 回 収 妨 害 等 の 不当 な 行為 に 対す る 対応 態勢 が 確立 さ 
れ て いる か 。 
ロ . 与信 取引 関連 も 含め 、 犯 収 法 に 基づく 疑わ し い 取 引 の 届出 を 的 確 に 行う 
た め の 法 務 問 題 に 関す る 一 元 的 な 管理 態勢 が 整備 され 、 機 能 し て いる か 。 


(7) 不 公正 取引 と の 誤認 防止 

① 独占 禁止 法 上 問題 と な る 優越 的 な 地位 の 溢 用 と 誤認 され か ね な い 説 明 を 防止 

する 態勢 が 整備 され て いる か 。 
平成 18 年 6 月 に 公正 取引 委員 会 か ら 「 金 融 機関 と 企業 と の 取引 慣行 に 関す る 

調査 報告 書 」 が 公表 され 、 優 越 的 な 地位 の 溢 用 と し て 問題 と な る 行為 の 例 が 示さ 
れ て いる が 、 こ れ を 踏ま えた 顧客 へ の 説明 態勢 が 整備 され て いる か 。 上 記 報 告 書 
を 単に 営業 店 に 配付 する に と ど ま ら ず 、 実務 に 即 し た 具体 的 な 説明 態勢 の 整備 を 
行っ て いる か 。 
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な お 、 検 証 に 当たっ て は 、 例 えば 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 

イ . 間 題 と な る 行為 の 例 と し て 「 借 り 手 企業 に 対し 、 そ の 責め に 帰す べき 正当 な 
事由 が な い の に 、 要 請 に 応じ な けれ ば 今後 の 融資 等 に 関し 不利 な 取扱 い を する 
旨 を 示唆 する こと 等 に よっ て 、 契 約 に 定め た 金利 の 引上げ を 受け 入れ させ 、 又 
は 、 契 約 に 定め た 返済 期限 が 到来 する 前 に 返済 させ る こと 」、「 債 権 保 全 に 必 
要 な 限度 を 超え て 、 過 剰 な 追加 担保 を 差し 入れ させ る こと 」 が 示さ れ て いる が 、 
こう し た 行為 が 行わ れ な いよ うに 法令 等 遵守 態勢 を 確立 する 一 方 で 、 金利 の 見 
直し 等 の 客観 的 合理 的 理由 に つい て 、 顧 客 の 理解 と 納得 を 得る こと を 目的 と し 
た 説明 態勢 が 整備 され て いる か 。 

ロロ. 問題 と な る 行為 の 例 と し て 「 借 り 手 企 業 に 対し 、 要 請 に 応じ な けれ ば 融資 等 
に 関し 不利 な 扱い を する 旨 を 示唆 し て 、 自 己 の 提供 する ファ ー ム バン キン グ 、 
デリ バテ ィ ブ 商品 、 社 債 受託 管理 等 の 金融 商品 ・ サ ービス の 購入 を 要請 する こ 
と 」 が 示さ れ て いる が 、 こ うし た 要請 を 行わ な いよ うに 法令 等 遵守 態勢 を 確立 
する こと と し て いる か 。 

ハ . 同一 の 顧客 に 対す る 複数 の 取引 の 採算 性 を 一 括 し て みる 、 い わ ゆ る 「 総 合 採 
算 取引 」 を 行う 場合 (抱き 合わ せ 販 売 に 該当 する 取引 を 除く ) に あっ て も 、 上 
記 イ . 及び 口 . の 態勢 を 整備 させ た 上 で 行う こと と し て いる か 。 

② 金融 商品 取引 法 に 規定 され た いわ ゆる イン サイ ダー 取引 規制 等 の 不 公正 取引 
と 誤認 され か ね な い 説 明 を 防止 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 


由 エ 一 3-ー2ー1 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


(1) 顧客 へ の 説明 態勢 及び それ を 補完 する 相談 苦情 処理 機能 が 構築 され 機能 し て い 
る か どう か は 、 顧 客 保護 及び 利用 者 利便 の 観点 も 含め 、 銀 行 の 健全 か つ 適 切な 業 
務 運 営 の 基本 に か か わる こと か ら 、 関 係 す る 内 部 管理 態勢 は 高い 実効 性 が 求め ら 
れる 。 

検査 結果 、 不 祥 事件 等 届出 書 等 に より 、 こ うし た 内 部 管理 態勢 の 実効 性 等 に 疑 
義 が 生じ た 場合 、 顧 客 を 誤解 させ る お それ の ある 表示 を 行う な ど 禁 止 行為 に 該当 
する 疑義 が ある 場合 は 、 必 要 に 応じ 報告 ( 法 第 24 条 に 基づく 報告 を 含む 。) を 求 
め て 検証 し 、 業 務 運 営 の 適切 性 、 健 全 性 に 問題 が ある と 認め られ れ ば 、 法 第 24 条 
に 基づき 改善 報告 を 求め 、 重 大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 
基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 


(2 ) 上 記 の 報告 又は 業務 改善 状況 等 を 検証 し た 結果 、 経 営 と し て ロー3ー2 一 1 一 
1 (1) の 法令 の 趣旨 に 反し 重要 な 社内 規則 等 の 作成 自体 を 怠っ て いた こと や 顧 
客 に 対し 虚偽 の 説明 を 行っ て いた こと が 確認 され た 場合 な ど 重 大 な 法令 違反 と 認 
め ら れる と き は 、 法 第 27 条 に 基づく 行政 処分 (例え ば 、 社 内 規則 等 の 作成 等 の 十 
分 な 体制 整備 が な され る まで の 間 の 業務 の 一 部 停止 ) を 検討 する 必要 が ある こと 
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に 留意 する 。 た だ し 、 個 々 の 金融 商品 取引 に 係る 行為 が 金融 商品 取引 法 に 違反 す 
る お それ が ある 場合 は 、 登 録 金 融 機関 の 監督 担当 部 門 と 十分 に 連携 する 必要 が あ 
る こと に 留意 する 。 


(参考 ) 

① 「 地 域 密着 型 金 融 の 取組 み に つ いて の 評価 と 今後 の 対応 に つい て 一 地域 の 情 
報 集積 を 活用 し た 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル の 確立 を 一 」 (平成 19 年 4 月 5 
日 : 金融 審議 会 ) 

② 金融 機関 と 企業 と の 取引 慣行 に 関す る 調査 報告 書 (平成 18 年 6 月 21 日 : 公 
正 取引 委員 会 

③ 地域 密着 型 金融 の 機能 強化 の 推進 に 関す る アク ショ ンプ ログ ラム (平成 17~ 
18 年 度 ) (平成 17 年 3 月 29 日 : 金融 店 ) 

④ 新しい 中 小 企業 金融 の 法務 に 関す る 研究 会 報告 書 (平成 15 年 7 月 16 日 : 新 
し い 中 小 企業 金融 の 法務 に 関す る 研究 会 

⑤ リレー ショ ンシップ バン キン グ の 機能 強化 に 関す る アク ショ ンプ ログ ラム 
(平成 15 年 3 月 28 日 : 金融 店 ) 

⑥ リレー ショ ンシップ バン キン グ の 機能 強化 に 向け て (平成 15 年 3 月 27 日 : 
金融 審議 会 ) 

⑦ 「 中 期 的 に 展望 し た 我が国 金融 レス テム の 将来 ビジ ョ ン 」 (平成 14 年 9 月 30 
日 : 金融 審議 会 ) 

金融 機関 と 企業 と の 取引 慣行 に 関す る 調査 報告 書 (平成 13 年 7 月 4 日 : 公正 
取引 委員 会 

⑨ 銀行 取引 約定 書 ひ な 型 の 廃止 と 留意 事項 の 作成 に つい て (平成 12 年 4 月 18 
日 : 全国 銀行 協会 

我が国 金融 レス テム の 改革 に つい て (平成 9 年 6 月 13 日 : 金融 制度 調査 会 ) 
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(別紙 1) 


与信 取引 等 に 関す る 顧客 へ の 説明 態勢 に 関す る 監督 指針 


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































< 説明 態勢 > < 相談 機能 > 
es 
新しい 中 小 企 銀行 注 第 12 条 上 に 
業 金 融 の 取組 本 の 2 1. 全 行 的 な 内 部 管理 能勢 の 確立 ( 願 客 と の 情報 共有 の 拡大 と 相互 理解 の 向上 に 向け た 取組 み ) 
み ・ 取 締 役 会 の 機能 発揮 
・ 相 談 若 情 処理 機能 と 説明 態勢 の 連携 Se ま 通 理解 に 向け た ]) 経営 相談 ・ 支 援 機能 の 充実 、 
日 証 に 業 容 月 ー ー 
0 i 務 の 内 容 及び 方法 2. 契約 時 点 等 の 説明 盤 整備 J 【 強化 に 向け た 取組 み 
上 0 ① 商品 又は 取引 の 内 容 及 び リ スク の 説明 ーー 
か い 取り 組み ・ 人 保証 外 約 こつ いて は 、 最 悪 の シナ リオ (実際 に 保証 債務 を 履行 ・ 経 営 改善 支援 
の 促進 る 事態 ) を 想定 し た 説明 OR UWSOR RE (経営 改善 計画 、 借 入金 返済 計 
・ 過 度 な 第 三 連帯 保証 契約 に つい て は 、 補充 性 や 分 別 の 利益 が な いこ と な ど 、 通 借り 手 企業 の 業況 や 財務 内 容 画 の 策定 を 含む ) 
者 保証 の 防止 Nn 0 は 異な る 性 質 を 有する こと に つい て 、 相 手 方 の 知識 ・ 担保 提供 を 受け た 資産 の 評価 ・ 早 期 事業 再生 
\ ノ ! は 応じ た 説明 等 に 関す る 銀行 の 判断 に つい こ 向 けた バ 
s 三 者 と の 根 保証 契約 に つい て 、 保 証人 の 要請 が あっ た 場合 に お け 2 NN 品 it RS 
0 A le る 被 保証 全 務 の 残高 等 の 情報 提供 等 
方 法 に よる 商品 また は 契約 締結 の 客観 的 合理 的 理由 の 説明 OF RRND RR 3 _ 
取引 の 内 容 及び リス ク ・ 貸 付 条件 、 担 保 ・ 保 証 の 極度 額 、 第 三 者 保証 、 経 営 者 の 保証 等 に 大 に と 相互 の 共通 理解 の も と 、 顧 客 
貸付 に 関す る の 説明 並び に 犯罪 を つい て 、 顧 客 か ら 求め られ れ ば 、 事 後 の 紛争 等 を 未然 に 防止 する た 経営 内 容 に つい て 早め 富 め (| の 業況 、 事 業 の 将来 性 等 に つ 
区 本 的 な 経営 防止 する た め の 措置 め 、 原 客 の 理解 と 紀 得 を 得る こと を 目的 と し た 説明 態 銀行 に 相談 する メリ ッ ト の 説明 いて の 銀行 の 判断 を 率直 に 説 
ーー 会 す 。 ー 契約 の 意思 確 
の ウレ ジッ MO ーッ を 定め る 。 0 
(2 KN が B ・ 銀 行 取引 約定 書 は 双方 寺 名 方 式 の 採用 又は 写し の 交付 グ ヽ 
シー 等 ) * 契 約 書 等 の 写し の 交付 十 問 情 処理 ・ 紛 争 解決 機能 > 
3. 取引 関係 の 見 直し 等 の 場合 の 対応 
① 金利 の 兄 直し 、 色 清 休 件 の 変更 、 提 保 加 設定 - 角 除 等 の 夫人 和光 
県 行 取 引 約 定 ミ 上 記 2. と 同様 に 、 原 客 の 理解 と 生得 を 得る こと を 目的 と し た 説 胃 半 情 土 対処 に 8 5 EE 
ご で | する 研修 っ = れ まで の jl 内 や 、 人 旨 等 を 説明 「「 穫 加 備 、 < 施 能 人 ) 2 
該 社内 規 上 う 目 的 に 応じ 、 可能 な hv Se 由 等 を 説 B と 
PR 延滞 全権 の 回 収 (担保 処分 履行 請求 を 含む )、 ーー ーー ニア 
軍 権 譲渡 、 企 業 0 和 的 整理 ) 及 び 保証 人 の PR \ 事 介入 震 力 対策 
逢 越 的 地位 の な 体制 を 整備 する 。 生 手 続き 等 の 場合 
用 等 MO これ まで の 取引 関係 や 、 顧 客 の 知識 、 経 験 、 財 産 の 状況 及び 取引 を 相談 ・ 若 情 了 争 和 0 の 性 
と の 誤認 う 目 的 に 応じ 、 か つ 、 法 令 に 則り 、 一 連 の 各種 手続 き を 段階 的 か つ 様々 な 態様 の 申出 (相談 、 韻 情 、 総 争 等 ) に 適切 に 対 処 し て いく こと 
適切 に 執行 する と と も に 、 求 め に 応じ 、 客 観 的 合理 的 理由 を 説明 が 重要 。 金融 ADR 制 度 に お いて は 、 苦情 ・ 紛 争 そ れ ぞ れ に つい て 適 
切な 他 加 備 が 求め られ る (苦情 ・ 維 争 の 相対 性 連続 性 を 須 )。 































































































































































| 部 香 衣 勢 の 効 性 等 に 疑義 が 生じ た 場合 は 、 必 要 に 応じ 報告 ( 法 第 24 条 に 基づく 報告 を | 
綴 上 の 対応 含む ) を 求め て 検証 し 、 業 務 運 営 の 適切 性 、 健 全 性 に 問題 が ある と 認め られ れ ば 、 の 千 24 

に 基づき 改善 報告 を 求め 、 ま た は 、 ② 重 大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 

| づき 業務 改善 命令 を 発出 。 




















監督 指針 の 構成 を 簡略 化し て 図示 し た も の で あり 、 事務 の 執行 に 当たっ て は 、 本 文 を 参照 され た い 。 
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II ル 一 3ー2 一 2 顧客 の 誤認 防止 等 


貼 一 3ー2 一 2ー1 意義 


顧客 に 対す る 利便 性 の 向上 や 事務 の 合理 化 の 観点 か ら 、 当 該 銀 行 が 、 そ の 営業 所 を 
他 者 の 店 舗 と 同一 の 建物 内 に 設置 する な どの 場合 が ある が 、 そ の 際 、 顧 客 に 対す る 弊 
害 防止 措置 が 講じ られ て いる こと が 重要 で ある 。 


由 一 3ー2 一 2 一 2 主 な 着眼 点 


銀行 が 、 そ の 営業 所 を 他 者 の 本 支店 等 と 同一 建物 、 同 二 フ ロア に 設置 する 場合 に は 、 
顧客 の 誤認 防止 、 顧 客 情報 の 保護 及び 防犯 上 の 観点 か ら 、 適 切な 措置 が 講じ られ て い 
る か 。 ま た 、 コ ンピュータ 設備 を 共用 する 場合 に 銀行 自ら の 情報 管理 規定 が 遵守 で き 
る よう 体制 が 整備 され て いる か 。 


銀行 の 店 舗 戦略 や 業務 運営 の 見 直し が 進め られ て いる 中 、 例 えば 、 過 疎 地 に ある 営 
業 所 を 住民 等 の ニー ズ に 基づき 維持 する 場合 や 、 経 営 統合 の 結果 と し て 生じ た 同一 地 
域 に 所 在 する 営業 所 に つい て 、 複 数 の 銀行 が 共同 で 営業 所 を 設置 する こと が 考え られ 
る 。 運営 形態 と し て は 、 複 数 の 銀行 が 共同 し て 営業 所 を 設置 する 場合 の ほか 、 例 えば 、 
一 方 の 銀行 が 他方 の 銀行 か ら 委 託 を 受け て 銀行 代理 業 や 登録 金融 機関 業務 な どの 業務 
を 行う 場合 や 、 複 数 の 銀行 が 同一 の 者 に 銀行 代理 業 を 委託 する 場合 な ど が 考え られ る 。 

この よう に 、 複 数 の 銀行 が 、 同 一 建物 、 同 一 フ ロア に 共同 の 営業 所 を 設置 し て 運営 
する 場合 、 必 ず し も 、 当 該 銀行 自身 の 業務 の た め の ス ペー ス と 、 他 の 銀行 の 業務 の た 
め の ス ペー ス と の 間 に 、 い わ ゆ る 遮断 壁 を 設け る 必要 は な いも の の 、 顧 客 の 誤認 防止 
等 の 観点 か ら 、 特 に 以下 の 点 に 留意 する こと 。 


① 銀行 が 、 そ の 営業 所 を 他 の 銀行 等 の 金融 機関 の 本 支店 等 と 同一 建物 、 同 一 フロ 
ア に 設置 し て その 業務 を 行う 場合 に は 、 以 下 の 点 に つい て 、 顧 客 に 対し て 十分 な 説 
明 を 行っ て いる か 。 
イ . 当該 銀行 と 当該 金融 機関 は 、 別 法人 で ある こと 。 
ロ . 当該 銀行 が 提供 する 商品 ・ サ ービス は 、 当 該 金融 機関 が 提供 し て いる も の で は 
な いこ と 。 


② 銀行 の 営業 職員 が 、 他 の 銀行 等 の 金融 機関 の 営業 部 門 と 兼職 を し て いる 場合 に 
は 、 顧 客 の 誤認 防止 の 観点 か ら 、 以 下 の よ うな 措置 が 適切 に 講じ られ て いる か 。 ま 
た 、 銀 行 に お ける 報告 態勢 、 指 揮 ・ 命 令 系 統 を 明確 に し て いる か 。 

イ . 営業 職員 が 同一 の 営業 所 内 で 取り 扱う 商品 ・ サ ービス の 内 容 及 びそ の 提供 主体 
で ある 法人 名 を 、 当 該 営 業 所 に 掲示 する こと な ど に より 、 来 訪 し た 顧客 が 容易 
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に 認識 で きる よう に する こと 。 

ロ . 当該 職員 が 、 顧 客 に 対し 、 そ の 兼職 する 銀行 等 の 金融 機関 の 範囲 を 分 か りや す 
く 明 示す る こと 。 特 に 、 例 えば 窓口 業務 の よう に 、 不 特定 多数 の 顧客 を 相手 に 
する 業務 を 行う 場合 は 、 当 該 職員 が 取り 扱う 主 な 商品 ・ サ ービス の 範囲 や 当該 
職員 の 兼職 の 状況 に つい て 、 当 該 窓口 へ の 掲示 等 に より 、 顧 客 に 対し 常時 明示 
され て いる こと が 望ま し い 。 

ハ . 特に 、 当 該 職 員 が 新規 顧客 に 対し 勧誘 を 行う 場合 や 、 顧 客 に 対し 新た な 商品 ・ 
サー ビス の 勧誘 を 行う 場合 に は 、 そ の 兼職 状況 及び 取り 扱う 商品 ・ サ ービス の 
範囲 に つい て 、 十 分 な 説明 を 行う こと 。 

ニニ. 顧客 と 契約 を 締結 する 際 に は 、 書 面 等 に よる 確認 を 行う な ど 、 当 該 契約 の 相手 
方 で ある 法人 名 を 顧客 が 的 確 に 認識 で きる 機会 を 確保 する こと 。 


③ 共同 の 営業 所 を 運営 する 他 の 銀行 等 の 金融 機関 の 業務 に 顧客 情報 が 顧客 の 同意 
な く 流 用 され る こと の な いよ う 、 顧 客 情報 の 適正 な 管理 の た め 、 エ 一 3ー2 一 3 を 
踏ま えた 対応 が 適切 に 講じ られ て いる か 。 


由 一 は ー2ー2ー3 監督 手法 ・ 対 応 


検査 結果 、 不 祥 事件 等 届出 書 等 に より 、 顧 客 の 誤認 防止 等 に 問題 が あめ る と 認め ら 
れる 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 重 大 な 問題 が ある と 認 
め ら れる 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する 等 の 対応 を 行う も の 
と する 。 


II 一 3ー2 一 3 顧客 等 に 関す る 情報 管理 態勢 


エ 一 3ー2 ク ー3 一 ] 意義 


顧客 に 関す る 情報 は 金融 取引 の 基礎 を な す も の で ある 。 し た が っ て 、 そ の 適切 な 
管理 が 確保 され る こと が 極め て 重要 で あり 、 銀 行 は 、 そ の 業務 に 関し て 取得 し た 顧 
客 に 関す る 情報 の 適正 な 取扱 い を 確保 する た め の 措 置 を 講じ な けれ ば な ら な いと さ 
れ て いる ( 法 第 12 条 の 2 第 2 項 ) 。 

特に 、 個 人 で ある 顧客 に 関す る 情報 に つい て は 、 施 行 規則 、 個 人 情報 の 保護 に 関 
する 法律 、 個 人 情報 の 保護 に 関す る 法律 に つい て の ガイ ドラ イン (通則 編 ) 、 同 ガ 
イド ライ ン (外国 に ある 第 三 者 へ の 提供 編 ) 、 同 ガイ ドラ イン (第 三 者 提供 時 の 確 
認 ・ 記 録 義務 編 ) 及び 同 ガ イド ライ ン (仮名 加工 情報 ・ 匿 名 加工 情報 編 ) (以下 、 合 
わせ て 「 保 護法 ガイ ドラ イン 」 と いう 。 ) 、 金 融 分 野 に お ける 個人 情報 保護 に 関す る 
ガイ ドラ イン (以下 「 金 融 分 野 ガ イド ライ ン 」 と いう 。) 及び 金融 分 野 に お ける 個 
人 情報 保護 に 関す る ガイ ドラ イン の 安全 管理 措置 等 に つい て の 実務 指針 (以下 「 実 
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務 指針 」 と いう 。) の 規定 に 基づく 適切 な 取扱 い が 確 保 さ れる 必要 が ある 。 

また 、 ク レジ ッ ト カ ー ド 情報 (カー ド 番 号 、 有 効 期限 等 ) を 含む 個人 情報 (以下 
「 ク レジ ッ ト カ ー ド 情報 等 」 と いう 。) は 、 i 、 不 正 使用 に よ 
る な りす まし 購入 な ど 二 次 被害 が 発生 する 可能 性 が 高い こと か ら 、 厳 格 な 管理 が 求 
め ら れる 。 

さら に 、 銀 行 は 、 法 人 関係 情報 (金融 商品 取引 業 等 に 関す る 内 閣府 令 第 1 条 第 4 
項 第 14 号 ) を 入手 し 得る 立場 で や る こと か ら 、 そ の 厳格 な 管理 と 、 イ ン サ イダ ー 取 
引 等 の 不 公 正 な 取引 の 防止 が 求め られ る 。 

以上 を 踏ま え 、 銀 行 は 、 顧 客 に 関す る 情報 及び 法人 関係 情報 (以下 「 顧 客 等 に 関 
する 情報 」 と いう 。) を 適切 に 管理 し 得る 態勢 を 確立 する こと が 重要 で ある 。 


エモ 一 3ー2ー3 一 2 主 な 着眼 点 


(1 ) 顧客 等 に 関す る 情報 管理 態勢 
① 経営 陣 は 、 顧 客 等 に 関す る 情報 管理 の 適切 性 を 確保 する 必要 性 及び 重要 性 
を 認識 し 、 適 切 性 を 確保 する た め の 組 織 体 制 の 確立 (部 門間 に お ける 適切 な 
けん 制 の 確保 を 含む ) 、 社 内 規程 の 策定 等 、 内 部 管理 態勢 の 整備 を 図っ て い 
る か 。 
② 顧客 等 に 関す る 情報 の 取扱 い に つ いて 、 具 体 的 な 取扱 基準 を 定め た 上 で 、 
研修 等 に より 役職 員 に 周知 徹底 し て いる か 。 特に 、 当 該 情報 の 他 者 へ の 伝達 
に つい て は 、 コ ンプ ライ アン ス (顧客 に 対す る 守秘 義務 、 説 明 責 任 ) 及び レ 
ピュ テー ショ ン の 観点 か ら 検討 を 行っ た 上 で 取扱 基準 を 定め て いる か 。 
③ 顧客 等 に 関す る 情報 へ の アク セス 管理 の 徹底 (アク セス 権限 を 付与 され た 
本 人 以外 が 使用 する こと の 防止 等 ) 、 内 部 関係 者 に よる 顧客 等 に 関す る 情報 
の 持 出し の 防止 に 係る 対策 、 外 部 か ら の 不正 アク セス の 防御 等 情報 管理 シス 
テム の 堅 皇 化 、 店 舗 の 統廃合 等 を 行う 除 の 顧客 等 に 関す る 情報 の 漏えい 等 の 
防止 な どの 対策 を 含め 、 顧 客 等 に 関す る 情報 の 管理 が 適切 に 行わ れ て いる か 
を 検証 で きる 体制 と な っ て いる か 。 
TN 幅広 い 権限 等 を 有する 職員 へ 
・ け ん 制 の 強化 を 図る 等 、 顧 客 等 に 関す る 情報 を 利用 し た 不正 行為 を 
ne 
④ 顧客 等 に 関す る 情報 の 漏えい 等 が 発生 し た 場合 に 、 適 切 に 責任 部 署 へ 報告 
され 、 二 次 被害 等 の 発生 防止 の 観点 か ら 、 対 象 と な っ た 顧客 等 へ の 説明 、 当 
局 へ の 報告 及び 必要 に 応じ た 公表 が 迅速 か つ 適切 に 行わ れる 体制 が 整備 され 
て いる か 。 
また 、 情 報 漏えい 等 が 発生 し た 原因 を 分 析 し 、 再 発 防止 に 向け た 対策 が 講 
じ ら れ て いる か 。 更に は 、 他 社 に お ける 漏えい 事故 等 を 踏ま え 、 類 似 事 例 の 
再発 防止 の た め に 必要 な 措置 の 検討 を 行っ て いる か 。 
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⑤ 独立 し た 内 部 監査 部 門 に お いて 、 定 期 的 又は 随時 に 、 顧 客 等 に 関す る 情報 
管理 に 係る 幅広 い 業務 を 対象 に し た 監査 を 行っ て いる か 。 
また 、 顧 客 等 に 関す る 情報 管理 に 係る 監査 に 従事 する 職員 の 専門 性 を 高め 
る た め 、 研 修 の 実施 等 の 方 策 を 適切 に 講じ て いる か 。 


(2) 個人 情報 管理 

① 個人 で ある 顧客 に 関す る 情報 に つい て は 、 施 行 規則 第 13 条 の 6 の 5 に 基 づ 
き 、 そ の 安全 管理 及び 従業 者 の 監督 に つい て 、 当 該 情報 の 漏えい 、 減 失 又 は 
き損 の 防止 を 図る た め に 必要 か つ 適 切な 措置 と し て 以下 の 措置 が 講じ られ て 
いる か 。 
イ . 金融 分 野 ガ イド ライ ン 第 8 条 及 び 第 9 条 の 規定 に 基づく 措置 
ロロ. 実務 指針 1 、L 及 び 別 添 2 の 規定 に 基づく 措置 

② 個人 で ある 顧客 に 関す る 人 種 、 信 条 、 門 地 、 本 籍 地 、 保 健 医 療 又 は 犯罪 経 
歴 に つい て の 情報 その 他 の 特別 の 非 公開 情報 ( 注 ) を 、 施 行 規則 第 13 条 の 6 
の 7 に 基づき 、 人 金融 分 野 ガ イド ライ ン 第 5 条 第 1 項 各 号 に 列挙 する 場合 を 除 
き 、 利 用 し な いこ と を 確保 する た め の 措 置 が 講じ られ て いる か 。 


( 注 ) 「 そ の 他 の 特別 の 非 公開 情報 」 と は 、 以 下 の 情 報 を いう 。 

イ . 労働 組合 へ の 加盟 に 関す る 情報 

ロ . 民族 に 関す る 情報 

ハ . 性 生活 に 関す る 情報 

二 . 個人 情報 の 保護 に 関す る 法律 施行 令 第 2 条 第 4 号 に 定め る 事項 に 関す る 
情報 

ホ . 個人 情報 の 保護 に 関す る 法律 施行 令 第 2 条 第 5 号 に 定め る 事項 に 関す る 
情報 

へ . 犯罪 に より 害 を 被っ た 事実 に 関す る 情報 

ト . 社会 的 身分 に 関す る 情報 


③ クレ ジッ トカ ー ド 情報 等 に つい て は 、 以 下 の 措 置 が 講じ られ て いる か 。 

イ . クレ ジッ トカ ー ド 情報 等 に つい て 、 利 用 目的 その 他 の 事情 を 勘案 し た 適 
切な 保存 期間 を 設定 し 、 保 存 場 所 を 限定 し 、 保 存 期間 経過 後 適 切 か つ 速 や 
か に 廃棄 し て いる か 。 

ロ . 業務 上 必要 と する 場合 を 除き 、 ク レジ ッ ト カ ー ド 情報 等 を コン ピュ ー タ 
ー 画 面 に 表示 する 際 に は 、 カ ー ド 番号 を 全て 表示 させ な い 等 の 適切 な 措置 
を 講じ て いる か 。 

ハ . 独立 し た 内 部 監査 部 門 に お いて 、 ク レジ ッ ト カ ー ド 情報 等 を 保護 する た 

め の ル ー ル 及び シス テム が 有効 に 機能 し て いる か に つい て 、 定 期 的 又は 随時 に 
内 部 監査 を 行っ て いる か 。 
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④ 個人 デー タ の 第 三 者 提供 に 関し て 、 人 金融 分 野 ガ イド ライ ン 第 12 条 等 を 遵守 
する た め の 措 置 が 講じ られ て いる か 。 特 に 、 そ の 業務 の 性 質 や 方 法 に 応じ て 、 

以下 の 点 に も 留意 し つつ 、 個 人 で ある 顧客 か ら 適 切な 同意 の 取得 が 図ら れ て 

いる か 。 

イ . 金融 分 野 ガ イド ライ ン 第 3 条 を 踏ま え 、 個 人 で ある 顧客 か ら PC・ ス マー 
ト フ ォ ン 等 の 非 対 面 に よる 方 法 で 第 三 者 提供 の 同意 を 取得 する 場合 、 同 意 
文言 や 文字 の 大 き さ 、 画 面 仕様 その 他 同 意 の 取得 方 法 を 工夫 する こと に よ 
り 、 第 三 者 提供 先 、 当 該 提供 先 に 提供 され る 情報 の 内 容 及 び 当 該 提供 先 に 
お ける 利用 目的 に つい て 、 個 人 で ある 顧客 が 明確 に 認識 で きる よう な 仕様 
と し て いる か 。 

ロ . 過去 に 個人 で ある 顧客 か ら 第 三 者 提供 の 同意 を 取得 し て いる 場合 で あっ 
て も 、 第 三 者 提供 先 や 情報 の 内 容 が 異な る 場合 、 又 は あら か じ め 特 定 され 
た 第 三 者 提供 先 に お ける 利用 目的 の 達成 に 必要 な 範囲 を 超え た 提供 と な る 
場合 に は 、 改 め て 個人 で ある 顧客 の 同意 を 取得 し て いる か 。 

ハ . 第 三 者 提供 先 が 複 数 に 及ぶ 場合 や 、 第 三 者 提供 先 に より 情報 の 利用 目的 
が 異な る 場合 、 個 人 で ある 顧客 に お いて 個人 デー タ の 提供 先 が 複 数 に 及ぶ 
こと や 各 提 供 先 に お ける 利用 目的 が 認識 で きる よう 、 同 意 の 対象 と な る 第 
三 者 提供 先 の 範囲 や 同意 の 取得 方 法 、 時 機 等 を 適切 に 検討 し て いる か 。 

二 . 第 三 者 提供 の 同意 の 取得 に あたっ て 、 優 越 的 地位 の 沙 用 や 個人 で ある 顧 
客 と の 利益 相反 等 の 弊害 が 生じ る お それ が な いよ う 留 意 し て いる か 。 例 え 
ば 、 個 人 で ある 顧客 が 、 第 三 者 提供 先 や 第 三 者 提供 先 に お ける 利用 目的 、 
提供 され る 情報 の 内 容 に つい て 、 過 剰 な 範囲 の 同意 を 強い られ る 等 し て い 
な いか 。 


(3) 法人 関係 情報 を 利用 し た イン サイ ダー 取引 等 の 不 公正 な 取引 の 防止 

① 役職 員 に よる 有価 証券 の 売買 その 他 の 取引 等 に 係る 社内 規則 を 整備 し 、 必 
要 に 応じ て 見 直し を 行う 等 、 適 切な 内 部 管理 態勢 を 構築 し て いる か 。 

② 役職 員 に よる イン サイ ダー 取引 等 の 不 公 正 な 取引 の 防止 に 向け 、 職 業 倫理 
の 強化 、 関 係 法令 や 社内 規則 の 周知 徹底 等 、 法 令 等 遵守 意識 の 強化 に 向け た 
取組 み を 行っ て いる か 。 

③ 法人 関係 情報 を 入手 し 得る 立場 に ある 銀行 の 役職 員 が 当該 法人 関係 情報 に 
関連 する 有価 証券 の 売買 その 他 の 取引 等 を 行っ た 際 に は 報告 を 義務 付け る 等 、 
不 公正 な 取引 を 防止 する た め の 適切 な 措置 を 講じ て いる か 。 


由 エ 一 3ー2 ク 一 3 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


検査 結果 、 不 祥 事件 等 届出 書 等 に より 、 顧 客 等 に 関す る 情報 管理 態勢 に 問題 が あ 
る と 認め られ る 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 重 大 な 問題 
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が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する 等 の 対応 
を 行う も の と する 。 


( 注 ) 個人 情報 に つい て は 、 必 要 に 応じ て 別途 、 個 人 情報 の 保護 に 関す る 法律 に お 
ける 事業 所 管 大 臣 へ の 権限 委任 の 状況 に 従い 、 必 要 な 措置 を と る 場合 が ある こ 
と に 留意 する こと 。 


TTー3ー2 一 4 外部 委託 
ITー3ー—ー2 一 4 一 1 意義 


銀行 が 、 そ の 業務 を 第 三 者 に 委託 する こと (以下 「 外 部 委託 」 と いう 。) は 、 経 営 
の 効率 化 を 図る こと に と ど ま ら ず 、 よ り 専 門 性 を 有する 者 に 業務 を 委託 する こと で 、 
多様 な 顧客 ニー ズ へ の 対応 や 急速 な 技術 革新 を 踏ま えた 迅速 な 対応 等 を 図る こと も 期 
待 で きる 。 し か し な が ら 、 銀 行 が 外部 委託 を 行う 場合 に は 、 顧 客 を 保護 する と と も に 、 
外部 委託 に 伴う 様々 な リス ク を 適切 に 管理 する な ど 業 務 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 
する こと が 求め られ る こと か ら 、 法 令 に より 、 銀 行 は 委託 業務 の 的 確 な 遂行 を 確保 す 
る た め の 措 置 を 講じ な けれ ば な ら な いと され て いる ( 法 第 12 条 の 2 第 2 項 、 施 行 規則 
第 13 条 6 の 8) 。 

以下 に 示す 観点 は 、 外 部 委託 が 行わ れ て いる 場合 の 一 般 的 な 着眼 点 で ある が 、 委 託 
業務 の 内 容 等 に 応じ 、 追 加 的 に 検証 を 必要 と する 場合 が ある こと に 留意 する も の と す 
る 。 


( 注 1) 外部 委託 に は 、 銀 行 が その 業務 を 営む ため に 必要 な 事務 を 第 三 者 に 委託 する 
こと を 含む (形式 上 、 外 部 委託 契約 が 結ば れ て いな く と も 、 そ の 実態 に お いて 外 
部 委託 と 同視 し うる も の を 含む 。) 。 

( 注 2) 銀行 の 固有 業務 を 営む お た め に 必要 な 業務 の 一 部 に つい て 外部 委託 が 行わ れ て 
いる 場合 ( 法 第 52 条 の 36 第 1 項 の 許可 を 受け て 銀行 代理 業 を 営む 場合 を 除 
く 。) に は 、 以 下 の 着 眼 点 の ほか 、 当 該 外 部 委託 が 銀行 代理 業 に 該当 する も の と 
な っ て いな いか どう か に つい て も 、 検 証 を 行う よう 配 意 す る も の と する 。 

( 注 3) 例え ば 、 銀 行 の 付随 業務 の み を 外部 委託 する こと は 銀行 法 上 の 許可 を 必要 と 
する 銀行 代理 業 に は 該当 する も の で は な い が 、 こ うし た 外部 委託 が 行わ れ て いる 
場合 に は 、 委 託 者 で ある 銀行 に 対す る 総合 的 な ヒア リン グ 等 に より 、 定 期 的 に 以 
下 の 着眼 点 を 踏ま えた 状況 把握 等 に 努め る も の と する 。 

( 注 4) 銀行 と 当該 銀行 の 子会社 等 と の 間 で 外部 委託 が 行わ れ て いる 場合 に は 、 本 監 
曽 指針 一 4 一 7 等 も 参照 する も の と する 。 


由 一 ーー2 一 4 一 2 主 な 着眼 点 


84 


1 ) 顧客 保護 の 観点 か ら 以 下 の 熊 勢 整備 (委託 契約 等 に お いて 外部 委託 先 に 対し て 
態勢 整備 を 求め る こと を 含む 。) が 図ら れ て いる か 。 
① 委託 契約 に よっ て も 当該 銀行 と 顧客 と の 間 の 権利 義務 関係 に 変更 が な く 、 顧 
客 に 対し て は 、 当 該 銀行 自身 が 業務 を 行っ た の と 同様 の 権利 が 確保 され て いる 
こと が 明らか と な っ て いる か 。 
② 委託 業務 に 関し て 契約 どおり サー ビス の 提供 が 受け られ な いと き に 、 銀 行 に 
お いて 顧客 利便 に 支障 が 生じ る こと を 未然 に 防止 する た め の 熊 勢 整備 が 行わ れ 
て いる か 。 
③ 委託 先 に お ける 目的 外 使用 の 禁止 も 含め て 顧客 等 に 関す る 情報 管理 が 整備 さ 
れ て お り 、 委 託 先 に 守秘 義務 が 課せ られ て いる か 。 
④ 個人 で ある 顧客 に 関す る 情報 の 取扱 い を 委託 する 場合 に は 、 施 行 規則 第 13 条 
の 6 の 5 に 基づき 、 そ の 委託 先 の 監督 に つい て 、 当 該 情報 の 漏えい 、 減 失 又は 
き損 の 防止 を 図る た め に 必要 か つ 適 切な 措置 と し て 以下 の 措置 が 講じ られ て い 
る か 。 
イ . 金融 分 野 ガ イド ライ ン 第 10 条 の 規定 に 基づく 措置 
ロ . 実務 指針 思 の 規定 に 基づく 措置 
⑤ 外部 委託 先 の 管理 に つい て 、 責 任 部 署 を 明確 化し 、 外 部 委託 先 に お ける 業 
務 の 実施 状況 を 定期 的 又は 必要 に 応じ て モニ タリ ング する 等 、 外 部 委託 先 に 
お いて 顧客 等 に 関す る 情報 管理 が 適切 に 行わ れ て いる こと を 確認 し て いる か 。 
⑥ 外部 委託 先 に お いて 漏えい 事故 等 が 発生 し た 場合 に 、 適 切な 対応 が な され 、 
速やか に 委託 元 に 報告 され る 体制 に な っ て いる こと を 確認 し て いる か 。 
⑦ 外部 委託 先 に よる 顧客 等 に 関す る 情報 へ の アク セス 権限 に つい て 、 委 託 業 
務 の 内 容 に 応じ て 必要 な 範囲 内 に 制限 し て いる か 。 
その 上 で 、 外 部 委託 先 に お いて アク セス 権限 が 付与 され る 役職 員 及 びそ の 権 
限 の 範囲 が 特定 され て いる こと を 確認 し て いる か 。 
さら に 、 ア クセ ス 権 限 を 付与 され た 本 人 以外 が 当該 権限 を 使用 する こと 等 を 
防止 する た め 、 外 部 委託 先 に お いて 定期 的 又は 随時 に 、 利 用 状況 の 確認 (権限 
が 付与 され た 本 人 と 実際 の 利用 者 と の 突 合 を 含む 。) が 行わ れ て いる 等 、 ア ク 
セス 管理 の 徹底 が 図ら れ て いる こと を 確認 し て いる か 。 
⑧ 二 段 階 以 上 の 委託 が 行わ れ た 場合 に は 、 外 部 委託 先 が 再 委託 先 等 の 事業 者 
に 対し て 十分 な 監督 を 行っ て いる か に つい て 確認 し て いる か 。 ま た 、 必 要 に 
応じ 、 再 委託 先 等 の 事業 者 に 対し て 自社 に よる 直接 の 監督 を 行っ て いる か 。 
⑨ クレ ー ム 等 に つい て 顧客 か ら 銀 行 へ の 直接 の 連絡 体制 を 設け る な ど 適 切な 苦 
情 相 談 態 勢 が 整備 され て いる か 。 


( 


(2) 銀行 は 、 以 下 に 示す 点 な ど 、 そ の 経営 の 健全 性 の 確保 の 観点 か ら 総 合 的 な 検証 
を 行い 、 必 要 な 態勢 整備 (委託 契約 等 に お いて 外部 委託 先 に 対し て 態勢 整備 を 来 
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め る こと を 含む 。) を 図っ て いる か 。 
① リス ク 管 理 
銀行 は 、 当 該 委託 契約 に 沿っ て サー ビス の 提供 を 受け られ な か っ た 場合 の 銀 
行 業 務 へ の 影響 等 外部 委託 に 係る リス ク を 総合 的 に 検証 し 、 リ スク が 顕在 化し 
た 場合 の 対応 策 等 を 検討 し て いる か 。 
② 委託 先 の 選定 
銀行 経営 の 合理 性 や 銀行 の レビ ピュ テー ショ ン 等 の 観点 か ら 問 題 な いか 等 の 観 
点 か ら 、 委 託 先 の 選定 を 行っ て いる か 。 
③ 契約 内 容 
契約 内 容 は 、 例 えば 以下 の 項目 に つい て 明確 に 示さ れる な ど 十 分 な 内 容 と な 
っ て いる か 。 
イ . 提供 され る サー ビス の 内 容 及 び レ ベル 並び に 解約 等 の 手続 き 
ロ . 委託 契約 に 沿っ て サー ビス が 提供 され な い 場 合 に お ける 委託 先 の 責務 。 委 
託 に 関連 し て 発生 する お それ の ある 損害 の 負担 の 関係 (必要 に 応じ て 担保 提 
供 等 の 損害 負担 の 履行 確保 等 の 対応 を 含む 。) 
ハ . 銀行 が 、 当 該 委 託 業務 及び それ に 関す る 委託 先 の 経営 状況 に 関し て 委託 先 
より 受け る 報告 の 内 容 
二 . 金融 当局 の 銀行 に 対す る 検査 ・ 監 督 上 の 要請 に 沿っ て 対応 を 行う 際 の 取 決 
め 
④ 銀行 に 課せ られ た 法令 上 の 義務 等 
当該 委託 業務 を 銀行 自身 が 行っ た 場合 に 課せ られ る 法令 上 の 義務 等 の 履行 に 
支障 が 生じ る 外部 委託 と な っ て いな いか 。 
⑤ 銀行 側 の 管理 態勢 
委託 業務 に 関す る 管理 者 の 設置 、 モ ニタ リン グ 、 検 証 態 勢 (委託 契約 に お い 
て 、 銀 行 が 委託 先 に 対し て 業務 の 処理 の 適切 性 に 係る 検証 を 行う こと が で きる 
旨 の 規定 を 盛り 込む 等 の 対応 を 含む 。) 等 の 行内 管理 態勢 が 整備 され て いる か 。 
⑥ 情報 提供 
業務 の 重要 性 に 応じ て 、 委 託 業 務 の 履行 状況 等 に 関し 、 委 託 先 か ら 必要 か つ 
適切 な 情報 が 迅速 に 得 ら れる 態勢 と な っ て いる か 。 
⑦ 監査 
銀行 に お いて 、 外 部 委託 業務 に つい て も 監査 の 対象 と な っ て いる か 。 
⑧ 緊急 対応 
委託 契約 に 沿っ た サー ビス の 提供 が 行わ れ な い 場 合 に も 、 銀 行 業務 に 大 き な 
支障 が 生じ な いよ う 対 応 が 検討 され て いる か 。 ま た 、 業 務 の 重要 性 に 応じ て 、 
顧客 に 対し て 委託 先 に 代わ り サ ービス 提供 が 可能 な 態勢 等 が 整備 され て いる か 。 
⑨ グル ー プ 会 社 へ の 外部 委託 
委託 契約 が 銀行 と グル ー プ 会 社 と の 間 に お いて 締結 され る 場合 に 、 契 約 の 内 
容 が 実質 的 に 委託 先 へ の 支援 と な っ て お り 、 ア ー ム ズ ・ レ ング ス ・ ル ー ル に 違 
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反し て いな いか 。 
エー3ー2 一 4 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


(1) 銀行 の 管理 態勢 に 問題 が 認め られ る 場合 
検査 結果 、 不 祥 事件 等 届出 書 等 に より 、 銀 行 の 業務 の 外部 委託 に 係る 内 部 管 
理 態勢 に 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基づき 報 
告 を 求め 、 重 大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改 
半 命 令 を 発出 する 等 の 対応 を 行う も の と する 。 


(2 ) 外部 委託 先 の 業務 運営 態勢 等 に 問題 が 認め られ る 場合 
① 銀行 に 対す る 対応 

検査 結果 等 に より 外部 委託 先 の 業務 運営 態勢 に 問題 が ある と 認め られ る 場 
合 や 、 不 祥 事 件 等 届出 書 等 に より 外部 委託 先 に お いて 不適 切な 業務 運営 が 行 
われ て いる と 認め られ る 場合 に は 、 先 ず は 委託 者 で ある 銀行 を 通じ て 、 事 実 
関係 等 (当該 銀行 の 管理 態勢 等 を 含む 。) の 把握 等 に 努め る こと を 基本 と す 
る こと と する 。 こ の 場合 に お いて も 、 当 該 銀行 に 対し て は 、 必 要 に 応じ 、 法 
第 24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 重 大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 
26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する 等 の 対応 を 行う も の と する 。 た だ し 、 
事案 の 緊急 性 や 重大 性 等 を 踏ま そえ 、 以 下 ② の 対応 を 並行 し て 行う こと を 妨げ 
る も の で は な い 。 


② 外部 委託 先 に 対す る 対応 

上 記 ① に よる 対応 で は 十分 な 実態 把握 等 が 期待 で き な い 場合 な ど に は 、 外 
部 委託 先 に 対し て 、 直 接 、 ヒ アリ ング を 行う な ど 事 実 関係 の 把握 等 に 努め る 
こと と する が 、 特 に 必要 が ある と 認め られ る 場合 (例え ば 、 当 該 外 部 委託 先 
に 対し て 多数 の 他 の 金融 機関 が 同種 の 外部 委託 を 行っ て いる 場合 や 決済 シス 
テム 全体 に 影響 を 及ぼ し か ね な い 場 合 な ど ) に は 、 当 該 外 部 委託 先 に 対し て 、 
事実 関係 や 発生 原因 分 析 及 び 改 善 ・ 対 応 策 等 必要 な 事項 に つい て 、 法 第 24 条 
第 2 項 に 基づく 報告 を 求め る こと と する 。 


( 注 ) 外部 委託 先 に 対し て ヒア リン グ を 実施 する に 際 し て は 、 必 要 に 応じ 、 委 
託 者 で ある 銀行 の 同席 を 求め る も の と する 。 


II ル 一 3ー2 一 5 預金 ・ リ スク 商品 等 の 販売 ・ 説 明 態 勢 


エロ 一 3ー2 一 5 一 1 意義 
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銀行 は 、 預 金 等 の 受入 れ に 際 し 預金 等 に 関す る 情報 提供 を 行わ な けれ ば な ら な いと 
され て お り ( 法 第 12 条 の 2 第 1 項 、 施 行 規則 第 13 条 の 3 及び 第 13 条 の 4) 、 特 に 施 
行 規則 第 13 条 の 5 第 1 項 各 号 に 掲げ る 商品 を 取り 扱う 場合 に は 、 預 金 等 と の 誤認 を 防 
止 す る た め に 適切 な 説明 を 行う こと と され て いる 。 ま た 、 銀 行 は 、 そ の 営む 業務 の 内 
容 及び 方 法 に 応じ 適切 な 業務 運営 を 確 介 する た め の 措 置 に 関す る 社内 規則 等 を 整備 し 、 
当該 社内 規則 等 に 基づい て 業務 が 運営 され る た め の 十 分 な 体制 を 整備 する こと と され 
て いる ( 法 第 12 条 の 2 第 2 項 、 第 13 条 の 3、 施 行 規則 第 13 条 の 5、 第 13 条 の 7 、 
第 14 条 の 11 の 3) 。 

リス ク 商 品 の 販売 に 当たっ て は 、 銀 行 法 の みな ら ず 人 金融 商品 取引 法 な どの 関係 法令 
の 規定 も 踏ま えた うえ で 、 上 記 の 体制 整備 を 行う 必要 が ある 。 

特に 、 金 利 、 通 貨 の 価格 、 金 融 商品 市 場 に お ける 相場 その 他 の 指標 に 係る 変動 に よ 
り そ の 元 本 に 損失 が 生ずる お それ が ある 預金 又は 定期 積 金 等 (以下 「 特 定 預 金 等 」 と 
いう 。) に つい て は 、 金 融 商 品 取引 法 の 行為 規制 が 準用 され 、 契 約 締結 前 の 書面 交付 
義務 、 広 告 等 の 規制 等 の 対象 と され て いる こと に も 留意 する 必要 が ある 。 ( 法 第 13 条 
の 4 、 施 行 規則 第 14 条 の 11 の 4 か ら 第 14 条 の 11 の 30) 


由 一 2 一 5 一 2 主 な 着眼 点 


こう し た 観点 か ら 、 以 下 の よ うな 態勢 が 整備 され て いる か に つい て も 検証 する も の と 
する 。 


(1) 全 行 的 な 内 部 管理 態勢 の 確立 
① 顧客 へ の 説明 態勢 に 関す る 全 行 的 な 内 部 管理 態勢 の 確立 に 関し 、 取 締 役 会 
が 適切 に 機能 を 発揮 し て いる か 。 
② 法令 の 趣旨 を 踏ま えた 社内 規則 等 の 作成 
イ . 業務 の 内 容 及び 方 法 に 応じ た 説明 態勢 が 社内 規則 等 で 明確 に 定め られ て 
いる か 。 
特に 、 特 定 預金 等 や 投資 信託 等 の リス ク 商 品 を 取り 扱う 場合 に は 、 そ れ 
ぞ れ の 類型 に 応じ た 態勢 整備 が な され て いる か 。 
さら に 、 イ ンタ ーネット 取引 等 の 異な る 取引 方 法 に 応じ た 態勢 整備 が な 
され て いる か 。 
口 . 顧客 の 知識 、 経 験 、 財 産 の 状況 及び 取引 を 行う 目的 に 応じ た 説明 態勢 が 
社内 規則 等 で 明確 に 定め られ て いる か 。 
③ 法令 の 趣旨 を 踏ま えた 行内 の 実施 態勢 の 構築 
イ . 社内 規則 等 に 基づい て 業務 が 運営 され る よう 、 研 修 そ の 他 の 方 策 (マニ 
ュ ア ル 等 の 配布 を 含む 。) が 整備 され て いる か 。 
ロ . 説明 態勢 等 の 実効 性 を 確保 する た め 、 検 査 ・ 監 査 等 の 内 部 けん 制 機能 は 
十分 発揮 され て いる か 。 
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ハ . 説明 態勢 等 の 実効 性 の 検証 を 踏ま えて 、 人 金融 商品 の 内 容 や 販売 態勢 の 見 
直し を 行っ て いる か 。 
④ 金融 商品 販売 法 等 を 踏ま えた 対応 
法 第 12 条 の 2 第 2 項 、 施 行 規則 第 13 条 の 5 及び 第 13 条 の 7 並び に 金融 商品 
販売 法 等 の 観点 か ら 、 人 金融 商品 の 販売 に 際 し て の 顧客 へ の 説明 方 法 及 び 内 容 が 
適切 な も の と な っ て いる か 。 ま た 、 金融 商品 販売 法 上 の 勧誘 方 針 の 策定 ・ 公 表 
義務 の 趣旨 に か ん が み 、 適 正 な 勧誘 の 確保 に 向け た 説明 態勢 の 整備 に 努め て い 
る か 。 
⑤ 不 公正 取引 と の 誤認 防止 
優越 的 な 地位 の 溢 用 の 防止 の た め の 熊 勢 整備 に 当たっ て は 、 顧 客 が 「 当 該 取 引 
が 融資 に 影響 を 与え る の で は な いか 」 と の 懸念 を 有 し て いる 可能 性 が ある こと を 
前 提 に 、 優 越 的 な 地位 の 溢 用 と 誤認 され る お それ の ある 説明 を 防止 する 態勢 が 整 
備 さ れ て いる か 。 


(2 ) 預金 等 の 受入 れ (特定 預金 等 の 受入 れ を 除く 。) 

法 第 12 条 の 2 第 1 項 及 び 施 行 規則 第 13 条 の 3 の 規定 の 趣旨 を 踏ま え 、 預 金 

等 の 受入 れ に 関し 、 預 金 者 等 に 対す る 情報 提供 や 預金 者 等 の 求め に 応じ た 商品 

情報 の 説明 を 適切 に 行う た め の 熊 勢 が 整備 され て いる か 。 例 えば 、 以 下 の 点 に 

留意 する 。 

① 変動 金利 預金 で 金利 設定 の 基準 や 方 法 が 定め られ て いる 場合 に は 、 こ れ ら 
の 基準 等 及び 金利 情報 の 適切 な 提供 を 行う 態勢 が 整備 され て いる か 。 

② 預金 商品 に 係る 提携 契約 等 に 基づき 、 提 携 金 融 機 関 に 対し て 販売 ・ 説 明 態 
勢 に 係る 助言 等 を 行う 場合 に 、 当 該 預金 商品 の リス ク や 商品 性 等 に 関す る 情 
報 を 適切 に 提供 し て いる か 。 


(3) リス ク 商 品 に 係る 業務 
① 有価 証券 関連 商品 の 販売 

公共 債 、 投 資 信 託 の 窓口 販売 及び 金融 商品 仲介 業 等 、 金 融 商品 取引 法 の 適 
用 対象 と な る 業務 に つい て は 、 同 法 等 に 定め られ て いる 投資 家 保 護 等 の た め 
の 規制 に 沿っ た 業務 運営 が 確保 され て いる か 。 例 えば 、 外 務 員 登録 未 了 者 に 
よる 取扱 いや 、 特 定 さ れ て いる 窓口 以外 で の 取扱 い 等 と いっ た 、 投 資 家 保護 
に 支障 と な り 得 る 事態 を 未然 に 防止 する た め の 態 勢 が 整備 され て いる か に つ 
いて 、 留 意 す る も の と する 。 そ の 他 監 督 上 の 着眼 点 に つい て は 、「 金 融 商品 
取引 業者 向け の 総合 的 な 監督 指針 」 の 「W. 監督 上 の 評価 項目 と 諸手 続 ( 登 
録 金 融 機関 ) 」 等 を 参照 する も の と する 。 

特に 、 適 合 性 原則 を 踏ま えた 説明 態勢 の 整備 に 当たっ て は 、 銀 行 の 顧客 は 
預金 者 が 中 心 で あっ て 投資 経験 が 浅い こと が 多い こと を 前 提 に 、 元 本 欠損 が 
生ずる お それ が ある こと や 預金 保険 の 対象 と は な ら な いこ と の 説明 の 徹底 等 、 
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十分 な 預金 と の 誤認 防止 措置 が 取ら れ て いる か 。 
② 特定 預金 等 の 受入 れ 
特定 預金 等 に つい て は 、 人 金融 商品 取引 法 の 行為 規制 が 準用 され て いる こと 

に か ん が み 、 監 督 上 の 着眼 点 に つい て は 、「 人 金融 商品 取引 業者 向け の 総合 
な 監督 指針 」 の 「 ル 一 2 ムー3 一 1 適合 性 原則 」、 「 入 一 ムー38 一 3 広告 等 の 

規制 」、「 息 一 2ー3 一 4 顧客 に 対す る 説明 態勢 」、「IV 一 83ー1 一 2 
(3) 高齢 顧客 へ の 勧誘 に 係る 留意 事項 」 等 を 参照 する も の と する 。 
特に 、 金 利 、 通 貨 の 価格 、 金 融 商 品 市 場 に お ける 相場 その 他 の 指標 に 係る 

変動 に より その 元 本 に つい て 損失 が 生ずる お それ が ある こと 等 の 詳細 な 説明 

を 行う 態勢 が 整備 され て いる か に 留意 する も の と する 。 
例え ば 、 以 下 の 事 項 に つい て 、 契 約 締結 前 交付 書面 を 交付 し て 説明 する こ 

と と し て いる か 。 

イ . 中 途 解約 時 に 、 違 約 金 等 に より 元 本 欠損 が 生ずる お それ が ある 場合 に は 、 
その 違約 金 等 の 計算 方 法 (説明 時 の 経済 情勢 に お いて 合理 的 と 考え られ る 
前 提 で の 違約 金 等 の 資産 額 を 含む 。) 。 

ロ . 外貨 通貨 で 表示 され る 特定 預金 等 で あっ て 、 元 本 欠損 が 生ずる お それ の 
ある 場合 に あっ て は その 旨 及 びそ の 理由 。 

ハ . 払戻 時 の 通貨 等 を 選択 で きる 権利 や 満期 日 を 選択 で きる 権利 を 銀行 が 有 
し て いる 場合 に は 、 権 利行 使 に よっ て 預金 者 等 が 不利 と な る 可能 性 が ある 
ご で s 

③ 特定 預金 等 の うち 金融 商品 取引 法 第 2 条 第 20 項 に 規定 する デリ バテ ィ ブ 取 

引 又は 商品 先物 取引 法 第 2 条 第 15 項 に 規定 する 商品 デリ バテ ィ ブ 取引 を 組み 

込ん だ 預金 (いわ ゆる 「 仕 組 預金 」) で 、 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 に 類する 複 

雑 な 仕組 み を 有する も の の 勧誘 ・ 受 入れ 
特定 預金 等 に つい て は 、 人 金融 商品 取引 法 の 各種 行為 規制 を 定め た 規定 が 準 

用 され て いる こと に か ん が み 、 特 に 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 に 類する 複雑 な 仕 

組み を 有する 複雑 な 仕組 預金 を 受け 入れ る と き に は 、 以 下 の 態 勢 が 整備 され 

て いる か に 留意 する も の と する 。 

イ . 複雑 な 仕組 預金 に 関す る 注意 喚起 文書 の 配布 に 係る 留意 事項 

i) リス ク に 関す る 注意 喚起 、ii) トラ ブル が 生じ た 場合 の 指定 ADR 機 
関 等 の 連絡 先 等 を 分 か りや すく 大 き な 文 字 で 記載 し た 簡明 な 文書 (注意 喚 
起 文書 ) を 配布 し 、 顧 客 属性 等 に 応じ た 説明 を 行う こと に より 、 顧 客 に 対 
する 注意 喚起 を 適切 に 行っ て いる か 。 ま た 、 そ の 実施 状況 を 適切 に 確認 で 
きる 態勢 と な っ て いる か 。 

ロ . 複雑 な 仕組 預金 の 勧誘 に 係る 留意 事項 (合理 的 根拠 適合 性 ・ 勧 誘 開始 基 
準 ) 

個人 顧客 に 対し て 複雑 な 仕組 預金 の 勧誘 を 行う に あたっ て は 、 顧 客 保護 
の 充実 を 図る 観点 か ら 、 適 合 性 原則 等 に 基づく 勧誘 の 適正 化 を 図る こと が 
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重要 で あり 、 例 えば 、 以 下 の 点 に 留意 し て 検証 する こと と する 。 
顧客 へ 提供 する 仕組 預金 と し て の 適合 性 (合理 的 根拠 適合 性 ) の 事前 
検証 を 行っ て いる か 。 
仕組 預金 の リス ク 特 性 や 顧客 の 性 質 に 応じ た 勧誘 開始 基準 を 適切 に 定 
め 、 当 該 基準 に 従い 適正 な 勧誘 を 行っ て いる か 。 
ハ . 複雑 な 仕組 預金 の リス ク 説 明 に 関す る 留意 事項 
複雑 な 仕組 預金 の リス ク 説 明 の 監督 上 の 着眼 点 に つい て は 、「 金 融 商品 
取引 業者 向け の 総合 的 な 監督 指針 」 の 「V 一 3ー3 一 2 勧誘 ・ 説 明 態 勢 
(6) 」 を 参照 する も の と する 。 
④ 特定 保険 契約 の 募集 
保険 業法 第 300 条 の 2 に 規定 する 特定 保険 契約 の 販売 ・ 勧 誘 態勢 に つい て 
は 、「 保 険 会 社 向 け の 総合 的 な 監督 指針 」 の 特定 保険 契約 に 係る 留意 点 に 特 
に 留意 する も の と する 。 


(4) 保険 募集 
① 総論 

保険 募集 に 関す る 法令 等 の 遵守 、 保 険 商品 及び 契約 に 関す る 正確 な 説明 並 

びに 顧客 情報 の 取扱 い 等 に つい て 、 マ ニュ アル を 策定 し て 研修 を 実施 する と 
と も に 内 部 監査 を 行う な ど 、 適 切な 保険 募集 態勢 が 確保 され て いる か 。 
例え ば 、 銀 行 等 生命 保険 募集 制限 先 等 に 対 し 手数 料 そ の 他 の 報酬 を 得 て 保 

険 募集 を 行わ な いな ど 適 正 な 保険 募集 の 取組 み 、 消 費 者 の 希望 や 適合 性 を よ 
く 考 慮 し た うえ で 説明 責任 を 果たす 取組 み 、 商 品 説明 や 非 公開 金融 情報 保護 

等 に つい て 消費 者 の 確認 ・ 同 意 を 十分 に 得る 取組 み の た め の 熊 勢 が 整備 され 

て いる か 。 

② 募集 に あたっ て の 態勢 整備 に つい て 

イ . 施行 規則 第 13 条 の 5 の 規定 の 趣旨 を 踏ま え 、 顧 客 に 対し 、 預 金 等 で は な 
いこ と や 預金 保険 の 対象 と は な ら な いこ と 等 に つい て 書面 を 交付 し て 説明 
する な ど 、 保 険 契約 と 預金 等 と の 誤認 を 防止 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 
誤認 防止 に 係る 説明 を 理解 し た 旨 を 顧客 か ら 書 面 (確認 書 等 ) に より 確認 
し 、 そ の 記録 を 残す こと に より 、 事 後に 確認 状況 を 検証 で きる 態勢 が 整備 
され て いる か 。 

ロ . 施行 規則 第 14 条 の 11 の 3 の 規定 の 趣旨 を 踏ま え 、 銀 行 の 影響 力 を 行使 し 
た 販売 、 銀 行 取引 に 影響 を 与え な いこ と の 説明 の 未 実施 、 募 集 人 登録 未 了 者 
に よる 取扱 い 等 と いっ た 、 契 約 者 保護 に 支障 と な り 得 る 事態 を 未然 に 防止 す 
る た め の 態 勢 が 整備 され て いる か 。 特 に 、 保 険 募集 業務 に 係る 取引 強制 、 優 
越 的 地位 の 溢 用 、 抱 き 合 わせ 販売 等 の 不 公正 な 取引 方 法 が 具体 的 に 認め られ 
た 場合 に は 、 独 占 禁止 法 の 観点 か ら も 問題 と な り 得る が 、 こ うし た 事態 を 未 
然 に 防止 する た め の 熊 勢 が 整備 され て いる か 。 
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・「 高 齢 者 に 多い 個人 年 金 保険 の 銀行 窓口 販売 に 関す る トラ ブル 」 (平成 17 
年 7 月 6 日 : 独立 行政 法人 国民 生活 セン ター) 

・「 金 融 機 関 の 業 態 区 分 の 緩和 及び 業務 範囲 の 拡大 に 伴う 不 公正 な 取引 方 法 に 
つい て 」 (平成 16 年 12 月 1 日 : 公正 取引 委員 会 


その 他 監 督 上 の 着眼 点 に つい て は 、「 保 険 会 社 向け の 総合 的 な 監督 指針 」 を 参照 
する も の と する 。 


一 3 は ー2 一 5 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


(1) リス ク 商 品 等 の 販売 ・ 説 明 態 勢 等 に つい て は 、 人 金融 商品 取引 法 、 保 険 業 法 な 
どの 関係 法令 等 に 定め られ て いる 規制 に 沿っ た 業務 運営 を 通じ 確保 され て いく 
も の で ある が 、 例 えば 、 検 査 結果 、 不 祥 事 件 等 届出 書 の 受理 、 相 談 ・ 苦 情 等 の 
分 析 等 に より 、 関 係 法 令 等 に 定め られ て いる 規制 に 沿っ た 業務 運営 の 確保 、 適 
切な リス ク 商 品 等 の 販売 ・ 説 明 態 勢 等 の 有効 性 等 に 疑義 が 生じ た 場合 、 顧 客 を 
誤解 させ る お それ の ある 表示 を 行う な ど 禁 止 行為 に 該当 する 疑義 が ある 場合 、 
複雑 な 仕組 預金 に 関す る 適切 な 受入 れ ・ 説 明 態 勢 等 の 有効 性 等 に 疑義 が ある 場 
合 に は 、 原 因 及 び 改 善 策 等 に つい て 関係 法令 等 に 照ら し つつ 深度 ある ヒア リン 
グ を 行い 、 必 要 な 場合 に は 、 関 係 法 令 に 基づく 報告 徴 求 等 に 併せ て 法 第 24 条 に 
基づく 報告 を 求め る こと を 通じ て 、 着 実 な 改善 を 促す も の と する 。 

また 、 重 大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 関 係 法令 に 基づく 業務 改善 
命令 等 に 併せ て 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 


(2 ) さら に 、 検 証 の 結果 、 経 営 陣 が エモ 一 は -ー2ー5 一 1 の 法令 の 趣旨 に 反し 重要 な 
社内 規則 等 の 作成 自体 を 怠っ て いた こと や 顧客 に 対し 上 席 偽 の 説明 を 行っ て いた こと 
が 確認 され た 場合 な ど 重 大 な 法令 違反 と 認め られ る と き は 、 法 第 27 条 に 基づく 行 
政 処分 (例え ば 、 社 内 規則 等 の 作成 等 の 十分 な 体制 整備 が な され る まで の 間 の 業務 
の 一 部 停止 ) を 検討 する 必要 が ある こと に 留意 する 。 


ロー38 一 2 一 6 苦情 等 へ の 対処 (金融 ADR 制 度 へ の 対応 も 含む ) 
エ 一 3ー2ー6 一 1 意義 
(1) 相談 ・ 苦 情 ・ 紛 争 等 (苦情 等 ) 対処 の 必要 性 


金融 商品 ・ サ ービス は 、 リ スク を 内 在 す る こと が 多く 、 そ の 専門 性 ・ 不 可視 
性 等 と も 相 伺っ て トラ ブル が 生じ る 可能 性 が 高い と 考え られ る 。 こ の た め 、 金 


92 


融 商品 ・ サ ービス の 販売 ・ 提 供 に 関し て は 、 ト ラブ ル を 未然 に 防止 し 顧客 保護 
を 図る 観点 か ら 情 報 提供 等 の 事前 の 措置 を 十分 に 講じ る こと に 加え 、 苦 情 等 へ 
の 事後 的 な 対処 が 重要 と な る 。 

近年 、 金 融 商品 ・ サ ービス の 多様 化 ・ 複 雑 化 に より 金融 商品 ・ サ ービス に 関 
する トラ ブル の 可能 性 も 高まっ て お り 、 顧 客 保護 を 図り 金融 商品 ・ サ ービス へ 
の 顧客 の 信頼 性 を 確保 する 観点 か ら 、 苦 情 等 へ の 事後 的 な 対処 の 重要 性 も さら 
に 高まっ て いる 。 

この よう な 観点 を 踏ま え 、 簡 易 ・ 迅 速 に 金融 商品 ・ サ ービス に 関す る 苦情 処 
理 ・ 紛 争 解決 を 行う た め の 枠 組み と し て 金融 ADR 制 度 (ADR に つい て 
( 注 ) 参照 ) が 導入 され て お り 、 銀 行 に お いて は 、 金 融 ADR 制 度 も 踏ま は えつ 
つ 、 適 切 に 苦情 等 に 対処 し て いく 必要 が ある 。 


( 注 ) ADR (Alternative Dispute Resolution) 
訴訟 に 代わ る 、 あ っ せん ・ 調 停 ・ 仲 裁 等 の 当事者 の 合意 に 基づく 紛争 
の 解決 方 法 で あり 、 事 案 の 性 質 や 当事者 の 事情 等 に 応じ た 迅速 ・ 簡 便 ・ 
柔軟 な 紛争 解決 が 期待 され る 。 


(2) 対象 範囲 

銀行 の 業務 に 関す る 申出 と し て は 、 相 談 の ほか 、 い わ ゆ る 苦情 ・ 紛 争 な どの 
顧客 か ら の 不満 の 表明 な ど 、 様 々 な 態様 の も の が あり うる 。 銀行 に は 、 こ れ ら 
の 様々 な 態様 の 申出 に 対し て 適切 に 対処 し て いく こと が 重要 で あり 、 か か る 対 
処 を 可能 と する た め の 適 切な 内 部 管理 態勢 を 整備 する こと が 求め られ る 。 

加え て 、 銀 行 に は 、 金 融 ADR 制 度 に お いて 、 苦 情 と 紛争 の それ ぞ れ に つい 
て 適切 な 態勢 を 整備 する こと が 求め られ て いる 。 

も っ と も 、 こ れ ら 苦情 ・ 紛 争 の 区 別 は 相対 的 で 相互 に 連続 性 を 有する も の で 
ある 。 特 に 、 金 融 ADR 制 度 に お いて は 、 指 定 ADR 機 関 ( 注 ) に お いて 苦情 
処理 手続 と 紛争 解決 手続 の 連携 の 確保 が 求め られ て いる こと を 踏ま え 、 銀 行 に 
お いて は 、 顧 客 か ら の 申出 を 形式 的 に 「 苦 情 」「 紛 争 」 に 切り 分 け て 個別 事案 
に 対処 する の で は な く 、 両 者 の 相対 性 ・ 連 続 性 を 勘案 し 、 適 切 に 対処 し て いく 
こと が 重要 で ある 。 


( 注 ) 指定 ADR 機 関 と は 、 法 第 2 条 第 20 項 に 規定 する 「 指 定 紛争 解決 機 
関 」 を いう 。 


ルー3ー2 一 6 一 2 苦情 等 対処 に 関す る 内 部 管理 態勢 の 確立 


周一 3ー2 一 6 一 2ー1 意義 
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苦情 等 へ の 迅速 ・ 公 平 か つ 適切 な 対処 は 、 顧 客 に 対す る 説明 責任 を 事後 的 に 補完 
する 意味 合い を 持つ 重要 な 活動 の 一 つ で も あり 、 金 融 商 品 ・ サ ービス へ の 顧客 の 信 
頼 性 を 確保 する た め 重 要 な も の で ある 。 銀 行 は 、 人 金融 ADR 制 度 に お いて 求め られ 
る 措置 ・ 対 応 を 含め 、 顧 客 か ら 申 出 が あっ た 苦情 等 に 対し 、 自 ら 迅 速 ・ 公 平 か つ 適 
切 に 対処 すべ く 内 部 管理 態勢 を 整備 する 必要 が ある 。 


エモ 一 3ー2ー6 一 2 一 2 主 な 着眼 点 


銀行 が 、 苦 情 等 対処 に 関す る 内 部 管理 態勢 を 整備 する に 当たり 、 業 務 の 規模 ・ 特 
性 に 応じ て 、 適 切 か つ 実 効 性 ある 態勢 を 整備 し て いる か を 検証 する 。 そ の 際 、 機 械 
的 ・ 画 一 的 な 運用 に 陥ら な いよ う 配 慮 し つつ 、 例 えば 、 以 下 の 点 に 留意 する こと と 
する 。 

特に 、 与 信 取 引 及 び 預 金 ・ リ スク 商品 等 の 苦情 等 対処 の 検証 に あたっ て は 、 苦 情 
等 対処 が 説明 態勢 を 補完 する も の で ある こと に 留意 し 、 必 要 に 応じ し 、 エ 一 3ー2 一 
1 一 2、I エ 一 3ー2 一 5 一 2 を 参照 する 。 


(1) 経営 陣 の 役割 
取締 役 会 は 、 苦 情 等 対処 機能 に 関す る 全 行 的 な 内 部 管理 態勢 の 確立 に つい て 、 
適切 に 機能 を 発揮 し て いる か 。 


(2 ) 社内 規則 等 
① 社内 規則 等 に お いて 、 苦 情 等 に 対し 迅速 ・ 公 平 か つ 適切 な 対応 ・ 処 理 を 可 
能 と する よう 、 苦 情 等 に 係る 担当 部 緒 、 そ の 責任 ・ 権 限 及び 苦情 等 の 処理 手 
続 (事務 処理 ミス が あっ た 場合 等 の 対応 も 含む 。) を 定め る と と も に 、 顧 客 
の 意見 等 を 業務 運営 に 反映 する よう 、 業 務 改 善 に 関す る 手続 を 定め て いる か 。 
② 苦情 等 対処 に 関し 社内 規則 等 に 基づい て 業務 が 運営 され る よう 、 研 修 そ の 
他 の 方 策 (マニ ュ ア ル 等 の 配布 を 含む 。) に より 、 社 内 規則 等 を 行内 に 周 
知 ・ 徹 底 を する 等 の 態勢 を 整備 し て いる か 。 
特に 顧客 か ら の 苦情 等 が 多発 し て いる 場合 に は 、 ま ず 社 内 規則 等 (苦情 等 
対処 に 関す る も の に 限ら な い 。) の 営業 店 に 対す る 周知 ・ 徹 底 状 況 を 確認 し 、 
実施 態勢 面 の 原因 と 問題 点 を 検証 する こと と し て いる か 。 
(3) 苦情 等 対処 の 実施 態勢 
情 等 へ の 対処 に 関し 、 適 切 に 担当 者 を 配置 し て いる か 。 
客 か ら の 苦情 等 に つい て 、 関 係 部 署 が 連携 の うえ 、 速 や か に 処理 を 行う 
を 整備 し て いる か 。 特 に 、 苦 情 等 対処 に お ける 主管 部 署 及び 担当 者 が 、 
の 職員 が 抱え る 顧客 か ら の 苦情 等 の 把握 に 努め 、 速 や か に 関係 部 署 に 報 
行う 態勢 を 整備 し て いる か 。 
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③ 苦情 等 の 解決 に 向け た 進捗 管理 を 適切 に 行い 、 長 期 未 済 案件 の 発生 を 防止 
する と と も に 、 未 済 案件 の 速やか な 解消 を 行う 態勢 を 整備 し て いる か 。 

④ 苦情 等 の 発生 状況 に 応じ 、 受 付 窓 口 に お ける 対応 の 充実 を 図る と と も に 、 
顧客 利便 に 配慮 し た アク セス 時 間 ・ ア クセ ス 手 段 (例え ば 、 電 話 、 手 紙 、F 
AX、e メ ー ル 等 ) を 設定 する 等 、 広 く 苦 情 等 を 受け 付け る 態勢 を 整備 し て 
いる か 。 ま た 、 こ れ ら 受付 窓口 、 申 出 の 方 式 等 に つい て 広く 公開 する と と も 
に 、 顧 客 の 多様 性 に 配慮 し つつ 分 か りや すく 周知 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 

⑤ 苦情 等 対処 に 当たっ て は 、 個 人 情報 に つい て 、 個 人 情報 の 保護 に 関す る 法 
律 そ の 他 の 法令 、 保 護法 ガイ ドラ イン 及び 金融 分 野 ガ イド ライ ン 等 に 沿っ た 
適切 な 取扱 い を 確保 す る た め の 態 勢 を 整備 し て いる か (II 一 3ー2 一 3 参 
照 ) 。 

⑥ 銀行 代理 業者 を 含め 、 業 務 の 外部 委託 先 が 行う 委託 業務 に 関す る 苦情 等 に 
つい て 、 銀 行 自身 へ の 直接 の 連絡 体制 を 設け る な ど 、 迅 速 か つ 適切 に 対処 す 
る た め の 態 勢 を 整備 し て いる か (II 一 3ー2 一 4 一 2 (1) ⑤、--5 一 2 
ー2 (9) 参照 ) 。 

⑦ 反 社 会 的 勢力 に よる 苦情 等 を 装っ た 圧力 に 対し て は 、 通 常 の 苦情 等 と 区 別 
し 、 断 固 た る 対応 を と る た め 関 係 部 署 に 速やか に 連絡 し 、 必 要 に 応じ 警察 等 
関係 機関 と の 連携 を 取っ た 上 で 、 適 切 に 対処 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 


(4 ) 顧客 へ の 対応 

① 苦情 等 へ の 対処 に つい て 、 単 に 処理 の 手続 の 問題 と 捉え る に と ど ま ら ず 事 
後 的 な 説明 態勢 の 問題 と し て 位置 付け 、 苦 情 等 の 内 容 に 応じ 顧客 か ら 事 情 を 
十分 に ヒア リン グ し つつ 、 可 能 な 限り 顧客 の 理解 と 納得 を 得 て 解 決する こと 
を 目指 し て いる か 。 

② 苦情 等 を 申し 出 た 顧客 に 対し 、 申 出 時 か ら 処 理 後 ま で 、 顧 客 特性 に も 配慮 
し つつ 、 必 要 に 応じ て 、 苦 情 等 対処 の 手続 の 進行 に 応じ た 適切 な 説明 (例え 
ば 、 苦 情 等 対処 手続 の 説明 、 申 出 を 受理 し た 旨 の 通知 、 進 捗 状況 の 説明 、 結 
果 の 説明 等 ) を 行う 態勢 を 整備 し て いる か 。 

③ 申出 の あっ た 苦情 等 に つい て 、 自 ら 対処 する ば か り で な く 、 苦 情 等 の 内 容 
や 顧客 の 要望 等 に 応じ て 適切 な 外部 機関 等 を 顧客 に 紹介 する と と も に 、 そ の 
票 準 的 な 手続 の 概要 等 の 情報 を 提供 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 

な お 、 複 数 ある 苦情 処理 ・ 紛 争 解決 の 手段 (金融 ADR 制 度 を 含む 。) は 
任意 に 選択 し うる も の で あり 、 外 部 機関 等 の 紹介 に 当たっ て は 、 顧 客 の 選択 
を 不当 に 制約 し て いな いか 留意 する こと と する 。 

④ 外部 機関 等 に お いて 苦情 等 対処 に 関す る 手続 が 係属 し て いる 間にあっ て も 、 
当該 手続 の 他方 当事者 で ある 顧客 に 対し 、 必 要 に 応じ 、 適 切な 対応 (一 般 的 
な 資料 の 提供 や 説明 な ど 顧 客 に 対し て 通常 行う 対応 等 ) を 行う 態勢 を 整備 し 
て いる か 。 
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(5 ) 情報 共有 ・ 業 務 改 善 等 

① 苦情 等 及び その 対処 結果 等 が 類型 化 の 上 で 内 部 管理 部 門 や 営業 部 門 に 報告 
され る と と も に 、 重 要 案 件 は 速やか に 監査 部 門 や 経営 陣 に 報告 され る な ど 、 
事案 に 応じ 必要 な 関係 者 間 で 情報 共有 が 図ら れる 態勢 を 整備 し て いる か 。 

② 苦情 等 の 内 容 及び 対処 結果 に つい て 、 自 ら 対 処し た も の に 加え 、 外 部 機関 
が 介在 し て 対処 し た も の を 含め 、 適 切 か つ 正 確 に 記録 ・ 保 存 し て いる か 。 ま 
た 、 こ れ ら の 苦情 等 の 内 容 及び 対処 結果 に つい て 、 指 定 ADR 機 関 より 提供 
され た 情報 等 も 活用 し つつ 、 分 析 し 、 そ の 分 析 結 果 を 継続 的 に 顧客 対応 ・ 事 
務 処 理 に つい て の 態勢 の 改善 や 苦情 等 の 再発 防止 策 ・ 未 然 防止 策 に 活用 する 
態勢 を 整備 し て いる か 。 

③ 苦情 等 対処 機能 の 実効 性 を 確保 する た め 、 検 査 ・ 監 査 等 の 内 部 けん 制 機能 
が 十分 発揮 され る よう 態勢 を 整備 し て いる か 。 

④ 苦情 等 対処 の 結果 を 業務 運営 に 反映 させ る 際 、 業 務 改 善 ・ 再 発 防止 等 必要 
な 措置 を 講じ る こと の 判断 並び に 苦情 等 対処 態勢 の 在り 方 に つい て の 検討 及 
び 継 続 的 な 見 直し に つい て 、 経 営 陣 が 指揮 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 


(6) 外部 機関 等 と の 関係 
① 苦情 等 の 迅速 な 解決 を 図る べく 、 外 部 機関 等 に 対し 適切 に 協力 する 態勢 を 
整備 し て いる か 。 
② 外部 機関 等 に 対し て 、 自 ら 紛 争 解決 手続 の 申立 て を 行う 際 、 自 ら の 手続 を 
十分 に 尽く さ ず に 安易 に 申立 て を 行う の で は な く 、 顧 客 か ら の 苦情 等 の 申出 
に 対し 、 十 分 な 対応 を 行い 、 か つ 申 立て の 必要 性 に つき 行内 で 適切 な 検討 を 
経る 態勢 を 整備 し て いる か 。 


ロー3—2-6-3 人 金融 ADR 制 度 へ の 対応 
ロー3—2—6—3—1 指定 紛争 解決 機関 (指定 ADR 機 関 ) が 存在 する 場合 
TTー3—2—6ー3ー1 一 1 意義 


顧客 保護 の 充実 及び 金融 商品 ・ サ ービス へ の 顧客 の 信頼 性 の 向上 を 図る た め に は 、 
銀行 と 顧客 と の 実質 的 な 平等 を 確保 し 、 中 立 ・ 公 正 か つ 実 効 的 に 苦情 等 の 解決 を 図 
る こと が 重要 で ある 。 そ こ で 、 金 融 ADR 制 度 に お いて 、 指 定 ADR 機 関 に よっ て 、 
専門 家 等 関与 の も と 、 第 三 者 的 立場 か ら の 苦情 処理 ・ 紛 争 解 決 が 行わ れる こと と さ 
れ て いる 。 

な お 、 金融 ADR 制 度 に お いて は 、 苦 情 処理 ・ 紛 争 解 決 へ の 対応 に つい て 、 主 に 
銀行 と 指定 ADR 機 関 と の 間 の 手続 実施 基本 契約 ( 法 第 2 条 第 25 項 ) に よっ て 規律 
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され て いる と ころ で ある 。 
銀行 に お いて は 、 指 定 ADR 機 関 に お いて 苦情 処理 ・ 紛 争 解決 を 行う 趣旨 を 踏ま 
えつ つ 、 手 続 実 施 基本 契約 で 規定 され る 義務 等 に 関し 、 適 切 に 対応 する 必要 が ある 。 


エモ 一 3ー2 ク ー6 一 3 一 1 一 2 主 な 着眼 点 


銀行 が 、 上 記 意 義 を 踏ま え 、 金 融 ADR 制 度 へ の 対応 に 当たり 、 業 務 の 規模 ・ 特 
性 に 応じ て 適切 か つ 実 効 性 ある 態勢 を 整備 し て いる か を 検証 する 。 そ の 際 、 機 械 
的 ・ 画 一 的 な 運用 に 陥ら な いよ う 配 慮 し つつ 、 例 えば 、 以 下 の 点 に 留意 する こと と 
する 。 

な お 、「I エ 一 3ー2 一 6 一 2 苦情 等 対処 に 関す る 内 部 管理 態勢 の 確立 」 に お ける 
留意 点 も 参照 する こと 。 


(1) 総論 
① 手続 実施 基本 契約 

イ . 自ら が 営む 銀行 業務 ( 法 第 2 条 第 21 項 で 定義 する 「 銀 行 業 務 」 を 指 
す 。) に つい て 、 指 定 ADR 機 関 と の 間 で 、 速 や か に 手続 実施 基本 契約 を 
締結 し て いる か 。 

また 、 例 えば 、 指 定 ADR 機 関 の 指定 取消 し や 新た な 指定 ADR 機 関 の 
設立 な どの 変動 が あっ た 場合 で あっ て も 、 顧 客 利 便 の 観点 か ら 最 善 の 策 を 
選択 し 、 速 や か に 必要 な 措置 (新た な 苦情 処理 措置 ・ 紛 争 解決 措置 の 実施 、 
手続 実施 基本 契約 の 締結 な ど ) を 講じ る と と も に 、 顧 客 へ 周知 する 等 の 適 
切な 対応 を 行っ て いる か 。 
ロ . 指定 ADR 機 関 と 締結 し た 手続 実施 基本 契約 の 内 容 を 誠実 に 履行 する 態 
勢 を 整備 し て いる か 。 

② 公表 ・ 周 知 ・ 顧 客 へ の 対応 

イ . 手続 実施 基本 契約 を 締結 し た 相手 方 で ある 指定 ADR 機 関 の 商 号 又 は 名 
称 、 及 び 連 絡 先 を 適切 に 公表 し て いる か 。 

公表 の 方 法 に つい て 、 例 えば 、 ホ ー ム ペー ジ へ の 掲載 、 ポ スタ ー の 店 頭 
掲示 パンフレット の 作成 ・ 配 布 又は マス メデ ィ ア を 通じ て の 広報 活動 等 、 
業務 の 規模 ・ 特 性 に 応じ た 措置 を と る こと が 必要 で ある 。 仮に 、 ホ ー ム ペ 
ー ジ に 掲載 し た と し て も 、 こ れ を 閲覧 で き な い 顧客 も 想定 され る 場合 に は 、 
その よう な 顧客 に も 配慮 する こと と し て いる か 。 

公表 する 際 は 、 顧 客 に と っ て 分 か りや すい よう に 表示 し て いる か (例え 
ば 、 ホ ー ム ペー ジ で 公表 する 場合 に お いて 、 顧 客 が 容易 に 金融 ADR 制 度 
の 利用 に 関す る ペー ジ に アク セス で きる よう な 表示 が 望ま し い 。) 。 
ロ . 手続 実施 基本 契約 も 踏ま そえ つつ 、 顧 客 に 対し 、 指 定 ADR 機 関 に よる 標 
準 的 な 手続 の フロ ー や 指定 ADR 機 関 の 利用 の 効果 (時 効 の 完成 猪 予 等 ) 
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等 必要 な 情報 の 周知 を 行う 態勢 を 整備 し て いる か 。 

ハ . 金融 商品 取引 業者 、 保 険 会 社 が 組成 し た 金融 商品 や 保険 商品 を 銀行 が 販 
売 す る 場合 、 当 該 商品 を 組成 し た 金融 商品 取引 業者 、 保 険 会 社 や 、 当 該 商 
品 を 販売 し た 銀行 と いっ た 、 業 態 の 異な る 複数 の 業者 が 関係 する こと に な 
る た め 、 顧 客 の 問題 意識 を 把握 し た 上 で 、 間 題 の 発生 原因 に 応じ た 適切 な 
指定 ADR 機 関 を 紹介 する な ど 、 丁 寧 な 対応 を 行っ て いる か 。 


( 注 ) 保険 商品 の 場合 、 銀 行 (保険 募集 人 ) に よる 販売 時 の 説明 等 の 問題 
で あっ て も 、 所 属 保険 会 社 等 は 、 保 険 業法 第 283 条 第 1 項 の 規定 に よ 
り 保険 募集 人 が 保険 募集 に つい て 保険 契約 者 に 加え た 損害 を 賠償 する 
責任 を 負う ( 同 条 第 2 項 に 掲げ る 場合 を 除く 。) と され て いる こと か 
ら 、 顧 客 は 、 銀 行 が 手続 実施 基本 契約 を 締結 する 指定 ADR 機 関 の み 
な ら ず 、 保 険 会 社 が 手続 実施 基本 契約 を 締結 する 指定 A DR 機関 に 対 
し て も 、 原 則 と し て 申立 て を 行う こと が で きる こと に 留意 する 。 


(2) 苦情 処理 手続 ・ 紛 争 解 決 手続 に つい て の 留意 事項 
銀行 が 手続 実施 基本 契約 に より 手続 応 諾 ・ 資 料 提出 ・ 特 別 調停 案 尊 重 等 の 各 
義務 を 負担 する こと を 踏ま え 、 検 証 に 当たっ て は 、 例 えば 、 以 下 の 点 に 留意 す 
る こと と する 。 
① 共通 事項 

イ . 指定 ADR 機 関 か ら 手 続 応 諾 ・ 資 料 提出 等 の 求め が あっ た 場合 、 正 当 な 
理由 が な い 限 り 、 速 や か に これ に 応じ る 態勢 を 整備 し て いる か 。 

ロ . 指定 ADR 機 関 か ら の 手続 応 諾 ・ 資 料 提出 等 の 求め に 対し 拒絶 する 場合 、 
苦情 ・ 紛 争 の 原因 と な っ た 部 署 の み が 安 易 に 判断 し 拒絶 する の で は な く 、 
その 判断 (正当 な 理由 ) に つい て 、 組 織 と し て 適切 に 検討 を 実施 する 態勢 
を 整備 し て いる か 。 ま た 、 可 能 な 限り 、 そ の 理由 (正当 な 理由 ) に つい て 
説明 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 

② 紛争 解決 手続 へ の 対応 

イ . 紛争 解決 委員 か ら 和 解 案 の 受諾 勧告 又は 特別 調停 案 の 提示 が され た 場合 、 
速やか に 受諾 の 可否 を 判断 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 

ロ . 和解 案 又 は 特別 調停 案 を 受諾 し た 場合 、 担 当 部 署 に お いて 速やか に 対応 
する と と も に 、 そ の 履行 状況 等 を 検査 ・ 監 査 部 門 等 が 事後 検証 する 態勢 を 
整備 し て いる か 。 

ハ . 和解 案 又は 特別 調停 案 の 受 諾 を 拒絶 する 場合 、 業 務 規 程 ( 法 第 52 条 の 
67 第 1 項 ) 等 を 踏ま は え 、 速 や か に その 理由 を 説明 する と と も に 、 訴 訟 提起 
等 の 必要 な 対応 を 行う 態勢 を 整備 し て いる か 。 


エモ 一 は ー2 ク 一 6 一 3 一 2 指定 ADR 機 関 が 存在 し な い 場 合 
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エモ 一 3ー2ー6 一 3 一 2ー1 意義 


金融 ADR 制 度 に お いて は 、 指 定 ADR 機 関 が 存 在 し な い 場 合 に お いて も 、 代 わ 
り に 苦情 処理 措置 ・ 紛 争 解決 措置 を 講ず る こと が 法令 上 求め られ て いる 。 銀行 に お 
いて は 、 こ れ ら の 措置 を 適切 に 実施 し 、 金 融 商品 ・ サ ービス に 関す る 苦情 ・ 紛 争 を 
簡易 ・ 迅 速 に 解決 する こと に より 、 顧 客 保護 の 充実 を 確保 し 、 金 融 商品 ・ サ ービス 
へ の 顧客 の 信頼 性 の 向上 に 努め る 必要 が ある 。 


エモ 一 3ー2 ク ー6 一 3 一 2ー2 主 な 着眼 点 


銀行 が 、 苦 情 処理 措置 ・ 紛 争 解決 措置 を 講じ る 場合 、 金 融 ADR 制 度 の 趣旨 を 踏 
まえ 、 顧 客 か ら の 苦情 ・ 紛 争 の 申出 に 関し 、 業 務 の 規模 ・ 本 
する 態勢 を 整備 し て いる か を 検証 する 。 そ の 際 、 機 械 的 ・ 画 一 的 な 運用 に 陥ら な い 
よう 配慮 し つつ 、 例 えば 、 以 下 の 点 に 留意 する こ 2 

な お 、「I エ 一 3ー2 一 6 一 2 苦情 等 対処 に 関す る 内 部 管理 態勢 の 確立 」 に お ける 
留意 点 も 参照 する こと 。 


(1) 総論 
① 苦情 処理 措置 ・ 紛 争 解決 措置 の 選択 
イ . 自ら が 営む 銀行 業務 の 内 容 、 苦 情 等 の 発生 状況 及び 営業 地域 等 を 踏ま え 

て 、 法 令 で 規定 され て いる 以下 の 各 事 項 の うち の 一 つ 又 は 複数 を 苦情 処理 
措置 ・ 紛 争 解決 措置 と し て 適切 に 選択 し て いる か 。 な お 、 そ の 際 は 、 例 え 
ば 、 顧 客 が 苦情 ・ 紛 争 を 申し 出る に 当たり 、 顧 客 に と っ て 地理 的 に アク セ 
ス し や すい 環境 を 整備 する な ど 、 顧 客 の 利便 の 向上 に 資す る よう な 取組 み 
を 行う こと が 望ま し い 。 

苦情 処理 措置 

苦情 処理 に 従事 する 従業 員 へ の 助言 ・ 指 導 を 一 定 の 経験 を 有する 消 

費 生活 専門 相談 員 等 に 行わ せる こと 

自 行 で 業務 運営 体制 ・ 社 内 規則 を 整備 し 、 公 表 等 する こと 

金融 商品 取引 業 協 会 、 認 定 投資 者 保護 団体 を 利用 する こと 

国民 生活 セン ター、 消 費 生 活 セ ンタ ー を 利用 する こと 

他 の 業態 の 指定 A DR 機関 を 利用 する こと 

苦情 処理 業務 を 公正 か つ 的 確 に 遂行 で きる 法人 を 利用 する こと 

b. 紛争 解決 措置 

裁判 外 紛争 解決 手続 の 利用 の 促進 に 関す る 法律 に 定め る 認証 紛争 解 

決 手 続 を 利用 する こと 
金融 商品 取引 業 協 会 、 認 定 投資 者 保護 団体 を 利用 する こと 
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弁護 士 会 を 利用 する こと 
国民 生活 セン ター、 消 費 生 活 セ ンタ ー を 利用 する こと 
他 の 業態 の 指定 ADR 機 関 を 利用 する こと 
・ 紛争 解決 業務 を 公正 か つ 的 確 に 遂行 で きる 法人 を 利用 する こと 

ロ . 苦情 ・ 紛 争 の 処理 状況 等 の モニ タリ ング 等 を 継続 的 に 行い 、 必 要 に 応じ 、 
苦情 処理 措置 ・ 紛 争 解決 措置 に つい て 検討 及び 見 直し を 行う 態勢 を 整備 し 
て いる か 。 

ハ . 苦情 処理 業務 ・ 紛 争 解決 業務 を 公正 か つ 的 確 に 遂行 で きる 法人 を 利用 す 
る 場合 、 当 該 法 人 が 苦情 処理 業務 ・ 紛 争 解決 業務 を 公正 か つ 的 確 に 遂行 す 
る に 足り る 経理 的 基礎 及び 人 的 構成 を 有する 法人 で ある こと (施行 規則 第 
13 条 の 8 第 1 項 第 5 号 、 同 条 第 2 項 第 5 号 ) に つい て 、 相 当 の 資料 等 に 基 
づい て 、 合理 的 に 判断 し て いる か 。 

ニニ . 外部 機関 を 利用 する 場合 、 必 ず し も 当該 外部 機関 と の 間 に お いて 業務 委 
託 契 約 等 の 締結 まで は 求め られ て いな い が 、 標 準 的 な 手続 の フロ ー や 、 費 
用 負担 に 関す る 事項 等 に つい て 予め 取決め を 行っ て お く こ と が 望ま し い 。 

ホホ . 外部 機関 の 手続 を 利用 する 際 に 費用 が 発生 する 場合 に つい て 、 顧 客 の 費 
用 負担 が 過大 と な ら な いよ うな 措置 を 講じ る 等 、 苦 情 処 理 ・ 紛 争 解決 の 申 
立て の 障害 と な ら な いよ うな 措置 を 講じ て いる か 。 

② 運用 
苦情 処理 措置 ・ 紛 争 解 決 措置 の 適用 範囲 を 過度 に 限定 的 な も の と する な ど 、 

不適 切な 運用 を 行っ て いな いか 。 な お 、 苦 情 処理 措置 と 紛争 解決 措置 と の 間 

で 適切 な 連携 を 確保 し て いる か に つい て も 留意 する (「I エ 一 3ー2 一 6 一 1 
(2) 対象 範囲 」 参 照 ) 。 


(2) 苦情 処理 措置 ( 自 行 で 態勢 整備 を 行う 場合 ) に つい て の 留意 事項 
① 消費 生活 専門 相談 員 等 に よる 従業 員 へ の 助言 ・ 指 導 態 勢 を 整備 する 場合 
イ . 定期 的 に 消費 生活 専門 相談 員 等 に よる 研修 を 実施 する 等 、 苦 情 処理 に 従 
事 する 従業 員 の スキ ル を 向上 させ る 態勢 を 整備 し て いる か 。 
ロ . 消費 生活 専門 相談 員 等 と の 連絡 体制 を 築く 等 、 個 別 事 案 の 処 理 に 関し 、 
必要 に 応じ 、 消 費 生 活 専 門 相 談 員 等 の 専門 知識 ・ 経 験 を 活用 する 態勢 を 整 
備 し て いる か 。 
② 自 行 で 業務 運営 体制 ・ 社 内 規則 を 整備 する 場合 
イ . 苦情 の 発生 状況 に 応じ 、 業 務 運 営 体制 及び 社内 規則 を 適切 に 整備 する と 
と も に 、 当 該 体制 ・ 規 則 に 基づき 公 正 か つ 的 確 に 苦情 処理 を 行う 態勢 を 整 
備 し て いる か 。 
ロ . 苦情 の 申出 先 を 顧客 に 適切 に 周知 する と と も に 、 苦 情 処 理 に か か る 業務 
運営 体制 及び 社内 規則 を 適切 に 公表 し て いる か 。 
周知 ・ 公 表 の 内 容 と し て 、 必 ず し も 社内 規則 の 全文 を 公表 する 必要 は な 
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いも の の 、 顧 客 が 、 苦 情 処理 が 適切 な 手続 に 則っ て 行わ れ て いる か どう か 
自ら 確認 で きる よう に する た め 、 苦 情 処理 に お ける 連絡 先 及 び 標 準 的 な 業 
務 フ ロー 等 を 明確 に 示す こと が 重要 で ある こと か ら 、 そ れ に 関連 する 部 分 
を 公表 し て いる か に 留意 する 必要 が ある 。 

な お 、 周 知 ・ 公 表 の 方 法 に つい て 、 エ 一 は ー2ー6 一 3ー1 一 2 (1) ② 
を 参照 の こと 。 


(3) 苦情 処理 措置 (外部 機関 を 利用 する 場合 ) 及び 紛争 解決 措置 の 留意 事項 

① 周知 ・ 公 表 等 

イ . 銀行 が 外部 機関 を 利用 し て いる 場合 、 顧 客 保護 の 観点 か ら 、 例 えば 、 顧 
客 が 苦情 ・ 紛 争 を 申し 出る に 当たり 、 外 部 機関 を 利用 で きる こと や 、 外 部 
機関 の 名 称 及 び 連 絡 先 、 そ の 利用 方 法 等 、 外 部 機関 に 関す る 情報 に つい て 、 
顧客 に と っ て 分 か りや すい よう に 、 周 知 ・ 公 表 を 行う こと が 望ま し い 。 

ロ . 苦情 処理 ・ 紛 争 解決 の 申立 て が 、 地 理 又 は 苦情 ・ 紛 争 内 容 そ の 他 の 事由 
に より 、 顧 客 に 紹介 し た 外部 機関 の 取扱 範囲 外 の も の で ある と き 、 又 は 他 
の 外部 機関 等 (苦情 処理 措置 ・ 紛 争 解決 措置 と し て 銀行 が 利用 し て いる 外 
部 機関 に 限ら な い 。) に よる 取扱 い が ふ さわ し いと き は 、 他 の 外部 機関 等 
を 顧客 に 紹介 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 

ハ . 金融 商品 取引 業者 、 保 険 会 社 が 組成 し た 金融 商品 や 保険 商品 を 銀行 が 販 
売 す る 場合 に つい て は 、 エ 一 3ー2ー6 一 3ー1 一 2 (1) ② ハ . を 参照 
する こと 。 


② 手続 へ の 対応 

イ . 外部 機関 か ら 苦情 処理 ・ 紛 争 解決 の 手続 へ の 応 諾 、 事 実 関係 の 調査 又は 
関係 資料 の 提出 等 を 要請 され た 場合 、 当 該 外 部 機関 の 規則 等 も 踏ま えつ つ 、 
速やか に これ に 応じ る 態勢 を 整備 し て いる か 。 

ロ . 苦情 処理 ・ 紛 争 解決 の 手続 へ の 応 諾 、 事 実 関係 の 調査 又は 関係 資料 の 提 
供 等 の 要請 を 拒絶 する 場合 、 苦 情 ・ 紛 争 の 原因 と な っ た 部 署 の み が 安 易 に 
判断 し 拒絶 する の で は な く 、 苦 情 ・ 紛 争 内 容 、 事 実 ・ 資 料 の 性 質 及 び 外 部 
機関 の 規則 等 を 踏ま えて 、 組 織 と し て 適切 に 検討 を 実施 する 態勢 を 整備 し 
て いる か 。 

また 、 当 該 外部 機関 の 規則 等 も る 踏ま えつ つ 、 可 能 な 限り 拒絶 の 理由 に つ 
いて 説明 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 

ハ . 紛争 解決 の 手続 を 開始 し た 外部 機関 か ら 和 解 案 、 あ っ せん 案 等 の 解決 案 
(以下 、「 解 決 案 」 と いう 。) が 提示 され た 場合 、 当 該 外 部 機関 の 規則 等 
も 踏ま そえ つつ 、 速 や か に 受諾 の 可否 を 判断 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 

ニ . 解決 案 を 受諾 し た 場合 、 担 当 部 署 に お いて 速やか に 対応 する と と も に 、 
その 履行 状況 等 を 検査 ・ 監 査 部 門 等 が 事後 検証 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 


101 


ホホ . 解決 案 の 受 諾 を 拒絶 する 場合 、 当 該 外 部 機関 の 規則 等 も 踏ま えつ つ 、 速 
や か に その 理由 を 説明 する と と も に 、 必 要 な 対応 を 行う 態勢 を 整備 し て い 
る か 。 


エ 一 3ー2 ク ー6 一 4 各種 書面 へ の 記載 


銀行 は 、 各 種 書面 (預金 者 等 に 対す る 情報 の 提供 、 契 約 締結 前 交付 書面 等 ) に お 
いて 金融 ADR 制 度 へ の 対応 内 容 を 記載 する こと が 、 法 令 上 、 義 務 付 けら れ て いる 。 
それ ら 書 面 に は 、 指 定 ADR 機 関 が 存 在 し な い 場 合 は 苦情 処理 措置 ・ 紛 争 解 決 措置 
の 内 容 を 記載 する 必要 が ある が 、 例 えば 、 銀 行 が 外部 機関 を 利用 し て いる 場合 、 当 
該 外部 機関 (苦情 処理 ・ 紛 争 解 決 に か か る 業務 の 一 部 を 他 の 機関 に 委託 等 し て いる 
場合 、 当 該 他 の 機関 も 含む 。) の 名 称 及 び 連 絡 先 な ど 、 実 態 に 肥 し て 適切 な 事項 を 
記載 する べき こと に 留意 する 。 


由 一 3ー2 一 6 一 5 行政 上 の 対応 


金融 A DR 制度 へ の 対応 を 含む 苦情 等 対処 態勢 が 構築 され 機能 し て いる か どう か 
は 、 顧 客 保護 ・ 銀 行 へ の 信頼 性 確保 の 観点 も 含め 、 銀 行 の 健全 か つ 適 切な 業務 運営 
の 基本 に か か わる こと か ら 、 関 係 する 内 部 管理 態勢 は 高い 実効 性 が 求め られ る 。 

当局 と し て は 、 銀 行 の 対応 を 全体 的 ・ 継 続 的 に みて 、 業 務 の 健全 か つ 適 切な 運営 
を 確保 する た め 問 題 が ある と 認め られ る 場合 は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基づき 報 
告 を 求め 、 ま た 、 重 大 な 問題 が あめ る と 認め られ る 場合 は 、 法 第 26 条 に 基づく 業務 改 
立命 令 の 発出 を 検討 する も の と する 。 更 に 、 重 大 ・ 悪 質 な 法令 等 違反 行為 が 認め ら 
れる 等 の 場合 に は 、 業 務 停 止 命 令 等 の 発出 も 含め 、 必 要 な 行政 処分 を 検討 する も の 
と する 。 

この 点 、 指 定 ADR 機 関 が 存 在 す る 場合 に お いて 、 銀 行 に 手続 応 諾 義務 等 へ の 違 
反 ・ 帳 怠 等 の 問題 が 認め られ た 場合 で あっ て も 、 一 義 的 に は 銀行 と 指定 ADR 機 関 
と の 手続 実施 基本 契約 に か か る 不履行 で ある た め 、 直 ち に 行政 処分 の 対象 と な る も 
の で は な く 、 当 局 と し て は 、 前 述 の よう に 、 銀 行 の 対応 を 全体 的 ・ 継 続 的 に みて 判 
断 を 行う も の と する 。 

な お 、 一 般 に 顧客 と 銀行 と の 間 で 生じ る 個別 の 紛争 は 、 私 法 上 の 契約 に 係る 問題 
で あり 、 基 本 的 に ADR や 司法 の 場 を 含め 当事者 間 で 解決 され る べき 事柄 で ある こ 
と に 留意 する 必要 が ある 。 
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エエ 一 3ー3 事務 リス ク 
I エ 一 3ー3 一 1 意義 


事務 リス ク と は 、 銀 行 の 役職 員 が 正確 な 事務 を 怠る 、 あ る い は 事故 ・ 不 正 等 を 起こ 
すこ と に より 、 銀 行 が 損失 を 被る リスク を いう が 、 銀 行 は 当該 リス ク に 係る 役職 員 の 
人 事 管 理 を 含む 内 部 管理 態勢 を 適切 に 整備 し 、 業 務 の 健全 か つ 適 切な 運営 に より 信頼 


性 の 確保 に 努め る 必要 が ある 。 
エー3—3—2 主 な 着眼 点 


( 1) 事務 リス ク 管 理 態勢 
① 全て の 業務 に 事務 リス ク が 所 在 し て いる こと を 理解 し 、 適 切な 事務 リス ク 管 
理 態勢 が 整備 され て いる か 。 
② 事務 リス ク を 軽減 する こと の 重要 性 を 認識 し 、 事 務 リ スク 軽減 の た め の 具 体 


的 な 方 策 を 講じ て いる か 。 

③ 事務 部 門 は 、 十 分 に けん 制 機能 が 発揮 され る よう 体制 が 整備 され て いる か 。 
また 、 事 務 に 係る 諸 規 定 が 明確 に 定め られ て いる か 。 

④ 取引 時 確認 事務 、 疑 わし い 取引 の 届出 事務 等 の 重要 な 法務 コン プラ イア ン 
ス 問 題 を 、 単 な る 事務 処理 の 問題 と 捉え る に と ど ま ら ず 、 全 行 的 な 法務 コン 
プラ イア ンス の 問題 と し て の 処理 を 行っ て いる か 。 


(2) 内 部 監査 態勢 
内 部 監査 部 門 は 、 事 務 リ スク 管理 態勢 を 監査 する た め 、 内 部 監査 を 適切 に 実施 
し て いる か 。 

(3) 営業 店 の リス ク 管 理 態 勢 
事務 部 門 は 、 営 業 店 に お ける 事務 リス ク 管 理 態 勢 を チェ ッ ク す る 措置 を 講じ て 
いる か 。 

一 3ー3 一 3 監督 手法 ・ 対 応 

検査 結果 、 不 祥 事 件 等 届出 書 等 に より 、 事 務 リ スク の 管理 態勢 に 問題 が ある と 認め 


られ る 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 重 大 な 問題 が ある と 認 
め ら れる 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する 等 の 対応 を 行う も の と 


する 。 


ロー3—4 シス テム リス ク 
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エモ 一 ーー4ー]1 シス テム リス ク 


シス テム リス ク と は 、 コ ンピュータ シス テム の ダウ ン 又 は 誤 作 動 等 の シス テム の 
不備 等 に 伴い 、 顧 客 や 銀行 が 損失 を 被る リス ク や コン ピュ ー タ が 不正 に 使用 され る 
こと に より 顧客 や 銀行 が 損失 を 被る リス ク を いう が 、 銀 行 の 経営 再編 に 伴う シス テ 
ム 統 合 や 新 商品 ・ サ ービス の 拡大 等 に 伴い 、 銀 行 の 情報 シス テム は 一 段 と 高度 化 ・ 
複雑 化し 、 さ ら に コン ピュ ー タ の ネッ トワ ー ク 化 の 拡大 に 伴い 、 重 要 情 報 に 対す る 
不正 な アク セス 、 漏 えい 等 の リス ク が 大 きく な っ て いる 。 シ ステ ム が 安全 か つ 安 定 
的 に 稼動 する こと は 決済 シス テム 及び 銀行 に 対す る 信頼 性 を 確保 する た め の 大 前 提 
で あり 、 シ ステ ムリ スク 管理 態勢 の 充実 強化 は 極め て 重要 で ある 。 

他方 、 金 融 機関 の IT 戦略 は 、 近 年 の 金融 を 巡る 環境 変化 も 勘案 する と 、 今 や 金融 
機関 の ビジ ネス モデ ル を 左右 する 重要 課題 と な っ て お り 、 金融 機 関 に お いて 経営 戦 
略 を IT 戦略 と 一 体 的 に 考え て いく 必要 性 が 増し て いる 。 こ うし た 観点 か ら 、 経 営 者 
が リー ダー シッ プ を 発揮 し 、IT と 経営 戦略 を 連携 させ 、 企 業 価値 の 創出 を 実現 する 
た め の 仕 組み で ある 「IT ガバ ナン ス 」 が 適切 に 機能 する こと が 極め て 重要 と な っ て 
いる 。 

また 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に より 新た な 日 常に 移行 し て いく 中 、 業 
務 継 続 及 び 生 産 性 向上 の 観点 か ら 、 金融 機関 内 の 連絡 手段 や 顧客 と の 日 常 的 ・ 継 続 
的 な 接触 手段 と し て 、 情 報 セ キュ リティ の 確保 を 踏ま は えた 上 で の 電子 メー ル 等 の 情 
報 通信 基盤 の 整備 も 不可 欠 と な る 。 


(参考 ) 金融 機関 の IT ガバ ナン ス に 関す る 対話 の た め の 論 点 ・ プ ラク ティ ス の 整理 
( 令 和 元 年 6 月) 。 


エモ 一 3ー4ー1 一 2 主 な 着眼 点 


(1) シス テム リス ク に 対す る 認識 等 
① シス テム リス ク に つい て 代表 取締 役 を は じ め 、 役 職員 が その 重要 性 を 十分 
認識 し 、 定 期 的 な レビ ュー を 行う と と も に 、 全 行 的 な リス ク 管 理 の 基本 方 針 
が 策定 され て いる か 。 
② 代表 取締 役 は 、 シ ステ ム 障 害 や サイ バー セキ ュ リ ティ 事案 (以下 「 シ ステ 
ム 障 害 等 」 と いう 。) の 未然 防止 と 発生 時 の 迅速 な 復旧 対応 に つい て 、 経 営 
上 の 重大 な 課題 と 認識 し 、 熊 勢 を 整備 し て いる か 。 


( 注 ) サイ バー セキ ュ リ ティ 事案 と は 、 情 報 通 信 ネ ットワーク や 情報 シス テム 
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等 の 悪用 に より 、 サ イ バ ー 空 間 を 経由 し て 行わ れる 不正 侵入 、 情 報 の 禄 取 、 
改ざん や 破壊 、 情 報 シ ステ ム の 作動 停止 や 誤 作 動 、 不 正 プ ログ ラム の 実行 
や DDoS 攻撃 等 の 、 い わ ゆ る 「 サ イ バ ー 攻 撃 」 に より 、 サ イ バ ー セ キュ リ テ 
ィ が 脅かさ れる 事案 を いう 。 


③ 取締 役 会 は 、 シ ステ ムリ スク の 重要 性 を 十分 に 認識 し た 上 で 、 シ ステ ム を 
統括 管理 する 役員 を 定め て いる か 。 な お 、 シ ステ ム 統 括 役員 は 、 シ ステ ム に 
関す る 十分 な 知識 ・ 経 験 を 有 し 業務 を 適切 に 遂行 で きる 者 で ある こと が 望ま 
し い 。 

④ 代表 取締 役 及び 取締 役 (指名 委員 会 等 設置 会 社 に あっ て は 執行 役 ) は 、 シ 
ステ ム 障 害 等 発生 の 危機 時 に お いて 、 果 た すべ き 責 任 や と る べき 対応 に つい 
て 具体 的 に 定め て いる か 。 

また 、 自 ら が 指揮 を 執る 訓練 を 行い 、 そ の 実効 性 を 確保 し て いる か 。 


(2) シス テム リス ク 管 理 態 勢 

① 取締 役 会 は 、 コ ンピュータ シス テム の ネッ トワ ー ク 化 の 進展 等 に より 、 リ 
スク が 顕在 化し た 場合 、 そ の 影響 が 連鎖 し 、 広 域 化 ・ 深 刻 化す る 傾向 に ある 
な ど 、 経 営 に 重大 な 影響 を 与え る 可能 性 が ある と いう こと を 十分 踏ま そえ 、 リ 
スク 管理 態勢 を 整備 し て いる か 。 

② シス テム リス ク 管 理 の 基本 方 針 が 定め られ て いる か 。 シ ステ ムリ スク 管理 
の 基本 方 針 に は 、 セ キュ リティ ポリ シー (組織 の 情報 資産 を 適切 に 保護 する 
た め の 基 本 方 針 ) 及び 外部 委託 先 に 関す る 方 針 が 含ま れ て いる か 。 

③ シス テム リス ク 管 理 態勢 の 整備 に 当たっ て は 、 そ の 内 容 に つい て 客観 的 な 
水準 が 判定 で きる も の を 根拠 と し て いる か 。 
また 、 シ ステ ムリ スク 管理 態勢 に つい て は 、 シ ステ ム 障 害 等 の 把握 ・ 分 析 、 
リス ク 管 理 の 実施 結果 や 技術 進展 等 に 応じ て 、 不 断 に 見 直し を 実施 し て いる 
か 。 


(3) シス テム リス ク 評 価 

① シス テム リス ク 管 理 部 門 は 、 顧 客 チ ャ ネル の 多様 化 に よる 大 量 取引 の 発生 
や 、 ネ ットワーク の 拡充 に よる シス テム 障害 等 の 影響 の 複雑 化 ・ 広 範 化 な ど 、 
外部 環境 の 変化 に より リス ク が 多様 化し て いる こと を 踏ま え 、 定 期 的 に 又は 
適時 に リス ク を 認識 ・ 評 価 し て いる か 。 

また 、 洗 い 出し た リス ク に 対し 、 十 分 な 対応 策 を 講じ て いる か 。 

② シス テム リス ク 管 理 部 門 は 、 例 えば 1 口座 当たり の 未 記帳 取引 明細 の 保有 
可能 件 数 な どの シス テム の 制限 値 を 把握 ・ 管 理 し 、 制 限 値 を 超え た 場合 の シ 
ステ ム 面 ・ 事 務 面 の 対応 策 を 検討 し て いる か 。 

③ 商品 開発 の 担当 部 門 は 、 新 商品 の 導入 時 又は 商品 内 容 の 変更 時 に 、 シ ステ 
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ムリ スク 管理 部 門 と 連携 する と と も に 、 シ ステ ムリ スク 管理 部 門 は 、 シ ステ 
ム 開 発 の 有無 に か か わら ず 、 関 連 す る シス テム の 評価 を 実施 し て いる か 。 


(4 ) 情報 セキ ュ リ ティ 管理 
① 情報 資産 を 適切 に 管理 する た め に 方 針 の 策定 、 組 織 体制 の 整備 、 社 内 規程 
の 策定 、 内 部 管理 態勢 の 整備 を 図っ て いる か 。 ま た 、 他 社 に お ける 不正 ・ 不 
祥 事件 も 参考 に 、 情 報 セ キュ リティ 管理 態勢 の PDCA サイ クル に よる 継続 的 な 
改善 を 図っ て いる か 。 
② 情報 の 機密 性 、 完 全 性 、 可 用 性 を 維持 する た め に 、 情 報 セ キュ リティ に 係 
る 管理 者 を 定め 、 そ の 役割 ・ 責 任 を 明確 に し た 上 で 、 管 理 し て いる か 。 ま た 、 
管理 者 は 、 シ ステ ム 、 デ ー タ 、 ネ ットワーク 管理 上 の セキ ュ リ ティ に 関す る 
こと に つい て 統括 し て いる か 。 
③ コン ピュ ー タ シス テム の 不正 使用 防止 対策 、 不 正 ア クセ ス 防 止 対策 、 コ ン 
ビュ ー タ ウィ ルス 等 の 不正 プロ グラ ム の 侵入 防止 対策 等 を 実施 し て いる か 。 
④ 金融 機関 が 責任 を 負う べき 顧客 の 重要 情報 を 網羅 的 に 洗い 出し 、 把 握 、 管 
理 し て いる か 。 
顧客 の 重要 情報 の 洗い 出し に あたっ て は 、 業 務 、 シ ステ ム 、 外 部 委託 先 を 
対象 範囲 と し 、 例 えば 、 以 下 の よ うな デー タ を 洗い 出し の 対象 範囲 と し て い 
る か 。 
・ 通 常 の 業務 で は 使用 し な い シ ステ ム 領 域 に 格納 され た デー タ 
・ 障害 解 析 の た め に シス テム か ら 出 力 さ れ た 障害 解析 用 デー タ 
・ATM (店 舗 外 含む ) 等 に 保存 され て いる 取引 ログ 等 
⑤ 洗い 出し た 顧客 の 重要 情報 に つい て 、 重 要 度 判定 や リス ク 評 価 を 実施 し て 
いる か 。 
また 、 そ れ ぞ れ の 重要 度 や リス ク に 応じ 、 以 下 の よ うな 情報 管理 ルー ル を 
策定 し て いる か 。 
・ 情 報 の 暗号 化 、 マ スキ ング の ルー ル 
・ 情 報 を 利用 する 際 の 利用 ルー ル 
・ 記録 媒体 等 の 取扱 い ル ー ル 等 
⑥ 顧客 の 重要 情報 に つい て 、 以 下 の よ うな 不正 アク セス 、 不 正 情報 取得 、 情 
報 漏えい 等 を 牽制 、 防 止 する 仕組 み を 導入 し て いる か 。 
・ 職 員 の 権限 に 応じ て 必要 な 範囲 に 限定 され た アク セス 権限 の 付与 
・ ア クセ ス 記 録 の 保存 、 検 証 
・ 開発 担当 者 と 運用 担当 者 の 分 離 、 管 理 者 と 担当 者 の 分 離 等 の 相互 牽制 体制 
等 
⑦ 機密 情報 に つい て 、 暗 号 化 や マス キン グ 等 の 管理 ルー ル を 定め て いる か 。 
また 、 暗 号 化 プ ログ ラム 、 暗 号 鍵 、 暗 号 化 プロ グラ ム の 設計 書 等 の 管理 に 関 
する ルー ル を 定め て いる か 。 
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な お 、「 機 密 情 報 」 と は 、 暗 証 番 号 、 パ スワ ー ド 、 ク レジ ッ ト カ ー ド 情報 
等 、 顧 客 に 損失 が 発生 する 可能 性 の ある 情報 を いう 。 

⑧ 機密 情報 の 保有 ・ 廃 棄 、 ア クセ ス 制 限 、 外 部 持ち 出し 等 に つい て 、 業 務 上 
の 必要 性 を 十分 に 検討 し 、 よ り 厳 格 な 取扱 い を し て いる か 。 

⑨ 情報 資産 に つい て 、 管 理 ル ー ル 等 に 基づい て 適切 に 管理 され て いる こと を 
定期 的 に モニ タリ ング し 、 管 理 態勢 を 継続 的 に 見 直し て いる か 。 

⑩ セキ ュ リ ティ 意識 の 向上 を 図る た め 、 全 役職 員 に 対す る セキ ュ リ ティ 教育 
(外部 委託 先 に お ける セキ ュ リ ティ 教育 を 含む ) を 行っ て いる か 。 


(5) サイ バー セキ ュ リ ティ 管理 

① サイ バー セキ ュ リ ティ に つい て 、 取 締 役 会 等 は 、 サ イ バ ー 攻 撃 が 高度 化 ・ 
巧妙 化し て いる こと を 踏ま え 、 サ イ バ ー セ キュ リティ の 重要 性 を 認識 し 必要 
な 態勢 を 整備 し て いる か 。 

② サイ バー セキ ュ リ ティ に つい て 、 組 織 体 制 の 整備 、 社 内 規程 の 策定 の ほか 、 
以下 の よう な サイ バー セキ ュ リ ティ 管理 態勢 の 整備 を 図っ て いる か 。 
・ サイバー 攻撃 に 対す る 監視 体制 
・ サ イ バ ー 攻 撃 を 受け た 際 の 報告 及び 広報 体制 
・ 組 織 内 CSIRT (Computer Security Incident Response Team) 等 の 緊急 時 対 
応 及 び 早 期 警戒 の た め の 体 制 
・ 情報 共有 機関 等 を 通じ た 情報 収集 ・ 共 有 体 制 等 

③ サイ バー 攻撃 に 備え 、 入 口 対 策 、 内 部 対策 、 出 口 対策 と いっ た 多段 階 の サ 
イ バ ー セ キュ リティ 対策 を 組み 合わ せ た 多 層 防 御 を 講じ て いる か 。 
・ 入 口 対 策 (例え ば 、 フ ァ イ ア ウォ ー ル の 設置 、 抗 ウィ ルス ソフ ト の 導入 、 
不正 侵入 検知 シス テム ・ 不 正 侵入 防止 シス テム の 導入 等 ) 
・ 内 部 対策 (例え ば 、 特 権 ID・ パ スワ ー ド の 適切 な 管理 、 不 要 な ID の 削除 、 
特定 コマ ンド の 実行 監視 等 ) 
・ 出 口 対策 (例え ば 、 通 信 ロ グ ・ イ ベン トロ グ 等 の 取得 と 分 析 、 不 適切 な 通 
信 の 検知 ・ 遮 断 等 ) 

@④ サイ バー 攻撃 を 受け た 場合 に 被害 の 拡大 を 防止 する た め に 、 以 下 の よ うな 
措置 を 講じ て いる か 。 
・ 攻 撃 元 の IP アド レス の 特定 と 遮断 
・DDoS 攻撃 に 対し て 自動 的 に アク セス を 分 散 さ せる 機能 
・ シ ステ ム の 全部 又は 一 部 の 一 時 的 停止 等 

⑤ シス テム の 脆弱 性 に つい て 、0S の 最新 化 や セキ ュ リ ティ パッ チ の 適用 な ど 
必要 な 対策 を 適時 に 講じ て いる か 。 

⑥ サイ バー セキ ュ リ ティ に つい て 、 ネ ットワーク へ の 侵入 検査 や 脆弱 性 診 上 
等 を 活用 する な ど 、 セ キュ リティ 水準 の 定期 的 な 評価 を 実施 し 、 セ キュ リ テ 
ィ 対策 の 向上 を 図っ て いる か 。 
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⑦ イン ター ネッ ト 等 の 通信 手段 を 利用 し た 非 対 面 の 取引 を 行う 場合 に は 、I- 
3ー5 一 2 (2) 又は ロー3 一 6 一 2 (2) に よる セキ ュ リ ティ の 確保 を 講じ 
て いる か 。 

な お 、 全 国 銀行 協会 の 中 し 合わ せ 等 に は 、 以 下 の よ うな 実効 的 な 認証 方 式 や 

不正 防止 策 を 用 いた セキ ュ リ ティ 対策 事例 が 記載 され て いる 。 

・ 可 変 式 パ スワ ー ド や 電子 証明 書 な どの 、 固 定式 の ID・ パ スワ ー ド の み に 頼 
ら な い 認 証 方 式 

・ 取 引 に 利用 し て いる パソ コン の ブラ ウザ と は 別 の 携帯 電話 等 の 機器 を 用 い 
る な ど 、 複 数 経路 に よる 取引 認 計 

・ ハ ー ド ウェ アト ー ク ン 等 で トラ ン ザ クシ ョ ン 著 名 を 行う トラ ン ザ クシ ョ ン 
ミ 刃 ミ 

・ 電子 証明 書 を IC カー ド 等 、 取 引 に 利用 し て いる パソ コン と は 別 の 媒体 ・ 機 
器 へ 格納 する 方 式 の 採用 

・ 取 引 時 に お いて ウィ ルス 等 の 検知 ・ 駆 除 が 行え る セキ ュ リ ティ 対策 ソフ ト 
の 利用 者 へ の 提供 

・ 利用 者 の パソ コン の ウィ ルス 感染 状況 を 金融 機関 側 で 検知 し 、 警 告 を 発 す 
る ソフ ト の 導入 

・ 不 正 な ログ イン ・ 異 常 な 取引 等 を 検知 し 、 速 や か に 利用 者 に 連絡 する 体制 
の 整備 等 

( 注 ) キャ ッシュ カー ド 暗 証 番 号 の よう な 組み 合わ せ の 数 が 僅少 な 情報 を 記憶 
要素 と し て 用 いる 認証 方 式 は 、 イ ンタ ーネット 上 で の 利用 を 避け る こと が 
望ま し いこ と に 留意 。 

⑧ イン ター ネッ トバ ン キ ング 等 の 不正 利用 を 防止 する た め 、 電 話 番号 や メー 
ル ア ド レス な ど 預 金 者 へ の 通知 や 本 人 認証 の 際 に 利用 され る 情報 に つい て 、 
不正 な 登録 ・ 変 更 が 行わ れ な いよ う 適 切な 手続 き が 定め られ て いる か 。 

⑨ サイ バー 攻撃 を 想定 し た コン ティ ンジ ェ ン シー プラ ン を 策定 し 、 訓 練 や 見 

直し を 実施 し て いる か 。 ま た 、 必 要 に 応じ て 、 業 界 横断 的 な 演習 に 参加 し て 
いる か 。 

⑩ サイ バー セキ ュ リ ティ に 係る 人 材 に つい て 、 育 成 、 拡 充 す る た め の 計 画 を 
策定 し 、 実 施し て いる か 。 


(6) シス テム 企画 ・ 開 発 ・ 運 用 管理 
① 経営 戦略 の 一 環 と し て シス テム 戦略 方 針 を 明確 に し た 上 で 、 中 長期 の 開発 
計画 を 策定 し て いる か 。 
また 、 中 長期 の 開発 計画 は 、 取 締 役 会 の 承認 を 受け て いる か 。 
② 現行 シス テム に 内 在 す る リス ク を 継続 的 に 洗い 出し 、 そ の 維持 ・ 改 善 の た 
め の 投 資 を 計画 的 に 行っ て いる か 。 
③ 開発 案件 の 企画 ・ 開 発 ・ 移 行 の 承認 ルー ル が 明確 に な っ て いる か 。 
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④ 開発 プロ ジェ クト ご と に 責任 者 を 定め 、 開 発 計画 に 基づき 進捗 管理 され て 
いる か 。 

⑤ シス テム 開発 に 当たっ て は 、 テ スト 計画 を 作成 し 、 ユ ー ザ ー 部 門 も 参加 す 
る な ど 、 適 切 か つ 十 分 に テス ト を 行っ て いる か 。 

⑥ 人 材 育成 に つい て は 、 現 行 シ ステ ム の 仕組 み 及 び 開 発 技術 の 継承 並び に 専 
門 性 を 持っ た 人 材 の 育成 の た め の 具 体 的 な 計画 を 策定 し 、 実 施し て いる か 。 


(7) シス テム 監査 
① シス テム 部 門 か ら 独立 し た 内 部 監査 部 門 が 、 定 期 的 に シス テム 監査 を 行っ 
て いる か 。 
② シス テム 関係 に 精通 し た 要員 に よる 内 部 監査 や 、 シ ステ ム 監 査 人 等 に よる 
外部 監査 の 活用 を 行っ て いる か 。 
③ 監査 対象 は 、 シ ステ ムリ スク に 関す る 業務 全体 を カバ ー し て いる か 。 
④ シス テム 監査 の 結果 は 、 適 切 に 取締 役 会 に 報告 され て いる か 。 


(8 ) 外部 委託 管理 
① 外部 委託 先 (シス テム 子会社 を 含む 。) の 選定 に 当たり 、 選 定 基 準 に 基 づ 
き 評 価 、 検 討 の うえ 、 選 定 し て いる か 。 
② 外部 委託 契約 に お いて 、 外 部 委託 先 と の 役割 分 担 ・ 責 任 、 監 査 権限 、 再 委 
託 手 続き 、 提 供 さ れる サー ビス 水準 等 を 定め て いる か 。 ま た 、 外 部 委託 先 の 
役職 員 が 遵守 すべ き ル ー ル や セキ ュ リ ティ 要件 を 外部 委託 先 へ 提示 し 、 契 約 
書 等 に 明記 し て いる か 。 
③ シス テム に 係る 外部 委託 業務 ( 二 段 階 以上 の 委託 を 含む ) に つい て 、 リ ス 
ク 管理 が 適切 に 行わ れ て いる か 。 
特に 外部 委託 先 が 複数 の 場合 、 管 理 業 務 が 複雑 化す る こと か ら 、 よ り 高 度 
な リス ク 管 理 が 求め られ る こと を 十分 認識 し た 体制 と な っ て いる か 。 
シス テム 関連 事務 を 外部 委託 する 場合 に つい て も 、 シ ステ ム に 係る 外部 委 
託 に 準じ て 、 適 切な リス ク 管 理 を 行っ て いる か 。 
④ 外部 委託 し た 業務 ( 二 段 階 以上 の 委託 を 含む ) に つい て 、 委 託 元 と し て 委 
託 業務 が 適切 に 行わ れ て いる こと を 定期 的 に モニ タリ ング し て いる か 。 
また 、 外 部 委託 先任 せ に な ら な いよ うに 、 例 えば 委託 元 と し て 要員 を 配置 
する な どの 必要 な 措置 を 講じ て いる か 。 特 に 共同 セン ター の 内 部 管理 、 開 
発 ・ 運 用 管理 の 状況 に つい て 、 報 告 を 受け て いる か 。 
さら に 、 シ ステ ム の 共同 化 等 が 進展 する 中 、 外 部 委託 先 に お ける 顧客 デー 
タ の 運用 状況 を 、 委 託 元 が 監視 、 追 跡 で きる 態勢 と な っ て いる か 。 
⑤ 共同 セン ター 等 の 重要 な 外部 委託 先 に 対し て 、 内 部 監査 部 門 又 は シス テム 
監査 人 等 に よる 監査 を 実施 し て いる か 。 
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( 注 ) 統合 ATM ス イッ チン グ サ ービス な どの 外部 の サー ビス を 利用 する 場合 に 
つい て も これ に 準じ る 。 


(9) コン ティ ンジ ェ ン シー プラ ン 

① コン ティ ンジ ェ ン シー プラ ン が 策定 され 、 緊 急 時 体制 が 構築 され て いる か 。 

② コン ティ ンジ ェ ン シー プラ ン の 策定 に 当たっ て は 、 そ の 内 容 に つい て 客観 
的 な 水準 が 判断 で きる も の (例え ば 「 人 金融 機関 等 に お ける コン ティ ンジ ェ ン 
シー プラ ン (緊急 時 対応 計画 ) 策定 の た め の 手 引 書 」 (公益 財団 法人 金融 情 
報 シ ステ ムセン ター 編 ) ) を 根拠 と し て いる か 。 

③ コン ティ ンジ ェ ン シー プラ ン の 策定 に 当たっ て は 、 災 害 に よる 緊急 事態 を 
想定 する だ け で は な く 、 人 金融 機関 の 内 部 又は 外部 に 起因 する シス テム 障害 等 
も 想定 し て いる か 。 
また 、 バ ッ チ 処理 が 大 幅 に 遅延 し た 場合 な ど 、 十 分 な リス クシ ナリ オ を 想 
定 し て いる か 。 

④ コン ティ ンジ ェ ン シー プラ ン は 、 他 の 金融 機関 に お ける シス テム 障害 等 の 
事例 や 中 央 防災 会 議 等 の 検討 結果 を 踏ま える な ど 、 想 定 シ ナリ オ の 見 直し を 
適宜 行っ て いる か 。 

⑤ コン ティ ンジ ェ ン シー プラ ン に 基づく 訓練 は 、 全 社 レ ベル で 行い 、 共 同 セ 
ンタ ー 等 の 外部 委託 先 等 と 合同 で 、 定 期 的 に 実施 し て いる か 。 

⑥ 業務 へ の 影響 が 大 きい 重要 な シス テム に つい て は 、 オ フサ イト バッ クア ッ 
プシ ステ ム 等 を 事前 に 準備 し 、 災 害 、 シ ステ ム 障 害 等 が 発生 し た 場合 に 、 速 
や か に 業務 を 継続 で きる 態勢 を 整備 し て いる か 。 


(10) 障害 発生 時 等 の 対応 
① シス テム 障害 等 が 発生 し た 場合 に 、 顧 客 に 対し 、 無 用 の 混乱 を 生じ させ な 
いよ う 適 切な 措置 を 講じ て いる か 。 
また 、 シ ステ ム 障 害 等 の 発生 に 備え 、 最 悪 の シナ リオ を 想定 し た 上 で 、 必 
要 な 対応 を 行う 態勢 と な っ て いる か 。 
② シス テム 障害 等 の 発生 に 備え 、 外 部 委託 先 を 含め た 報告 態勢 、 指 揮 ・ 命 令 
系 統 が 明確 に な っ て いる か 。 
③ 経営 に 重大 な 影響 を 及ぼ す シ ステ ム 障 害 等 が 発生 し た 場合 に 、 速 や か に 代 
表 取 締 役 を は じ め と する 取締 役 に 報 告 す る と と も に 、 報 告 に 当たっ て は 、 最 
悪 の シナ リオ の 下 で 生じ うる 最大 リス ク 等 を 報告 する 態勢 (例え ば 、 顧 客 に 
重大 な 影響 を 及ぼ す 可 能 性 が ある 場合 、 報 告 者 の 判断 で 過小 報告 する こと な 
く 、 最 大 の 可能 性 を 速やか に 報告 する こと ) と な っ て いる か 。 
また 、 必 要 に 応じ て 、 対 策 本 部 を 立ち 上 げ 、 代 表 取 締 役 等 自ら が 適切 な 指 
示 ・ 命 令 を 行い 、 速 や か に 問題 の 解決 を 図る 態勢 と な っ て いる か 。 
@④ シス テム 障害 等 の 発生 に 備え 、 ノ ウ ハ ウ ・ 経 験 を 有する 人 材 を シス テム 部 
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門 内 、 部 門外 及び 外部 委託 先 等 か ら 速 や か に 招集 する た め に 事前 登録 する な 
ど 、 応 援 体制 が 明確 に な っ て いる か 。 

⑤ シス テム 障害 等 が 発生 し た 場合 、 障 害 の 内 容 ・ 発 生 原 因 、 復 旧 見 込 等 に つ 
いて 公表 する と と も に 、 顧 客 か ら の 問い 合わ せ に 的 確 に 対応 する た め 、 必 要 
に 応じ 、 コ ー ル セン ター の 開設 等 を 迅速 に 行っ て いる か 。 

また 、 シ ステ ム 障 害 等 の 発生 に 備え 、 関 係 業 務 部 門 へ の 情報 提供 方 法 、 内 

容 が 明確 に な っ て いる か 。 

⑥ シス テム 障害 等 の 発生 原因 の 究明 、 復 上 昌 ま で の 影響 調査 、 改 善 措置 、 再 発 


防止 策 等 を 的 確 に 講じ て いる か 。 
また 、 シ ステ ム 障 害 等 の 原因 等 の 定期 的 な 傾向 分 析 を 行い 、 そ れ に 応じ た 
対応 策 を と っ て いる か 。 


⑦ シス テム 障害 等 の 影響 を 極小 化す る た め に 、 例 えば 障害 箇所 を 辻 回 する な 
どの シス テム 的 な 仕組 み を 整備 し て いる か 。 


(参考 ) シス テム リス ク に つい て の 参考 資料 と し て 、 例 えば 「 金 融 機関 等 コン ピュ 
ー タ シス テム の 安全 対策 基準 ・ 解 説 書 」 (公益 財団 法人 金融 情報 シス テム セン 
ター 編 ) な ど が ある 。 


一 3ー4ー1 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


(1 ) 問題 認識 時 
検査 結果 等 に より 、 シ ステ ムリ スク に 係る 管理 態勢 に 問題 が あめ る と 認め られ 
る 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 重 大 な 問題 が ある と 
認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する 等 の 対応 を 行 
う も の と する 。 
(2) 障害 発生 時 
コン ピュ ー タ シス テム の 障害 や サイ バー セキ ュ リ ティ 事案 の 発生 を 認識 次 
第 、 直 ち に 、 そ の 事実 を 当局 宛て に 報告 を 求め る と と も に 、「 障 害 等 発生 報 
告 書 」 (様式 ・ 参 考 資料 編 様式 4 一 45) に て 当局 宛て 報告 を 求め る も の 
と する 。 
また 、 復 旧 時 、 原 因 解 明 時 に は 改め て その 旨 報 告 を 求め る こと と する 。 
た だ し 、 復 旧 原 因 の 解明 が され て いな い 場 合 で も 、1 か 月 以内 に 現状 に つ 
いて の 報告 行う こと と する 。 
な お 、 財 務 局 は 銀行 等 より 報告 が あっ た 場合 は 直ちに 本 庁 担当 課室 宛て 連 
絡 す る こと と する 。 


2 ) 
① 


( 注 ) 報告 すべ き シ ステ ム 障 害 等 
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② 


その 原因 の 如何 を 問わ ず 、 銀 行 等 が 現に 使用 し て いる シス テム ・ 機 器 
(ハー ドウ ェ ア 、 ソ フト ウェ ア 共 ) に 発生 し た 障害 で あっ て 、 

a. 預金 の 払戻 し 、 為 替 等 の 決済 機能 に 遅延 、 停 止 等 が 生じ て いる も の 又 

は その お それ が ある も の 
b. 資金 繰り 、 財 務 状 況 把握 等 に 影響 が ある も の 又は その お それ が ある も 

の 
c. その 他 業 務 上 、 上 記 に 類する と 考え られ る も の 
を いう 。 

た だ し 、 一 部 の シス テム ・ 機 器 に これ ら の 影響 が 生じ て も 他 の シス テ 
ム ・ 機 器 が 速やか に 交替 する こと で 実質 的 に は これ ら の 影響 が 生じ な い 場 
合 (例え ば 、 一 部 の ATM が 停止 し た 場合 で あっ て も 他 の 同一 店 舗 若 し く 
は 近隣 店 舗 の A TM や 窓口 に お いて 対応 が 可能 な 場合 ) を 除く 。 

な お 、 障 害 が 発生 し て いな い 場 合 で あっ て も 、 サ イ バ ー 攻 撃 の 予告 が な 
され 、 又 は サイ バー 攻撃 が 検知 され る 等 に より 、 顧 客 や 業務 に 影響 を 及ぼ 
す 、 又 は 及ぼ す 可 能 性 が 高い と 認め られ る と き は 、 報 告 を 要する も の と す 
る 。 


必要 に 応じ て 法 第 24 条 に 基づき 追加 の 報告 を 求め 、 重 大 な 問題 が ある と 認 
め ら れる 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 


③ 特に 、 大 規模 な シス テム 障害 等 の 場合 や 障害 の 原因 の 解明 に 時 間 を 要 し て 


(3) 


いる 場合 等 に は 、 直 ち に 、 障 害 の 事実 関係 等 に つい て の 一 般 広報 及び 店 頭 等 
に お ける 顧客 対応 等 の コン ティ ンジ ェ ン シー プラ ン の 発動 状況 と そ モ ニタ リン 
グ す る と と も に 、 迅 速 な 原因 解明 と 復旧 を 要請 し 、 法 第 24 条 に 基づき 速やか 
な 報告 を 求め る 。 

さら に 、 大 規模 な シス テム 障害 等 の 復旧 の 見 通し が 不 確 実 で あり 、 市 場 取 
引 、ATM 取 引 ・ 口 座 振替 ・ 給 与 振込 等 の 決済 シス テム に 大 き な 影 響 が 生じ 
て いる 場合 に は 、 早 期 に 法 第 26 条 に 基づく 業務 改善 命令 を 発出 する こと を 検 
討 する 等 の 対応 を 行う 。 


シス テム の 更新 時 等 
銀行 が 重要 な シス テム の 更新 等 を 行う と き は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基 づ 


く 報 告 を 求め 、 計 画 及び 進捗 状況 、 プ ロジ ェクト マネ ジメント の 適切 性 ・ 実 効 
性 等 に つい て 確認 を 行い 、 重 大 な 間 題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 


に 


(4 ) 


基づき 業務 改善 命令 を 発出 する 等 の 対応 を 行う も の と する 。 


外部 委託 先 へ の 対応 
シス テム に 係る 外部 委託 業務 に つい て 、 外 部 委託 先 に お ける 適切 な 業務 運営 


が 懸念 され る 場合 な ど 、 必 要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 本 監督 指針 エー3 
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ー2 ク 一 4ー3 の 対応 を 行う も の と する 。 
エモ 一 3ー4 オ ー2 ATM シ ステ ム の セキ ュ リ ティ 対策 


エ 一 3ー4ー2ー1 意義 


ATM シ ステ ム は 、 筒 便 ・ 迅 速 に 各種 サー ビス を 提供 する も の で あり 、 顧 客 に と 
っ て 利便 性 が 高く 、 広 く 活用 され て いる 。 一 方 で 、ATM シ ステ ム を 通じ た 取引 は 、 
非 対 面 で 行わ れる た め 、 異 常 な 取引 態様 を 確認 で き な い こと な どの 特有 リスク を 
抱え て いる 。 

銀行 が 顧客 に サー ビス を 提供 する に 当たっ て は 、 顧 客 の 財産 を 安全 に 管理 する こ 
と が 求め られ る 。 従っ て 、 利 用 者 利便 を 確保 し つつ 、 利 用 者 保護 の 徹底 を 図る 観点 
か ら 、 銀 行 に は ATM シ ステ ム の 情報 セキ ュ リ ティ 対策 を 十分 に 講じ る こと が 要請 
され る 。 こ の 点 、 預 貯金 者 保護 法 は 、 人 偽造 ・ 盗 難 キ ャ ッシュ カー ド 等 に よる 預貯金 
の 不正 払戻 し を 未然 に 防止 する た め 、 必 要 な 情報 シス テム の 整備 を 講じ る こと 、 及 
び 、 顧 客 に 対す る 情報 提供 、 啓 発 及 び 知 識 の 普及 を 金融 機関 の 責務 と し て 規定 し て 
いる 。 

また 、 金 融 機関 の ATM シ ステ ム は 、 統 合 ATM ス イッ チン グ サ ービス を 通じ て 
他 の 金融 機関 と 相互 に 接続 し て いる こと か ら 、 仮 に セキ ュ リ ティ 対策 が 脆弱 な AT 
M シ ステ ム を 放置 し て いる 金融 機関 が 存在 し た 場合 、 他 の 人 金融 機関 に 対す る 影響 が 
及ぶ こと に も 留意 し 、 セ キュ リティ 対策 を 講じ る 必要 が ある 。 


エモ 一 3ー4ー2 一 2 主 な 着眼 点 


(1) 内 部 管理 態勢 の 整備 

犯罪 技術 の 巧妙 化 等 の 情勢 の 変化 を 踏ま そえ 、 キ ャ ッシュ カー ド 偽 造 等 の 犯罪 
行為 に 対す る 対策 等 に つい て 、 銀 行 が 取り 組む べき 最 優先 の 経営 課題 の 一 つと 
し て 位置 付け 、 取 締 役 会 等 に お いて 必要 な 検討 を 行い 、 セ キュ リティ ・ レ ベル 
の 向上 に 努め て いる か 。 ま た 、ATM シ ステ ム に 係る 健全 か つ 適 切な 業務 の 運 
営 を 確保 する た め 、 銀 行内 の 各部 門 が 的 確 な 状況 認識 を 共有 し 、 銀 行 全体 と し 
て 取り 組む 態勢 が 整備 され て いる か 。 

その 際 、 犯 罪 の 発生 状況 な ど を 踏ま え 、 自 ら の 顧客 や 業務 の 特性 に 応じ た 検 
討 を 行っ た 上 で 、 必 要 な 態勢 の 整備 に 努め て いる か 。 

加え て 、 リ スク 分 析 、 セ キュ リティ 対策 の 策定 ・ 実 施 、 効 果 の 検証 、 対 策 の 
評価 ・ 見 直し か ら な る いわ ゆる PDCA サ イク ル が 機能 し て いる か 。 


(参考 ) 情報 セキ ュ リ ティ に 関す る 検討 会 で 示さ れ た PDCA サ イク ル 


① 金融 機関 側 に 起因 する リス ク の 把握 (内 部 管理 態勢 の 整備 状況 、 シ ステ 
ム 開 発 の 体制 、 シ ステ ム の 特性 、 シ ステ ム の 外部 委託 の 状況 等 ) 
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② ATM 利用 に 関す る リス ク の 把握 (取引 限度 額 、 利 用 可能 時 間 、ATM 
の 設置 環境 、 周 辺 地域 に お ける 犯罪 発生 状況 等 ) 

③ 上 記 リ スク 特性 を 踏ま え 、 ど の よう な 犯罪 手口 ・ リ スク に 対処 すべ きか 
の 優先 順位 付け 

④ 対策 の 実施 

⑤ 対策 の 効果 の 検証 、 改 善 


(2) セキ ュ リ ティ の 確保 

キャ ッシュ カー ド や ATM シ ステ ム に つい て 、 そ の セキ ュ リ ティ ・ レ ベル を 
一 定 の 基準 に 基づき 評価 する と と も に 、 当 該 評価 を 踏ま は え 、 一 定 の セキ ュ リ テ 
ィ ・ レ ベル を 維持 する た め に 体制 ・ 技 術 、 両 面 で の 検討 を 行い 、 適 切な 対策 を 
講じ て いる か 。 そ の 際 、 情 報 セ キュ リティ に 関す る 検討 会 の 検討 内 容 等 を 踏ま 
え 、 体 制 の 構築 時 及び 利用 時 の 各 段 階 に お ける リス ク を 把握 し た 上 で 、 自 ら の 
顧客 や 業務 の 特性 に 応じ た 対策 を 講じ て いる か 。 ま た 、 個 別 の 対策 を 場当たり 
的 に 講じ る の で は な く 、 セ キュ リティ 全体 の 向上 を 目指 し て いる か 。 

屯 貯 金 者 保護 法 等 を 踏ま え 、 適 切な 認証 技術 の 採用 、 情 報 漏洩 の 防止 、 異 常 
取引 の 早期 検知 等 、 不 正 払 戻し 防止 の た め の 措 置 が 講じ られ て いる か 。 そ の 際 、 
顧客 の 負担 が 過重 な も の と な ら な いよ う 配 慮 する と と も に 、 互 換 性 の 確保 な ど 
に より 利用 者 利便 に 支障 を 及ぼ さ な い よう 努め て いる か 。 

高 リ スク の 高額 取引 を ATM シ ステ ム に お いて 行っ て いる 場合 、 そ れ に 見 合 
っ た セキ ュ リ ティ 対策 を 講じ て いる か 。 特 に 脆弱 性 が 指摘 され る 磁気 カー ド に 
つい て は 、 そ の セキ ュ リ ティ を 補強 する た め の 方 策 を 検討 し て いる か 。 


(参考 1) セキ ュ リティ に 関す る 基準 と し て は 、「 金 融 機 関 等 コン ピュ ー タ シス 
テム の 安全 対策 基準 ・ 解 説 書 」 (金融 情報 シス テム セン ター) な ど が ある 。 
(参考 2) リス ク の 把握 に 当たっ て 参考 と な る も の と し て は 、 情 報 セキ ュ リ ティ 

に 関す る 検討 会 に お ける 検討 資料 が ある 。 


(3) 顧客 対応 

スキ ミン グ の 可能 性 、 暗 証 番 号 及び カー ド の 盗 取 の 危険 性 、 類 推 さ れ や すい 
誕 証 番号 の 使用 の 危険 性 、 被 害 拡大 の 可能 性 (対策 と し て 、ATM 利 用 限度 額 
の 設定 等 ) 、 不 必要 に 多く の カー ド を 保有 する こと に よる 管理 上 の 問題 等 、 キ 
ャ ッシュ カー ド 利 用 に 伴う 様々 な リス ク に つい て 、 顧 客 に 対す る 十分 な 説明 態 
勢 が 整備 され て いる か 。 

顧客 か ら の 届出 を 速やか に 受け 付け る 体制 が 整備 され て いる か 。 ま た 、 顧 客 
へ の 周知 (公表 を 含む 。) が 必要 な 場合 、 速 や か に 周知 で きる 体制 が 整備 され 
て いる か 。 特 に 、 被 害 に あう 可能 性 が ある 顧客 を 特定 可能 な 場合 は 、 可 能 な 限 
り 迅 速 に 顧客 に 連絡 する な ど し て 被害 を 最小 限 に 抑制 する た め の 措 置 を 講じ る 
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こと と し て いる か 。 

不正 払戻 し に 係る 損失 の 補償 に 関す る 規程 等 は 、 預 貯金 者 保護 法 に 基づき 、 

可能 な 限り 明確 か つ 具 体 的 な 内 容 と な っ て いる か 。 ま た 、 そ の 内 容 を 顧客 に 対 
し て 十分 説明 ・ 周 知 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 

① 犯罪 予防 策 等 に 係る 自 行 の 対応 も 踏ま そえ つつ 、 被 害 発生 後 の 顧 客 に 対す る 
対応 や 捜査 当局 に 対す る 協力 に 関す る 対応 方 針 、 基 準 等 に つい て 、 必 要 な 検 
討 を 行っ て いる か 。 

② 被害 が 発生 し た 場合 の 補償 の あり 方 に つい て 、 約 款 、 顧 客 対応 方 針 等 に お 
いて 、 統 一 的 な 対応 を 定め て いる か 。 

③ 専門 の 顧客 対応 窓口 を 設け する な ど に より 、 適 切 か つ 迅 速 な 顧客 対応 を 行う 
態勢 が 整備 され て いる か 。 顧客 に 対し て 情報 提供 等 の 協力 を 求め る に 当たっ 
て は 、 顧 客 の 年 齢 、 心 身 の 状況 等 に 十分 配慮 する こと と され て いる か 。 
不正 払戻 し に 関す る 記録 を 適切 に 保存 する と と も に 、 顧 客 や 捜査 当局 か ら 当 
該 資 料 の 提供 な どの 協力 を 求め られ た と き は 、 こ れ に 誠実 に 協力 する こと と さ 

れ て いる か 。 


(4) ATM シ ステ ム の 運用 ・ 管 理 を 外部 委託 し て いる 場合 の 対策 
ATM シ ステ ム に 関し 、 外 部 委託 が な され て いる 場合 、 外 部 委託 に 係る リス 
ク を 検討 し 、 必 要 な セキ ュ リ ティ 対策 が 講じ られ て いる か 。 


一 3ー4ー2 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


(1 ) 犯罪 発生 時 
偽造 キャ ッシュ カー ド 及 び 盗 難 キ ャ ッシュ カー ド に よる 不正 払戻 し を 認識 次 
第 、 速 や か に 「 犯 罪 発生 報告 書 」 に て 当局 宛て 報告 を 求め る も の と する 。 
な お 、 財 務 局 は 、 銀 行 よ り 報 告 が あっ た 場合 は 速やか に 本 店 担 当 課室 宛て 報 
告 す る こと と する 。 


(2 ) 問題 認識 時 
検査 結果 、 犯 罪 発生 報告 書 等 に より 、 銀 行 の ATM シ ステ ム の セキ ュ リ ティ 
対策 及び 犯罪 対策 に 係る 管理 態勢 に 問題 が あめ る と 認め られ る 場合 に は 、 必 要 に 
応じ 、 法 第 24 条 に 基づき 追加 の 報告 を 求め る 。 そ の 上 で 、 犯 罪 防止 策 や 被害 発 
生後 の 対応 に つい て 、 必 要 な 検討 が な され ず 、 あ る い は 被害 が 多発 する な どの 
事態 が 生じ た 場合 な ど 、 利 用 者 保護 の 観点 か ら 問 題 が ある と 認め られ る 場合 に 
は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する 等 の 対応 を 行う も の と する 。 


( 注 ) ATM シ ステ ム に 関し 、 外 部 委託 が な され て いる 場合 は 、 必 要 に 応じ て 、 TH 
ー3ー4 一 2 一 3 の 対応 を 行う も の と する 。 
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「 偽 造 キ ャ ッシュ カー ド 問 題 に 関す る スタ ディ グル ー プ 最終 報告 書 」 (平成 
17 年 6 月 24 日 : 偽造 キャ ッシュ カー ド 問 題 に 関す る スタ ディ グル ー プ ) 

「 備 造 ・ 盗 難 キ ャ ッシュ カー ド に 関す る 預金 者 保護 の 申し 合わ せ 」 (平成 17 
年 10 月 6 日 : 全国 銀行 協会 等 ) 
「 金 融 機関 の 防犯 基準 」 (警察 庁 ) 
「 全 銀 協 1 C キ ャ ッシュ カー ド 標 準 仕 様 」 (全国 銀行 協会 


I ロー3—4-—3 金融 機関 相互 の シン ステ ム ・ ネ ットワーク の 利用 


エロ 一 3ー4ー3ー1 意義 


現在 、 金 融 機関 相互 の シン ステ ム ・ ネ ットワーク は 、 人 金融 機関 相互 の 金融 取引 の 決 
済 や CD/ATM オ ン ラ イン 提携 な ど を 行う 上 で 、 基 幹 イ ン フ ラ と し て の 機能 を 担 
っ て いる 。 仮に シス テム ・ ネ ットワーク に お いて 、 障 害 が 発生 し た 場合 は 、 そ の 影 
響 は 決済 シス テム 全体 及び 顧客 サー ビス 全般 に 及び か ね な いこ と か ら 、 シ ステ ム ・ 
ネッ トワ ー ク に 係る リス ク 管 理 態勢 の 充実 強化 は 極め て 重要 で ある 。 


エモ 一 3ー4 一 3 一 2 主 な 着眼 点 


(1) 統合 ATM ス イッ チン グ サ ービス 、 全 国 銀行 デー タ 通 信 シ ステ ム 等 の 金融 機 
関 相互 の シス テム ・ ネ ットワーク の サー ビス を 利用 する 場合 に つい て も 、 シ ス 
テム に 係る 外部 委託 に 準じ て 、 適 切な リス ク 管 理 を 行っ て いる か 。 


(2) 特に 、 当 該 外 部 サー ビス に お いて 、 シ ステ ム の 更改 を 行う 場合 に お いて は 、 
顧客 や 業務 に 対す る 影響 が 生じ な いよ う 、 当 該 外 部 サー ビス の 管理 者 及び 自 行 
の 双方 に お いて 、 適 切な シス テム 上 の 対応 が な され て いる か を 十分 に 評価 ・ 確 
認 し 、 必 要 な 場合 は 、 当 該 外 部 サー ビス 管理 者 に 対し て 適切 な 対策 を 求め る な 
どの 対応 が な され て いる か 。 


(3) 特に 、 銀 行 が 、 当 該 シ ステ ム ・ ネ ットワーク の 運営 、 更 改 に 関し て 、 主 導 的 
な 役割 を 果たし て いる 場合 、 顧 客 サ ービス や 我が国 の 決済 シス テム 等 に 対す る 
影響 が 生じ な いよ う 、 当 該 外 部 サー ビス 管理 者 と と も に 、 適 切 か つ 十 分 な リス 
ク 管 理 態勢 、 プ ロジ ェクト マネ ジメント 態勢 等 を 整備 し て いる か 。 


由 エ 一 3ー4ー3ー3 監督 手法 ・ 対 応 
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検査 結果 等 に より 、 銀 行 の シス テム ・ ネ ットワーク に 係る 健全 か つ 適 切な 業務 の 
運営 に 疑義 が 生じ た 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 重 大 
な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する 
等 の 対応 を 行う も の と する 。 ま た 、 銀 行 が 当該 シス テム ・ ネ ットワーク の 運営 、 更 
改 に 関し て 、 主 導 的 な 役割 を 果たし て いる 場合 に お いて 、 当 該 シ ステ ム ・ ネ ッ ト ワ 
ー ク に 係る リス ク 管 理 態勢 に 疑義 が 生じ た 場合 に お いて も 同様 の 対応 を 行う も の と 
する 。 


( 注 ) シス テム ・ ネ ットワーク の 外部 サー ビス 管理 者 の うち 外部 委託 先 に 該当 する 
も の に つい て 、 適 切な 業務 運営 が 懸念 され る 場合 な ど に は 、 必 要 に 応じ て 、 本 
監督 指針 一 3ー2ー4 一 3 の 対応 を 行う も の と する 。 


エー3—5 イン ター ネッ トバ ン キ ング 
I エ 一 3ー5 一 1 意義 


イン ター ネッ ト は 、 銀 行 に に っ て は 低 コ スト の サー ビス 提供 を 可能 と する も の で 
ある と と も に 、 利 用 者 に と っ て は 利便 性 の 高い 取引 ツー ル と な り 得 る も の で ある 。 
一 方 、 イ ンタ ーネット を 通じ た 取引 は 、 非 対面 で 行わ れる た め 、 異 常 な 取引 態様 を 

認 で き な い こと な どの 特有 の リス ク を 抱え て いる 。 

銀行 が 顧客 に サー ビス を 提供 する に 当たっ て は 、 顧 客 の 財産 を 安全 に 管理 する こ 
と が 求め られ る 。 従っ て 、 銀 行 に お いて は 、 利 用 者 利便 を 確保 し つつ 、 利 用 者 保護 
の 徹底 を 図る 観点 か ら 、 イ ンタ ーネット バン キン グ に 係る セキ ュ リ ティ 対策 を 十分 
に 講じ る と と も に 、 顧 客 に 対す る 情報 提供 、 啓 発 及 び 知 識 の 普及 を 図る こと が 重要 
で ある 。 


エ 一 3ー5 一 2 主 な 着眼 点 


(1) 内 部 管理 態勢 の 整備 

イン ター ネッ トバ ン キ ング に 係る 犯罪 行為 に 対す る 対策 等 に つい て 、 犯 罪 手 
口 が 高度 化 ・ 巧 妙 化し 、 被 害 が 拡大 し て いる こと を 踏ま え 、 最 優先 の 経営 課題 
の 一 つと し て 位置 付け 、 取 締 役 会 等 に お いて 必要 な 検討 を 行い 、 セ キュ リ テ 
ィ ・ レ ベル の 向上 に 努め る と と も に 、 利 用 時 に お ける 留意 事項 等 を 顧客 に 説明 
する 態勢 が 整備 され て いる か 。 ま た 、 イ ンタ ーネット バン キン グ の 健全 か つ 適 
切な 業務 の 運営 を 確保 する た め 、 銀 行内 の 各部 門 が 的 確 な 状況 認識 を 共有 し 、 
銀行 全体 と し て 取り 組む 態勢 が 整備 され て いる か 。 

その 際 、 情 報 共有 機関 等 を 活用 し て 、 犯 罪 の 発生 状況 や 犯罪 手口 に 関す る 情 
報 の 提供 ・ 収 人 集 を 行う と と も に 、 有 効 な 対応 策 等 を 共有 し 、 自 ら の 顧客 や 業務 
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の 特性 に 応じ た 検討 を 行っ た 上 で 、 今 後発 生 が 懸念 され る 犯罪 手口 へ の 対応 も 
考慮 し 、 必 要 な 態勢 の 整備 に 努め て いる か 。 

加え て 、 リ スク 分 析 、 セ キュ リティ 対策 の 策定 ・ 実 施 、 効 果 の 検証 、 対 策 の 
評価 ・ 見 直し か ら な る いわ ゆる PDCA サ イク ル が 機能 し て いる か 。 


(2) セキ ュ リ ティ の 確保 

情報 セキ ュ リ ティ に 関す る 検討 会 の 検討 内 容 等 を 踏ま え 、 体 制 の 構築 時 及び 
利用 時 の 各 段 階 に お ける リス ク を 把握 し た 上 で 、 自 ら の 顧客 や 業務 の 特性 に 応 
じ た 対 策 を 講じ て いる か 。 ま た 、 個 別 の 対策 を 場当たり 的 に 講じ る の で は な く 、 
効果 的 な 対策 を 複数 組み 合わ せる こと に より セキ ュ リ ティ 全体 の 向上 を 目指 す 
と と も に 、 リ スク の 存在 を 十分 に 認識 ・ 評 価 し た 上 で 対策 の 要 否 ・ 種 類 を 決定 
し 、 迅 速 な 対応 が 取ら れ て いる か 。 

イン ター ネッ トバ ン キ ング に 係る 情報 セキ ュ リ ティ 全般 に 関す る プロ グラ ム 
を 作成 し 、 各 種 犯 罪 手口 に 対す る 有効 性 等 を 検証 し た 上 で 、 必 要 に 応じ て 見 直 
す 態 勢 を 整備 し て いる か 。 ま た 、 プ ログ ラム 等 に 沿っ て 個人 ・ 法 人 等 の 顧客 属 
性 を 勘案 し つつ 、 全 国 銀行 協会 の 申し 合わ せ 等 も 踏ま そえ 、 取 引 の リス ク に 見 合 
っ た セキ ュ リ ティ 対策 を 講じ て いる か 。 そ の 際 、 犯 罪 手 口 の 高度 化 ・ 巧 妙 化 等 
(「 中 間 者 攻撃 」 や 「 マ ン ・ イ ン ・ ザ ・ ブ ラウ ザ 攻 撃 」 な ど ) を 考慮 し て いる 
か 。 

ウェ ブ ベ ー ジ の リン ク に 関し 、 利 用 者 が 取引 相手 を 誤認 する よう な 構成 に な 
っ て いな いか 。 ま た 、 フ ィ ッ シン グ 詐 欺 対策 に つい て は 、 利 用 者 が アク セス し 
て いる サイ ト が 真正 な サイ ト で ある こと の 証明 を 確認 で きる よう な 措置 を 講じ 
る 等 、 業 務 に 応じ た 適切 な 不正 防止 策 を 講じ て いる か 。 


( 注 ) 情報 の 収集 に 当たっ て は 、 人 金融 関係 団体 や 金融 情報 シス テム セン ター の 調 
査 等 の ほか 、 情 報 セ キュ リティ に 関す る 検討 会 や 金融 機関 防犯 連絡 協議 会 に 
お ける 検討 結果 、 金 融 庁 ・ 警 察 当局 か ら 提 供 さ れ た 犯罪 手口 に 係る 情報 な ど 
を 活用 する こと が 考え られ る 。 


・ セ キュ リティ 対策 向上 ・ 強 化 等 に 関す る 全国 銀行 協会 の 「 申 し 合わ せ 」 ( 平 
成 24 年 1 月 、25 年 11 月 、26 年 5 月 、26 年 7 月 等 ) 
・ イ ンタ ーネット ・ バ ン キ ング に お いて 留意 すべ き 事 項 に つい て (全国 銀行 協 


会) 
・ 金融 機関 等 コン ピュ ー タ シス テム の 安全 対策 基準 ・ 解 説 書 (金融 情報 シス 
テム セン ター) 


・ 情報 セキ ュ リ ティ に 関す る 検討 会 に お ける 検討 資料 
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(3) 顧客 対応 

イン ター ネッ ト 上 で の 暗証 番号 等 の 個人 情報 の 詐取 の 危険 性 、 類 推 さ れ や す 
い 暗 証 番 号 の 使用 の 危険 性 、 被 害 拡大 の 可能 性 (対策 と し て 、 振 込 限度 額 の 設 
定 等 ) 等 、 様 々 な リス ク の 説明 や 、 顧 客 に 求め られ る セキ ュ リ ティ 対策 事例 の 
周知 を 含め た 注意 喚起 等 が 顧客 に 対し て 十分 に 行わ れる 態勢 が 整備 され て いる 
か 。 

顧客 自ら に よる 早期 の 被害 認識 を 可能 と する た め 、 顧 客 が 取引 内 容 を 適時 に 
確認 で きる 手段 を 講じ て いる か 。 

顧客 か ら の 届出 を 速やか に 受け 付け る 体制 が 整備 され て いる か 。 ま た 、 顧 客 
へ の 周知 (公表 を 含む 。) が 必要 な 場合 、 速 や か に か つ 顧 客 が 容易 に 理解 で き 
る 形 で 周知 で きる 体制 が 整備 され て いる か 。 特 に 、 被 害 に あう 可能 性 が ある 顧 
客 を 特定 可能 な 場合 は 、 可 能 な 限り 迅速 に 顧客 に 連絡 する な ど し て 被害 を 最小 
限 に 抑制 する た め の 措 置 を 講じ る こと と し て いる か 。 

不正 取引 を 防止 する た め の 対 策 が 利用 者 に 普及 し て いる か を 定期 的 に モニ タ 
リン グ し 、 普 及 さ せる た め の 追 加 的 な 施策 を 講じ て いる か 。 

不正 取引 に 係る 損失 の 補償 に つい て は 、 預 貯金 者 保護 法 及 び 全 国 銀行 協会 
申し 合わ せ の 趣旨 を 踏ま え 、 利 用 者 保護 を 徹底 する 観点 か ら 、 個 人 顧客 及び 法 
人 顧客 へ の 対応 方 針 等 を 定め る ほか 、 真 撃 な 願 客 対応 を 行う 態勢 が 整備 され て 
いる か 。 

不正 取引 に 関す る 記録 を 適切 に 保存 する と と も に 、 顧 客 や 捜査 当局 か ら 当 該 
資料 の 提供 な どの 協力 を 求め られ た と き は 、 こ れ に 誠実 に 協力 する こと と され 
て いる か 。 


(4) その 他 
イン ター ネッ トバ ン キ ング が 非 対 面 取 引 で ある こと を 踏ま えた 、 取 引 時 確認 
等 の 顧客 管理 態勢 の 整備 が 図ら れ て いる か 。 
イン ター ネッ トバ ン キ ング に 関し 、 外 部 委託 が な され て いる 場合 、 外 部 委託 
に 係る リス ク を 検討 し 、 必 要 な セキ ュ リ ティ 対策 が 講じ られ て いる か 。 


(参考 ) 
・ イ ンタ ーネット ・ バ ン キ ング に お いて 留意 すべ き 事 項 に つい て (全国 銀行 協 
会 ) 
・ 金融 機 関 等 コン ピュ ー タ シス テム の 安全 対策 基準 ・ 解 説 書 (金融 情報 シス テ 
ムセン ター) 
・ 預金 等 の 不正 な 払戻 し へ の 対応 に つい て (平成 20 年 2 月 19 日 : 全国 銀行 協 
会 ) 


・ 法人 向け イン ター ネッ ト ・ バ ン キ ング に お ける 預金 等 の 不正 な 払戻 し に 関す 
る 補償 の 考え 方 (平成 26 年 7 月 17 日 : 全国 銀行 協会 
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一 3 一 5 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


(1 ) 犯罪 発生 時 
イン ター ネッ トバ ン キ ング に よる 不正 取引 を 認識 次 第 、 速 や か に 「 犯 罪 発生 
報告 書 」 に て 当局 宛て 報告 を 求め る も の と する 。 
な お 、 財 務 局 は 、 銀 行 よ り 報 告 が あっ た 場合 は 速やか に 本 店 担当 課室 宛て 報 
告 す る こと と する 。 


(2 ) 問題 認識 時 
検査 結果 、 犯 罪 発生 報告 書 等 に より 、 銀 行 の イン ター ネッ トバ ン キ ング に 係 
る 健全 か つ 適 切な 業務 の 運営 に 疑義 が 生じ た 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 
に 基づき 追加 の 報告 を 求め る 。 そ の 上 で 、 犯 罪 防止 策 や 被害 発生 後 の 対応 に つ 
いて 、 必 要 な 検討 が な され ず 、 被 害 が 多発 する な どの 事態 が 生じ た 場合 な ど 、 
利用 者 保護 の 観点 か ら 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業 
務 改 善 命令 を 発出 する 等 の 対応 を 行う も の と する 。 


( 注 ) イン ター ネッ トバ ン キ ング に 関し 、 外 部 委託 が な され て いる 場合 は 、 必 要 に 
応じ て 、 エ 一 3ー2 ク ー4 一 3 の 対応 を 行う も の と する 。 


I エ 一 3 一 6 外部 の 決済 サー ビス 事業 者 等 と の 連携 


エロ 一 3ー6 一 1 意義 

フィ ン テ ッ ク の 進展 に 伴い 、 ス マー ト フ ォ ン の アプ リ 等 を 用 いて 、 イ ンタ ー ネ ッ 
トロ 座 振替 サー ビス 等 の 方 法 に より 聞 金 口座 と 連携 させ る 決済 サー ビス (以下 「 連 
携 サ ービス 」 と いう 。) を 提供 する 事業 者 (以下 「 連 携 サ ービス 提供 事業 者 」 と い 
う 。) が 多数 登場 し て いる 。 

こう し た 連携 サー ビス は 、 キ ャ ッシュ レス 社会 の 実現 に 向け て 、 利 便 性 の 高い 金 
融 サ ービス を 国民 に 提供 し て いく こと と な る 一 方 で 、 連 携 サ ービス を 悪用 し 、 連 携 
を 行う 預金 口座 の 預金 者 に な りす まし て 不正 な 取引 を 行う 事案 が 発生 する な ど 、 連 
携 サ ービス を 狙う 犯罪 が 発生 し て いる こと を 踏ま え 、 連 携 サ ービス 全体 の リス ク を 
把握 し 、 安 全 性 を 確保 し て いく こと が 、 銀 行 及び 連携 サー ビス 提供 事業 者 の 双方 に 
と っ て 重要 な 課題 と な か っ て いる 。 

銀行 は 、 顧 客 保護 を 図る と と も に 預金 口座 の 信 認 を 確保 する た め 、 連 携 サ ービス 
に 係る セキ ュ リ ティ 対策 等 を 講じ る 必要 が ある が 、 そ の 場合 に は 

・ 連携 サー ビス は 、 直 接 的 に は 連携 サー ビス 提供 事業 者 が 利用 者 に 提供 する サー ビ 
ス で ある が 、 連 携 サ ービス の 利用 者 は 預金 者 で ある こと を 踏ま え 、 銀 行 は 連携 サ 
ービス 提供 事業 者 と 共に 顧客 保護 に 係る 態勢 を 適切 に 構築 する 必要 が ある こと 
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・ 連携 サー ビス に 係る 不正 取引 の 態様 に に よっ て は 、 イ ンタ ーネット バン キン グ を 利 

用 し て いな い 預 金 者 に も 被害 が 生じ る お それ が ある こと 

・ 連 携 サ ービス 全体 の リス ク を 把握 し て 、 預 金 口座 と の 連携 や 連携 サー ビス へ の 口 

座 振替 、 不 正 取 引 の モニ タリ ング 、 不 正 出 金 等 が 発生 し た 場合 の 顧客 対応 や 補償 

と いっ た 連携 サー ビス の 各 有 段階 に お ける 対策 を 講じ る 必要 が ある こと 

と いっ た 連携 サー ビス 特有 の 留意 点 を 踏ま えた 上 で 、 連 携 サ ービス 提供 事業 者 と も 

協力 し 、 顧 客 保護 と 利用 者 利便 の 向上 と を 両立 する 必要 が ある 。 

( 注 ) 銀行 は 、 連 携 サ ービス 提供 事業 者 以外 の 事業 者 と の 間 で も 口座 振替 契約 等 に 
基づく 資金 移動 を 行っ て いる が 、 こ うし た 場合 で も 銀行 は 、 当 該 口座 振替 契約 
等 に お ける 預金 者 へ の な りす まし や 資金 移動 に 係る リス ク を 適切 に 把握 し 、 本 
監督 指針 の 趣旨 も 踏ま え 、 そ の リス ク や サー ビス の 特性 に 応じ た 対策 を 取る 必 
要 が ある こと に 留意 する 。 


エエ 一 3ー6 一 2 主 な 着眼 点 
(1) 内 部 管理 態勢 

① 預金 口座 に 係る 不正 取引 等 、 犯 罪 行 為 の 手口 が 高度 化 ・ 巧 妙 化 し て いる 
こと を 踏ま え 、 連 携 サ ービス に 係る 対策 に つい て も 最 優先 の 経営 課題 の 一 
つと し て 位置 付け 、 取 締 役 会 等 に お いて 必要 な 検討 を 行い 、 セ キュ リ テ 
ィ ・ レ ベル の 向上 を 図り 、 安 全 性 と 利便 性 と を 両立 させ た サー ビス の 提供 
に 努め て いる か 。 

② 連携 サー ビス に 係る 責任 部 署 を 明確 化し 、 連 携 サ ービス に 係る 業務 の 実 
施 状況 (連携 サー ビス 提供 事業 者 に お ける 業務 の 実施 状況 (連携 サー ビス 
の 内 容 を 変更 する 場合 を 含む 。) を 含む 。) を 定期 的 又は 必要 に 応じ て モ 
ニタ リン グ す る 等 、 連 携 サ ービス 提供 事業 者 に お いて 連携 サー ビス に 係る 
業務 を 適切 に 運営 し て いる か 確認 する 態勢 が 構築 され て いる か 。 

③ 連携 サー ビス に 係る 不正 取引 の 発生 状況 や 犯罪 行為 の 手口 、 顧 客 か ら の 
相談 等 に 係る 情報 を 収集 ・ 分 析 し 、 セ キュ リティ の 高度 化 や 連携 サー ビス 
に 係る リス ク の 早期 検知 ・ 改 善 を 行う な ど 、 連 携 サ ービス に 係る 業務 の 健 
全 か つ 適 切な 運営 が 確保 され る 態勢 が 構築 され て いる か 。 ま た 、 人 金融 関係 
団体 と 必要 な 情報 ・ 分 析 結 果 を 連携 する 態勢 が 構築 され て いる か 。 

④ 内 部 監査 部 門 は 、 定 期 的 又は 必要 に 応じ て 、 連 携 サ ービス に 係る 業務 の 
実施 状況 (セキ ュ リ ティ ・ レ ベル に 関す る 事項 を 含む 。) に つい て 監査 を 
行っ て いる か 。 ま た 、 そ の 内 容 を 取締 役 会 等 に 報告 し て いる か 。 

⑤ 連携 サー ビス に 係る リス ク 分 析 、 対 策 の 策定 ・ 実 施 、 効 果 の 検証 、 対 策 
の 評価 ・ 見 直し か ら な る いわ ゆる PDCA サイ クル が 機能 し て いる か 。 


(2) セキ ュ リ ティ の 確保 
① 連携 サー ビス に 係る 不正 取引 を 防止 し 、 顧 客 保護 を 図る 観点 か ら 、 連 携 サ 
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③ 


④ 


⑤ 


⑥ 


⑦ 


⑧ 


⑨ 


ービス 提供 事業 者 と 協力 し 、 連 携 サー ビス 全体 の リス ク を 継続 的 に 把握 ・『 


価 し 、 当 該 評 価 を 踏ま え 、 一 定 の セキ ュ リ ティ ・ レ ベル を 維持 する た め に 体 
制 ・ 技 術 、 両 面 で の 検討 を 行い 、 適 切な 対策 を 講じ て いる か 。 ま た 、 連 携 サ 


ービス 提供 事業 者 が 行う リス ク 評 価 や 検証 に 係る 作業 に 協力 し て いる か 。 

預金 者 へ の な りす まし に よる 不正 取引 を 防ぐ た め 、 連 携 サ ービス 提供 事業 

者 に お いて 実施 し て いる 当該 サー ビス 利用 者 に 対す る 取引 時 確認 や 預金 者 

と の 同一 性 の 確認 の 状況 等 を 継続 的 に 把握 ・ 評 価 し 、 当 該 評価 を 踏ま えた 

適切 な セキ ュ リ ティ 管理 態勢 を 構築 し て いる か 。 ま た 、 必 要 に 応じ て 、 連 

携 サ ービス 提供 事業 者 の 実施 する 預金 者 と の 同一 性 の 確認 な ど に 協力 し て 

いる か 。 
預金 口座 と の 連携 を 行う 際 に 、 固 定式 の ID・ パ スワ ー ド に よる 本 人 認 

に 加え て 、 ハ ー ド ウェ アト ー ク ン ・ ソ フト ウェ アト ー ク ン に よる 可変 式 パ 

スワ ー ド を 用 いる 方 法 や 公 的 個人 認証 を 用 いる 方 法 な ど で 本 人 認証 を 実施 

する な ど 、 実効 的 な 要素 を 組み 合わ せ た 多 要素 認証 等 の 導入 に より 預金 者 

へ の な りす まし を 阻止 する 対策 を 導入 し て いる か 。 

( 注 ) 実効 的 な 認証 方 式 に つい て は II 一 は ー4 一 1 一 2 (5) ⑦ を 参照 。 な 
お 、 実 効 的 な 認証 方 式 な どの セキ ュ リ ティ 対策 は 、 情 報 通信 技術 の 進展 
に より 様々 な 方 式 が 新た に 開発 され て いる こと か ら 、 定 期 的 又は 必要 に 
応じ て 見 直し を 行う 必要 が ある こと に 留意 。 
連携 サー ビス に 係る 不正 取引 の モニ タリ ング で は 、 犯 罪 手 口 の 高度 化 ・ 

巧妙 化 を 含め た 環境 変化 や 不正 取引 の 発生 状況 等 を 踏ま えた 適切 な シナ リ 

オ や 閣 値 を 設定 する な ど 、 早 期 に 不正 取引 を 検知 可能 と する モニ タリ ング 

態勢 を 構築 し て いる か 。 
資金 を 事前 に チャ ー ジ し て 利用 する 連携 サー ビス な ど 、 銀 行 が 連携 サー 

ビス 利用 者 に よる 取引 を モニ タリ ング する こと が 困難 な 場合 に は 、 当 該 連 

携 サ ービス 提供 事業 者 に よる 不正 取引 を モニ タリ ング する 態勢 を 確認 する 

と と も に 、 犯 罪 発生 状況 や 犯罪 手口 に 関す る 情報 を 適切 に 連携 する な ど 、 

顧客 被害 の 拡大 を 防止 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 
連携 サー ビス に 係る 不正 取引 を 検知 し た 場合 、 速 や か に 利用 者 に 連絡 す 

る 、 不 正 取 引 が 行わ れ て いる お それ の ある 口座 に 係る 取引 を 一 時 停止 する 

な ど 、 被 害 の 拡大 防止 を 図る 態勢 が 構築 され て いる か 。 
顧客 が 早期 に 被害 を 認識 可能 と する た め 、 連 携 サ ービス に 係る 口座 振替 

契約 の 締結 時 な ど に 、 顧 客 へ の 通知 な ど に より 、 顧 客 が 適時 に 取引 の 状況 

を 確認 で きる 手段 を 講じ て いる か 。 

上 記 の 過程 で 、 連 携 サ ービス 全体 に 脆弱 性 が 認め られ る 場合 に は 、 連 携 
サー ビス を 一 時 停止 する 等 の 対応 を 取り 、 脆 弱 性 を 解消 し て か ら サ ービス 
再開 を 行う 態勢 と し て いる か 。 


犯罪 手口 の 高度 化 ・ 巧 妙 化 を 含め た 環境 変化 や 、 犯 罪 発生 状況 を 踏ま え 、 
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リス ク を 継続 的 に 把握 ・ 評 価 し 、 必 要 に 応じ て 認証 方 法 の 高度 化 を 図る な 
ど 不 正 防止 策 の 継続 的 な 向上 を 図っ て いる か 。 
(参考 ) 
・「 資 金 移 動 業 者 等 と の 口座 連携 に 関す る ガイ ドラ イン 」 ( 令 和 2 年 11 月 30 日 : 
全国 銀行 協会 


(3) 顧客 保護 
① 連携 サー ビス は 、 連 携 サ ービス 提供 事業 者 が 直接 的 に 利用 者 と の 接点 を 
持つ サー ビス で ある が 、 銀行 に お いて も 、 連 携 サ ービス の 利用 者 が 聞 金 者 
で ある こと 、 預 金 口座 と 連携 し た 上 で 提供 され る サー ビス で ある こと を 踏 
まえ 、 利 用 時 に お ける 留意 事項 等 を 顧客 に 説明 する 態勢 を 整備 する と と も 
に 、 連 携 サ ービス に 係る 利用 者 か ら の 相談 を 受け 付け る 態勢 を 整備 し て い 
る か 。 
② 連携 サー ビス に お いて 不正 取引 が 発生 し た 場合 を 想定 し 、 連 携 サ ービス 提 
供 事業 者 と の 間 で 連絡 体制 の 構築 や 被害 の 公表 方 針 の 策定 と いっ た 被害 拡大 
防止 に 係る 適切 な 態勢 を 構築 し て いる か 。 
③ 事前 に 連携 サー ビス 提供 事業 者 と の 間 で 業務 運営 に 当たっ て 生じ る 貢 任 分 
担 な ど が 取り 決め られ て いる か 。 特 に 、 不 正 取引 に より 顧客 被害 が 発生 し た 
場合 に は 、 速 や か に 損失 の 補償 を 行う 必要 が ある こと を 踏ま え 、 事 前 に 連携 
サー ビス 提供 事業 者 と の 間 で 補償 方 針 や 補償 の 分 担 に つい て の 取決め を 行っ 
て いる か 。 
( 注 ) 連携 サー ビス に 係る 不正 取引 の 被害 者 は 、 必 ず し も 当該 連携 サー ビス の 
利用 者 に 限ら れ な いこ と か ら 、 顧 客 か ら 不 正 取 引 に 係る 相談 や 届出 を 受け 
た 場合 に は 、 銀 行 に 帰 責 性 が 無い 場合 で あっ て も 、 迅 速 か つ 真 黄 な 対応 を 
行う と と も に 、 必 要 に 応じ て 連携 サー ビス 提供 事業 者 と 協力 し て 対応 する 
必要 が ある 点 に 留意 する 。 
(参考 ) 
・「 有 預金 等 の 不正 な 払戻 し へ の 対応 に つい て 」 (平成 20 年 2 月 19 日 : 全国 銀行 協 
会 ) 
・「 資 金 移 動 業 者 等 と の 口座 連携 に 関す る ガイ ドラ イン 」 ( 令 和 2 年 11 月 30 日 : 
全国 銀行 協会 


ロー3—6-—3 監督 手法 ・ 対 応 
(1) 犯罪 発生 時 
連携 サー ビス に よる 不正 取引 を 認識 次 第 、 速 や か に 「 犯 罪 発生 報告 書 」 に て 、 
当局 宛て 報告 を 求め る も の と する 。 
(2) 問題 認識 時 
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検査 結果 、 犯 罪 発生 報告 書 等 に より 、 銀 行 の 連携 サー ビス に 係る 健全 か つ 適 
切な 業務 の 運営 に 疑義 が 生じ た 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基づき 追 
加 の 報告 を 求め る 。 そ の 上 で 、 犯 罪 防 止 策 や 被害 発生 後 の 対応 に つい て 、 必 要 
な 検討 が な され ず 、 被 害 が 多発 する な どの 事態 が 生じ た 場合 な ど 、 利 用 者 保護 
の 観点 か ら 問 題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命 
令 を 発出 する 等 の 対応 を 行う も の と する 。 


エー3—7 シス テム 統合 リス ク ・ プ ロジ ェクト マネ ジメント 


ロー3ー7ー1 一 1 シス テム 統合 リス ク 


銀行 の シス テム に つい て は 、 経 営 再編 に よる シス テム 構成 ・ シ ステ ム 運 用 体制 の 
複雑 化 、 銀 行 業務 に お ける I T (情報 通信 技術 ) 依存 度 の 高まり や オン ライ ン ・ リ 
アル タイ ム ・ ネ ットワーク の 拡大 と 相 伺っ て 、 シ ステ ム の 安全 性 ・ 安 定性 の 確保 が 
重要 な 経営 課題 と な っ て いる 。 

特に 、 合 併 等 の 経営 再編 に 伴う シス テム 統合 に お いて 大 規模 な シス テム 障害 が 発 
生 し 、 経 営 陣 が 経営 責任 を 問わ れる 事態 も 発生 に し て いる こと か ら 、 合 併 等 を 行う に 
際 し 、 シ ステ ム 統 合 リ スク 管理 態勢 の 構築 は 最 重 要 課題 の ひと つと な っ て いる 。 
(参考 ) 金融 機関 の IT ガバ ナン ス に 関す る 対話 の た め の 論 点 ・ プ ラク ティ ス の 整 

理 ( 令 和 元 年 6 月 ) 別 添 「 シ ステ ム 統 合 リ スク 管理 態勢 に 関す る 考え 方 ・ 着 眼 

点 (詳細 編 ) 」 

① 「 シ ステ ム 統 合 」 と は 、 合 併 、 事 業 譲渡 、 持 株 会 社 化 、 子 会 社 化 及び 業務 
提携 等 の 経営 再編 (「 経 営 統合 」) に より 、 シ ステ ム を 統合 、 分 割 又は 新設 
する こと を いう (シス テム の 共同 開発 ・ 運 営 を 含む 。) 。 

② 「 シ ステ ム 統 合 リ スク 」 と は 、 シ ステ ム 統 合 に お ける 事務 ・ シ ステ ム 等 の 
統合 準備 が 不 十分 な こと に より 、 事 務 の 不慣れ 等 か ら 役職 員 が 正確 な 事務 を 
誤り 、 あ る い は コン ピュ ー タ シス テム の ダウ ン 又 は 誤 作動 等 が 発生 し 、 そ の 
結果 、 顧 客 サ ービス に 混乱 を 来 す 、 場 合 に よっ て は 人 金融 機関 等 と し て の 存続 
基盤 を 揺るが す 、 さ ら に は 決済 シス テム に 重大 な 影響 を 及ぼ す な ど 、 顧 客 等 
に 損失 が 発生 する リス ク 、 ま た 統合 対象 金融 機関 等 が 損失 を 被る 6 リス ク で あ 
る 。 


エモ 一 は ー7ー1 一 2 シス テム 統合 リス ク の 「 リ スク 特性 」 と リス ク 軽 減 策 


(1) リス ク 特 性 の 基本 的 考え 方 
「 シ ステ ム 統 合 リ スク 」 と は 、 単 に シス テム の 開発 に か か わる リス ク に 限ら 
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れる の で は な く 、 事 務 (ユー ザー) 部 門 に お ける 事務 処理 対応 、 営 業 店 に お け 
る 顧客 対応 等 の 「 事 務 リ スク 」 の 分 野 を 広く 包摂 し た も の で あっ て 、 対 象 銀行 
の 経営 陣 の 責任 に お いて 、「 顧 客 利便 」 を 最 重 要 視 し た 複合 的 な リス ク 管 理 が 
求め られ て いる 点 が 重要 で ある 。 


(2) リス ク 軽 減 策 の 基本 的 考え 方 
シス テム 統合 リス ク の リス ク 量 は 、 事 象 (イベ ント ) の 発生 確率 と 発生 し た 
場合 の 影響 度 (イン パク ト ) の 積 で 認識 すべ きも の で あり 、 銀 行 は 、 業 容 等 を 
勘案 し た 上 で 、 徹 底 し た リス ク 軽 減 策 が 求め られ る こと に 留意 する 必要 が ある 。 
加え て 、 リ スク 軽減 策 に 見 合う コン ティ ンジ ェ ン シー プラ ン を 整備 し 、 各 種 
リス ク 事 象 が 複合 的 に 顕在 化 (障害 が 同時 発生 ) し て も 、 顧 客 に 大 き な 影 響 
及ぼ すこ と を 回 避 で きる よう な 態勢 を 整備 する 。 


エモ 一 3ー7ー1 一 3 プロ ジェ クト 管理 (プロ ジェ クト マネ ジメント ) の 重要 性 


合併 に 伴う シス テム 統合 の 実施 に 当たっ て は 、 下 記 の よう な 合併 時 固有 の 事情 
( 注 ) か ら 、 シ ステ ム 開 発 会 社 だ け で は な く 、 銀 行 に お いて も 、 実効 性 の ある プロ 
ジェ クト 管理 態勢 の 構築 (いわ ゆる 「 プ ロジ ェクト マネ ジメント 」 の 実施 ) が 不可 
欠 で ある と 考え られ る 。 


( 注 ) 合併 以外 の 事由 に 伴う シス テム 統合 の 場合 に お いて も 、 合 併 時 と 同様 な 事情 
が ある こと に 留意 する 。 


(1 ) 制約 の ある スケ ジュ ー ル 
シス テム 統合 を 行う 複数 の 銀行 (以下 エー3 一 7 に お いて 「 対 象 銀行 」 と い 
う 。) の 経営 陣 は 、 制 約 の ある スケ ジュ ー ル の 下 で 、① 経 営 戦略 ・ ビ ジネス モ 
デル の 構築 、② 人 事 体制 ・ リ スト ラ 計 画 の 策定 、③ 統 合 比率 の 決定 等 の 重要 な 
経営 判断 を 迅速 に 行う 必要 が ある こと 。 


(2) 長期 に わた る 複雑 な プロ ジェ クト 
シス テム 統合 を 実現 する プロ セス の 基本 的 な パタ ー ン は 、① 基 本 検討 、② 基 
本 設計 、③ 詳 細 設 計 、④ 製 造 、⑤ 結 合 テ スト 、⑥ 総 合 テ スト 、⑦ 総 合 運 転 テ ス 
ト 、⑧ 移 行 で あり 、 実 現 ま で に 長期 間 を 要する 複雑 な プロ ジェ クト で ある こと 。 
また 、 以 下 の よ うな 2 段階 で 行わ れる こと が 多く 、 合 併 の 基本 合意 か ら 完 全 
な シス テム 統合 の 実現 まで 長期 間 (3 年 ー) を 要する こと も ある こと 。 
イ . 第 一 段階 : 合併 ( 行 名 、 店 名 、 店 番 の 変更 ) 時 は 、 旧 行 の シス テム は 並 
列 し て 存続 させ 、 そ の 間 を つなぐ 中 継 ・ 連 携 シ ステ ム を 稼動 
ロ . 第 二 段 階 : 完全 な 統合 シス テム を 稼動 させ 、 商 品 ・ サ ービス の 一 本 化 、 
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店 舗 統廃合 を 本 格 化 
第 二 段 階 も 、 全 店 が 同時 に 移行 する の で は な く 、 店 別に 移行 する 「 店 群 移行 
方 式 」 が 採用 され る こと が ある こと 。 


( 注 ) 株 主 の 了承 と 当局 の 認可 
合併 を 実現 する プロ セス の 基本 的 な パタ ー ン は 、① 基 本 合意 、② 合 併 契約 
の 締結 (統合 比率 を 含む 。) 、③ 株 主 総会 の 承認 、④ 合 併 の 認可 申請 ・ 認 可 、 
⑤ 合 併 で あり 、 対 象 銀行 の 経営 陣 と し て は 、 株 主 の 了承 と 複数 の 関係 当局 
(金融 監督 当局 、 公 正 取引 委員 会 ) の 認可 等 を 得る 必要 が ある こと 。 


ロー3ー7 一 2 主 な 着眼 点 


検証 に 当たっ て の 基本 的 な 着眼 点 は 、「 金 融 機関 の 1 T ガ バナ ンス に 関す る 対話 
の た め の 論 点 ・ プ ラク ティ ス の 整理 」 ( 令 和 元 年 6 月 ) 別 添 「 シ ステ ム 統 合 リ スク 
管理 態勢 に 関す る 考え 方 ・ 着 眼 点 (詳細 編 ) 」 に 示さ れ て いる と ころ に よる が 、 以 
下 は 、 銀 行 の 特徴 、 規 模 、 過 去 の 事例 か ら 得 られ た 反省 と 教訓 等 を 勘案 し て 、 よ り 
具体 化し た 着眼 点 を 例示 し た も の で ある 。 


(1) 取締 役 の 責任 分 担 及 び 経 営 姿 勢 の 明確 化 
対象 銀行 の 代表 取締 役 は 、 上 記 I 一 ほ は ー7ー1 の よう な シス テム 統合 リス ク 
の リス ク 特 性 や プロ ジェ クト マネ ジメント の 重要 性 を 正確 に 認識 し て いる か 。 
対象 銀行 の 代表 取締 役 は 、 シ ステ ム 統 合 に 係る 役職 員 の 責任 分 担 を 明確 化す 
る と と も に 、 自 ら の 経営 姿勢 を 明確 化し て いる か 。 


(2) シス テム 統合 方 式 に 係る 経営 判断 の 合理 性 
対象 銀行 の 取締 役 会 は 、 シ ステ ム 統 合 の 方 式 決定 に 当たり 、 対 象 銀行 間 の 皿 
略 を 排除 し 、 十 分 な 協議 を 行い 、 合 併 等 まで の スケ ジュ ー ル 、 経 営 戦略 等 に 基 
づき 、 シ ステ ム 統 合 実施 まで の 準備 期間 を 十分 に 確保 し た 上 で 、 合 理 的 な 意思 
決定 が 行わ れ て いる か 。 


(3) プロ ジェ クト マネ ジメント の た め の 基 本 的 な 体制 整備 

① 対象 銀行 の 取締 役 会 は 、 シ ステ ム 統 合 は 、 単 に シス テム の 問題 と し て で は 
な く 、 事 務 処 理 対応 及び 顧客 対応 と いう 事務 リス ク と 密接 不可 分 で ある こと 、 
また 、 一 つの 分 野 で 発生 する リス ク が 他 の 分 野 に も 波及 し 、 経 営 再 編 全 体 の 
大 き な 障 害 と な る 可能 性 が ある こと を 十分 認識 し た 上 で 、 協 調 し て 、 シ ステ 
ム 統 合 に 係る 計画 ・ 作 業 を 統括 管理 する 役員 及び 部 門 (以下 「 統 括 役員 及び 
部 門 」 と いう 。) 等 を 設置 し て いる か 。 

② 対象 銀行 間 、 取 締 役 ・ 統 括 役員 及び 部 門間 、 開 発 部 門 ・ ユ ー ザ ー 部 門間 、 
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同一 部 門 内 、 営 業 店 内 に お ける 意思 疎通 が 十分 に 図ら れる 体制 が 整備 され て 
いる か 。 

③ 対象 銀行 の 取締 役 会 並び に 統括 役員 及び 部 門 は 、 協 調 し て 統合 プロ ジェ ク 
ト の 進捗 状況 を 的 確 に 把握 で きる 体制 を 整備 し て いる か 。 シ ステ ム 統 合 に 関 
する 情報 が 対象 銀行 の 一 部 の 役職 員 の 間 に と ど ま る こと の な いよ う 銀 行内 、 
銀行 間 の 報告 体制 が 整備 され て いる か 。 


(4) シス テム 統合 計画 と その 妥当 性 
① 事務 ・ シ ステ ム 両 面 に わた る 徹底 し た リス ク の 洗 出し と 軽減 策 
対象 銀行 の 取締 役 会 は 、 統 合 前 の それ ぞ れ の シス テム の 実態 及び これ まで 
の シス テム 障害 の 事例 等 を 踏ま は そえ 、 シ ステ ム 統 合 に お いて 対 顧客 障害 を 起こ 
さ な い と いう 観点 か ら 、 上 記 I 一 3ー7ー 1 を 踏ま え 、 事 務 ・ シ ステ ム 両 面 
に わた る 徹底 し た リス ク の 洗 出し と 軽減 策 を 講じ た 上 で 、 シ ステ ム 統 合計 画 
を 策定 し て いる か 。 
事務 ・ シ ステ ム 両 面 に わた り 十 分 か つづ 保守 的 な 移行 判定 項目 ・ 基 準 を 策定 
し て いる か 。 
② シス テム 統合 計画 の 妥当 性 
当初 策定 し た 統合 の 期限 を 優先 する あま り 、 リ スク 管理 を 軽視 し た 計画 等 
と な っ て いな いか 、 第 三 者 機関 の 評価 等 も 活用 し て 、 計 画 の 妥当 性 に つき 客 
観 的 ・ 合 理 的 に 検証 し て いる か 。 
また 、 移 行 判定 項目 ・ 基 準 等 に お いて は 、 全 て の 役職 員 が 、 い つま で に 何 
を すべ きか を 明確 に 定め た も の と な っ て いる か 。 


(5) 銀行 に お ける 十分 な テス ト ・ リ ハー サル 体制 の 構築 

これ まで の 障害 事例 の 反省 と し て 、 ほ と ん どの ケー ス に お いて 「 十 分 な テス 

ト ・ リ ハー サル を 行わ な か っ た こと 」 が 挙げ られ て いる こと を 踏ま え 、 

① レビ ュー や テス ト 不 足 が 原 因 で 、 顧 客 に 影響 が 及ぶ よう な 障害 や 経営 判断 
に 利用 され る リス ク 管 理 用 資料 等 の 重大 な 誤算 が 発生 し な いよ うな 十分 な テ 
スト 、 リ ハー サル の 体制 を 整備 し て いる か 。 具体 的 に は 、 工 程 得 の レビ ュー 
実施 状況 を 検証 し 、 品 質 状況 を 管理 する た め の レ ビュ ー 実 施 計 画 や 、 シ ステ 
ム 統 合 に 伴う 開発 内 容 に 適合 し た テス ト 計 画 が 策定 され 、 実 施す る た め の 体 
制 が 整備 され て いる か 。 
特に 、 フ ァイル 移行 等 に 関す る 最終 的 な 品質 は 、 全 店 ・ 全 量 デ ー タ に よる 
機能 確認 を 行わ な いと 判定 で き な い こと を 踏ま えた テス ト 計 画 と な っ て いる 
か 。 さ ら に 、 テ スト 期間 中 に 判明 する 想定 外 の 不 整 合 デー タ に つい て の デー 
タク レン ジン グ 等 の 追加 的 な 事務 負担 を 織り 込ん で 、 ス ケ ジ ュ ー ル 管理 が 行 
われ て いる か 。 

② シス テム の 開発 内 容 に 関係 な い 部 分 で あっ て も 、 例 えば 対外 接続 系 に 使用 
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され て いた ベン ダー の パッ ケー ジ ソ フ ト の 潜在 的 な 不具 合 が 統合 時 に 顕在 化 
し 、 結 果 と し て 大 規模 な 障害 に 発展 する 等 、 ま っ た く 想 定 外 の リス ク 事 象 が 
発生 する こと が ある こと に か ん が み 、 影 響 が な いと 見 込ま れる 部 分 で あっ て 
も 影響 が な いこ と を 確認 する た め の テ スト 等 を 可能 な 限り 計画 し て いる か 。 
③ 統合 後 の 業務 運営 の 検証 の た め 、 本 番 環境 を 想定 し た 訓練 や リハ ー サ ル は 、 
可能 な 限り 全 営 業 部 店 (ATM を 含む 。) や 対外 チャ ネル ( 全 銀 シ ステ ム 、 
統合 ATM ス イッ チン グ サ ービス 、 手 形 交換 、 日 銀 RTGS 等 ) に 同時 並行 
的 に ビ ピーク 時 の 負荷 を か ける 等 、 で きる 限り 忠実 に 本 番 に 近い 環境 を 再現 し 
て 行う こと と し て いる か 。 
④ 統合 に より 、 事 務 処 理 の 方 式 が 抜本 的 に 変化 する 営業 部 店 に お いて 、 い わ 
ゆる 追 付 き 開 発 ・ 差 分 開発 の 見 送り に 伴う 事務 負担 の 増加 へ の 対応 を 含め 、 
事務 手続 き の 習 得 教 育 ・ 障 害 訓 練 は 十分 行わ れ て いる か 。 さ ら に 、 そ の 進捗 
状況 を 把握 ・ 評 価 する 体制 が 整備 され て いる か 。 


(6) 対 顧客 説明 、 接 続 テ スト 実施 体制 の 構築 

① 対 顧客 説明 
イ . 顧客 折衝 の 実施 計画 や 折衝 に 当たっ て 必要 な 役職 員 研 修 の 具体 的 な 実行 
計画 等 、 顧 客 へ の 周知 ・ 説 明 態 勢 の 十分 な 整備 、 研 修 や マニ ュ ア ル の 実行 
可能 性 に つい て 、 個 別 具体 的 な 検証 が な され て いる か 。 
ロ . シス テム 統合 に より 、 取 り 扱 う 金融 サー ビス (例え ば 、 手 数 料 の 徴 求 形 
態 、 資 金 入金 日 等 に 至る まで ) に 変更 が ある 場合 に は 、 顧 客 利便 性 に 配慮 
し た 検討 を 行っ た うえ で 、 顧 客 へ の 周知 が 適切 に 行わ れ て いる か 。 

② 接続 テス ト 実 施 体制 
口座 振替 、 エ レク トロ ニッ ク バ ン キ ング 等 の 顧客 と つなが り の ある 取引 に 
つい て 、 顧 客 側 の 事情 を 勘案 し た 接続 テス ト の 実施 等 スケ ジュ ー ル を 策定 し 、 
顧客 へ の 説明 を 十分 に 行っ て いる か 。 
特に 、 こ れ ま で の 障害 事例 の 反省 と し て 、 ほ と ん どの ケー ス に お いて 「 十 
分 な 接続 テス ト を 行わ な か っ た こと 」 が 挙げ られ て いる こと か ら 、 顧 客 と の 
接続 テス ト は 、 可 能 な 限り 全て 実施 する こと を 基本 と し て 計画 を 組ん で いる 
か 。 
接続 テス ト を 行わ な い ケ ー ス 又は 行う 必要 が な いと 考え られ る ケー ス に つ 
いて も 、 可 能 な 限り 実 デ ー タ 等 に より 問題 が 起き な いこ と を 確認 する こと と 
し て いる か 。 

③ 対 顧客 説明 、 接 続 テ スト 等 の 進捗 状況 を 把握 ・ 評 価 す る 体制 が 整備 され て 
いる か 。 


(7 ) 設計 ・ 開 発 段階 か ら の プロ ジェ クト マネ ジメント 
商品 の 整理 ・ 統 合 等 に 係る 設計 ・ 開 発 段 階 か ら 、 事 務 (ユー ザー) 部 門 と シ 
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ステ ム 部 門 の 間 で 認識 の 相違 や 、 業 務 要 件 の 洗 出し の 漏れ ・ 仕 様 調 整 漏れ が 生 
じ 、 こ れ が 統合 時 の 障害 の ひと つの 原因 と な っ て いる こと か ら 、 設 計 ・ 開 発 の 
段階 毎 に 品質 管理 が 重要 で ある 。 

こう し た こと を 踏ま え 、 各 工程 の 検証 及び 承認 ルー ル を 明確 に する 等 、 適 切 
な 管理 が 行わ れ て いる か 。 特 に 、 納 期 を 優先 する あま り 、 品 質 を 犠牲 に し 、 各 
工程 の 完了 基準 を 満た さ ず に 次 工程 に 進む こと が な いか 。 


(8 ) 外部 委託 先 の 管理 態勢 
統合 に 係る シス テム 開発 等 の 業務 が 外部 委託 され る 場合 、 当 該 要 託 先 と 統括 
部 門 と の 間 の 意思 疎通 が 十分 に 図ら れる 体制 を 整備 し て いる か 。 
外部 委託 先 の 作業 の 問題 点 の 早期 発見 ・ 早 期 是 正 が な され な いと 、 追 加 テ ス 
ト 等 を 行う こと に よる 遅延 が 発生 する こと を 踏ま え 、 外 部 委託 業務 の 内 容 及び 
その 進捗 状況 を 的 確 に 把握 し て いる か 。 
特に 、 対 象 銀行 と 複数 の 外部 委託 先 が 関与 する 場合 、 管 理 態 勢 の 複雑 化 に 侍 
う リ スク を 十分 認識 し た 上 で 、 対 象 銀行 が 協調 し て 、 主 体 的 に 関与 する 体制 と 
な っ て いる か 。 


(9 ) 計画 の 進捗 管理 ・ 遅 延 ・ 妥 当 性 の 検証 に 係る プロ ジェ クト マネ ジメント 

① 対象 銀行 の 取締 役 会 並び に 統括 役員 及び 部 門 は 、 シ ステ ム 統 合計 画 の 進捗 
管理 に 際 し 、 協 調 し て 残存 課題 、 未 決定 事項 等 の 問題 点 の 把握 、 解 消 予定 の 
見 定め が 十分 な され る 体制 と な っ て いる か 。 

② プロ ジェ クト の 進捗 管理 に 当たっ て は 、 常 に 計画 の 妥当 性 まで 遡っ て 検証 
し な が ら 進 め る こと と し て いる か 。 

③ シス テム 統合 が 遅延 する 等 、 不 測 の 事態 が 生じ た 場合 に 協調 し て 適切 に 対 
応 で きる 体制 を 整備 し て いる か 。 具体 的 に は 、 シ ステ ム 統 合 が 計画 に 比 し て 
遅延 し た 場合 に スケ ジュ ー ル を 見 直す 基準 が 策定 され た 上 で 取締 役 会 の 承認 
を 得 て お り 、 そ れ に 基づい て 適切 な 対応 が 図ら れる 体制 が 整備 され て いる か 。 
また 、 協 調 し て 遅延 の 根本 原因 を 究明 し 、 対 処す る 体制 が 整備 され て いる 
か 。 


(10) 資源 配分 及び 計画 の 変更 等 に 係る プロ ジェ クト マネ ジメント 

① 統合 の 各 段 階 に お いて 経営 資源 が 適切 に 配分 され て いる か 等 、 対 象 銀行 が 
協調 し て 統合 の 段階 毎 の 進捗 に つい て 検証 を 行い 、 仮 に 問題 点 が 把握 され た 
場合 に は 、 そ れ に 対し 速やか に 適切 な 方 策 を 講じ る こと と し て いる か 。 特定 
の 部 署 ・ 担 当 者 に 作業 が 集中 する こと の な いよ う 業 務 管 理 が 適切 に 行わ れ て 
いる か 。 

② 計画 の 見 直し に 当たっ て は 、 変 更 後 の 計画 が 妥当 な も の で ある か 、 変 更に 
より 全体 の プロ ジェ クト に どの よう な 影響 が ある か を 十分 検証 、 検 討 し た も 
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の と な っ て いる か 。 


(11) 厳正 な 移行 判定 の 実施 

① 対象 銀行 の 統括 役員 及び 部 門 は 、I 一 3ー7ー1 を 踏ま え 安全 性 ・ 安 定性 
を 確保 する た め に 適切 に 策定 され 、 取 締 役 会 の 承認 を 得 た 業務 の 移行 判定 基 
準 (シス テム の 移行 判定 基準 を 含む 。) に 従い 、 シ ステ ム を 含む 統合 後 の 業 
務 運 営 体制 へ の 移行 の 可否 を 判断 し 、 取 締 役 会 で の 承認 を 経て 実行 する こと 
と し て いる か 。 
移行 判定 時 まで に 、 必 要 な テス ト 、 リ ハー サル 、 研 修 及 び 訓 練 等 (コン テ 
ィ ン ジ ェ ン シー プラ ン の 訓練 及び その 結果 を 踏ま えた プラ ン の 見 直し まで 含 
む 。) が 終了 し 、 経 営 陣 の 判断 する に 当たっ て の 不可 欠 な 材料 が 全て 揃う ス 
ケ ジ ュ ー ル ・ 計 画 と な っ て いる か 。 
移行 判定 の 時 期 は 、 対 外 接続 や 顧客 へ の 対応 も 含め て 、 フ ォ ー ル バッ ク が 
円 滑 に 行わ れる よう 、 統 合 予 定 日 か ら 十 分 な 余裕 を も っ て 遡っ て 設定 され て 
いる か 。 

② いわ ゆる 店 群 移行 方 式 に お いて は 、 各 回 の 移行 毎 に 、 前 回 移行 まで に 発生 
し た 障害 事例 (例え ば 移行 店 と 未 移行 店 を 踏 ぐ 処理 に 関し て シス テム 又は 運 
用 に 起因 する 障害 、 障 害 対応 に 起因 する 二 次 障害 等 ) へ の 対策 の 実施 状況 、 
移行 対象 店 舗 の 特性 (口座 振替 ・ 財 形 等 の 個 社 対応 を し て いる 大 口先 の 存在 
等 ) も 勘案 し た 移行 判定 を 行う こと と し て いる か 。 


(12) フォ ー ル バッ ク の 態勢 整備 
移行 判定 時 に お いて 統合 不可 (戻し 、 延 期 等 ) の 判断 が な され た 場合 、 シ ス 
テム 、 内 部 事務 、 顧 客 対応 等 が 円 滑 に 行わ れる 態勢 が 整備 され て いる か 。 
シス テム 統合 日 前 後に お ける 不測 の 事態 へ の 対応 プラ ン (シス テム 統合 の 中 
止 を 含む 。) が 連携 し て 策定 され 、 取 締 役 会 の 承認 を 得 て い る か 。 


(13) コン ティ ンジ ェ ン シー プラ ン の 確立 
既存 の コン ティ ンジ ェ ン シー プラ ン に つい て 、 シ ステ ム 統 合 後 の シ ステ ム の 
構成 や 組織 体制 に 基づい た 見 直し を 行っ た 上 で 、 取 締 役 会 の 承認 を 受け て いる 
か 。 
また 、 シ ステ ム 統 合 に 係る コン ティ ンジ ェ ン シー プラ ン が 、 同 様 に 策定 され 
て いる か 。 特 に これ まで の 事例 を 踏ま え 、 対 象 銀行 は 連携 し て 、 
① シス テム 障害 等 の 不測 の 事態 が 発生 し た 場合 、 シ ステ ム が 完全 復旧 する ま 
で の 代替 手段 を 検討 ・ 整 備 し て いる か 。 
② 口座 振替 の 処理 遅延 や A TM 障 害 が 取引 の ピー ク 日 に 発生 し た 場合 、 二 重 
引落 や 通帳 へ の 記帳 ミス 等 の 二 次 的 災害 を 防止 する た め の マ ニュ アル 対応 及 
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び 営 業 店 等 に お ける 訓練 が 十分 に 行わ れる 体制 が 整備 され て いる か 。 
また 、 統 合 後 の 事務 処理 に 不慣れ な 営業 店 の 店 頭 の 混乱 等 に よる 顧客 サー 
ビス の 低下 を 防止 する た め の 体制 が 整備 され て いる か 。 
シス テム が 完全 復旧 する まで の 間 、 手 作業 に 頼ら ざる を 得 な い 場 合 に 備え 、 
軽微 な 障害 で あっ て も 短期 間 に 同 時 多発 する 可能 性 も 考慮 し て 、 事 務 量 を 適 
切 に 把握 し 、 必 要 な 人 上 員 の 確保 が 迅速 に で きる 体制 が 整備 され て いる か 。 
③ シス テム 障害 等 の 不測 の 事態 が 発生 し た 場合 、 障 害 の 内 容 ・ 原 因 、 復 旧 見 
込 等 に つい て 公表 する と と も に 、 顧 客 か ら の 問い 合わ せ に 的 確 に 対応 する た 
め 、 コ ー ル セン ター の 開設 等 を 迅速 に 行う こと と し て いる か 。 
④ 単に 机上 の プラ ン に と ど ま ら ず 、 実 際 に 十分 な 回 数 の 訓練 を 行い 、 そ の 結 
果 を 踏ま そえ て 、 必 要 に 応じ プラ ン の 見 直し を 行っ て 、 実 効 性 を 確保 し て いる 
か 。 


(14) 実効 性 の ある 内 部 監査 、 第 三 者 評価 
① 内 部 監査 
対象 銀行 の 内 部 監査 部 門 (以下 「 内 部 監査 部 門 」 と いう 。) は 、 単 な る 進 
捗 状況 の モニ タリ ング ・ 検 証 の みな ら ず 、 各 間 題 が 統合 計画 に 与え る 影響 
シス テム 統合 リス ク 管 理 態 勢 の 実効 性 と いっ た 観点 か ら 監査 する も の と 位置 
付け られ た 上 で 、 協 調 し て 業務 監査 及び シス テム 監査 を 行う こと が で きる 体 
制 と な っ て いる か 。 ま た 、 シ ステ ム の 開発 過程 等 プロ セス 監査 に 精通 し た 要 
員 を 確保 し て いる か 。 
② 第 三 者 評価 
シス テム 統合 に 係る 重要 事項 の 判断 に 際 し て 、 シ ステ ム 監 査 人 に よる 監査 
等 の 第 三 者 機関 に よる 評価 を 、 そ の 限界 も 見 極め つつ 、 効 果 的 に 活用 し て い 
る か 。 


(15) 銀行 持株 会 社 に よる 統括 機能 
銀行 持株 会 社 の 下 で 子 銀行 等 の シス テム 統合 が 行わ れる 場合 に は 、 銀 行 持株 
会 社 の 経営 管理 機能 の 一 環 と し て 、 シ ステ ム 統 合 リス ク 管 理 機能 (プロ ジェ ク 
ト 管理 機能 を 含む 。) が 適切 に 発揮 され て いる か (一 4 一 11 一 4 参照 ) 。 


一 3ー7ー3 監督 手法 ・ 対 応 


( 1) 基本 合意 等 の 公表 が 行わ れ た 場合 
銀行 が 、 シ ステ ム 統 合 等 を 行う 場合 に あっ て は 、 基 本 合意 等 の 公表 を 受け て 、 
法 第 24 条 に 基づき 、 シ ステ ム 統 合 の 計画 (スケ ジュ ー ル を 含む 。) 及び その 進 
捗 状況 、 並 びに 、 シ ステ ム 統 合 リ スク 管理 及び プロ ジェ クト マネ ジメント の 態 
勢 に つい て 、 定 期 的 に 報告 を 求め て 実態 を 把握 し 、 重 大 な 問題 が な いか 検証 する 。 
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(2) 検査 結果 通知 が 行わ れ た 場合 

シス テム 統合 リス ク 管 理 態勢 等 に 関す る 検査 結果 通知 が 行わ れ た 場合 に は 、 
法 第 24 条 に 基づき 、 指 摘 事 項 に つい て 、 事 実 確認 、 発 生 原因 分 析 、 改 善 対応 策 、 
その 他 を 取り まとめ た 報告 、 及 び 、 リ スク を 適正 に 制御 する 方 策 (計画 を 的 確 
に 履行 する た め の 方 策 、 内 部 監査 を 含む 内 部 管理 態勢 等 ) に つい て 報告 を 求め 、 
シス テム 統合 リス ク 管 理 態勢 (プロ ジェ クト マネ ジメント の 態勢 を 含む 。 以 下 
同じ 。) に 間 題 が な いか 検証 する 。 

さら に 、 定 期 的 に フォ ロー アッ プ 報 告 を 求め て 、 検 査 結果 を 受け た 改善 ・ 対 
応 策 の 進捗 状況 、 プ ロジ ェクト 管理 態勢 の 実効 性 等 の 確認 を 行う 。 


(3) 移行 判定 が 行わ れ た 場合 
シス テム 統合 に 係る 移行 判定 が 行わ れ た と き は 、 そ の 判断 の 根拠 等 に つき 、 
法 第 24 条 に 基づく 報告 を 求め る 。 


(4) 上 記 (1) か ら (3) の 検証 等 の 結果 、 問 題 が 認め られ た 場合 
法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 重 大 な 問題 が ある 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基 
づき 、 シ ステ ム 統 合 リス ク 管 理 態 勢 に 関す る 業務 改善 命令 を 発出 する も の と す 
る 。 


(5) シス テム 統合 に 係る 経営 統合 が 当局 の 認可 を 要する 場合 

当該 認可 申請 に 対し 、 法 令 に 基づく 審査 基準 の 範囲 内 で 、 シ ステ ム 統 合計 画 
を 的 確 に 履行 する た め の 方 策 、 内 部 監査 を 含む 内 部 管理 態勢 等 その 他 H 一 3 一 
7ー2 を 踏ま えた 資料 の 提出 を 求め 、 シ ステ ム 統 合 リ スク 管理 態勢 に 問題 が な 
いか 審査 し 、 必 要 に 応じ 所 要 の 調整 を 経て 、 又 は 法 第 54 条 に 基づき 必要 な 条件 
を 付 し て 認可 する こと と する 。 

また 、 合 併 等 の 認可 後 か ら 当該 シス テム 統合 完了 まで の 間 、 法 第 24 条 に 基 づ 
く 報 告 を 定期 的 に 求め る も の と する 。 


(6 ) シス テム 障害 が 発生 し た 場合 
本 監督 指針 一 は ー4ー1 一 2 (8) 、 エ 一 は ー4ー1 一 3 (2) 等 に も 留 
意 す る 。 


(7 ) 外部 委託 先 の 業務 運営 が 特に 懸念 され る 場合 
本 監督 指針 一 3ー4ー1 一 3 (4) 等 に も 留意 する 。 


ロー3—8 危機 管理 体制 


132 


エエ 一 3 一 8 一 1 意義 


近年 、 銀 行 が 抱え る リス ク は 多様 化 ・ 複 雑 化し て お り 、 情 報 化 の 進展 な ど 銀 行 
取り 巻く 経営 環境 の 変化 も 相 師 っ て 、 通 常 の リス ク 管 理 だ け で は 対処 で き な い よう 
な 危機 が 発生 する 可能 性 は 否定 で きず 、 危 機 管理 の 重要 性 が 高まっ て いる 。 特 に 、 
地域 に 根差し た 経営 を し て いる 銀行 に お いて は 、 危 機 発 生 時 に お ける 初期 対応 や 地 
域 に 対す る 情報 発信 等 の 対応 が 極め て 重要 で ある こと か ら 、 平 時 より 危機 管理 体制 
を 構築 し て お く こ と が 必要 で ある 。 こ の た め 平 時 より 業務 継続 体制 (Business 
Continuity Management: BCM) を 構築 し 、 危 機 管理 (Crisis Management : C 
M) マニ ュ ア ル 、 及 び 業 務 継 続 計画 (Business Continuity Plan: BCP) の 策定 
等 を 行っ て お く こ と が 必要 で ある と 考え られ る 。 

な お 、 風 評 及 び シ ステ ムリ スク 等 に 係る 危機 管理 に つい て は 、 銀 行 の 資金 繰り や 
社会 に 対し て 特に 大 き な 影 響 を 与え る 可能 性 が ある こと か ら 、 別 途 、 監 督 上 の 留意 
点 を 定め る こと と する 。 


II 一 3ー8 一 2 平時 に お ける 対応 


(1) 対応 
危機 管理 は 平時 に お ける 未然 防止 に 向け た 取組 み が 重 要 と の 認識 の 下 、 早 期 
警戒 制度 等 の オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ や 不祥事 件 等 届出 書 の ヒア リン グ を 行 
う 中 で 、 又 は 銀行 に 関す る 苦情 ・ 情 報 提供 等 を 受け た 場合 な ど に お いて 、 銀 行 
に お ける 危機 管理 体制 に 重大 な 問題 が な いか 検証 する 。 ま た 、 業 務 継 続 計画 に 
つい て も 、 ヒ アリ ング を 通じ て 、 そ の 適切 性 を 検証 する 。 そ の 際 、 特 に 以下 の 
点 に 留意 する 。 
(2) 主 な 着眼 点 
① 何 が 危機 で ある か を 認識 し 、 可 能 な 限り その 回 避 に 努め る (不可 避 な も の 
は リス ク の 軽減 策 を 講じ る 。) よう 、 平 時 より 、 定 期 的 な 点検 ・ 訓 練 を 行う 
な ど 未 然 防止 に 向け た 取組 み に 努 め て いる か 。 
② 危機 管理 マニ ュ ア ル を 策定 し て いる か 。 ま た 、 危 機 管理 マニ ュ ア ル は 、 自 
ら の 業務 の 実態 や リス ク 管 理 の 状況 等 に 応じ 、 不 断 の 見 直し が 行わ れ て いる 
か 。 な お 、 危 機 管理 マニ ュ ア ル の 策定 に 当たっ て は 、 客 観 的 な 水準 が 判定 さ 
れる も の を 根拠 と し て 設計 され て いる こと が 望ま し い 。 


(参考 ) 想定 され る 危機 の 事例 

イ . 自然 災害 (地震 、 風 水害 、 異 常 気象 、 伝 染 病 等 ) 

ロ . テロ ・ 戦 争 (国外 に お いて 遭遇 する 場合 を 含む 。) 

ハ . 事故 (大 規模 停電 、 コ ンピュータ 事故 等 ) 

二 . 風評 (口コミ 、 イ ンタ ーネット 、 電 子 メ ー ル 、 憶 測 記事 等 ) 
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ホホ . 対 企業 犯罪 (脅迫 、 反 社会 的 勢力 の 介入 、 デ ー タ 盗難 、 役 職員 の 誘拐 
等 ) 

へ . 営業 上 の トラ ブル (苦情 ・ 相 談 対応 、 デ ー タ 入力 ミス 等 ) 

ト . 人 事 上 の トラ ブル (役職 員 の 事故 ・ 犯 罪 、 内 紛 、 セ クシ ャ ル ハ ラス メン 
ト 等 ) 

チ . 労務 上 の トラ ブル (内 部 告発 、 過 労 死 、 職 業 病 、 人 材 流出 等 ) 


③ 危機 管理 マニ ュ ア ル に は 、 危 機 発生 の 初期 段階 に お ける 的 確 な 状況 把握 や 
客観 的 な 状況 判断 を 行う こと の 重要 性 や 情報 発信 の 重要 性 な ど 、 初 期 対応 の 
重要 性 が 盛り 込ま れ て いる か 。 

④ 危機 発生 時 に お ける 責任 体制 が 明確 化 さ れ 、 危 機 発生 時 の 組織 内 及び 関係 
者 (関係 当局 を 含む 。) へ の 連絡 体制 等 が 整備 され て いる か 。 危機 発生 時 の 
体制 整備 は 、 危 機 の レベ ル ・ 類 型 に 応じ て 、 組 織 全 体 を 統括 する 対策 本 部 の 
下 、 部 門別 ・ 営 業 店 別に 想定 し て いる こと が 望ま し い 。 

⑤ 業務 継続 計画 (BCP) に お いて は 、 テ ロ や 大 規模 な 災害 等 の 事態 に お い 
て も 早期 に 被害 の 復旧 を 図り 、 金 融 レ ステ ム の 機能 の 維持 に と っ て 必要 最低 
限 の 業務 の 継続 が 可能 と な っ て いる か 。 そ の 際 、 全 国 銀行 協会 等 の 業界 団体 
及び 他 の 金融 機関 等 と 連携 し 対応 する 体制 が 整備 され て いる か 。 例 えば 、 

イ . 災害 等 に 備え た 顧客 デー タ 等 の 安全 対策 ( 紙 情 報 の 電子 化 、 電 子 化 さ れ 
た デー タフ ァイル や プロ グラ ム の バッ クア ッ プ 等 ) は 講じ られ て いる か 。 
ロ . コン ピュ ー タ シス テム セン ター 等 の 安全 対策 (バッ クア ッ プ セン ター の 

配置 、 要 員 ・ 通 信 回 線 確保 等 ) は 講じ られ て いる か 。 

ハ . これ ら の バッ クア ッ プ 体制 は 、 地 理 的 集中 を 避け て いる か 。 

二 . 個人 に 対す る 現金 払出 や 送金 依頼 の 受付 、 イ ンタ ー バ ンク 市 場 や 銀行 間 
決済 シス テム を 通じ た 大 口 ・ 大 量 の 決済 の 処理 等 の 金融 機能 の 維持 の 観点 
か ら 重 要 な 業務 を 、 暫 定 的 な 手段 ( 手 作 業 、 バ ッ ク ア ッ プ セン ター に お け 
る 処理 等 ) に より 再開 (リカ バリ ー) する まで の 目標 時 間 は 具体 的 に 計画 
され て いる か 。 イ ンタ ー バ ンク 市 場 や 銀行 間 決済 シス テム を 通じ た 大 口 ・ 
大 量 の 決済 の 処理 等 、 特 に 重要 な 金融 決済 機能 に 係る 業務 に つい て は 、 当 
日 中 に 再開 する 計画 と され て いる か 。 

ホ . 業務 継続 計画 の 策定 及び 重要 な 見 直し を 行う に 当たっ て は 、 取 締 役 会 に 
よる 承認 を 受け て いる か 。 ま た 、 業 務 継 続 体 制 が 、 内 部 監査 、 外 部 監査 な 
ど 独 立 し た 主体 に よる 検証 を 受け て いる か 。 


(参考 ) 日 本 銀行 「 金 融 機関 に お ける 業務 継続 体制 の 整備 に つい て 」 (平成 15 
年 7 月 ) 
ジョ イン ト ・ フ ォ ー ラ ム 「 業 務 継 続 の た め の 基 本 原則 」 (平成 18 年 8 
月 ) 
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⑥ 日 頃 か らき め 細 か な 情報 発信 及び 情報 の 収集 に 努め て いる か 。 ま た 、 危 機 
発生 時 に お いて は 、 危 機 の レベ ル ・ 類 型 に 応じ て 、 情 報 発信 体制 ・ 収 集 体制 
が 十分 な も の と な っ て いる か 。 


エー3—8-—3 危機 発生 時 に お ける 対応 


(1 ) 危機 的 状況 の 発生 又は その 可能 性 が 認め られ る 場合 に は 、 事 態 が 沈静 化す る 
まで の 間 、 当 該 銀 行 に お ける 危機 対応 の 状況 (危機 管理 体制 の 整備 状況 、 被 害 
の 復旧 状況 、 業 務 の 継続 状況 、 関 係 者 へ の 連絡 状況 、 情 報 発 信 の 状況 等 ) が 危 
機 の レベ ル ・ 類 型 に 応じ て 十分 な も の に な っ て いる か に つい て 、 定 期 的 に ヒア 
リン グ 又 は 現地 の 状況 等 を 確認 する な ど 実 態 把握 に 努め る と と も に 、 必 要 に 応 
じ 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 徴 求 する こと と する 。 


(2) 上 記 (1) の 場合 に は 、 速 や か に 金融 庁 担当 課室 に 報告 を する な ど 、 関 係 部 
局 間 に お ける 連携 を 密接 に 行う も の と する 。 


I エ 一 3ー8 一 4 事態 の 沈静 化 後に お ける 対応 


危機 的 状況 が 沈静 化し た 後 、 危 機 発生 時 の 対応 状況 を 検証 する 必要 が ある と 認め 

られ る 場合 に は 、 当 該 銀 行 に 対し て 、 法 第 24 条 に 基づき 、 事 案 の 概要 と 銀行 側 の 対 
応 状況 、 発 生 原因 分 析 及 び 再 発 防止 に 向け た 取組 み に つ いて 報告 徴 求 する こと と す 
る 。 


ルー3 一 8 一 5 風評 に 関す る 危機 管理 体制 


(1 ) 風評 リス ク へ の 対応 に 係る 体制 が 整備 され て いる か 。 ま た 、 風 評 発生 時 に お 
ける 本 部 各部 及び 営業 店 の 対応 方 法 に 関す る 規定 を 設け て いる か 。 な お 、 他 行 
や 取引 先 等 に 関す る 風評 が 発生 し た 場合 の 対応 方 法 に つい て も 、 検 討 し て お く 
こと が 望ま し い 。 


(2) 風評 が 伝達 され る 媒体 (例え ば 、 イ ンタ ーネット 、 憶 測 記事 等 ) に 応じ て 、 
定期 的 に 風評 の チェ ッ ク を 行っ て いる か 。 


(3) 風評 が 預金 の 払出 し に 結び つい た 場合 の 対応 方 法 に つい て 、 営 業 店 及び 店 舗 


外 現金 自動 設備 の 状況 把握 、 顧 客 対応 、 現 金 輸 送 、 対 外 説明 等 、 初 動 対応 に 関 
する 規定 を 設け て いる か 。 
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(4 ) 上 記 (3) の よう な 状況 に な っ た 場合 、 財 務 局 、 日 本 銀行 、 他 の 地元 金融 機 
関 、 提 携 先 、 警 備 会 社 等 へ 、 速 や か に 連絡 を 行う 体制 に まな っ て いる か 。 
な お 、 必 要 に 応じ て 、 自 治 体 ・ 警 察 に も 連絡 を 行う も の と な っ て いる か 。 


(5) 財務 局 は 、 上 記 (4) の 連絡 を 受け た 場合 、 事 態 の 沈静 化 が 認め られ る まで 


の 間 、 定 期 的 に ヒア リン グ 及 び 現 地 の 状況 を 確認 し た 上 で 、 金 融 店 担当 課室 へ 
報告 する も の と する 。 
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ロー4 金融 仲介 機能 の 発揮 


ロー4 一 1 基本 的 役割 


金融 機関 は 、 中 小 企業 ( 小 規模 事業 者 を 含む 。 以下 ロー5 ま で に お いて 同じ 。) 
や 住宅 ロー ン 借 入 者 な ど 個 々 の 借り 手 の 状況 を きめ 細か く 把 握 し 、 他 業態 も 含め 関 
係 す る 他 の 金融 機関 等 と 十分 連携 を 図り な が ら 、 円 滑 な 資金 供給 (新規 の 信用 供与 
を 含む 。 以 下 同 じ 。) や 貸付 け の 条件 の 変更 等 ( 注 1) に 努め る こと が 求め られ る 。 
特に 、 金 融 機 関 は 、 株 式 会 社 地域 経済 活性 化 支援 機構 法 (平成 21 年 法律 第 63 号 ) 
第 64 条 の 規定 ( 注 2) の 趣旨 を 十分 に 踏ま え 、 地 域 経済 の 活性 化 及び 地域 に お ける 
金融 の 円 滑 化 な ど に つい て 、 適 切 か つ 積 極 的 な 取組 み が 求 め ら れる こと に 留意 する 
必要 が ある 。 

この よう な 観点 か ら 、 金 融 機 関 は 、 資 金 供給 者 と し て の 役割 の みな ら ず 、 顧 客 企 
業 に 対す る コン サル ティ ング 機能 の 発揮 を 通じ て 、 中 小 企業 を は じ め と する 顧客 企 
業 の 経営 改善 等 に 向け た 取組 み を 最大 限 支 援 し て いく こと も 求め られ る (顧客 企業 
に 対す る コン サル ティ ング 機能 の 発揮 に つい て は 、II 一 5 一 2 一 1 を 参照 ) 。 

特に 、 急 激 な 経営 環境 の 変化 に より 資本 の 充実 が 必要 と な っ た 企業 に 対す る 支援 
に お いて は 、 貸 付け の 条件 の 変更 等 だ け で な く 、 資 本 性 借入 金 ( 注 3) や 出資 等 も 
活用 し 、 顧 客 企業 の 経営 改善 等 に つなげ て いく こと が 強く 求め られ る 。 

また 、「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の 趣旨 を 踏ま え 、 経 営 者 保証 に 依存 
し な い 融 資 の 一 層 の 促進 を 図る と と も に 、「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 」 で 
示さ れ た 合理 性 が 認め られ る 保証 契約 の 在り 方 に 基づく 対応 を 行っ て いく こと か が 必 
要 で ある (II 一 10 一 2 参照 ) 。 


( 注 1) 「 貸 付け の 条件 の 変更 等 」 と は 、 貸 付け の 条件 の 変更 、 旧 債 の 借換え 、 
DES (デット ・ エ クイ ティ ・ ス ワッ プ ) その 他 の 債務 の 弁済 に 係る 負担 の 
軽減 に 資す る 措置 を いう 。 

( 注 2) 株 式 会 社 地域 経済 活性 化 支援 機構 法 第 64 条 で は 、「 機 構 及び 金融 機関 等 
は 、 事 業者 の 事業 の 再生 又は 地域 経済 の 活性 化 に 資す る 事業 活動 を 支援 する 
に 当たっ て は 、 地 域 に お ける 総合 的 な 経済 力 の 向上 を 通じ た 地域 経済 の 活性 
化 及び 地域 に お ける 金融 の 円 滑 化 に 資す る よう 、 相 互 の 連携 に 努め な けれ ば 
な ら な い 。」 と され て いる 。 

( 注 3) 「 資 本 性 借入 金 」 と は 、 貸 出 条件 が 資本 に 準じ た 十分 な 資本 的 性 質 が 認 
め ら れる 借入 金 と し て 、 債 務 者 の 評価 に お いて 、 資 本 と みな し て 取り 扱う こ 
と が 可能 な も の を いう 。 な お 、 あ くま で も 借入 金 の 実態 的 な 性 質 に 着目 し た 
も の で あり 、 債 務 者 の 属性 (企業 の 規模 等 ) 、 債 権 者 の 属性 (金融 機関 、 事 
業法 人 、 個 人 等 ) や 資金 使途 等 に より 制限 され る も の で は な く 、 基 本 的 に は 、 
賞 還 条件 、 金 利 設定 、 劣 後 性 と いっ た 観点 か ら 、 資 本 類似 性 が 判断 され る 。 
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一 般 に 、 

① 償還 条件 に つい て は 、 契 約 時 に お ける 代 司 期間 が 5 年 を 超え 、 期 限 一 括 償 
司 又 は 同等 に 評価 で きる 長期 の 据置 期間 が 設定 され て いる こと 

② 金利 設定 に つい て は 、 資 本 に 準じ て 配当 可能 利益 に 応じ た 金利 設定 と な っ 
て いる こと (業績 連動 型 な ど 、 債 務 者 が 厳し い 状 況 に ある 期間 は 、 こ れ に 応 
じ て 人 金利 負 担 が 抽 え られ る よう な 仕組 み が 講じ られ て いる こと ) 

③ 劣後 性 に つい て は 、 法 的 破綻 時 の 劣後 性 が 確保 され て いる こと (又は 、 少 
な く と も 法 的 破綻 に 至る まで の 間 に お いて 、 他 の 債権 に 先んじ て 回 収 さ れ な 
い 仕組 み が 備 わっ て いる こと ) 

が 求め られ る と 考え られ る 。 


上 記 の 基本 的 役割 を 踏ま え 、 各 金融 機関 が 金融 仲介 機能 を 組織 全体 と し て 継続 的 
に 発揮 する た め の 態 勢 整 備 の 状況 も 含め 、 各 金融 機関 の 取組 み 状況 を 検証 する こと 
が 必要 で ある 。 こ の た め 、 以 下 の 着眼 点 に 基づき 検証 し て いく (顧客 企業 に 対す る 
コン サル ティ ング 機能 の 発揮 に 関す る 着眼 点 は 、 エ 一 5ー3 を 参照 ) 。 


(1) 中 小 企業 や 住宅 ロー ン 借 入 者 な ど 個 々 の 借り 手 の 状況 を きめ 細か く 把 握 し 、 
円 滑 な 資金 供給 や 貸付 け の 条件 の 変更 等 に 努め て いる か 。 ま た 、 他 業態 も 含め 
関係 する 他 の 金融 機関 等 が ある 場合 に は 、 当 該 他 の 金融 機関 等 と 十分 連携 を 図 
りな が ら 、 円 滑 な 資金 供給 や 貸付 け の 条件 の 変更 等 に 努め て いる か 。 


(2) 株 式 会 社 地域 経済 活性 化 支援 機構 法 第 64 条 の 規定 の 趣旨 を 踏ま え 、 事 業者 の 
事業 の 再生 又は 地域 経済 の 活性 化 に 資す る 事業 活動 を 支援 する に 当たっ て は 、 
地域 に お ける 総合 的 な 経済 力 の 向上 を 通じ た 地域 経済 の 活性 化 及び 地域 に お け 
る 金融 の 円 滑 化 に 資す る よう 、 地 域 経済 活性 化 支援 機構 と の 連携 を 図る と と も 
に 、 自 ら も 円 滑 な 資金 供給 や 貸付 け の 条件 の 変更 等 に 努め て いる か 。 


(3) 停止 条件 又は 解除 条件 付 保証 契約 、ABL、 人 金利 の 一 定 の 上 乗せ 等 の 経営 者 
保証 の 機能 を 代替 する 融資 手法 の メニ ュー の 充実 を 図る よう 努め て いる か 。 


(4 ) 法人 個人 の 一 体 性 の 解消 が 図ら れ て いる 、 あ る い は 、 解 消 等 を 図 ろ うと し て 
いる 主 債務 者 が 資金 調達 を 要請 し た 場合 に お いて 、「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ 
ドラ イン 」 に 基づき 、 主 債務 者 の 経営 状況 、 資 金 使途 、 回 収 可能 性 等 を 総合 放 
に 判断 する 中 で 、 経 営 者 保証 を 求め な い 可 能 性 、 (3) の よう な 代替 的 な 融資 
手法 を 活用 する 可能 性 に つい て 、 検 討 す る よう 努め て いる か 。 
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II 一 4ー3 監督 手法 ・ 対 応 


各種 ヒア リン グ の 機会 を 通じ し 、 上 記 の 監督 上 の 着眼 点 に 基づき 、 各 金融 機関 に お 
ける 取組 み 状 況 と を フォ ロー アッ プ し つつ 、 人 金融 仲介 機能 が 十 全 に 発揮 され る よう 、 


金融 機関 を 促し て いく 。 
トッ プ ヒ アリ ング に お いて は 、 金 融 機関 経営 者 か ら 、 金 融 仲介 機能 の 発揮 に 関し 、 


経営 陣 の 主導 性 の 発揮 状況 等 を 確認 する 。 

また 、 総 合 的 な ヒア リン グ 等 に お いて は 、 営 業 現場 の 責任 者 等 か ら 、 顧 客 企業 と 
の 接触 状況 を 含め 、 個 別 具体 的 な 実践 (現場 に お ける 課題 や 本 部 と の 連携 の 状況 を 
含む 。) まで 踏み 込ん で 確認 する 。 


139 


ロー5 地域 密着 型 金融 の 推進 


ロー5—1 経緯 


(1) 地域 密着 型 金融 の 推進 に つい て は 、 平 成 19 年 8 月 に 本 監督 指針 を 改正 し 、 通 
常 の 監督 行政 の 恒久 的 な 枠組 み と し て 位置 付け る と と も に 、 人 金融 機関 の 自由 な 競 
争 、 自 己 責任 に 基づく 経営 判断 の 尊重 、 地 域 の 利用 者 の 目 (パブ リッ ク ・ プ レッ 
シャ ー) を 通じ た ガバ ナン ス を 基本 と し つつ 、 地 域 密 着 型 金融 が 深化 、 定 着 する 
よう お 動機 付け 、 環 境 整備 を 行っ て きた 。 

こう し た 中 、 地 域 金 融 機関 (地域 銀行 、 信 用 金庫 、 信 用 協同 組合 ) に お いて は 、 
経営 改善 支援 、 事 業 再 生 支 援 、 担 保 ・ 保 証 に 過度 に 依存 し な い 融 資 等 の 取組 み が 
行わ れ て き て いる 。 一 方 、 中 小 企 業 を は じ め と し た 利用 者 か ら は 、 そ うし た 取組 
み に と ど ま ら ず 、 経 営 課題 へ の 適切 な 助言 や 販路 拡大 等 の 経営 支援 、 ニ ー ズ に 合 
致し た 多様 な 金融 サー ビス の 提供 が 強く 期待 され て いる 。 


(2) この よう な 状況 を 踏ま え 、 地 域 密 着 型 金融 の 取組 み に つ いて 利用 者 と 地域 金 
融 機関 の 双方 に に っ て より 実効 的 な も の と し て いく 観点 か ら 、 地 域 金融 機関 の 経 
営 者 や 実務 者 、 有 識者 等 か ら 忌 憧 の な い 意見 を 頂い た 。 こ れ ら の 意見 か ら 、 地 域 
密着 型 金融 の 取組 み に 関す る 課題 や 改善 の 方 向 性 を 以下 の と お り 整 理 す る こと が 
で きる 。 
① 地域 密着 型 金融 の 推進 は 、 顧 客 企 業 (個人 事業 主 を 含む 。 以 下 同じ 。) と 

の 長期 的 な 取引 関係 を 前 提 と し た 取組 み で あり 、 そ の 成果 を 短期 間 で 金融 機 
関 の 財務 の 健全 性 や 収益 力 の 向上 に 結び つけ る こと は 難し い 場 合 が 多く 、 中 
長期 的 な 視点 に 立っ た 取組 みや 評価 が 重要 で ある 。 
② 金融 機関 の 営業 店 の 業績 管理 が 短期 間 で 行わ れ て いる こと も あっ て 、 堂 業 
現場 で は 、「 短 期 的 」 な 「 量 」 重 視 に 偏り や すく な っ て いる 。 地 道 な 企業 訪 
問 や 経営 相談 ・ 経 営 指導 な ど 、 短 期 的 な 効果 の 測定 が 必ず し も 容易 で な い 継 
続 的 な 取組 み に 関す る 姿勢 や 活動 を 評価 ・ 推 進 し て いく た め の 工 夫 が 必要 で 
ある 。 
また 、 人 金融 機関 は 、 当 局 に 対す る 取組 み 実 績 の 報告 や 開示 を 意識 する あま 
り 、 網 維 的 な 実績 作り に 陥り が ちな 面 が あり 、 当 局 の 関与 に つい て も 工夫 が 
必要 で ある 。 
③ 地域 金融 機関 は 、 人 材 や ノウ ハウ の 面 か ら 、 顧 客 企業 に 対し 十分 な ソリ ュ 
ーション (経営 目標 の 実現 や 経営 課題 の 解決 を 図る た め の 方 策 ) を 必ず し も 
提案 で き て いな い 。 各 業種 に 関す る 知識 の 吸収 な ど ノ ウ ハ ウ の 底上げ が 必要 
で あり 、 営 業 店 の 人 材 育 成 、 本 支店 間 の 連携 強化 、 外 部 専門 家 や 外部 機関 等 
と の 連携 と いっ た 対応 が 課題 と な っ て いる 。 
顧客 企業 の 経営 改善 や 再建 に 際 し て 金融 機関 に 求め られ る の は 、 ま ず は 、 
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当該 企業 と の 日 常 的 ・ 継 続 的 な 接触 を 更に 深め な が ら 、 そ の 中 で 当該 企業 の 
事業 価値 を 見 極め 、 経 営 課題 を 発見 ・ 把 握 し て いく 営業 職員 の 目利き 能力 の 
向上 で ある 。 
顧客 企業 の 経営 課題 を 発見 ・ 把 握 し た 後 は 、 金 融 機 関 が 課 題 解決 の た め の 
役割 を 常に 全て 担う の で は な く 、 必 要 に 応じ 、 積 極 的 に 地域 の 外部 専門 家 や 
外部 機関 の 知見 ・ ノ ウ ハ ウ を 集め て 対処 し て いく こと が 有効 で ある 。 ま た 、 
金融 機関 が 顧客 企業 の 経営 改善 ・ 再 建 支援 を 行う に 当たっ て 、 債 権 者 と し て 
の 立場 と の 利益 相反 が 懸念 され る 場合 、 こ れ を 防止 する と いう 観点 か ら も 、 
中 立 的 な 立場 で 関与 で きる 外部 専門 家 や 外部 機関 等 と の 連携 は 有効 で ある と 
考え られ る 。 

④ 顧客 企業 の 創業 、 成 長 、 経 営 改 善 ・ 再 建 の た め に は 、 ま ず は 、 当 該 企業 の 
経営 者 自身 が 明確 な ビジ ョ ン を も っ て 自ら 主体 的 に 取り 組む こと が 重要 で あ 
る 。 自ら の 経営 課題 を 正確 か つ 十 分 に 認識 で き て いな い 経 営 者 も 少な く な い 
た め 、 経 営 者 の 意識 改革 も 必要 で ある 。 

⑤ 顧客 企業 の 発展 の た め に は 、 地 域 や 広域 の 活性 化 策 の 中 に 、 当 該 企業 や 取 
引 先 を 戦略 的 に 位置 づけ 支援 する こと が 有益 で ある 。 そ の た め に は 、 地 方 公 
共 団体 、 商 工 関係 団体 等 と の 連携 が 必要 で あり 、 特 に 、 地 方 公共 団体 が 実施 
する 計画 的 で 継続 的 な 取組 み と の 有機 的 連携 が 重要 で ある 。 

⑥ 単なる 金利 の 高低 で は 計れ な い 地 域 密 着 型 金融 の メリ ッ ト (コン サル ティ 
ング 機能 や 長期 的 ・ 安 定 的 な 金融 仲介 機能 の 提供 ) を 地域 の 利用 者 に 広く 理 
解 し て も ら う た め に は 、 積 極 的 な 情報 発信 、P R が 必要 で ある 。 発信 する 情 
報 は 、 金 融 機関 の 創意 工夫 に より 、 利 用 者 が 興味 や 関心 を 持て る 具体 的 で 分 
か りや すい 内 容 と する こと が 重要 で ある 。 

⑦ 地域 の 中 小 企業 等 を 支え 地域 経済 を 活性 化す る た め 、 地 域 の 関係 者 の 連 
携 ・ 協 力 が 一 層 重 要 に な っ て き て いる 。 地域 金融 機関 は 、 そ うし た 連携 ・ 協 
カ 体 制 の 中 で 、 大 き な 役 割 を 果たす こと が 期待 され て いる 。 地域 金融 機関 の 
経営 者 は 、 自 ら 強 い 使命 感 を 持ち 、 地 域 金融 機関 と 顧客 ・ 地 域 社会 が と も に 
栄え て いく ビジ ネス モデ ル を 確立 し 具体 的 な 取組 み を 推進 する た め 、 主 導 性 
を 存 分 に 発揮 し て いく 必要 が ある 。 地 域 金融 機関 は こう し た 取組 み に よ り 、 
地域 の 関係 者 か ら の 期待 に 応え る と と も に 、 顧 客 企 業 や 地域 経済 全体 の 発展 
を 通じ て 自ら の 顧客 基盤 を 維持 ・ 拡 大 し 、 収 益 力 や 財務 の 健全 性 の 向上 に も 
つなげ て いく こと が 期待 され る 。 


( 注 ) 地域 密着 型 金融 に つい て は 、 年 1 回 、「 利 用 者 等 の 評価 に 関す る アン 
ケー ト 調 査 」 を 実施 し 公表 し て きた 。 加 えて 、 平 成 22 年 5 月 か ら 6 月 に 
か け て 地域 金融 機関 の 経営 者 か ら 地域 密着 型 金融 の 取組 み に 関 する 意見 
の 提出 を 受け た ほか 、 同 年 11 月 か ら 12 月 に か け て 地域 金融 機関 の 経営 
者 や 実務 者 、 有 識者 等 と 面談 し 、 特 に 顧客 企業 に 対す る コン サル ティ ン 
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グ 機 能 の 発揮 の 現状 や 課題 等 に つい て 意見 交換 を 行っ た 。 


(3 ) 以上 の よう な 課題 認識 を 踏ま え 、 地 域 金融 機関 に お ける 地域 密着 型 金融 の 取 
組み の 一 層 の 促進 を 図る た め 、 今 般 、 以 下 の と お り 、 監 督 指針 を 改正 する こと 
と じじ た 。 


( 注 ) 平成 22 年 12 月 24 日 に 公表 し た 「 金 融資 本 市 場 及び 金融 産業 の 活性 化 
等 の た め の ア クシ ョ ンプ ラン 」 に お いて 、「 地 域 密着 型 金融 の 促進 」 を 
「 中 小 企業 等 に 対す る きめ 細か で 円 滑 な 資金 供給 」 の 施策 の 一 つと し て 
掲げ て いる 。 


「 エ 一 5 一 2 基本 的 考え 方 」 に お いて は 、 当 局 、 地 域 金融 機関 、 利 用 者 等 
の 関係 者 の 認識 の 共有 に 資す る た め 、 地 域 密着 型 金 融 の 目指 すべ き 方 向 、 特 に 
地域 金融 機関 が 発揮 すべ き コ ン サ ル テ ィ ン グ 機 能 を 具体 的 に 示し て いる 。 

「 エ 一 5ー3 主 な 着眼 点 」 に お いて は 、 個 々 の 具体 的 な 取組 み は 各 金融 機 
関 の 自主 的 な 経営 判断 に 委ね つつ 、 当 局 は 各 金 融 機関 に 対し 地域 密着 型 金融 を 
中 長期 的 な 視点 に 立っ て 組織 全体 と し て 継続 的 に 推進 する た め の 熊 勢 の 整備 ・ 
充実 を 促す と いう 考え 方 の 下 、 監 督 に 当たっ て 重点 的 に 検証 すべ き 態 勢 面 等 の 
着眼 点 を 示し て いる 。 

「 エ 一 5ー4 監督 手法 ・ 対 応 」 に お いて は 、 地 域 金 融 機 関 の 規模 ・ 特 性 等 
を 踏ま えた 自主 的 ・ 創 造 的 な 取組 み を 促す た め の フ ォ ロ ー ア ッ プ や 動機 付け 、 
環境 整備 の 手法 を 示し て いる 。 


IIー5 一 2 基本 的 考え 方 (地域 密着 型 金融 の 目指 すべ き 方 向 ) 


(1) 地域 経済 の 活性 化 や 健全 な 発展 の た め に は 、 地 域 の 中 小 企業 等 が 事業 拡大 や 
経営 改善 等 を 通じ て 経済 活動 を 活性 化し て いく と と も に 、 地 域 金融 機関 を 含め 
た 地域 の 関係 者 が 連携 ・ 協 力 し な が ら 中 小 企業 等 の 経営 支 力 を 積極 的 に 支援 し 
て いく こと が 重要 で ある 。 な か で も 、 地 域 の 情報 スネ ットワーク の 要 で あり 、 人 
材 や ノウ ハウ を 有する 地域 金融 機関 に お いて は 、 資 金 供給 者 と し て の 役割 に と 
ど ま ら ず 、 地 域 の 中 小 企業 等 に 対す る 経営 支援 や 地域 経済 の 活性 化 に 積極 的 に 
貢献 し て いく こと が 強く 期待 され て いる 。 


(2) この た め 、 地 域 金融 機関 は 、 経 営 戦略 や 経営 計画 等 (以下 「 経 営 計 画 等 」 と 
いう 。) の 中 で 、 地 域 密着 型 金融 の 推進 を ビジ ネス モデ ル の 一 つと し て 明確 に 
位置 づけ 、 自 ら の 規模 や 特性 、 利 用 者 の 期待 や ニー ズ 等 ( 注 ) を 踏ま えて 自主 
性 ・ 創 造 性 を 発揮 し つつ 、 以 下 に 示す 「 顧 客 企 業 に 対す る コン サル ティ ング 機 
能 の 発揮 」、「 地 域 の 面 的 再生 へ の 積極 的 な 参画 」、「 地 域 や 利用 者 に 対す る 
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積極 的 な 情報 発信 」 の 取組 み を 中 長期 的 な 視点 に 立っ て 組織 全体 と し て 継続 的 
に 推進 する こと に より 、 顧 客 基 盤 の 維持 ・ 拡 大 、 収 益 力 や 財務 の 健全 性 の 向上 
に つなげ て いく こと が 重要 で ある 。 


( 注 ) 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 は 、 地 域 銀 行 に も 増し て 規模 や 人 上 員 に 制約 が 
ある 場合 が 多い こと に 加え 、 相 互 扶助 ・ 非 営利 と いう 特性 を 有 し て お り 、 
取引 先 (会 員 ・ 組 合 員 資格 ) が 原則 と し て 自ら の 地区 内 の 小 規模 事業 者 に 
限定 され て いる 。 


(3) また 、 地 域 金 融 機関 が 、 地 域 密 着 型 金融 を 組織 全体 と し て 継続 的 に 推進 し て 
いく た め に は 、 経 営 陣 が 主導 性 を 十分 に 発揮 し て 、 本 部 に よる 営業 店 支援 、 外 
部 専門 家 や 外部 機関 等 と の 連携 、 職 員 の モチ ベー ショ ン (動機 付け ) の 向上 に 
資す る 評価 、 専 門 的 な 人 材 の 育成 や ノウ ハウ の 蓄積 と いっ た 推進 態勢 の 整備 ・ 
充実 ( 注 1・2) を 図っ て いく こと が 重要 で ある 。 


( 注 1) 規模 や 人 員 に 制約 が ある 場合 が 多い 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に つい 
て は 、 中 央 機関 や 業界 団体 に よる 業務 補完 ・ 支援 が 不可 欠 で ある 。 し た が 
っ て 、 こ れ ら を 中 心 と し た 地域 密着 型 金融 の 取組 み に 係る 業務 、 態 勢 整 備 
の 連携 等 、 業 態 内 の 相互 扶助 の 実践 ・ 充 実 を 図る べく 、 中 央 機関 ・ 業 界 団 
体 の 機能 充実 を 通じ た 総合 的 な 取組 み を 推進 する こと が 必要 で ある 。 ま た 、 
個別 機関 は 、 そ の 自主 的 な 態勢 整備 ・ 強 化 に 加え て 、 必 要 に 応じ 、 中 央 機 
関 ・ 業 界 団体 の 機能 活用 を 通じ 、 業 態 内 に お いて 相互 扶助 の 特性 を 十分 発 
揮 す る こと が 重要 で ある 。 


( 注 2) 営業 職員 の 経営 改善 支援 能力 の 育成 に あたっ て は 、 人 金融 機関 内 に お け 
る 教育 の みな ら ず 、 営 業 職員 が 組織 ・ 地 域 を 超え て 、 同 様 の 立場 に ある 他 
の 金融 機関 職員 等 と の 間 で 、 知 見 ・ ノ ウ ハ ウ を 共有 し 、 実 践 し て いく 人 的 
つなが り (ネッ トワ ー ク ) に 参画 させ る こと も 、 有 効 な 方 法 と 考え られ る 。 


エロ 一 5 ら ー2 一 1 顧客 企業 に 対す る コン サル ティ ング 機能 の 発揮 


顧客 企業 の 事業 拡大 や 経営 改善 等 に 当たっ て は 、 ま ず も っ て 、 当 該 企業 の 経営 者 
が 自ら の 経営 の 目標 や 課題 を 明確 に 見 定め 、 こ れ を 実現 ・ 解 決する た め に 意欲 を 持 
っ て 主体 的 に 取り 組ん で いく こと が 重要 で ある 。 

地域 金融 機関 は 、 資 金 供給 者 と し て の 役割 に と ど ま ら ず 、 長 期 的 な 取引 関係 を 通 
じ て 蓄 積 さ れ た 情報 や 地域 の 外部 専門 家 ・ 外 部 機関 等 と の ネッ トワ ー ク を 活用 し て 
コン サル ティ ング 機能 を 発揮 する こと に より 、 顧 客 企業 の 事業 拡大 や 経営 改善 等 に 
向け た 自助 努力 を 最大 限 支援 し て いく こと が 求め られ て いる 。 
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特に 、 貸 付 残 高 が 多い な ど 、 顧 客 企業 か ら 主 た る 相談 相手 と し て の 役割 を 期待 さ 
れ て いる 主たる 取引 金融 機関 に つい て は 、 コ ン サ ル テ ィ ン グ 機 能 を より 一 層 積 極 的 
に 発揮 し 、 顧 客 企業 が 経営 課題 を 認識 し た 上 で 経営 改善 、 事 業 再生 等 に 向け て 自助 
努力 で きる よう 、 最 大 限 支 援 し て いく こと が 期待 され る 。 

この よう な 顧客 企業 と 地域 金融 機関 双方 の 取組 み が 相 乗 効 果 を 発揮 する こと に よ 
り 、 顧 客 企業 の 事業 拡大 や 経営 改善 等 が 着実 に 図ら れる と と も に 、 顧 客 企業 の 返済 
能力 が 改善 ・ 向 上 し 、 将 来 の 健全 な 資金 需要 が 拡大 し て いく こと を 通じ て 、 地 域 金 
融 機関 の 収益 力 や 財務 の 健全 性 の 向上 も 図ら れる と いう 流れ を 定着 させ て いく こと 
が 重要 で ある 。 

地域 金融 機関 の コン サル ティ ング 機能 は 、 顧 客 企業 と の 日 常 的 ・ 継 続 的 な 関係 か 
ら 得 られ る 各種 情報 を 通じ て 経営 の 目標 や 課題 を 把握 ・ 分 析 し た 上 で 、 適 切な 助言 
な ど に より 顧客 企業 自身 の 課題 認識 を 深め つつ 、 主 体 的 な 取組 み を 促し 、 同 時 に 、 
最適 な ソリ ュー ショ ン を 提案 ・ 実 行 す る 、 と いう 形 で 発揮 され る こと が 一 般 的 で あ 
る と み ら れ る 。 以下 に 地域 金融 機関 に 期待 され る 顧客 企業 に 対す る コン サル ティ ン 
グ 機 能 を 具体 的 に 示す こと と する 。 

な お 、 こ れ は 、 当 局 及び 地域 金融 機関 、 さ ら に は 顧客 企業 の 認識 の 共有 に 資す る 
た め に 、 本 来 は 、 顧 客 企業 の 状況 や 地域 金融 機関 の 規模 ・ 特 性 等 に 応じ て 種々 多様 
で ある コン サル ティ ング 機能 を 包括 的 に 示し た も の で ある 。 コンサル ティ ング 機能 
の 具体 的 な 内 容 は 、 各 金融 機関 に お いて 自ら の 規模 ・ 特 性 、 利 用 者 の 期待 や ニー ズ 
等 を 踏ま え 、 自 主 的 な 経営 判断 に より 決定 され る べき も の で あり 、 人 金融 機関 に 対し 
て 、 こ れ ら 全て を 一 律 ・ 綱 縮 的 に 求め る も の で は な いこ と に 留意 する 必要 が ある 。 


(1) 日 常 的 ・ 継 続 的 な 関係 強化 と 経営 の 目標 や 課題 の 把握 ・ 分 析 
① 日 常 的 ・ 継 続 的 な 関係 強化 を 通じ た 経営 の 目標 や 課題 の 把握 ・ 分 析 と ライ 
フス テー ジ 等 の 見 極め 
顧客 企業 と の 日 常 的 ・ 継 続 的 な 接触 に より 経営 の 悩み 等 を 率直 に 相談 で き 
る 信頼 関係 を 構築 し 、 そ れ を 通じ て 得 ら れ た 顧客 企業 の 財務 情報 や 各種 の 定 
性 情報 を 基 に 、 顧 客 企業 の 経営 の 目標 や 課題 を 把握 する 。 
その うえ で 、 以 下 の よ うな 点 を 総合 的 に 勘案 し て 、 顧 客 企業 の 経営 の 目標 
や 課題 を 分 析 し 、 顧 客 企業 の ライ フス テー ジ (発展 段階 ) や 事業 の 持続 可能 
性 の 程度 (以下 「 ラ イフ ステ ー ジ 等 」 と いう 。) 等 を 適切 か つ 慎 重 に 見 極め 
る 。 
・ 顧客 企業 の 経営 資源 、 事 業 拡大 や 経営 改善 に 向け た 意欲 、 経 営 の 目標 や 
課題 を 実現 ・ 解 決する 能力 
・ 外 部 環境 の 見 通し 
・ 顧客 企業 の 関係 者 (取引 先 、 他 の 金融 機関 、 外 部 専門 家 、 外 部 機関 等 ) 
の 協力 姿勢 
・ 金 融 機関 の 取引 地位 ( 総 借入 残高 に 占め る 自ら の シェ ア ) や 取引 状況 
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(設備 資金 運転 資金 の 別 、 取 引 期間 の 長短 等 ) 
・ 人 金融 機関 の 財務 の 健全 性 確保 の 観点 
② 顧客 企業 に よる 経営 の 目標 や 課題 の 認識 ・ 主 体 的 な 取組 み の 促進 

顧客 企業 が 自ら の 経営 の 目標 や 課題 を 正確 か つ 十 分 に 認識 で きる よう 適切 
に 助言 し 、 顧 客 企 業 が その 実現 ・ 解 決 に 向け て 主体 的 に 取り 組む よう 促す 。 
顧客 企業 の 認識 が 不 十 分 な 場合 は 、 必 要 に 応じ て 、 他 の 人 金融 機関 、 外 部 専門 
家 、 外 部 機関 等 と 連携 し 、 顧 客 企 業 に 対し 認識 を 深め る よう 働き か ける と と 
も に 主体 的 な 取組 み を 促す 。 


(参考 ) 中 小 企業 で ある 顧客 企業 が 自ら の 経営 の 目標 や 課題 を 正確 か つ 十 分 に 
認識 で きる よう 助言 する に あたっ て は 、 当 該 顧 客 企業 に 対し 、「 中 小 企業 
会 計 に 関す る 指針 」 や 「 中 小 企業 の 会 計 に 関す る 基本 要領 」 の 活用 を 促 

し て いく こと も 有効 で ある 。 


(2) 最適 な ソリ ュー ショ ン の 提案 
顧客 企業 の 経営 目標 の 実現 や 経営 課題 の 解決 に 向け て 、 顧 客 企業 の ライ フス 
テー ジ 等 を 適切 か つ 慎 重 に 見 極め た 上 で 、 当 該 ラ イフ ステ ー ジ 等 に 応じ て 適時 
に 最適 な ソリ ュー ショ ン を 提案 する 。 そ の 際 、 必 要 に 応じ 、 顧 客 企業 の 立場 に 
立っ て 、 他 の 金融 機関 、 外 部 専門 家 、 外 部 機関 等 と 連携 する と と も に 、 国 や 地 
方 公共 団体 の 中 小 企業 支援 施策 を 活用 する 。 
特に 、 顧 客 企 業 が 事業 再生 、 業 種 転換 、 事 業 承 継 、 廃 業 等 の 支援 を 必要 と す 
る 状況 に ある 場合 や 、 支 援 に あたり 債権 者 間 の 調整 を 必要 と する 場合 に は 、 当 
該 支 援 の 実効 性 を 高め る 観点 か ら 、 外 部 専門 家 ・ 外 部 機関 等 の 第 三 者 的 な 視点 
や 専門 的 な 知見 ・ 機 能 を 積極 的 に 活用 する 。 
な お 、 ソ リュ ーション の 提案 に あたっ て は 、 認 定 経営 革新 等 支援 機関 (中 小 
企業 等 経営 強化 法 第 26 条 第 1 項 の 認定 を 受け た 者 を いう 。 以下 、 同 じ 。) と の 
連携 を 図る こと も 有効 で ある 。 


(参考 ) 顧客 企業 の ライ フス テー ジ 等 に 応じ て 提案 する ソリ ュー ショ ン ( 例 ) 


顧客 企業 の 
軸 金融 機関 が 提案 する 


ライ フス アー ジラ 寺 の りり 呈 = ジン 外部 専門 家 ・ 外 部 機関 等 
類型 と の 連携 


・ 技 術 力 ・ 販 売 力 や 経営 者 の 資質 | ・ 公 的 機関 と の 連携 に よる 技 


等 を 踏ま えて 新 事 業 の 価値 を 見 | 術 評価 、 製 品 化 ・ 商 品 化 支 
創業 ・ 新 事業 開拓 を | 極め る 。 援 
目指 す 顧 客 企業 ・ 公 的 助成 制度 の 紹介 や ファ ンド | ・ 地 方 公共 団体 の 補助 金 や 制 
の 活用 を 含め 、 事 業 立 上 げ 時 の | 度 融資 の 紹介 
資金 需要 に 対応 。 ・ 地域 経済 活性 化 支援 機構 と 
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成長 段階 に お ける 更 
な る 飛躍 が 見 込ま れ 
る 顧客 企業 


経営 改善 が 必要 な 顧 
客 企業 

(自助 努力 に より 経 
営 改善 が 見 込ま れる 
顧客 企業 な ど ) 


・ ビ ジネス マッ チン グ や 技術 開発 


支援 に より 、 新 た な 販路 の 獲得 
等 を 支援 。 


・ 海外 進出 な ど 新 た な 事業 展開 に 


向け て 情報 の 提供 や 助言 を 実 
施 。 


・ 事業 拡大 の た め の 資 金 需要 に 対 


応 。 そ の 際 、 事 業 価値 を 見 極め 
る 融資 手法 (不動 産 担保 や 個人 
保証 に 過度 に 依存 し な い 融 資 ) 
も 活用 。 


・ ビ ジネス マッ チン グ や 技術 開発 


支援 に より 新た な 販路 の 獲得 等 
を 支援 。 


・ 貸付 け の 条件 の 変更 等 。 
・ 新規 の 信用 供与 に より 新た な 収 


益 機会 の 獲得 や 中 長期 的 な 経費 
削減 等 が 見 込ま れ 、 そ れ が 債務 
者 の 業況 や 財務 等 の 改善 に つ な 
が る こと で 債務 償 司 能力 の 向上 
に 資す る と 判断 され る 場合 に 
は 、 新 規 の 信用 を 供与 。 そ の 
際 、 事 業 価値 を 見 極め る 融資 手 
法 (不動 産 担保 や 個人 保証 に 過 
度 に 依存 し な い 融 資 ) も 活用 。 


・ 上 記 の 方 策 を 含む 経営 再建 計画 


の 策定 を 支援 (顧客 企業 の 理解 
を 得 つ つ 、 顧 客 企業 の 実態 を 踏 
まえ て 経営 再建 計画 を 策定 する 
た め に 必要 な 資料 を 金融 機関 が 
作成 する こと を 含む ) 。 定 量 的 
な 経営 再建 計画 の 策定 が 困難 な 
場合 に は 、 簡 素 ・ 定 性 的 で あっ 
て も 実効 性 の ある 課題 解決 の 方 
向 性 を 提案 。 
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の 連携 


・ 地域 活性 化 フ ァ ン ド 、 企 業 


育成 ファ ンド の 組成 ・ 活 用 


・ 地 方 公共 団体 、 中 小 企業 関 


係 団体 、 他 の 金融 機関 、 業 
界 団体 等 と の 連携 に よる ビ 
ジネス マッ チン グ 


・ 産学 官 連携 に よる 技術 開発 


支援 


・JETRO0、JBIC 等 と の 連携 に 


よる 海外 情報 の 提供 ・ 相 
談 、 現 地 で の 資金 調達 手法 
の 紹介 等 


・ 中 小 企業 診断 士 、 税 理 士 、 


経営 指導 員 等 か ら の 助言 ・ 
提案 の 活用 (第 三 者 の 知見 
の 活用 ) 


・ 他 の 人 金融 機関 、 信 用 保証 協 


会 等 と 連携 し た 返済 計画 の 
見 直し 


・ 地方 公共 団体 、 中 小 企業 関 


係 団体 、 他 の 金融 機関 、 業 
界 団体 等 と の 連携 に よる ビ 
ジネス マッ チン グ 


・ 産 学 官 連携 に よる 技術 開発 


支援 





事業 再生 や 業種 転換 
が 必要 な 顧客 企業 
(抜本 的 な 事業 再生 
や 業種 転換 に より 経 
営 の 改善 が 見 込ま れ 
る 顧客 企業 な ど ) 


事業 の 持続 可能 性 が 
見 込ま れ な い 顧 客 企 
業 

(事業 の 存続 が いた 
ずら に 長引く こと 


で 、 却 っ て 、 経 営 者 
の 生活 再建 や 当該 顧 
客 企 業 の 取引 先 の 事 
業 等 に 悪影響 が 見 込 
まれ る 先 な ど ) 


事業 承継 が 必要 な 顧 
客 企業 


・ 貸 付け の 条件 の 変更 等 を 行う ほ 


か 、 金 融 機関 の 取引 地位 や 取引 
状況 等 に 応じ 、DES・DDS や DIP 
ファ イナ ンス の 活用 、 債 権 放棄 
も 検討 。 


・ 上 記 の 方 策 を 含む 経営 再建 計画 


の 策定 を 支援 。 


・ 貸 付け の 条件 の 変更 等 の 申込 み 


に 対し て は 、 機 械 的 に これ に 応 
ずる の で は な く 、 事 業 継続 に 向 
けた 経営 者 の 意欲 、 経 営 者 の 生 
活 再建 、 当 該 顧 客 企業 の 取引 先 
等 へ の 影響 、 金 融 機関 の 取引 地 
位 や 取引 状況 、 財 務 の 健全 性 確 
保 の 観点 等 を 総合 的 に 勘案 し 、 
慎重 か つ 十 分 な 検討 を 行う 。 


・ そ の 上 で 、 債 務 整 理 等 を 前 提 と 


し た 顧客 企業 の 再起 に 向け た 適 
切な 助言 や 顧客 企業 が 自主 廃業 
を 選択 する 場合 の 取引 先 対応 等 
を 含め た 円 滑 な 処理 等 へ の 協力 
を 含め 、 顧 客 企業 自身 や 関係 者 
に と っ て 真 に 望ま し い ソ リュ ー 
ショ ン を 適切 に 実施 。 


・ そ の 際 、 顧 客 企業 の 納得 性 を 高 


め る た め の 十 分 な 説明 に 努め 
る 


・ 後 継 者 の 有無 や 事業 継続 に 関す 


る 経営 者 の 意向 等 を 踏ま えつ 
つっ つ 、 M&A の マッ チン グ 支 援 、 
相続 対策 支援 等 を 実施 。 


・MBO や EBO 等 を 実施 する 際 の 株 


式 買取 資金 な どの 事業 承継 時 の 
資金 需要 に 対応 。 


・ 地 域 経 済 活性 化 支援 機構 、 


東日本 大 震 災 事 業者 再生 支 
援 機構 、 中 小 企業 再生 支援 
協議 会 等 と の 連携 に よる 事 
業 再生 方 策 の 策定 


・ 事 業 再 生 フ ァ ン ド の 組成 ・ 


活用 


・ 慎重 か つ 十 分 な 検討 と 顧客 


企業 の 納得 性 を 高め る た め 
の 十分 な 説明 を 行っ た 上 
で 、 税 理 士 、 弁護 士 、 サ ー 
ビ サ ー 等 と の 連携 に より 顧 
客 企 業 の 債務 整理 を 前 提 と 
し た 再起 に 向け た 方 策 を 検 
討 


・M&A 支援 会 社 等 の 活用 
・ 税 理 士 等 を 活用 し た 自社 株 


評価 ・ 相 続 税 試算 


・ 信 託 業 者 、 行 政 書 士 、 弁 護 


士 を 活用 し た 遺言 信託 の 設 


だ 





( 注 1) この 図表 の 例示 に 当て は ま ら な い 対 応 が 必要 と な る 場合 も ある 。 例 えば 、 
金融 機関 が 適切 な 融資 等 を 実行 する た め に 必要 な 信頼 関係 の 構築 が 困難 な 
顧客 企業 (金融 機関 か ら の 真琴 な 働き か け に も か か わら ず 財 務 内 容 の 正確 
な 開示 に 向け た 誠実 な 対応 が 見 られ な い 顧 客 企業 、 反 社会 的 勢力 と の 関係 
が 疑わ れる 顧客 企業 な ど ) の 場合 は 、 金 融 機関 の 財務 の 健全 性 や 業務 の 適 
切な 運営 の 確保 の 観点 を 念頭 に 置き つつ 、 債 権 保全 の 必要 性 を 検討 する と 
と も に 、 必 要 に 応じ て 、 税 理 士 や 弁護 士 等 と 連携 し な が ら 、 適 切 か つ 速 や 
か な 対応 を 実施 する こと も 考え られ る 。 
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( 注 2 ) 上 記 の 図表 の うち 「 事 業 再 生 や 業 種 転換 が 必要 な 顧客 企業 」 に 対し て 
コン サル ティ ング を 行う 場合 に は 、 中 小 企業 の 再生 支援 の た め に 、 以 下 の 
よう な 税制 特例 措置 が 講じ られ た こと に より 、 提 供 で きる ソリ ュー ショ ン 
の 幅 が 広がっ て いる こと に 留意 する 必要 が ある 。 

・ 企業 再生 税制 に よる 再生 の 円 滑 化 を 図る た め の 特 例 (事業 再生 ファ ンド を 
通じ た 債権 放棄 へ の 企業 再生 税制 の 適用 ) 

・ 合理 的 な 再生 計画 に 基づく 、 保 証人 と な っ て いる 経営 者 に よる 私 財 提 供 に 
係る 譲渡 所 得 の 非課税 措置 


(3) 経営 改善 ・ 事 業 再生 等 の 支援 が 必要 な 顧客 企業 に 対す る 留意 点 
① 経営 再建 計画 の 策定 支援 

(2 ) に 掲げ る ソリ ュー ショ ン の うち 経営 再建 計画 の 策定 が 必要 と な る も の に 
つい て 、 人 金融 機関 と 顧客 企業 、 必 要 に 応じ て 他 の 人 金融 機関 、 外 部 専門 家 、 外 部 機 
関 等 と の 間 で 合意 され た 場合 (金融 機関 か ら 提 案 さ れ た ソリ ュー ショ ン が 顧客 企 
業 、 必 要 に 応じ て 他 の 人 金融 機関 、 外 部 専門 家 、 外 部 機関 等 と の 協議 等 を 踏ま えて 
修正 され た 後に 合意 に 至る 場合 を 含む 。) 、 速 や か に 、 当 該 ソ リュ ーション を 織 
り 込 ん だ 経営 再建 計画 の 策定 に 取り 組む こと と な る 。 

経営 再建 計画 は 、 顧 客 企 業 が 本 質 的 な 経営 課題 を 認識 し 改善 に 向け て 主体 的 に 
取り 組ん で いく た め に も 、 で きる 限り 、 顧 客 企業 が 自力 で 策定 する こと が 望ま し 
い 。 そ の 際 、 金 融 機関 は 、 経 営 再 建 計画 の 合理 性 や 実現 可能 性 、 (2) に 掲げ る 
ソリ ュー ショ ン を 適切 に 織り 込ん で いる か 等 に つい て 、 顧 客 企業 と 協力 し な が ら 
確認 する よう 努め る 。 

た だ し 、 顧 客 企業 が 自力 で 経営 再建 計画 を 策定 で き な い や む を 得 な い 理 由 が あ 
る と 判断 され る 場合 に は 、 顧 客 企業 の 理解 を 得 つ つ 、 経 営 再 建 計画 の 策定 を 積極 
的 に 支援 (顧客 企業 の 実態 を 踏ま えて 経営 再建 計画 を 策定 する た め に 必要 な 資料 
を 金融 機関 が 作成 する こと を 含む 。) する 。 そ の 際 、 金 融 機関 単独 で は 経営 再建 
計画 の 策定 支援 が 困難 で ある と 見 込ま れる 場合 で あっ て も 、 外 部 専門 家 ・ 外 部 機 
関 等 の 第 三 者 的 な 視点 や 専門 的 な 知見 ・ 機 能 を 積極 的 に 活用 し 、 計 画策 定 を 積極 
的 に 支援 する 必要 が ある こと に 留意 する 。 

な お 、 経 営 再 建 計画 の 策定 に あたっ て は 、 中 小 企業 の 人 員 や 財務 諸表 の 作成 能 
カ 等 を 勘案 し 、 大 企業 の 場合 と 同様 な 大 部 で 精 級 な 経営 再建 計画 等 の 策定 に 拘る 
こと な く 、 簡 素 ・ 定 性 的 で あっ て も 、 顧 客 企業 の 経営 改善 や 事業 再生 等 に 向け て 、 
実効 性 の ある 課題 解決 の 方 向 性 を 提案 する こと を 目指 す 。 


( 注 1) 顧客 企業 に 対し 貸付 け の 条件 の 変更 等 を 行っ た 場合 で あっ て も 、 経 営 再 
建 計画 や 課題 解決 の 方 向 性 が 、 実 現 可 能 性 の 高い 抜本 的 な 経営 再建 計画 に 
該当 する 場合 に は (該当 要件 に つい て は 、 本 監督 指針 皿 一 4 一 9ー4 一 3 
銀行 法 及 び 再 生 法 に 基づく 債権 の 額 の 開示 区 分 を 参照 の こと 。) 、 当 該 経 
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営 再 建 計画 や 課題 解決 の 方 向 性 に 基づく 貸出 金 は 貸出 条件 緩和 債権 に は 該 
当 し な いこ と と な る 。 

( 注 2) 仮に 中 小 ・ 零 細 企 業 等 が 経営 改善 計画 等 を 策定 し て いな い 場 合 で あっ て 
も 、 債 務 者 の 技術 力 、 販 売 力 や 成長 性 等 を 総合 的 に 勘案 し 、 債 務 者 の 実態 
に 即 し て 「 金 融 機 関 が 作成 し た 経営 改善 に 関す る 資料 」 が ある 場合 に は 、 
これ を 「 実 現 可 能 性 の 高い 抜本 的 な 計画 」 と みな し て 、「 貸 出 条件 緩和 債 
権 」 に は 該当 し な いこ と と な る ( 皿 二 4 一 9 一 4 一 3 銀行 法 及び 再生 法 に 
基づく 債権 の 額 の 開示 区 分 を 参照 の こと 。) 。 


② 新規 の 信用 供与 

積極 的 か つ 適切 に 金融 仲介 機能 を 発 押す る 観点 か ら 、 貸 付け の 条件 の 変更 等 を 
行っ た 顧客 企業 か ら 新規 の 信用 供与 の 申込 み が あ っ た 場合 で あっ て 、 新 規 の 信用 
供与 に より 新た な 収益 機会 の 獲得 や 中 長期 的 な 経費 削減 等 が 見 込ま れ 、 そ れ が 顧 
客 企業 の 業況 や 財務 等 の 改善 に つなが る こと で 債務 償 二 能力 の 向上 に 資す る と 判 
断 さ れる 場合 に は 、 積 極 的 か つ 適 時 適切 に 新規 の 信用 供与 を 行う よう 努め る 。 
③ 事業 再生 支援 に 関す る 主体 的 ・ 継 続 的 な 関与 

地域 金融 機関 が 中 小 企業 の 主たる 取引 金融 機関 で ある 場合 に お いて 、 当 該 地 域 
金融 機関 が 地域 経済 活性 化 支援 機構 又は 東日本 大 岩 災 事業 者 再生 支援 機構 の 機能 
を 活用 し て 当該 中 小 企業 の 事業 再生 支援 行う と き は 、 当 該 地 域 金 融 機 関 が 主体 
的 か つ 継 続 的 に 関与 し て いく 。 


(4 ) 顧客 企業 等 と の 協 働 に よる ソリ ュー ショ ン の 実行 及び 進捗 状況 の 管理 

顧客 企業 や 連携 先 と と も に 、 ソ リュ ーション の 合理 性 や 実行 可能 性 を 検証 ・ 
確認 し た 上 で 、 協 働 し て ソリ ュー ショ ン を 実行 する 。 

ソリ ュー ショ ン の 実行 後に お いて も 、 必 要 に 応じ て 連携 先 と 協力 し な が ら 、 
ソリ ュー ショ ン の 実行 状況 を 継続 的 に モニ タリ ング する と と も に 、 経 営 相談 や 
経営 指導 を 行っ て いく な ど 、 進 捗 状況 を 適切 に 管理 する 。 

特に 、 顧 客 企業 へ 貸付 け を 行っ て いる 金融 機関 が 複数 存在 する こと を 認識 し 
て いる 場合 は 、 必 要 に 応じ 、 そ れ ら の 金融 機関 と 連携 を 図り な が ら 進 捗 状況 の 
管理 を 行う こと と する 。 

な お 、 進 捗 状況 の 管理 を 行っ て いる 間 に 、 ソ リュ ーション の 策定 当初 に は 予 
期し 得 な か っ た 外部 環境 の 大 き な 変 化 等 を 察知 し た 場合 に は 、 実 行 し て いる ソ 
リュ ーション に つい て 見 直し の 要 合 を 顧客 企業 や 連携 先 と と も に 検討 する 。 見 
直し が 必要 な 場合 は 、 そ うし た 変化 や 見 直し の 必要 性 等 を 顧客 企業 が 認識 で き 
る よう 適切 な 助言 を 行っ た 上 で 、 ソ リュ ーション の 見 直し (経営 再建 計画 の 再 
策定 を 含む 。) を 提案 し 、 顧 客 企業 や 連携 先 と 協 働 し て 実行 する 。 


( 注 ) ソリ ュー ショ ン の 実行 に 当たっ て は 、 上 記 (3) ③ に も 留意 する 。 
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ロー5 一 2 一 2 地域 の 面 的 再生 へ の 積極 的 な 参画 


地域 金融 機関 は 、 成 長 分 野 の 育成 や 産業 集積 に よる 高 付加 価値 化 な どの 地域 の 面 
的 再生 に 向け た 取組 み に 積 極 的 に 参画 する こと が 期待 され て いる 。 

この た め 、 ま ず は 、 利 用 者 や 関係 機関 と の 日 常 的 ・ 継 続 的 な 接触 を 通じ て 得 られ 
る 各種 の 地域 情報 を 収集 ・ 蓄 積 し つつ 、 地 域 経済 の 課題 や 発展 の 可能 性 等 を 把握 ・ 
分 析 す る こと が 重要 で ある 。 

その 上 で 、 自 ら が 貢献 可能 な 分 野 や 役割 を 検討 し 、 例 えば 、 地 方 公共 団体 に よる 
地域 活性 化 に 関す る プロ ジェ クト に 対し て 情報 ・ ノ ウ ハ ウ ・ 人 材 を 提供 する こと 、 
地方 公共 団体 や 中 小 企業 関係 団体 及び 地域 経済 活性 化 支援 機構 等 の 関係 機関 と 連携 
し な が ら 地 域 的 ・ 広 域 的 な 活性 化 プ ラン を 策定 する こと 等 に より 、 地 域 の 面 的 再生 
に 向け て 積極 的 な 役割 を 果たし て いく こと が 重要 で ある 。 

その 際 、 例 えば 、 地 域 活性 化 プ ラン の 中 に 自ら の 顧客 企業 を 戦略 的 に 位置 づけ 支 
援 す る な ど 、 地 域 経済 全体 の 活性 化 と 同時 に 顧客 企業 の 事業 拡大 や 経営 改善 を 図っ 
て いく と いう 視点 も 重要 で ある 。 

な お 、 こ の よう な 地域 の 面 的 再生 へ の 参画 に つい て は 、 地 域 金 融 機 関 に コス ト を 
無視 し た 地域 頁 献 ま で を 求め る も の で は な い 。 地 域 金融 機関 は 、 コ スト と リス ク を 
適切 に 把握 し つつ 、 中 長期 的 な 視点 に 立っ て 、 自 ら の 経営 基盤 で ある 地域 の 面 的 再 
生 に 積極 的 に 取り 組む こと に より 、 収 益 力 や 財務 の 健全 性 の 向上 に つなげ て いく こ 
と が 重要 で ある 。 


ルー5 一 2 一 3 地域 や 利用 者 に 対す る 積極 的 な 情報 発信 


地域 金融 機関 は 、 地 域 密着 型 金融 の 取組 み に 関 し て 、 具 体 的 な 目標 や その 成果 を 
地域 や 利用 者 に 対し 積極 的 に 情報 発信 し て いく こと が 重要 で ある 。 

その 際 、 地 域 密 着 型 金融 は 顧客 企業 に と っ て も 大 き な メ リッ ト が ある こと 、 す な 
わ ち 、 人 金融 機関 と の 関係 を 単なる 金利 の 高低 で 計る の で は な く 、 地 域 密 着 型 金融 を 
積極 的 に 推進 し て いる 金融 機関 と の 信頼 関係 の 強化 を 通じ て 、 当 該 金融 機関 に よる 
コン サル ティ ング 機能 や 長期 的 ・ 安 定 的 な 金融 仲介 機能 の 提供 が 期待 で きる こと を 
積極 的 か つ 具 体 的 に 発信 し て いく こと が 重要 で ある 。 更 に 、 地 域 の 面 的 再生 へ の 積 
極 的 な 参画 に 関す る 取組 み を 発信 し 、 自 ら の 経営 基盤 で ある 地域 の 経済 や 社会 に 対 
し て 責任 ある 立場 を 保持 し 続け る と いう 意思 を 表明 する こと に より 、 利 用 者 の 信頼 
や 支持 を 高め て いく こと も 重要 で ある 。 

この よう な 情報 発信 を 通じ て 、 地 域 密着 型 金融 の 取組 み に 対 する 利用 者 の 理解 を 
深め 、 金 利 競 争 に 陥る こと な く 個 性 的 な サー ビス を 推進 し 、 地 域 に お ける 評価 を 確 
立 す る こと に より 顧客 基盤 の 維持 ・ 拡 大 を 図り 、 収 益 力 や 財務 の 健全 性 の 向上 に つ 
な げ て いく こと が 重要 で ある 。 
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エー5—3 主 な 着眼 点 


以上 の 基本 的 な 考え 方 (地域 密着 型 金融 の 目指 すべ き 方 向 ) を 踏ま え 、 各 地域 金 
融 機関 が 地域 密着 型 金融 の 取組 み を 組織 全体 と し て 継続 的 に 推進 する た め の 態 勢 整 
備 の 状況 に つい て 以下 の 着眼 点 に 基づき 検証 し て いく 。 

な お 、 以 下 の 着 眼 点 に 定め る 具体 的 な 内 容 や 水準 に つい て は 、 各 金融 機関 に お い 
て 、 自 ら の 規模 や 特性 、 利 用 者 の 期待 や ニー ズ 等 を 踏ま え 、 自 主 的 な 経営 判断 に よ 
り 決定 され る べき も の で あり 、 人 金融 機関 に 一 律 ・ 画 一 的 な 対応 を 求め る も の で は な 
いこ と に 留意 する 必要 が ある 。 


(1) 「 和 1 一 5 一 2 基本 的 考え 方 」 の 「 エ 一 5ー2 一 1」 ン 「I エ 一 5 一 2 一 3」 
の 取組 み を 推進 する た め に 、 経 営 陣 は 、 主 導 性 を 十分 に 発揮 し て 、 こ れ ら の 取 
組み を 経営 計画 等 に 明確 に 位置 付け る と と も に 、 当 該 経営 計画 等 を 組織 全体 と 
し て 着実 に 遂行 で きる よう 、 職 員 へ の 周知 徹底 も 含め 必要 な 態勢 の 整備 に 努め 
て いる か 。 ま た 、 取 組み の 成果 を 検証 し 、 必 要 な 改善 策 を 経営 計画 等 に 反映 す 
る よう 努め て いる か 。 


(2) 地域 密着 型 金融 の 取組 み を 組織 全体 と し て 推進 する た め 、 本 部 に よる 営業 店 
支援 態勢 の 整備 に 努め て いる か 。 


(3 ) 個々 の 顧客 企業 の 経営 改善 ・ 事 業 再生 等 の 支援 に 当たっ て は 、 顧 客 企業 に 容 
着 し て 、 顧 客 企業 の 経営 課題 に 応じ た 最適 な ソリ ソリューション を 、 顧 客 企業 の 立 
場 に 立っ て 提案 し 実行 支援 し て いる か 。 そ の 際 、 関 係 す る 他 の 金融 機関 及び 関 
係 機関 等 が ある 場合 に は 、 当 該 他 の 金融 機関 及び 関係 機関 等 と 連携 を 行う た め 
の 会 議 を 開催 する な ど 十 分 連携 ・ 協 力 を 図る よう 努め て いる か 。 


(4 ) 自 金融 機関 に お ける 専門 的 な 人 材 や ノウ ハウ の 不足 の 補完 や 、 中 長期 的 な 人 
材 育成 や ノウ ハウ 蓄積 の 観点 を 踏ま そえ つつ 、 必 要 に 応じ 、 適 時 適切 に 、 外 部 専 
門 家 (税理士 、 弁 護 士 、 公 認 会 計 士 、 中 小 企業 診断 士 、 経 営 指導 員 等 ) 、 外 部 
機関 (地方 公共 団体 、 経 済 産業 局 、 商 工 会 議 所 、 商 工 会 、 中 小 企業 団体 中 央 会 、 
JETRO、JBIC、 地 域 経済 活性 化 支援 機構 、 東 日 本 大 岩 災 事業 者 再生 支援 機構 、 中 
小 企業 再生 支援 協議 会 、 中 小 企業 基盤 整備 機構 、 認 定 経営 革新 等 支援 機関 、 事 
業 再生 ファ ンド 、 地 域 活性 化 フ ァ ン ド 等 ) 、 他 の 金融 機関 等 と 連携 で きる よう 、 
本 部 や 営業 店 等 に お いて 連携 態勢 の 整備 に 努め て いる か 。 

特に 、 顧 客 企業 が 事業 再生 、 業 種 転換 、 事 業 承継 、 廃 業 等 の 支援 を 必要 と す 
る 状況 に ある 場合 や 、 支 援 に あたり 債権 者 間 の 調整 を 必要 と する 場合 に は 、 判 
断 を 先送り せ ず 、 外 部 専門 家 ・ 外 部 機関 等 の 第 三 者 的 な 視点 や 専門 的 な 知見 ・ 
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機能 を 積極 的 に 活用 し て いる か 。 主たる 取引 金融 機関 と し て 、 地 域 経済 活性 化 
支援 機構 又は 東日本 大 震 災 事業 者 再生 支援 機構 の 機能 を 活用 し て 顧客 企業 の 事 
業 再生 支援 を 行う 場合 に は 、 主 体 的 か つ 継 続 的 に 関与 し て いる か 。 特 に 、 主 た 
る 取引 金融 機関 は 、 仮 に 顧客 企業 の 事業 再生 が 困難 で ある と 判断 する に 際 し て 
は 、 外 部 専門 家 ・ 外 部 機関 等 の 第 三 者 の 見 解 を 十分 に 踏ま えて いる か 。 ま た 、 
他 の 金融 機関 が 外部 専門 家 ・ 外 部 機関 等 を 活用 し て 事業 再生 支援 を 行う 場合 、 
積極 的 に 連携 ・ 協 力 す る よう 努め て いる か 。 


( 注 ) 具体 的 な 連携 先 は 、 各 金融 機関 に お いて 、 自 ら の 規模 や 特性 、 地 域 の 実 
情 、 利 用 者 の 期待 や ニー ズ 等 を 踏ま え 、 自 主 的 な 経営 判断 に より 決定 され 
る べき も の で ある 。 金融 機関 に 対し 、 括 弧 内 に 例示 し て いる 先 全 て と 連携 
する よう 求め る も の で は な く 、 ま た これ ら 以 外 の 先 と の 連携 を 排除 する も 
の で は な いこ と に 留意 する 必要 が ある 。 

また 、 人 金融 機関 が 保有 する 顧客 企業 の 経営 に 関す る 情報 を 連携 先 と 共有 
する 場合 に は 、 顧 客 企業 の 同意 が 前 提 と な る こと に 留意 する 必要 が ある 。 


(5) コン サル ティ ング 機能 の 発揮 や 地域 の 面 的 再生 へ の 積極 的 な 参画 に 関す る 取 
組み を 支え る た め の 専 門 的 な 金融 手法 や 知識 等 の ノウ ハウ を 持つ 専門 的 な 人 材 
の 育成 や 活用 に 努め て いる か 。 ま た 、 そ うし た ノウ ハウ や 各種 の 地域 情報 を 収 
集 ・ 蓄 積 す る と と も に 、 営 業 店 と 本 部 の 適切 な 連携 に より 組織 全体 で 共有 する 
よう 努め て いる か 。 


(6) 地域 密着 型 金融 の 取組 み に つ いて 、 具 体 的 な 目標 や その 成果 を 地域 や 利用 者 
に 対し て 積極 的 に 情報 発信 する よう 努め て いる か 。 そ の 際 、 利 用 者 が 地域 の 面 
的 再生 に 向け た 取組 み の 成 果 や 地域 に お ける 融資 の 取組 みな ど 地 域 へ の 貢献 の 
状況 を 適切 に 評価 で きる よう 工夫 し て いる か 。 ま た 、 利 用 者 の 評価 を 金融 機関 
の 業務 に 適切 に 反映 する た め の 態 勢 整 備 が 図ら れ て いる か 。 


( 注 1) 各地 域 金融 機関 に お いて は 、 地 域 密着 型 金融 の 推進 に 関す る 基本 方 針 、 
重点 事項 、 具 体 的 な 目標 と その 成果 等 に つい て 、 定 期 的 に 、 自 主 性 ・ 創 造 
性 を 発揮 し つつ 分 か りや すい 形 で ホー ムペ ー ジ 等 に お いて 公表 する こと が 
望ま れる 。 


( 注 2) 利用 者 の 理解 を 深め る と と も に 、 人 金融 機関 間 の 知見 ・ ノ ウ ハ ウ の 共有 
に 資す る 観点 か ら 、 個 別 金融 機関 に お ける 情報 発信 に 加え 、 業 界 団 体 が 中 
心 と な っ て 、 業 界 全体 の 取組 み 状況 や 取組 み 事例 集 を 公表 する な ど 、 各 業 
態 の 特色 ある 取組 み を 積極 的 に 情報 発信 する こと が 望ま れる 。 
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(7 ) 職員 の モチ ベー ショ ン の 向上 に 資す る た め 、 顧 客 企業 に 対す る コン サル ティ 
ング 機能 の 発揮 や 地域 の 面 的 再生 へ の 積極 的 な 参画 に 関す る 取組 み を 業務 上 の 
評価 (営業 店 の 評価 を 含む 。) に 適正 に 反映 する よう 努め て いる か 。 


(8) 定期 的 か つ 必 要 に 応じ 、 内 部 監査 等 を 実施 する こと に より 、 地 域 密 着 型 金融 
を 推進 する た め の 態 勢 が 整備 され て いる こと を 確認 し て いる か 。 ま た 、 当 該 監 
査 等 の 結果 を 踏ま よそ え 、 必 要 に 応じ て 推進 態勢 を 改善 ・ 充 実 し て いく な ど 、 監 査 
等 を 有効 に 活用 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 


(9 ) 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に つい て は 、 必 要 に 応じ 、 地 域 密着 型 金融 の 取組 
み に 係 る 中 央 機関 ・ 業 界 団体 が 有する 各種 業務 支援 ・ 補 完 機能 を 有効 に 活用 す 
る た め の 態 勢 の 整備 に 努め て いる か 。 ま た 、 信 用 金庫 及び 信用 協同 組合 の 中 央 
機関 は 、 傘 下 金 融 機関 の ニー ズ 等 を 踏ま えて 、 傘 下 金融 機関 に 対す る 業務 補 
完 ・ 支 援 を 十分 に 推進 する 態勢 の 整備 に 努め て いる か 。 


( 注 ) 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 の 業界 団体 に お いて は 、 傘 下 金融 機関 の ニー 
ズ 等 を 踏ま えて 、 中 央 機関 と の 適切 な 役割 分 担 の 下 、 傘 下 金融 機関 に 対す 
る 業務 補完 ・ 支 援 を 十分 に 推進 する 態勢 を 整備 する こと が 望ま れる 。 


ITー5 一 4 監督 手法 ・ 対 応 


各 金 融 機 関 に お ける 地域 密着 型 金 融 の 取組 み の 検証 に 当たっ て は 、 短 期 的 な 視点 
で 個別 手法 の 単なる 定量 的 な 実績 を 評価 する の で は な く 、 中 長期 的 な 視点 に 立っ て 
組織 全体 と し て 継続 的 に 推進 し て いる か と いう 観点 か ら 、 経 営 計画 等 に お ける 位置 
付け や 態勢 整備 の 状況 を 重視 し た 評価 を 行う も の と する 。 

また 、 地 域 密 着 型 金融 の 推進 に 当たっ て は 、 各 金融 機関 に よる 規模 や 特性 等 を 踏 
まえ た 自主 性 ・ 創 造 性 を 発揮 し た 取組 み を 深化 ・ 定 着 さ せ て いく よう な 動機 付け 、 
環境 整備 を 図っ て いく も の と する 。 

さら に 、 地 域 の 中 小 企業 等 へ の 支援 や 地域 経済 の 活性 化 等 の た め の 施 策 を 実施 す 
る 中 小 企業 庁 、 経 済 産業 局 等 の 関係 省庁 等 と 中 央 ・ 地 方 両 レ ベル で 連携 強化 を 図っ 
て いく も の と する 。 


( 1 ) 各種 ヒア リン グ の 機会 を 通じ し 、 上 記 の 監督 上 の 着眼 点 に 基づき 、 各 金融 機関 
に お ける 地域 密着 型 金融 の 取組 み 状 況 そ フ ォ ロ ー ア ッ プ し つつ 、 当 該 取組 み が 
利用 者 と 地域 金融 機関 の 双方 に に っ て より 実効 的 な も の と な る よう 建設 的 な 意 
見 交換 を 行う こと に より 、 各 金融 機関 が 自主 性 ・ 創 造 性 を 発揮 し つつ 取り 組ん 
で いく よう 促し て いく 。 

ヒア リン グ に 当たっ て は 、 経 営 計 画 等 の 策定 、 実 行 、 評 価 の 各 段 階 に 合わ せ 
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て 、 そ れ ぞ れ 、 経 営 計画 等 に お ける 位置 づけ や 内 容 、 進 捗 状況 、 取 組み 成果 の 
評価 と 次 期 経営 計画 等 へ の 反映 状況 を 中 心 に 意見 交換 を 行う 。 

トッ プ ヒ アリ ング に お いて は 、 人 金融 機関 経営 者 か ら 、 地 域 密着 型 金融 の 推進 
に 関す る 経営 計画 等 に お ける 位置 付け 、 重 点 分 野 (地域 ・ 業 種 等 ) や 当該 分 野 
に お ける 取組 み 手 法 等 の 戦略 、「 エ 一 5ー3 主 な 着眼 点 」 に 定め る 態勢 整備 
の 状況 及び それ ら に 関す る 経営 陣 の 主導 性 の 発揮 状況 等 を 確認 する と と も に 、 
経営 計画 等 の 着実 な 実施 を 促す 。 

総合 的 な ヒア リン グ 等 に お いて は 、 党 業 現 場 の 責任 者 等 か ら 、 顧 客 企業 と の 
接触 状況 を 含め た コン サル ティ ング 機能 の 発揮 の 個別 具体 的 な 実践 (現場 に お 
ける 課題 や 本 部 と の 連携 の 状況 を 含む ) まで 踏み 込ん で 確認 する 。 


(2) 地域 金融 機関 に お ける 地域 密着 型 金融 の 取組 み に 関 する 利用 者 等 の 評価 を 把 
握 す る た め の 調 査 を 年 1 回 実施 し 、 そ の 結果 を 公表 する と と も に 、 和 爾 後 の 監 督 
対応 に 活用 する 。 


(3 ) 各 人 金融 機関 に よる 規模 や 特性 等 を 踏ま えた 自主 性 ・ 創 造 性 を 発揮 し た 取組 み 
を 深化 ・ 定 着 さ せ て いく よう ね 動機 付け 、 環 境 整 備 を 図る と と も に 、 各 財務 局 
等 に お いて 、 地 域 の 実情 や 課題 に 応じ 、 人 金融 機関 間 の 知見 ・ ノ ウ ハ ウ の 共有 に 
資す る 取組 み (各種 会 議 の 開催 等 ) を 実施 する 。 
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II 一 6 将来 の 成長 可能 性 を 重視 し た 融資 等 に 向け た 取組 み 


一 6 一 1 意義 


金融 が 実体 経済 、 企 業 の バッ クア ッ プ 役 と し て その サポ ー ト を 行う と と も に 、 人 金 
融 自身 が 成長 産業 と し て 経済 を リー ド す る た め に は 、 人 金融 機関 が 、 支 援 対 象 の 特性 
等 に 適し た 成長 資金 を 供給 する 取組 み を 行っ て いく こと が 重要 で ある 。 こ うし た 取 
組み を 更に 促進 させ る 観点 か ら 、 考 え 方 を 整理 し 、 明 確 化し た 。 


(参考 ) 「 新 成長 戦略 て 「 元 気 な 日 本 」 復 活 の シナ リオ ー」 (平成 22 年 6 月 18 
日 : 閣議 決定 ) 


一 6 一 2 成長 可能 性 を 重視 し た 融資 等 の 取組 み に 係る 基本 的 考え 方 


銀行 に よる 成長 可能 性 を 重視 し た 融資 等 の 取組 み に つ いて は 、 各 銀行 の 自主 的 な 
経営 判断 に より 実施 され る べき も の で ある が 、 例 えば 、 以 下 に 例示 され る 取組 み を 
行う な ど 、 企 業 の 技術 力 ・ 販 売 力 ・ 成 長 性 等 、 事 業 そ の も の の 採算 性 ・ 将 来 性 又は 
事業 分 野 の 将来 見 通し (以下 「 企 業 の 成長 性 等 」 と いう 。) を 重視 し た 融資 態勢 の 
整備 が 図ら れ て いる こと が 期待 され て いる 。 


(参考 ) 具体 的 な 態勢 整備 の 例 
(な お 、 以 下 の 態 勢 整備 は あく まで 例示 で あり 、 成 長 可 能 性 を 重視 し た 融資 
等 の 取組 み に つ いて は 、 各 銀行 が 自主 的 な 経営 判断 に より 行う べき も の で あ 
る こと に 留意 する 。) 


① 経営 陣 が 、 企 業 の 成長 性 等 を 重視 し た 融資 等 へ の 取組 み に つ いて 、 融 資 に 係 
る 方 針 等 に 位置 付け て いる こと 。 

② 企業 の 成長 性 等 を 重視 し た 融資 等 の 取組 み を 推進 する 担当 部 署 又は 担当 者 の 
指定 又は 配置 等 、 銀 行内 に お ける 体制 が 整備 され て いる こと 。 

③ 企業 の 成長 性 等 、 事 業 分 野 別 の 業況 等 又は 取引 先 企業 の 顧客 に 関す る 情報 
(ニー ズ の 動向 ) 等 に つい て 、 十 分 に 調査 ・ 分 析 ・ 議 諭し た 上 で 、 営 業 店 と 本 
部 と の 適切 な 連携 に より 組織 全体 で こう し た 情報 等 を 共有 し 、 営 業 (取引 先 企 
業 に 対す る 経営 相談 等 を 含む 。) 及び 融資 審査 の 過程 で 適切 に 活用 し て いる こ 
と s 
また 、 必 要 に 応じ て 、 営 業 (取引 先 企業 に 対す る 経営 相談 等 を 含む 。) 及び 
融資 審査 の 過程 で 、 外 部 専門 家 ・ 外 部 機関 等 と の 連携 を 通じ て 、 企 業 の 成長 性 
等 を 客観 的 ・ 合 理 的 に 評価 し て いる こと 。 

④ 融資 審査 の 過程 で 企業 の 成長 性 等 を 適切 か つ 十 分 に 評価 する こと が 、 融 資 審 
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査 に 関す る 内 部 規程 等 に 盛り 込ま れ て いる こと 。 

⑤ 企業 の 成長 性 等 を 重視 し た 融資 等 へ の 取組 み の 重 要 性 に つい て 、 融 資 担当 者 
や 審査 担当 者 に 周知 徹底 を 図る と と も に 、 研 修 ・ 教 育 等 を 通じ 、 成 長 性 等 を 適 
切 に 評価 する 能力 の 向上 に 努め て いる こと 。 


II 一 6 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


銀行 に よる 成長 可能 性 を 重視 し た 融資 等 の 取組 み 状 況 に つい て 、 ヒ アリ ング 及び 
通常 の 監督 事務 等 を 通じ て 把握 する 。 
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ロー7 消費 者 向け 貸付 け を 行う 際 の 留意 点 


我が国 に お ける 消費 者 金融 市 場 を 、 中 長期 的 に 健全 な 市 場 と し て 形成 する 観点 か 
ら 、 同 市 場 に お ける 個人 向け 貸付 け (住宅 ロー ン を 除く 。 以下 「 消 費 者 向け 貸付 
け 」 と いう 。) に つい て 、 銀 行 に よる 社会 的 責任 も 踏ま えた 積極 的 な 参加 が 望ま れ 
る 。 

一 方 、 銀 行 が 消費 者 向け 貸付 け を 行う 場合 、 適 切な 審査 や 上 厳しい 取立 て の 防止 な 
ど 、 改 正 貸金 業法 (平成 22 年 6 月 施行 ) に お ける 多重 債務 の 発生 抑制 の 趣旨 や 利用 
者 保護 等 の 観点 を 踏ま え 、 所 要 の 態勢 が 整備 され る こと が 重要 で ある 。 

また 、 貸 金 業 者 に よる 保証 を 付 し た 銀行 に よる 貸付 け に は 、 改 正 貸金 業法 第 13 条 
の 2 に 規定 する いわ ゆる 総量 規制 等 、 同 法 の 適用 は な い が 、 顧 客 保護 や リス ク 管 理 
の 観点 か ら 、 本 項 に 規定 し て いる 所 要 の 態勢 整備 を 図る こと が 重要 で ある 。 


( 1 ) 改正 貸金 業法 の 趣旨 を 踏ま えた 適切 な 審査 態勢 等 の 構築 

① 借入 状況 や 返済 計画 、 返 済 実 績 、 年 収 や 資産 の 状況 な ど を 踏ま え 、 顧 客 が 
首 入 申込 額 に 対し て 返済 能力 を 有 し て いる こと を 確認 する 仕組 み を 審査 過程 
に 設け る な ど 、 銀 行 に よる 貸付 けが 顧客 に と っ て 過剰 な 借入 れ と な ら な いよ 
う 顧 客 の 実態 を 踏ま えた 適切 な 審査 惑 勢 が 構築 され て いる か 。 

② 消費 者 向け 貸付 け は 、 信 用 情報 機関 の 情報 を 利用 し た 審査 や 債権 管理 ・ 回 
収 な ど 特有 の 手法 が 存在 する 。 こ の 貸付 け 手法 に 伴う リス ク を 把握 し 、 適 切 
に 管理 し 、 経 営 陣 が その 状況 を 理解 し て 必要 な 指示 を 行っ て いる か 。 


(2) 審査 等 に お ける 第 三 者 が 保有 する 信用 情報 の 利用 
消費 者 向け 貸付 け の 審査 や 債権 管理 (以下 この 項 に お いて 「 審 査 等 」 と い 
う 。) に 当たり 、 借 り 手 消費 者 の 返済 能力 等 に 関す る 信用 情報 が 自 行 に 乏しい 
支 合 、 こ れ を 補う 手段 と し て 信用 情報 機関 の 情報 を 入手 し た り 、 信 用 保証 会 社 
の 保証 審査 を 受け た りす る 場合 が ある 。 
その 際 、 次 の 点 に 留意 し た リス ク 管 理 態勢 が 構築 され て いる か 。 
① 審査 等 に 当たっ て は 、 信 用 保証 会 社 の 保証 諾 否 の 結果 や 信用 情報 機関 の 情 
報 の み に 依存 する こと な く 、 自 ら 保 有する 情報 と 共に 活用 する こと で 、 債 務 
者 の 状況 を 銀行 と し て 適切 に 判断 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 
② 貸 倒 実 績 率 や 信用 保証 会 社 に よる 代位 弁済 率 の 推移 等 を 把握 し 、 信 用 情報 
と し て の 保証 諾 否 等 の 結果 の 適切 性 を 継続 的 に 検証 で きる 衣 勢 が 整備 され て 
いる か 。 
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③ 特に 信用 保証 会 社 を 利用 する 場合 に は 、 当 該 信用 保証 会 社 の 財務 状況 や 保 
証 能 力 を 確認 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 

〈④ 上 記 ② の 及び ③ の 態勢 整備 を 行う と と も に 、 必 要 に 応じ 、 信 用 保証 会 社 や 信 
用 情報 機関 と 保証 審査 や 情報 処理 の 適切 性 に つい て 協議 し て いる か 。 

⑤ 当該 信用 保証 会 社 や 信用 情報 機関 に お いて 、 適 切な 保証 審査 や 情報 処理 の 
手続 き が 規定 され 、 か つ 、 当 該 規定 に 基づき 業務 が 適正 に 運営 され る 態勢 が 
整備 され て いる こと を 確認 し て いる か 。 


(3 ) 法令 遵守 等 
① 改正 貸金 業法 の 趣旨 を 踏ま えた 対応 
銀行 が 消費 者 向け 貸付 け を 扱う 際 に あっ て も 改正 貸金 業法 の 規制 の 趣旨 を 
踏ま は えた うえ で 、 顧 客 保護 等 の 観点 か ら 、 例 えば 下記 の よう な 態勢 が 整備 さ 
れ て いる か 。 
イ . 回 収 ・ 取 立て に 関す る 事項 
消費 者 向け 貸付 け の 回 収 や 取立 て の 際 、 人 を 威 迫 し 、 又 は 人 の 私 生活 若 
し く は 業務 の 平穏 を 害する よう な 言動 を し な い 態 勢 を 整備 し て いる か 。 ま 
た 、 代 位 弁済 後 の 求償 権 実行 の 際 、 信 用 保証 会 社 に よる 過度 の 朱 全 や 強引 
な 回 収 が 行わ れ な いよ う 、 予 め 信用 保証 会 社 の 回 収 手続 き を 確認 する な ど 
の 態勢 を 整備 し て いる か 。 
ロロ. 苦情 処理 態勢 
苦情 等 対処 に 関す る 内 部 管理 態勢 を 確立 する 際 に は 、 債 務 者 の みな ら ず 
信用 保証 会 社 が 代位 弁済 を 行っ た 場合 の 元 債務 者 へ の 対処 を も 踏ま えた 熊 
勢 が 整備 され て いる か 。 
な お 、 相 談 ・ 苦 情 の 内 容 に 応じ 、 顧 客 保護 や 顧客 の 生活 再建 の 観点 か ら 、 
外部 機関 や 地方 公共 団体 等 の 相談 セン ター や 弁護 士 会 等 を 適切 に 紹介 する 
な どの 取組 み を 行う こと が 望ま し い 。 
② 反 社 会 的 勢力 と の 関係 遮断 
資金 使途 を 問わ な い 消 費 者 向け 貸付 け の 場合 で あっ て も 、 反 社会 的 勢力 と 
の 関係 を 遮断 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 ま た 、 ヤ や ヤミ 金融 か ら の 借入 が 判明 
し た 顧客 に 対し て は 、 関 係 機関 に 相談 する よう 指導 する 態勢 が 整備 され て い 
る か 。 
③ その 他 
子会社 等 (銀行 及び その 銀行 持株 会 社 の 子会社 、 子 法人 等 、 関 連 法人 等 ) 
の 信用 保証 会 社 の 保証 を 付 し た 融資 に 取り 組む 場合 、 当 該 子会社 等 の 信用 保 
証 会 社 と の 取引 が 実質 的 に 同社 へ の 支援 と な っ て お り 、 銀 行 法 第 13 条 の 2 
(いわ ゆる アー ムズ ・ レ ング ス ・ ル ー ル ) に 違反 し て いな いか 。 
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II 一 7ー3 監督 手法 ・ 対 応 


各種 ヒア リン グ 及 び 検 査 結果 等 に より 、 消 費 者 向け 貸付 け の 業務 運営 体制 に 問題 
が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め て 検証 し 、 検 証 の 結果 、 
業務 運営 の 適切 性 や 顧客 保護 に 重大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 
に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 

また 、 検 証 の 結果 、 経 営 と し て 、 法 第 12 条 の 2 第 2 項 及 び 施 行 規則 第 13 条 の 7 
に 規定 する 「 健 全 か つ 適 切な 業務 の 運営 を 確 保 する た め の 措 置 に 関す る 社内 規則 等 
(中 略 ) を 定め る と と も に 、 従 業 員 に 対す る 研修 その 他 の 当該 社内 規則 等 に 基づい 
て 業務 が 運営 され る た め の 十 分 な 体制 を 整備 」 す る こと を 怠っ て いた こと に より 、 
貸付 け の 回 収 若 し く は 取立 て の 際 に 人 を 威 迫 し 、 又 は 人 の 私 生活 若しくは 業務 の 平 
穏 を 害する よう な 言動 を 反復 ・ 継 続 す る な ど 、 重 大 な 法令 違反 又は 公益 を 害する 行 
為 が 認め られ る と き は 、 法 第 27 条 に 基づく 業務 停止 命令 を 検討 する 必要 が ある こと 
に 留意 する 。 

な お 、 行 政 上 の 判断 に 当たっ て は 、 本 監督 指針 に お ける 「 信 用 リス ク 」、「 反 社 
会 的 勢力 に よる 被害 の 防止 」、「 利 用 者 保護 等 」、「 顧 客 等 に 関す る 情報 管理 態 
勢 」、「 外 部 委託 」、「 苦 情 等 へ の 対処 (金融 ADR 制 度 へ の 対応 も 含む ) 」、 
「 銀 行 に 関す る 苦情 ・ 情 報 提供 等 」 、「 子 会 社 等 」、「 銀 行 代 理 業 」 な ど 消 費 者 向 
け 貸 付け 以外 の 業務 等 に 関す る 監督 の 着眼 点 や 手法 ・ 対 応 も 十分 に 踏ま える 必要 が 
ある 。 
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II 一 8 障がい 者 等 に 配慮 し た 金融 サー ビス の 提供 
エエ 一 8 一 1 意義 


障害 を 理由 と する 差別 の 解消 の 推進 に 関す る 法律 (平成 25 年 法律 第 65 号 ) に よ 
り 、 事 業者 に は 、 障 害 者 に 対す る 不当 な 差別 的 取扱 い の 禁止 及び 合理 的 配慮 の 努力 
義務 が 課せ られ て お り 、 こ れ を 遵守 する 必要 が ある 。 

また 、 銀 行 は 、 成 年 後見 制度 等 の 対象 で な く 意思 表示 を 行う 能力 が あり な が ら 、 
視覚 ・ 聴 覚 や 身体 機能 の 障がい の た め に 銀行 取引 に お ける 事務 手続 き 等 を 単独 で 行 
うこ と が 困難 な 者 (以下 「 障 が い 者 等 」 と いう 。) に 対し て も 、 視 覚 や 聴覚 に 障 が 
い の な い 者 等 と 同等 の サー ビス を 提供 する よう 配慮 する 必要 が ある 。 

この た め 、 各 銀行 に お いて は 、 障 が い 者 等 に 関す る 法令 等 を 遵守 する と と も に 、 
平成 22 年 8 月 26 日 付 で 金融 庁 監 督 局長 が 金融 機関 業界 団体 等 に 対し て 発出 し た 要 
請 文 「 視 覚 障 が い 者 に 配慮 し た 取組 み の 積極 的 な 推進 に つい て 」 に 示さ れ た 「 視 覚 
障がい 者 対応 ATM の 増設 」 や 「 複 数 の 行員 の 立会 い に よ る 視覚 障がい 者 へ の 代筆 
及び 代 読 の 規定 化 並び に 円 滑 な 実施 」 な ど 、 視 覚 障 が い 者 か ら の 要望 等 を 踏ま えた 
取組 み を 積極 的 に 推進 する よう 支 め る こと が 重要 と 考え られ る 。 


エー8 一 2 主 な 着眼 点 


(1) 総論 
①  「 人 金融 店 所 管 事 業 分 野 に お ける 障害 を 理由 と する 差別 の 解消 の 推進 に 関す 
る 対応 指針 」 (平成 28 年 告示 第 3 号 。 以 下 「 障 害 者 差別 解消 対応 指針 告示 」 
と いう 。) の 各 規 定 に 基づき 、 適 切 に 対応 し て いる か 。 
② 自 行 の 店 舗 若 し く は 設備 又は 取引 に 係る 手続 き に お いて 、 障 が い 者 等 の 金 
融 取 引 の 利便 性 を 向上 させ る よう 努め て いる か 。 
また 、 銀 行 の 店 舗 若 し く は 設備 の 新設 又は 新しい 手続 き の 導入 の 場合 に 、 
必要 に 応じ て 、 障 が い 者 等 に 配慮 し た 仕様 を 検討 し て いる か 。 
③ 銀行 が 、 障 が い 者 等 に 配慮 し た 取組 み を 推進 する に あたっ て は 、 国 及び 地 
方 自治 体 な ど に お ける 障がい 者 支援 に 係る 施策 を 確認 し 、 必 要 に 応じ て 、 銀 
行 の サー ビス に お いて も 利用 する な ど し て いる か 。 
④ 障がい 者 等 か ら 銀行 に 対し 、 意 見 (相談 、 苦 情 を 含む 。) が あっ た 場合 、 
それ ら を 踏ま えた 取組 み を 行う よう 努め て いる か 。 ま た 、 障 が い 者 等 か ら の 
意見 を 完全 に 実現 で き な い 場合 で あっ て も 、 代 替 策 を 検討 する な ど し て いる 
か 。 


(2) 業務 運営 


態勢 等 
① 自筆 が 困難 な 


障がい 者 等 へ の 代筆 に つい て 
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障がい 者 等 の うち 自筆 が 困難 な 者 (以下 、「 自 筆 困 難 者 」 と いう 。) か ら 、 
口頭 で 預金 口座 開設 等 の 預金 取引 や 融資 取引 の 申込 み が あ っ た 場合 、 以 下 に 
示す 自筆 困難 者 の 保護 を 図っ た うえ で 、 代 筆 を 可能 と する 旨 の 社内 規則 を 整 
備 し 、 十 分 な 対応 を し て いる か 。 

な お 、 自 筆 困 難 者 か ら の 当該 申込 み は 「 口 頭 に よる 意思 表示 」 に 当たる と 
考え られ る た め 、 取 引 関係 書類 へ の 代筆 は 、 当 該 申込 み に 係る 意思 表示 の 範 
囲 内 に 限ら れる こと に 留意 する 必要 が ある 。 

イ . 預金 取引 の 場合 
a. 自筆 困難 者 が 、 預 金 取 引 に 関し て 意思 表示 し た 内 容 を 次 に 掲げ る 者 に 
代筆 を 依頼 し た 場合 、 依 頼 を 受け た 者 に よる 代筆 が 可能 で ある こと を 定 
め て いる か 。 
i ) 自筆 困難 者 と 同行 し た 者 ( 注 1、 注 2、 注 3) 
ii ) 銀行 の 職員 (複数 の 職員 が 確認 する も の と する 。) 


( 注 1) 自筆 困難 者 が 来 行 せ すず 、 当 該 者 か ら の 依頼 を 受け た と する 者 の 
み が 銀 行 に 訪れ た 場合 、 自 筆 困難 者 本 人 に 対し て 、 当 該 来 行者 へ の 
代理 権 授与 の 意思 や 取引 意思 を 確認 する こと と し て いる か 。 

( 注 2) 自筆 困難 者 が 単独 で 銀行 に 訪れ た 場合 は 、 上 記 i) の 者 と の 再 
度 来 行 を 求め る の で は な く 、 銀 行 の 職員 が 代筆 する こと と し て いる 
か 。 

( 注 3) 自筆 困難 者 が 、 例 えば ヘル パー 等 の 同行 者 に 、 代 筆 を 依頼 する 
意思 が な い 場 合 、 当 該 同行 者 へ 代筆 を 依頼 する よう 求め る の で は な 
く 、 銀 行 の 職員 が 代筆 する こと と し て いる か 。 


b. 上 記 a. の 社内 規則 等 に 、 少 な く と も 以下 の こと を 代筆 の 際 の 手続 き 
と し て 定め られ て いる か 。 
i ) 自筆 困難 者 の 意思 表示 の 内 容 を 記録 と し て 残す こと 。 
ii ) 親族 や 同行 者 が 代筆 し た 場合 は 、 銀 行 の 職員 が 複数 で 代筆 内 容 を 確 
認 し 、 確 認 し た 事実 を 記録 と し て 残す こと 。 
市) 銀行 の 職員 が 代筆 し た 場合 は 、 複 数 の 職員 が 確認 し た うえ で 、 そ の 
確認 を し た と いう 事実 を 記録 と し て 残す こと 。 
ロロ. 融資 取引 の 場合 
自筆 困難 者 が 、 融 資 取引 に 関し て 意思 表示 し た 内 容 に つい て 、 推 定 相続 
人 や 第 三 者 保証 提供 者 な ど 返 済 義務 を 承継 する 可能 性 の ある 者 (自筆 困難 
者 と 同行 し た 者 に 限る 。 以 下 「 同 行 推 定 相続 人 等 」 と いう 。) に 代筆 を 依 
頼 し た 場合 、 当 該 依 頼 を 受け た 者 に よる 代筆 が 可能 と する こと を 定め て い 
る か 。 
その 際 、 少 な く と も 以下 の こと を 社内 規則 に 定め て いる か 。 
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i ) 自筆 困難 者 の 意思 表示 の 内 容 を 記録 と し て 残す こと 。 

ii ) 同行 推定 相続 人 等 が 代筆 し た 場合 は 、 銀 行 の 職員 が 複数 で 代筆 内 容 
を 確認 し 、 確 認 し た 事実 を 記録 と し て 残す こと 。 

iii) 同行 推定 相続 人 等 以外 の 者 に よる 代筆 を 認め る 場合 、 複 数 の 職員 が 
立ち 会 い 確認 し た うえ で 、 そ の 確認 を し た と いう 事実 を 記録 と し て 残 
すこ と ( 注 ) 。 

( 注 ) 同行 推定 相続 人 等 が いな い 場 合 で あっ て も 、 そ の こと の み を も っ て 
融資 を 謝絶 する と 、 自 筆 困難 者 の 自立 し た 日 常 生活 及び 社会 生活 の 確 
保 を 困難 に させ る お それ が ある 。 

この た め 、 銀 行 は 、 自 筆 困 難 者 の 日 常 生活 や 社会 生活 を 確保 する 観 
点 か ら 、 公 証人 制度 の 利用 や 弁護 士 の 立会 い を 求め る な どの 解決 策 を 
検討 する こと が 重要 と 考え られ る 。 ま た 、 当 該 対応 策 に よる 融資 の 際 
は 、 銀 行 の 本 部 や 地域 本 部 等 の 権限 の ある 役 席 者 が 確認 する 態勢 を 設 
ける な ど 、 後 に お いて 、 債 務 の 存否 を 争う よう な トラ ブル が 発生 し な 
いよ う 留 意 する 必要 が ある と 考え られ る 。 


② 視覚 に 障がい が ある 者 へ の 代 読 に つい て 
視覚 に 障がい が ある 者 か ら 要 請 が ある 場合 は 、 銀 行 の 職員 が 、 当 該 者 に 係 
る 取引 関係 書類 を 代 読 する 規定 及び 態勢 を 整備 し て いる か 。 そ の 際 、 個 人 情 
報 の 漏洩 を 防ぐ と と も に 、 複 数 の 職員 が 代 読 内 容 を 確認 し 、 そ の 確認 を し た 
と いう 事実 を 記録 と し て 残す こと と し て いる か 。 
③ 本 人 特定 事項 の 確認 に つい て 
本 人 確認 書類 と し て 障がい 者 手帳 が 利用 され て いる 場合 は 、 本 監督 指針 
「 エ 一 3ー2ー3 顧客 等 に 関す る 情報 管理 態勢 」 を 参照 する 。 
④ 情報 発信 に つい て 
障がい 者 等 に 配慮 し た 取組 み を 行っ て いる 店 舗 や 全盲 の 利用 者 も 単独 で 利 
用 で きる 機能 を 付加 し た ATM (以下 「 対 応 ATM」 と いう 。) 等 の 場所 や 
内 容 (音声 誘導 シス テム の 有無 な ど を 含む 。) に つい て 、 銀 行 が 、 障 が い 者 
等 の 視覚 ・ 聴 覚 等 で 認識 され る よう 、 情 報 発信 に 努め て いる か 。 
また 、 障 が い 者 等 に 配慮 し た 取組 み を 行っ て いる 場合 、 そ の 事例 を CSR 
(本 監督 指針 「 エ 一 9 企業 の 社会 的 責任 (CSR) に つい て の 情報 開示 
等 」 を 参照 の こと ) 事例 と し て 積極 的 に 公表 する こと が 望ま し い 。 
⑤ 相談 苦情 対応 に つい て 
本 監督 指針 「 エ 一 3ー2 ク 一 6 一 2 苦情 等 対処 に 関す る 内 部 管理 態勢 の 確 
立 」 を 参照 する こと と する 。 
特に 、 障 が い 者 等 か ら 、 自 立 し た 日 常 生 活 及 び 社 会 生活 を 確保 する こと に 
係る 業務 に 関わ る 相談 苦情 等 を 受け た 場合 、 そ の 改善 に 向け た 検討 や 取組 み 
を 行う よう 努め て いる か 。 
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⑥ 研修 等 に つい て 
銀行 と し て 、 障 が い 者 等 に 配慮 し た 取組 み の た め に 整備 し た 態勢 の 実効 性 
を 確保 する た め 、 顧 客 対応 を 行う 全 和 職員 に 対し 、 障 が い 者 等 に 配慮 し た 態勢 
に つい て 研修 その 他 の 方 策 (マニ ュ ア ル 等 の 配布 を 含む 。) に より 周知 し て 
いる か 。 


(3) 店 舗 ・ 設 備 等 
① 銀行 の 店 舗 や 設備 が 、 障 が い 者 等 に 利用 され や すい 仕様 と な る よう に 配慮 

し て いる か 。 な お 、 当 該 店 舗 が 建物 賃借 や 借地 関係 に ある 物件 で ある 場合 も 、 

障がい 者 等 か ら 要 望 が ある 場合 は 、 当 該 物件 の 賃貸 人 や 地権 者 に も 協力 を 仰 

ぐ よ う 努 め て いる か 。 

② 個々 の 営業 店 に お いて も 、 必 要 に 応じ て 、 障 が い 者 等 の 金融 取引 の 利便 性 

を 向上 させ る よう 努め て いる か 。 

③ 特に 、 視 覚 障 が い 者 へ の 対応 に つい て は 、 例 えば 、 以 下 の こ と に 努め て い 

る か 。 

イ . 対応 ATM (振込 み が 可 能 な も の や 暗証 番号 の 変更 が 可能 な も の が 望ま 
し い 。) 並び に 画面 の コン トラ スト 及び 文字 が 拡大 で きる も の (大 き な 画 
面 で 、 タ ッ チ パネ ル で な いも の が 望ま し い 。) の 設置 に 配慮 し て いる か 。 

ロ . 店 舗 入口 か ら 当該 対応 ATM ま で 、 視 覚 障がい 者 を 誘導 する ブロ ッ ク 
(以下 「 点 字 ブ ロッ ク 」 と いう 。) を 敷く な どの 配慮 を 行っ て いる か ( 当 
該 店 舗 が 建物 賃借 や 借地 関係 に ある 物件 で ある 場合 は 、 視 覚 障 が い 者 か ら 
の 要望 に 応じ 、 所 有 者 等 に も 配慮 を 求め る よう 努め て いる か 。) 。 

な お 、 点 字 ブ ロッ ク の 設置 が 、 車 椅子 等 の 移動 の 障害 に な る 場合 も 想定 
し て 、 点 字 ブ ロッ ク の 敷設 方 法 や 通路 の 確保 、 銀 行 の 職員 等 に よる 誘導 な 
ど を 工夫 する 配慮 が 必要 で ある 。 

ハ . いわ ゆる コン ビニ エン スス ト ア な ど 預 金 取 扱 金融 機関 で な い 者 が 設置 、 
保有 すす る ATM を 、 銀 行 が 利用 する 場合 に 、 対 応 ATM が 設置 され て いる 
か を 、 定 期 的 に 情報 入手 し て いる か 。 特 に 、 視 覚 障がい 者 か ら の 要望 が あ 
る 場合 は 、 対 応 ATM の 設置 を 当該 設置 また は 保有 する 者 に 、 適 宜 、 情 報 
提供 する よう 努め て いる か 。 

二 . 店 舗 前 の 道路 に 敷設 され た 点字 ブロ ッ ク か ら 店 舗 入口 まで 、 点 字 ブ ロッ 
ク を 敷く な どの 配慮 を 行っ て いる か 。 敷設 で き な い 場合 は 、 音 声 誘導 シス 
テム の 設置 を 推進 する な ど 、 視 覚 障 が い 者 が 一 人 で 来店 で きる よう 配慮 し 
て いる か 。 ま た 、 道 路 管 理 者 に 銀行 店 舗 へ 誘導 する た め の 点 字 ブ ロッ ク 敷 
設 を 働き か ける よう 努め て いる か 。 

な お 、 点 字 ブ ロッ ク の 設置 が 、 車 椅子 等 の 移動 の 障害 に な る 場合 も 想定 
し て 、 点 字 ブ ロッ ク の 敷設 方 法 や 通路 の 確保 、 銀 行 の 職員 等 に よる 誘導 な 
ど を 工夫 する 配慮 が 必要 で ある 。 
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ホ . イン ター ネッ トバ ン キ ング や テレ フォ ン バ ン キン グ 等 を 行う 場合 、 視 覚 
障がい 者 が 利用 で きる よう な シス テム を 構築 する な どの 配慮 を 行っ て いる 
か 。 

へ . キャ ッシュ カー ド や 預金 通帳 、 取 引 記録 を 視覚 障がい 者 に も 認識 で きる 
よう に 提供 する よう 努め て いる か 。 


一 8 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


障害 者 差別 解消 対応 指針 告示 に 基づく 取組 み 及 び 障 が い 者 等 に 配慮 し た 取組 み 並 
びに これ ら の 当該 取組 み を 補完 する 相談 苦情 処理 機能 が 構築 され 機能 し て いる か ど 
うか は 、 顧 客 保護 及び 利用 者 利便 の 観点 も 含め 、 銀 行 の 健全 か つ 適 切な 業務 運営 の 
基本 に 関わ る こと か ら 、 関 係 す る 内 部 管理 態勢 は 高い 実効 性 が 求め られ る 。 

当局 と し て は 、 障 が い 者 等 か ら 銀行 に 対す る 意見 が 寄せ られ た 場合 、 当 該 銀行 に 
伝え 、 内 部 管理 態勢 の 整備 状況 を 確認 する 。 

また 、 銀 行 の 内 部 管理 態勢 の 整備 状況 に 疑義 が 生じ た 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 報 
告 ( 法 第 24 条 に 基づく 報告 を 含む 。) を 求め て 検証 する 。 当該 整備 状況 に 問題 が 認め 
られ る 場合 に は 改善 を 促す 。 
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I エ 一 9 企業 の 社会 的 責任 (CSR) に つい て の 情報 開示 等 
II 一 9 一 1 意義 


(1) CSR は 、 一 般 的 に 、 企 業 が 多様 な 利害 関係 者 (ステ ー ク ホル ダー) と の 関 
係 の 中 で 認識 する 経済 ・ 環 境 ・ 社 会 面 の 責任 と 、 そ れ に 基づく 取組 み と 解 さ れ 
て お り 、 そ れ を 通じ て 企業 の 持続 可能 性 を 高め る こと に その 意義 が ある と 考え 
られ て いる 。 


(2) 銀行 の CSR に つい て は 、 そ の 取組 み は も と より 、 情 報 開示 に つい て も 、 本 
来 、 私 企業 で ある 銀行 が 自己 責任 原則 に 則っ た 経営 判断 に 基づき 行う も の で あ 
り 、 そ の 評価 も 市 場 規 律 の 下 、 利 用 者 を 含む 多様 な ステ ー ク ホル ダー に 委ね ら 
れ て いる も の で ある 。 


(3) し か し な が ら 、CSR に つい て の 情報 開示 が 分 か りや すい 形 で 適時 適切 に 行 
われ る こと は 、 利 用 者 が 銀行 を 選択 する 際 、 そ の 銀行 及び 提供 され て いる 金融 
商品 ・ サ ービス の 持続 可能 性 等 を 判断 する 上 で の 有用 な 情報 を 得 や すく な る こ 
と に つなが る と 考え られ る 。 そ の よう な 観点 か ら 、 銀 行 が CSR に つい て の 情 
報 開示 を 行う 場合 の 着眼 点 を 明らか に し 、 最 低 限 の 枠組 み を 示す こと で 、 利 用 
者 に と っ て 有益 か つ 適 切な 情報 開示 を 促す こと と する 。 


ロー9-ー2 主 な 着眼 点 


銀行 の CS R に つい て 、 利 用 者 を 含む 多様 な ステ ー ク ホル ダー が 適切 に 評価 で き 、 
銀行 の 利用 者 の 利便 性 の 向上 に 資す る よう 、 以 下 の よ うな 点 か ら 適切 な 情報 開示 が 
な され て いる か 。 


(1) 目的 適合 性 
C SR 報告 が 、 経 済 ・ 環 境 ・ 社 会 の 各 分 野 に わた る 包括 的 な も の で あり 、 記 
述 内 容 に つい て も 綱 和 羅 的 か つ 社 会 的 背景 等 を 反映 し て いる な ど 、 利 用 者 を 含む 
多様 な ステ ー ク ホル ダー の ニー ズ に 的 確 に 対応 する と いう 目的 に 適合 し た も の 
と な っ て いる か 。 ま た 、 適 切な タイ ミン グ で 効果 的 な 開示 が な され て いる か 。 


(2) 信頼 性 
C SR 報告 が 、 透 明 性 が 高い プロ セス を 通じ て 作成 され 、 デ ー タ や 情報 が 正 
確か つ 中 立 的 で 検証 可能 な も の と な っ て いる な ど 、 多 く の ス テー ク ホ ル ダ ー に 
受け 入れ られ る 信頼 性 の 高い も の と な っ て いる か 。 
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(3) 分 か りや すさ 
C SR 報告 が 、 利 用 者 を 含む 多様 な ステ ー ク ホル ダー に 理解 され る よう 、 可 
能 な 限り 分 か りや すい も の と な っ て いる か 。 ま た 、 内 容 の 一 貫 性 が 維持 され る 
な ど 、 当 該 銀行 の 過去 の 報告 と の 比較 可能 性 に 十分 留意 し た も の と な っ て いる 
か 。 


II 一 9 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


銀行 に よる CSR を 重視 し た 取組 みや その 情報 開示 は 、 銀 行 が 自己 責任 原則 に 則 
っ た 経営 判断 に 基づき 任意 に 行う も の で あり 、 上 記 着 眼 点 を 踏ま えた 報告 が な され 
て いな い 場 合 に お いて も 、 監 督 上 の 措置 を 講ず る こと は な い 。 

た だ し 、 利 用 者 の 誤解 を 招き か ね な いよ うな 、 不 正確 か つ 不 適切 な 情報 開示 を 行 
っ て いる 場合 に つい て は 、 業 務 の 適切 性 の 観点 か ら 検証 する こと と する 。 


166 


ロー10 「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の 融資 慣行 と し て の 浸透 ・ 定 着 等 
エー10 一 1 意義 


中 小 企業 ・ 小 規模 事業 者 等 (以下 「 中 小 企業 」 と いう 。) の 経営 者 に よる 個人 保 
証 (以下 「 経 営 者 保証 」 と いう 。) に は 、 中 小 企業 の 経営 へ の 規律 付け や 信用 補完 
と し て 資金 調達 の 円 滑 化 に 寄与 する 面 が ある 一 方 、 経 営 者 に よる 思い 切っ た 事業 展 
開 や 創業 を 志す 者 の 起業 へ の 取組 み 、 保 証 後に お いて 経営 が 窮 境 に 陥っ た 場合 に お 
ける 早期 の 事業 再生 を 阻害 する 要因 と な っ て いる な ど 、 企 業 の 活力 を 阻害 する 面 も 
あり 、 経 営 者 保証 の 契約 時 及び 履行 時 等 に お いて 様々 な 課題 が 存在 する 。 

こう し た 状況 に 錯 み 、 中 小 企業 の 経営 者 保証 に 関す る 中 小 企業 、 経 営 者 及び 金融 
機関 に よる 対応 に つい て の 自主 的 自律 的 な 準則 と し て 「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ド 
ライ ン 」 (平成 25 年 12 月 5 日 「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 研究 会 」 に より 
公表 。 以 下 「 ガ イド ライ ン 」 と いう 。) が 定め られ た 。 

この ガイ ドラ イン は 、 経 営 者 保証 に お ける 合理 的 な 保証 契約 の 在り 方 等 を 示す と 
と も に 主たる 債務 の 整理 局面 に お ける 保証 債務 の 整理 を 公正 か つ 迅 速 に 行う た め の 
準則 で あり 、 中 小 企業 団体 及び 金融 機関 団体 の 関係 者 が 中 立 公平 な 学識 経験 者 、 専 
門 家 等 と 共に 協議 を 重ね て 策定 し た も の で あっ て 、 主 債務 者 、 保 証人 及び 対象 債権 
者 に よっ て 、 自 発 的 に 尊重 され 、 遵 守 さ れる こと が 期待 され て いる 。 

金融 機関 に お いて は 、 経 営 者 保証 に 関し 、 ガ イド ライ ン の 趣旨 や 内 容 を 十分 に 幣 
まえ た 適切 な 対応 を 行う こと に より 、 ガ イド ライ ン を 融資 慣行 と し て 浸透 ・ 定 着 さ 
せ て いく こと が 求め られ て いる 。 


ロー10 一 2 主 な 着眼 点 


(1) 経営 陣 は 、 ガ イド ライ ン を 尊重 ・ 遵 守 す る 重要 性 を 認識 し 、 主 導 性 を 十分 に 
発揮 し て 、 経 営 者 保証 へ の 対応 方 針 を 明確 に 定め て いる か 。 ま た 、 ガ イド ライ 
ン に 示さ れ た 経営 者 保証 の 準則 を 始め と し て 、 以 下 の よ うな 事項 に つい て 職員 
へ の 周知 徹底 を 図っ て いる か 。 
① 経営 者 保証 に 依存 し な い 融 資 の 一 層 の 促進 (法人 と 経営 者 と の 関係 の 明確 
な 区 分 ・ 分 離 が 図ら れ て いる 等 の 場合 に お ける 、 経 営 者 保証 を 求め な い 可 
能 性 等 の 検討 を 含む 。) 

② 経営 者 保証 の 契約 時 の 対応 (適切 な 保証 金額 の 設定 を 含む 。) 

③ 既存 保証 契約 の 適切 な 見 直し (事業 承継 時 の 対応 を 含む 。) 

④ 保証 債務 の 整理 に 関す る 対応 (経営 者 の 経営 責任 の 在り 方 、 残 存 資産 の 範 
囲 及び 保証 債務 の 一 部 履行 後に 残存 する 保証 債務 の 取扱 い を 含む 。) 

⑤ その 他 (ガイ ドラ イン に より 債務 整理 を 行っ た 保証 人 に 関す る 情報 の 取扱 
い を 含む 。) 
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(2) ガイ ドラ イン に 基づく 対応 を 適切 に 行う た め の 社 内 規程 や マニ ュ ア ル 、 契 約 
書 の 整備 、 本 部 に よる 営業 店 支援 態勢 の 整備 等 、 必 要 な 態勢 の 整備 に 努め て い 
る か 。 


(3) 主 債務 者 、 保 証人 か ら の 経営 者 保証 に 関す る 相談 に 対し て 、 適 切 に 対応 で き 
る 態勢 が 整備 され て いる か 。 


(4 ) 停止 条件 又は 解除 条件 付 保証 契約 、ABL 等 の 経営 者 保証 の 機能 を 代替 する 
融資 手法 の メニ ュー の 充実 及び 顧客 へ の 周知 に 努め て いる か 。 


(5) 主 債務 者 た る 中 小 企業 等 か ら 資 金 調達 の 要請 を 受け た 場合 に は 、 当 該 企業 の 
経営 状況 等 を 分 析 し た 上 で 、 法 人 個人 の 一 体 性 の 解消 等 が 図ら れ て いる か 、 あ 
る い は 、 解 消 を 図る ろう と し て いる か を 検証 する と と も に 、 検 証 の 結果 、 一 体 性 
の 解消 が 図ら れ て いる 等 と 認め られ る 場合 は 、 経 営 者 保証 を 求め な い 可 能 性 等 
を 債務 者 の 意向 も 踏ま えた 上 で 検討 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 


(6 ) 保証 債務 の 整理 に 当たっ て は 、 ガ イド ライ ン の 趣旨 を 尊重 し 、 関 係 す る 他 の 
金融 機関 、 外 部 専門 家 (公認 会 計 士 、 税 理 士 、 弁 護 士 等 ) 及び 外部 機関 (中 小 
企業 再生 支援 協議 会 等 ) と 十分 連携 ・ 協 力 す る よう 努め て いる か 。 


(7 ) 定期 的 か つ 必 要 に 応じ 、 内 部 監査 等 を 実施 する こと に より 、 ガ イド ライ ン に 
基づく 対応 が 適切 に 行わ れ て いる こと を 確認 し て いる か 。 ま た 、 当 該 監査 等 の 
結果 を 踏ま え 、 必 要 に 応じ て 態勢 の 改善 ・ 充 実 を 図る な ど 、 和 監査 等 を 有効 に 活 
用 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 


ロー10 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


金融 機関 に よる 上 記 の 取組 み に つ いて は 、「 主 債務 者 、 保 証人 及び 対象 債権 者 が 
ガイ ドラ イン に 基づく 対応 に 誠実 に 協力 する こと に よっ て 継続 的 か つ 良 好 な 信頼 関 
係 が 構築 ・ 強 化 さ れる と と も に 、 各 ライ フス テー ジ に お ける 中 小 企業 や 創業 を 志す 
者 の 取組 意欲 の 増進 が 図ら れ 、 ひ いて は 中 小 企業 金融 の 実務 の 円 滑 化 を 通じ て 中 小 
企業 等 の 活力 が 一 層 引 き 出 され 、 日 本 経済 の 活性 化 に 資す る よう 、 人 金融 機関 等 に よ 
る 積極 的 な 活用 を 通じ て 、 本 ガイ ドラ イン が 融資 慣行 と し て 浸透 ・ 定 着 し て いく こ 
と が 重要 」 と の 政策 趣旨 に 氏 み 、 適 切 に 取り 組む 必要 が ある 。 

こう し た 取組 態勢 や 取組 状況 を 踏ま え 、 監 督 上 の 対応 を 検討 する こと と し 、 内 部 
管理 態勢 の 実効 性 等 に 疑義 が 生じ た 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 報 告 ( 法 第 24 条 に 基 づ 
く 報 告 を 含む 。) を 求め て 検証 し 、 業 務 運 営 の 適切 性 、 健 全 性 に 問題 が ある と 認め 
られ れ ば 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 又 は 、 重 大 な 問題 が ある と 認め られ る 場 
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合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 


ロー11 経営 者 以外 の 第 三 者 の 個人 連帯 保証 を 求め な いこ と を 原則 と する 融資 慣 
行 の 確立 等 


一 般 に 、 多 く の 中 小 企業 (個人 事業 主 を 含む 。) に お いて は 、 家 計 と 経営 が 未 分 
離 で ある こと や 、 財 務 諸 表 の 信頼 性 が 必ず し も 十分 で な いな どの 指摘 が ある こと か 
ら 、 こ うし た 中 小 企業 に 対す る 融資 に お いて は 、 企 業 の 信用 補完 や 経営 に 対す る 規 
律 付け の 観点 か ら 、 経 営 者 に 対す る 個人 保証 を 求め る 場合 が ある 。 他 方 、 経 営 者 以 
外 の 第 三 者 の 個人 保証 に つい て は 、 副 次 的 な 信用 補完 や 経営 者 の モラ ル 確 保 の た め 
の 機能 が ある 一 方 、 直 接 的 な 経営 責任 が な い 第 三 者 に 債務 者 と 同等 の 保証 債務 を 負 
わせ る こと が 適当 な の か と いう 指摘 が ある 。 

また 、 保 証 履 行 時 に お ける 保証 人 に 対す る 対応 加 何 に よっ て は 、 経 営 者 と し て の 
再起 を 図る チャ ンス を 失わ せ た り 、 社 会 生活 を 営む 基盤 すら 失わ せる と いう 問題 を 
生じ させ て いる の で は な いか と の 指摘 が ある こと に 鑑み 、 金 融 機関 に は 、 保 証 履 行 
時 に お いて 、 保 証人 の 資産 ・ 収 入 を 踏ま えた きめ 細か な 対応 が 求め られ る 。 

こう し た 状況 に 鑑み 、「 金 融資 本 市 場 及び 金融 産業 の 活性 化 等 の た め の ア クシ ョ 
ンプ ラン 」 (平成 22 年 12 月 24 日 公表 ) に お いて 、「 経 営 者 以外 の 第 三 者 の 個人 連 
帯 保証 を 求め な いこ と を 原則 と する 融資 慣行 を 確立 し 、 ま た 、 保 証 履 行 時 に お ける 
保証 人 の 資産 ・ 収 入 を 踏ま えた 対応 を 促進 」 す る こと と し た と ころ で あり 、 金融 機 
関 に お いて は 、 こ うし た 趣旨 を 十分 に 踏ま えた 対応 を 行う 必要 が ある 。 


由 一 11 一 2 主 な 着眼 点 


(1) 経営 者 以外 の 第 三 者 の 個人 連帯 保証 を 求め な いこ と を 原則 と する 融資 慣行 の 
確立 
ERR DO ON 

こと を 原則 と する 方 針 を 定め て いる か 。 ま た 、 方 針 を 定め る 際 や 例外 的 に 経 

a 必要 に 応じ 、 
「 信 用 保証 協会 に お ける 第 三 者 保証 人 徴 求 の 原則 禁止 に つい て 」 に お ける 考え 
方 を 踏ま えて いる か 。 特に 、 経 営 者 以外 の 第 三 者 が 、 経 営 に 実質 的 に 関与 し て 
いな い に も か か わら ず 、 例 外 的 に 個人 連帯 保証 契約 を 締結 する 場合 に は 、 当 該 
契約 は 契約 者 本 人 に よる 自発 的 な 意思 に 基づく 申し 出 に よる も の で あっ て 、 金 
融 機関 か ら 要 求 さ れ た も の で は な いこ と が 確保 され て いる か 。 
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(参考 ) 信用 保証 協会 に お ける 第 三 者 保証 人 徴 求 の 原則 禁止 に つい て ( 抄 、 平 成 
18 年 3 月 31 日 中 小 企業 庁 ウ ェ ブ サイ ト ) 
(前 略 ) 中 小 企業 庁 で は 、 信 用 保証 協会 が 行う 保証 制度 ( 略 ) に つい て 、 
平成 18 年 度 に 入っ て か ら 保 証 協 会 に 対し て 保証 申込 を 行っ た 案件 に つい て 
は 、 経 営 者 本 人 以外 の 第 三 者 を 保証 人 と し て 求め る こと を 、 原 則 禁 止 と し 
ます 。 
た だ し 、 下 記 の よう な 特別 な 事情 が ある 場合 に つい て は 、 例 外 と し ます 。 
(中 略 ) 
1. 実質 的 な 経営 権 を 有 し て いる 者 、 営 業 許 可 名 義人 又は 経営 者 本 人 の 配 
偶 者 (当該 経営 者 本 人 と 共に 当該 事業 に 従事 する 配偶 者 に 限る 。) が 連 


帯 保証 人 と な る 場合 
2. 経営 者 本 人 の 健康 上 の 理由 の た め 、 事 業 承 継 予定 者 が 連帯 保証 人 と な 
る 場合 


3. 財務 内 容 そ の 他 の 経営 の 状況 を 総合 的 に 判断 し て 、 通 常 考 えら れる 保 
証 の リス ク 許 容 額 を 超え る 保証 依頼 が ある 場合 で あっ て 、 当 該 事業 の 協 
力 者 や 支援 者 か ら 積 極 的 に 連帯 保証 の 申し 出 が あっ た 場合 (た だ し 、 協 
者 等 が 自発 的 に 連帯 保証 の 申し 出 を 行っ た こと が 客観 的 に 認め られ る 
場合 に 限る 。) 


(2) 保証 履行 時 に お ける 保証 人 の 履行 能力 等 を 踏ま えた 対応 の 促進 

保証 人 (個人 事業 主たる 主 債務 者 を 含む 。) に 保証 債務 (当該 主 債務 者 の 債 
務 を 含む 。) の 履行 を 求め る 場合 に は 、 上 記 意 義 に ある 指摘 に 鑑み 、 保 証 債 務 
弁済 の 履行 状況 及び 保証 債務 を 負う に 至っ た 経緯 な ど そ の 責任 の 度合 い に 留 意 
し 、 保 証人 の 生活 実態 を 十分 に 踏ま えて 判断 され る 各 保 証人 の 履行 能力 に 応じ 
た 合理 的 な 負担 方 法 と する な ど 、 き め 細 か な 対応 を 行う 態勢 と な っ て いる か 。 
また 、 第 三 者 の 個人 連帯 保証 の 保証 履行 時 等 に お いて も 、「 経 営 者 保証 に 関 
する ガイ ドラ イン 」 は 適用 され 得る と の 点 に 留意 し 、 必 要 に 応じ し 、 ガ イド ライ 
ン の 活用 を 検討 し ガイ ドラ イン に 基づく 対応 を 行う 態勢 と な っ て いる か (I 
ー10 一 2 参照 ) 。 


( 注 ) 一 83ー2ー1 一 2 (1) 、 (2) 、 (3) 、 (5) 、 (6) も 参照 の こと 。 
エモ 一 11 一 3 監督 手法 ・ 対 応 

金融 機関 に よる 上 記 取 組み に つい て は 、「 経 営 者 以外 の 第 三 者 の 個人 連帯 保証 を 
求め な いこ と を 原則 と する 融資 慣行 を 確立 し 、 ま た 、 保 証 履行 時 に お ける 保証 人 の 


資産 ・ 収 入 を 踏ま えた 対応 を 促進 する 」 と いう 政策 趣旨 に 氏 み 、 適 切 に 取り 組む 必 
要 が ある 。 ま た 、 こ れ ら の 取組 み に 当 た っ て 、 適 切な 説明 責任 を 果たす こと も 必要 
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で ある (II 一 3 一 2 一 1 参照 ) 。 

こう し た 取組 み 態 勢 ・ 取 組み 状況 を 踏ま え 、 監 督 上 の 対応 を 検討 する こと と し 、 
内 部 管理 態勢 の 実効 性 等 に 疑義 が 生じ た 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 報 告 ( 法 第 24 条 に 
基づく 報告 を 含む 。) を 求め て 検証 し 、 業 務 運 営 の 適切 性 、 健 全 性 に 問題 が ある と 
認め られ れ ば 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め 、 又 は 、 重 大 な 問題 が ある と 認め られ 
る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 
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ロー12 秩序 ある 処理 等 の 円 滑 な 実施 の 確保 


ロー12 一 1 外国 法 準拠 の 契約 に 対し て ステ イ の 決定 の 効力 等 を 確保 する た め の 
対応 


エモ 一 12ー] 一 1 意義 


2013 年 6 月 の 預金 保険 法 改正 に より 、 内 痢 総理 大 臣 は 、 預 金 保険 法 第 137 条 の 3 
第 1 項 に 規定 する 関連 措置 等 が 講じ られ た こと を 理由 と する 契約 の 特定 解除 等 ( 同 
条 第 2 項 に 規定 する 特定 解除 等 を いう 。) を 定め た 条項 (以下 、「 特 定 解除 等 の 条 
項 」 と いう 。) に つい て 、 同 条 第 1 項 に 規定 する 措置 実施 期間 中 は 、 そ の 効力 を 有 
し な いこ と と する 決定 (以下 、「 ス テイ の 決定 」 と いう 。) を 行う こと が で きる よ 
うに な っ た 。 併せ て 、 事 業 譲 渡 等 に お ける 債権 者 保護 手続 の 特例 等 に 係る 同 法 第 
131 条 の 規定 が 改正 され た 。 我が国 の 金融 シス テム の 著しい 混乱 が 生ずる お それ を 
回 避 す る た め に は 、 同 法 第 102 条 第 1 項 に 規定 する 認定 の 対象 と な る 金融 機関 又は 
同 法 第 126 条 の 2 第 1 項 に 規定 する 特定 認定 の 対象 と な る 金融 機関 等 は 、 外 国法 準 
拠 の 契約 に 対し て も 、 ス テイ の 決定 の 効力 及び 同 法 第 131 条 に 規定 する 債権 者 保護 
手続 の 特例 等 (以下 、「 ス テイ の 決定 の 効力 等 」 と いう 。) を 及ぼ す た め の 適切 な 
管理 態勢 を 整備 する 必要 が ある 。 


エ 一 12ー]1 一 2 主 な 着眼 点 


外国 法 準拠 の 契約 に お ける 早期 解約 条項 等 の 一 時 停止 の 効力 の 確保 に 向け た 国際 
的 な 動向 を 踏ま え 、 外 国法 準拠 の 契約 の 管理 態勢 ( 注 ) に 係る 検証 に お いて 、 個 々 
の 取引 状況 等 を 考慮 し つつ 、 以 下 の 点 に 留意 する こと と する 。 

( 注 ) 銀行 グル ー プ で 管理 態勢 を 整備 する 必要 が ある 。 


(1) 契約 締結 等 に 係る 留意 事項 

預金 保険 法 施行 規則 第 35 条 の 18 に 規定 する 「 取 引 所 の 相場 その 他 の 市 場 の 
相場 が ある 商品 に 係る 取引 又は これ に 準ずる 取引 」 の うち 、 店 頭 デ リバ ティ ブ 
取引 、 金 融 等 デリ バテ ィ ブ 取引 、 有 価 証券 の 買 戻 又 は 売 戻 条 件 付 売買 、 有 価 証 
券 の 貸借 、 選 択 権 付 き 債券 売買 取引 、 先 物 外国 為替 取引 、 店 頭 商品 デリ バテ ィ 
ブ 取 引 及 び こ れ ら の 取引 に 類似 する 取引 (これ ら の 取引 の 担保 の 目的 で 行わ れ 
る 取引 を 含む 。 以下 、 総 称し て 「 対 象 取 引 」 と いう 。) に 関し て 、 中 央 清算 機 
関 を 除く 取引 の 相手 方 と の 間 で 、 特 定 解除 等 の 条項 を 含む 外国 法 準拠 の 契約 を 
締結 する 場合 (既存 の 契約 内 容 を 実質 的 に 変更 する 場合 を 含む 。) 及び 既存 の 
契約 に 係る 新規 の 取引 を 行う 場合 、 取 引 の 相手 方 が 所 在 する 法 域 に か か わら ず 、 
ステ イ の 決定 の 効力 等 が 当該 契約 に 及ぶ こと を 可能 と する た め に 必要 な 対応 
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( 注 ) を 行っ て いる か 。 


( 注 ) 以下 の よう な 対応 が 考え られ る 。 
① ステ イ の 決定 の 効力 等 が 外国 法 準拠 の 契約 に 及ぶ こと を 目的 と する 国際 
的 に 共通 の プロ トコ ル を 採択 する と と も に 取引 の 相手 方 が 当該 プロ トコ ル 
を 採択 し て いる こと を 確認 する 対応 
② 対象 取引 に ステ イ の 決定 の 効力 等 が 及ぶ こと を 契約 書 に 明記 する 対応 


(2) 既存 の 契約 に 係る 留意 事項 
対象 取引 に 係る 特定 解除 等 の 条項 を 含む 外国 法 準拠 の 既存 の 契約 (当該 契約 
に 係る 新規 の 取引 を 行う 場合 を 除く 。) に つい て も 、 ス テイ の 決定 の 効力 等 が 
当該 契約 に 及ば な い 場 合 の 影響 の 重要 性 を 勘案 し た 上 で 、 必 要 に 応じ 、 上 記 
(1) の 対応 を 行う こと が 望ま し い 。 


一 12 一 1 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


上 記 の 監督 上 の 着眼 点 に 基づき 、 銀 行 グ ルー プ の 管理 態勢 に つい て 深度 ある ヒア 
リン グ を 行い 、 必 要 な 場合 に は 法 第 24 条 又 は 法 第 52 条 の 31 及び 預金 保険 法 第 136 
条 の 規定 に 基づき 報告 を 求め る こと と する 。 

また 、 報 告 徴 求 の 結果 、 秩 序 あ る 処理 の 円 滑 な 実施 の 確保 の 観点 か ら 重 大 な 問題 
が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 又 は 法 第 52 条 の 33 の 規定 に 基づく 業務 
改善 命令 及び 預金 保険 法 第 137 条 の 4 の 規定 に 基づく 命令 の 発出 を 検討 する も の と 
する 。 
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本 銀行 の 検査 ・ 監 督 に 係る 事務 処理 上 の 留意 点 


邊 一 1 検査 ・ 監 督 事務 に 係る 基本 的 考え 方 


前 述 (1 一 1 (1) ) の 金融 検査 ・ 監 督 の 目的 を 達成 する た め に は 、 人 金融 庁 に お 
いて も 、 銀 行 に 対し 、 個 々 の 銀行 の 規模 や 特性 に 応じ た 対応 を 継続 的 に 行っ て いく 
こと が 必要 で ある 。 

この た め 、 銀 行 の 検査 ・ 監 督 事務 を 行う に 当たっ て は 、 ま ず は 、 各 行 が どの よう 
に し て ビジ ネス モデ ル の 構築 、 金 融 仲介 機能 の 発揮 、 財 務 の 健全 性 の 確保 、 コ ンプ 
ライ アン ス ・ リ スク 管理 態勢 の 構築 等 の 課題 に 取り 組 も うと し て いる か の 方 針 を 理 
解 し 、 そ の 上 で 、 当 該 方 針 が どの よう な ガバ ナン ス 体 制 の 下 で 実施 され 、 如 何 な る 
潜在 的 な リス ク や 課題 を 内 包 し 、 各 行 が これ ら の リス ク 等 を どの よう に 認識 し 対応 
し よう と し て いる か 、 的 確 に 把握 する こと が 不可 欠 で ある 。 

経営 全体 を 見 据え た 重要 課題 に 対応 し 、 国 民 経済 の 健全 な 発展 に つなげ て いく に 
は 、 各 行 が 、 当 局 か ら 指 摘 さ れる こと な く 自 ら ベ スト プラ クティ ス に 向け て 改善 す 
る よう 、 銀 行 自身 で 経営 体制 を 変革 し て いく 必要 が ある 。 金融 庁 と し て は 、 実 態 把 
握 や 対話 等 を 通じ た 継続 的 な モニ タリ ング の 過程 で 、 よ り 良 い 実 務 を 追求 する 各行 
の 取組 み を 促し て いく 。 

その 上 で 、 上 記 の 過程 で 、 業 務 の 健全 性 ・ 適 切 性 の 観点 か ら 重 大 な 問題 が 認め ら 
れる 場合 や 銀行 の 自主 的 な 取組 み で は 業務 改善 が 図ら れ な いこ と が 認め られ る 場合 
は 、 法 第 26 条 に 基づく 業務 改善 命令 等 の 行政 処分 (エー5) の 発動 等 を 検討 する こ 
と と する 。 

さら に 、 銀 行 の 検査 ・ 監 督 事務 を 行う に 当たっ て は 、 以 下 の 点 に も 十分 に 留意 し 
た 上 で 実施 する こと と する 。 


(1 ) 銀行 と の 十分 な 意思 疎通 の 確保 

検査 ・ 監 督 に 当たっ て は 、 銀 行 の 経営 に 関す る 情報 を 的 確 に 把握 ・ 分 析 し 、 
適時 適切 に 対応 し て いく こと が 重要 で ある 。 こ の た め 、 人 金融 庁 に お いて は 、 銀 
行か ら の 報告 に 思え 、 銀 行 と の 健全 か つ 建 設 的 な 緊張 関係 の 下 で 、 日 頃 か ら 十 
分 な 意思 疎通 を 図り 、 積 極 的 に 情報 収集 する 必要 が ある 。 具体 的 に は 、 経 営 陣 
や 社外 取締 役 、 内 部 監査 の 担当 者 を 含む 銀行 の 様々 な 役職 員 と の 定期 ・ 適 時 の 
面談 や 意見 交換 等 を 通じ て 、 銀 行 と の 日 常 的 な コミュ ニケ ーション を 確保 し 、 
財務 情報 の みな ら ず 、 経 営 に 関す る 様々 な 情報 に つい て も 把握 する よう 努め る 
必要 が ある 。 


(2) 銀行 の 自主 的 な 努力 の 尊重 


金融 庁 は 、 私 企業 で ある 銀行 の 自己 責任 原則 に 則っ た 経営 判断 を 、 法 令 等 に 
基づき 検証 し 、 間 題 の 改善 を 促し て いく 立場 に ある 。 検 査 ・ 監 督 に 当たっ て は 、 
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この よう な 立場 を 十分 に 踏ま え 、 銀 行 の 業務 運営 に 関す る 自主 的 な 努力 を 尊重 
する よう 配慮 し な けれ ば な ら な い 。 


(3) 効率 的 ・ 効 果 的 な 監督 事務 の 確保 

金融 庁 及び 銀行 の 限ら れ た 資源 を 有効 に 利用 する 観点 か ら 、 検 査 ・ 監 督 事務 
は 、 銀 行 の 規模 や 特性 を 十分 に 踏ま え 、 効 率 的 ・ 効 果 的 に 行わ れる 必要 が ある 。 
し た が っ て 、 銀 行 に 報告 や 資料 提出 等 を 求め る 場合 に は 、 検 査 ・ 監 督 事務 上 真 
に 必要 な も の に 限定 する よう 配 意 す る と と も に 、 現 在 行っ て いる 検査 ・ 監 督 事 
務 の 必要 性 、 方 法 等 に つい て は 常に 点検 を 行い 、 必 要 に 応じ て 改善 を 図る な ど 、 
効率 性 ・ 有 効 性 の 向上 を 図る よう 努め な けれ ば な ら な い 。 

既報 告 や 資料 提出 等 に つい て は 、 銀 行 の 事務 負担 軽減 等 の 観点 を 踏ま え 、 年 
1 回 定期 的 に 点検 を 行う 。 そ の 際 は 、 銀 行 の 意見 を 十分 に ヒア リン グ す る こと 
に 留意 する 。 

また 、 銀 行 の 小 規模 な 営業 所 等 に 関し て 、 銀 行 に 報告 や 資料 提出 等 を 求め る 
場合 に は 、 取 り 扱 う サ ービス や 商品 な ど に 関す る 当該 営業 所 等 の 特性 を 十分 に 
踏ま え 、 業 務 の 円 滑 な 遂行 に 支障 が 生じ な いよ う 配 意 する 。 


(4 ) 複数 の 業態 を 含む 金融 グル ー プ の リス ク 管 理 

我が国 で は 、 平 成 5 年 の 金融 制度 改革 に よる 業態 別 子会社 で の 相互 参入 の 解 
禁 や 、 平 成 10 年 の 金融 持株 会 社 の 解禁 、 金 融 シ レス テム 改革 法 に よる 子会社 規定 
の 整備 等 を 経て 、 複 数 の 業態 を 含む 金融 グル ー プ が 形成 され て いる 。 

こう し た 複数 の 業態 を 含む 金融 グル ー プ の 形成 は 、 金 融 機 関 の 経営 体質 の 強 
化 や サー ビス の 向上 に 寄与 する 可能 性 が ある 一 方 で 、 組 織 の 複雑 化 に よる 経営 
の 非 効率 化 、 利 益 相 反 行 為 の 発生 、 抱 き 合せ 販売 行為 の 誘因 の 増大 、 グ ルー プ 
内 の リス ク の 波及 、 グ ルー プ に お ける リス ク の 集中 等 が 生じ る お それ が ある 。 

か か る 特性 を 踏ま それ ば 、 銀 行 グ ルー プ に お いて は 、 個 別 の 銀行 の 健全 性 等 
を 確保 する の みな ら ず 、 銀 行 グ ルー プ 全 体 の 経営 管理 態勢 や グル ー プ と し て の 
財務 の 健全 性 、 業 務 の 適切 性 に つい て 実態 把握 を 行う 。 ま た 、 銀 行 が 他 の 業態 
の 金融 機関 や 外国 の 金融 グル ー プ 、 事 業 会 社 の 子会社 等 で ある 場合 に お いて も 、 
銀行 主要 株 主 へ の 監督 権限 の ほか 、 深 度 あ る ヒア リン グ 等 に より 、 銀 行 に 上 記 
で 挙げ た リス ク の 波及 や リス ク の 集中 等 が 生じ る お それ が な いか 検証 する も の 
と する 。 

な お 、 人 金融 グル ー プ の 熊 様 は 様々 で あっ て 、 グ ルー プ が 抱え る リス ク の 特性 
や リス ク の 波及 の 過程 も 異な る 結果 、 グ ルー プ に お ける 経営 管理 態勢 も 自ずと 
異な る た め 、 各 々 の 金融 グル ー プ の 実態 を 踏ま え 、 そ の 態勢 を 検証 する 必要 が 
ある 点 に は 留意 する 。 


一 1 一 1 検査 ・ 監 督 事務 の 進め 方 
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銀行 の 検査 ・ 監 督 事務 の 基本 は 、 実 態 把握 や 対話 等 を 通じ た モニ タリ ング 、 監 督 
上 の 措置 、 フ ィ ー ド バッ ク 、 情 報 発信 と いっ た 各 手法 を 、 各 行 の 状況 や 抱え て いる 
問題 の 性 質 ・ 重 大 性 等 に 応じ 適切 に 組み 合わ せる こと を 通じ て 、 各 行 に 必要 な 改善 
を 促し て いく こと に ある 。 

また 、 限 られ た 行政 資源 を 効果 的 に 活用 する 観点 か ら も 、 こ れ ら の 実施 に 当たっ 
て は 、 我 が 国 の 金融 シス テム 全体 の 安定 確保 や 金融 仲介 機能 の 発揮 等 の 観点 か ら 銀 
行 を 巡る 環境 変化 を 的 確 に 把握 する と と も に 、 各 行 に お ける 個別 的 状況 に つい て も 、 
モニ タリ ング ・ デ ー タ や 随時 の ヒア リン グ 等 の 結果 を 踏ま え 将 来 を 見 据え た 分 析 を 
行い 、 機 動 的 に 優先 順位 を 判断 し 、 重 点 的 な 課題 の 性 質 に 応じ て 、 時 間 軸 を 意識 し 
た 対応 を 行う こと が 求め られ る 。 

例え ば 、 収 益 上 の 深刻 な 課題 や 健全 性 の 問題 、 あ る い は コン プラ イア ンス 上 の 重 
大 な 問題 を 抱え る 銀行 に つい て は 、 比 較 的 短い 時 間 軸 の 中 で 、 経 営 の 改善 に 向け 早 
急 に 対応 する こと が 必要 で ある 。 こ の よう な 場合 に お いて は 、 オ ン サ イト を 含め た 
機動 的 な モニ タリ ング を 活用 し 、 当 該 問 題 の 詳細 や その 根本 的 な 原因 を 検証 し 、 当 
局 が 考え る 要 改 善 事 項 を 明確 に 示し た 上 で 、 各 行 に 対し 具体 的 な 改善 を 求め る こと 
と な る 。 

他方 、 こ うし た 課題 ・ 問 題 を 抱え て いな い 銀 行 に つい て は 、 人 金融 仲介 機能 等 を 適 
切 か つ 継 続 的 に 発揮 し 、 こ れ を 通じ て 将来 に わた る 経営 基盤 や 健全 性 を 確保 する 観 
点 か ら 、 社 外 取 締 役 を 含む 取締 役 会 を は じ め と する ガバ ナン ス が 有効 に 機能 し 、 経 
営 陣 が 的 確 な 現状 分 析 に 基づい た 実現 可能 性 ある 経営 戦略 ・ 計 画 を 策定 ・ 実 行 し て 
いく こと が 必要 で ある 。 こ うし た 銀行 に 対し て は 、 将 来 の 見 通し や 改善 に 必要 な 時 
間 等 の 「 時 間 軸 」. を し っ か り と 意識 し つつ 、 経 営 陣 等 と 経営 や ガバ ナン ス 等 に つい 
て 深度 ある 対話 を 行っ て いく こと を 通じ て 、 銀 行 の 取組 み を 促し 、 改 善 状 況 を 注視 
し て いく 。 


一 1 一 2 検査 ・ 監 督 事務 の 具体 的 手法 


(1) オン ・ オ フー 体 の 継続 的 か つ 重 点 的 な モニ タリ ング 

金融 庁 は 、 各 行 の 特性 ・ 課 題 を 把握 し た 上 で 、 課 題 の 性 質 ・ 優 先 度 に 応じ て 
立入 検査 を 含む モニ タリ ング 手法 を 機動 的 に 使い 分 け 、 改 善 状況 そ と フォ ロー ア 
ッ プ する 継続 的 な モニ タリ ング を 実施 する 。 

モニ タリ ング 手法 の 使い 分 け に つい て は 、 各 行 の 個別 具体 的 状況 に 加え 、 各 
手法 に お ける 実態 把握 に 係る 有効 性 や 当局 側 ・ 銀 行 側 に お ける 負担 の 程度 、 問 
題 の 緊急 性 等 の 観点 も 十分 に 踏 す える も の と する 。 基本 的 に は 、 ま ず 、 経 営 ・ 
財務 ・ リ スク 計数 等 に 係る 資料 の 分 析 や 、 行 内 外 の 関係 者 か ら の ヒア リン グ と 
いっ た モニ タリ ング を 実施 し 、 足 下 の 健全 性 ・ 適 切 性 等 に 係る 課題 が 見 られ る 
か どう か 等 の 分 析 結 果 を 踏ま えて 、 法 第 25 条 に 基づく 立入 検査 の 要 否 に つい て 
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判断 する も の と する 。 


(2 ) 具体 的 手法 
① 実態 把握 及び 対話 の 実施 に 当たっ て の 前 提 行 為 
イ . 情報 収集 ・ プロファイリング (特性 把握 ) 。 
金融 庁 は 、 各 行 の 特性 や 課題 の 改善 に 向け た 自主 的 な 取組 み 状況 等 その 
時 々 に お ける 個別 具体 的 状況 を 把握 する こと を 目的 と し て モニ タリ ング を 実 
施す る 。 こ の 中 に は 、 銀 行 を 巡る 環境 変化 が 及ぼ す 経 営 へ の 影響 や これ へ の 
各行 の 対応 状況 に つい て 把握 する こと も 含ま れる 。 
また 、 内 外 の 経済 や 金融 ・ 資 本 市 場 の 動向 と 個々 の 銀行 の 行動 は 相互 に 影 
響 を 及ぼ し 得る た め 、 そ の 相互 作用 に つい て も 分 析 ・ 把 握 す る 必要 が ある 。 
こう し た 情報 収集 や プロ ファ イリ ング は 、 日 常 的 な モニ タリ ング の 成果 の 
集積 で あり 、 特 定 の 形式 に と ら わ れる も の で は な い が 、 例 えば 以下 の よう な 
視点 で 取組 み を 行っ て いく 。 
a. マク ロ の 視点 
経済 、 金 融 市 場 、 政 治 、 社 会 等 内 外 の 環境 変化 が 各行 や 金融 レス テム に 
与え る 影響 に つい て 分 析 ・ 把 握 す る 必要 が ある 。 そ の た め 、 例 えば 、 店 内 
の 関係 部 署 や 財務 局 、 関 係 省 庁 等 と 連携 し 、 一 般 事 業者 を 含む 国内 外 の 不 
祥 事 、 国 内 外 の 法令 ・ 制 度 の 改正 や 判例 の 動向 、 海 外 当 局 や 国際 機関 に お 
ける 議論 の 動向 、 経 済 ・ 社 会 環境 の 変化 (SDG s へ の 注目 の 高まり 等 ) 等 
の 内 外 の 環境 変化 に 関す る 情報 を 収集 し た 上 で 、 同 業 他社 や 他 業 界 、 類 似 
業務 ・ 商 品 、 法 制度 等 に 潜む 共通 の 課題 を 分 析 ・ 把 握 す る こと が 有用 と な 
る 。 
こう し た 情報 収集 ・ 分 析 を 通じ た 、 問 題 事象 の 横 展開 ・ 広 が り の 分 析 を 
通じ 、 金 融 セ クタ ー 全 体 に 内 在 する 課題 の 把握 ・ 特 定 に 努め て いく 。 
b. ミク ロ の 視点 
銀行 と の 実効 性 の ある 対話 等 を 実現 する た め に は 、 各 行 固 有 の 実情 に つ 
いて の 深い 知見 の 蓄積 が 不可 欠 で ある 。 特 に 、 そ の 出発 点 と し て 、 銀 行 が 、 
それ ぞ れ の 経営 環境 (顧客 特性 、 競 争 環 境 等 ) の 中 で どの よう な 姿 を 目指 
し 、 そ の た め に 何 を し た い の か と いっ た 経営 理念 を 確認 する こと が 必要 と 
な る 。 そ の た め に 、 例 えば 次 の よう な 、 当 該 銀行 や その ステ ー ク ホル ダー 
(従業 員 、 顧 客 、 地 域 社会 、 株 主 等 ) か ら の 情報 収集 が 有用 と な る 。 
財務 デー タ や リス ク 計 数 デー タ 等 の 定型 資料 の みな ら ず 、 経 営 の 意 
思 決 定 に 係る 会 議 体 の 資料 や 議事 録 等 を 分 析 す る こと (金融 仲介 の 機 
能 発揮 に 関す る 戦略 及び 状況 に つい て の 情報 を 含む ) 
決算 や リス ク 管 理 に 係る 定期 的 な ヒア リン グ の みな ら ず 、 各 部 門 の 
責任 者 を は じ め と する 各階 層 の 者 か ら ビ ジネス 動向 や 金融 仲介 機能 の 
発揮 の 状況 等 に つい て 随時 ヒア リン グ を 行う こと 
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銀行 自身 の リス ク 認 識 や 業務 の あり 方 を 把握 する た め 、 内 部 監査 部 
門 、 監 査 (等 ) 委員 ・ 監 査 役 、 社 外 取 締 役 等 と 意見 交換 を 行う こと 

銀行 の 顧客 特性 ・ 産 業 特 性 に つい て の 理解 を 高め る た め 、 事 業者 や 
地域 の 関係 者 等 と 意見 交換 を 行う こと 

金融 サー ビス 利用 者 相談 室 に 対し て 寄せ られ た 相談 ・ 苦 情 等 の 情報 
や 、 融 資 先 企業 ヒア リン グ の 結果 な ど 、 様 々 な チャ ネル を 活用 し て 収 
集 し た 金融 サー ビス 利用 者 の 声 の ほか 、 メ ディ ア 報 道 や 外部 か ら の 照 
会 等 を 含め た 外部 情報 を 分 析 す る こと 

上 記 の よう な 情報 収集 ・ 分 析 や これ まで の モニ タリ ング を 通じ て 、 
銀行 の ビジ ネス モデ ル ・ 経 営 戦略 、 業 務 運 営 及 び 組 織 態勢 を 理解 し た 
上 で 、 そ れ ぞ れ の 課題 や 特性 、 銀 行 を 巡る 環境 変化 に よる 影響 に つい 
て 把握 する 。 

ロロ. 優先 課題 の 洗い 出し 及び モニ タリ ング 方 針 ・ 計 画策 定 

上 記 情 報 収集 ・ 特 性 把握 を 通じ て 特定 され た 各行 の 課題 や 業態 等 に 共通 
する 横断 的 な 課題 に つい て は 、 銀 行 の 経営 陣 と 経営 上 の 実質 的 な 重要 事項 
を 議論 する た め 、 ま た 、 限 られ た 行政 資源 を 最大 限 有 効 活 用 する た め 、 社 
会 的 要請 な ど 時 々 の 重要 度 ・ 緊 急 度 も 十分 に 踏ま え 、 優 先 順 位 を 付け る 必 
要 が ある 。 こ うし て 特定 され た 横断 的 な 優先 度 の 高い 課題 に つい て は 、 事 
務 年 度 当初 に 金融 行政 方 針 等 で 設定 ・ 公 表す る 。 

次 に 、 各 行 特有 の 経営 状況 等 を 踏ま そえ を 、 モ ニタ リン グ 方 針 ・ 計 画 を 策定 
し 、 優 先 課題 へ の 具体 的 な 対応 方 針 ・ 計 画 を 定め 、 適 正 な 人 員 配 置 等 の 体 
制 を 構築 する 必要 が ある 。 そ の 際 、 銀 行 が 実質 的 な 重要 事項 の 改善 に 経営 
資源 を 集中 で きる よう 、 重 点 的 な 課題 の 性 質 に 応じ て 立入 検査 と それ 以外 
の モニ タリ ング 手法 、 各 行 の モニ タリ ング と 水平 的 な モニ タリ ング 等 を 使 
い 分 ける 。 

な お 、 立 入 検査 に つい て は 、 従 来 の よう に 一 定期 間 ご と に 実施 する の で 
は な く 、 一 連 の モニ タリ ング プロ セス に お ける 実態 把握 の た め の 手 法 の 一 
つと 位置 付け られ る 。 但 し 、 長 期間 立入 検査 が 実施 され て いな い 場 合 に は 、 
当局 の 予見 困難 な 問題 事象 が 生じ て いる 可能 性 が 相対 的 に 高まっ て いる こ 
と も 考え られ 、 そ の こと が リス ク 要 素 の 一 つと も 捉え られ る 。 

また 、 期 中 に 新た な 課題 が 発生 ・ 発 覚 し た 場合 に は モニ タリ ング 計画 を 
柔軟 に 見 直す な ど 、 そ の 時 々 に 応じ た 適切 な モニ タリ ング を 心掛け る 。 


② 各行 の 詳細 な 実態 把握 
実態 把握 の た め 、 課 題 の 性 質 又 は 対応 の 進捗 、 各 行 の 実態 に 応じ 、 各 種 ヒ 
アリ ング や 任意 の 資料 提出 依頼 、 ア ン ケ ー ト 、 法 令 上 の 報告 徴 求 、 立 入 検査 
な どの 中 か ら 、 最 も 効率 的 か つ 効果 的 な 手法 を 選択 する こと と する 。 
また 、 当 局 に お いて 、 過 去 に 情報 を 把握 し て いた り 、 別 途 把握 を 行っ て い 
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る 場合 に は 、 そ の 内 容 を 事前 に 確認 の 上 、 そ れ ら を 最大 限 活用 する な ど 銀 行 
の 負担 軽減 に 配慮 する 。 
更に 、 一 旦 行っ た 分 析 に 基づき モニ タリ ング を 実施 し て いる 場合 に お いて 
も 、 情 報 収 集 や 実態 把握 、 対 話 に 基づき 新た に 課題 が 判明 し た 場合 に は 、 新 
た な 課題 の 性 質 に 応じ て 、 適 切な 対応 を 行っ て いく 。 
選択 され た 各 手 法 に つい て は 、 そ れ ぞ れ 例 えば 次 の 点 に 留意 し て 実施 する 。 
な お 、 い ずれ の 手法 を 実施 する に し て も 、 当 局 が どの よう な 課題 を 認識 し た 
上 で 、 ど の よう な 議論 を 志向 し て いる の か を 、 銀 行 に 対し て 丁寧 に 説明 し て 
いく 。 
イ . 各種 ヒア リン グ 
優先 課題 に つい て 銀行 と の 相互 理解 を 深め る た め 、 課 題 の 性 質 に 応じ て 
経営 トッ プ 、 各 部 門 や 各 支 店 の 責任 者 、 実 務 者 レベ ル 等 と の 間 で 重層 的 に 
ヒア リン グ を 行っ て いく 。 
な お 、 ベ スト プラ クティ ス の 追求 に 向け た 取組 み に つ いて は 、 銀 行 が 自 
ら の 置か れ た 環境 と 特性 に 応じ 創意 工夫 を 行う も の で ある こと を 踏ま え 、 
当局 が 特定 の 答え を 押し 付け る こと の な いよ う 留 意 する 必要 が ある 。 
また 、 こ うし た 各種 ヒア リン グ の 一 環 と し て 、 銀 行 の 施設 内 に お いて 、 
特定 の テー マ に 関し て 一 定期 間 集 中 的 に ヒア リン グ や 対話 を 行う 場合 が あ 
る 。 
ロ . 任意 の 資料 提出 依頼 
銀行 の 負担 に 配慮 し 、 ま た 、 依 頼 趣 旨 が 明確 か つ 正 確 に 伝わる よう 、 当 
該 信頼 が どの よう な 課題 認識 に 基づく も の か 、 そ の た め に どう いっ た 内 容 
の 資料 が 必要 な の か と いっ た 点 を 明らか に し 、 銀 行 に 対し て 丁寧 に 説明 し 
理解 を 得る よう 努め る 。 そ の 際 、 実 施 時 期 の 分 散 、 二 重 の 依頼 の 回 避 、 余 
裕 を も っ た 提出 期限 の 設定 と いっ た 銀行 に 課せ られ る 負担 の 軽減 に 努め る 
こと と する 。 特 に 、 ア ン ケ ー ト 等 、 複 数 の 銀行 を 対象 と する 場合 は 、 各 行 
の 特性 ・ 置 か れ た 環境 に も 十分 留意 する 。 
ハ . 法 第 24 条 に 基づく 報告 徴 求 
必要 が 認め られ る 場合 に は 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め る 。 そ の 際 、 当 
該 報告 徴 求 が 当局 の どの よう な 課題 認識 に 基づく も の か 、 銀 行 に 対し て 丁 
寧 に 説明 する 。 
二 . 法 第 25 条 に 基づく 立入 検査 
足下 の 健全 性 ・ 適 切 性 等 に つい て 検証 が 必要 と 判断 され た 場合 等 、 必 要 
が 認め られ る 場合 に は 法 第 25 条 に 基づく 立入 検査 を 行う 。 そ の 際 、 経 営 上 
重要 な 問題 は 何で 、 そ の 根本 的 な 原因 は 何 か を 常に 念頭 に 置き 、 洗 い 出し 
た 優先 課題 の 正確 性 に つい て 、 経 営 陣 と の 議論 の 中 で 再 確認 し 、 仮 説 を 構 
築 す る 。 更 に その 仮説 の 立証 の た め に 更 な る 事実 ・ 実 態 の 収集 ・ 把 握 を 行 
い 、 収 集 し た 事実 ・ 実 態 に 基づき 、 経 営 陣 と 議論 を 行う こと で 、 安 易 な 結 
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諭 で は な く 銀 行 の 経営 や 金融 行政 上 重要 な 課題 に つい て 根幹 に 根差し た 議 
論 を 行う よう 心掛け る 。 

な お 、 立 入 検査 に 係る 基本 的 な 手続 き は 、 別 紙 2 「 立 入 検査 の 基本 的 手 
続 」 を 参照 。 ま た 、 検 査 結果 通知 書 を 交付 し た 場合 は 、 そ の 交付 日 と 原則 
と し て 同日 付け で 、 銀 行 に 対し 、 指 摘 事 項 に つい て の 事実 確認 、 発 生 原 因 
分 析 、 改 善 ・ 対 応 策 等 に つい て 、 法 第 24 条 に 基づき 、 1 か 月 以内 に 報告 す 
る こと を 求め る 。 報告 を 求め る 事項 に つい て は 、 様 式 ・ 参 考 資 料 編 様式 
II 一 1 一 3 一 3 (2) を 基本 様式 と し て 参照 する が 、 指 摘 の 内 容 に 応じ 、 
個々 に 適切 か つ 十 分 な 報告 事項 を 定め る よう 、 十 分 検討 する こと と する 。 


対話 
対話 は 、 財 務 の 健全 性 や コン プラ イア ンス 等 に 係る 重大 な 問題 発生 の 有無 

や 蓋然性 、 銀 行 の 経営 や 金融 仲介 機能 の 発揮 の 状況 の 改善 に 向け た 自主 的 な 

取組 み 状況 等 その 時 々 に お ける 個別 具体 的 状況 や 、 問 題 の 性 質 に 応じ て 実施 

され る 。 
対話 を 実施 する 際 は 、 当 局 側 の 思い 込み 、 仮 説 の 押し 付け を 排 し 、 可 能 な 

限り 、 銀 行 が 安心 し て 自ら の 立場 の 主張 を で きる よう 努め つつ 、 ま ず は 、 銀 

行 側 の 考え 方 や 方 針 を 十分 に 把握 し 、 そ の 上 で 事実 の 提示 を 伴い つつ 行う こ 

と を 徹底 する 。 
更に 、 対 話 に 当たっ て は 、 そ れ ま で 、 当 局 が 各行 と 行っ て きた や り と り 等 

を 十分 に 踏ま え 、 対話 の 継続 性 に 配慮 し た 運営 に 努め る 必要 が ある 。 

イ . 当局 に よる 実態 把握 に お いて 、 財 務 の 健全 性 や コン プラ イア ンス 等 に 係 
る 重大 な 問題 発生 の 蓋然性 が 高まっ た こと が 認め られ た 場合 に お いて も 、 
まず は 、 銀 行 自ら が 課題 ・ 根 本 原因 ・ 改 善人 策 の 妥当 性 に つい て 検証 を 行っ 
た 上 で 、 当 局 と 銀行 と の 間 で 改善 策 の 策定 ・ 実 行 に つい て 深度 ある 対話 を 
行う こと と する 。 但し 、 既 に 上 記 間 題 が 発生 し て いる 等 高度 の 緊急 性 が 認 
め ら れる 場合 に お いて は 、 当 局 が 考え る 要 改 善 事項 の 明確 な 指摘 を 行っ た 
上 で 各行 の 対応 方 針 を 確認 する 。 

ロ . 上 記 問 題 が 発生 する 蓋然性 が 認め られ な い 銀 行 に つい て は 、 自 ら の 置か 
れ た 状況 に 応じ 多様 で 主体 的 な 創意 工夫 を 発揮 する こと で 、 ビ ジネス モデ 
ル や リス ク 管 理 の 高度 化 へ の 努力 を 続け る こと が 重要 で ある 。 そ こ で 、 当 
局 と し て は 、 日 頃 の モニ タリ ング を 通じ た 特性 把握 を 基 に 、 各 行 の 置か れ 
た 経営 環境 や 経営 課題 ある い は 、 各 行 の 戦略 、 方 針 に つい て 深い 理解 を 持 
っ た 上 で 、 特 定 の 答え を 前 提 と する こと な く 、 銀 行 自身 に 「 気 付き 」 を 得 
て も ら う こと を 目的 に 、 銀 行 と の 間 で 、 ビ ジネス モデ ル や リス ク 管 理 、 人 
材 育 成 等 に つい て 深度 ある 対話 を 行っ て いく (この 過程 で ベス ト プ ラ ク テ 
ィ ス 等 の 他 の 参考 事例 を 必要 に 応じ て 共有 する ) 。 


180 


④ 多様 な 手法 の 柔軟 か つ 適切 な 組合 せ 
上 記 の と お り 、 金融 庁 が 銀行 に 対す る 行政 対応 と し て 用 いる 手法 は 様々 な 
も の が ある が 、 有 効 性 や 当局 側 ・ 銀 行 側 に お ける 負担 ・ 費 用 等 の 観点 か ら 、 
それ ぞ れ メリ ッ ト ・ デ メリ ッ ト が ある 。 そ こ で 、 金 融 庁 と し て は 、 各 行 に お 
ける 課題 や 財務 の 健全 性 ・ コ ンプ ライ アン ス 等 に 係る 重大 な 問題 発生 の 有無 
等 その 時 々 に お ける 個別 具体 的 状況 に 応じ て 、 各 手法 の メリ ッ ト を 最大 限 生 
か す 和 柔軟 な 組み 合わ せ を 実現 する こと で 、 有 効か つ 効 率 的 な 検査 ・ 監 督 事務 
の 実現 を 目指 す 。 例 えば 、 既 に 述べ た 手法 以外 に も 以下 の 方 法 が 考え られ る 。 
・ 業界 共通 の 状況 や 課題 、 特 定 分 野 に お ける 事例 等 を フィ ー ド バッ ク す る こ 
と は 、 銀 行 自身 に よる 創意 工夫 の 発揮 に 資す る も の で ある 。 特 に 、 こ れ ら 
の 取組 み を 各行 の 有する 課題 に 取 し て フィ ー ド バッ ク を 行う こと で 、 当 
局 ・ 銀 行間 に お ける 高度 の 共通 価値 を 構築 し た 上 で の 深度 ある 対話 が 可能 
と な る 。 そ の 場合 に お いて も 、 各 行 の 自主 的 な 経営 判断 を 尊重 し 、 個 別 取 
引 の 判断 に 当局 と し て 不適 切な 介入 を 行う こと の な いよ うに 配慮 する 必要 
が ある 
・ 銀行 が 自主 的 に 開示 する 経営 方 針 や その 改善 に 向け た 取組 み 、 金 融 仲介 機 
能 の 発揮 状況 と いっ た 情報 は 、 銀 行 と 当局 と の 間 の 対話 の みな ら ず 、 顧 客 
等 の 関係 者 と の 対話 を 深め 、 銀 行 に よる 経営 改善 に 向け た 取組 み に 資 する 
可能 性 が ある 
・ 各行 の 課題 が 金融 仲介 や 顧客 利便 と いっ た 分 野 で ある 場合 は 、 当 局 ・ 銀 行 
間 で の や り 取 り に 終始 する の で は な く 、 取 引 先 や 利用 者 と いっ た 第 三 者 に 
アン ケー ト や ヒア リン グ を 実施 し 、 そ の 結果 を 当局 ・ 銀 行間 の 対話 の 際 に 
フィ ー ド バッ ク す る こと で 、 対 話 の 効果 を 高め る こと が 可能 と な る 
・ 必要 に 応じ 、 金 融 庁 が 、 銀 行 以外 の 関係 者 と 共通 価値 や 目標 を 共有 し た り 、 
金融 庁 と し て の 各種 分 析 や 人 金融 行政 の スタ ンス を 情報 発信 し て いく こと で 、 
銀行 の 経営 環境 に 関係 する ステ ー ク ホル ダー 等 に 働き か ける こと が 考え ら 
れる 


⑤ モニ タリ ング 結果 を 踏ま えた 対応 
上 記 の 金融 モニ タリ ング 結果 の 還元 に つい て は 、 従来 の 「 検 査 結果 通知 」 
の 形式 に 捉 わ れる こと な く 、 認 識 が 一 致し な い 点 に つい て は 相違 点 を 確認 の 
上 、 継 続 的 に 議論 を 続け る な ど 、 優 先 課題 に つい て の 重点 的 な 議論 に 適し た 
進め 方 を 工夫 する 。 
例え ば 、 以 下 の よ うな 形 で 銀行 に 還元 し 、 継 続 的 な 議論 や 必要 に 応じ て 改 
善 対応 を 求め る な ど 、 適 切な が フォ ロー アッ プ を 行っ て いく 。 
イ . 通年 で 実施 し た オン ・ オ フ の モニ タリ ング の 成果 は 、 必 要 に 応じ 年 間 を 
通じ た 「 フ ィ ー ド バッ クレ ター」 と し て 文書 で 交付 する 。 
ロ . 立入 検査 を 実施 し た 際 に は 、 原 則 と し て 、 そ の 都度 、 結 果 の 還元 を 行う 。 
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その 方 法 は 、 把 握 し た 事象 や 立入 検査 の 内 容 に より 様々 で ある が 、 例 えば 、 
軽微 な 事象 や 上 記 ③ ロ の よう な 対応 を 行う 項目 に つい て は 「 講 評 」 や 「 当 
局所 見 」 の よう な 形 で 、 あ る い は 、 重 大 な 事象 に つい て は 「 検 査 結果 通 
知 」 の よう な 形 で 行う 。 

ハ . 業界 共通 の 課題 に つい て は 、 上 記 「 イ 」 又 は 「 口 」 の ほか 、 人 金融 レポ ー 
ト 等 で 公表 する 。 
モニ タリ ング に よっ て 認め られ た 問題 点 ・ 収 集 し た 情報 を ① 個 別 銀行 限 
り の も の 、② 当 該 業 態 共 通 の も の 、③ 他 業態 に も 共通 の も の 、④ 当 局 の 他 
の 所 掌 業務 や 関係 省庁 その 他 業 界 団体 等 に 影響 する も の に 分 類 し 、 上 記 想 
ー2 (2) ① イ の プロ セス 等 を 通じ て 、 次 期 の 金融 行政 方 針 や モニ タリ ン 
グ 計 画 に 反映 する ほか 、 業 熊 横 断 的 な 水平 的 モニ タリ ング の 検討 、 ま た 、 
モニ タリ ング の み に 留 ま ら な い 問 題 の 広がり を 踏ま えた 当局 の 他 の 所 掌 業 
務 や 関係 省庁 その 他 業 界 団体 等 へ の 働き か け を 行っ て いく 。 
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(別紙 2 ) 


立入 検査 の 基本 的 手続 


本 基本 手続 は 、 モ ニタ リン グ の 過程 に お いて 、 人 金融 庁 及び 金融 庁 長官 か ら 委任 を 
受け て 財務 局 (福岡 財務 支局 及び 沖縄 総合 事務 局 を 含む 。 以 下 同じ 。) が 実施 する 法 
令 に 基づく 立入 検査 (以下 、「 立 入 検査 」 と いう 。) に 係る 基本 的 な 手続 を 示し た も 
の で ある 。 

立入 検査 は せ 、 モ ニタ リン グ を 実施 する 上 で の 一 手段 で ある 。 他 方 で 、 立 入 検査 は 
被 検査 金融 機関 (立入 検査 を 受検 する 預金 取扱 等 金融 機関 、 保 険 会 社 等 の 金融 機関 
を いう 。 以 下 同 じ 。) に 大 き な 負 担 等 を も た ら す お それ が あり 、 被 検査 金融 機関 の 理 
解 と 協力 が あっ て 実施 で きる も の で ある 。 

その た め 、 検 査 官 及び 被 検査 金融 機関 双方 が 、 立 入 検査 の 実施 手続 を 理解 し 、 適 
正 な プロ セス に 則っ て 、 円 滑 か つ 効 果 的 な 立入 検査 を 実施 する こと が 重要 で ある 。 

し た が っ て 、 本 基本 手続 に つい て 被 検査 金融 機関 に 説明 する と と も に 、 規 定 外 の 
取扱 い を 行う 際 に は 、 随 時 、 被 検査 金融 機関 へ 説明 する 等 の 配慮 が 必要 で ある 。 

上 記 を 踏ま え 、 立 入 検査 は 、 原 則 と し て 、 以 下 の 手 続 に 基づき 実施 する 。 

な お 、 本 基本 手続 の 書面 ・ 対 面 に 係る 記載 に つい て は 、 電 子 情報 処理 組織 を 使用 する 
方 法 そ の 他 の 情報 通信 の 技術 を 利用 する 方 法 に より 行う こと が で きる も の と する 。 


1. 立入 検査 開始 前 
(1) 予告 
立入 検査 の 効率 性 の 観点 か ら 、 原 則 と し て 、 被 検査 金融 機関 に 対し て 立入 
開始 前 に 予告 を 行う 。 
た だ し 、 実 効 性 の ある 実態 把握 の 確保 の 観点 か ら 、 必 要 と 認め る 場合 に は 、 
無 予告 で 立入 検査 を 実施 する こと が で きる 。 
(2) 予告 か ら 立入 検査 開始 まで の 期間 
予告 を 行う 場合 、 検 査 通知 書 の 交付 等 に より 被 検査 金融 機関 に 通知 する 。 
その 後 、 被 検査 金融 機関 と 調整 の 上 、 検 査 班 及び 被 検査 金融 機関 双方 の 準 
備 が 可能 と な る 立入 開始 予定 日 を 別途 連絡 する と と も に 、 立 入 検査 開始 まで 
に 立入 を 行う 検査 官 名 を 伝達 する (検査 途中 で 変更 が あれ ば 、 そ の 都度 、 伝 
達する 。) 。 
な お 、 当 該 通知 後 、 自 然 災 害 の 発生 等 や む を 得 な い 事 情 に より 、 検 査 の 実 
施 が 困難 に な っ た と 認め られ 、 立 入 開始 を 変更 又は 中 止 する 場合 に は 、 速 や 
か に 被 検査 金融 機関 に 連絡 する 。 
(3) 事前 に 資料 等 を 求め る 際 の 留意 事項 
主任 検査 官 は 、 予 告 後 、 立 入 開始 前 に 、 被 検査 金融 機関 に 対し て 、 事 前 に 
求め る 資料 等 の 記載 内 容 等 を 説明 し 、 提 上 出 期限 等 を 示し て 資料 等 を 求め る 。 
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事前 に 資料 等 を 求め る に 当たっ て は 、 以 下 に 定め る 点 に 十分 留意 する と と も 

に 、 日 常 的 な モニ タリ ング 等 で 徴 求 し た 資料 等 の 活用 に 努め 、 当 該 事前 に 求 

め る 資料 等 は 必要 な も の に 限定 する 。 

① 原則 、 被 検査 金融 機関 の 既存 資料 等 を 活用 する 。 

② 提出 を 求め る 資料 等 に つい て は 、 主 任 検査 官 が 、 予 め 、 口 頭 又 は 書面 に 
より 提示 する が 、 こ れ を 踏ま え 被 検査 金融 機関 より 提出 され る 資料 等 は 、 
必要 と する 記載 内 容 等 を 満た す 限り 受領 する 。 

③ 検査 遂行 に 支障 が 生じ な い 限 り 、 電 子 媒体 に よる 資料 等 の 提出 、 検 査 会 
場 に お ける 資料 等 の 備え 置き 等 の 対応 を 認め る 。 

④ 提出 期限 の 設定 に 当たっ て は 、 被 検査 金融 機関 の 対応 能力 や 事務 負担 
に 配慮 する 。 

(4 ) 被 検査 金融 機関 に 対す る 重要 事項 の 事前 説明 等 

主任 検査 官 は 、 立 入 開始 前 に ( 無 予 告 の 場合 は 、 立 入 開始 後 、 速 や か に )、 

以下 の 対応 を 行う 。 な お 、 そ の 際 、 必 要 に 応じ て 、 被 検査 金融 機関 の 承諾 を 

得 て 、 被 検査 金融 機関 の 施設 内 で 説明 等 を 行う こと が で きる 。 

① 被 検査 金融 機関 に 対し て 、 別 紙 2 一 2 に 定め る 重要 事項 に つい て 説明 を 
行い 、 立 入 初 日 まで に ( 無 予告 の 場合 は 、 立 入 開始 後 、 速 や か に )、 代 表 権 
を 有する 役員 より 承諾 を 得る 。 

② 立入 検査 の 円 滑 な 実施 の 観点 か ら 、 必 要 な 庶務 事項 等 に つい て 被 検査 金 
融 機関 と 協議 する 。 

③ 必要 に 応じ て 、 被 検査 金融 機関 より 、 検 証 対象 と し て いる 分 野 等 に つい 
て 説明 を 受け る 。 


2. 立入 検査 中 
(1) 検査 命令 書 等 の 提示 
主任 検査 官 は 、 無 予告 で 実施 する 立入 検査 の 開始 に 際 し て は 、 被 検査 金融 
機関 の 役員 その 他 の 責任 者 に 対し て 、 検 査 命令 書 及び 金融 庁 等 の 職員 が 立入 
検査 の 際 に 携帯 すべ き 身 分 証明 書 を 提示 し て 、 立 入 検査 を 行う 旨 を 告げ な け 
れ ば な ら な い 。 そ の 際 、 立 入 を 行う 検査 官 名 を 伝達 する (立入 途中 で 変更 が あ 
れ ば 、 そ の 都度 、 伝 達する 。) 。 
また 、 予 告 ・ 無 予告 を 問わ ず 、 立 入 中 、 関 係 人 の 請求 が あっ た と き に は 、 
金融 庁 等 の 職員 が 立入 検査 の 際 に 携帯 すべ き 身 分 証明 書 を 提示 する 。 
(2) 外部 監査 人 (会 計 監 査 人 ) と の 意見 交換 
外部 監査 人 (会 計 監 査 人 ) と の 意見 交換 は 、 主 任 検査 官 の 判断 又は 外部 監 
査 人 の 要請 に 応じ 、 被 検査 金融 機関 及び 外部 監査 人 の 同意 を 得 た 上 で 、 以 下 
の 点 に 留意 し て 実施 する 。 
① 意見 交換 の 実施 に 先立ち 、 当 該 意見 交換 の 場 に お ける 外部 監査 人 と 被 検 
査 金融 機関 この間 で の 守秘 義務 が 解除 され て いる こと を 確認 する 。 
② 意見 交換 に 当たっ て は 、 被 検査 金融 機関 に 対す る 外部 監査 の 状況 及び 経 
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営 実 態 に 関す る 外部 監査 人 の 認識 等 の 確認 や 、 検 査 班 が 把握 し た 問題 点 、 
その 判断 根拠 等 を 外部 監査 人 に 伝え 、 こ れ ら の 点 に 関す る 見 解 を 直接 確認 
する な ど 、 両 者 で 十分 な 意見 交換 を 行う 。 
(3) 資料 等 を 求め る 際 の 留意 事項 
検査 官 は 、 被 検査 金融 機関 の 業務 の 的 確 な 実態 把握 及び その 適切 性 の 検証 
を 行う 観点 か ら 、 主 任 検査 官 の 承認 の 下 で 、 随 時 、 資 料 等 を 求め る こと が で 
きる 。 
な お 、 資 料 等 を 求め る に 当たっ て は 、 被 検査 金融 機関 の 負担 へ の 配慮 や 、 
効率 的 ・ 効 果 的 な 立入 検査 の 実施 の 観点 か ら 以下 の 点 に 留意 する 。 
① 資料 等 の 必要 性 や 重複 を 十分 検討 の 上 、 必 要 な 限度 と する 。 
② 原則 、 被 検査 金融 機関 の 既存 資料 等 を 活用 する が 、 既 存 資料 等 以外 の 資 
料 の 提出 を 求め る 場合 に は 、 必 要 と する 記載 内 容 等 を 満た す 限 り 、 そ の 様 
式 を 問わ な い 。 
③ 資料 等 の 提出 方 法 に つい て は 、 検 査 遂行 に 支障 が 生じ な い 限 り 、 電 子 媒 
体 に よる 提出 、 検 査 会 場 へ の 備え 置き に よる 提出 等 を 認め る 。 
④ 提出 期限 の 設定 に 当たっ て は 、 被 検査 金融 機関 の 対応 能力 や 事務 負担 に 
配慮 する 。 
(4 ) 検証 
検査 官 は 、 立 入 中 に お ける 検証 に 当たっ て は 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
① 被 検査 金融 機関 と の 間 に お ける 対話 が 重要 で ある こと を 十分 に 認識 し 、 
相手 の 説明 及び 意見 を よく 聞く と と も に 、 当 方 の 考え 方 を 伝え る 場合 に は 、 
監督 指針 の ほか 、 分 野 別 の 「 考 え 方 と 進め 方 」 等 を 踏ま は そえ 、 そ の 根拠 等 も 
添え て 説明 し な けれ ば な ら な い 。 
② 被 検査 金融 機関 に 対し て 問題 点 の 指摘 や 課題 の 共有 を 行い 、 そ れ に 対す 
る 被 検査 金融 機関 の 認識 の 確認 を 行う 場合 は 、 認 識 の 明確 化 を 図る た め 、 
原則 と し て 書面 を 利用 する 。 
③ 被 検査 金融 機関 の ビジ ネス モデ ル 等 経営 判断 に 関連 する 事項 に つい て は 、 
社外 取締 役 等 を 含め 、 幅 広い 役職 員 と 対話 を 行う な ど 、 慎 重 な 実態 把握 に 
努め る ほか 、 当 該 事 項 に つい て 指摘 や 課題 の 共有 を 行う 場合 は 、 極 め て 慎 
重 な 判 断 が 必要 で ある こと に 留意 する 。 
(5) 実地 調査 
被 検査 金融 機関 の 実態 把握 や その 業務 の 適切 性 の 検証 を 効果 的 に 行う た め 
に 、 必 要 に 応じ て 、 検 査 官 が 、 被 検査 金融 機関 の 役職 員 が 現に 業務 を 行っ て 
いる 施設 、 資 料 保管 場所 等 に 直接 赴き 、 原 資料 等 を 適宜 抽出 ・ 閲 覧 等 を 行い 
つつ 、 業 務 運 営 に つい て 調査 (以下 、「 実 地 調査 」 と いう 。) を 実施 する 。 
実地 調査 の 実施 に 当たっ て は 、 立 入 検査 が 被 検査 金融 機関 の 協力 の 下 、 実 
施さ れる こと に 留意 し 、 被 検査 金融 機関 の 物件 を 閲覧 し 、 又 は 、 提 出 を 受け 
る 際 に は 、 そ の 承諾 を 得る と と も に 、 以 下 の 要 領 で 行う 。 
① 実地 調査 は 、 立 入 検査 の 効果 的 な 実施 の 観点 か ら 、 検 査 上 の 必要 性 、 事 
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務 量 、 前 回 検査 結果 等 を 勘案 の 上 、 予 告 を 行う か 又は 無 予告 で 行う か を 判 
断 す る 。 予告 する 場合 は 、 事 前 に 対象 場所 や 日 程 等 を 被 検査 金融 機関 に 通 
知 す る 。 

② 主任 検査 官 は 、 実 地 調査 の 実施 に 当たっ て は 、 以 下 の 点 を 検査 官 に 周知 
徹底 する 。 

イ . 実地 調査 の 実施 が 、 極 力 、 被 検査 金融 機関 の 営業 に 支障 が 生じ な いよ 
うに 配慮 する 。 

ロ . 役職 員 の プラ イバシー に 関す る 個人 所 有 物 な ど 、 業 務 に 係る 物件 以外 
の 物件 に つい て 、 閲覧 を 求め な い 。 業務 に 係る 物件 か それ 以外 の 物件 か の 
判断 が 困難 な 場合 は 、 相手 方 の 承諾 を 得 た 上 で 、 そ の 判断 に 必要 な 限度 で 
確認 を 行い 、 判 断 す る 。 

ハ . 調査 は 複数 の 検査 官 を も っ て 行う も の と し 、 被 検査 金融 機関 の 責任 者 
等 一 人 以上 を 立ち 会 わせ る 。 

③ 実地 調査 の 実施 に 当たっ て は 、 対 象 と する 施設 等 に 置か れ て いる 全て の 
業務 に 係る 物件 の 中 か ら 、 立 入 検査 に 必要 な 原資 料 等 を 適宜 抽出 し た 上 で 、 
閲覧 を 求め る 。 

④ 上 記 ③ に お いて 閲覧 を 求め た 原資 料 等 を 、 実 地 調査 を 行う 施設 等 以外 に 
持ち 出す 等 の 場合 に は 、 管 理 簿 な ど で 適 切 に 管理 する 。 

(6 ) 立入 検査 終了 手続 (エグ ジッ トミ ー テ ィング ) 

主任 検査 官 等 (主任 検査 官 又 は 検査 担当 課室 と いう 。 以下 同じ 。) は 、 立入 

検査 中 の 適宜 の 時 期 に 、 把 握 し た 事項 や 問題 点 ・ 課 題 を 整理 し 関係 部 局 の 幹 

部 等 に 報告 行い 、 当 局 と し て の 認識 共有 を 図る 。 

その 上 で 、 主 任 検査 官 等 は 、 立 入 終了 に 当たり 、 被 検査 金融 機関 の 役員 と 

の 間 で 以下 の 対応 を 行う 。 

① 上 記 (4) に 即 し て 行わ れ た 書面 等 を 含め 、 被 検査 金融 機関 この 間 で の 
対話 の 内 容 を 確認 する 。 

② 特に 、 立 入 の 過程 で 把握 し た 事実 関係 に つい て は 、 そ の 内 容 に 両者 の 間 
で 認識 の 相違 が な いこ と の 確認 を 十分 行う 。 

③ また 、 主 任 検査 官 等 は 、 立 入 を 通じ て 把握 し た 問題 点 ・ 課 題 に つい て 伝 
達し 、 こ れ に 対す る 被 検査 金融 機関 の 認識 を 聴取 し 、 そ の 時 点 で の 主任 検 
査 官 等 と 被 検査 金融 機関 と の 間 の 認識 の 一 致 及 び 相 違 を 確認 する 。 な お 、 
この 確認 に 当たっ て は 、 原 則 と し て 前 述 (4) ② の 書面 を 利用 する な ど 、 
明確 化 を 図る 。 

④ 立入 検査 に お ける 最終 的 な 見 解 は 、 原 則 と し て 検査 結果 通知 等 に より 示 
され る 叶 を 被 検査 金融 機関 に 伝達 する と と も に 、 そ れ ま で の 間 に 必 要 が あ 
れ ば 再度 立入 検査 を 行う 場合 が ある こと を 説明 する 。 

( 注 ) 立入 検査 は 、 検 査 実施 日 (予告 を 行う 立入 検査 の 場合 は 予告 日 、 無 予告 
で 行う 立入 検査 の 場合 は 立入 開始 日 ) より 開始 し 、 原則 、 検査 結果 通知 等 
を も っ て 終了 と する 。 な お 、 検査 結果 通知 等 を 発出 し な い 場 合 は 、 別 途 、 
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主任 検査 官 等 より 検査 結果 の 伝達 方 法 と 立入 検査 の 終了 時 期 に つい て 被 
検査 金融 機関 へ 連絡 する 。 
(7 ) 立入 検査 の 中 断 

以下 の 場合 等 に お いて は 、 立 入 検査 を 中 断 す る こと が で きる 。 

① 被 検査 金融 機関 側 の 作業 に 長期 間 を 要 し た り 、 一 旦 帰 庁 し 検証 ・ 分 析 す 
る な ど 、 立 入 中 断 が 効率 的 な 立入 検査 の 実施 の 観点 か ら 適 切 と 認め られ る 
場合 

② 自然 災害 、 大 規模 な シス テム ダウ ン 等 の 重大 な 事由 の 発生 に より 、 立 入 
検査 の 継続 が 困難 で ある と 認め られ る 場合 

(8 ) その 他 の 留意 事項 

① 主任 検査 官 は 、 立 入 中 、 被 検査 金融 機関 この 間 で 、 定 期 的 に 以下 の 点 に 
つい て 、 情 報 ・ 意 見 交換 を 行う 。 
イ . 立入 検査 の 進捗 状況 
口 . 被 検査 金融 機関 の 検査 対応 の 状況 
ハ . 検査 実施 に 関す る 要望 事項 
な お 、 主 任 検査 官 は 、 被 検査 金融 機関 の 求め に 応じ 、 立 入 終 了 を 見 込む こ 

と が 可能 な 段階 で 、 そ の 立入 終了 見 込み を 示す こと が で きる 。 

② 同一 金融 グル ー プ 内 の 複数 の 金融 機関 に 対し て 同時 期 に 立入 検査 を 実施 
する 場合 や 同一 テー マ に つい て 複数 の 金融 機関 に 対し て 横断 的 な 立入 検査 
を 実施 する 場合 に は 、 各 検査 班 は 、 相 互 に 必要 な 連携 を 図る な ど 、 立 入 検 
査 の 効率 的 ・ 効 果 的 な 実施 に 努め る 。 

③ 被 検査 金融 機関 か ら の 申出 に よる 立入 検査 へ の 第 三 者 立会 い に つ いて は 、 
特段 の 事情 が ある と 主任 検査 官 が 判断 する 場合 を 除き 、 こ れ を 認め な い 。 

④ 被 検査 金融 機関 の 役職 員 等 に 対し 、 質 問 を 行う 場合 又は 資料 等 を 求め る 
場合 に は 、 原 則 と し て 、 被 検査 金融 機関 の 就業 時 間 内 に 行う 。 た だ し 、 や 
む を 得 ず 就業 時 間 外 に 行う 必要 が ある と 主任 検査 官 が 判断 し た 場合 で あっ 
て 、 相 手 方 の 了解 を 得 た 場合 は 、 こ の 限り で は な い 。 


3. 立入 検査 終了 後 
(1) 検査 結果 通知 書 等 の 交付 
主任 検査 礼 は 、 立 入 検査 を 通じ 把握 し た 事項 、 問 題 点 ・ 課 題 を と り ま と め 
た 検査 報告 書 を 作成 する 。 
検査 担当 局長 (財務 局 に お いて は 、 財 務 局 長 、 福 岡 財 務 支 局長 及び 沖縄 総 
合 事務 局長 ) は 、 本 報告 書 そ の 他 立 入 検査 に お ける 検査 内 容 を 審査 し 、 立 入 
検査 を 通じ 把握 され た 事項 、 問 題 点 ・ 課 題 の 軽重 に 応じ て (意見 申出 に 関す 
る 審理 結果 が ある 場合 に は その 結論 等 を 十分 に 踏ま え )、 検 査 結果 通知 書 等 を 
作成 し 、 被 検査 金融 機関 に 交付 する 。( な お 、 被 検査 金融 機関 を 子会社 と する 
金融 持株 会 社 が ある 場合 に は 、 必 要 に 応じ て 当該 持株 会 社 に 対し て 被 検査 金 
融 機関 の 検査 結果 通知 書 ( 写 ) を 交付 する 。) 
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その 際 、 被 検査 金融 機関 に 対し て 、 検 査 結果 通知 書 等 の 内 容 に つい て は 後 
日 、 照 会 行う こと が で きる 旨 を 説明 する 。 

な お 、 検 査 結果 通知 書 等 の 交付 は 、 迅 速 な 審査 の 上 、 立 入 終了 後 、 出 来る 
限り 早期 に 行う 。 

な お 、 書 面 で 通知 する まで も な い 軽 往 な 問題 点 ・ 課 題 に つい て は エグ ジッ 

ミー ティ ング で の 「 講 評 」 に と ど め 、 ビ ジネス モデ ル 等 の 継続 的 な 対話 を 
行っ て いく 課題 に つい て は 「 当 局所 見 」 又は 「 検 査 結果 通知 」、 重要 な 問題 点 ・ 
課題 に つい て は 「 検 査 結果 通知 」 と し て 書面 を 交付 する 。 な お 、 通 年 で 実施 
し た 立入 検査 の 結果 に つい て は 、 把 握 し た 事象 の 軽重 に より 、「 フ ィ ー ド バッ 
クレ ター」 と 「 検 査 結果 通知 」 を 使い 分 ける 。 

(2) 検査 結果 に 基づく モニ タリ ング 

立入 検査 は 金融 モニ タリ ング の 一 手法 で ある こと か ら 、 特 に 、 検 査 官 と 継 
続 的 な モニ タリ ング を 担当 する 職員 が 異な る 場合 に は 、 両 者 が 十分 に 情報 共 
有 ・ 連 携 し つつ 、 検 査 結果 通知 に 基づく 法令 上 の フォ ロー アッ プ を 行う 場合 
に と ど ま ら ず 、 立 入 検査 を 通じ 把握 され た 事項 や 問題 点 ・ 課 題 に 関し て 、 継 
続 的 な モニ タリ ング を 実施 する 。 


4. 情報 管理 
(1) 個別 検査 内 容 の 不 開示 理由 
検査 官 等 職員 が 、 外 部 か ら 、 個 別 の 被 検査 金融 機関 に 対す る 立入 検査 等 の 
内 容 等 (立入 検査 が あっ た 事実 を 含む お 。) に つい て 照会 を 受け た 際 は 、 原 則 と 
し て 以下 の 理由 か ら 不 開示 と する 。 
① 被 検査 金融 機関 や その 取引 先 の 権利 、 競 争 上 の 地位 や その 正当 な 利益 を 
害する お それ が ある 。 
② 将来 の 検査 一 般 に お いて 、 正 確 な 事実 の 把握 を 困難 に する な ど 、 検 査 の 
実効 性 を 損ね る お それ が ある 。 
③ 被 検査 金融 機関 に 多大 な 影響 を 及ぼ す の み な ら ず 、 金 融 情 勢 全般 に 不測 
の 影響 を 与え る お それ が あり 、 金融 レス テム 全体 の 安定 性 が 確保 され な い 
お それ が ある 。 
(2) 立入 検査 等 情報 管理 上 の 留意 点 
検査 官 等 職員 は 、 立 入 検査 等 に 関す る 情報 を 、 個 人 情報 の 保護 に 関す る 法 
律 等 の 法令 、 一 般 的 な 行政 文書 の 管理 に 関す る 規定 等 に 胎 し て 、 適 切 に 管理 
する 。 そ の 際 、 特 に 、 以 下 の 点 に 配慮 する 。 
① 立入 検査 等 の 実施 に 当たっ て 知り 得 た 秘密 を 漏らし て は な ら な い 。 
② 立入 検査 等 に 関す る 情報 を 検査 ・ 監 督 の 目的 以外 に は 使用 (た だ し 、 法 
令 上 の 正当 行為 に 該当 する 際 の 使用 を 除く 。) し て は な ら な い 。 
③ と り わ け 、 被 検査 金融 機関 の 秘密 事項 及び 顧客 の プラ イバシー 等 に 係る 
情報 の 取扱 い に つ いて は 、 細 心 の 注意 を 払う 。 
(3) 主任 文書 管理 者 等 に よる 実態 把握 等 
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主任 文書 管理 者 等 及び 主任 検査 官 は 、 各 職員 が 上 記 の 点 を 含め 、 適 切 に 情 

報 を 管理 し て いる か を 把握 し 、 必 要 に 応じ て 、 適 切な 措置 を 講ず る 。 

( 注 ) 主任 文書 管理 者 等 と は 、 金融 庁 行政 文書 管理 規則 で 定め る 主任 文書 管理 
者 、 文書 管理 者 (財務 局 に お いて は 、 財務 局 文書 管理 規則 等 で 定め る 文書 
管理 者 ) を いう 。 

(4) 検査 関係 情報 の 取扱 い 

モニ タリ ング の 過程 の 情報 は 、 当 局 か ら の 質問 、 指 摘 、 要 請 や 金融 機関 の 

経営 内 容 や 対話 の 過程 等 を 内 容 と し て お り 、 適 正 に 管理 され る 必要 が ある 。 
その 中 で も 特に 、 法 令 に 基づく 行政 調査 手続 で ある 立入 検査 に 関す る 情報 

(以下 「 検 査 関係 情報 )」( 注 1) と いう 。) は 、 当 局 の 問題 意識 や 金融 機関 や 

取引 先 の 極め て 機微 な 情報 が 含ま れ て お り 、 こ れ が 当局 の 関知 し な いと ころ 

で 、 第 三 者 へ 開示 され た 場合 に は 、 将 来 の 立入 検査 に お いて 、 正 確 な 事実 の 

把握 や 対話 を 困難 に する な ど 、 立入 検査 の 実効 性 を 損ね る お それ が ある ほか 、 

対象 金融 機関 及び 取引 先 の 正当 な 利益 等 を 害し 、 ひ いて は 人 金融 情勢 全般 に 不 

測 の 影響 を 与え 、 人 金融 シス テム 全体 の 安定 性 が 確保 で き な く な る お それ が あ 

る 。 
この た め 、 主任 検査 官 は 、 検査 関係 情報 に つい て 、 当局 の 事前 の 承諾 な く 、 

第 三 者 ( 注 2) に は 開示 し て は な ら な い 旨 を 説明 し 、 立 入 初 日 まで に ( 無 予 

告 の 場合 は 、 立 入 開始 後 、 速 や か に ) この 旨 の 承諾 を 得る 。 

( 注 1) ここ で いう 「 検 査 関係 情報 」 と は 、 検 査 結果 通知 等 の 当局 より 避 元 
され た 立入 検査 の 結果 だ け で は な く 、 立 入 検査 等 (立入 検査 と 同時 に 
実施 され た モニ タリ ング を 含む 。) を 実施 し た 際 の 当局 か ら の 質問 、 指 
摘 、 要 請 や 、 当 局 か ら の 指示 で 作成 ・ 提 出し た 資料 、 そ の 他 当 局 と 被 
検査 金融 機関 の 役職 員 等 と の 間 の や り と り の 内 容 の ほか 立入 検査 が あ 
っ た 事実 等 を いう 。 な お 、 当 局 に 提出 し た 資料 で あっ て も 、 立 入 検査 
と は 無関係 に 金融 機関 に お いて 作成 し た も の は 含ま れ な い 

( 注 2) ここ で いう 「 第 三 者 」 に は 、 被 検査 金融 機関 の 経営 全般 を 管理 する 
立場 に ある 銀行 法 第 2 条 に 規定 する 銀行 又は 銀行 持株 会 社 、 あ る い は 
保険 業法 第 2 条 に 規定 する 保険 会 社 又は 保険 持株 会 社 は 含ま れ な い 。 

また 、 被 検査 金融 機関 が 銀行 又は 保険 会 社 の 場合 は 、 上 記 に 加え 、 
被 検査 金融 機関 の 経営 全般 を 管理 する 立場 に ある 親会社 及び 海外 本 店 
等 (外資 系 金融 機関 の 場合 ) も 「 第 三 者 」 に は 含ま れ な い 。 

た だ し 、 上 記 の 「 第 三 者 」 に 含ま れ な い 持 株 会 社 等 は 、 事 前 に 所 定 
の 様式 の 「 承 諾 書 」 を 当局 に 提出 する 必要 が ある 。 

な お 、 当 該 「 承 諾 書 」 は 、 被 検査 金融 機関 の 持株 会 社 等 が 交代 する 等 、 
経営 管理 体制 等 に 変更 が 無い 限り 、 再 度 の 提出 は 要 し な い 。 


5. その 他 
(1) 共管 金融 機関 に 対す る 取扱 い 
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共管 金融 機関 に 対す る 検査 権限 を 有する 他 の 省庁 、 都 道府県 の 検査 実施 部 
門 、 預金 保険 機構 及び 証券 取引 等 監視 委員 会 (以下 「 他 省庁 等 」 と いう 。) と 
同時 に 検査 を 実施 する 際 に は 、 本 基本 手続 の 趣旨 を 踏ま えつ つ 、 他 省庁 等 と 
協議 の 上 、 別 途 の 対応 が 可能 で ある 。 
(2) 証券 取引 等 監視 委員 会 と の 連携 
被 検査 金融 機関 が 、 複 数 の 業態 の 金融 機関 を 含む 金融 関連 グル ー プ に 属し 
て いる 場合 等 に お いて は 、 こ れ ら グル ー プ 全体 の 統合 的 な リス ク 管 理 の 状況 
を 的 確か つ 効 率 的 に 検証 する 観点 等 か ら 、 証 券 取引 等 監視 委員 会 と の 間 で 、 
同時 検査 の 実施 も 含め 必要 な 連携 を 行う 。 
(3 ) 日 本 銀行 等 と の 連携 
立入 検査 等 の 実施 に 当たっ て は 、 日 本 銀行 等 が 実施 する 考査 等 と の 間 で 、 
適切 な 連携 の 確保 に 十分 考慮 する 。 
( 4 ) 立入 検査 の 実施 に 支障 を 及ぼ す 場 合 の 対応 
本 基本 手続 に お いて 示し た 基本 的 な 手続 等 は 、 被 検査 金融 機関 の 理解 と 協 
力 を 前 提 と し て 定め られ て いる こと を 十分 に 認識 し た うえ で 、 な お 適正 な 検 
査 に 著しく 支障 を 及ぼ す 場 合 に お いて は 、 役 員 等 へ の 改善 を 求め る な ど 、 別 
途 の 対応 が 求め られ る 。 
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(別紙 2 一 2) 


重要 事項 一 覧 


「 立 入 検査 の 基本 的 手続 (以下 、「 本 基本 手続 」 と いう 。)」 の 「1. (4) ①」 に 
定め る 重要 事項 を 以下 の と お り 定 め る 。 


1. 基本 的 な 説明 事項 
( 1) 立入 検査 の 根拠 (法令 根拠 、 検 査 命令 書 等 ) 
(2) 立入 開始 日 、 検 査 官 名 薄 、 主 な 検証 範囲 (検査 基準 日 も 含む ) 


2. 立入 検査 開始 まで に ( 無 予 告 の 場合 は 、 立 入 開始 後 、 速 や か に ) 調整 する 事項 

(1) 事前 に 提出 を 求め る 資料 等 の 記載 内 容 、 提 出 期限 、 提 出 方 法 、 資 料 作 成 に 
当たっ て の 留意 事項 等 

( 2) 円 滑 な 立入 検査 を 実施 する 観点 か ら 金 融 機 関 側 に 準備 を 要請 する 事項 

(3) 検査 通知 後に お ける 自然 災害 発生 等 の 場合 の 対応 

(4 ) 被 検査 金融 機関 か ら の 要望 

(5 ) 立入 検査 期間 中 の 被 検査 金融 機関 と の 意思 疎通 の 方 法 (本 基本 手続 に お け 
る 「2. (3) (4) (5) 並び に (8) の ①、④」 等 を 参照 の こと ) 


3. 立入 検査 に お ける 留意 事項 (役職 員 に 周知 を 依頼 する 事項 ) 
(1) 本 基本 手続 の 内 容 
(2) 検査 関係 情報 、 検 査 結果 通知 書 等 の 内 容 の 取扱 い 上 の 注意 (本 基本 手続 に 
お ける 「4. (4)」 を 参照 の こと ) 
(3 ) 立入 検査 状況 の 経営 陣 へ の 的 確 な 報告 
(4 ) その 他 主 任 検査 官 が 適切 と 判断 する 留意 事項 


4. 各種 制度 に 関す る 説明 事項 


外部 監査 人 と の 意見 交換 (外部 監査 人 の 金融 機関 に 対す る 守秘 義務 解除 の 合意 
に 係る 依頼 を 含む ) 


191 


検査 ・ 監 督 事務 の 全 過 程 に お いて 、 実態 把握 及び 対話 を 通じ た モニ タリ ング の 質 や 深 
度 に つい て 適切 な 判断 が 確保 され る よう 、 組 織 と し て 品質 管理 を 行う 。 各 行 の 経営 環境 
や 経営 理念 等 各々 の 固有 の 実情 を 踏ま え 、 各 行 の 創意 工夫 を 尊重 し て いる か 、 各 行 に 対 
し て 不適 切な 負担 を 強い て いな いか 等 に つい て 、 国 民 全 体 の 厚生 の 最大 化 と いう 幅広 い 
視点 に 立ち つつ 、 人 金融 機能 が 最大 限 発 揮 さ れる よう 、 検 査 ・ 監 督 事務 の 品質 の 確保 に 努 
め る 。 

その た め 、 総 合 政策 局 ・ 監 督 局 関係 幹部 に お いて 、 例 えば 次 の 点 に つい て 、 銀 行か ら 
寄せ られ た 意見 も 踏ま そえ 、 多 角 的 ・ 重 層 的 な 検証 を 行い 、 継 続 的 に 必要 な 改善 を 図る 。 

情報 収集 や ヒア リン グ 、 対 話 に あたり 、 銀 行 に 重複 徴 求 等 の 過大 な 負担 を か け 
な いよ う 、 業 熊 別 ・ 分 野 別 モニ タリ ング チー ム の 間 で 実効 的 な 連携 ・ 情 報 共有 
を 行っ て いる か 。 ま た 、 資 料 提出 依頼 に あたり 、 依 頼 内容 が 明確 か 、 各 行 の 違 
い ・ 特 性 に 留意 し て いる か 、 余 裕 を も っ た 期限 が 設定 され て いる か 。 

・ 特性 把握 に あたり 、 各 行 の 経営 環境 や 経営 理念 等 各々 の 固有 の 実情 を 十分 踏ま 
えて いる か 。 ま た 、 当 局 担当 者 が 思い 込み に 陥ら な いよ う 、 客 観 的 な 資料 ・ 事 
実 を 踏ま は そえ て いる か 。 

・ 優先 課題 の 洗い 出し に あたり 、 各 行 固有 の 実情 に 応じ た 経営 上 の 実質 的 な 重要 
課題 に 着目 で き て いる か 。 ま た 、 他 の 銀行 や 業態 に 広がり を 持つ 共通 的 な 課題 
を 見 落と し て いな いか 。 

・ モニ タリ ング 方 針 ・ 計 画 の 策定 に あたり 、 適 切な か モニ タリ ング の 対象 や 手法 が 
選択 され モニ タリ ング の 実施 を 行う 体制 が 整備 され て いる か 。 

・ 報告 徴 求 に あたり 、 当 局 の 課題 認識 を 銀行 に 丁寧 に 説明 し て いる か 。 

・ 上 記入 一 1 一 2 (2) ③ を 踏ま え 、 適 切な 対話 に な っ て いる か 。 ま た 、 対 話 が 
一 方 的 な 指導 と な っ て いな いか 。 

・ モニ タリ ング の 結果 認め られ た 課題 や 問題 点 に つい て 、 根 本 原因 分 析 が 行わ れ 
て いる か 。 

・ モニ タリ ング 結果 の 還元 に あたり 、 優 先 課 題 を 重点 的 に 議論 する た め に 最も 適 
し た 方 法 が 選択 され て いる か 。 ま た 、 違 元 す る 内 容 に つい て 、 問 題 の 重要 性 に 
応じ た 的 確 な 議論 や 改善 の 要請 等 が で き て いる か 、 荘 末 な 問題 を 指摘 し て いな 
いか 、 不 適切 な 経営 介入 を 行う 結果 と な っ て いな いか 


その 際 、 モ ニタ リン グ 全 般 に 関す る 意見 申出 制度 に 加え 、 幹 部 が 銀行 を 訪問 し 、 銀 行 
か ら 直 接 モ ニタ リン グ に つい て の 意見 を 聞く な ど 、 銀 行か ら の 牽 直 な 意見 や 批判 を 受け 
る 機会 を 充実 させ る よう 努め る 。 

また 、 銀 行 及 び 金 融 庁 職 員 等 へ の ヒア リン グ 等 を 通じ た 金融 行政 に 対す る 外部 評価 や 
有識者 会 議 等 を 通じ た 外部 有識者 か ら の 意見 聴取 を 実施 する 。 
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罰 一 1 一 4 監督 部 局 間 に お ける 連携 


(1) 金融 庁 と の 連携 

銀行 か ら 財 務 局 に 対し 、 事 前 相談 や 認可 又は 承認 等 の 申請 が あっ た と き は 、 以 

下 の 点 に 留意 する も の と する 。 

① 施行 規則 第 37 条 の 規定 に より 、 銀 行か ら 財務 局 に 対し 、 銀 行 法 施行 令 ( 以 
下 「 施 行 令 」 と いう 。 ) 第 17 条 の 2 第 1 項 及 び 第 17 条 の 3 第 1 項 の 規定 に 基 
づき 金融 店 長官 の 権限 の うち 財務 局長 (福岡 財務 支局 長 及び 沖縄 総合 事務 局長 
を 含む 。 以下 同じ 。 ) に 委任 され て いる 権限 以外 の 権限 に 係る 認可 又は 承認 等 
に 係る 事前 相談 が あっ た と き は 、 速やか に 監督 局 担当 部 門 に 連絡 の 上 、 同 部 門 
及び 財務 局 が 一 体 と な っ て ヒア リン グ を 実施 し 、 ま た 、 これ に 係る 申請 が あっ 
た と き は 、 速やか に 監督 局長 に 進 達 する こと と する ほか 、 当該 銀行 に 関し て 参 
考 と な る 情報 が あれ ば 、 適宜 、 監督 局 担当 部 門 に 情報 提供 する な ど 、 密接 な 連 
携 に 努め る も の と する 。 

② 和 ル 一 4ー2 (4) に 係る 事前 相談 が あっ た 場合 は 、 速やか に 監督 局 担当 部 門 
に 連絡 の うえ 、 同 部 門 及 び 財務 局 が 一 体 と な つっ た ヒア リン グ を 実施 する こと と 
する 。 な お 、 当 該 銀 行 に 関し て 参考 と な る 情報 が あれ ば 、 適宜 、 同 部 門 に 情報 
提供 する な ど 、 密 接 な 連携 に 努め る も の と する 。 


(2) 財務 局 間 に お ける 連携 

施行 令 第 17 条 の 2 第 1 項 及 び 第 17 条 の 3 第 1 項 の 規定 に より 認可 又は 承認 の 
権限 を 行う 財務 局長 は 、 認 可 (予備 審査 を 含む 。) 又は 承認 を し よう と する 事項 
が 他 の 財務 局 の 管轄 区 域 に 及ぶ と き は 、 あら か じ め 当 該 他 の 財務 局長 と 協議 する 
こと と する ほか 、 そ の 他 参 考 と な る 情報 が あれ ば 、 適 宜 、 当 該 他 の 財務 局 に 情報 
提供 する な ど 、 密接 な 連携 に 努め る も の と する 。 な お 、 認 可 又は 承認 に 係る 申請 
が 、 す で に 予備 審査 終了 済 の も の で あり 、 か つ 、 そ の 内 容 の 重要 な 事項 に つい て 
変化 が な い 場 合 に は 、 当 該 他 の 財務 局長 と の 協議 は 省略 し て 差し 支え な い 。 


(3) 銀行 持株 会 社 の 子 銀行 に 対す る 監督 上 の 留意 点 
財務 局長 に 監督 権限 が 委任 され て いる 子 銀行 を 監督 する に 当たり 、 銀行 持株 会 
社 と 当該 子 銀行 に 対す る 監督 権限 が 異な っ て いる 場合 に は 、 以下 の 点 に 留意 する 
も の と する 。 
① 銀行 持株 会 社 の 監督 権限 が 金融 庁 に ある 場合 
イ . 金融 庁 と の 連携 
施行 令 第 17 条 の 3 第 4 項 の 規定 に 基づき 、 銀 行 持株 会 社 の 監督 権限 が 金 
融 庁 に ある 場合 に は 、 財務 局 は 当該 銀行 持株 会 社 を 監督 する 監督 局 担当 部 門 
と の 間 に お いて 、 当 該 銀行 持株 会 社 に 係る 情報 を 共有 する な ど 、 密接 な 連携 
に 努め る も の と する 。 
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口 . 金融 庁 を 通じ て 報告 徴 求 を する 場合 の 留意 点 
財務 局 は 、 自ら が 監督 する 子 銀行 の 適切 な 業務 運営 を 確保 する た め に 当該 
子 銀 行 の 銀行 持株 会 社 に 対し て 報告 徴 求 等 の 必要 が ある と 思料 する 場合 は 、 
報告 徴 求 等 が 必要 な 理由 (関連 資料 を 添付 の こと ) を 付 し て 、 銀 行 持株 会 社 
を 監督 する 監督 局 担当 部 門 に 対し て 意見 を 具申 する も の と する 。 
② 銀行 持株 会 社 の 監督 権限 が 他 の 財務 局 に ある 場合 
イ . 財務 局 間 に お ける 連携 
財務 局長 に 監督 権限 が 委任 され て いる 持株 会 社 に つい て 、 その子 銀 行 が 他 
の 財務 局 の 管内 に ある 場合 に あっ て は 、 当該 銀行 持株 会 社 を 監督 する 財務 局 
が 施行 令 第 17 条 の 3 第 1 項 及 び 第 2 項 の 規定 に 基づき 報告 徴 求 等 を し た と 
き は 、 当該 他 の 財務 局 に 対し て 監督 上 重要 と 思料 され る 情報 を 提供 する な ど 、 
財務 局 間 に お いて 密接 な 連携 に 努め る も の と する 。 
口 . 報告 徴 求 する 場合 の 留意 点 
施行 令 第 17 条 の 3 第 2 項 の 規定 に 基づき 、 他 の 財務 局 管内 の 銀行 持株 会 
社 に 対し て 報告 徴 求 を し よう と する と き は 、 財務 局 は 当該 他 の 財務 局 に 対し 
て 、 報告 徴 求 が 必要 な 理由 (関連 資料 を 添付 の こと ) を 付 し て 協議 する も の 
と する 。 


ル 一 1 一 5 預金 保険 機構 が 行う 検査 と の 連携 


(1) 預金 保険 機構 (以下 「 機 構 」 と いう 。) が 預金 保険 法 に 基づき 実施 し た 検査 の 
検査 結果 通知 事項 に 対す る 改善 状況 等 の 報告 に つい て 以下 の と お り 行 う も の と 
する 。 


① 機構 が 被 検査 銀行 に 対し 付 保 預 金 の 円 滑 な 払戻 し の た め の 整 備 状況 等 の 検査 
又は 保険 料 検査 の 検査 結果 を 通知 し た 計 の 通知 を 機構 か ら 受 理 後 速やか に 、 対 
象 銀行 に 対し 、 当 該 通 知 書 に お いて 指摘 され た 事項 (保険 料 検査 に お いて は 、 
単純 な 計算 ミス を 除く 。 ) に つい て の 事実 確認 、 発生 原因 分 析 、 改善 ・ 対 応 策 、 
その 他 を 取り まとめ た 報告 書 を 1 か 月 以内 (法令 違反 の 状態 が 継続 し て いる と 
の 指摘 を 受け た 場合 に は 2 週間 以内 ) に 提出 する こと を 、 必要 に 応じ 、 法 第 24 
条 及 び 預 金 保険 法 第 136 条 に 基づき 求め る も の と する (様式 ・ 参 考 資料 編 様 
式 由 1 一 83ー4 (1) 参照 ) 。 


② 上 記 ① の 報告 書 が 提出 され た 段階 で 、 銀 行か ら 十 分 な ヒア リン グ を 行う も の 
と する 。 ヒ アリ ング に 当たっ て は 、 機 構 と も 緊密 な 連携 を 図る も の と し 、 預 金 
保険 法 第 137 条 に 基づく 立入 検査 チェ ッ ク 項 目 (「 預 金 保険 法 第 50 条 第 1 項 関 
連 チ ェ ッ ク 項 目 」、「 預 金 保険 法 第 55 条 の 2 第 4 項 及 び 第 58 条 の 3 第 1 項 関 
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連 チ ェ ッ ク 項 目 」) を 参考 に する と と も に 、 機 構 の 出席 を 原則 と し て 確保 する 
も の と する (様式 ・ 参 考 資 料 編 資料 3 参照 ) 。 


( 注 1) 機構 が 報告 書 を 共有 し ヒア リン グ に 同席 する こと に つい て 、 あ ら か じ め 銀 
行 に 同意 を 得る も の と する 。 

( 注 2) 機構 と の 日 程 調整 に つい て は 、 財務 局 金融 監督 担当 課 と 預金 保険 機構 検査 
部 担当 課 が 行う も の と する 。 


③ 機構 か ら 、 保 険 料 検査 に お いて 法令 違反 の 状態 が 継続 し て いる と いう 指摘 を 
受け 、 機 構 の 検査 結果 並び に 法 第 24 条 及 び 預 金 保険 法 第 136 条 に 基づく 報告 書 
の 内 容 等 に より 、 監 督 当局 に お いて 問題 あり と 判断 し た 場合 に は 、 法 第 26 条 に 
基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 

④ 機構 か ら 、 保 険 料 検査 に お いて 銀行 の 法令 等 遵守 態勢 に 関す る 指摘 を 受け 、 
又は 付 保 預 金 の 円 滑 な 払戻 し の た め の 整 備 状況 等 の 検査 に お いて シス テム 開発 
の 進捗 状況 、 デ ー タ 整備 の 進捗 状況 及び 手順 書 ・ マ ニュ アル 整備 の 進捗 状況 ( 以 
下 「 各 種 進捗 状況 等 」 と いう 。) に 問題 が ある と の 指摘 を 受け 、 機 構 の 検査 結 
果 並 びに 法 第 24 条 及び 預金 保険 法 第 136 条 に 基づく 報告 書 の 内 容 等 に より 、 当 
該 法令 等 遵守 態勢 又は 各種 進捗 状況 等 の 改善 に 一 定 の 期間 を 要する と 認め られ 
る 場合 に は 、 法 第 24 条 及び 預金 保険 法 第 136 条 に 基づき 期限 を 定め て 報告 を 求 
め る も の と する 。 そ の 結果 、 自 主 的 な 改善 努力 に 委ね た の で は 当該 銀行 の 各種 
進捗 状況 等 の 整備 に 支障 を 来 す と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づく 業務 
改善 命令 ( 付 保 預 金 の 円 滑 な 払戻 し の た め の 整 備 状況 等 に つい て は 、 法 第 26 条 
に 基づく 業務 改善 命令 及び 預金 保険 法 第 58 条 の 3 第 2 項 に 基づく 是正 命令 ) 
を 発出 する も の と する 。 


( 注 ) 監督 部 局 は 、 上 記 の ほか 、 人 金融 機関 に か か る 情報 の うち 、 付 保 預 金 の 円 滑 な 
払戻 し の た め の 整 備 状況 等 に つい て 、 必 要 と 考え る 場合 は 、 随 時 、 機 構 に 対し 、 
情報 を 提供 する な ど 、 適 切な 連携 を 行う も の と する 。 


(2 ) 機構 が 振り 込め 詐欺 救済 法 に 基づき 実施 し た 検査 の 検査 結果 通知 事項 に 対す る 
改善 状況 等 の 報告 に つい て 以下 の と お り 行 う も の と する 。 


① 機構 が 被 検査 銀行 に 対し 、 犯 罪 利 用 預金 口座 等 に 係る 預金 等 債権 の 消滅 手続 
や 、 被 害 回 復 分 配 金 の 支払 い 手続 等 の 検査 結果 を 通知 し た 旨 の 通知 を 機構 か ら 
受理 後 速 や か に 、 対 象 銀行 に 対し 、 当 該 通 知 書 に お いて 指摘 され た 事項 に つい 
て の 事実 確認 、 発 生 原 因 分 析 、 改 善 ・ 対 応 策 、 そ の 他 を 取り まとめ た 報告 書 を 
1 か 月 以内 (法令 違反 の 状態 が 継続 し て いる と の 指摘 を 受け た 場合 に は 2 週間 
以内 ) に 提出 する こと を 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 及 び 振 り 込 め 詐欺 救済 法 第 
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35 条 に 基づき 求め る も の と する (様式 ・ 参 考 資料 編 様式 四 13-4 
(1) 参照 ) 。 


② 上 記 ① の 報告 書 が 提出 され た 段階 で 、 銀 行か ら 十 分 な ヒア リン グ を 行う も の 
と する 。 ヒ アリ ング に 当たっ て は 、 機 構 と も 緊密 な 連携 を 図る も の と し 、 機 構 
の 出席 を 原則 と し て 確保 する も の と する 。 


( 注 1) 機構 が 報告 書 を 共有 し ヒア リン グ に 同席 する こと に つい て 、 あ ら か じ め 
銀行 に 同意 を 得る も の と する 。 

( 注 2) 機構 と の 日 程 調整 に つい て は 、 財 務 局 金融 監督 担当 課 と 預金 保険 機構 栓 
査 部 担当 課 が 行う も の と する 。 

( 注 3) 監督 部 局 は 、 上 記 の ほか 、 銀 行 に か か る 情報 の うち 、 被 害 回 復 分 配 金 の 
支払 の た め の 整 備 状況 等 に つい て 、 必 要 と 考え る 場合 は 、 随 時 、 機 構 に 対し 、 
情報 を 提供 する な ど 、 適 切な 連携 を 行う も の と する 。 


(3 ) 機構 が 民間 公益 活動 を 促進 する た め の 休眠 預金 等 に 係る 資金 の 活用 に 関す る 法 
律 (以下 「 休 眠 預 金 等 活用 法 」 と いう 。) に 基づき 実施 し た 検査 の 検査 結果 通知 
事項 に 対す る 改善 状況 等 の 報告 に つい て 以下 の と お り 行 う も の と する 。 


① 機構 が 被 検査 銀行 に 対し 、 休 眠 預 金 等 に 係る 資金 の 移管 及び 管理 の 手続 や 、 
支払 等 業務 の 委託 又は 再 委託 の 状況 の 検査 結果 を 通知 し た 旨 の 通知 を 機構 か ら 
受理 後 速やか に 、 対 象 銀行 に 対し 、 当 該 通 知 書 に お いて 指摘 され た 事項 に つい 
て の 事実 確認 、 発 生 原因 分 析 、 改 善 ・ 対 応 策 、 そ の 他 を 取り まとめ た 報告 書 を 
1 か 月 以内 (法令 違反 の 状態 が 継続 し て いる と の 指摘 を 受け た 場合 に は 2 週間 
以内 ) に 提出 する こと を 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 及 び 休 眠 預 金 等 活用 法 第 43 
条 に 基づき 求め る も の と する (様式 ・ 参 考 資 料 編 様式 皿 二 1 一 3 一 4 (1) 
参照 ) 。 


② 上 記 ① の 報告 書 が 提出 され た 段階 で 、 銀 行か ら 十 分 な ヒア リン グ を 行う も の 
と する 。 ヒ アリ ング に 当たっ て は 、 機 構 と も 緊密 な 連携 を 図る も の と し 、 機 構 
の 出席 を 原則 と し て 確保 する も の と する 。 


( 注 1) 機構 が 報告 書 を 共有 し ヒア リン グ に 同席 する こと に つい て 、 あ ら か じ め 
銀行 に 同意 を 得る も の と する 。 

( 注 2) 機構 と の 日 程 調整 に つい て は 、 財 務 局 金融 監督 担当 課 と 預金 保険 機構 検 
査 部 担当 課 が 行う も の と する 。 

( 注 3) 監督 部 局 は 、 上 記 の ほか 、 銀 行 に か か る 情報 の うち 、 休 眠 預 金 等 に 係る 
資金 の 移管 及び 管理 、 支 払 等 業務 の 委託 又は 再 委託 の た め の 整 備 状況 等 に つ 
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いて 、 必 要 と 考え る 場合 は 、 随 時 、 機 構 に 対し 、 情 報 を 提供 する な ど 、 適 切 
な 連携 を 行う も の と する 。 


玉 一 1 一 6 管轄 財務 局長 権限 の 一 部 の 管轄 財務 事務 所 長 へ の 内 部 委任 


(1) 内 部 委任 
銀行 の 本 店 の 所 在 地 が 財務 事務 所 の 管轄 区 域内 に ある 場合 に お いて は 、 管轄 財 
務 局 長 に 委任 し た 権限 は 、 財務 局長 の 判断 に より 当該 財務 事務 所 長 に 内 部 委任 す 
る こと が で きる も の と する 。 
な お 、 こ れ ら の 事項 に 関す る 申請 書 、 届 出 書 等 は 、 管 轄 財務 局長 宛て 提出 させ 
る も の と する 。 


(2 ) 財務 事務 所 長 の 行政 報告 
管轄 財務 事務 所 長 が 内 部 委任 事項 の 処理 を 行っ た と き は 、 原則 と し て 毎月 分 を 
取り まとめ の うえ 、 翌 月 10 日 まで に 財務 局長 に 報告 させ る も の と する 。 


罰 一 1 一 7 個別 銀行 に 関す る 行政 報告 等 


( 1) 決算 等 に 関す る 提出 資料 
決算 状況 表 及び 日 計 表 等 に つい て は 、 銀行 に 対し て 提出 を 求め て いる が 、 提 出 
期限 等 は 別紙 3 の と お り と する こと に 留意 する 。 
な お 、 各 様式 の 改正 を 行う 場合 は 、 監 督 局 担当 部 門 か ら 財 務 局 に 対し 、 適 宜 周 
知 す る 。 


(2 ) 行政 報告 
次 の 事項 に つき 行政 処理 を 行っ た と き は 、 その 結果 を 遅滞 な く 監 督 局長 に 報告 
する も の と する 。 
な お 、 銀行 議決 権 大 量 保有 者 等 に 係る 銀行 の 本 店 所 在 地 を 管轄 する 財務 局 が 行 
政 処理 を 行っ た 財務 局 と は 別に ある 場合 、 及 び 銀 行 を 子会社 と する 持株 会 社 の 子 
銀行 の 本 店 所 在 地 を 管轄 する 財務 局 が 行政 処理 を 行っ た 財務 局 と は 別に ある 場 
合 に は 、 当 該 管轄 する 財務 局 に も 報告 する も の と する 。 
資本 金 の 額 の 減少 の 認可 
商号 変更 の 認可 
取締 役 の 兼職 の 認可 
外国 に お ける 支店 その 他 の 営業 所 の 設置 、 種 類 の 変更 又は 廃止 の 認可 
会 社 分 割 の 認可 
事業 譲渡 又は 譲受 け の 認可 
上 記 ① か ら ⑥ に 係る 認可 効力 の 延長 の 承認 


OO@ の @⑨@@@G@O 
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大 口 信用 供与 規制 の 特例 の 承認 
アー ムズ ・ レ ング ス ・ ル ー ル の 承認 
業務 報告 書 等 の 提出 延期 の 承認 
貸借 対照 表 等 の 公告 の 延期 の 承認 
資本 金 の 額 の 増加 の 事前 届 の 受理 
海外 駐在 員 事務 所 の 設置 の 事前 届 の 受理 
劣後 ロー ン の 期限 前 弁済 又は 劣後 債 の 期限 前 償還 の 事前 届 の 受理 
法 第 24 条 の 規定 に よる 報告 及び 資料 の 提出 の 命令 
法 第 26 条 第 1 項 、 第 52 条 の 14 第 2 項 及 び 第 52 条 の 33 第 3 項 の 規定 に よ 
る 命令 (業務 の 全部 又は 一 部 の 停止 の 命令 を 除く も の と し 、 改善 計画 の 提出 を 
求め る こと を 含む 。) 
⑰ 法 第 52 条 の 2 第 1 項 の 規定 に よる 銀行 議決 権 保有 届出 書 の 受理 
⑯ 法 第 52 条 の 3 第 1 項 、 第 3 項 の 規定 に よる 変更 報告 書 及び 第 4 項 に 規定 す 
る 訂正 報告 書 の 受理 
⑲ 法 第 52 条 の 4 第 1 項 の 規定 に よる 基準 日 の 届出 、 同 項 に 規定 する 銀行 議決 
権 保有 届出 書 及び 同 条 第 2 項 に 規定 する 変更 報告 書 の 受理 
⑳ 法 第 52 条 の 5 の 規定 に よる 訂正 報告 書 の 提出 命令 
⑳ 法 第 52 条 の 6 の 規定 に よる 訂正 報告 書 の 提出 命令 
② 法 第 52 条 の 7 の 規定 に よる 報告 及び 資料 の 提出 命令 
⑳ 法 第 52 条 の 9 第 3 項 の 規定 に よる 特定 主要 株 主 が 主要 株 主 基準 値 以 上 の 数 
の 議決 権 の 保有 者 で な く な っ た と き の 届 出 の 受理 
法 第 52 条 の 11 の 規定 に よる 報告 及び 資料 の 提出 命令 
法 第 52 条 の 17 第 2 項 及び 第 4 項 の 規定 に よる 届出 の 受理 
法 第 52 条 の 31 の 規定 に よる 報告 及び 資料 の 提出 命令 
法 第 53 条 第 1 項 第 7 号 の 規定 に よる 届出 の 受理 
法 第 53 条 第 2 項 の 規定 に よる 届出 の 受理 
法 第 53 条 第 3 項 第 8 号 の 規定 に よる 届出 の 受理 
施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 26 号 及 び 第 38 号 並 びに 区 分 等 を 
条 各 号 に 係る 届出 の 受理 
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(3) 銀行 の 営業 免許 等 に 係る 登録 免許 税 納付 額 の 報告 に つい て 

銀行 の 営業 の 免許 等 を 行う 金融 庁 長官 (登記 機関 ) は 、 登 録 免許 税法 第 32 条 
の 規定 に 基づき 、 登 録 免 許 税法 を 所 管 す る 財務 大 臣 に 対し 、 登 録 免 許 税 の 納付 額 
を 通知 し な けれ ば な ら な い 。 

し た が っ て 、 登 記 機 関 で ある 金融 庁 長官 が 上 記 の 通知 を 行う た め に 必要 と な る 
の で 、 財 務 局 に お いて は 、 そ の 年 の 前 年 の 4 月 1 日 か ら そ の 年 の 3 月 31 日 まで 
の 期間 内 に し た 認可 等 に 係る 登録 免許 税 の 納付 件 数 及び 納付 額 を 様式 ・ 参 考 資料 
編 様式 息 一 1 一 5 (4) に より 取り まとめ 、 こ れ を その 年 の 4 月 末日 まで に 監 
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曽 局 に 報告 する も の と する 。 
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資料 名 


(別紙 3) 


決算 等 に 関す る 提出 資料 


作成 基準 日 


提出 期限 








末 残 日 計 表 





平 残 日 計 表 


作成 基準 日 か ら 
20 日 以内 


3、9 月 分 の 提出 期限 に つい て は 45 日 
以内 。 





中 間 決 算 状況 表 


中 間 決 算 日 





決算 状況 表 


作成 基準 日 か ら 
45 日 以内 


「10. 単体 自己 資本 比率 」 及 び 「11. 
土地 の 含み 損益 の 状況 」 の 提出 期限 に つ 
いて は 、 作 成 基準 日 か ら 3 ヵ月 以内 。 

「10. 単体 自己 資本 比率 (1) 、(2) 」 の 
速報 値 に 係る 提出 期限 に つい て は 、 作成 
基準 日 後 55 日 又は 決算 発表 日 の 前 日 の 
いずれ か 早い 日 。 

(な お 、 確報 値 に つい て は 、 速 報 値 と 
異な る 場合 の み 作 成 基準 日 後 3 ヵ月 以内 
に 提出 を 受け る 。) 





中 間 連 結 決 算 状況 表 
※ 1 


中 間 決 算 日 





連結 決算 状況 表 
※ 1 


速報 値 に つい て 
は 、 作 成 基準 日 後 
55 日 又は 決算 発表 
日 の 前 日 の いずれ 
か 早い 日 


確報 値 に つい て は 、 速 報 値 と 異な る 場 
合 の み 作 成 基準 日 か ら 3 ヵ 月 以内 に 提出 
を 受け る 。 

「3. 連結 自己 資本 比率 (3③ ~ (8⑧) 」 及 
び 「5. 株 式 等 保有 状況 」 の 提出 期限 に 
つい て は 、 作 成 基準 日 か ら 3 ヵ月 以内 。 





中 間 決算 状況 表 
(信託 業務 の 状況 ) 
※2 


中 間 決 算 日 





決算 状況 表 
(信託 業務 の 状況 ) 
※2 


決算 日 


作成 基準 日 か ら 
45 日 以内 


「 (4 期間 別 受託 元 本 残高 表 」 及 び 「0⑪⑮) 
主要 勘定 各店 別 内 訳 表 」 の 提出 期限 に つ 
いて は 、 作 成 基 準 日 か ら 3 ヶ月 以内 。 








中 間 決 算 日 
及び 決算 日 





作成 基準 日 か ら 
3 カ月 以内 





※ 1 
※2 


銀行 持株 会 社 に も 提出 を 求め て いる 資料 
信託 兼営 銀行 の み 提 出 を 求め て いる 資料 
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ル 一 1 一 8 災害 に お ける 金融 に 関す る 措置 (災害 対策 基本 法 等 関係 ) 


( 1) 災害 地 に 対す る 金融 上 の 措置 
災害 対策 基本 法 第 36 条 第 1 項 に 基づく 金融 庁 防災 業務 計画 並び に 武力 攻撃 事 
態 等 に お ける 国民 の 保護 の た め の 措 置 に 関す る 法律 (以下 「 国 民 保護 法 」 と いう 。) 
第 33 条 第 1 項 及び 第 182 条 第 2 項 に 基づく 金融 店 国民 保護 計画 に お いて 、 人 金融 
に 関す る 措置 が 規定 され て いる 。 こ うし た こと か ら 、 災害 (災害 対策 基本 法 第 2 
条 第 1 号 に 規定 する 災害 又は 国民 保護 法 第 2 条 第 4 項 に 規定 する 武力 攻撃 災害 
若しくは 国民 保護 法 第 183 条 に 規定 する 緊急 対処 事態 に お ける 災害 を いう 。 以下 
同じ 。) が 発生 し 、 又 は 発生 する お それ が ある 場合 に お いて は 、 現 地 に お ける 人 災 
害 の 実情 、 資金 の 需要 状況 等 に 応じ 、 関係 機関 と 緊密 な 連絡 を 取り つつ 、 銀 行 に 
対し 、 機 を 逸 せ ず 必要 と 認め られ る 範囲 内 で 、 以 下 に 掲げ る 措置 を 適切 に 運用 す 
る も の と する 。 
① 災害 関係 の 融資 に 関す る 措置 
銀行 に お いて 、 災 害 の 状況 、 応 急 資金 の 需要 等 を 勘案 し て 融資 相談 所 の 開設 、 
審査 手続 き の 簡便 化 、 貸 出 の 迅速 化 、 貸 出 金 の 返済 猫 予 等 災害 被災 者 の 便宜 を 
考慮 し た 適時 的 確 な 措置 を 講ず る こと を 要請 する 。 
② 預金 の 払戻 及び 中 途 解約 に 関す る 措置 
イ . 銀行 に お いて 、 預 金 通帳 、 届 出 印鑑 等 を 焼失 又は 流失 し た 預金 者 に つい て 
は 、 り 災 証 明 書 の 呈示 ある い は その 他 実 情 に 即 する 簡易 な 確認 方 法 を も っ て 
災害 被災 者 の 預金 払戻 の 利便 を 図る こと を 要請 する 。 
ロ . 銀行 に お いて 、 事 情 や む を 得 な いと 認め られ る 人 災害 被災 者 等 に 対し て 、 定 
期 預 金 、 定期 積 金 等 の 中 途 解約 又は 当該 預金 等 を 担保 と する 貸出 に 応ずる 等 
の 適宜 の 措置 を 講ず る こと を 要請 する 。 
③ 手形 交換 、 休 日 営業 等 に 関す る 措置 
銀行 に お いて 、 人 災害 時 に お ける 手形 交換 又は 不渡 処分 、 銀行 の 休日 営業 又は 
平常 時 間 外 の 営業 に つい て も 適宜 配慮 する こと を 要請 する 。 
また 、 窓口 に お ける 営業 が で き な い 場合 で あっ て も 、 顧客 及び 従業 員 の 安全 
に 十分 配慮 し た 上 で 現金 自動 預 払機 等 に お いて 預金 の 払戻 し を 行う 等 災害 被 
災 者 の 便宜 を 考慮 し た 措置 を 講ず る こと を 要請 する 。 
④ 営業 停止 等 に お ける 対応 に 関す る 措置 
銀行 に お いて 、 窓 口 営業 停止 等 の 措置 を 講じ た 場合 、 営業 停止 等 並び に 継続 
し て 現金 自動 預 払機 等 を 稼動 させ る 営業 店 舗 名 等 を 、 ポ スタ ー の 店 頭 掲示 等 の 
手段 を 用 いて 告示 する と と も に 、 そ の 旨 を 新聞 や イン ター ネッ ト の ホー ムペ ー 
ジ に 掲載 し 、 取 引 者 に 周知 徹底 する よう 要請 する 。 


(2) 南海 トラ フ 地 震 の 事前 避難 対象 地域 内 外 に お ける 金融 上 の 諸 措置 
南海 トラ フ 地 震 防災 対策 推進 基本 計画 に より 国 は 、 南 海 ト ラフ 地震 臨時 情報 
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(巨大 地震 警戒 ) の 内 容 そ の 他 こ れ ら に 関連 する 情報 (以下 「 巨 大 地震 警戒 」 と い 
う 。) が 発表 され た 場合 に お ける 預貯金 の 払い 戻し 、 平 常時 間 外 営業 等 金融 機関 が 
と る べき 措置 に つい て の 指導 方 針 等 を 定め る こと と され て いる 。 

た だ し 、 銀行 業務 の 事務 処理 に つい て は 、 機 械 化 と その 無人 サー ビス 網 の 普及 等 
に より 、 地域 的 に 分 断 し て 対応 する こと が 困難 で ある こと か ら 、 南海 トラ フ 地 震 へ 
の 対応 に つい て は 、 現地 に お ける 資金 の 需要 状況 等 に 応じ 、 関 係 機関 と 緊密 な 連絡 
を 取り つつ 、 銀 行 に 対し 、 以 下 に 掲げ る 措置 を 適切 に 運用 する も の と する 。 

① 事前 避難 対象 地域 内 に 本 店 及び 支店 等 の 営業 所 を 置く 銀行 の 巨大 地震 警戒 

発表 時 に お ける 対応 に つい て 

イ . 営業 時 間 中 に 巨大 地震 警戒 が 発表 され た 場合 に は 、 銀 行 に お いて 、 本 店 及 
び 支 店 等 の 営業 所 の 窓口 に お ける 営業 は 普通 預金 (総合 口座 を 含む 。 以下 同 
じ 。) の 払戻 業務 以外 の 業務 は 停止 する と と も に 、 そ の 後 、 店 頭 の 顧客 の 幅 
団 状況 等 を 的 確 に 把握 し 、 平穏 神 に 窓口 に お ける 普通 預金 の 払戻 業務 も 停止 
し 、 併せ て 、 窓口 営業 停止 の 措置 を 講じ た 旨 を 取引 者 に 周知 徹底 する よう 妥 
請 す る 。 た だ し 、 こ の 場合 で あっ て も 、 同 地 の 日 本 銀行 本 支店 や 警察 等 と 緊 
密 な 連絡 を 取り な が ら 、 顧客 及び 従業 員 の 安全 に 十分 配慮 し た 上 で 現金 自動 
預 払機 等 に お いて 預金 の 払戻 し を 継続 する 等 、 居住 者 等 の 日 常 生 活 に 極力 支 
障 を 来 さ な いよ うな 措置 を 講ず る こと を 要請 する 。 

ロ . 営業 停止 等 並び に 継続 し て 現金 自動 預 払 機 等 を 稼動 させ る 営業 店 舗 名 等 を 
取引 者 に 周知 徹底 させ る 方 法 は 、 銀行 に お いて 、 ポ スタ ー の 店 頭 掲示 等 の 手 
段 を 用 いて 告示 する と と も に 、 その 有 旨 を 新聞 や イン ター ネッ ト の ホー ムペ ー 
ジ に 掲載 する よう 要請 する 。 

ハ . 休日 、 開 店 前 又は 閉店 後に 巨大 地震 警戒 が 発表 され た 場合 に は 、 発 災後 の 
金融 業務 の 円 滑 な 遂行 の 確保 を 期す た め 、 銀行 に お いて 窓口 営業 の 開始 又は 
再開 は 行わ な いよ う 要 請 す る 。 た だ し 、 こ の 場合 で あっ て も 、 同 地 の 日 本 銀 
行 本 支店 や 警察 等 と 緊密 な 連絡 を 取り な が ら 、 顧客 及び 従業 員 の 安全 に 十分 
配慮 し た 上 で 現金 自動 預 払機 等 の 運転 は 継続 する 等 、 居住 者 等 の 日 常 生活 に 
極力 支障 を 来 さ な いよ うな 措置 を 講ず る こと を 要請 する 。 

ニニ . その 他 
a. 巨大 地震 警戒 に 伴う 避難 指示 の 措置 が 解除 され た 場合 に は 、 銀行 に お い 

て 、 可 及 的 速 か に 平常 の 営業 を 行う よう 要請 する 。 
b. 発 災後 の 銀行 の 応急 措置 に つい て は 、 上 記 「 (1) 災害 地 に 対す る 金融 
上 の 措置 」 に 基づき 、 適 時 、 的 確 な 措置 を 講ず る こと を 要請 する 。 

② 事前 避難 対象 地域 外 に 本 店 及び 支店 等 の 営業 所 を 置く 銀行 の 巨大 地震 警戒 

発表 時 に お ける 対応 に つい て 

イ . 営業 時 間 中 に 巨大 地震 警戒 が 発表 され た 場合 に は 、 銀 行 に お いて 、 事 前 避 
難 対象 地域 内 に ある 銀行 の 本 店 及び 支店 等 の 営業 所 向け の 手形 取立 等 の 手 
形 交換 業務 に つい て は 、 そ の 取扱 い を 停止 させ る よう 要請 し 、 併 せ て 当該 業 
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務 の 取扱 い を 停止 する こと を 店 頭 に 掲示 し 、 顧客 の 協力 を 求め る よう 要請 す 
る 。 

ロ . 銀行 に お いて 、 事 前 避難 対象 地域 内 の 本 店 及び 支店 等 の 営業 所 が 営業 停止 
の 措置 を と っ た 場合 で あっ て も 、 当該 営業 停止 の 措置 を と っ た 事前 避難 対象 
地域 外 の 本 店 及び 支店 等 の 営業 所 に つい て は 、 平 常 ど お り 営 業 を 行う よう 要 
請 す る 。 


(3 ) 行政 報告 
以上 の よう な 人 金融 上 の 諸 措置 を と っ た と き は 、 遅滞 な く 監 督 局長 に 報告 する も 
の と する 。 


一 1 一 9 銀行 等 が 提出 する 申請 書 等 に お ける 記載 上 の 留意 点 


本 監督 指針 の 対象 と な る 銀行 等 が 提出 する 申請 書 等 に お いて 、 役 員 等 の 氏名 を 記載 
する 際 に は 、 氏 を 改め た 者 に お いて は 、 旧 氏 (住民 基本 台帳 法 施行 令 第 30 条 の 13 
に 規定 する 旧 氏 を いう 。 以下 同じ 。 ) 及び 名 を 括弧 書 で 併せ て 記載 する こと が で きる 
こと に 留意 する 。 

な お 、 様 式 ・ 参 考 資 料 編 各 様 式 に お ける 役員 等 の 氏名 の 記載 欄 に つい て 、 既に 旧 氏 
及び 名 を 併記 し た 別 の 書類 を 提出 し て いる 場合 に は 、 当該 書類 以外 の 様式 を 含め 、 旧 
氏 及 び 名 の み を 記載 する こと が で きる こと に 留意 する 。 


(別紙 2 ) 「 立 入 検査 の 基本 的 手続 」 
(別紙 2 一 2) 「 重 要 事 項 一 覧 」 


皿 一 1 一 10 書面 ・ 対 面 に よる 手続 き に つい て の 留意 点 

銀行 等 に よる 当局 へ の 申請 ・ 届 出 等 及び 当局 か ら 銀 行 等 に 対し 発出 する 処分 通知 等 
に つい て は 、 そ れ ぞ れ 情 報 通信 技術 を 活用 し た 行政 の 推進 等 に 関す る 法律 (以下 「 デ 
ジタル 手続 法 」 と いう 。) 第 6 条 第 1 項 及び 第 7 条 第 1 項 の 規定 に より 、 法 令 の 規定 
に お いて 書面 等 に より 行う こと その 他 の その 方 法 が 規定 され て いる 場合 に お いて も 、 
当該 法令 の 規定 に か か わら ず 、 電子 情報 処理 組織 を 使用 する 方 法 に より 行う こと が で 
きる こと と され て いる 。 

こう し た デジ タル 手続 法 の 趣旨 を 踏ま すえ 、 同 法 の 適用 対象 と な る 手続 き に 係る 本 監督 
指針 の 規定 に つい て も 、 当 該 規定 の 書面 ・ 対 面 に 係る 記載 に か か わら ず 、 電 子 情報 処理 
組織 を 使用 する 方 法 に より 行う こと が で きる も の と する 。 

また 、 経 済 社会 活動 全般 に お いて 、 デ ジ タ ラ イイ ゼー ション が 飛躍 的 に 進展 し て いる 中 、 
政府 全体 と し て 、 書 面 ・ 押 印 ・ 対 面 手続 き を 前 提 と し た 我が国 の 制度 ・ 慣 行 を 見 直し 、 
実際 に 足 を 運ば な く て も 手続 き が で きる リモ ー ト 社会 の 実現 に 向け た 取組 み を 進め て い 
る 。 

金融 庁 と し て も 、 こ うし た 取組 み を 着実 に 進め る た め 、 銀 行 等 か ら 受 け 付 ける 申請 ・ 
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届出 等 に つい て 、 全 て の 手続 き に つい て オン ライ ン で の 提出 を 可能 と する た め の 金 融 庁 
電子 申請 ・ 届 出 シス テム を 更改 し た ほか 、 押 印 を 廃止 する た め の 内 閣府 令 及び 監督 指針 
等 の 改正 を 行う こと 等 に より 、 行 政 手 続き の 電子 化 を 推進 し て きた 。 
更に 、 民 間 事 業者 間 に お ける 手続 に つい て も 、「 金 融 業 界 に お ける 書面 ・ 押 印 ・ 対 面 
手続 の 見 直し に 向け た 検討 会 」 を 開催 し 、 業 界 全 体 で の 慣行 見 直し を 促す こと に より 、 
書面 の 電子 化 や 押印 の 不要 化 、 対 面 規 制 の 見 直し に 取り 組ん で きた 。 
この よう な 官民 に お ける 取組 み も 踏ま え 、 本 監督 指針 の 書面 ・ 対 面 に 係る 記載 の うち 、 
デジ タル 手続 法 の 適用 対象 と な る 手続 き に 係る も の 以外 に つい て も 、 顧 客 保護 の 観点 か 
ら 書 面 ・ 対 面 が 望ま し い 場 合 等 と し て 以下 の ( 注 ) に 掲げ る 場合 を 除き 、 電 子 情報 処理 
組織 を 使用 する 方 法 そ の 他 の 情報 通信 の 技術 を 利用 する 方 法 に より 行う こと が で きる も 
の と する 。 
以上 の よう な 取扱 いと する 趣旨 に 鐘 み 、 本 監督 指針 の 規定 に 基づく 手続 き に つい て は 、 
手続 き の 相手 方 の 意向 を 考慮 し た 上 で 、 可 能 な 限り 、 書 面 ・ 対 面 に よら な い 方 法 に より 
行う こと を 値 涯 する も の と する 。 
( 注 ) 以下 の 場合 に つい て は 、 上 記 取 扱い の 対象 外 で ある こと に 留意 する 。 
① 析 一 1 一 1 1 に 記載 する 原本 送付 を 求め る 場合 
②I 一 8 に 記載 する 自筆 困難 者 等 へ の 対応 


罰 一 1 一 11 申請 書 等 を 提出 する に 当たっ て の 留意 点 


一 1 一 10 を 踏ま え 、 銀行 等 に よる 当局 へ の 申請 ・ 届 出 等 に つい て は 、 原則 と し て 、 
以下 (1) 、 (2) に 掲げ る 方 法 に より 提出 を 求め る こと と する 。 

た だ し 、 公 的 機関 が 発行 する 添付 書類 (住民 票 の 写し 、 身 分 証明 書 、 戸 籍 膳 本 、 税 ・ 
手数 料 等 の 納付 を 証する 書類 等 ) に つい て は 、 原 本 送付 を 求め る こと と する 。 


(1) 金融 庁 電子 申請 ・ 届 出 シス テム 

銀行 等 に よる 当局 へ の 申請 ・ 届 出 等 の うち 、 (2) に 掲げ る 金融 店 業務 支援 統合 
シス テム (以下 「 統 合 シ ステ ム 」 と いう 。) を 利用 し て 提出 を 求め る 手続 を 除い て 
は 、 原 則 と し て 、 人 金融 庁 電子 申請 ・ 届 出 シ ステ ム を 利用 し て 法令 に 定め る 提出 期限 
まで に 提出 を 求め る こと と する 。 

た だ し 、 金 融 庁 が ホー ムペ ー ジ に お いて 掲載 する e-Gov を 利用 し て 申請 書 等 の 提出 
が 可能 な 手続 に つい て は 、 当 面 の 間 、 金融 庁 電子 申請 ・ 届 出 シス テム を 利用 し た 提出 
と 並行 し て 、e-Gov を 利用 し た 提出 に つい て も 可能 と する 。 


(2) 金融 店 業務 支援 統合 シス テム 


業務 報告 書 (中 間 期 に あっ て は 中 間 業 務 報 告 書 ) に つい て は 、 原 則 と し て 、 統 
合 シ ステ ム を 利用 し て 提出 を 求め る こと と する 。 
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一 2 銀行 に 関す る 苦情 ・ 情 報 提供 等 
一 2 一 1 相談 ・ 苦 情 等 を 受け た 場合 の 対応 


(1) 銀行 に 関す る 相談 ・ 苦 情 等 を 受け た 場合 に は 、 申 出 人 に 対し 、 当 局 は 個別 取引 
に 関し て あっ せん 等 を 行う 立場 に な いこ と を 説明 する 
その 上 で 、 必要 に 応じ 、 銀行 及び 金融 関係 団体 の 相談 窓口 並び に 指定 ADR 機 
関 、 金 融 サ ービス 利用 者 相談 室 を 紹介 する も の と する 。 
また 、 寄 せら れ た 相談 ・ 苦 情 等 の うち 、 申 出 人 が 銀行 側 へ の 情報 提供 に つい て 
承諾 し て いる 場合 に は 、 原 則 と し て 、 当 該 銀 行 へ の 情報 提供 を 行う こと と する 。 


(2 ) 銀行 に 対す る 監督 上 、 参考 に な る と 考え られ る も の に つい て は 、 そ の 内 容 を 記 
録 (様式 ・ 参 考 資料 編 様式 邊 一 2 一 1 (2) 参照 ) する も の と し 、 特 に 有力 な 
情報 と 認め られ る も の に つい て は 、 速 や か に 金融 店 担当 課室 に 報告 する も の と す 
る 。 


(3 ) 財務 局 管内 に お ける 1 年間 の 相談 ・ 苦 情 等 の 件 数 を 、 毎年 3 月 末 現 在 で 取り ま 
と め 、 こ れ を 4 月 末日 まで に 金融 庁 担当 課室 に 報告 する も の と する (様式 ・ 参 考 
資料 編 様式 由 2 一 1 (3) 参照 ) 。 


入 一 2 一 2 金融 サー ビス 利用 者 相談 室 と の 連携 


(1 ) 監督 部 局 に お いて は 、 金融 サー ビス 利用 者 相談 室 に 寄せ られ た 相談 ・ 苦 情 等 の 
監督 事務 へ の 適切 な 反映 を 図る た め 、 以 下 の 対 応 を と る も の と する 。 
① 相談 室 か ら 回 付 さ れる 相談 ・ 苦 情 等 の 分 析 
② 相談 室 と の 情報 交換 


(2 ) 金融 サー ビス 利用 者 相談 室 に 寄せ られ た 相談 ・ 苦 情 等 の うち 、 申出 人 が 銀行 へ 
の 情報 提供 に つい て 承諾 し て いる 場合 に は 、 原則 と し て 、 監督 部 局 に お いて 当該 
銀行 へ の 情報 提供 を 行う こと と する 。 


一 2ー3 金融 サー ビス 利用 者 相談 室 で 受け 付け た 情報 の うち 、 い わ ゆ る 貸し 渋 
り ・ 貸 し 剥が し と し て 提供 され た 情報 に 係る 監督 上 の 対応 


(1) ヒア リン グ 
金融 サー ビス 利用 者 相談 室 で 受け 付け た 情報 の うち 、 情報 提供 者 か らい わ ゆ る 
貸し 渋り ・ 貸 し 剥が し と し て 提供 され た 情報 に つい て は 、 四 半期 毎 に 取り まとめ 、 
銀行 の 対応 方 針 、 態 勢 面 等 の ヒア リン グ を 行う こと と する 。 ま た 、 こ れ ら の 情報 
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の うち 、 情 報 提供 者 等 が 銀行 側 へ の 企業 名 等 の 提示 に 同意 し て いる 場合 に は 、 臨 
機 に 、 事 実 確認 等 の ヒア リン グ を 行う こと と する 。 


(2 ) 報告 徴 求 

① 上 記 (1) の ヒア リン グ を 行っ た 結果 、 内 部 管理 態勢 の 実効 性 等 に つい て 確 
認 する 必要 が ある 場合 は 、 現状 認識 や 今後 の 内 部 管理 態勢 の 改善 方 針 等 を 取り 
まとめ た 報告 書 を 法 第 24 条 に 基づき 求め る こと と する 。 

② 金融 サー ビス 利用 者 相談 室 で 受け 付け た 情報 の うち 、 情報 提供 者 か らい わ ゆ 
る 貸し 渋り ・ 貸 し 剥が し と し て 提供 され た 情報 を 参考 と し た 検査 の 結果 、 問 題 
の あっ た 銀行 に 対し て は 、 改 善 措 置 に 関す る 報告 書 を 法 第 24 条 に 基づき 求め 
る こと と する 。 


(3) 業務 改善 命令 
① 法 第 24 条 に 基づく 報告 書 の 内 容 等 に より 、 更 な る 実態 把握 が 必要 な 場合 に 
は 、 検 査 に お いて 確認 する こと と する 。 そ の 結果 、 重 大 な 問題 が 把握 され た 場 
合 に は 、 必 要 に 応じ て 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 
② 法 第 24 条 に 基づく 報告 書 の 内 容 等 に より 、 自 主 的 な 改善 努力 に 委ね た の で 
は 当該 銀行 の 法令 等 遵守 態勢 の 整備 に 支障 を 来 す と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 
26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する も の と する 。 


罰 一 2 クー4 預金 口座 を 利用 し た 架空 請求 等 預金 口座 の 不正 利用 に 関す る 情報 を 受 
けた 場合 の 対応 


預金 口座 の 不正 利用 に 関す る 情報 (具体 的 に は 、 当 該 口 座 に 振込 み を 行う よう 、 架 
空 請求 が な され た と の 情報 等 ) に つい て 、 情 報 入手 先 か ら の 同意 を 得 て い る 場合 に は 、 
明らか に 信 湿 性 を 欠く と 認め られ る 場合 を 除き 、 当該 口座 が 開設 され て いる 銀行 及び 
警察 当局 へ の 情報 提供 を 速やか に 実施 する こと と する 。 

な お 、 当 該 情 報 に 関し て は 、 原則 と し て 、 顕 名 情報 と し 、 根 拠 と な る 請求 書 等 と と 
も に 、 文 書 、 フ ァ ッ クス 又は 電子 メー ル に て 受け 付け る も の と する 。 


206 


中 3 法令 解釈 等 の 照会 を 受け た 場合 の 対応 
罰 一 3ー1 照会 を 受け る 内 容 の 範囲 


銀行 法 等 金融 庁 が 所 管 す る 法令 に 関す る も の と する 。 な お 、 照 会 が 権限 外 の 法令 等 
に 係る も の で あっ た 場合 に は 、 コ メン ト 等 は 厳 に 慎む も の と する 。 


罰 一 3ー2 照会 に 対す る 回 答 方 法 


(1) 本 監督 指針 、 審 議会 等 の 答申 ・ 報 告 等 の 既存 資料 に より 回 答 可能 な も の に つい 
て は 、 適 宜 回 答 す る 。 


(2) 財務 局 が 照会 を 受け た 際 、 回 答 に 当たっ て 判断 が つか な いも の 等 に つい て は 、 
速やか に 監督 局 担当 部 門 に 照会 内 容 を 連絡 し 、 同 部 門 及 び 財 務 局 が 一 体 と な っ た 
ヒア リン グ の 実施 な ど に より 協議 する 。 


(3) 金融 店 担 当 課 室長 は 、 当 庁 が 所 管 す る 法令 に 関し 、 当 店 所 管 法 令 の 直接 の 適用 
を 受け る 事業 者 又は これ ら の 事業 者 に より 構成 され る 事業 者 団体 ( 注 ) か ら 受 け 
た 、 次 の ① 及 び ② の 項目 で 定め る 要件 を 満た す 一 般 的 な 照会 で あっ て 、 書 面 に よ 
る 回 答 及び 公表 を 行う こと が 法令 適用 の 予測 可能 性 向上 等 の 観点 か ら 適 切 と 認 
め ら れる も の に つい て は 、 こ れ に 対す る 回 答 を 書面 に より 行い 、 そ の 内 容 を 公表 
する こと と する 。 


( 注 ) 事業 者 団体 と は 、 当 庁 所 管 法令 の 直接 の 適用 を 受け る 、 業 種 等 を 同じ くす る 
事業 者 が 、 共通 の 利益 を 増進 する こと を 主たる 目的 と し て 、 相 当 数 結合 し た 団 
体 又は その 連合 体 (当該 団体 に 連合 会 、 中 央 会 等 の 上 部 団体 が ある 場合 に は 、 
原則 と し て 、 最 も 上 部 の 団体 に 限る 。) を いう 。 


① 本 手続 き の 対象 と な る 照会 の 範囲 

本 手続 き の 対 象 と な る 照会 は 、 以 下 の 要 件 の 全て を 満た す も の と する 。 

イ . 特定 の 事業 者 の 個別 の 取引 等 に 対す る 法令 適用 の 有無 を 照会 する も の で は 
な い 、 一般 的 な 法令 解釈 に 係る も の で ある こと (ノー アク ショ ン レ ター 制度 
の 利用 が 可能 で な いこ と ) 

ロロ. 事実 関係 の 認定 を 伴う 照会 で な いこ と 

ハ . 照会 内 容 が 、 金 融 庁 所 管 法令 の 直接 の 適用 を 受け る 事業 者 (照会 者 が 団体 
で ある 場合 は その 団体 の 構成 事業 者 ) に 共通 する 取引 等 に 係る 照会 で あっ て 、 
多く の 事業 者 か ら の 照会 が 予想 され る 事項 で ある こと 

二 . 過去 に 公表 され た 事務 ガイ ドラ イン 等 を 踏ま えれ ば 明らか に な っ て いる も 
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の で な いこ と 
② 照会 書面 (電子 的 方 法 を 含む 。) 
本 手続 き の 利用 を 希望 する 照会 者 か ら は 、 以下 の 内 容 が 記載 され た 照会 書面 
の 提出 を 受け る も の と する 。 ま た 、 照 会 書面 の ほか に 、 照 会 内 容 及 び 上 記 ① に 
記載 し た 事項 を 判断 する た め に 、 記載 事項 や 資料 の 追加 を 要する 場合 に は 、 照 
会 者 に 対し て 照会 書面 の 補正 及び 追加 資料 の 提出 を 求め る こと と する 。 
イ . 照会 の 対象 と な る 法令 の 条項 及び 具体 的 な 論点 
ロ . 照会 に 関す る 照会 者 の 見 解 及 び 根 拠 
ハ . 照会 及び 回 答 内 容 が 公表 され る こと に 関す る 同意 
③ 照会 窓口 
照会 書面 の 受付 窓口 は 、 照会 内 容 に 係る 法令 を 所 管 す る 金融 店 担当 課室 又は 
照会 者 を 所 管 す る 財務 局 担当 課 と する 。 財務 局 担当 課 が 照会 書面 を 受領 し た 場 
合 に は 、 速やか に 金融 庁 担当 課室 に 電子 メー ル 等 に より 照会 書面 を 送付 する こ 
と と する 。 
④ 回 答 
イ . 金融 庁 担当 課室 長 は 、 照 会 者 か ら の 照会 書面 が 照会 窓口 に 到達 し て か ら 原 
則 と し て 2 か 月 以内 に 、 照 会 者 に 対し て 回 答 を 行う よう 努め る こと と し 、2 
か 月 以内 に 回 答 で き な い 場合 に は 、 照会 者 に 対し て その 理由 を 説明 する と と 
も に 、 回 答 時 期 の 目途 を 伝え る こと と する 。 
ロ . 回 答 書 面 に は 、 以 下 の 内 容 を 付記 する こと と する 。 
「 本 回 答 は 、 照会 対象 法令 を 所 管 す る 立場 か ら 、 照会 書面 に 記載 され た 情 
報 の み を 前 提 に 、 照 会 対象 法令 に 関し 、 現時 点 に お ける 一 般 的 な 見 解 を 示す 
も の で あり 、 個 別 具体 的 な 事例 へ の 適用 を 判断 する も の で は な く 、 ま た 、 も 
と より 捜査 機関 の 判断 や 司法 判断 を 拘束 し うる も の で は な い 。」 
ハ . 本 手続 き に よる 回 答 を 行わ な い 場 合 に は 、 金 融 庁 担当 課室 は 、 照 会 者 に 対 
し 、 そ の 陸 及 び 理 由 を 説明 する こと と する 。 
⑤ 公表 
上 記 ④ の 回 答 を 行っ た 場合 に は 、 金融 庁 は 、 速 や か に 照会 及び 回 答 内 容 を 金 
融 庁 ホー ムペ ー ジ 上 に 掲載 し て 、 公 表す る こと と する 。 


(4) (3) に 該当 する も の 以外 の も の で 照会 頻度 が 高い も の な ど に つい て は 、 必 要 
に 応じ 「 応 接 箋 」( 様 式 ・ 参 考 資料 編 様式 邊 一 3 ヨー2 (4)) を 作成 し た 上 で 、 
関係 部 局 に 回 覧 し 、 金融 店 担当 課室 又は 財務 局 担当 課 の 企画 担当 係 に 保存 する も 
の と する 。 


(5 ) 照会 者 が 照会 事項 に 関し 、 金融 庁 か ら の 書面 に よる 回 答 を 希望 する 場合 で あっ 


て 、 入 一 8ー3 (2) に 照ら し ノー アク ショ ン レ ター 制度 の 利用 が 可能 な 場合 に 
は 、 照 会 者 に 対し 、 ノ ー ア クシ ョ ン レ ター 制度 を 利用 する よう 伝え る こと と する 。 
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穫 -3 一 3 法令 適用 事前 確認 手続 (ノー アク ショ ン レ ター 制度 ) 


法令 適用 事前 確認 手続 (以下 「 ノ ー ア クシ ョ ン レ ター 制度 」 と いう 。) と は 、 民 間 
企業 等 が 実現 し よう と する 自己 の 事業 活動 に 係る 具体 的 行為 に 関し て 、 当該 行為 が 特 
定 の 法令 の 規定 の 適用 対象 と な る か どう か を 、 あら か じ め 当 該 規定 を 所 管 する 行政 機 
関 に 確認 し 、 そ の 機関 が 回 答 を 行う と と も に 、 当 該 回 答 を 公表 する 制度 で あり 、 金 融 
庁 で は 、 法 令 適用 事前 確認 手続 き に 関す る 細則 を 定め て いる 。 本 項 は 、 ノ ー ア クシ ョ 
ン レ ター 制度 に お ける 事務 手続 き を 規定 する も の で あり 、 制 度 の 利用 に 当たっ て は 必 
ず 様 式 ・ 参 考 資 料 編 資料 4「 金 融 庁 に お ける 法令 適用 事前 確認 手続 に 関す る 細則 」 
を 参照 する も の と する 。 


(1 ) 照会 窓口 

照会 窓口 は 、 金 融 庁 監督 局 総務 課 と する 。 

な お 、 照 会 窓口 た る 金融 庁 監 督 局 総務 課 は 、 下 記 (2) ③ の 記載 要領 に ホ す 要 
件 を 満た し た 照会 書面 が 到達 し た 場合 は 速やか に 受け 付け 、 照会 事案 に 係る 法令 
を 所 管 す る 担当 課室 に 回 付す る 。 

財務 局所 管 の 銀行 は 、 財務 局 に 照会 する 。 財務 局 が 照会 を 受け た 場合 に は 、 金 
融 庁 監督 局 総務 課 に 対し 、 照会 書面 を 原則 と し て 速やか に 電子 メー ル 等 に より 送 
付す る 。 


( 注 ) 財務 局 に お いて は 、 照 会 書面 を 金融 店 監督 局 総務 課 に 送付 する 際 、 原 則 と し 
て 審査 意見 を 付す る も の と する 。 


(2) 照会 書面 受領 後 の 流れ 

照会 書面 を 回 付 さ れ た 後 は 、 担 当 課 室 に お いて 、 回 答 を 行う 事案 か 否 か 、 特 に 、 
以下 の ① か ら ③ に つい て 確認 し 、 当 制度 の 利用 が で き な い 照会 の 場合 に は 、 照 会 
者 に 対し その 旨 を 連絡 する 。 ま た 、 照 会 書面 の 補正 及び 追加 書面 の 提出 等 が 必要 
な 場合 に は 、 照 会 者 に 対し 所 要 の 対応 を 求め る こと が で きる 。 た だ し 、 追 加 書面 
は 必要 最小 限 と し 、 照 会 者 の 過度 な 負担 と な ら な いよ う 努 め る こと と する 。 
① 照会 の 対象 

民間 企業 等 が 、 新 規 の 事業 や 取引 を 具体 的 に 計画 し て いる 場合 に お いて 、 当 

庁 が 本 手続 の 対象 と し て ホー ムペ ー ジ に 掲げ た 所 管 の 法律 及び これ に 基づく 

政府 令 (以下 「 対 象 法令 (条項 ) 」 と いう 。) に 関し 、 以 下 の よ うな 照会 を 行う 

も の か 。 

・ そ の 事業 や 取引 を 行う こと が 、 無 許可 営業 等 に な ら な いか どう か 。 

・ そ の 事業 や 取引 を 行う こと が 、 無 届け 営業 等 に な ら な いか どう か 。 

・ その 事業 や 取引 を 行う こと に よっ て 、 業 務 停 止 や 免許 取消 等 (不利 益 処 分 ) 
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を 受け る こと が な いか どう か 。 
・ そ の 事業 や 取引 を 行う こと に 関し 、 直接 に 義務 を 課さ れ 又 は 権利 を 制限 され 
る こと が な いか どう か 。 
② 照会 者 の 範囲 
照会 者 は 、 実現 し よう と する 自己 の 事業 活動 に 係る 具体 的 行為 に 関し て 、 対 
象 法令 (条項 ) の 適用 に 係る 照会 を 行う 者 及び 当該 者 か ら 依頼 を 受け た 弁護 士 
等 で あっ て 、 下 記 ③ の 記載 要領 を 満た し た 照会 書面 を 提出 し 、 か つ 、 照 会 内 容 
及び 回 答 内 容 が 公表 され る こと に 同意 し て いる か 。 
③ 照会 書面 の 記載 要領 
照会 書面 (電子 的 方 法 を 含む 。) は 、 下 記 の 要件 を 満た し て いる も の か 。 
イ . 将来 自ら が 行 お うと する 行為 に 係る 個別 具体 的 な 事実 が 記載 され て いる こ 
と 
ロ . 対象 法令 (条項 ) の うち 、 適 用 対象 と な る か どう か を 確認 し た い 法 令 の 条 
項 が 特定 され て いる こと 
ハ . 照会 及び 回 答 内 容 が 公表 され る こと に 同意 し て いる こと が 記載 され て いる 
こ ご : と 
二 . 上 記 口 . に お いて 特定 し た 法令 の 条項 の 適用 に 関す る 照会 者 の 見 解 及び そ 
の 根拠 が 明確 に 記述 され て いる こと 
④ 回 答 
照会 書面 を 回 付 さ れ た 課室 の 長 は 、 照会 者 か ら の 照会 書面 が 照会 窓口 に 到達 
し て か ら 原 則 と し て 30 日 以内 に 照会 者 に 対す る 回 答 を 行う も の と する 。 た だ 
し 、 次 に 掲げ る 場合 に は 、 各 々 の 定め る 期間 を 回 答 期間 と する 。 な お 、 い ずれ 
の 場合 に お いて も 、 補正 期間 を 含め 、 で きる だ け 早 く 回 答 す る よう 努め る こと 
と する 。 
イ . 高度 な 金融 技術 等 に 係る 照会 で 慎重 な 判断 を 要する 場合 原則 60 日 以内 
ロ . 担当 部 局 の 事務 処理 能力 を 超え る 多数 の 照会 に より 業務 に 著しい 支障 が 生 
じ る お それ が ある 場合 30 日 を 超え る 合理 的 な 期間 内 
ハ . 他 府 省 と の 共管 法令 に 係る 照会 の 場合 原則 60 日 以内 
照会 書面 の 記載 に つい て 補正 を 求め た 場合 に あっ て は 、 当該 補正 に 要 し た 
日 数 は 、 回 答 期間 に 算入 し な いも の と する 。 また 、 30 日 以内 に 回 答 を 行わ な 
い 場 合 に は 、 照会 者 に 対し て 、 そ の 理由 及び 回 答 時 期 の 見 通し を 通知 する こ 
と と する 。 
⑤ 照会 及び 回 答 に つい て の 公開 
金融 庁 は 、 照 会 及び 回 答 の 内 容 を 、 原 則 と し て 回 答 を 行っ て か ら 30 日 以内 
に 全て 金融 庁 ホ ー ム ペー ジ に 掲載 し て 公開 する 。 
た だ し 、 照 会 者 が 、 照 会 書面 に 、 回 答 か ら 一 定期 間 を 超え て 公開 を 希望 する 
理由 及び 公開 可能 と する 時 期 を 付記 し て いる 場合 で あっ て 、 そ の 理由 が 合理 的 
で ある と 認め られ る と き は 、 回 答 か ら 一 定期 間 を 超え て 公開 する こと が で きる 。 
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この 場合 に お いて は 、 必ず し も 照会 者 の 希望 する 時 期 まで 公開 を 延期 する も の 
で は な く 、 公 開 を 延期 する 理由 が 消滅 し た 場合 に は 、 公 開 す る 旨 を 照会 者 に 通 
知 し た 上 で 、 公 開 す る こと が で きる 。 ま た 、 照 会 及び 回 答 内 容 の うち 、 行 政 機 
関 の 保 有する 情報 の 公開 に 関す る 法律 に 定め る 不 開示 事由 に 該当 し 得る 情報 
が 含ま れ て いる 場合 、 必 要 に 応じ 、 こ れ を 除い て 公表 する こと が で きる 。 


玉 一 3ー4 グレ ー ゾ ー ン 解消 制度 


産業 競争 力 強 化 法 (以下 、「 強 化 法 」 と いう 。) 第 9 条 第 1 項 は 、 新 事業 活動 を 実 
施し よう と する 者 は 、 そ の 実施 し よう と する 新 事業 活動 及び これ に 関連 する 事業 活動 
に 関す る 規制 に つい て 規定 する 法律 及び 法律 に 基づく 命令 (告示 を 含む 。 以下 、 こ の 
項 に お いて 「 法 令 」 と いう 。) の 規定 の 解釈 並び に 当該 新 事業 活動 及び これ に 関連 す 
る 事業 活動 に 対す る 当該 規定 の 適用 の 有無 に つい て 、 そ の 確認 を 求め る こと が で きる 
制度 (以下 、「 グ レー ゾー ン 解 消 制度 」 と いう 。) を 規定 し て いる 。 本 項 は 、 グ レー 
ゾー ン 解 消 制度 に お ける 事務 手続 き を 規定 する も の で あり 、 制度 の 利用 に 当たっ て は 、 
必ず 経済 産業 省 策定 に 係る 「 産 業 競争 力 強 化 法 「 企 業 実証 特例 制度 」 及 び 「 グ レー ゾ 
ー ン 解消 制度 」 の 利用 の 手引 き 」 (平成 26 年 1 月 20 日 経済 産業 省 ) (以下 、 こ の 項 
に お いて 「 利 用 の 手引 き 」 と いう 。) を 参照 する も の と する 。 


(1 ) 照会 窓口 
照会 窓口 は 、 金 融 店 総合 政策 局 総合 政策 課 と する 。 
な お 、 照 会 窓口 た る 金融 庁 総合 政策 局 総合 政策 課 は 、 下 記 (2) ③ の 記載 要領 
に 示す 要件 を 満た し た 照会 書 及 びそ の 写し が 到達 し た 場合 は 速やか に 受け 付け 、 
当該 照会 書 に 記載 され た 確認 の 求め に 係る 法令 が 他 の 関係 行政 機関 の 長 が 所 管 
する も の で ある と き は 、 遅 滞 な く 、 当 該 関 係 行 政 機関 の 長 に 対し 、 そ の 確認 を 求 
め る も の と する 。 


財務 局所 管 の 銀行 は 、 財務 局 に 照会 する 。 財務 局 が 照会 を 受け た 場合 に は 、 金 
融 庁 総合 政策 局 総 合 政 策 課 に 対し 、 照会 書 を 速やか に 電子 メー ル 等 に より 送付 す 


る と と も に 、 照 会 書 及び その 写し を 郵送 に より 送付 する 。 


( 注 ) 財務 局 に お いて は 、 照 会 書 及 びそ の 写し を 金融 店 総合 政策 局 総合 政策 課 に 
送付 する 際 、 当該 照会 書 に 記載 され た 確認 の 求め の うち 当 庁 が 所 管 す る 法令 
に 関す る も の に 限り 、 原 則 と し て 審査 意見 を 付す る も の と する 。 


(2) 照会 書 受領 後 の 流れ 
照会 書 を 受け 付け た 後 は 、 総 合 政策 局 総合 政策 課 に お いて 、 当 該 照 会 書 を 当該 
照会 書 に 記載 され た 確認 の 求め に 係る 法令 を 所 管 する 担当 課室 に 速やか に 回 付 
する と と も に 、 当 該 担当 課室 と 協議 し つつ 、 回 答 を 行う 事案 か 否 か 、 特 に 、 以 下 
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の ① か ら ③ に つい て 確認 し 、 当 制度 の 利用 が で き な い 確認 の 求め の 場合 に は 、 当 
該 照 会 書 を 提出 し た 者 (以下 、 こ の 項 に お いて 「 提 出 者 」 と いう 。) に 対し その 
旨 を 連絡 する 。 ま た 、 照 会 書面 の 補正 及び 追加 書類 の 提出 等 が 必要 な 場合 に は 、 
提出 者 に 対し 所 要 の 対応 を 求め る こと が で きる 。 た だ し 、 追 加 書 類 は 必要 最小 限 
と し 、 提 出 者 の 過度 な 負担 と な ならない よう 努め る も の と する 。 

な お 、 当 庁 の 所 管 す る 法令 に 関し て 、 強化 法 第 9 条 第 3 項 の 関係 行政 機関 の 長 と 
し て 同 項 の 規定 に よる 求め を 受け た 場合 に は 、 上 記 の 連絡 及び 所 要 の 対応 の 求め 
は 、 同 項 の 当該 主務 大 臣 に 対し て 行う も の と する 。 


① 確認 の 求め の 主体 
以下 の イ . 及び 口 . を 満た すか 。 
イ . 提出 者 は 、 新 事業 活動 を 実施 し よう と する 者 で ある こと 。 
( 注 ) 「 新 事業 活動 」 と は 、 新 商品 の 開発 又は 生産 、 新 た な 役務 の 開発 又は 
提供 、 商 品 の 新た な 生産 又は 販売 の 方 式 の 導入 、 役 務 の 新た な 提供 の 方 
式 の 導入 その 他 の 新た な 事業 活動 の うち 、 当該 新た な 事業 活動 を 通じ て 、 
生産 性 (資源 生産 性 (エネ ルギー の 使用 又は 鉱物 資源 の 使用 (エネ ル ギ 
ー と し て の 使用 を 除く 。) が 新た な 事業 活動 を 実施 し よう と する 者 の 経 
済 活動 に 真 献 する 程度 を いう 。) を 含む 。) の 向上 又は 新た な 需要 の 開 
拓 が 見 込ま れる も の で あっ て 、 公 の 秩序 又は 善良 の 風俗 を 害する お それ 
が な いも の を いう (強化 法 第 2 条 第 3 項 、 同 法 施行 規則 第 2 条 ) 。 
ロ . 提出 者 が 、 当 庁 所 管 の 事業 に 係る 新 事業 活動 を 実施 し よう と し て いる 者 で 
ある こと 。 た だ し 、 金融 庁 長官 が 、 強 化 法 第 9 条 第 3 項 の 関係 行政 機関 の 長 
と し て 同 項 の 規定 に よる 求め を 受け た 場合 に つい て は 、 こ の 限り で な い 。 


② 照会 の 対象 

提出 者 が 、 そ の 実施 し よう と する 新 事業 活動 及び これ に 関連 する 事業 活動 に 関 
する 規制 に つい て 規定 する 当 庁 が 所 管 す る 法令 の 規定 の 解釈 並び に 当該 規定 の 
適用 の 有無 に つい て 、 そ の 確認 を 求め る も の で あっ て 、 以 下 の よ うな 照会 を 行う 
も の か どう か 。 

イ . その 事業 や 取引 を 行う こと が 、 無 許可 営業 等 に な ら な いか 。 

ロ . その 事業 や 取引 を 行う こと が 、 無 届け 営業 等 に な ら な いか 。 

ハ . その 事業 や 取引 を 行う こと に よっ て 、 業 務 停 止 や 免許 取消 等 (不利 益 処分 ) 

を 受け る こと が な いか 。 
二 . その 事業 や 取引 を 行う こと に 関し 、 直 接 に 義務 を 課さ れ 又 は 権利 を 制限 さ 
れる こと が な いか 。 


③ 照会 書 の 記載 要領 
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強化 法 施行 規則 様式 第 五 に 従い 、 ま た 利用 の 手引 き を 踏ま え 、 以 下 の 事 項 が 記 
載 さ れ て いる か 。 

イ . 新 事業 活動 及び これ に 関連 する 事業 活動 の 目標 

ロ . 新 事 業 活動 及び これ に 関連 する 事業 活動 の 内 容 

ハ . 新 事業 活動 及び これ に 関連 する 事業 活動 の 実施 時 期 

二 . 解釈 及び 適用 の 有無 の 確認 を 求め る 法令 の 条項 等 

ホホ . 具体 的 な 確認 事項 


(参考 ) 利用 の 手引 き 
グレ ー ゾ ー ン 解消 制度 
提出 書類 
5. 具体 的 な 確認 事項 
現在 、 規 制 の 根拠 と な る 法令 が どの よう な 規定 と な っ て お り 、 そ の うち 、 
どの 部 分 の 解釈 が 明らか で な い の か 、 新 事 業 活動 が 規制 の 対象 と な る の か 韻 
か が 判断 で き な い ポイ ント や 、 それ に よっ て 新 事業 活動 を 行う こと が 難し い 
理由 に 加え 、 そ の こと に 関す る 自己 の 見 解 を 記載 し て くだ さい 。 
規制 所 管 省 店 か ら 明確 か つ わ か りや すい 回 答 を 得る た め 、 例え ば 、「O 〇 OO 
規制 が 支障 と な っ て いる の で は な いか 」 と いう 記載 で は な く 、「O 〇 O 法 に 基 
づき O 〇 〇 が 規制 の 対象 と な っ て いる か どう か が 明らか で な いた め 、 〇 〇 法 に 
基づく 許可 を 受け な く て も 、 新 事業 活動 に お いて 、 〇 〇 を 行う こと が で きる 
の か 確認 し た い 」 と いっ た よう に 、 確認 し た い ポ イン ト を 、 で きる 限り 具体 
的 に 記載 し て くだ さい 。 























(3) 回 答 
① 照会 書 を 回 付 さ れ た 課室 は 、 総合 政策 局 総合 政策 課 に お いて 回 答 を 行う 事案 
と 判断 し た 場合 に お いて は 、 提 出 者 か ら の 照会 書 及 びそ の 写し が 照会 窓口 に 到 
達し て か ら 原 則 と し て 1 か 月 以内 に 提出 者 に 対し 強化 法 施行 規則 様式 第 大 に 
よる 回 答 書 を 交付 する も の と する 。 
また 、 照会 書 を 回 付 さ れ た 課室 は 、 当該 照会 書 に 記載 され た 確認 の 求め に 係 
る 法令 の 規定 の 解釈 及び 適用 の 有無 に つい て の 検討 の 状況 に 照ら し 、 上 記 期 間 
内 に 回 答 書 を 交付 する こと が で き な い こと に つい て や む を 得 な い 理 由 が ある 
場合 に は 、 当該 回 答 書 を 交付 する まで の 間 1 か 月 を 超え な い 期 間 ご と に 、 そ の 
旨 及 びそ の 理由 を 提出 者 に 通知 する も の と する 。 


② 金融 庁 長官 が 、 他 の 関係 行政 機関 の 長 か ら 強化 法 第 9 条 第 3 項 の 規定 に よる 
求め を 受け た 場合 に お いて は 、 照会 書 を 回 付 さ れ た 課室 は 、 同 条 第 1 項 の 規定 
に より 同 項 の 主務 大 臣 が 照会 書 及び その 写し の 提出 を 受け た 日 か ら 原 則 と し 
て 1 か 月 以内 に 当該 求め に 係る 法令 の 規定 の 解釈 及び 適用 の 有無 に つい て 強 
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化 法 施行 規則 様式 第 太 に よる 回 答 書 に 記載 し 、 総 合 政策 局 総合 政策 課 を 通じ て 
これ を 当該 主務 大 臣 に 送付 する も の と する 。 

また 、 この 場合 に お いて 、 当該 求め に 係る 法令 の 規定 の 解釈 及び 適用 の 有無 
に つい て の 検討 の 状況 に 照ら し 、 上 記 期 間 内 に 回 答 書 を 交付 する こと が で き な 
いこ と に つい て や お む を 得 な い 理 由 が ある 場合 に は 、 当 該 回 答 書 を 交付 する まで 
の 間 1 か 月 を 超え な い 期 間 ご と に 、 そ の 旨 及 びそ の 理由 を 、 総合 政策 局 総合 
策 課 を 通じ て 当該 主務 大 臣 に 通知 する も の と する 。 


③ 金融 庁 長官 が 、 他 の 関係 行政 機関 の 長 に 対し 強化 法 第 9 条 第 3 項 の 規定 に よ 
り 確 認 を 求め た 場合 に お いて 、 当 該 関係 行政 機関 の 長 か ら 強化 法 施行 規則 様式 
第 大 に よる 回 答 書 の 送付 を 受け た と き に は 、 総 合 政策 局 総合 政策 課 又 は 当該 確 
認 の 求め と 同一 事案 に つい て 照会 書 を 回 付 さ れ た 課室 を 通じ て 、 提 出 者 に 当該 
回 答 書 を 交付 する も の と する 。 
また 、 当 該 関 係 行 政 機関 の 長 か ら 、 原 則 と し て 1 か 月 以内 に 回 答 書 を 交付 す 
る こと が で き な い 旨 及 びそ の 理由 の 通知 を 受け た 場合 に は 、 こ れ ら を 提出 者 に 
通知 する も の と する 。 
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一 4 銀行 法 等 に 係る 事務 処理 
四 一 4 一 1 営業 拠点 等 の 取扱 い 


(1) 職員 の 派出 の 取扱 い 
派出 と は 、 特 定 の 施設 内 の 一 定 の 場所 に 職員 を 派遣 し 、 当 該 施設 主体 の た め に 、 
金銭 出納 事務 を 行う こと を いい 、 宣 公 庁 、 公 営 住宅 団地 、 総 合 病院 等 の 公共 性 の あ 
る 施設 内 に お いて 公金 等 の 金銭 出納 事務 に 限っ た 事務 ( 注 ) を 行っ て いる 限り に お 
いて 、 銀 行 法 上 の 営業 所 と し な い 扱 いと する こと が で きる 。 


( 注 ) や む を 得 ず 預金 等 の 取次 行為 と 同様 の 行為 を 行う 場合 は 、 必 要 最 小 限度 に と ど 
め 、 次 の 点 に 留意 する こと 。 
① 取次 を 行う 対象 と する 者 は 、 当 該 派 出先 の 施設 に 所 属す る 職員 及び 当該 派出 
先 の 施設 を も っ ぱら 利用 する 者 に 限ら れ て いる か 。 
② 取次 行為 を 行う に 当たっ て は 、 人 金銭 や 通帳 の 預り 証 等 を 発行 する な ど 事 故 防 
止 に つい て 万 全 を 期し て いる か 。 


(2 ) 内 部 事務 等 を 行う 施設 の 取扱 い 
顧客 先 に 出向 いて 営業 活動 を 行う 職員 の 内 部 事務 等 を 行う た め に 設置 され た 
施設 な ど は 、 当該 施設 に お いて 恒常 的 に 対 顧 客 業務 を 行わ な い 限 り に お いて 、 銀 
行 法 上 の 営業 所 と し な い 扱 いと する こと が で きる 。 この 場合 、 利用 者 が 当該 施設 
を 営業 所 と 誤認 し な いよ うな 措置 を 講じ て いる か 留意 する も の と する 。 


(3) 営業 所 の 設置 、 位 置 変 更 の 取扱 い に つ いて 
法 第 8 条 第 1 項 に 規定 する 営業 所 の 位置 変更 の 届出 は 、 所 在 地 の 変 更 を 伴う 位 
置 変更 に つい て 提出 すれ ば よい こと に 留意 する 。 また 、 既存 の 営業 所 の 一 部 の 部 
門 (例え ば 、 銀行 の 固有 業務 を 一 部 行っ て いる ディ ー リ ング ルー ム や 法人 営業 部 
門 な ど ) を 分 離し 、 新た に 当該 部 門 の 業務 を 営む 営業 所 を (所 在 地 の 変 更 を 伴っ 
て ) 設置 し よう と する 場合 に は 、 同 項 に 規定 する 営業 所 の 設置 の 届出 が 必要 で あ 
る こと に 留意 する 。 


一 4 一 2 法 第 10 条 第 2 項 の 業務 の 取扱 い 


罰 一 4ー2ー1 地域 活性 化 等 業務 に お ける 留意 点 等 

(1) 銀行 が 行う こと が で きる 法 第 10 条 第 2 項 第 21 号 の 業務 (以下 「 地 域 活 性 化 等 業 
務 」 と いう 。) は 、 施 行 規則 第 13 条 の 2 の 5 各 号 に お いて 具体 的 に 類型 が 列挙 され 
て いる が 、 同 条 柱 書 括弧 書 に よっ て 、「 当 該 銀行 の 営む 銀行 業 に 係る 経営 資源 に 加え 
て 、 当 該 業 務 の 遂行 の た め に 新た に 経営 資源 を 取得 する 場合 に あっ て は 、 娠 要 の 状 
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況 に より その 相当 部 分 が 活用 され な いと き に お いて も 、 当 該 銀 行 の 業務 の 健全 か つ 
適切 な 遂行 に 支障 を 及ぼ す お それ が な いも の に 限る 。」 と いう 要件 が 付 さ れ て いる 。 
デジ タル 化 や 地方 創 生 な ど 持 続 可能 な 社会 の 構築 に 資す る た め 、 地 域 活性 化 等 業 
務 を 銀行 の 業務 範囲 に 追加 し た 点 に 鑑み れ ば 、 当 該 要 件 に つい て 過度 に 厳格 な 扱い 
を すべ き で は な い 点 に 留意 する 必要 が ある 。 

そこ で 、 当 該 要 件 に つい て は 、 新 規 又は 追加 的 に 取得 し な けれ ば な ら な い リ ソー 
ス を 最小 限度 に し な く て は な ら な いわ け で は な く 、 仮 に 当該 業務 の 需要 が ゼロ に な 
っ た と し て も 、 銀 行 の 固有 業務 の 遂行 又は 健全 性 に 著しい 支障 を きた さ な い こと が 
明らか で ある 限り 、 当 該 要 件 を 充足 する と みな すこ と が で き 、 地 域 活性 化 等 業務 と 
し て 実施 可能 で ある こと に 留意 する 。 


(2 ) 銀行 が 行う こと が で きる 地域 活性 化 等 業務 の うち 、 施行 規則 第 13 条 の 2 の 5 第 2 
号 の 業務 に つい て は 、 取 引 上 の 優越 的 地位 を 不当 に 利用 する こと が な いよ う 留 意 
る こと 。 


世 一 4ー2ー2  「 そ の 他 の 付随 業務 」 等 の 取扱 い 


銀行 が 法 第 10 条 第 2 項 の 業務 ( 同 項 各 号 に 掲げ る 業務 を 除く 。 以下 「 そ の 他 の 付 
随 業 務 」 と いう 。) 等 を 行う 際 に は 、 以 下 の 観 点 か ら 十 分 な 対応 を 検証 し 、 態 勢 整備 
を 図っ て いる か 。 


(1) 銀行 が 、 取 引 先 企業 に 対し て 行う 人 材 紹介 業務 、 オ ペレ ー テ ィング リー ス ( 不 
動産 を 対象 と する も の を 除く 。) の 媒介 業務 、M&A に 関す る 業務 、 事 務 受 託 業 
務 に つい て は 、 取 引 先 企業 に 対す る 経営 相談 ・ 支 援 機能 の 強化 の 観点 か ら 、 固 有 
業務 と 切り 離し て これ ら の 業務 を 行う 場合 も 「 そ の 他 の 付随 業務 」 に 該当 する 。 

また 、 個 人 (事業 を 行う 場合 に お ける も の を 除く 。) に 対し て 行う 財産 形成 に 
関す る 相談 に 応ずる 業務 も 「 そ の 他 の 付随 業務 」 に 含ま れる 。 


( 注 ) 人 材 紹介 業務 に つい て は 、 職 業 安定 法 に 基づく 許可 が 必要 で ある こと に 留意 
する こと 。 ま た 、 そ の 実施 に 当たっ て は 、 取 引 上 の 優越 的 地位 を 不当 に 利用 す 
る こと が な いよ う 留 意 す る こと 。 


な お 、 実施 に 当たっ て は 、 顧客 保護 や 法令 等 遵守 の 観点 か ら 、 以 下 の 点 に つい 
て 態勢 整備 が 図ら れ て いる 必要 が ある こと に 留意 する こと 。 
① 優越 的 地位 の 藩 用 と し て 独占 禁止 法 上 問題 と な る 行為 の 発生 防止 等 法令 等 
の 厳正 な 遵守 に 向け た 態勢 整備 が 行わ れ て いる か 。 


( 注 ) 個人 (事業 を 行う 場合 に お ける も の を 除く 。) に 対し て 行う 財産 形成 に 関 
する 相談 に 応ずる 業務 の 実施 に 当たっ て は 、 金融 商品 取引 法 に 規定 する 投資 
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助言 業務 に 該当 し な い 等 の 厳正 な 遵守 に 向け た 態勢 整備 が 行わ れ て いる か 。 


② コン サル ティ ング 業務 等 に より 提供 され る 商品 や サー ビス の 内 容 、 対価 等 契 
約 内 容 が 書面 等 に より 明示 され て いる か 。 

③ 付随 業務 に 関連 し た 顧客 の 情報 管理 に つい て 、 目的 外 使用 も 含め 具体 的 な 取 
扱い 基準 が 定め られ 、 それら の 行員 等 に 対す る 周知 徹底 に つい て 検証 態勢 が 整 
備 さ れ て いる か (IL 一 3ー2 一 3 一 2 参照 ) 。 


(2 ) 銀行 が 、 従 来 か ら 実施 する こと を 認め られ て きた 電子 マネ ー (オフ ライ ン デ ビ 
ッ ト に お ける 電子 カー ド を 含む 。) の 発行 に 係る 業務 に つい て は 、 発 行 見 合資 金 
の 管理 等 、 利 用 者 保護 に 十分 配慮 し た 対応 と な っ て いる こと に つい て 、 銀 行 自ら 
が 十分 挙 証 で きる よう 態勢 整備 を 図る 必要 が ある こと に 留意 する こと 。 


(3) 資金 の 貸付 け 等 と 同様 の 経済 的 効果 を 有する 取引 
① 銀行 が 、 顧 客 又 は その 関係 者 の 宗教 を 考慮 し て 、 商 品 (取引 所 に お いて 売買 

する こと が で きる 物品 を いう 。 以下 この (3) に お いて 同じ 。) の 売買 (取引 所 

外 で の 売買 を 含む 。 以 下 こ の (3) に お いて 同じ 。) 、 物 件 の 賃貸 借 又 は 顧客 の 

営む 事業 に 係る 権利 の 取得 が 含ま れる 資金 の 貸付 け と 同様 の 経済 的 効果 を 有 す 
る 取引 (銀行 法 第 10 条 第 1 項 第 2 号 又は 同 条 第 2 項 第 18 号 に 該当 する も の を 

含む 。) を 行う 場合 に は 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 

イ . 当該 取引 に 商品 の 売買 が 含ま れる 場合 に は 、 当 該 商 品 の 売買 代金 に 係る 信 
用 リス ク 以 外 に 商品 に 関す る リス ク (当該 取引 に 必要 と な る 商品 の 売買 が で 
き な い リス ク を 含む 。 以下 この (3) に お いて 同じ 。) を 銀行 が 負担 し て いな 
いこ と 。 

ロ . 当該 取引 に 物件 の 賃貸 が 含ま れる 場合 (銀行 が 当該 物件 の 取得 前 に 取得 の 
対価 を 支払 う 場 合 を 含む 。) に は 、 当該 物件 の 賃料 に 係る 信用 リス ク 以 外 に 当 
該 物 件 に 関す る リス ク を 銀行 が 負担 し て いな いこ と 。 また 、 銀行 法 第 10 条 第 
2 項 第 18 号 の 要件 を 満た すこ と 、 銀行 が 物件 の 建設 等 、 銀行 が 行う こと の で 
き な い 業務 を 行う こと と な っ て いな いこ と 。 

ハ . 当該 取引 に 顧客 の 行う 事業 に 係る 権利 の 取得 が 含ま れる 場合 に は 、 当 該 権 
利 か ら 生 じ る キャ ッシュ フロ ー が 資金 の 貸付 け と 同様 で あり 、 当 該 事業 に 関 
する リス ク の うち 当該 顧客 に 対す る 信用 リス ク と 評価 で き な い も の を 銀行 が 
負担 し て いな いこ と 。 

② 銀行 が 、 顧 客 又 は その 関係 者 の 宗教 を 考慮 し て 、 商 品 の 売買 が 含ま れる 聞 金 

の 受入 れ と 同様 の 経済 的 効果 を 有する 取引 (銀行 法 第 10 条 第 1 項 第 1 号 に 該当 

する も の を 含む 。) を 行う 場合 に は 、 商品 に 関す る リス ク を 負担 し て いな いこ と 

に 留意 する 。 


③ 銀行 が 、 顧 客 又 は その 関係 者 の 宗教 を 考慮 し て 、 商 品 の 売買 が 含ま れる 金利 ・ 
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通貨 スワ ッ プ 取引 と 同様 の 経済 的 効果 を 有する 取引 を 行う 場合 に は 、 商 品 に 関 
する リス ク を 負担 し て いな いこ と に 留意 する 。 


(4) 上 記 (1) か ら (3) に 定め られ て いる 業務 以外 の 業務 (余剰 能力 の 有効 活用 
を 目的 と し て 行う 業務 を 含む 。) が 、「 そ の 他 の 付随 業務 」 の 範 晴 に ある か どう か 
の 判断 に 当たっ て は 、 法 第 12 条 に お いて 他 業 が 禁止 され て いる こと に 十分 留意 
し 、 以 下 の よ うな 観点 を 総合 的 に 考慮 し た 取扱 いと な っ て いる か 。 
① 当該 業務 が 法 第 10 条 第 1 項 各 号 及び 第 2 項 各 号 に 掲げ る 業務 に 準ずる か 。 
② 当該 業務 の 規模 が 、 その 業務 が 付随 する 固有 業務 の 規模 に 比 し て 過大 な も の 
と な っ て いな いか 。 

③ 当該 業務 に つい て 、 銀行 業 務 と の 機能 的 な 親近 性 や リス ク の 同質 性 が 認め ら 
れる か 。 

④ 銀行 が 固有 業務 を 遂行 する 中 で 正当 に 生じ た 余剰 能力 の 活用 に 資す る か 。 


( 注 1) 銀行 グル ー プ の 効率 的 か つ 合 理 的 な 業務 運営 を 目的 と し て 、 事 業 用 不動 産 
の 賃貸 等 を グル ー プ 会 社 に 対し て 行う 場合 (当該 グル ー プ 会 社 自身 が 使用 す 
る 場合 に 限る 。) は 、「 そ の 他 の 付随 業務 」 の 範 還 に ある と 考え られ る 。 
な お 、 上 記 目 的 に 照ら し 、 銀 行 グ ルー プ の 範囲 は 、 主 要 行 等 向け の 総合 浅 
な 監督 指針 V - 1 (2) に 規定 する 範囲 に 限定 され 、 銀 行 持株 会 社 又 は 銀行 
の 企業 会 計上 の 連結 基準 と 整合 的 な 取扱 いと な っ て いる 必要 が ある こと に 留 
意 す る こと 。 


( 注 2) 上 記 規 定 を 総合 的 に 考慮 する に 当たり 、 例 えば 、 グ ルー プ 会 社 以外 の 者 に 
対し 事業 用 不動 産 の 賃貸 等 を 行わ ざる を 得 な く な っ た 場合 に お いて は 、 以 下 
の よう な 要件 が 満た され て いる こと に つい て 、 銀 行 自ら が 十分 挙 証 で きる よ 
う 態 勢 整 備 を 図る 必要 が ある こと に 留意 する こと 。 な お 、 国 や 地方 自治 体 の 
ほか 、 地 域 の ニー ズ や 実情 等 を 踏ま え 公 共 的 な 役割 を 有 し て いる と 考え られ 
る 主体 か ら の 要請 に 伴い 賃貸 等 を 行う 場合 は 、 地 方 創 生 や 中 心 市 街 地 活性 化 
の 観点 か ら 、 二 . に つい て は 要請 内 容 等 を 踏ま えて 判断 し て も 差し 支え な い 。 


イ . 行内 的 に 業務 と し て の 積極 的 な 推進 態勢 が と られ て いな いこ と 

ロ . 全 行 的 な 規模 で の 実施 や 特定 の 管理 業者 と の 間 に お ける 組織 的 な 実施 が 行 
われ て いな いこ と 

ハ . 当該 不動 産 に 対す る 経費 支出 が 必要 最低 限 の 改装 や 修繕 程度 に と ど ま る こ 
と 。 た だ し 、 公 的 な 再開 発 事業 や 地方 自治 体 等 か ら の 要請 に 伴う 建 替え 及び 
新設 等 の 場合 に お いて は 、 必 要 最 低 限 の 経費 支出 に と ど ま っ て いる こと 

ニニ . 賃貸 等 の 規模 が 、 当 該 不動 産 を 利用 し て 行わ れる 固有 業務 の 規模 に 比較 し 
て 過大 な も の と な っ て いな いこ と 
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※ 賃貸 等 の 規模 に つい て は 、 賃料 収入 、 経費 支出 及び 賃貸 面積 等 を 総合 的 に 勘 
案 し て 判断 する (一 の 項目 の 状況 の み を も っ て 機械 的 に 判断 する 必要 は な い 
も の と する 。) 


( 注 3) リス トラ に より 、 事 業 用 不動 産 で あっ た も の が 業務 の 用 に 供 さ れ な く な っ 
た こと に 伴い 、 短 期 の 売却 等 処分 が 困難 な こと か ら 、 将 来 の 売却 等 を 想定 し 
て 一 時 的 に 賃貸 等 を 行わ ざる を 得 な く な っ た 場合 に お いて は 、 上 記 ( 注 2) 
を 準用 する こと (た だ し 、 ハ . の た だ し 書 及び 二 . を 除く 。)。 
な お 、 国 や 地方 自治 体 の ほか 、 地 域 の ニー ズ や 実情 等 を 踏ま え 公共 的 な 役 
割 を 有 し て いる と 考え られ る 主体 か ら の 要請 に 伴い 賃貸 等 を 行う 場合 は 、 地 
方 劉生 や 中 心 市 街 地 活性 化 の 観点 か ら 、 賃 貸 等 の 期間 に つい て は 、 有 要請 内 容 
等 を 踏ま えて 判断 し て も 差し 支え な い 。 


( 注 4)「 そ の 他 の 付随 業務 」 の 範 醒 に ある か どう か を 判断 する 際 の 参考 と し て 、 一 
般 的 な 法令 解釈 に 係る 書面 照会 手続 及び ノー アク ショ ン レ ター 制度 に お ける 
回 答 を 参照 する こと (金融 庁 HP「 法 令 解釈 に 係る 照会 手続 (ノー アク ショ 
ン レ ター 制度 ほか )」)。 


罰 一 4 一 3 預金 等 の 取扱 い 


次 の 預金 及び 定期 積 金 (外貨 建て の も の を 除く 。 以 下 「 預 金 等 」 と いう 。) に つい て 、 
その 商品 の 定義 等 に 係る 照会 が あっ た 場合 に は 、 一 般 法令 や 他 商 品 の 取扱 い を 定め た 法 
令 等 で の 取扱 い を 勘案 し 、 以 下 の 点 に 留意 の うえ 対応 する も の と する 。 

な お 、 銀 行 に お ける 預金 等 の 商品 設計 に つい て は 、 元 本 保証 を 前 提 に 、 原 則 と し て 自 
由 で あり 各行 の 経営 判断 に より これ を 行う こと が で きる 点 に 留意 する も の と する 。 


相 一 4ー3 一 1 譲渡 性 預金 (外国 で 発行 され る も の を 除く 。) 
譲渡 性 預金 と は 、「 払 戻し に つい て 期限 の 定め が ある 預金 で 、 譲 渡 禁 止 特約 の な いも の 」 
を いう 。 な お 、 こ うし た 商品 性 に か ん が み 以 下 の よ うな 取扱 い に つ いて 留意 する 必要 が 
ある 。 
(1) 期限 前 解約 及び 買取 償却 

預入 日 に 指定 され た 満期 日 前 の 解約 及び 発行 銀行 に よる 買取 償却 は 行わ れ て いな 


いか 。 


(2) 流通 取扱 
銀行 は 、 自 己 の 発行 し た 議 渡 性 預金 の 売買 を 行っ て いな いか 。 ま た 、 銀 行 は 、 譲 
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渡 性 預金 発行 の 媒介 等 を 行っ て いな いか 。 


(3) 個別 の 相対 発行 で は な く 、 均 一 の 条件 で 不 特定 多数 の 者 に 対し て 、 公 募 と いっ た 
形 で 大 量 に 発行 され て いる 場合 は な いか 。 


一 4 一 3 一 2 期間 の 定め の ある 預金 
以下 の 点 に 留意 し た 取扱 いと な っ て いる か 。 


(1 ) 定期 預金 の 預入 期間 に つい て は 、 「 準 備 預 金 制度 に 関す る 法律 」 に 定め る 区 分 ( 払 
出し に つい て 期限 の 定め の ある 預金 で 、 そ の 払戻 期限 が 当該 預金 を 締結 し た 日 か ら 
起算 し て 1 か 月 を 経過 し た 日 以後 に 到来 する も の ) と の 整合 性 が 保 た れ て いる か 。 


(2 ) 変動 金利 定期 預金 (預入 時 に 満期 日 まで の 利率 が 確定 し な い 定 期 預金 ) の 利率 は 、 
基準 と な る 指標 及び 一 定 の 利率 設定 方 法 に より 設定 し 、 こ の 指標 及び 利率 設定 方 法 
を 満期 日 まで 継続 し て いる か 。 


罰 一 4ー8 一 3 期間 の 定め の な い 了 預金 
以下 の 点 に 留意 し た 取扱 いと な っ て いる か 。 


(1) 据置 期間 の ある 預金 
据置 期間 が 1 か 月 以上 の 場合 又は 据置 期間 内 と 据置 期間 後 と で 利率 設定 が あら か 
じ め 異 な る 場合 に は 、 握 置 期 間 内 の 取扱 い に つ いて 、 上 記 息 一 4ー3 一 2 (2) と 
同様 の 取扱 い が な され て いる か 。 


(2 ) 貯蓄 預金 

貯蓄 預金 と は 「 受 入 対象 を 個人 の み と す る 預金 で 、 預 入 ・ 払 出 に つい て 、 給 与 、 
公 的 及び 私 的 年 金 (財形 年 金 を 含む 。) 、 株 式 ・ 信 託 の 配当 金 及 び 投 資 信託 の 分 配 金 
等 並び に 保護 預り の 国債 及び 社債 等 の 元利 金 に 係る 自動 振込 入金 、 同 時 に 百 件 以上 
の 取扱 い を 行う 総合 振込 入金 、 公 共 料 金 の 払込 み 等 契約 に 基づく 継続 的 な 自動 振替 
及び 振込 出 金 、 総 合 口座 の 取扱 い が 行わ れ て いな いも の 」 を いい 、 当 局 は 、 本 預金 
を 官民 トー タル バラ ンス の 確保 の 際 の 基準 と な る べき ベン チマ ー ク と する も の と す 
る 。 


一 4 一 4 大 口 信用 供与 
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① 法 第 13 条 第 1 項 た だ し 書 ( 同 条 第 2 項 で 準用 する 場合 を 含む 。 以 下 の に お いて 
同じ 。) の 承認 の 申請 が あっ た と き は 、 信 用 供与 等 限度 額 を 超え る こと に つい て 信 
用 の 供与 等 を 受け て いる 者 が 合併 を し 、 又 は 事業 を 譲り 受け た こと その 他 施 行 令 及 
び 施 行 規則 で 定め る や む を 得 な い 理 由 が ある か どう か を 審査 する も の と する 。 
当該 承認 に 当たっ て は 、 原則 と し て 、 今後 の 信用 供与 等 限度 額 超 過 の 解消 に 向け 
= 計画 を 求め る と と も に 、 決 算 期末 (中 間 期 末 を 含む 。) まで に 解消 され る 場合 を 
除き 、 定 期 的 に 計画 の 履行 状況 を 報告 させ る も の と する 。 
② 施行 規則 第 14 条 の 3 第 2 項 第 3 号 の 「 そ の 他 金 融 店 長官 が 適当 と 認め る や む を 
得 な い 理 由 が ある こと 。」 (施行 規則 第 14 条 の 6 第 1 項 で 準用 する 場合 を 含む 。) に 
該当 し 、 法 第 13 条 第 1 項 た だ し 書 の 承認 を する 場合 と し て は 、 例 えば 、 下 記 イ か 
ら ハ まで に 掲げ る よう な 事情 が あり 、 銀 行 の 健全 性 に 支障 が 生じ な いと 認め られ る 
場合 が 考え られ る 。 
イ . 法令 上 の 義務 に 基づき 信用 の 供与 等 を する 場合 
ロ . 金融 グル ー プ の 組織 再編 や ビジ ネス モデ ル の 再 構築 等 を 実施 する 場合 で あっ 
て 、 当 該 組織 再編 等 の 目的 の 実現 の た め に 必要 で ある と 認め られ る 場合 
ハ . スト レス 状況 下 に お いて 、 銀 行間 市 場 の 安定 性 を 確保 する こと を 目的 と し て 、 
コー ル ロ ー ン その 他 の 銀行 間 エ クス ポー ジャ ー に つい て 信用 供与 等 限度 額 を 
超過 する 必要 性 が 認め られ る 場合 
上 記 イ 又は 口 に 該当 し 、 法 第 13 条 第 1 項 た だ し 書 の 承認 を する 場合 に は 、 上 記 
① に か か わら ず 、 信 用 供与 等 限度 額 超過 の 解消 に 向け た 計画 を 求め な いも の と する 。 


入 一 4 一 5 アー ムズ ・ レ ング ス ・ ル ー ル 


アー ムズ ・ レ ング ス ・ ル ー ル は 、 銀 行 と 銀行 グル ー プ 内 会 社 等 と の 利益 相反 取引 を 通 
じ て 銀 行 経 営 の 健全 性 が 損なわ れる こと 等 を 防止 する た め の 規 定 で あり 、 以 下 の 点 に 留 
意 する 。 


(1) 銀行 グル ー プ 内 に お いて 業務 委託 、 そ の 他 の 取引 を 行う 場合 に 、 ア ー ム ズ ・ レ ン 

グ ス ・ ル ー ル に 違反 し て いな いか に つき 銀行 に お いて 適切 に 検証 が 行わ れ て いる か 。 
例え ば 、 以 下 の よ うな 取引 又は 行為 は 、 施 行 規則 第 14 条 の 10 又は 第 14 条 の 11 

に 規定 する 取引 又は 行為 に 該当 する 可能 性 が ある こと か ら 、 か か る 取引 又は 行為 を 
行う に あたっ て は 、 法 第 13 条 の 2 た だ し 書 及び 施行 規則 第 14 条 の 8 に 基づく 内 閣 
総理 大 臣 の 承認 の 必要 性 を 検討 し て いる か 。 
① 賃料 ・ 手 数 料 減免 
② 金利 減免 、 金 利 支払 猫 予 
③ 債権 放棄 、DES (デット ・ エ クイ ティ ・ ス ワッ プ ) 
④ 特定 関係 者 が 債務 超過 で ある 場合 等 に お ける 増資 等 の 引受 け 
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(2 ) 法 第 13 条 の 2 た だ し 書 の 承認 の 申請 が あっ た と き は 、 当該 申請 を し た 銀行 が 法 第 
13 条 の 2 各 号 に 掲げ る 取引 又は 行為 を する こと に つい て 施行 規則 第 14 条 の 8 第 1 
項 各 号 に 掲げ る や む を 得 な い 理由 が ある か どう か 又は 同 条 第 2 項 に 掲げ る 要件 に 該 
当 す る か どう か を 審査 する が 、 そ の 際 留 意 す べき 項目 は 以下 の と お り 。 
① 施行 規則 第 14 条 の 8 第 1 項 第 3 号 に 該当 する 場合 

イ . 特定 関係 者 が 経営 危機 に 陥り 再建 支援 の 必要 な 状況 か 。 
ロ . 特定 関係 者 が 再建 支援 を 受け る に 当たり 、 十 分 な 自助 努力 及び 経営 責任 の 明 


確 化 が 図ら れ て いる か 。 
ハ . 特定 関係 者 を 整理 ・ 清 算 し た 場合 に 比べ 、 当 該 取 引 又 は 行為 を 行う こと に 経 
済 的 合理 性 が ある か 。 


ニニ . 債権 放棄 や 金銭 贈与 の 場合 に は 、 経 営 改善 計画 の 期間 中 の 支援 に よる 損失 見 
込 額 の 全額 に つい て 、 当 該 計画 開始 前 に 償却 ・ 引 当 を 行う こと と し て いる か 。 
な お 、 承 認 に 当たっ て は 、 特 定 関係 者 の 経営 改善 計画 の 確実 な 履行 を 図る 観点 か 
ら 、 必 要 に 応じ 、 以 下 の 条件 を 付す も の と する 。 
a. 特定 関係 者 の 経営 改善 計画 を 確実 に 履行 させ る よう 図る こと 
b. 特定 関係 者 の 経営 改善 計画 の 履行 状況 、 履 行状 況 に 対す る 銀行 の 認識 、 当 該 
特定 関係 者 に 対す る 銀行 の 経営 管理 方 針 に つい て 、 経 営 改善 計 画 の 期間 中 、 事 
業 年 度 毎 に 報告 する こと 
c. 特定 関係 者 の 経営 改善 計画 の 履行 状況 が 不 十分 で ある 場合 、 特 定 関係 者 の 業 
務 の 見 直し を 含め 、 経 営 改善 計画 の 抜本 的 な 見 直し を 検討 する こと 
② 施行 規則 第 14 条 の 8 第 1 項 第 4 号 に 該当 する 場合 
銀行 が 特定 関係 者 と の 間 で 当該 取引 又は 行為 を 行わ な けれ ば 今後 より 大 き な 損 
失 を 被る こと に な る こと が 社会 通念 上 明らか で ある か 。 


一 4 一 6 自己 資本 比率 の 計算 


自己 資本 比率 の 計算 の 正確 性 等 に つい て は 、 告 示 及 び バ ー ゼ ル 合 意 の 趣旨 を 十分 に 踏 
まえ 、 以 下 の 点 に 留意 し て チェ ッ ク す る も の と する 。 


( 注 ) 以下 の 留意 点 は 、 国 内 基準 行 に つい て 記載 し て いる 。 国際 統一 基準 行 に つい て 
は 、 主 要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 ( 思 一 2ー1 一 1 一 2 一 2 (3) を 除く 。) 
を 参照 する こと 。 


罰 一 4 一 6 一 1 「 意 図 的 に 保有 し て いる 他 の 金融 機関 等 の 対象 資本 調達 手段 」 控 除 の 
た め の チ ェ ッ ク 


自己 資本 比率 向上 の た め に 資本 調達 手段 を 相互 に 意図 的 に 保有 する こと は 、 銀行 及 
び 他 の 人 金融 機関 等 の 双方 に お いて 実体 の 伴わ な い 資 本 が 計上 され る こと と な り 、 人 金融 
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シス テム を 脆弱 な も の に する こと か ら 、 バ ー ゼ ル 合 意 を 踏ま え 、 告 示 第 29 条 第 4 項 
等 に お いて 、 銀行 及び 他 の 金融 機関 等 と の 間 で 相互 に 自己 資本 を 向上 させ る た め 、 意 
図 的 に 当該 他 の 金融 機関 等 の 資本 調達 手段 を 保有 し て いる と 認め られ 、 か つ 、 当 該 他 
の 金融 機関 等 が 意図 的 に 当該 銀行 又は 連結 子 法人 等 の 資本 調達 手段 を 保有 し て いる 
と 認め られ る 場合 (以下 「 意 図 的 持 合 」 と いう 。)、 銀 行 又 は 連結 子 法人 等 が 保有 する 
資本 調達 手段 に つい て は 、 そ の 全額 を コア 資本 に 係る 調整 項目 と し て 自己 資本 か ら 控 
除 し な けれ ば な ら な いも の と し て いる 。 こ の 意図 的 持 合 に つい て は 、 具体 的 に 以下 の 
よう な 場合 を 指す こと と する が 、 こ れ に 該当 し て いる か 。 


(1 ) 銀行 又は 連結 子 法人 等 が 、 平成 9 年 7 月 31 日 以降 、 我が国 の 預金 取扱 金融 機関 と 
の 間 で 、 相 互 に 資本 増強 に 協力 する こと を 主たる 目的 の 一 つと し て 互い に 資本 調達 
手段 を 保有 する こと を 約 し 、 こ れ に 従い 、 銀 行 又は 連結 子 法人 等 が 当該 預金 取扱 金 
融 機関 の 資本 調達 手段 を 保有 し 、 か つ 、 当 該 預 金 取 扱 金融 機関 も 銀行 又は 連結 子 法 
人 等 の 資本 調達 手段 を 保有 し て いる 場合 


(2 ) 銀行 又は 連結 子 法人 等 が 、 平成 24 年 12 月 12 日 以降 、 他 の 金融 機関 等 (我が国 の 
預金 取扱 金融 機関 を 除く 。) と の 間 で 、 相互 に 資本 増強 に 協力 する こと を 主たる 目的 
の 一 つと し て 互い に 資本 調達 手段 を 保有 する こと を 約 し 、 こ れ に 従い 、 銀 行 又は 連 
結子 法人 等 が 当該 他 の 金融 機関 等 の 資本 調達 手段 を 保有 し 、 か つ 、 当 該 他 の 金融 機 
関 等 が 銀行 又は 連結 子 法人 等 の 資本 調達 手段 を 保有 し て いる 場合 
※ し た が っ て 、 他 の 金融 機関 等 が 当該 銀行 又は 連結 子 法人 等 の 資本 調達 手段 を 保 

有 し て いな い 場 合 は 、 意 図 的 持 合 に は 該当 し な い 。 ま た 、 他 の 金融 機関 等 と の 間 
で 相互 に 資本 調達 手段 を 保有 し て いる 場合 で あっ て も 、 相 互 に 資本 増強 に 協力 す 
る こと を 主たる 目的 の 一 つと し て 資本 調達 手段 を 互い に 保有 する こと が 約 さ れ て 
いる と は 認め られ な い 場 合 (例え ば 、 専 ら 純 投資 目的 等 に より 流通 市 場 等 に お い 
て 他 の 金融 機関 等 の 資本 調達 手段 を 取得 及び 保有 し て いる 場合 や 、 専 ら 業 務 提 携 
を 行う 目的 で 他 の 人 金融 機関 等 の 資本 調達 手段 を 相互 に 保有 し て いる 場合 、 ま た 、 
証券 子会社 が マー ケッ ト ・ メ イキ ング 等 の 目的 で 一 時 的 に 他 の 人 金融 機関 等 の 資本 
調達 手段 を 保有 し て いる 場合 等 ) は 、 意 図 的 持 合 に は 該当 し な い 。 

※※ な お 、 上 記 の 意図 的 に 保有 し て いる 他 の 金融 機関 等 の 対象 資本 調達 手段 の 額 
の ほか 、 同 じ く コア 資本 に 係る 調整 項目 の 額 に 含ま れる 少数 出資 金融 機関 等 の 対 
象 普通 株 式 等 の 額 、 特 定 項目 に 係る 10 パー セン ト 基 準 超過 額 又は 特定 項目 に 係る 
15 パー セン ト 基 準 超過 額 の 算出 に 際 し て 、 時 価 評価 差額 が その 他 有 価 証券 評価 差 
額 金 と し て その 他 の 包括 利益 累計 額 又 は 評価 ・ 換 算 差額 等 の 項目 と し て 計上 され 
る 対象 普通 株 式 等 又は 対象 資本 調達 手段 に つい て は 、 時 価 に よる 評価 替え を 行 
な い 場 合 の 額 を も っ て その 額 と する 必要 が ある こと に 留意 する 。 


玉 一 4 一 6 一 2 他 の 人 金融 機関 等 向け 出資 の 調整 項目 に 係る 除外 事由 該当 性 の チェ ッ ク 
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告示 第 29 条 第 9 項 第 1 号 又 は 第 41 条 第 8 項 第 1 号 で は 、「 そ の 存続 が 極め て 困難 で あ 
る と 認め られ る 者 の 救済 又は 処理 の た め の 資 金 の 援助 を 行う こと を 目的 と し て 保有 する 
こと と な っ た 資本 調達 手段 」 に つい て は 、 当 該 資本 調達 手段 の 保有 に 係る 特殊 事情 その 
他 の 事情 を 勘案 し て 金融 店長 官 が 承認 し た 場合 に 限り 、 当 該 承 認 に お いて 認め られ た 期 
間 、 コ ア 資 本 に 係る 調整 項目 の 額 を 算出 する 場合 に お ける 当該 算出 の 対象 か ら 除 外す る 
こと が で きる も の と され て いる 。 

この 場合 に お いて 、 そ の 存続 が 極め て 困難 で ある と 認め られ る か 否 か は 、 銀 行 に よる 
資本 調達 手段 の 取得 時 点 に お ける 当該 資本 調達 手段 の 発行 者 の 財政 状態 及び 経営 成績 普 
びに 経済 情勢 及び 経営 環境 その 他 の 事情 を 総合 的 に 勘案 し て 判断 する も の と し 、 例 えば 、 
業務 若しくは 財産 の 状況 に 照ら し 預金 等 の 払戻 し を 停止 する お それ の ある 金融 機関 又は 
預金 等 の 払戻 し を 停止 し た 金融 機関 が 含ま れる 。 


( 注 ) し た が っ て 、 か か る 資本 調達 手段 に は 、 預金 保険 法 第 65 条 に 規定 する 適格 性 の 認 
定 等 に 係る 同 法 第 59 条 第 2 項 に 規定 する 合併 等 の 際 に 保有 する こと と な っ た 同 条 
第 1 項 に 規定 する 救済 金融 機関 及び 救済 銀行 持株 会 社 等 の 資本 調達 手段 も 含ま れる 。 


また 、 上 記 取 扱い が 認め られ る 期間 は 、 上 記事 情 に 加え て 、 当 該 資 本 調達 手段 の 発行 
者 の 規模 及び 金融 レス テム に お ける 重要 性 、 当 該 資本 調達 手段 の 種類 及び 保有 額 、 銀 行 
の 資本 の 状況 、 銀 行 が 当該 資本 調達 手段 を 保有 する こと と な っ た 経緯 及び 目的 その 他 の 
背景 事情 並び に 当該 発行 者 と 銀行 の 関係 その 他 の 当該 資本 調達 手段 の 保有 に 係る 事情 を 
総合 的 に 勘案 し て 、 当該 資本 調達 手段 を 取得 し た 日 か ら 10 年 を 基本 と し つつ 、 期間 の 伸 
長 ・ 縮 減 や 、 激 変 緩和 措置 と し て の 対象 範囲 の 段階 的 縮減 を 認め る な ど 、 人 金融 ンス テム 
の 安定 に 鑑み 合理 的 に 必要 と 認め られ る 期間 を 定め る も の と する 。 

な お 、 銀 行 に よる 承認 の 申請 に つい て は 、 原 則 と し て 、 対 象 と な る 資本 調達 手段 の 取 
得 と 同時 又は その 直後 まで に 行う こと が 求め られ る 。 


さら に 、 告示 第 29 条 第 9 項 第 2 号 又は 第 41 条 第 8 項 第 2 号 で は 、「 そ の 存続 が 極め て 
困難 と な る お それ が ある と 認め られ る 者 に 対す る 資金 の 援助 その 他 の 経営 改善 の た め の 
支援 を 行う こと を 目的 と し て 保有 すす る こと と な っ た 資本 調達 手段 」 に つい て も 、 当 該 資 
本 調達 手段 の 保有 に 係る 特殊 事情 その 他 の 事情 を 勘案 し て 金融 庁 長 官 が 承認 し た 場合 に 
限り 、 当 該 承 認 に お いて 認め られ た 期間 、 コ ア 資 本 に 係る 調整 項目 の 額 を 算出 する 場合 
に お ける 当該 算出 の 対象 か ら 除 外す る こと が で きる も の と され て いる 。 

この 場合 に お いて 、 そ の 存続 が 極め て 困難 と な る お それ が ある と 認め られ る か 人 否 か は 、 
銀行 に よる 資本 調達 手段 の 取得 時 点 に お ける 当該 資本 調達 手段 の 発行 者 の 財政 状態 及び 
経営 成績 並び に 経済 情勢 及び 経営 環境 の みな ら ず 、 地 域 に お ける 金融 仲介 機能 を 継続 的 
に 発揮 する た め の 持 続 可 能 な 収益 性 及び 将来 に わた る 健全 性 その 他 の 事情 を 総合 的 に 勘 
案 し て 判断 する も の と し 、 例 えば 、 銀 行 に よる 資本 調達 手段 の 取得 時 点 で は 最低 所 要 自 
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己 資本 比率 を 下回る 状況 に は な いも の の 、 合 理 的 な 事業 計画 に 基づく 収益 の 推移 等 を 踏 
まえ る と 、 資 金 の 援助 その 他 の 経営 改善 の た め の 支 援 を 受け られ な けれ ば 、 将 来 の 一 定 
期間 に 、 最 低 所 要 自 己 資本 比率 を 下回る お それ が 見 込ま れる 金融 機関 等 が 含ま れる 。 


また 、 上 記 取 扱い が 認め られ る 期間 は 、 上 記事 情 に 加え て 、 当 該 資本 調達 手段 の 発行 
者 の 規模 及び 金融 レス テム に お ける 重要 性 、 当 該 資本 調達 手段 の 種類 及び 保有 額 、 銀 行 
の 資本 の 状況 、 銀 行 が 当該 資本 調達 手段 を 保有 する こと と な っ た 経緯 及び 目的 その 他 の 
背景 事情 、 銀 行 が 当該 資本 調達 手段 を 一 時 的 に 保有 する こと に 伴う 発行 者 の 経営 改善 の 
見 込み 及び それ に よる 地域 に お ける 金融 仲介 機能 の 継続 的 な 発揮 へ の 寄与 の 状況 並び に 
当該 発行 者 と 銀行 の 関係 その 他 の 当該 資本 調達 手段 の 保有 に 係る 事情 を 総合 的 に 勘案 し 
て 、 当 該 資本 調達 手段 を 取得 し た 日 か ら 5 年 を 基本 と し つつ 、 期 間 の 伸長 ・ 縮 減 や 、 激 
変 緩和 措置 と し て の 対象 範囲 の 段階 的 縮減 を 認め る な ど 、 人 金融 シス テム の 安定 に 鑑み 合 
理 的 に 必要 と 認め られ る 期間 を 定め る も の と する 。 

な お 、 銀 行 に よる 承認 の 申請 に つい て は 、 原 則 と し て 、 対 象 と な る 資本 調達 手段 の 取 
得 と 同時 又は その 直後 まで に 行う こと が 求め られ る 。 
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罰 一 4 一 6 一 3 適格 旧 非 索 積 的 永久 優先 株 又は 適格 旧 資 本 調達 手段 と し て の 適格 性 


平成 26 年 3 月 30 日 まで に 発行 し た 資本 調達 手段 の うち 、 普 通 株 式 又 は 強制 転換 条項 
付 優先 株 式 に 該当 し な いも の に つい て 、 自 己 資本 比率 規制 上 の 適格 旧 非 素 積 的 永久 優先 
株 又は 適格 旧 資 本 調達 手段 と し て 適格 で ある か に つい て 確認 する た め に は 、 平 成 25 年 
11 月 22 日 付 で 金融 庁 に より 公表 され た 『『「 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 向け の 総合 的 な 監督 指針 」 
の 一 部 改正 』 に よる 改正 前 の 本 監督 指針 の 一 4ー6 一 3 に も 留意 し て 行う も の と する 。 


ル 一 4 一 6 一 4 自己 資本 比率 算定 に 際 し て の チェ ッ ク 


(1) 資産 の 流動 化 が 行わ れ た 場合 に は 、 法 形式 上 の 譲渡 に 該当 する 場合 で あっ て も 、 
リス ク の 移転 が 譲受 者 に 完全 に 行わ れ て いる 等 、 実質 的 な 譲渡 が 行わ れ て いる か 。 


(2 ) 決算 期 を 踏 い で 又は 決算 期日 に 保有 債権 に 銀行 保証 等 を 付 し て いる 場合 に は 、 原 
則 、 当 該 債 権 の 残存 期間 と 保証 等 の 期間 が 等 し い 場 合 に の み リ スク ・ ア セッ ト の 削 
減 効 果 を 認め る 。 た だ し 、 保 証 等 の 残存 期間 が 債権 の 残存 期間 を 下回っ て いる 場合 
で あっ て も 、 当 該 保 証 等 に つき 正当 な 理由 が あり 、 か つ 、 継 続 し て 信用 リス ク の 削 
減 が 期待 で きる 場合 ( 注 ) に は リス ク ・ ア セッ ト の 削減 効果 を 認め る 。 

な お 、 一 時 的 な 自己 資本 比率 の 引上げ を 行う 意図 を も っ て 保証 契約 等 を 結ん で い 
る 場合 は 、 上 記 に か か わら ず リ スク ・ ア セッ ト の 削減 効果 を 認め な い 。 


( 注 ) 当面 、 保 証 等 の 残存 期間 が 1 年 以上 の 場合 を 目途 と する (た だ し 、 保 証 等 の 残 
存 期間 が 1 年 以上 の も の で も 、 実質 的 に 1 年 以内 に 保証 契約 等 を 解除 する イン セ 
ン テ ィ ブ を 与え る よう な 契約 を 結ん で いる も の に つい て は 、 リ スク ・ ア セッ ト の 
削減 効果 を 認め な い 。)。 


(3) 買戻し 権利 付 債権 譲 工 に つい て は 、 原 則 と し て リス ク ・ ア セッ ト の 削減 効果 を 認 
め る 。 
た だ し 、 決 算 期 を 踏 い で 買戻し 権利 付 債権 譲渡 を 行っ た 場合 、 当 該 決算 期 以降 1 
年 以内 に 当該 権利 を 行使 し て 買戻し を 行う イン セン ティ ブ を 与え る よう な 契約 を 結 
ん で いる も の に つい て は 、 リ スク ・ ア セッ ト の 削減 効果 を 認め な い 。 
な お 、 一 時 的 な 自己 資本 比率 の 引上げ を 行う 意図 を も っ て 買戻し 権利 付 債権 譲渡 
を 行っ て いる 場合 に は 、 上 記 に か か わら ず リ スク ・ ア セッ ト の 削減 効果 を 認め な い 。 


(4) 資本 勘定 に 算入 され る 税 効果 相当 額 (一 繰延 税金 資産 見 合い 額 ) は 税 効果 会 計 に 
関す る 会 計 基 準 等 の 趣旨 を 踏ま え 適 正 に 計上 され て いる か 。 


(5) 銀行 が その 資本 調達 手段 の 保有 者 に 対し て 取得 に 必要 な 資金 を 直接 又は 間接 に 時 
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て お ら ず 、 ま た 、 当 該 資本 調達 手段 を 当該 銀行 の 子 法人 等 又は 関連 法人 等 が 取 


通 
得 し て いな いか 。 


し 
し 
(6) 資本 調達 手段 が 金銭 以外 の 財産 に よっ て 払い 込ま れ て いる 場合 に は 、 現 物 出資 財 


産 の 価額 は 適切 に 算定 され て お り 、 か つ 、 か か る 払込 み が な され る こと に つい て 監 
首 当 局 の 承認 を 得 て い る か 。 


罰 一 4 一 6 一 5 銀行 の 任意 に よる 償還 又は 買戻し 等 に 際 し て の 自己 資本 の 充実 に 
つい て の 確認 


(1) 施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 2 号 の 2 に 規定 する 新株 予約 権 付 社債 の 期限 前 償 直 
に 係る 届出 、 同 項 第 34 号 に 規定 する 自己 の 株 式 の 取得 に 係る 届出 、 同 項 第 35 号 
に 規定 する 取得 条項 付 株 式 の 取得 に 係る 届出 又は 同 項 第 36 号 に 規定 する 全部 取 
得 条項 付 種類 株 式 の 取得 に 係る 届出 を 受理 し よう と する 時 は 、 告示 及び バー ゼル 
合意 の 趣旨 を 十分 に 踏ま える と と も に 、 当該 銀行 に お ける 株 式 取得 後 の 自己 資本 
比率 が な お 十分 な 水準 を 維持 し て いる か どう か 、 特 に 留意 する も の と する 。 


(2) 強制 転換 条項 付 優先 株 式 の 償還 又は 買戻し を 行う 場合 の 「 発 行者 の 収益 性 に 照ら 
し て 適切 と 認め られ る 条件 に より 、 当 該 償 本 又は 買戻し の た め の 資 本 調達 (当該 償 
還 又 は 買戻し が 行わ れる も の と 同等 以上 の 質 が 確保 され る も の に 限る 。) が 当該 償 本 
又は 買戻し の 時 以前 に 行わ れる こと 」 へ の 該当 の 有無 を 判断 する に 当たっ て は 、 以 
下 の 点 に 留意 する も の と する 。 
① 当該 資本 調達 手段 の 償 違 又は 買戻し を 行う た め の 資 本 調達 ( 再 調達 ) が 当該 
中 還 若 し く は 買戻し 以前 に 行わ れ て いる か 、 又は 当該 償 恒 若しくは 買戻し 以前 
に 行わ れる こと が 確実 に 見 込ま れる か 。 ま た 、 当 該 資本 調達 が 行わ れ た 後に 、 
銀行 が 十分 な 水準 の 自己 資本 比率 を 維持 で き な い と 見 込ま れる よう な 事態 が 
生じ て いな いか 。 な お 、 強制 転換 条項 付 優 先 株 式 の 償 二 又は 買戻し を 行う た め 
に 資本 調達 ( 再 調達 ) を 行う 場合 、 当 該 資本 調達 が 行わ れ た 時 点 以降 償 層 日 又 
は 買戻し 日 まで の 間 は 、 当該 資本 調達 に より 払込 み を 受け た 金額 の うち 償還 予 
定額 相当 額 以 下 の 部 分 に つい て は 自己 資本 へ の 算入 が 認め られ な いこ と に 留 
意 す る 。 

② 当該 償 居 が 、 専ら 当該 資本 調達 手段 の 保有 者 の 償還 へ の 期待 に 応え る た め だ 
け に 行わ れる も の で は な いか 。 例 えば 、 資 本 調達 ( 再 調達 ) の た め に 発行 され 
る 資本 調達 手段 の 適用 配当 率 が 当該 償還 され る 資本 調達 手段 の 適用 配当 率 よ 
り も 実質 的 に 高い も の と な る 場合 、 か か る 銀行 の 配当 負担 の 増加 に も 拘わら ず 
当該 資本 調達 を 行う 合理 的 な 理由 が 認め られ る か 。 

③ 資本 調達 ( 再 調達 ) の た め に 発行 され る 資本 調達 手段 の 配当 率 が 、 当 該 銀行 
の 今後 の 収益 見 通し 等 に 照ら し て 、 自己 資本 の 健全 性 を 維持 し つつ 十分 に 支払 
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可能 な も の と な っ て いる か 。 


( 3 ) 平成 26 年 3 月 30 日 まで に 発行 し た 資本 調達 手段 の うち 、 普 通 株 式 又 は 強制 転 
換 条 項 付 優先 株 式 に 該当 し な いも の に 関す る 期限 前 償 違 等 の 届出 受理 に 際 し て 
の 確認 に つい て は 、 平 成 25 年 11 月 22 日 付 で 金融 庁 に より 公表 され た 町 中 小 ・ 
地域 金融 機関 向け の 総合 的 な 監督 指針 」 の 一 部 改正 』 に よる 改正 前 の 本 監督 指針 
の 一 4ー6 一 5 に も 留意 し て 行う も の と する 。 


世 一 4 一 6 一 6 連結 自己 資本 比率 を 算出 する 際 の 比例 連結 の 方 法 の 使用 に 関す る チェ 
ッ ク 


(1) 連結 自己 資本 比率 を 算出 する 際 に 金融 業務 を 営む 関連 法人 等 に つい て 比例 連結 の 
方 法 の 使用 の 届出 が あっ た 場合 に お いて は 、 以 下 の 点 に 留意 する も の と する 。 
① 告示 第 32 条 第 1 項 第 2 号 イ に 規定 する 投資 及び 事業 に 関す る 契約 (以下 「 合 弁 
契約 」 と いう 。) に つい て は 、 以 下 の 点 に つい て チェ ッ ク す る 。 
・ 契約 当事者 に 全て の 共同 支配 会 社 が 含ま れ て いる か 。 ま た 、 共 同 支 配 会 社 以外 
の 法人 等 が 含ま れ て いな いか 。 
・ 合弁 契約 に 係る 金融 業務 を 営む 関連 法人 等 の 設立 、 株 式 の 発行 等 、 共 同 支配 会 
社 の 保有 議決 権 割 合 (告示 第 9 条 第 1 項 第 1 号 に 規定 する 保有 議決 権 割合 を い 
う 。 以 下 邊 一 4ー6 に お いて 同じ 。) 、 共 同 支配 会 社 か ら の 役員 派遣 その 他 の 役 
員 の 選任 に 関す る 事項 、 共 同 支 配 会 社 に よる 経営 へ の 関与 に 関す る 事項 (株 主 
総会 の 決議 方 法 等 に 関す る 事項 並び に 取締 役 会 等 の 構成 及び 決議 方 法 等 に 関す 
る 事項 を 含む 。) な ど が 契約 内 容 に 含ま れ て いる か 。 
② 告示 第 32 条 第 1 項 第 2 号 口 に 規定 する 、 合 弁 契 約 に 基づき 保有 議決 権 着 合 に 応 
じ て 共 同 で その 事業 の 支配 及び 運営 を 行う 体制 が と られ て いる か どう か に つい て 
は 、 以 下 の 点 に つい て チェ ッ ク す る 。 
・ 合弁 契約 に 係る 金融 業務 を 営む 関連 法人 等 の 株 主 総会 その 他 こ れ に 準ずる 機関 
(以下 暫 一 4 一 6 に お いて 「 意 思 決 定 機関 」 と いう 。) に お いて 、 共同 支配 会 社 
は 保有 議決 権 割合 と 同一 の 割合 の 議決 権 を 与え られ て いる か 。 
・ 各 共同 支配 会 社 の 合弁 契約 に 係る 金融 業務 を 営む 関連 法人 等 へ の 取締 役 派遣 害 
合 (合弁 契約 上 、 取 締 役 を 指名 又は 任免 する こと が 認め られ る 取締 役 の 数 が 全 
取締 役 数 に 占め る 割合 を いう 。) は 保有 議決 権 割合 と 同一 と な っ て いる か 。 それ 
ら が 同一 で な い 場 合 に は 、 代 表 取 締 役 、 社 長 、 会 長 そ の 他 の 役員 の 派遣 状況 等 
に 照ら し て 、 実質 的 に 保有 議決 権 割合 が 同一 で ある の と 同視 で きる か 。 
・ 合弁 契約 に お いて 定め られ て いる 保有 議決 権 割合 が 、 当 該 合 弁 契約 の 変更 を 伴 
うこ と な く 変 更 さ れ 得 る こと と な っ て いな いか (下記 ④ の 場合 を 除く 。)。 
・ 意思 決定 機関 及び 取締 役 会 の 決議 事項 及び 決議 方 法 は 、 法 令 及び 定款 に 基づい 
て いる か 。 
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・ 合弁 契約 に 係る 金融 業務 を 営む 関連 法人 等 に 対す る 各 共 同 支 配 会 社 の 追加 出資 
及び 各 共 同 支配 会 社 (その 子会社 、 子 法人 等 及び 関連 法人 等 を 含む 。) の 融資 、 
債務 保証 その 他 の リス ク 負 担 行 為 が 保有 議決 権 着 合 に 応じ て 行わ れる こと と さ 
れ 、 又 は これ に 反する 内 容 と な っ て いな いか 。 
・ 合弁 契約 に 係る 金融 業務 を 営む 関連 法人 等 に つい て 、 新 設 、 既 存 企業 か ら の 事 
業 譲 受け 等 、 そ の 設立 態様 の 如何 を 問わ ず 、 合 弁 契約 に 定め られ て いる 事業 の 
遂行 に 必要 な 免許 、 許 認可 等 所 要 の 手続 き を 経て 、 銀 行 が 自己 資本 比率 を 算定 
する 日 に お いて 現に 事業 が 行わ れ て いる か 。 
・ その他 合 弁 契 約 に 基づき 保有 議決 権 着 合 に 応じ て 共同 で その 事業 の 支配 及び 運 
営 が 行わ れ て いな いと 認め られ る 点 は な いか 。 

③ 告示 第 32 条 第 1 項 第 1 号 又は 第 2 号 二 に 規定 する 、 当 該 銀 行 が 保有 議決 権 割合 
を 超え て その 事業 に 関し て 責任 を 負う べき こと を 約 す る 契約 等 (以下 息 一 4 一 6 
に お いて 「 過 大 負担 契約 等 」 と いう 。) は 、 書 面 又 は 口頭 、 明 示 又 は 黙示 の いずれ 
に よる か を 問わ な いも の と する 。 

④ 合弁 契約 に お いて 一 定 の 事由 を 停止 条件 と し て 保有 議決 権 割合 の 変更 を 認め る 
こと と され て いる 場合 に は 、 停 止 条 件 の 内 容 が 明確 か つ 合 理 的 な も の で あり 、 か 
つ 、 当 該 停止 条件 が 成就 し と て いな いこ と が 明らか で ある 限り に お いて は 、 過 大 負 
担 契 約 等 に 該当 し な いも の と する 。 

⑤ 告示 第 32 条 第 2 項 に つい て は 、 連結 財務 諸表 の 用 語 、 様式 及び 作成 方 法 に 関す 
る 規則 第 4 条 第 1 項 第 4 号 に 規定 する 継続 適用 の 原則 に 照ら し て 判断 する こと に 
留意 する 。 


(2) 金融 業務 を 営む 関連 法人 等 に つい て 比例 連結 の 方 法 を 適用 する に 当たっ て は 、 そ 
の 資産 、 負 債 、 収 益 及び 費用 の うち 、 投 資 を し て いる 銀行 及び 連結 子 法人 等 に 帰属 
する 部 分 の み を 対象 と し て 連結 の 範囲 に 含め る 点 を 除き 、 子 会 社 の 全部 連結 に 準じ 
て 行う も の と する 。 た だ し 、 和 我が国 の 会 計 制度 上 比例 連結 が 採用 され て お ら ず 馴染 
み が な いこ と や 、 会 計上 の 事務 負担 が 増加 する こと に か ん が み 、 以 下 の 簡 便 法 に よ 
っ て いる 場合 に は 、 当 分 の 間 、 比 例 連結 の 方 法 に よっ て いる も の と し て 取り 扱っ て 
差し 支え な い 。 
① 簡便 法 は 、 当 該 金 融 業 務 を 営む 関連 法人 等 の 資本 調達 手段 (意図 的 持 合 と し て 

保有 し て いる 他 の 金融 機関 の 資本 調達 手段 を 除く 。 以 下 (2) に お いて 同じ 。) 

を 告示 第 29 条 第 6 項 第 1 号 又は 第 7 項 第 1 号 に 掲げ る 額 を 算出 する 場合 に お け 
る その 他人 金融 機関 等 に 係る 対象 普通 株 式 等 の 額 及 び 告 示 第 76 条 の 2 の 3、 第 76 
条 の 4、 第 178 条 の 2 の 3 又は 第 178 条 の 4 の 規定 に よる 信用 リス ク ・ ア セッ ト 
の 額 の 算出 の 対象 に 含め ず 、 告 示 第 32 条 第 1 項 本 文 後段 の 規定 に か か わら ず 持 分 
法 を 適用 し 、 か つ 、 連結 自己 資本 比率 に 係る 算式 に お ける 分 母 の 額 (信用 リス ク ・ 
アセ ッ ト の 額 、 マ ー ケ ッ ト ・ リ スク 相当 額 を 8 9% で 除 し て 得 た 額 (当該 算式 に お 
ける 分 母 に マー ケッ ト ・ リ スク 相当 額 に 係る 額 を 算入 する 場合 に 限る 。) 及び オペ 
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レー ショ ナル ・ リ スク 相当 額 を 8 9% で 除 し て 得 た 額 の 合計 額 を いう 。 以下 (2) 
に お いて 同じ 。) に 調整 を 加え る こと に より 行う も の と する 。 


( 注 1) 簡便 法 に お いて 持分 法 を 適用 する の は 、 持 分 法 の 適用 に 当たっ て 、 当 期 純 
損益 の 認識 、 の れん 相当 額 の 調整 、 未 実現 損益 の 消去 、 配 当 金 の 消去 等 の 会 計 
処理 が 行わ れる こと に よる 。 

( 注 2 ) 連結 自己 資本 比率 に 係る 算式 に お ける 分 子 の 額 (自己 資本 の 額 を いう 。) に 
は 調整 を 行わ な い 。 


② 連結 自己 資本 比率 に 係る 算式 に お ける 分 母 の 額 は 、 当 該 金融 業務 を 営む 関連 法 
人 等 を 連結 の 範囲 に 含め な いで 算出 し た 連結 自己 資本 比率 に 係る 算式 に お ける 分 
母 の 額 か ら 次 の イ . に 掲げ る 額 を 控除 し 、 口 . に 掲げ る 額 を 加算 し た 額 と する 。 
イ . 当該 金融 業務 を 営む 関連 法人 等 の 資本 調達 手段 の 額 (株 主 資本 勘定 に 属す る 

も の に 限る 。) 

ロ . 毎 決算 期 (中 間 期 を 含む 。) の 末日 に お ける 当該 金融 業務 を 営む 関連 法人 等 の 
貸借 対照 表 に 基づき 、 告 示 第 33 条 か ら 第 35 条 ま で の 規定 を 適用 し て 得 た 当該 
金融 業務 を 営む 関連 法人 等 に 係る 分 母 の 額 に 保有 議決 権 割合 を 乗じ て 得 た 額 

③ 上 記 ② 口 . に お いて 、 当 該 銀行 と 当該 金融 業務 を 営む 関連 法人 等 の 間 の 債権 ・ 

債務 に つい て は 、 相 殺 消 去 を 行わ な か いこ と と し て 差し 支え な い 。 な お 、 相 殺 消 去 

を 行う 場合 に は 、 当 該 銀行 又は 当該 金融 業務 を 営む 関連 法人 等 の 有する 債権 を 資 

産 等 か ら 除 いて 上 記 ② 口 . の 分 母 の 額 を 算定 する 。 

@④ 上 記 ② 口 . に お いて 、 当 該 金 融 業 務 を 営む 関連 法人 等 に 係る 信用 リス ク ・ ア セ 
ッ ト の 額 の 算定 上 、 告示 第 33 条 に 定め る 信用 リス ク ・ ア セッ ト の 額 よ り も 大 きい 
額 を 用 いて も 差し 支え な い 。 

⑤ その 他 、 一 般 に 公正 妥当 と 認め られ る 企業 会 計 の 基準 に 従っ て いる か 。 


罰 一 4 一 6 一 7 自己 資本 比率 の 計算 方 法 の 一 貫 性 

例え ば 告 ホ 上 の 経過 措置 の 適用 等 、 自 己 資本 比率 の 計算 方 法 に 関し て 銀行 に 一 定 
の 裁量 が 認め られ て いる 場合 、 合理 的 な 理由 に 基づく 変更 の 場合 を 除き 、 一 貫 し た 
計算 方 法 を 採用 し て いる か 。 
身 一 4ー7 子会社 等 

銀行 の 子会社 ( 法 第 2 条 第 8 項 に 規定 する 子会社 ( 同 項 の 規定 に より 子会社 と みな さ 
れる 会 社 を 含む 。) を いう 。 以下 同じ 。) 、 子 法人 等 (施行 令 第 4 条 の 2 第 2 項 に 規定 する 


子 法人 等 (子会社 を 除く 。) を いう 。 以 下 同 じ 。) 及び 関連 法人 等 ( 同 条 第 3 項 に 規定 す 
る 関連 法人 等 を いう 。 以下 同じ 。) (以下 「 子 会 社 等 」 と いう 。) の 業務 範囲 等 に つい て は 、 
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法 第 12 条 に 規定 する 他 業 禁止 の 観点 か ら 以 下 の と お り と する 。 
な お 、 銀 行 持株 会 社 の 子会社 等 に つい て も 、 こ れ に 準じ た 取扱 い を 行う も の と する 。 


( 注 1) 銀行 又は その 子会社 が 、 国 内 の 会 社 (当該 銀行 の 子会社 を 除く 。) の 株 式 等 に つ 
いて 、 合算 し て 、 そ の 基準 議決 権 数 ( 法 第 16 条 の 4 第 1 項 に 規定 する 基準 議決 権 数 
を いう 。 以下 同じ 。) を 超え て 所 有 し て いる 場合 の 当該 国内 の 会 社 (以下 「 特 定 出資 
会 社 」 と いう 。) が 営む お こと が で きる 業務 は 、 第 16 条 の 2 第 1 項 第 1 号 か ら 第 6 号 
まで 、 第 11 号 、 第 13 号 、 第 15 号 及び 第 16 号 に 掲げ る 会 社 ( 同 項 第 13 号 に 掲げ る 
会 社 に あっ て は 、 特 別 事業 再生 会 社 を 除く 。) 、 当 該 銀行 が 子会社 と し て いる 特例 持 
株 会 社 ( 法 第 16 条 の 2 第 6 項 第 1 号 に 規定 する 特例 持株 会 社 を いう 。) 並び に 特例 
対象 会 社 ( 法 第 16 条 の 4 第 8 項 に 規定 する 特例 対象 会 社 を いう 。) が 行う こと が で 
きる 業務 の 範囲 内 で あり 、 か つ 、 施 行 規則 、 告 示 、 本 監督 指針 に 定め る 子会社 に 関 
する 基準 等 を 満た す 必 要 が ある こと に 留意 する 。 

な お 、 子 会 社 等 に 関す る 届出 (子会社 に つい て は 法 第 53 条 第 1 項 第 2 号 の 届出 、 
子 法人 等 又は 関連 法人 等 に つい て は 施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 15 号 の 届出 、 特 定 出 
資 会 社 に つい て は 同 項 第 17 号 の 届出 を いう 。) の 受理 に 当たっ て は 、 当 該 子会社 等 
の 定款 又は 当該 銀行 と 当該 子会社 等 が 締結 し た 業務 協定 書 等 に より 、 当 該 子 会 社 等 
が 営む お こと が で きる 業務 を 営ん で いる こと を 確認 する 。 

( 注 2) 子 法 人 等 及び 関連 法人 等 の 判定 に 当たり 、 当 該 銀 行 が 金融 商品 取引 法 に 基 づ 
き 有 価 証券 報告 書 等 の 作成 等 を 行う か 否 か に か か わら ず 、 財 務 諸 表 等 の 用 語 、 
様式 及び 作成 方 法 に 関す る 規則 、 企 業 会 計 基準 適用 指針 第 22 号 「 連 結 財務 諸表 
に お ける 子会社 及び 関連 会 社 の 範囲 の 決定 に 関す る 適用 指針 」( 平 成 20 年 5 月 
13 日 付 ) その 他 の 一 般 に 公正 妥当 と 認め られ る 企業 会 計 の 基準 に 従っ て いる か 
に も 留意 する 。 


(参考 ) 連結 財務 諸表 を 指定 国際 会 計 基 準 等 (施行 規則 第 14 条 の 7 第 3 項 に 規定 
する 特例 企業 会 計 基準 等 適用 法人 等 が 採用 する 企業 会 計 の 基準 を いう 。 以 
下 同じ 。) に 従い 作成 し て いる 場合 に は 、 当 該 基準 に 基づく 判定 が 行わ れ 
て いる か に 留意 する 。 

( 注 3) 法 第 16 条 の 2 及び 第 16 条 の 4 に 規定 する 「 会 社 」 に は 、 特 別 目的 会 社 (例え 
ば 、 資 産 の 流動 化 、 自 己 資本 の 調達 を 目的 と する も の 等 )、 組 合 、 証 券 投資 法人 、 
パー トナ ー シ ッ プ そ の 他 の 会 社 に 準ずる 事業 体 (以下 「 会 社 に 準ずる 事業 体 」 と い 
う 。) を 含ま な い が 、 会社 に 準ずる 事業 体 を 通じ て 子会社 等 の 業務 範囲 規制 、 他 業 
禁止 の 趣旨 が 潜 脱 さ れ て いな いか に 留意 する 。 

( 注 4) 銀行 グル ー プ の 業務 範囲 に つい て も 、 主 要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 V- 
3-1 (2) に 準じ 、 銀 行 の 他 業 禁止 の 趣旨 を グル ー プ 全体 に 及ぼ し 、 グ ルー プ 
全体 と し て 銀行 に 対す る 規制 に 準じ た 取扱 いと する 。 こ の 際 、 銀 行 グ ルー プ の 
範囲 は 、 主 要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 V-1 (2) に 準じ 、 銀 行 持株 会 社 又 
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は 銀行 の 企業 会 計上 の 連結 基準 と 整合 的 な 取扱 いと し 、 連 結 財 務 諸 表 を 指定 国 
窯 会 計 基 準 等 に 従い 作成 し て いる 場合 に は 、 指 定 国際 会 計 基 準 等 と 整合 的 な 取 
扱い と する 。 

( 注 5) 銀行 グル ー プ が 指定 国際 会 計 基 準 等 を 適用 する 場合 、 法 第 16 条 の 4 で 議決 
権 取 得 制限 (いわ ゆる 59% ル ー ル ) の 例外 と し て 許容 され て いる 行為 (例え ば 、 
中 小 企業 等 経営 強化 法 に 関連 し た ベン チャ ー 投 資 、DES (デット ・ エ クイ テ 
ィ ・ ス ワッ プ )、 担 保 権 の 実行 ) は 、 そ の 結果 と し て グル ー プ の 範囲 が 広がる も 
の で あっ て も 、 特 段 の 制限 を 受け る も の で は な い 。 

( 注 6 ) 銀行 が 適用 する 会 計 基 準 を 変更 する こと の み を 原因 と し て 、 従 来 は 銀行 グル 
ー プ 外 と され て いた 会 社 又 は 会 社 に 準ずる 事業 体 が 当該 銀行 の 子会社 等 と な る 
場合 、 銀 行 の 他 業 禁止 の 趣旨 の 潜 脱 を 防止 する 観点 か ら は 相応 の 期間 内 (原則 
と し て 1 年 以内 ) に 所 要 の 措置 を 講ず る こと が 望ま し い 。 

( 注 7 ) 銀行 法 改正 ( 令 和 3 年 11 月 施行 ) に より 、 法 第 16 条 の 2 第 1 項 第 14 号 が 
追加 され た が 、 地 域 活性 化 事業 会 社 ( 同 号 、 法 第 16 条 の 4 第 8 項 ) に お ける 不 
動産 業務 の 取扱 い は 改正 前 と 変わ ら な いこ と に 留意 する 。 


一 4ー7ー1 子会社 等 の 業務 の 範囲 


子会社 等 の 業務 の 範囲 に つい て は 、 以 下 の 点 に 留意 する も の と する 。 


( 1 ) 銀行 の 子会社 が 営む 従属 業務 ( 法 第 16 条 の 2 第 2 項 第 1 号 に 規定 する 従属 業務 を 
いう 。 以下 同じ 。) に つい て は 、 本 監督 指針 ー3 一 2 一 4 等 に 沿っ て 適切 な 対応 を 
行っ て いる か 。 


(2 ) 銀行 の 子会社 が 営む 金融 関連 業務 ( 法 第 16 条 の 2 第 2 項 第 2 号 に 規定 する 金融 関 
連 業 務 を いう 。 以 下 同じ 。) 等 に つい て は 、 以 下 の 範囲 と な っ て いる か 。 
① 信用 保証 業務 
当該 銀行 並び に 当該 銀行 及び その 銀行 持株 会 社 の 子会社 、 子 法人 等 及び 関連 法 
人 等 に よる 事業 性 ロー ン に 係る も の を 取り 扱っ つっ て いな いか 、 ま た 、 以 下 の 点 に 留 
意 し た 取扱 いと な っ て いる か 。 
イ . 保証 会 社 の 業務 運営 に 当たっ て は 、 保 証 債務 の 円 滑 な 履行 に 疎通 を 欠く こと 
の な いよ う 、 保 証 の 特性 を 踏ま そえ た 、 適 正 な 保証 料率 の 設定 、 適 切な 引当 処理 
の 実行 な ど に よる 、 保 証 業務 の 専業 体制 の 確立 や 内 部 留保 の 充実 その 他 適正 な 
支払 い 準 備 の 確保 等 に 十分 配 意 し て いる か 。 
特に 、 グ ルー プ 内 の 保証 に つい て は 、 保 証 に か か る リス ク が 外部 に 移転 し て 
いな いこ と に か ん が み 、 当 該 保証 会 社 の 業況 が 当該 銀行 等 の 健全 性 の 確保 に 影 
響 を 与え る こと が な いよ う 十 分 配 意 し て いる か 。 
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ロ . 保証 会 社 が 信用 保証 を 行う に 当たっ て 、 物 的 担保 以外 に 不 必要 な 人 的 担保 も 
徴 求 し て いな いか 。 
ハ . 銀行 が 、 信 用 保証 を 必要 と する 債務 者 に 対し 、 自 行 が 子会社 と し て 設立 し た 
保証 会 社 の 保証 を 強制 する こと 等 の 行為 を 行っ て いな いか 。 
ニニ . 銀行 が 、 保 証 会 社 の 保証 付 住宅 ロー ン の 金利 に つい て 、 通 常 の 場合 の 金利 に 
比較 し て 次 の も の に 相当 する 部 分 を 低減 し て いる か 。 
・ 通常 見 込ま れる 貸倒れ に 伴う 損失 
・ 担保 等 の 設定 、 管 理 、 処 分 等 の た め に 要する コス ト 
・ 信 用 調査 、 貸 出 審査 等 が 簡略 化 さ れる こと に より 軽減 が 見 込ま れる コス ト 
② リー ス 業 務 
不動 産 を 対象 と し た リー ス 契 約 に 当たっ て は 、 教 育 ・ 文 化 施設 、 社 会 福祉 施 
設 等 の 公 的 な 施設 の 整備 ・ 運 営 に 係る も の を 除き 、 融 資 と 同様 の 形態 (いわ ゆ 
る ファ イナ ンス リー ス ) に 限る こと と し 、 一 般 向け 不 動産 業務 等 の 子会社 対象 
会 社 が 営む お こと が で きる 業務 以外 の 業務 を 行っ て いな いか 。 


( 注 ) 優越 的 地位 の 溢 用 及び 利益 相反 取引 の 防止 に 係る 管理 態勢 を 整備 する と 
と も に 、 銀行 が 不動 産業 務 を 営む こと が で き な い こと に 鑑み 、 実質 的 に 不 
動産 の 売買 及び 賃貸 の 代理 及び 媒介 を 営む こと と な ら な いよ う 、 法 令 等 遵 
守 の 観点 か ら 事 前 に 十分 な 検討 ・ 検 証 を 行う こと と し て いる か 。 


③ 投資 助言 業務 又は 投資 一 任 契約 に 係る 業務 
業務 の 特殊 性 、 投 資 家 保護 の 観点 か ら 以 下 の 点 に 留意 し た 取扱 いと な っ て いる 
か 。 
イ . 保護 預り は 当該 社 で は 扱わ ず 、 銀 行 本 体 、 信 託 銀行 等 の 扱い と な っ て いる か 。 
ロ . 投資 助言 の 範囲 は 不動 産 、 骨 董 品 等 は 対象 と せ ず 、 有 価 証券 、 金 融 商品 と し 
て いる か 。 
④ 電気 通信 業務 (いわ ゆる V AN 業務 ) 
主として (概ね 5 割 以上 ) 銀行 の 業務 及び 企業 の 資金 、 経 理 に 関連 し た も の ( 受 ・ 
発注 業務 、 売 掛 ・ 買 掛 債権 管理 業務 等 資金 決済 に 関す る も の の ほか 、 会 計 、 税務 、 
資金 運用 等 に 関す る デー タ 処理 等 ) を 取り 扱う こと と し て いる か 。 


( 注 ) 電気 通信 事業 法 第 16 条 第 1 項 に よる 総務 省 へ の 届出 に つい て 照会 が あっ た 場 
合 に は 、「 子 会 社 等 が 他人 の 通信 を 媒介 する 役務 (以下 「 媒 介 役 務 」 と いう 。) 
の 提供 を 営利 の 目的 と せ ず (例え ば 、 共 同 出資 の 子会社 等 が 、 出 資金 融 機関 の 
み を 対象 と し て 媒介 役務 を 提供 する 場合 等 当該 子会社 等 の 定め る 料金 、 提 供 条 
件 等 か ら 媒介 役務 に つい て 収益 を あげ る こと を 目的 と し て いな いこ と が 明白 な 
場合 : 1009%6 出 資 の 子会社 は これ に 含ま れる 。) に 行う 場合 に は 必要 な い 」 計 回 
答 す る こと 。 
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⑤ 信託 受益 権 の 販売 に 係る 業務 
不動 産 を 信託 財産 と する 信託 の 受益 権 の 売買 の 代理 及び 媒介 を 行う に 当たっ て 
は 、 銀 行 が 不動 産業 務 を 営む こと が で き な い こと に か ん が み 、 実質 的 に 不動 産 の 
売買 及び 賃借 の 代理 及び 媒介 を 営む こと と な ら な いよ う 、 法 令 等 遵守 の 観点 か ら 
事前 に 十分 な 検討 ・ 検 証 を 行う こと と し て いる か 。 
⑥ 投資 専門 子会社 に お ける コン サル ティ ング 業務 等 
投資 専門 子会社 に よる 施行 規則 第 17 条 の 2 第 14 項 第 2 号 の 業務 の 実施 に あ た 
っ て は 、 優 越 的 地位 の 溢 用 及び 利益 相反 取引 の 防止 に 係る 管理 態勢 を 整備 する と 
と も に 、 法 令 等 遵守 の 観点 か ら 事前 に 十分 な 検討 ・ 検 証 を 行う こと と し て いる か 。 


(3) 銀行 の 特定 子 法人 等 (特定 出資 会 社 で な い 子 法人 等 を いう 。 以下 同じ 。) 及び 特定 
関連 法人 等 (特定 出資 会 社 で な い 関 連 法人 等 を いう 。 以下 同じ 。) に つい て は 、 以下 
の と お り と な っ て いる か 。 た だ し 、 会社 に 準ずる 事業 体 に つい て は 、 こ の 限り で な 
い 。 
① 銀行 の 特定 子 法人 等 及び 特定 関連 法人 等 の 業務 の 範囲 に つい て は 、 子 会 社 対象 

会 社 ( 法 第 16 条 の 2 第 1 項 に 規定 する 子会社 対象 会 社 を いう 。 以 下 同 じ 。) の 営 
むこ と が で きる 業務 の 範囲 で あり 、 か つ 、 施 行 規則 、 告 示 、 本 監督 指針 に 定め 
る 子会社 に 関す る 基準 等 を 満た し て いる か 。 

例え ば 、 保 険 専門 関連 業務 ( 同 条 第 2 項 第 4 号 に 定め る 保険 専門 関連 業務 を い 
う 。) を 営む 会 社 に つい て は 、 銀 行 が 保険 会 社 を 子会社 と し て いる 場合 等 に 限り 、 
銀行 の 特定 子 法人 等 又は 特定 関連 法人 等 と し て 保有 すす る こと が で きる こと に 留意 
する 。 

な お 、 金融 ンス テム 改革 の た め の 関 係 法律 の 整備 等 に 関す る 法律 (以下 「 金 融 
シス テム 改革 法 」 と いう 。) の 施行 の 際 、 信託 業務 を 営む 銀行 (本 体 で 不動 産業 務 
を 営む 者 に 限る 。) の 特定 子 法人 等 又は 特定 関連 法人 等 で 現に 一 般 向け 不動 産業 務 
を 営む も の (以下 の に お いて 「 特 定 法 人 」 と いう 。) の 当該 業務 に つい て は 、 銀 行 
の 特定 子 法人 等 及び 特定 関連 法人 等 が 営む こと が で きる 業務 に 含ま れる こと に 留 
意 す る 。 

② 関連 会 社 と し て 届出 が な され た も の (当該 関連 会 社 が その 業務 を 行わ せる た め 
に 設立 し た 会 社 及 び こ れ ら と 同様 の 業務 を 営む 会 社 を 含み 、(3) に 該当 する 会 社 
及び 特定 法人 を 除く 。) で 、 金融 レス テム 改革 法 の 施行 の 際 、 子会社 対象 会 社 の 営 
むこ と が で きる 業務 以外 の 業務 を 現に 営む 銀行 の 特定 子 法人 等 又は 特定 関連 法人 
等 が 、 金 融 シ ステ ム 改 革 法 の 施行 後 も 引き 続き それ ら の 業務 を 営む 場合 に は 、 別 
に 命ずる と ころ に より 、 当 該 特定 子 法人 等 又は 特定 関連 法人 等 の 名 称 、 業 務 そ の 
他 必 要 な 事項 に つい て 報告 が な され た も の に 限り 、 当 分 の 間 、 上 記 ① に 反し な い 
も の と し て 取り 扱っ て 差し 支え な い 。 

た だ し 、 当 該 特定 子 法人 等 又は 特定 関連 法人 等 が 当該 銀行 の 子会社 又は 特定 出 
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資 会 社 と な る 場合 並び に 当該 特定 子 法人 等 又は 特定 関連 法人 等 が 金融 ンス テム 改 
革 法 の 施行 前 に 営ん で いた 業務 以外 の 業務 を 新た に 営む 場合 は この 限り で な い 。 


( 注 1) 関連 会 社 と は 、 銀 行 が 出資 する 会 社 で 、 そ の 設立 経緯 、 資 金 的 、 人 的 関係 

等 か ら み て 、 銀 行 と 緊密 な 関係 を 有する 会 社 を いう 。 

( 注 2) 例え ば 、 以 下 の よ うな 場合 に つい て は 、 銀 行 法 の 趣旨 を 逸脱 し な い 限 り 、 

上 記 特 定子 法人 等 又は 特定 関連 法人 等 に 準じ て 取り 扱っ て 差し 支え な い 。 

イ . 銀行 の 届出 済 の 関連 会 社 が 上 記 の 業務 を 営む 場合 に 、 当 該 銀行 が 他 の 会 社 
の 保有 する 当該 関連 会 社 の 株 式 を 取得 し た こと に より 、 金 融 シ ステ ム 改 革 法 
の 施行 の 際 、 当 該 銀行 の 特定 出資 会 社 ( 子 法人 等 又は 関連 法人 等 に 限る 。) と 
な っ た こと に つい て や お む を 得 な い 理 由 が ある と き (金融 ンス テム 改革 法 附則 
第 104 条 に 規定 する 届出 が な され て いる も の に 限る 。) 

口 . 金融 シス テム 改革 法 の 施行 の 際 、 銀 行 の 特定 子 法人 等 又は 特定 関連 法人 等 
と し て 上 記 の 要件 を 満た す も の が 、 法 第 16 条 の 4 第 4 項 第 1 号 の 規定 に より 
当該 銀行 の 特定 出資 会 社 ( 子 法人 等 又は 関連 法人 等 に 限る 。) と な っ た 場合 ( 同 
号 に 規定 する 認可 を 受け て いる 場合 に 限る 。) 

ハ . 金融 ンス テム 改革 法 の 施行 の 際 、 二 の 銀行 の それ ぞ れ の 特定 子 法人 等 又は 
特定 関連 法人 等 と し て 上 記 の 要件 を 満た す も の が 、 合 併 に より いずれ か 一 の 
銀行 の 特定 子 法人 等 又は 特定 関連 法人 等 (以下 「 存 続 会 社 」 と いう 。) と な っ 
た 場合 (存続 会 社 が 合併 前 に 営ん で いた 業務 以外 の 業務 を 合併 後に 営む こと 
と な る 場合 に は 、 当 該 業務 に つい て 平成 14 年 3 月 期末 まで に 必要 な 見 直し が 
行わ れ て いる も の に 限る 。) 


③ 特定 子 法人 等 又は 特定 関連 法人 等 に お いて 一 般 向け 不動 産業 務 、 物 品 販売 業務 、 
旅行 あっ せん 業務 等 、 子 会 社 対象 会 社 の 営む こと が で きる 業務 以外 の 業務 を 行っ 
て いな いか 。 た だ し 、 人 金融 ンス テム 改革 法 の 施行 の 際 、 特 定子 法人 等 又は 特定 関 
連 法 人 等 が 現に これ ら の 業務 を 営ん で いる 場合 に は 、 平 成 14 年 3 月 期末 まで に 必 
要 な 見 直し が 行わ れ て いる か 。 

な お 、 人 金融 レス テム 改革 法 の 施行 の 際 、 特 定子 法人 等 又は 特定 関連 法人 等 が 現 
に 従属 業務 又は 金融 関連 業務 (これ ら に 準ずる 業務 と し て 、 別 に 命ずる と ころ に 
より 報告 が な され た も の を 含む 。) を 営む 場合 又は これ ら を 併せ 営む 場合 に お いて 
は 、 平 成 14 年 3 月 期末 まで に 当該 従属 業務 又は 金融 関連 業務 以外 の 業務 に つい て 
必要 な 見 直し が 行わ れ て いる も の に 限り 、 当 分 の 間 、 上 記 ① に 反し な いも の と し 
て 取り 扱っ て 差し 支え な い 。 


( 注 ) 当該 特定 子 法人 等 又は 特定 関連 法人 等 が 平成 14 年 3 月 期末 を 超え て 必要 な 見 


直し を 終え て いな い 場 合 に は 、 見 直し が 終了 し て いな い 正 当 な 理由 に つい て 、 
別に 命ずる と ころ に より 報告 を 求め る こと に 留意 する 。 
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罰 一 4ー7ー2 他 の 事業 者 の 貸出 金 等 に 係る 担保 財産 (不動 産 を 除く 。) の 売買 の 代 
理 ・ 媒 介 会 社 の 取扱 い 


他 の 事業 者 の 貸出 金 等 に 係る 担保 財産 (不動 産 を 除く 。) の 売買 の 代理 ・ 媒 介 会 社 

の 業務 は 、 他 の 事業 者 が 貸出 金 等 の 回 収 の た め に 担保 権 を 実行 する 必要 が ある 場合 

に 行う 当該 貸出 金 等 に 係る 担保 財産 (不動 産 を 除く 。) の 売買 の 代理 ・ 媒 介 (以下 、 

「 代 理 等 」 と いう 。) に 限ら れ て いる か 。 

( 注 1) 他 業 禁止 規制 の 趣旨 を 踏ま え 、 担 保 権 の 実行 以外 で の 売買 の 代理 等 は 認め ら 
れ な いこ と に 留意 する 。 

( 注 2) 銀行 が 不動 産業 務 を 営む こと が で き な い こと に 鑑み 、 不 動産 の 売買 の 代理 等 
は 認め られ な いこ と に 留意 する 。 

( 注 3) 担保 財産 の 取得 ・ 保 有 ・ 管 理 及び 売却 は 、 施行 規則 第 17 条 の 3 第 1 項 第 24 号 
に 規定 する 会 社 以外 は 認め られ な いこ と に 留意 する 。 


相 一 ォ ー7 一 3 銀行 の 貸出 金 等 に 係る 担保 財産 の 保有 ・ 管 理 会 社 (いわ ゆる 自己 競 落 
会 社 ) の 取扱 い 


銀行 の 貸出 金 等 に 係る 担保 財産 の 保有 ・ 管 理 会 社 に つい て は 、 以 下 の 点 に 留意 し た 取 
扱い と な っ て いる か 。 


(1) 当該 会 社 の 業務 は 以下 に 限ら れ て いる か 。 
① 親 銀行 等 が 貸出 金 等 の 回 収 の た め に 担保 権 を 実行 する 必要 が ある 場合 ( 親 銀行 
等 に 係る 担保 財産 に つい て 第 三 者 が 担保 権 を 実行 する 場合 も 含む 。) に 行う 当該 貸 
出 金 等 に 係る 担保 財産 の 取得 (不動 産 以 外 の 財産 に つい て は 競 落 に よる 取得 に 限 
ら ず 、 い わ ゆ る 私 的 実行 に よる 取得 も 含む 。) 。 
② 取得 し た 財産 の 保有 ・ 管 理 及び 売却 (以下 「 保 有 等 」 と いう ) 。 


(2 ) 当該 会 社 の 業務 遂行 に 当たっ て 以下 の 点 は 遵守 され て いる か 。 
① 不動 産 の 保有 等 

イ . 取得 し た 不動 産 に 関し 、 必 要 に 応じ 、 財 団 法人 民間 都市 開発 推進 機構 、 不 動 
産 特 定 共同 事業 者 、 宅 地 建 物 取引 業者 等 と の 連携 を 図り つつ 、 整 地 、 当 該 土 地 
に 適切 な 建築 物 の 建設 、 隣 接地 の 購入 等 を 行い 、 当 該 不動 産 の 価値 の 向上 の た 
め の 有 効 活用 に 努め て いる か 。 

ロ . 資産 の 流動 化 に 関す る 法律 に 規定 する 特定 目的 会 社 の 活用 に よる 流動 化 を 検 
討 す る な ど 、 取 得 し た 不動 産 の 円 滑 な 売却 の 実現 に 努め て いる か 。 

ハ . 当該 会 社 は 、 不 動産 の 保有 等 を 行う に 当たっ て 、 ホ テル 業 等 関連 会 社 が 営む 
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こと が 適当 で な い 業 務 を 営ん で いな いか 。 
② 動産 の 保有 等 
イ . 動産 は 多種 多様 で あり 、 そ の 保有 等 に より 想定 され る リス ク も 多岐 に 豆 る こ 
と を 踏ま え 、 当 該 動 産 の 種別 、 特 性 に 応じ 、 当 該 動産 の 保有 等 に より 生じ うる 
管理 責任 や 契約 不適 合 責 任 等 の リス ク を 適正 に 把握 ・ 分 析 ・ 管 理 し 、 こ れ ら の 
リス ク に 適切 に 対応 する た め の 態 勢 を 整備 し て いる か 。 
ロ . 当該 動産 の 取得 に 際 し て は 、 客 観 性 ・ 合 理性 の ある 評価 方 法 に よる 評価 を し 
て いる か 。 
ハ . 取得 し た 動産 に 関し 、 当 該 動産 の 種別 、 特 性 等 に 応じ た 適切 な 管理 を 行い 、 
当該 動産 の 価値 の 向上 、 維 持 に 努め て いる か 。 
ニニ . 取得 し た 動産 の 種別 、 特 性 等 に 応じ た 適切 な 売却 ・ 換 価 方 法 を 検討 し 、 そ の 
実現 に 努め て いる か 。 
ホホ . 当該 会 社 は 、 動 産 の 保有 等 を 行う に 当たっ て 、 関 連 会 社 が 営む こと が 適当 で 
な い 業 務 を 営ん で いな いか 。 
③ 債権 の 保有 等 
イ . 当該 債権 の 取得 に 際 し て は 、 客 観 性 ・ 合 理性 の ある 評価 方 法 に よる 評価 を し 
て いる か 。 
ロ . 取得 し た 債権 に 関し 、 当 該 債権 の 第 三 債務 者 (目的 債権 の 債務 者 ) 
の 信用 力 を 判断 する た め に 必要 と な る 情報 を 随時 入手 し 財務 状況 を 継続 的 に モ 
ニタ リン グ す る な ど 、 当 該 債権 の 価値 の 維持 に 努め て いる か 。 
ハ . 取得 し た 債権 に 関し 、 適 時 に 適切 な 回 収 措置 (第 三 者 へ の 譲渡 を 含む ) を 講 
じ 、 円 滑 な 回 収 の 実現 に 努め て いる か 。 
④ その他 の 財産 の 保有 等 
その 他 の 財産 に つい て も 、 上 記 不 動産 、 動 産 お よび 債権 の 保有 等 に 準じ た 取扱 
い が な され て いる か 。 


(3) 対象 財産 は 親 銀 行 等 の 貸出 金 等 に 係る 担保 財産 で あり 、 当 該 財 産 の 購入 に より 、 
親 銀 行 等 に 回 収 が 見 込ま れる か 。 


( 注 ) 貸出 金 等 に は 親 銀 行 等 が 保証 の 履行 に より 取得 し た 求償 権 等 の 債権 で 当該 財産 
の 被 担保 債権 と な っ て いる も の を 含む 。 


(4) その 他 
① 不動 産 の 保有 等 を 行う 当該 会 社 は 、 宅 地 建 物 取引 業法 の 規定 に より 、 同 法 第 3 
条 の 免許 を 取得 し て いる か 。 
② 不動 産 以 外 の 財産 の 保有 等 を 行う 当該 会 社 は 、 当 該 財産 の 保有 等 に 必要 な 免許 、 
許可 、 登 録 又 は 承認 等 を 取得 し て いる か 。 
③ 当該 会 社 は 取得 し た 財産 毎 に 収支 ・ 損 益 の 分 別 管理 を 行っ て いる か 。 
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④ 親 銀 行 等 及び 当該 会 社 は 当該 会 社 の 財務 の 健全 性 が 確保 され る よう 必要 な 措置 
を 講じ て いる か 。 


一 4ー7ー4 一 定 の 銀行 業 高度 化 等 会 社 


施行 規則 第 17 条 の 4 の 3 第 1 項 に 掲げ る 会 社 (以下 「 一 定 の 銀行 業 高度 化 等 会 社 」 
と いう 。) に は 、 一 定 の 地域 商社 が 含ま れる と ころ ( 同 項 第 2 号 、 以 下 「 一 定 の 地域 
商社 」 と いう 。)、 同 号 に 規定 する 「 当 該 銀行 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 に 支障 を 
来 す 著しい お それ が な い 」 と いう 要件 に つい て は 、 以 下 の 点 に 留意 する 必要 が ある 。 
(1) 物流 へ の 関与 等 
ー 定 の 地域 商社 の 業務 内 容 と し て は 、 商 品 の 仕入れ ・ 販 売 を 自ら 行う よう な 
場合 を 始め と し て 、 自 ら 在 庫 を 保有 し 、 機能 的 に 物流 を 担う 運営 も 考え られ る 。 
この よう な 業務 に つい て 、 例 えば 、 以 下 の よ うな 場合 に は 、 当 該 銀行 の 業務 の 
健全 か つ 適 切な 運営 に 支障 を 来 す 著しい お それ は な いと 考え られ る 。 
地域 内 外 で の 新規 顧客 の 獲得 や 販路 拡大 の 支援 の 観点 か ら 、EC サ イト や 実 
店 舗 で の 小売 販売 を 行う た め の 在 庫 を 保有 する も の の 、 保 有 さ れる 在庫 は 、 販 
売 初期 に お いて 試験 的 に 販売 し た り 、 需 給 の 不 確 実 な 期間 に お いて 安定 的 に 販 
売 し た りす る た め に 必要 な 程度 に 止ま っ て いる 場合 な ど 、 実質 的 に 在庫 の 保有 
リス ク を 伴わ な いと 認め られ る 場合 (これ を 超え て 、 販 路 の 開拓 や 需給 の 見 通 
し が 立っ た こと 等 の 事情 に より 取扱 量 を 本 格 的 に 拡大 する に あたっ て は 、 委 託 
販売 等 の 在庫 の 保有 リス ク を 伴わ な い 販 売 方 式 が と られ る 場合 。) 。 
な お 、 一 定 の 地域 商社 と し て は 、 在 庫 の 保有 や 物流 機能 を 担う こと な く 、E 
C モ ー ル 等 の 取引 の 場 の 設置 に よる 集客 ・ 販 売 支援 や 、 卸 売 先 の 紹介 ・ 商 品 開 
発 に 関す る コン サル ティ ング 等 に 留まる 範囲 で 行う こと も 考え られ る と ころ で 
あっ て 、 こ の よう な 業務 運営 を 行う 場合 に は 、 当 該 銀 行 の 業務 の 健全 か つ 適 切 
な 運営 に 支障 を 来 す 著しい お それ は な いと 考え られ る 。 
(2) 製造 ・ 商 品 加工 へ の 関与 
一 定 の 地域 商社 が 一 定 の 銀行 業 高度 化 等 会 社 と し て 製造 や 商品 加工 を 直接 担 
うこ と は 、 他 業 禁 止 の 趣旨 等 に 鑑み れ ば 基本 的 に は 想定 され な い 。 当 該 銀行 の 
業務 の 健全 か つ 適切 な 運営 に 支障 を 来 す 著しい お それ が な いと 言う た め に は 、 
地域 産品 の 特性 に 適し た 商品 企画 や 流通 形態 の 提供 と いう 一 定 の 地域 商社 の 機 
能 と し て 必要 不可 欠 な も の (例え ば 、 商 品 企画 等 の た め に 必要 と な る 試験 的 な 
製造 や 商品 加工 等 ) に 限ら れ 、 か つ 、 コ ンプ ライ アン ス ・ リ スク や レビ ュ テ ー 
ショ ナル ・ リ スク を 含め た 他 業 リス ク や 利益 相反 等 の 弊害 の お それ が 限定 され 
る 範囲 に 留め る 必要 が ある こと に 留意 する 。 


罰 一 4ー7ー5 他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 


238 


(1) 基本 的 な 考え 方 

銀行 は 、 法 第 16 条 の 2 第 1 項 第 15 号 に 掲げ る 会 社 (施行 規則 第 17 条 の 4 の 3 
に 規定 する 会 社 を 除く 。 以 下 「 他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 」 と いう 。) に 対し て 基準 
議決 権 数 を 超え て 出資 する こと が 認め られ て いる 。 これ は 、 銀行 グルー プ に お いて 、 
将来 的 に 様々 な 展開 が 予想 され る 中 で 、 認 可 を 条件 と し て 、 よ り 和 柔軟 な 業務 展開 を 
可能 と する た めで ある 。 ま た 、 銀 行 グ ルー プ に お ける 将来 の 可能 性 へ の 戦略 的 な 対 
応 と し て 、 出資 時 点 に お いて は 銀行 業 の 高度 化 、 利 用 者 の 利便 の 向上 又は 地域 活性 
化 等 に 資す る と いえ な いも の で あっ て も 、 こ れ ら が 見 込ま れる 業務 を 営む 会 社 へ の 
出資 を 可能 と し て いる 。 

他方 で 、 他 業 銀 行 業 高度 化 等 会 社 の 認可 申請 が あっ た 場合 に は 、 銀 行 グ ルー プ に 
他 業 禁止 の 規制 が 課さ れ て いる 趣旨 で ある 、 他 業 リ スク の 回 避 、 利 益 相 反 の 禁止 及 
び 優 越 的 地位 の 溢 用 の 防止 と いっ た 要請 を 踏ま え 審査 を 行う 必要 が ある 。 

( 注 ) 銀行 法 改 正 ( 令 和 3 年 11 月 施行 ) に より 、 他 業 銀 行 業 高 度 化 等 会 社 が 営む こと 

が で きる 業務 と し て 地域 活性 化 等 に 資す る 業務 が 追加 され た が 、 他 業 銀 行 業 高度 

化 等 会 社 に お ける 不動 産業 務 の 取扱 い は 改正 前 と 変わ ら な いこ と に 留意 する こと 。 


(2 ) 認可 審査 に あたっ て の 留意 点 

他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 の 認可 の 審査 基準 は 、 施 行 規則 第 17 条 の 5 の 2 第 2 項 
に お いて 定め て いる が 、 各 基準 の 審査 に あたっ て は 、 以 下 の 点 に 留意 する 必要 が あ 
る 。 


① 出資 額 

出資 額 の 適切 性 に つい て は 、 他 業 銀行 業 高 度 化 等 会 社 の 認可 を 申請 する 銀行 ( 以 
下 (2) か ら (4) に お いて 「 申 請 銀行 」 と いう 。) の 資本 金 の 額 、 財 産 及び 損益 
の 状況 等 に 照ら し て 判断 を 行う 。 他 業 銀 行 業 高度 化 等 会 社 に 対す る 出資 が 全額 演 
損し た 場合 の 影響 に つい て は 、 銀 行 グ ルー プ へ の 自己 資本 比率 へ の 影響 等 の 審査 
を 行う 。 


② 出資 比率 等 

他 業 銀行 業 高 度 化 等 会 社 を 子会社 等 と する 場合 、 他 業 銀行 業 高 度 化 等 会 社 に お 
いて も 、 銀 行 グ ルー プ の 一 員 と し て 、 適 切な 経営 管理 や 内 部 管理 、 内 部 監査 等 に 
関す る 態勢 整備 が 必要 と な る 。 

また 、 他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 に 対す る 銀行 の 支配 力 が 及ば な い 場 合 、 他 業 銀 
行 業 高度 化 等 会 社 の ガバ ナン ス や で 業務 内 容 の 適切 性 等 に つい て 銀行 が 管理 可能 か 、 
他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 の 業務 が 、 銀 行 業 の 高度 化 、 利 用 者 の 利便 の 向上 又は 地 
域 活性 化 等 に 資 さ な く な っ た 場合 や 認可 の 基準 を 満た さ な く な っ た 場合 、 基 準 議 
決 権 数 を 超え る 出資 の 解消 等 を 適切 に 図る こと が 可能 か 等 の 点 を 審査 する 。 
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③ 業務 の 内 容 

申請 銀行 は 、 認 可 の 申請 に 際 し て は 、 他 業 銀行 業 高 度 化 等 会 社 の 営む 業務 の 内 
容 を 明確 に する 必要 が ある 。 

他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 の 営む 業務 の 内 容 に 関し 、 他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 は 、 
銀行 業 の 高度 化 、 利 用 者 の 利便 の 向上 又は 地域 活性 化 等 に 資す る 業務 (以下 「 資 
する 業務 」 と いう 。) や これ ら が 見 込ま れる 業務 (以下 「 見 込ま れる 業務 」 と いう 。) 
以外 の 業務 を 一 部 で 兼営 し て いて も 、 そ の こと 自体 を も っ て 認可 の 対象 外 と な る 
も の で は な い 。 た だ し 、 兼 営 する 業務 の 内 容 が 銀行 業務 に 弊害 等 を 及ぼ す 場 合 は 
も ちろ ん 、 兼 営 する 業務 の 規模 が 「 資 する 業務 」 や 「 見 込ま れる 業務 」 に 比 し て 
著しく 大 きい 等 の 場合 も 、 他 業 禁 止 の 趣旨 等 に 抵触 する お それ が ある こと か ら 、 
認可 を する こと が で き な い 点 に 留意 する 。 

また 、 他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 の 業務 を 営む に 当たり 子会社 対象 銀行 等 の 業務 
を 併せ 営む 場合 に は 、 他 業 銀行 業 高 度 化 等 会 社 の 認可 の も と 、 こ れ を 営む こと は 
許容 され る 。 他方 で 、 他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 が 施行 規則 第 17 条 の 5 に 定め る 子 
会 社 対象 銀行 等 の 認可 を 受け ず に 子会社 対象 銀行 等 の 業務 を 営む こと や 、 子 会 社 
対象 銀行 等 が 他 業 を 営む た め に 他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 の 認可 を 受け る こと は 、 
業務 範囲 規制 の 趣旨 に 反し て 、 子 会 社 対象 銀行 等 の 認可 制度 が 潜 脱 され る お それ 
が ある 。 こ の た め 、 他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 が 子会社 対象 銀行 等 の 業務 を 併せ 党 
む 場 合 に は 、 上 記 の よう な 潜 脱 の お それ が な いか の 観点 か ら 審査 を 行う も の と す 
る 。 

な お 、 出 資 時 に お いて 営む こと が 想定 され な い 業 務 で あっ て も 、 そ の 後 営む こ 
と が 具体 的 に 想定 され る 場合 に は 、 上 記 同 様 、 審 査 を 行う 必要 が ある こと に 留意 
を 要する 。 


④ 申請 銀行 の 業務 へ の 影響 等 

他 業 銀行 業 高 度 化 等 会 社 の 業務 の 内 容 が 、 銀 行 業 の 高度 化 、 利 用 者 の 利便 の 向 
上 又は 地域 活性 化 等 に 「 資 する 業務 」 や 「 見 込ま れる 業務 」 と いえ る も の で あっ 
て も 、 申 請 銀行 の 業務 に 支障 を 来 す 着 し い お そ れ が 認め られ る と き は 、 出 資 額 の 
大 小 に か か わら ず 、 他 業 銀 行 業 高度 化 等 会 社 の 認可 を する こと が で き な い 点 に 留 
意 する (例え ば 、 他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 の コン プラ イア ンス ・ リ スク や レビ ピュ 
テー ショ ナル ・ リ スク の 波及 に より 、 申 請 銀行 の 固有 業務 の 運営 に 支障 が 生じ た 
り 、 銀 行 グ レル ー プ と し て 重大 な 損害 等 が 生じ た りす る お それ の ある 場合 )。 


(3) 出資 後 の 管 理 等 

銀行 が 、 他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 の 認可 を 受け 、 基 準 議決 権 数 を 超え て 出資 を 行 
っ た 場合 、 当 該 銀行 は 他 業 銀行 業 高度 化 等 会 社 の 業務 の 状況 等 に つい て 、 適 切 に モ 
ニタ リン グ を 行う 。 特 に 、 他 業 銀行 業 高 度 化 等 会 社 の 事業 や 業務 の 規模 の 拡大 が 見 
込ま れる 場合 、 こ れ に 伴う リス ク や 銀行 グル ー プ へ の 影響 等 に つい て も 適切 に 管理 
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する 必要 が ある 。 

な お 、 認 可 時 点 に お いて 、「 資 する 業務 」 と いえ る 業務 を 営ん で いた も の の 、 出 
資 後 に 事業 内 容 に つい て 大 き な 変 更 が 生じ た 場合 や 、「 見 込ま れる 業務 」 で あっ た 
と し て も 、 出 資 後 の 状況 に より 、「 見 込ま れる 」 と いえ な く な っ た 場合 等 に は 、 基 
準 議決 権 数 を 超え る 出資 の 解消 等 を 適切 に 図る 必要 が ある 。 


(4 ) 地域 商社 
ー 定 の 地域 商社 と し て 認め られ る 範囲 を 超え て 在庫 を 保有 する 場合 、 在 庫 の 規模 、 
種類 、 性 質 等 を 考慮 し た 上 で 、 在 庫 を 適切 に 管理 する こと が で きる 態勢 が 整備 され て 
いる か に つい て 審査 を 行う も の と する 。 
( 注 ) 在庫 を 適切 に 管理 する こと が で きる 態勢 と し て は 、 例 えば 、 当 該 在 庫 を 適切 に 
管理 する こと が で きる 専門 的 な 人 材 の 配置 、 在 庫 管理 シス テム の 導入 、 在 庫 の 規 
模 、 種 類 、 性 質 等 を 踏ま えた 適正 な 上 限 値 の 設定 な ど が 考え られ る 。 


入 一 4ー7ー6 銀行 と その 証券 子会社 等 の 関係 


(1) 人 金融 商品 取引 法 等 に お いて 、 銀 行 と その 証券 子会社 と の 間 等 に お ける 弊害 防止 措 
置 が 設け られ て いる 趣旨 及び 施行 規則 第 17 条 の 5 第 2 項 第 5 号 (子会社 対象 銀行 等 
を 子会社 と する こと に つい て の 認可 審査 基準 ) に お ける 「 子 会 社 対象 銀行 等 の 業務 
の 健全 か つ 適 切な 運営 を 確 介 する た め の 措 置 を 講ず る 」 と の 趣旨 に か ん が み 、 出 資 
関係 等 を 有する 金融 商品 取引 業者 と の 間 の 行為 に つい て は 、 以 下 の 点 に 留意 する 必 
要 が ある 。 

・ 銀行 は 、 そ の 関係 金融 商品 取引 業者 (当該 銀行 等 が 金融 商品 取引 業者 の 親 銀 行 等 
(金融 商品 取引 法 第 31 条 の 4 第 3 項 に 規定 する 親 銀 行 等 を いう 。) 又は 子 銀行 等 
(金融 商品 取引 法 第 31 条 の 4 第 4 項 に 規定 する 子 銀行 等 を いう 。) に 該当 する 場 

合 に お ける 当該 金融 商品 取引 業者 を いう 。) と の 間 に お いて 、 金 融 商品 取引 法 第 
44 条 の 3 の 規定 に より 禁止 され て いる 行為 に 関与 し て いな いか 。 


(2) 銀行 が その 関係 金融 商品 取引 業者 と の 間 で 、 法 令 等 遵守 管理 に 関す る 業務 、 損 失 
の 危険 の 管理 に 関す る 業務 、 内 部 監査 及び 内 部 検査 に 関す る 業務 、 財 務 に 関す る 業 
務 、 経 理 に 関す る 業務 、 税 務 に 関す る 業務 、 子 法人 等 の 経営 管理 に 関す る 業務 、 又 
は 有価 証券 の 売買 、 デ リバ ティ ブ 取 引 そ の 他 の 取引 に 係る 決済 及び これ に 関連 する 
業務 (以下 本 項 に お いて 「 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 業務 」 と いう 。) に つい て 金 
融 商品 取引 業 等 に 関す る 内 閣府 令 第 153 条 第 1 項 第 7 号 に 規定 する 行為 を 行う 場合 
に は 、 登 録 金 融 機関 で ある 銀行 及び 当該 関係 金融 商品 取引 業者 に お いて 、 内 部 の 
管理 及び 運営 に 関す る 業務 を 行う 部 門 か ら 非 公開 情報 が 漏えい し な い 措 置 を 的 確 
に 講じ て いる こと 等 、 情報 管理 体制 に つい て 業務 方 法 書 に 記載 する こと が 求め ら 
れ て いる 。 一 方 、 銀 行 監督 の 観点 か ら は 、 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 業務 の 統合 
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に よっ て 、 銀 行 の 当該 業務 遂行 の 高度 化 や 効率 化 を 図る こと が 可能 と な る 反面 、 関 
係 金 融 商品 取引 業者 と の 関係 で 統合 され た 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 業務 に つい 
て の 責任 の 範囲 や 所 在 が 不明 確 に な る リス ク 、 さ ら に 当該 銀行 の 内 部 の 管理 及び 運 
営 に 関す る 業務 の 責任 者 が 実質 的 に 当該 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 業務 の 管理 ・ 
監督 を 行わ な いま ま 関 係 金 融 商品 取引 業者 に その 遂行 を 任せ る 状態 に な る こと に よ 
る 当該 銀行 の 実質 的 な 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 機能 が 働か な い リ スク 等 、 業 務 
の 健全 か つ 適 切な 運営 が 阻害 され る リス ク も 発生 する こと か ら 、 以 下 の 点 に 特に 留 
意 する 必要 が ある 。 
① 統合 する 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 業務 に つい て 、 銀 行 が 実質 的 な 管理 ・ 監 
督 を 行わ な いま ま 関 係 金 融 商品 取引 業者 へ その 遂行 を 任せ る 状態 を 防止 する た め 、 
当該 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 業務 に 係る 銀行 と 関係 金融 商品 取引 業者 と の 間 
の 権限 及び 責任 の 分 担 、 並 びに 、 銀 行 に お ける 当該 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 
業務 を 担当 する 取締 役 等 (以下 「 担 当 取 締 役 等 」 と いう 。) 及び 当該 業務 の 担当 者 
(関係 金融 商品 取引 業者 の 当該 業務 の 従業 員 を 兼職 し て いる 者 を 含む 。) の 権限 ・ 
責任 の 範囲 が 、 職 務 規 定 や 組織 規定 等 に お いて 明確 に な っ て いる か 。 
② 銀行 が 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 業務 に つい て の 管理 責任 を 果たす た め の 組 
織 及 び 人 的 構成 に 関し て 、 以 下 の よ うな 管理 態勢 の 整備 が 図ら れ て いる か 。 
イ . 担当 取締 役 等 は 、 銀 行 に お ける 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 業務 の 担当 者 に 
対す る 監督 等 を 通じ て 、 業 務 の 状況 を 的 確 に 把握 し 、 そ の 適切 な 遂行 を 確保 す 
る 責務 と 権限 を 有する と と も に 、 当 該 銀 行 の 取締 役 会 等 や 監督 当局 に 対し て 適 
切な 報告 ・ 説 明 を 行う 権限 及び 責任 を 有 し て いる か 。 
口 . 担当 取締 役 等 に よる 営業 部 門 に 対す る けん 制 機能 が 機能 し な い 可 能 性 が ある 
場合 に は 、 け ん 制 機能 の 実効 性 を 確保 する た め の 措 置 が 取ら れ て いる か 。 
ハ . けん 制 機能 の 実効 性 の 確保 を 目的 と し て 関係 金融 商品 取引 業者 と の 合議 機関 
等 を 設置 する こと が 選択 され て いる 場合 に つい て は 、 当 該 合議 機関 に お ける 意 
思 決 定 に つい て の 担当 取締 役 等 の 職責 や 銀行 等 の 関与 が 形骸 化し て いな いか 、 
合議 機関 が 営業 推進 の 目的 に 利用 され る な どけ ん 制 機能 の 実効 性 が 損なわ れ て 
いな いか 、 に 特に 留意 する 必要 が ある 。 例 えば 、 その 防止 の た め の 措 置 と し て 、 
当該 合議 機関 の 目的 及び 手続 (決議 方 法 、 議 事 録 の 作成 を 含む 。) 、 各 構成 員 の 
権限 と 責任 が 明確 に な っ て いる か 。 
③ また 、 監督 上 必要 な 場合 に は 、 法 第 24 条 第 1 項 又は 法 第 52 条 の 31 第 1 項 に 基 
づい て 当該 銀行 に 対し て 以下 の 点 に つい て 報告 及び 資料 提出 を 求め る ほか 、 必 要 
が ある と 認め る と き に は 、 法 第 24 条 第 2 項 又 は 法 第 52 条 の 31 第 2 項 に 基づき 、 
当該 銀行 の 子会社 た る 金融 商品 取引 業者 に 対し て も 報告 徴 求 を 行う こと と する 。 
イ . 当該 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 業務 等 の 実施 に つい て の 方 針 及び 手続 
ロ . 担当 取締 役 等 当該 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 業務 に 従事 する 者 の 権限 ・ 事 
務 分 掌 


ハ . その 他 各 種 規定 の 整備 状況 
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二 . 当該 内 部 の 管理 及び 運営 に 関す る 業務 実施 に 係る 人 員 ・ 組 織 の 状況 等 


相 一 4 ォ ー7 一 7 銀行 と その 関係 保険 会 社 の 関係 


保険 業法 施行 規則 等 に お いて 、 保険 業法 第 100 条 の 3 若しくは 同 法 施 行 規則 第 53 条 
の 4 第 2 項 に 規定 する 特定 関係 者 又は 同 法 第 194 条 に 規定 する 特殊 関係 者 に 金融 機関 
等 ( 同 法 施行 規則 第 53 条 の 4 第 3 項 各 号 に 掲げ る 金融 機関 及び 銀行 持株 会 社 を いう 。 
以下 同じ 。) が 該当 する 場合 に お ける 当該 金融 機関 等 と 保険 会 社 等 と の 間 等 に 弊害 防止 
措置 が 設け られ て いる 趣旨 に か ん が み 、 出 資 関係 等 を 有する 保険 会 社 等 と の 間 の 行為 に 
つい て は 、 以 下 の 点 に 留意 する 必要 が ある 。 


(1 ) 銀行 は 、 そ の 関係 保険 会 社 (当該 銀行 が 保険 会 社 の 特定 関係 者 (保険 業法 施行 規 
則 第 53 条 の 4 第 2 項 ) に 該当 する 場合 に お ける 当該 保険 会 社 を いう 。) と の 間 に お 
いて 、 同 法 第 100 条 の 2 に 基づく 同 法 施行 規則 第 53 条 の 4 及び 第 53 条 の 6 に 規定 
する 講ず る べき 措置 に 反する 行為 に 関与 し て いな いか 。 

(2 ) 銀行 は 、 そ の 関係 保険 会 社 (当該 銀行 が 保険 会 社 の 特定 関係 者 等 (保険 業法 施行 
規則 第 53 条 の 4 第 2 項 に 規定 する 特定 関係 者 及び 同 法 第 194 条 に 規定 する 特殊 関 
係 者 ) に 該当 する 場合 に お ける 当該 保険 会 社 を いう 。 以下 同じ 。) 及び 関係 保険 会 社 
を 所 属 保険 会 社 と する 保険 募集 人 等 と の 間 に お いて 同 法 第 300 条 の 規定 に より 禁止 
され て いる 行為 に 関与 し て いな いか 。 

( 注 ) 関係 保険 会 社 を 所 属 保険 会 社 と する 保険 募集 人 等 と は 、 関 係 保険 会 社 の 役員 、 
関係 保険 会 社 を 所 属 保険 会 社 と する 生命 保険 募集 人 、 関 係 保険 会 社 を 所 属 保険 会 
社 と する 損害 保険 募集 人 又は 保険 仲立 人 若しくは その 役員 若しくは 使用 人 を いう 。 
玉 一 4ー7ー8 子会社 等 に 係る その 他 の 留意 事項 


子会社 等 の 財務 の 健全 性 及び 業務 の 適切 性 は 確保 され て いる か 。 例 えば 以下 の 子 会 
社 等 に つい て は 、 そ の 業務 の 特性 等 に か ん が み 、 特 に 留意 する 必要 が ある 。 


(1) カー ド 会 社 や 住宅 ロー ン の 保証 会 社 等 の 金融 関連 会 社 


(2) 関連 又は いわ ゆる 「 上 緊密 先 」 と いわ れる 不動 産 管理 会 社 


罰 一 4 一 8 議決 権 の 取得 等 の 制限 


(1 ) 法 第 16 条 の 4 第 2 項 た だ し 書 又は 法 第 52 条 の 24 第 2 項 た だ し 書 の 承認 を 行 


243 


うに 際 し て は 、 以 下 の 点 に 留意 する 必要 が ある 。 

な お 、 株 式 の 保有 に 関す る リス ク 管 理 に つい て は 、I 一 2ー4 一 2 (5) を 参 
照 す る こと 。 
① 銀行 等 か ら 、 施 行 規則 第 17 条 の 7 第 1 項 又は 第 34 条 の 21 第 1 項 に よる 申 

請 が あっ た 場合 に は 、 基準 議決 権 数 を 超え て 保有 する 議決 権 を 期間 内 に 処分 で 

き な い こと が や む を 得 な い 理 由 に よる も の で ある か どう か を 審査 する も の と 

する 。 

「 や む を 得 な い 理 由 」 と は 、 例 えば 、 以 下 の よ うな も の が 考え られ る 。 

イ . 事業 再生 の 途上 に ある 会 社 の 再建 や 事業 の 安定 的 な 運用 を 支援 する た め に 、 
再生 計画 期間 中 は 、 当 該 議決 権 を 保有 し 続け る 必要 が ある こと 。 

ロロ. 事業 再生 計画 に 基づき 議決 権 を 取得 し た 場合 、 当 該 計画 に よる 手続 き が 完 
了 す る まで は 配当 が 支払 われ な いこ と 等 に より 、 売 却 等 に よる 処分 が 困難 で 
ある こと 。 

ハ . 当該 会 社 に お ける 未 公表 の 重要 事実 を 知る こと と な り 、 議 決 権 を 売却 する 
こと が 人 金融 商品 取引 法 第 166 条 の イン サイ ダー 取引 に 関す る 規定 に 抵触 す 
る お それ が ある た め 、 売 却 等 に よる 処分 が 困難 で ある こと 。 

② 以下 の 場合 に お ける 法 第 16 条 の 4 第 3 項 又は 第 52 条 の 24 第 3 項 に 定め る 

承認 の 条件 で ある 当該 議決 権 の うち 基準 議決 権 数 を 超え る 部 分 の 議決 権 を 「 速 

や か に 処分 する こと 」 と は 「 遅 く と も 当該 会 社 の 経営 改善 等 の た め の 計 画 終了 

( 注 ) 後 速 や か に 処分 する こと 」 と の 趣旨 で ある こと に 留意 する 。 

イ . DES (デット ・ エ クイ ティ ・ ス ワッ プ 。 施行 規則 第 17 条 の 6 第 1 項 第 
3 号 又 は 第 34 条 の 20 第 1 項 第 3 号 ) に より 議決 権 を 取得 し た 場合 。 

ロ . 法 第 16 条 の 2 第 1 項 第 13 号 又は 法 第 52 条 の 23 第 1 項 第 12 号 に 規定 す 
る 会 社 (いわ ゆる 事業 再生 を 行う 会 社 ) の 議決 権 に つい て 、 や む を 得 な いと 
認め られ る 理由 に より 当該 議決 権 を 譲渡 する こと が 著しく 困難 で あっ て 当 
該 議決 権 を 処分 する こと が で き な い た め 、 施 行 規則 第 17 条 の 2 第 13 項 各 号 
に 定め る 期間 (3 年 (原則 ) 又は 10 年 (中 小 企業 者 )) を 超え て 保有 する 場 


へ 
ロ o 


( 注 ) 「 計 画 終了 」 と は 、 当 該 計画 期間 を 満了 し た 場合 、 当 該 計画 を 計画 期間 より 
も 早期 に 達成 し た 場合 、 当該 会 社 が 破綻 又は 実質 的 に 破綻 し た 場合 及び 当該 i 
画 を 見 直し た 場合 を いう 。 


(2) その 他 の 注意 事項 
① 銀行 の 子会社 で ある 投資 運用 業 を 行う 金融 商品 取引 業者 が 、 投 資 一 任 契約 に 基 
づき 顧客 の た め に 議決 権 を 行使 し 又は 議決 権 の 行使 に つい て 指図 を 行う 株 式 等 に 
係る 議決 権 は 、 法 第 16 条 の 4 に お いて 銀行 の 子会社 が 取得 し 又は 保有 する 議決 権 
に 含ま れる も の で は な いこ と に 留意 する 。 
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② 法 第 16 条 の 2 第 1 項 第 12 号 又は 第 52 条 の 23 第 1 項 第 11 号 に 規定 する 「 新 
た な 事業 分 野 を 開拓 する 会 社 と し て 内 閣府 令 で 定め る 会 社 」( い わ ゆ る ベン チ 
ャ ー ビ ジ ネス 会 社 ) が 行う 新 事業 活動 と は 、 新 事業 分 野 開拓 が 可能 と な る よう 
な 新 商品 の 開発 又は 生産 、 新 役務 の 開発 又は 提供 、 商 品 の 新た な 生産 又は 販売 
の 方 式 の 導入 、 役 務 の 新た な 提供 の 方 式 の 導入 、 技術 に 関す る 研究 開発 及び そ 
の 成果 の 利用 その 他 の 新た な 事業 活動 を 指し 、 研究 開発 を 前 提 と し た 創業 を 行 
う 業 種 の みな ら ず 、 サ ービス 業 等 の 業種 も 対象 と な る 。 な お 、 そ の 該当 性 の 判 
断 に 当たっ て は 、 地域 や 業種 が 勘案 され る こと と な る が 、 既 に 相当 程度 普及 し 
て いる 技術 ・ 方 式 の 導入 等 に つい て は 含ま れ な いこ と に 留意 する 。 

③ 法 第 16 条 の 4 第 7 項 又 は 法 第 52 条 の 24 第 7 項 に 定め る 議決 権 の 保有 制限 
の 例外 の 対象 と な る 会 社 と し て 、 施 行 規則 第 17 条 の 2 第 6 項 各 号 に 掲げ る 会 
社 の 議決 権 を 、 基準 議決 権 数 を 超え て 保有 する こと が 認め られ る の は 、 当 該 会 
社 の 事業 再生 に 係る 計画 に 盛り 込ま れ て いる 資本 調達 計画 に 基づき 保有 し た 
易 合 で ある こと に 留意 する 。 

④ 施行 規則 第 17 条 の 2 第 6 項 第 9 号 の 会 社 に 該当 する か の 判断 に あたっ て は 、 
財務 状態 の 悪化 が 顕在 する に 至っ て いな い 有 段階 の 会 社 で あっ て も 対象 と な り 
うる こと に 留意 する 。 


T-4-9 情報 開示 (ディ スク ロー ジャ ー) の 適切 性 ・ 十 分 性 


一 4ー9 一 1 意義 


情報 開示 (ディ スク ロー ジャ ー) を 充実 させ る こと は 、 銀 行 の 経営 の 透明 性 を 高め 、 

市 場 規 律 に より 経営 の 自己 規正 を 促す も の で ある と と も に 、 預 金 者 の 自己 責任 原則 の 
確立 の た め の 基 盤 と し て も 重要 で ある 。 開 示 に 期待 され る こう し た 機能 が 適切 に 果 た 
され る た め に は 、 銀 行 の 経営 内 容 が より 正確 に 反映 され た 財務 諸表 が 作成 され る こと 
が その 前 提 で あり 、 最近 の 経済 ・ 社 会 環境 の 変化 等 を 踏ま え 、 適切 な 開示 が 図ら れる 
必要 が ある 。 


相 一 4 ォ ー9 一 2 財務 報告 に 係る 内 部 統制 


開示 に 当たっ て 、 財務 諸表 等 が 適正 に 作成 され る 内 部 統制 シス テム (内 部 監査 を 含 
む 。) を 構築 する と と も に 、 そ れ が 機能 し て いた か を 経営 者 自ら が 確認 し 、 そ の シス 
テム を 不断 に 見 直す こと に より 、 銀 行 経 営 の ガバ ナン ス が 発揮 され る こと が 重要 で あ 
る 。 

有価 証券 報告 書 の 提出 者 で ある 銀行 に お いて は 、 代 表 者 が 有価 証券 報告 書 等 に 記載 さ 
れ た 事項 が 適正 で ある こと を 確認 し 、 そ の 旨 を 記載 し た 書面 (いわ ゆる 代表 者 確認 書 ) 
を 有価 証券 報告 書 等 に 添付 する こと が 求め られ る が 、 こ の 書面 作成 に 当たっ て は 、 内 部 
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監査 の 有効 性 の 確認 が 必要 と な っ て いる 。 ま た 、 人 金融 商品 取引 法 の 施行 に 伴い 、 上 場 会 
社 及び 店 頭 登録 会 社 で ある 銀行 に お いて は 、 平 成 20 年 4 月 1 日 以後 に 開始 する 事業 年 度 
より 、 有 価 証券 報告 書 等 の 記載 内 容 が 適正 で ある 旨 を 記載 し た 確認 書 を 有価 証券 報告 書 、 
四半 期 報告 書 等 と 併せ て 提出 する と と も に 、 財 務 報 告 に 係る 内 部 統制 の 有効 性 を 評価 し 
た 結果 等 を 記載 し た 報告 書 (内 部 統制 報告 書 ) に つい て も 、 事 業 年 度 毎 に 作成 する 有価 
証券 報告 書 等 と 併せ て 提出 する 必要 が ある 。 


(参考 ) 

・ 財務 報 告 に 係る 内 部 統制 の 評価 及び 監査 の 基準 並び に 財務 報告 に 係る 内 部 統制 の 
評価 及び 監査 に 関す る 実施 基準 の 設定 に つい て (意見 書 ) (企業 会 計 審 議会 、 平 
成 19 年 2 月 15 日 ) 

・ Internal Control-Integrated Framework (the Committee of Sponsoring 
Organization of the Tread way Commission, 1992) 

・ 財 務 諸 表 の 正確 性 、 内 部 監査 の 有効 性 に つい て の 経営 責任 の 明確 化 に つい て ( 要 
請 ) (平成 17 年 10 月 7 日) 


自 一 4 一 9 一 3 銀行 に 求め られ る 開示 の 類型 


(1) 銀行 法 上 の 開示 

銀行 法 の ディ スク ロー ジャ ー 義 務 は 、 法 第 20 条 に 基づく 「 貸 借 対照 表 等 の 公 
告 等 」 と 法 第 21 条 に 基づく 「 業 務 及 び 財 産 の 状況 に 関す る 説明 書類 の 縦覧 等 」 
(「 デ ィ ス クロ ー ジ ャ ー 誌 」) の 2 つの 制度 か ら 構 成 さ れ て いる 。 

法 第 20 条 の 公告 は 、 会 社 法 に 基づき 株 式 会 社 一 般 に 課さ れる 決算 公告 の 特 則 
と 位置 付け られ て お り 、 リ スク 管理 債権 は 、 こ の 注記 事項 と され て いる 。 

法 第 21 条 に 基づき 作成 され る 中 間 事 業 年 度 及び 事業 年 度 に 係る 説明 書類 の 開 
示 項 目 に つい て は 、 内 閣府 令 (施行 規則 第 19 条 の 2 及び 第 19 条 の 3) で 明確 に 
定め られ て いる (な お 、 当該 項目 に つい て 、 虚偽 の 記載 等 を し て 公衆 の 縦覧 に 供 
し た 者 は 法 第 63 条 に より 罰せ られ る 。) 。 さ ら に 、 禄 則 の 適用 は な い が 、 法 第 21 
条 第 7 項 に お いて 「 預 金 者 その 他 の 顧客 が 当該 銀行 及び その 子会社 等 の 業務 及び 
財産 の 状況 を 知る た め に 参考 と な る べき 事項 の 開示 に 努め な けれ ば な ら な い 。」 
と され て いる 。 


(2 ) 「 金 融 機能 の 再生 の た め の 上 緊急 措置 に 関す る 法律 」 (平成 10 年 法律 第 132 号 、 以 
下 「 再 生 法 」 と いう 。) に 基づく 開示 。 
再生 法 第 6 条 に 基づく 資産 査定 の 結果 は 、 内 閣 総理 大 臣 に 報告 され る と と も に 、 
同 法 第 7 条 の 規定 に より 公表 され る こと と な っ て いる 。 さらに 、 同 法 第 78 条 及 
び 第 86 条 の 規定 に より 、 内 閣 総 理大 臣 に 対す る 報告 に 虚偽 の 記載 が あっ た 場合 
に は 、 禄 則 が 適用 され る こと と され て いる 。 
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な お 、「 人 金融 機能 の 早期 健全 化 の た め の 緊 急 措置 に 関す る 法律 」( 平 成 10 年 法 
律 第 143 号 ) 第 3 条 第 2 項 第 1 号 の 規定 に より 、 再生 法 第 6 条 第 2 項 に 規定 する 
基準 に 従い 資産 の 査定 を 行う 必要 の ある 人 金融 機関 は 、 銀行 、 信託 銀行 、 長期 信用 
銀行 、 信 用 金庫 、 信 用 協同 組合 、 労 働 金庫 、 信 金 中 央 金庫 、 全 国 信用 協同 組合 連 
合 会 、 労働 金庫 連合 会 、 農 林 中 央 金庫 、 信 用 農業 協同 組合 連合 会 、 信 用 漁業 協同 
組合 連合 会 及び 銀行 持株 会 社 等 で ある 。 


(3 ) 金融 商品 取引 法 上 の 開示 

株 式 を 公開 し て いる 銀行 等 に つい て は 、 投資 家 の 判断 を 誤 ら せな いよ うに 、 法 
令 等 に 基づき 、 適 切な 開 ホ が な され る 必要 が ある 。 

し た が っ て 、 財 務 諸 表 の 計数 の 正確 性 に 加え 、 例 えば 、① 平 成 16 年 3 月 期 か 
ら 導 入 さ れ て いる 「 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス の 状況 」、「 事 業 等 の リス ク 」 及 び 「 財 
政 状態 及び 経営 成績 の 分 析 」 に 関す る 情報 に つい て の 開示 の 適切 性 、② 平 成 17 
年 3 月 期 か ら 強 化 さ れる 「 コ ー ポ レー ト ガ バナ ンス の 状況 」 の 開示 の 適切 性 、 に 
つい て は 留意 を 要する 。 


(4) 任意 開示 
現状 で は 、 投 資 判断 に 大 き な 影 響 を 与え て いる 業績 予想 発表 及び その 修正 発表 
等 は 法律 に 基づか な い 任 意 開示 で ある 。 また 、I R (イン ベス ター リレー ショ ン 
ズ ) 活動 や 広告 等 の 任意 の 開示 も 投資 家 、 預金 者 等 に と っ て 重要 な 判断 材料 と な 
る 。 
(5) 会 計 基 準 
特例 会 計 基 準 等 適用 法人 等 に あっ て は 、 ル 一 4 一 9 一 4 に 記載 され て いる 留意 
事項 に つい て 、 一 部 異な る 取扱 い が 存 在 す る の で 留意 する こと 。 


丹 一 4 一 9 一 4 開示 に 当たっ て の 留意 事項 
入 一 4 一 9 一 4 一 1 重要 性 の 原則 の 適用 


(1 ) 連結 の 範囲 ・ 持 分 法 の 適用 範囲 に 関す る 重要 性 の 原則 に つい て は 、 金融 商品 取 
引 法 に 基づい て 作成 する 連結 財務 諸表 等 は も と より 、 法 に 基づい て 作成 する 銀行 
の 中 間 連 結 財務 諸表 ・ 連 結 財務 諸表 ( 法 第 19 条 第 2 項 、 施行 規則 第 18 条 第 3 項 
及び 第 4 項 ) 、 銀行 の 中 間 連 結 貸借 対照 表 等 ・ 連 結 貸借 対照 表 等 ( 法 第 20 条 第 2 
項 ) 、 銀行 持株 会 社 の 中 間 連 結 財務 諸表 ・ 連 結 財務 諸表 ( 法 第 52 条 の 27 第 1 項 、 
施行 規則 第 34 条 の 24 第 1 項 及び 第 2 項 ) 、 銀 行 持株 会 社 の 中 間 連 結 貸借 対照 表 
等 ・ 連 結 貸借 対照 表 等 ( 法 第 52 条 の 28 第 1 項 ) も 対象 と な る こと に 留意 する 。 


( 注 ) 連結 し て 記載 する 中 間 事 業 年 度 及び 事業 年 度 に 係る 説明 書類 に つい て は 施行 規 
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則 上 明 定 され て いる (施行 規則 第 19 条 の 3 、 第 34 条 の 26) 。 


(2) その 内 容 に つい て は 、 連 結 財務 諸表 の 用 語 、 様 式 及び 作成 方 法 に 関す る 規則 第 5 
条 第 2 項 及び 日 本 公認 会 計 士 協会 監査 委員 会 報告 第 52 号 「 連 結 の 範囲 及び 持分 法 の 
適用 範囲 に 関す る 重要 性 の 原則 の 適用 に 係る 監査 上 の 取扱 い 」 (平成 5 年 7 月 21 日 
付 ) に 従っ て いる か 。 

また 、 重 要 性 の 判断 に 当たっ て は 、 銀 行 グ ルー プ の 財政 状態 及び 経営 成績 を 適正 
に 表示 させ る 観点 か ら 、 量 的 側面 と 質 的 側面 の 両面 で 並行 的 に 判断 され 、 人 金融 業 を 
営む 個々 の 子会社 等 の 特性 が 十分 考慮 され て いる か 。 


罰 一 4 一 9 一 4 一 2 記載 項目 に つい て の 留意 事項 


( 1) 一般 的 な 留意 事項 

① 各 記載 項目 に つい て は 、 本 監督 指針 に 定め る も の の ほか 、 企 業 内 容 等 の 開示 に 
関す る 内 閣府 令 、 連 結 財務 諸表 規則 等 も 参考 と し て 、 適 切 か つ わ か りや すい 表示 
が な され て いる か 。 

② 各 記 載 項目 に つい て 自 行 に お いて 該当 が な い 場 合 、 注 釈 が 必要 な 場合 等 に は 、 
その 旨 適 切な 表示 が な され て いる か 。 

③ 施行 規則 に 定め られ た 義務 的 な 開示 項目 以外 の 情報 を 自主 的 ・ 積 極 的 に 開示 す 
る こと は 、 そ の 内 容 の 正確 性 ・ 適 切 性 が 確保 され る 限り 、 何 ら 差 し 支え な いこ 
と に 留意 する 。 特に 、 市 場 の 関心 の 強い 分 野 に 係る エク スポ ー ジ ャ ーー 等 に つい 
て は 、 国 際 的 な ベス ト プ ラ クティ ス を 踏ま そえ つつ 、 自 行 の リス ク 特 性 に 即 し た 
有用 な 情報 を 積極 的 に 開示 する こと が 望ま し い 。 


(2) 個別 の 記載 項目 に つい て の 留意 事項 

① 「 経 営 の 組織 」 に つい て は 、 組 織 図 等 を 用 いて 系 統 的 に 分 か りや すい 説明 が な 
され て いる か 。 

②  「 主 要 な 業務 の 内 容 」 に は 、 預 金 業務 、 貸 出 業 務 、 商 品 有 価 証券 売買 業務 、 有 
価 証券 投資 業務 、 内 国 為替 業務 、 外 国 為替 業務 、 社 債 受託 及び 登録 業務 、 デ リバ 
ティ ブ 取 引 等 の 受託 等 業務 、 附 帯 業務 等 の 区 分 毎 に その 内 容 が 記載 され て いる か 。 

③ 「 直 近 の 中 間 事 業 年 度 又は 事業 年 度 に お ける 事業 の 概況 」 に は 、 業 況 、 事 業 実 
績 、 損 益 の 状況 等 に つい て の 概括 的 な 説明 、 自 行 が 対処 すべ き 課題 等 に つい て 説 
明 さ れ て いる か 。 

(〈④  「 リ スク 管理 の 体制 」 に は 、 リ スク 内 容 、 リ スク 管理 に 対す る 基本 方 針 及び 審 
査 体制 ・ 検 査 体制 ・A LM 管理 体制 等 の リス ク 管 理 体制 等 に つい て 記載 され て い 
る か 。 

⑤ 「 法 令 遵 守 の 体制 」 に は 、 法 令 遵 守 (コン プラ イア ンス ) に 対す る 基本 方 針 及 
び 運 営 体制 に つい て 記載 され て いる か 。 
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⑥ 「 中 小 企業 の 経営 の 改善 及び 地域 の 活性 化 の た め の 取 組 の 状況 」 に は 、 以 下 
の 事項 等 に つい て 、 利用 者 等 が 興味 や 関心 を 持て る よう な 具体 的 で 分 か りや す 
い 内 容 が 記載 され て いる か 。 

イ . 中 小 企業 ( 小 規模 事業 者 を 含む 。 以 下 こ の ⑥ に お いて 同じ 。) の 経営 支援 
に 関す る 取組 み 方 針 

口 . 中 小 企業 の 経営 支援 に 関す る 態勢 整備 (外部 専門 家 ・ 外 部 機関 等 と の 連携 
を 含む 。) の 状況 

ハ . 中 小 企業 の 経営 支援 に 関す る 取組 状況 (支援 内 容 、 外 部 専門 家 ・ 外 部 機関 
等 と の 連携 、 取 組 事 例 等 ) 
a. 創業 ・ 新 規 事業 開拓 の 支援 
b. 成長 段階 に お ける 支援 
c. 経営 改善 ・ 事 業 再 生 ・ 業 種 転換 等 の 支援 

二 . 地域 の 活性 化 に 関す る 取組 状況 


( 注 1) 上 記 ハ 及び 二 の 取 組 状 況 に つい て は 、 具体 的 な 実績 や 成果 を 記載 する よ 
う 努 め て いる か 確認 する 。 

( 注 2) 上 記 二 の 取組 状況 に つい て は 、 地 域 の 面 的 再生 へ の 積極 的 な 参画 等 ( 地 
方 公共 団体 ・ 中 小 企業 関係 団体 ・ 外 部 機関 等 と の 連携 を 含む 。) を 具体 的 


に 記載 し て いる か 確認 する 。 
( 注 3) 「 外 部 専門 家 」 と は 、 税 理 士 、 弁 護 士 、 公 認 会 計 士 、 中 小 企業 診断 士 、 
経営 指導 員 等 を いう 。 


( 注 4) 「 外 部 機関 」 と は 、 地 方 公共 団体 、 経 済 産業 局 、 商 工 会 議 所 、 商 工 会 、 
中 小 企業 団体 中 央 会 、JETRO、JBIC、 地 域 経済 活性 化 支援 機構 、 東 日 本 大 
岩 災 事 業者 再生 支援 機構 、 中 小 企 業 再生 支援 協議 会 、 中 小 企業 基盤 整備 機 
構 、 認 定 経営 革新 等 支援 機関 、 事 業 再生 ファ ンド 、 地 域 活性 化 フ ァ ン ド 等 
を いう 。 


※ な お 、 上 記 に 掲げ た 事項 に 限ら ず 、「 中 小 企業 の 経営 の 改善 及び 地域 の 活 
性 化 の た め の 取 組 の 状況 」| に つい て 、 各 金 融 機 関 の 自主 的 な 判断 に より 記載 
事項 を 追加 する こと を 妨げ る も の で は な い 。 


⑦ 銀行 単体 及び 銀行 グル ー プ に 係る 「 自 己 資本 (基本 的 項目 に 係る 細目 を 含む 。) 
の 充実 の 状況 」 に は 、 決 算 状 況 表 の 「 自 己 資本 比率 の 状況 」 の 内 容 と 同 程度 の も 
の が 記載 され て いる か 。 

「 貸 倒 引 当 金 」 に つい て は 、 個 別 貸 倒 引 当 金 、 一 般 貸 倒 引 当 金 及び 特定 海外 債 
権 引当 勘定 (租税 特別 措置 法 第 55 条 の 2 の 海外 投資 等 損失 準備 金 を 含む 。) 毎 の 
内 訳 も 併せ て 記載 され て いる か 。 

⑨ 「 銀 行 及 びそ の 子会社 等 の 主要 な 事業 の 内 容 及び 組織 の 構成 」 に つい て は 、 銀 
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行 グ ルー プ に お ける 主要 な 事業 の 内 容 、 当 該 事業 を 構成 し て いる グル ー プ 会 社 の 
当該 事業 に お ける 位置 付け 等 に つい て 系 統 的 に 分 か りや すい 説明 が な され る と と 
も に 、 そ の 状況 が 事業 系 統 図 等 に よっ て 示さ れ て いる か 。 


罰 一 4 一 9 一 4 一 3 銀行 法 及び 再生 法 に 基づく 債権 の 額 の 開示 区 分 

銀行 法 施行 規則 第 19 条 の 2 第 1 項 第 5 号 品 及 び 再 生 法 施行 規則 第 4 条 に 定め る 
基準 に 従い 、 以 下 の と お り 区 分 する 開示 対象 に つい て も 、 銀 行 法 施行 規則 第 19 条 の 
2 第 1 項 第 5 号 口 及び 再生 法 施行 規則 第 4 条 に 定め る 基準 に 従う 。 な お 、 仮 払金 に つ 
いて は 貸出 金 に 準ずる も の (支払 承諾 に 基づき 代位 弁済 を 行っ た こと に より 発生 する 
求償 権 及 び 貸 出 金 と 関連 の ある 仮払金 ) と し て 差し 支え な い 。) 。 た だ し 、 そ の 際 に は 、 
以下 に 掲げ る 基準 を 機械 的 ・ 画 一 的 に 適用 する の で は な く 、 債務 者 の 実態 的 な 財務 内 
容 、 資 金 繰り 、 収 益 力 等 に より 、 そ の 返済 能力 を 検討 し 、 債 務 者 に 対す る 貸出 条件 及 
びそ の 履行 状況 を 確認 の 上 、 業 種 等 の 特性 を 踏ま え 、 事 業 の 継続 性 と 収益 性 の 見 通し 、 
キャ ッシュ フロ ー に よる 債務 償 二 能力 、 経営 改善 計画 等 の 妥当 性 、 金融 機関 等 の 支援 
状況 等 を 総合 的 に 勘案 し た 上 で 、 区 分 する こと が 適当 で ある 。 特 に 債務 者 が 中 小 企 
業 で ある 場合 は 、 当 該 企業 の 財務 状況 の みな ら ず 、 当 該 企業 の 技術 力 、 販 売 力 や 成長 
性 、 代 表 者 等 の 役員 に 対す る 報酬 の 支払 状況 、 代 表 者 等 の 収入 状況 や 資産 内 容 、 保 証 
状況 と 保証 能力 等 を 総合 的 に 勘案 し 、 当該 企業 の 経営 実態 を 踏ま えて 区 分 する こと が 
適当 で ある 。 


(1 ) 破産 更生 債権 及び これ ら に 準ずる 債権 

破産 更生 債権 及び これ ら に 準ずる 債権 と は 、 「 破 産 手続 開始 、 更 生 手続 開始 、 再生 
手続 開始 の 申立 て 等 の 事由 に より 経営 破綻 に 陥っ て いる 債務 者 に 対す る 債権 及び こ 
れ ら に 準ずる 債権 」 を いい 、 破 産 、 清 算 、 会 社 更生 、 民 事 再 生 、 手 形 交換 所 の 取引 
停止 処分 等 の 事由 に より 経営 破綻 に 陥っ て いる 債務 者 の ほか 、 深 刻 な 経営 難 の 状態 
に あり 、 再 建 の 見 通し が な い 状況 に ある と 認め られ る な ど 実 哲 的 に 経営 破綻 に 陥っ 
て いる 債務 者 に 対す る 債権 で ある 。 な お 、 特 定 調停 法 の 規定 に よる 特定 調停 の 申立 
て に つい て は 、 申 立 が 行わ れ た こと を も っ て 経営 破綻 に 陥っ て いる も の と は し な い 
こと と し 、 当 該 債 務 者 の 経営 実態 を 踏ま えて 判断 する 。 

具体 的 に は 、 事 業 を 形式 的 に 継続 し て いる が 、 財 務 内 容 に お いて 多額 の 不良 債権 
を 内 包 し 、 あ る い は 債務 者 の 返済 能力 に 比 し て 明らか に 過大 な 借入 金 が 残存 し 、 実 
質 的 に 大 幅 な 債務 超過 の 状態 に 相当 期間 陥っ て お り 、 事 業 好転 の 見 通し が な い 状 況 、 
天災 、 事故 、 経済 情 勢 の 急変 等 に より 多大 な 損失 を 被り (ある い は 、 こ れ ら に 類 す 
る 事由 が 生じ て お り ) 、 再建 の 見 通し が な い 状 況 で 、 元 金 又は 利息 に つい て 実質 的 に 
長期 間 延 滞 (原則 と し て 6 カ月 以上 遅延 し て お り 、 一 過 性 の 延滞 と は 認め られ 
な いも の を いう 。) し て いる 債務 者 や 、 自 主 廃業 に より 営業 所 を 廃止 し て いる な ど 、 
実質 的 に 営業 を 行っ て いな いと 認め られ る 債務 者 に 対す る 債権 が 含ま れる 。 

この ほか 、 経 営 改 善 計画 等 の 進捗 状況 が 計画 を 大 幅 に 下回っ て お り 、 今後 も 急激 
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な 業績 の 回 復 が 見 込め ず 、 経 営 改善 計画 等 の 見 直し が 行わ れ て いな い 場 合 、 又 は 一 
部 の 取引 金融 機関 に お いて 経営 改善 計画 等 に 基づく 支援 を 行う こと に つい て 合意 が 
得 ら れ な い 場 合 で 、 今 後 、 経 営 破綻 に 陥る 可能 性 が 確実 と 認め られ る 債務 者 に つい 
て は 、 『 深 刻 な 経営 難 の 状態 に あり 、 再建 の 見 通し が な い 状 況 に ある 」 た め 、 破 産 更 
生 債権 及び これ ら に 準ずる 債権 に 該当 する も の と 判断 し て 差し 支え な い 。 


(2 ) 危険 債権 
危険 債権 と は 、「 債 務 者 が 経営 破綻 の 状態 に は 至っ て いな い が 、 財 政 状態 及び 経営 
成績 が 悪化 し 、 契約 に 従っ た 債権 の 元 本 の 回 収 及び 利息 の 受取 り が で き な い 可能 性 の 
高い 債権 」 を いい 、 現 状 、 経 営 破綻 の 状況 に は な い が 、 経 営 難 の 状態 に あり 、 経 営 改 
立 計 画 等 の 進捗 状況 が 芳しく な く 、 今後 、 経 営 破綻 に 陥る 可能 性 が 大 きい と 認め られ 
る 債務 者 (金融 機関 等 の 支援 継続 中 の 債務 者 を 含む ) に 対す る 債権 で ある 。 
具体 的 に は 、 現 状 、 事 業 を 継続 し て いる が 、 実質 債務 超過 の 状態 に 陥っ て お り 、 業 
況 が 著しく 低調 で 貸出 金 が 延滞 状態 に ある な ど 元 本 及び 利息 の 最終 の 回 収 に つい て 重 
大 な 懸念 が あり 、 従 っ て 損失 の 発生 の 可能 性 が 高い 状況 で 、 今 後 、 経 営 破綻 に 陥る 可 
能 性 が 大 きい と 認め られ る 債務 者 に 対す る 債権 を いう 。 
な お 、 会 社 更生 法 、 民 事 再生 法 等 の 規定 に よる 更生 計画 等 の 認可 決定 が 行わ れ た 債 
務 者 に 対す る 債権 に つい て は 、 危 険 債権 と 判断 し て 差し 支え な い 。 さ ら に 、 更 生計 画 
等 の 認可 決定 が 行わ れ て いる 債務 者 に つい て は 、 以 下 の 要 件 の いずれ か を 充 た し て い 
る 場合 に は 、 更 生計 画 等 が 合理 的 で あり 、 そ の 実現 可能 性 が 高い も の と 判断 し 、 当 該 
債務 者 に 対す る 債権 は 要 管 理 債権 又は 正常 債権 に 該当 する も の と 判断 し て 差し 支え な 
い 。 
① 更生 計画 等 の 認可 決定 後 、 当 該 債 務 者 が 、 原 則 と し て 概ね 5 年 以内 に 、 業 況 が 
良好 で あり 、 か つ 、 財 務 内 容 に も 特段 の 問題 が な いと 認め られ る 状態 (当該 債務 
者 が 金融 機関 等 の 再建 支援 を 要 せ ず 、 自 助 努 力 に より 事業 の 継続 性 を 確保 する こ 
と が 可能 な 状態 と な る 場合 は 、 金 利 減免 ・ 棚 上 げ を 行っ て いる な ど 貸 出 条件 に 問 
題 の ある 状態 、 元 本 返済 若しくは 利息 支払 い が 事 実 上 延滞 し て いる な ど 履 行状 況 
に 問題 が ある 状態 の ほか 、 業 況 が 低調 な いし は 不安 定 な 債務 者 又は 財務 内 容 に 問 
題 が ある 状態 な ど 今 後 の 管理 に 注意 を 要する 状態 を 含む 。) と な る 計画 で あり 、 か 
つ 、 更 生 計画 等 が 概ね 計画 どおり に 推移 する と 認め られ る こと 。 

② 当該 債務 者 が 、5 年 を 超え 概ね 10 年 以内 に 、 業況 が 良好 で あり 、 かつ 、 財務 内 
容 に も 特段 の 問題 が な いと 認め られ る 状態 ( 当該 債務 者 が 金融 機関 等 の 再建 支援 
を 要 せ ず 、 自 助 努 力 に より 事業 の 継続 性 を 確保 する こと が 可能 な 状態 と な る 場合 
は 、 金 利 減免 ・ 棚 上 げ を 行っ て いる な ど 貸 出 条件 に 問題 の ある 状態 、 元 本 返済 若 
し く は 利息 支払 い が 事 実 上 延滞 し て いる な ど 履 行状 況 に 問題 が ある 状態 の ほか 、 
業況 が 低調 な いし は 不安 定 な 債務 者 又は 財務 内 容 に 問題 が ある 状態 な ど 今後 の 管 
理 に 注意 を 要する 状態 を 含む お 。) と な る 計画 で あり 、 か つ 、 更生 計画 等 の 認可 決定 
後 一 定期 間 が 経過 し 、 更 生計 画 等 の 進捗 状況 が 概ね 計画 以上 で あり 、 今 後 も 概ね 
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計画 どおり に 推移 する と 認め られ る こと 。 


(3) 貸出 条件 緩和 債権 
貸出 条件 緩和 債権 と は 、「 債 務 者 の 経営 再建 又は 支援 を 図る こと を 目的 と し て 、 
金利 の 減免 利息 の 支払 猫 予 、 元 本 の 返済 猫 予 、 債権 放棄 その 他 の 債務 者 に 有利 と 
な る 取決め を 行っ た 貸出 金 」 を いう 。 
① 施行 規則 第 19 条 の 2 第 1 項 第 5 号 ロ (4) の 「 債 務 者 の 経営 再建 又は 支援 を 
図る こと を 目的 と し て 」 い る か どう か の 判定 に お いて は 、 債 務 者 の 経営 状況 及 
び 金 融 機関 の 意図 等 に 基づき 判断 する こと と し 、 当 該 条件 変更 が 、 債 務 者 の 経 
営 再 建 又 は 支援 を 図る こと を 目的 と し て いな いと 認め られ る 場合 に は 、 債 務 者 
に 有利 と な る 取決め を 行っ て いる 場合 で あっ て も 、 貸 出 条件 緩和 債権 に は 該当 
し な いこ と に 留意 する 。 
( 注 ) 債務 者 の 経営 再建 又は 支援 を 図る 目的 の 有無 に つい て は 、 単 に 融資 形態 
の み を も っ て 判断 する の で は な く 、 債 務 者 の 状況 や 資金 の 性 格 等 を 総合 衣 
に 勘案 し て 判断 する 必要 が ある 。 例 えば 、 書 換え が 継続 し て いる 手形 貸付 
で あっ て も 、 い わ ゆ る 正常 運転 資金 に つい て は 、 そ も そ も 債 務 者 の 支援 を 
目的 と し た 期限 の 延長 で は な いこ と か ら 、 貸 出 条件 緩和 債権 に は 該当 し な 
いこ と に 留意 する 。 
② 施行 規則 第 19 条 の 2 第 1 項 第 5 号 ロ (4) の 「 債 務 者 に 有利 と な る 取決め 」 
と は 、 債 権 者 と 債務 者 の 合意 に よる も の か 法律 や 判決 に よる も の で ある か は 問 
わな いこ と に 留意 する 。 ま た 、 そ の 具体 的 な 事例 と し て は 、 例 えば 、 以 下 の よ 
うな 約定 条件 の 改定 を 行っ た 債権 又は その 組み 合わ せ で 、 か つ 当 該 債務 者 に 関 
する 他 の 貸出 金利 息 、 手 数 料 、 配 当 等 の 収益 、 担 保 ・ 保 証 等 に よる 信用 リス ク 
等 の 増減 、 競 争 上 の 観点 等 の 当該 債務 者 に 対す る 取引 の 総合 的 な 採算 を 勘案 し 
て 、 当 該 貸出 金 に 対し て 、 基 準 金利 (当該 債務 者 と 同等 な 信用 リス ク を 有 し て 
いる 債務 者 に 対し て 通常 適用 され る 新規 貸出 実行 金利 を いう 。) が 適用 され る 場 
合 と 実質 的 に 同等 の 利回り が 確保 され て いな い 債権 が 考え られ る が 、 こ れ ら に 
か か わら ず 施 行 規則 の 定義 に 合致 する 貸出 金 は 開示 の 対象 と な る こと に 留意 す 
る 。 
イ . 金利 減免 債権 : 金利 を 引き 下げ た 貸出 金 
口 . 金利 支払 猫 予 債権 : 金利 の 支払 を 猫 予 し た 貸出 金 
ハ . 経営 支援 先 に 対す る 債権 : 債権 放棄 や DES (デット ・ エ クイ ティ ・ ス 
ワッ プ ) な どの 支援 を 実施 し 、 今後 も 再建 計画 の 実施 に 際 し 追加 的 支援 の 蓋 
然 性 が 高い 債務 者 に 対す る 貸出 金 
二 . 元 本 返済 猫 予 債権 : 元 本 の 支払 を 猫 予 し た 貸出 金 
ホホ . 一 部 債権 放棄 を 実施 し た 債権 : 私 的 整理 に お ける 関係 者 の 合意 や 会 社 更生 、 
民事 再生 手続 に お ける 認可 決定 等 に 伴い 、 元 本 の 一 部 又は 利息 債権 の 放棄 を 
行っ た 貸出 金 の 残 債 
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へ . 代物 弁済 を 受け た 債権 : 債務 の 一 部 弁済 と し て 、 不 動産 や 売掛金 な どの 
資産 を 債務 者 が 債権 者 に 引き 渡し た 貸出 金 (担保 権 の 行使 に よる 引き 渡し 
を 含む 。) の 残 債 

ト . 債務 者 の 株 式 を 受け 入れ た 債権 : 債務 の 一 部 弁済 と し て 、 債 務 者 の 発行 
し た 株 式 を 受領 し た 貸出 金 の 残 債 。 た だ し 、 当 初 の 約定 に 基づき 貸出 金 を 
債務 者 の 発行 し た 株 式 に 転換 し た 場合 は 除く 。 

( 注 ) 上 記 の 事例 に 係る 判定 に 当たっ て は 、 例 えば 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 

ー 適用 金利 が 基準 金利 を 下回る 場合 で あっ て も 、 人 金利 の 減免 や 元 本 支払 
猫 予 等 の 貸出 条件 の 変更 を 行っ て いな い 貸 出 金 で あれ ば 、 貸 出 条件 緩和 
債権 に は 該当 し な いこ と 

ニニ た だ し 、 金 利 の 減免 や 元 本 支払 猫 予 等 の 貸出 条件 の 変更 を 行っ て いな 
い 貸出 金 で あっ て も 、 新規 貸出 時 に 、 債 務 者 の 経営 状況 、 資金 使途 、 及 
び 設 定 さ れ た 貸出 条件 等 か らし て 、 実 質 的 に 当該 債務 者 に 対す る 既存 債 
権 の 条件 緩和 、 又 は 既存 の 条件 緩和 債権 の 返済 を 目的 と し て 実施 され た 
も の で ある こと が 明らか な 場合 は 、 貸 出 条件 緩和 債権 に 該当 する こと 

三 基準 金利 は 経済 合理 性 に 従っ て 設定 され る べき で ある こと 

具体 的 に は 、 

・ 設定 に 際 し 、 信用 リス ク に 基づく 適切 か つ 精 統 な 区 分 を 設け 、 そ の 区 
分 に 応じ た 新規 貸出 約定 平均 金利 を 基準 金利 と する こと 

・ た だ し 、 新規 貸出 約定 平均 金利 が 、 そ の 区 分 に お いて 、 信 用 リス ク 等 
に 見 合っ た リタ ー ン が 確保 こく され て いる 旨 を 合理 的 ・ 客 観 的 に 証明 で き 
る 方 法 に より 求め た 金利 を 著しく 下回る 場合 に は 、 当 該 方 法 に より 求 
め た 金利 を 基準 金利 と する こと 

四 開示 の 判断 は 、「 ハ . 経営 支援 先 に 対す る 債権 」 の 場合 は 債務 者 単位 
で 行う こと 。 また 、「 ホ . 一 部 債権 放棄 を 実施 し た 債権 」、「 へ . 代物 弁済 
を 受け た 債権 」 及 び 「 ト . 債務 者 の 株 式 を 受け 入れ た 債権 」 で あっ て 、 
開示 を 逃れ る た め に 意図 的 に 債権 を 分 割 し て いる と 認め られ る 場合 は 、 
当該 債務 者 に 対す る 分 割 を する 前 の 当該 貸出 金 の 残 債 を 開示 する 必要 
が ある 。 これ ら の 場合 を 除い て は 、 個々 の 債権 単位 で 開示 の 判断 を 行う 
選 だ 

五 特に 債務 者 が 中 小 企業 で ある 場合 は 、 当 該 企業 の 財務 状況 の みな ら ず 、 
当該 企業 の 技術 力 、 販売 力 や 成長 性 、 代表 者 等 の 役員 に 対す る 報酬 の 支 
払 状況 、 代表 者 等 の 収入 状況 や 資産 内 容 、 保証 状況 と 保証 能力 等 を 総合 
的 に 勘案 し 、 当 該 企業 の 経営 実態 を 踏ま そえ て 区 分 する こと 

六 条件 変更 を 実施 し て いる 債権 で あっ て も 、 当 該 企業 が 保有 する 資産 の 
売却 等 の 見 通し が 確実 で あり 、 そ れ に より 返済 財源 が 確保 され て いる 場 
合 等 に は 、 信 用 リス ク そ の も の が 軽減 され て いる こと 

③ 過去 に お いて 債務 者 の 経営 再建 又は 支援 を 図る こと を 目的 と し て 金利 減免 、 
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金利 支払 猫 予 、 債 権 放 棄 、 元 本 返済 釘 予 、 代 物 弁 済 や 株 式 の 受領 等 を 行っ た 債 
務 者 に 対す る 貸出 金 で あっ て も 、 人 金融 経済 情勢 等 の 変化 等 に より 新規 貸出 実行 
金利 が 低下 し た 結果 、 又 は 当該 債務 者 の 経営 状況 が 改善 し 信用 リス ク が 減少 し 
た 結果 、 当 該 貸出 金 に 対し て 基準 金利 が 適用 され る 場合 と 実質 的 に 同等 の 利 回 
り が 確保 さ れ て いる と 見 込ま れる 場合 、 又 は 当該 債務 者 の 業況 が 良好 で あり 、 
か つ 、 財 務 内 容 に も 特段 の 問題 が な いと 認め られ る 状態 と な っ た 場合 に は 、 当 
該 貸 出 金 は 貸出 条件 緩和 債権 に は 該当 し な いこ と に 留意 する 。 

特に 、 実 現 可 能 性 の 高い ( 注 1) 抜本 的 な ( 注 2) 経営 再建 計画 ( 注 3) 

に 沿っ た 金融 支援 の 実施 に より 経営 再建 が 開始 され て いる 場合 ( 注 4) に は 、 

当該 経営 再建 計画 に 基づく 貸出 金 は 貸出 条件 緩和 債権 に は 該当 し な いも の と 判 

断 し て 差し 支え な い 。 ま た 、 債 務 者 が 実現 可能 性 の 高い 抜本 的 な 経営 再建 計画 

を 策定 し て いな い 場 合 で あっ て も 、 債 務 者 が 中 小 企業 で あっ て 、 か つ 、 貸 出 条 

件 の 変更 を 行っ た 日 か ら 最 長 1 年 以内 に 当該 経営 再建 計画 を 策定 する 見 込み が 

ある と き ( 注 5) に は 、 当 該 債 務 者 に 対す る 貸出 金 は 当該 貸出 条件 の 変更 を 行 

っ た 日 か ら 最 長 1 年間 は 貸出 条件 緩和 債権 に は 該当 し な いも の と 判断 し て 差し 

支え な い 。 

( 注 1) 「 実 現 可 能 性 の 高い 」 と は 、 以 下 の 要 件 を 全て 満た す 計 画 で ある こと を 
いう 。 た だ し 、 債 務 者 が 中 小 企業 で あっ て 、 そ の 進捗 状況 が 概ね 1 年 以上 
順調 に 進捗 し て いる 場合 に は 、 そ の 計画 は 「 実 現 可 能 性 の 高い 」 計 画 で あ 
る と 判断 し て 差し 支え な い 。 

ー 計画 の 実現 に 必要 な 関係 者 と の 同意 が 得 ら れ て いる こと 

ニニ 計画 に お ける 債権 放棄 な どの 支援 の 額 が 確定 し て お り 、 当 該 計画 を 超 
える 追加 的 支援 が 必要 と 見 込ま れる 状況 で な いこ と 

三 計画 に お ける 売上 高 、 費 用 及び 利益 の 予測 等 の 想定 が 十分 に 厳し いも 
の と な っ て いる こと 

( 注 2 ) 「 抜 本 的 な 」 と は 、 概 ね 3 年 (債務 者 企業 の 規模 又は 事業 の 特質 を 考慮 
し た 合理 的 な 期間 の 延長 を 排除 し な い 。) 後 の 当該 債務 者 の 業況 が 良好 で あ 
り 、 か つ 、 財 務 内 容 に も 特段 の 問題 が な いと 認め られ る 状態 と な る こと を い 
う 。 な お 、 債務 者 が 中 小 企業 で ある 場合 は 、 大 企業 と 比較 し て 経営 改善 に 時 
間 が か か る こと が 多い こと か ら 、 息 一 4 一 9 一 4 一 3 (4) に お ける 「 合 理 
的 か つ 実 現 可 能 性 の 高い 経営 改善 計画 」 が 策定 され て いる 場合 に は 、 当 該 計 
画 を 実現 可能 性 の 高い 抜本 的 な 計画 と みな し て 差し 支え な い 。 

( 注 3) 中 小 企業 再生 支援 協議 会 (産業 復興 相談 セン ター を 含む 。) 又は 株 式 会 
社 整 理 回 収 機構 が 策定 支援 し た 再生 計画 、 産業 復興 相談 セン ター が 債権 買取 
支援 業務 に お いて 策定 支援 し た 事業 計画 、 事業 再生 ADR 手続 (特定 認証 紛争 
解決 手続 (産業 競争 力 強 化 法 第 2 条 第 16 項 ) を いう 。) に 従っ て 決議 され た 
事業 再生 計画 、 株 式 会 社 地域 経済 活性 化 支援 機構 が 買取 決定 等 (株 式 会 社 地 
域 経済 活性 化 支援 機構 法 第 31 条 第 1 項 ) し た 事業 者 の 事業 再生 計画 ( 同 法 
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第 25 条 第 2 項 ) 及び 株 式 会 社 東日本 大 岩 災 事業 者 再生 支援 機構 が 買取 決定 
等 (株 式 会 社 東日本 大 震 災 事業 者 再生 支援 機構 法 第 25 条 第 1 項 ) し た 事業 
者 の 事業 再生 計画 ( 同 法 第 19 条 第 2 項 第 1 号 ) に つい て は 、 当該 計画 が ( 注 

1) 及び ( 注 2) の 要件 を 満た し て いる と 認め られ る 場合 に 限り 、「 実 現 可 
能 性 の 高い 抜本 的 な 経営 再建 計画 」 で ある と 判断 し て 差し 支え な い 。 

( 注 4) 既存 の 計画 に 基づく 経営 再建 が ( 注 1) 及び ( 注 2) の 要件 を 全て 満た 
すこ と と な っ た 場合 も 、「 実 現 可 能 性 の 高い 抜本 的 な 経営 再建 計画 に 沿っ た 
金融 支援 の 実施 に より 経営 再建 が 開始 され て いる 場合 」 と 同様 と する 。 例 
えば 、 金融 機関 が 債務 者 に 対し て 貸付 条件 の 変更 を 行う 場合 で あっ て 、 当 該 
債務 者 が 経営 改善 計画 等 を 策定 し て いる と き ( 他 の 金融 機関 (政府 系 金融 機 
関 等 を 含む 。) が 行う 貸付 条件 の 変更 等 に 伴っ て 当該 債務 者 が 経営 改善 計画 
等 を 策定 し て いる と き 及 び 信 用 保証 協会 に よる 既存 の 保証 の 条件 変更 に 伴 
っ て 当該 債務 者 が 経営 改善 計画 等 を 策定 し て いる と き を 含む 。) は 、 当 該 計 
画 が ( 注 1) 及び ( 注 2) の 要件 を 満た し て いる と 認め られ る も の で あれ ば 、 
金融 機関 が 当該 債務 者 に 対し て 行う 貸付 条件 の 変更 等 に 係る 貸出 金 は 貸出 
条件 緩和 債権 に は 該当 し な いも の と 判断 し て 差し 支え な い 。 

な お 、( 注 3) の 場合 を 含め 、( 注 1) 及び ( 注 2) の 要件 を 当初 全て 満た 
す 計画 で あっ て も 、 そ の 後 、 こ れ ら の 要件 を 欠く こと と な り 、 当 該 計画 に 基 
づく 貸出 金 に 対し て 基準 金利 が 適用 され る 場合 と 実質 的 に 同等 の 利回り が 確 
保 さ れ て いな いと 見 込ま れる よう に な っ た 場合 に は 、 当 該 計画 に 基づく 貸出 
金 は 貸出 条件 緩和 債権 に 該当 する こと と な る こと に 留意 する 。 

( 注 5) 「 当 該 経営 再建 計画 を 策定 する 見 込み が ある と き 」 と は 、 銀 行 と 債務 者 と 
の 間 で 合意 に は 至っ て いな い が 、 債 務 者 の 経営 再建 の た め の 資 源 等 (例え ば 、 
売却 可 能 な 資産 、 削減 可能 な 経費 、 新 商品 の 開発 計画 、 販 路 拡大 の 見 込み ) 
が 存在 する こと を 確認 で き 、 か つ 、 債 務 者 に 経営 再建 計画 を 策定 する 意思 が 
ある 場合 を いう 。 


( 4 ) 要 管 理 債権 

要 管理 債権 と は 、 金利 減免 ・ 棚 上 げ を 行っ て いる な ど 貸 出 条 件 に 問題 の ある 債務 
者 、 元 本 返済 若しくは 利息 支払 い が 事 実 上 延滞 し て いる な ど 履 行状 況 に 問題 が ある 
債務 者 の ほか 、 業況 が 低調 な いし は 不安 定 な 債務 者 又は 財務 内 容 に 問題 が ある 債務 
者 な ど 今 後 の 管理 に 注意 を 要する 債務 者 に 対す る 債権 の うち 、「 三 月 以上 延滞 債権 
及び 貸出 条件 緩和 債権 」 を いう 。 

な お 、 形式 上 は 延滞 が 発生 し て いな いも の の 、 実質 的 に 三 月 以上 遅延 し て いる 債 
権 も 、 要 管理 債権 に 該当 する 。 実質 的 な 延滞 債権 と な っ て いる か どう か は 、 返済 期 
日 近く に 実行 され た 貸出 金 の 資金 使途 が 元 金 又は 利息 の 返済 原資 と な か っ て いな い 
か 等 に より 判断 する 。 

金融 機関 等 の 支援 を 前 提 と し て 経営 改善 計画 等 が 策定 され て いる 債務 者 に つい 
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て は 、 以 下 の 全て の 要件 を 充 た し て いる 場合 に は 、 経 営 改善 計画 等 が 合理 的 で あり 、 
その 実現 可能 性 が 高い も の と 判断 し 、 当 該 債 務 者 に 対す る 債権 は 要 管 理 債権 又は 
正常 債権 に 該当 する も の と 判断 し て 差し 支え な い (当該 計画 を 「 合 理 的 か つ 実 現 可 
能 性 の 高い 経営 改善 計画 」 と いう 。)。 

な お 、 債 務 者 が 中 小 企 業 で ある 場合 、 企 業 の 規模 、 人 員 等 を 勘案 する と 、 大 企業 
の 場合 と 同様 な 大 部 で 精 級 な 経営 改善 計画 等 を 策定 で き な い 場合 が ある 。 債務 者 が 
経営 改善 計画 等 を 策定 し て いな い 場 合 で あっ て も 、 例 えば 、 今 後 の 資産 売却 予定 、 
役員 報酬 や 諸 経費 の 削減 予定 、 新 商品 等 の 開発 計画 や 収支 改善 計画 等 の ほか 、 債務 
者 の 実態 に 即 し て 金融 機関 が 作成 ・ 分 析 し た 資料 を 踏ま えて 債権 区 分 の 判断 を 行う 
こと が 必要 で ある 。 

また 、 債務 者 が 中 小 企業 で ある 場合 、 必ず し も 精 級 な 経営 改善 計画 等 を 作成 で き 
な いこ と か ら 、 景気 動向 等 に より 、 経営 改善 計画 等 の 進捗 状況 が 計画 を 下回る ( 売 
上 高等 及び 当期 利益 が 事業 計画 に 比 し て 概ね 8 割 に 満た な い ) 場合 が ある 。 その 際 
に は 、 経営 改善 計画 等 の 進捗 状況 の み を も っ て 機械 的 ・ 画 一 的 に 判断 する の で は な 
く 、 計 画 を 下回っ た 要因 に つい て 分 析 す る と と も に 、 今 後 の 経営 改善 の 見 通し 等 を 
検討 する こと が 必要 で ある (た だ し 、 経 営 改 善 計画 の 進捗 状況 が 計画 を 大 幅 に 下 回 
っ て いる 場合 に は 、「 合 理 的 か つ 実 現 可能 性 の 高い 経営 改善 計画 」 と は 取り 扱わ 
な い ) 。 な お 、 経 営 改善 計画 等 の 進捗 状況 や 今後 の 見 通し を 検討 する 際 に は 、 バ ラ 
ンス シー ト 面 に つい て の 検討 も 重要 で ある が 、 キ ャ ッシュ フロ ー の 見 通し を より 重 
視 す る こと が 適当 で ある 。 

この ほか 、 債務 者 が 制度 資金 を 活用 し て 経営 改善 計画 等 を 策定 し て お り 、 当 該 経 
営 改 善 計画 等 が 国 又 は 都 道 府 県 の 審査 を 経て 策定 され て いる 場合 に は 、 債務 者 の 実 
態 を 踏ま は え 、 国 又は 都 道 府 県 の 関与 の 状況 等 を 総合 的 に 勘案 し て 判断 する 。 

本 基準 は 、 あ くま で も 経営 改善 計画 等 の 合理 性 、 実現 可能 性 を 検証 する た め の 目 
安 で あり 、 債権 区 分 を 検討 する に 当たっ て は 、 本 基準 を 機械 的 ・ 画 一 的 に 適用 すべ 
きも の で は な い 。 

① 経営 改善 計画 等 の 計画 期間 が 原則 と し て 概ね 5 年 以内 で あり 、 か つ 、 計 画 の 

実現 可能 性 が 高い こと 。 

た だ し 、 経 営 改 善 計画 等 の 計画 期間 が 5 年 を 超え 概ね 10 年 以内 と な っ て い 
る 場合 で 、 経営 改善 計画 等 の 策定 後 、 経 営 改善 計画 等 の 進捗 状況 が 概ね 計画 ど 
お り (売上 高等 及び 当期 利益 が 事業 計画 に 比 し て 概ね 8 割 以上 確保 され て いる 
こと ) で あり 、 今後 も 概ね 計画 どおり に 推移 する と 認め られ る 場合 を 含む 。 

② 計画 期間 終了 後 の 当該 債務 者 の 業況 が 良好 で あり 、 か つ 、 財 務 内 容 に も 特 

段 の 問題 が な いと 認め られ る 状態 (た だ し 、 計 画 期間 終了 後 の 当 該 債務 者 が 金 
融 機関 等 の 再建 支援 を 要 せ ず 、 自助 努力 に より 事業 の 継続 性 を 確保 する こと が 
可能 な 状態 と な る 場合 は 、 金 利 減免 ・ 棚 上 げ を 行っ て いる な ど 貸 出 条件 に 問題 
の ある 状態 、 元 本 返済 苦し く は 利息 支払 い が 事 実 上 延滞 し て いる な ど 履 行状 況 
に 問題 が ある 状態 の ほか 、 業況 が 低調 な いし は 不安 定 な 債務 者 又は 財務 内 容 に 
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問題 が ある 状態 な ど 今 後 の 管理 に 注意 を 要する 状態 を 含む お.) と な る 計画 で あ 
る こと 。 

③ 全て の 取引 金融 機関 等 に お いて 、 経営 改善 計画 等 に 基づく 支援 を 行う こと が 
合意 され て いる こと 。 

た だ し 、 単 独 で 支援 を 行う こと に より 再建 が 可能 な 場合 又は 一 部 の 取引 金融 
機関 等 が 支援 を 行う こと に より 再建 が 可能 な 場合 は 、 当 該 支 援 金 融 機関 等 が 
経営 改善 計画 等 に 基づく 支援 を 行う こと に つい て 合意 され て いれ ば 足り る も 
の と 判断 する 。 

④ 金融 機関 等 の 支援 の 内 容 が 、 金 利 減免 、 融 資 残高 維持 等 に 止ま り 、 債 権 放棄 、 
現金 贈与 な どの 債務 者 に 対す る 資金 提供 を 伴う も の で は な いこ と 。 

た だ し 、 経 営 改善 計画 等 の 開始 後 、 既 に 債権 放棄 、 現 金 贈与 な どの 債務 者 に 
対す る 資金 提供 を 行い 、 今 後 は これ を 行わ な いこ と が 見 込ま れる 場合 、 及 び 経 
営 改善 計画 等 に 基づき 今後 債権 放棄 、 現 金 贈与 な どの 債務 者 に 対す る 資金 提供 
を 計画 的 に 行う 必要 が ある が 、 既 に 支援 に よる 損失 見 込 額 を 全額 引当 金 と し て 
計上 済 で 、 今 後 は 損失 の 発生 が 見 込ま れ な い 場 合 を 含む 。 

な お 、 制 度 資金 を 利用 し て いる 場合 で 、 当 該 制度 資金 に 基づく 国 が 補助 する 
都 道 府 県 の 利子 補給 等 は 債権 放棄 等 に は 含ま れ な いこ と に 留意 する 。 


(5) 正常 債権 

正常 債権 と は 、「 債 務 者 の 財政 状態 及び 経営 成績 に 特に 問題 が な いも の と し て 、 
要 管 理 債権 、 危険 債権 、 破 産 更 生 債権 及び これ ら に 準ずる 債権 以外 の も の に 区 分 さ 
れる 債権 」 を いう 。 

な お 、 国 、 地 方 公共 団体 及び 被 管理 金融 機関 に 対す る 債権 は 正常 債権 に 該当 す 
る 。 


玉 一 4 一 9 一 4 一 4 自己 資本 の 充実 の 状況 等 の 開示 (施行 規則 第 19 条 の 2 第 1 項 
第 5 号 二 、 第 19 条 の 3 第 1 項 第 3 号 ハ 、 第 19 条 の 5、 第 34 条 の 26 第 1 項 第 4 号 ハ 、 
及び 第 34 条 の 27 の 2 関係 ) 


自己 資本 比率 規制 の 第 3 の 柱 (市 場 規律 ) に 基づく 自己 資本 の 充実 の 状況 等 の 開示 
は 、 第 1 の 柱 (最低 所 要 自 己 資 本 比率 ) 及び 第 2 の 柱 (金融 機関 の 自己 管理 と 監督 
の 検証 ) を 補完 し 、 市 場 に よる 外部 評価 の 規律 づけ に より 金融 機関 の 経営 の 健全 性 を 
維持 する こと を 目的 と し て お り 、 開 示 告 に 従っ て 、 以下 の 事項 に 留意 し 、 適切 に 実 
施さ れる 必要 が ある 。 また 、 金融 機関 は 、 開示 の 対象 と な る 情報 の 重要 性 に 照ら し つ 
つ 、 利用 者 に と っ て 有益 な 情報 開示 の あり 方 を 検討 する 必要 が ある 。 情報 開示 の 省略 
等 が 当該 情報 の 利用 者 に よる 経済 的 な 意思 決定 を 変更 させ る 可能 性 の ある 情報 に つ 
いて は 、 そ の 適切 な 開示 に 特に 留意 する も の と する 。 
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た だ し 、 財産 的 価値 を 有する 情報 及び 守秘 義務 に 係る 情報 に つい て は 、 こ れ ら の 情 
報 を 公開 する こと で 銀行 の 地位 に 大 き な 損 害 を 与え る お それ が ある 場合 に は 、 当 該 項 
目 に 関す る より 一 般 的 な 情報 と と も に 、 そ の 特定 の 情報 項目 が 開示 され な か っ た 事実 
及び その 理由 を 開示 する こと で 差し 支え な いも の と する 。 


( 注 ) 一 4 オー9 一 4 一 4 は 、 主 に 銀行 が 単体 の 自己 資本 比率 を 算出 する に 当たっ て 
の 開示 事項 を 定め た も の で あり 、 銀行 が 連結 の 自己 資本 比率 を 算出 する 場合 や 銀行 
持株 会 社 が 連結 の 自己 資本 比率 を 算出 する 場合 に は 、 適宜 読み 替え て 適用 する も の 
と する 。 


(1) 定性 的 な 開示 事項 【 国 際 統 一 基準 行 ・ 国 際 統 一 基準 持株 会 社 】 
① 「 連 結 の 範囲 に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 に つい て 
イ .「 連 結 自己 資本 比率 を 算出 する 対象 と な る 会 社 の 集団 (連結 グル ー プ ) に 属 
する 会 社 と 連結 財務 諸表 規則 第 5 条 に 規定 する 連結 の 範囲 (会 計 連 結 範 囲 ) 
に 含ま れる 会 社 と の 相違 点 及 び 当 該 相違 点 の 生じ た 原因 」 
告示 第 3 条 又 は 「 銀 行 法 第 五 十 二 条 の 二 十 五 の 規定 に 基づき 、 銀行 持株 会 
社 が 銀行 持株 会 社 及 びそ の 子会社 の 保有 する 資産 等 に 照ら し それ ら の 自己 
資本 の 充実 の 状況 が 適当 で ある か どう か を 判断 する た め の 基 準 」 (以下 「 持 
株 自己 資本 比率 告示 」 と いう 。) 第 3 条 の 規定 に 従っ た 場合 と 連結 財務 諸表 
規則 に 基づく 場合 の 連結 の 範囲 及び 方 法 の 違い (例え ば 、 連 結 、 持 分 法 適用 、 
比例 連結 等 ) 
連結 の 範囲 及び 方 法 の 違い が 生じ た 原因 
ロ .「 連 結 グ ルー プ に 属す る 会 社 で あっ て 会 計 連 結 範囲 に 含ま れ な いも の 及び 連 
結 グ ルー プ に 属し な い 会 社 で あっ て 会 計 連 結 範囲 に 含ま れる も の の 名 称 、 貸 
借 対照 表 の 総 資産 の 額 及 び 純 資産 の 額 並 びに 主要 な 業務 の 内 容 」 に は 、 一 覧 
表示 等 の 方 法 に より 、 同 じ 取 扱い を 受け る も の の 区 分 ご と に 、 そ れ ら の 名 称 、 
貸借 対照 表 の 総 資産 の 額 及 び 純 資産 の 額 並 びに 主要 な 業務 の 内 容 
②  「 銀 行 全体 の リス ク の 特性 並び に リス ク 管 理 の 方 針 、 手 続 及 び 体 制 の 概要 」 
イ . 銀行 の ビジ ネス モデ ル と リス ク プ ロフ ァイル と の 整合 性 が どの よう に 確保 
され て いる か の 説明 (例え ば 、 ビ ジネス モデ ル に 係る 主要 な リス ク の 説明 と 、 
その 主要 な リス ク が 、 そ れ ぞ れ の リス ク カ テ ゴ リ ー の な か で どの よう に 管理 
され 、 開 示さ れ て いる か の 説明 等 ) 及び 銀行 の リス ク プ ロフ ァイル が 、 取 締 
役 会 で 承認 され た リス ク 許 容量 と どの よう に 関連 付け られ て いる か の 説明 
ロ . リス ク ・ ガ バナ ンス 体制 。 例 えば 、 銀 行内 に お ける 責任 の 所 在 (それ ぞ れ 
の 権限 、 権 限 の 委 議 、 リ スク カテ ゴリ ー 別 及び 事業 部 門別 の 責任 の 分 担 等 ) 、 
リス ク 管 理 プ ロ セ ス に 関与 する 組織 、 部 門間 の 関係 (取締 役 会 、 取 締 役 、 各 
リス ク 委 員 会 、 各 リス ク 管 理 部 門 、 コ ンプ ライ アン ス 部 門 、 内 部 監査 部 門 等 ) 
ハ . 銀行 内 で リス ク 文 化 を 醸成 する た め の 方 法 (行動 規範 、 リ ミッ ト の 管理 方 
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法 や 抵触 し た 場合 の 手続 、 業 務 担当 者 (ビジ ネス ライ ン ) と リス ク 管 理 部 賭 
と の 間 で リス ク に 係る 課題 を 提起 、 共 有する た め の 手 続 等 ) 


リス ク 計 測 シ ステ ム の 対象 範囲 と 主 な 特徴 


ホ . 取締 役 及び 取締 役 会 等 へ の リス ク 情 報 の 報告 手続 き 。 特に 、 エ クス ポー ジャ 


ー に 関す る 報告 の 範囲 と 主 な 内 容 


へ . スト レス ・ テ スト に 関す る 定性 的 情報 (スト レス ・ テ スト の 対象 と な る ポー 


ト フ ォ リ オ 、 採 用 し た シナ リオ と 使用 し た 手法 、 リ スク 管理 に お ける スト レ 
ス ・ テ スト の 利用 等 ) 


ト . 銀行 の ビジ ネス モデ ル か ら 生 じ る リス ク を 管理 、 ヘ ッ ジ 、 削減 する た め の 戦 


③ 


イイ. 


口 . 


略 と 手順 、 ヘ ッ ジ と 削減 策 の 継続 的 な 有効 性 を モニ タリ ング する た め の 手 順 
「 信 用 リス ク に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 


「 リ スク の 特性 並び に リス ク 管 理 の 方 針 、 手 続 及 び 体制 の 概要 」 

ビジ ネス モデ ル に 基づい た 信用 リス ク プ ロフ ァイル の 説明 
・ 信用 リス ク 管 理 方 針 を 決定 し 、 信 用 リス ク 限 度 額 を 設定 する 基準 と 方 
法 

信用 リス ク 管 理 ・ コ ント ロー ル に 関す る 体制 と 組織 

信用 リス ク 管 理 部 門 、 与 信管 理 部 門 、 コ ンプ ライ アン ス 部 門 、 内 部 監 
査 部 門 の 関係 

信用 リス クエ クス ポー ジャ ー と 信用 リス ク の 管理 機能 に 係る 報告 の 範 
囲 と 主 な 内 容 
「 会 計上 の 引当 て 及び 償却 に 関す る 基準 の 概要 」 

引当 て ・ 償 却 の 方 針 及 び 方 法 (信用 格付 付与 、 債務 者 区 分 、 債権 区 分 、 
資産 分 類 の 概要 (区 分 の 定義 、 区 分 方 法 及び 対象 資産 の 範囲 に 関す る 説 
明 を 含む 。) と 引当 て ・ 償 却 の 額 の 算定 方 法 を 含む 。) 

債権 を 危険 債権 以下 に 区 分 し な い (ある い は 破綻 懸念 先 以 下 に 区 分 さ 
れ て いる 先 に 対す る 債権 と 判定 し な い ) こと を 許容 する 三 月 以上 延滞 債 
権 の 延滞 日 数 の 程度 、 及 びそ の 理由 

貸出 条件 の 緩和 を 実施 し た 債権 ( 三 月 以上 延滞 債権 及び 危険 債権 以下 
に 該当 する も の を 除く ) の 定義 ( 三 月 以上 延滞 債権 及び 危険 債権 以下 に 
区 分 し な い 条 件 、 貸 出 条 件 の 緩和 を 実施 し た こと に 伴い 引当 金 の 額 を 増 
加 さ せる 条件 の 説明 を 含む 。) 

引当 金 及 び 自 己 資本 比率 それ ぞ れ の 算定 に 利用 する 信用 リス ク の パラ 
メー ター の 主要 な 差異 (デフ ォ ル ト の 定義 や パラ メー ター の 算出 方 法 の 
差異 を 含む 。 差 異 が な い 場 合 は 差異 が な いこ と の 説明 を 含む 。) 


ハ .「 標 準 的 手法 採用 行 に あっ て は 、 エ クス ポー ジャ ー の 種類 ご と の リス ク ・ ウ 


ェ イ ト の 判定 に 使用 する 適格 格付 機関 等 の 名 称 」 に つい て は 、 告示 第 51 条 第 
1 項 又は 持株 自己 資本 比率 告示 第 29 条 第 1 項 に 基づき 、 個 別格 付 が 付与 され 
て いな い 債 権 に 、 当 該 債務 者 が 負っ て いる 他 の 債務 の 個別 格付 を 適用 し て い 
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る 場合 、 そ の 適用 に 当たっ て の 運用 プロ セス 及び 適用 状況 の 説明 
ニニ . 「 内 部 格付 手法 採用 行 に あっ て は 、 次 に 掲げ る 事項 」 の うち 、「 内 部 格付 制 

度 の 概要 及び 当該 制度 に 関す る 次 に 掲げ る 事項 の 概要 」 

a.「 資 産 区 分 ご と の 格付 付与 手続 」 に つい て は 、 各 ポー ト フ ォ リ オ に お いて 
用 いら れる 主 な モデ ル の 数 、 同 一 の ポー ト フ ォ リ オ に 含ま れる モデ ル 間 の 
主 な 差異 に 関す る 説明 

b.「 パ ラメ ー タ ー 推 計 及 びそ の 検証 体制 」 

PD : 推計 と 検証 の た め の 定 義 、 方 法 、 デ ー タ に 係る 説明 (デフ ォ ル 
ト の 可能 性 が 低い ポ ボ ポートフォリオ (LDP : Low Default Portfolio) 
の PD の 推計 方 法 、 規 制 上 の フロ ア の 適用 状況 、 少なくとも 過去 3 期 分 
の PD の 推計 値 と 実績 デフ ォ ル ト 率 の 間 の 差異 の 主 な 要因 等 ) 

LGD : 景気 後退 期 LGD の 推計 方 法 、LDP の LGD の 推計 方 法 、 
デフ ォ ル ト 時 か ら エ クス ポー ジャ ー の 清算 (終結 ) まで に 要する 期間 に 
係る 説明 等 

・ EAD : EAD 推 計 に 当たっ て 用 いら れ た 前 提 や 仮定 等 

c. 「 内 部 格付 制度 並び に 使用 する モデ ル の 開発 及び 管理 等 に 係る 運営 体制 」 

使用 する モデ ル の 開発 、 承 認 、 変 更 手続 き を 行う 部 門 の 役割 

リス ク 管 理 部 門 と 内 部 監査 部 門 と の 関係 、 モ デル の 検証 機能 が モデ ル 
開発 か ら 独 立 し て いる こと を 確保 する 手続 

モデ ル に 係る 報告 の 範囲 と 主 な 内 容 

(④ 「 信 用 リス ク 削 減 手 法 に 関す る リス ク の 特性 並び に リス ク 管 理 の 方 針 、 手 続 
及び 体制 の 概要 」 

イ . ネッ ティ ング を 利用 する 方 人 針 及 び プ ロ セ ス の 基本 的 な 特徴 並び に ネッ ティ 
ング の 利用 状況 に 係る 説明 

ロ . 担保 評価 ・ 担 保管 理 の 方 針 ・ プ ロ セ ス の 基本 的 な 特徴 

ハ . 使用 する 信用 リス ク 削 減 手 法 に お ける マー ケッ ト ・ リ スク 又は 信用 リス ク 
の 集中 状況 に 関す る 説明 (例え ば 、 保 証人 の 種類 別 、 担 保 の 種類 別 又は クレ 
ジッ ト ・ デ リバ ティ ブ に お ける プロ テク ショ ン の 提供 者 別に エク スポ ー ジ ャ 
ー を 集計 し た と き の 、 特 定 の 区 分 へ の エク スポ ー ジ ャ ー の 集中 状況 ) 

⑤  「 派 生 商品 取引 及び レポ 形式 の 取引 等 の 相手 方 に 対す る 信用 リス ク に 関す る 
リス ク の 特性 並び に リス ク 管 理 の 方 針 、 手 続 及 び 体制 の 概要 」 

イ . カウ ンタ ー パ ー テ ィ 及 び 中 央 清算 機関 に 対す る エク スポ ー ジ ャ ー に 関す る 
リス ク 資 本 及び 与信 限度 枠 の 割当 方 法 に 関す る 方 針 

ロ . 担保 、 保 証 、 ネ ッ テ ィ ング その 他 の 信用 リス ク 削 減 手法 に 関す る 評価 並び 
に 担保 等 の 管理 の 方 針 及 び 処 分 手続 の 概要 

ハ . 誤 方 向 リ スク の 特定 、 モ ニタ リン グ 及 び 管 理 の た め の 方 針 

二 . 自 行 の 信用 力 悪 化 に より 担保 を 追加 的 に 提供 する こと が 必要 と な る 場合 の 
影響 度 に 関す る 説明 
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⑥ 「 証 券 化 取引 に 係る リス ク に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 

イ .「 リ スク の 特性 並び に リス ク 管 理 の 方 針 、 手 続 及 び 体 制 の 概要 」 に つい て は 、 
銀行 の 証券 化 取 引 に つい て の 方 針 (証券 化 に よる リス ク 移 転 の 程度 及び リス 
ク の 種類 を 含む 。) (銀行 勘定 と 特定 取引 勘定 を 区 別 す る こと 。 ま た 、 再 証券 
化 取引 を 行っ て いる 場合 は 、 区 別 す る こと 。 以 下 こ の ⑥ に お いて 同じ 。) 

ロ . 「 体 制 の 整備 及び その 運用 状況 の 概要 」 に つい て は 、 再 証券 化 エ クス ポー ジ 
ャ ー を 保有 し て いる 場合 は 、 証 券 化 エ クス ポー ジャ ー と の 差異 

ハ . 「 証 券 化 目的 導管 体 の 名 称 及 び 当 該 証券 化 取引 に 係る 証券 化 エ クス ポー ジャ 
ー を 保有 し て いる か どう か の 別 」 に つい て は 、 少 な く と も 当 事 業 年 度 に 行っ 
< 証券 化 取引 の ほか 、 銀 行 が 自己 資本 比率 を 算出 する 上 で 当該 証券 化 目的 導 
管 体 を 連結 の 範囲 に 含め て いる か どう か の 別 

ニ . 「 連 結 自己 資本 比率 を 算出 する 対象 と な る 会 社 の 集団 の 子 法人 等 及び 関連 法 
人 等 の うち 、 当 該 連 結 グ ルー プ が 行っ た 証券 化 取引 に 係る 証券 化 エ クス ポー 
ジャ ー を 保有 し 、 か つ 、 当 該 連 結 グ ルー プ が その 経営 に 関与 し 又は 助言 を 提 
供し て いる も の の 名 称 」 に つい て は 、 少 な く と も 当 事 業 年 度 に 行っ た 証券 化 
取引 

ホ .「 内 部 評価 方 式 を 使用 し て いる 場合 に は 、 そ の 概要 」 

内 部 評価 の プロ セス 及び 内 部 評価 の プロ セス を 統制 する 仕組 み (統制 を 
行う 者 の 独立 性 、 説 明 責任 、 内 部 評価 の プロ セス に 対す る 評価 結果 等 を 含 
む 。) 

内 部 評価 と 適格 格付 機関 の 付与 する 外部 格付 と の 関係 (当該 適格 格付 機 
関 に つい て の 情報 も 含む 。) 

所 要 自 己 資本 の 計算 目的 以外 の 内 部 評価 の 利用 方 法 

内 部 評価 方 式 が 適用 され る 証券 化 エ クス ポー ジャ ー の 種類 及び エク スポ 
ー ジ ャ ー の 種類 毎 の 信用 補完 の 水準 を 定め る た め の ス トレ ス ・ フ ァ ク ター 

⑦ 「 マ ー ケ ッ ト ・ リ スク に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 
イ .「 リ スク の 特性 並び に リス ク 管 理 の 方 針 、 手 続 及び 体制 の 概要 」 
銀行 の トレ ー デ ィング 活動 の 戦略 目標 及び マー ケッ ト ・ リ スク 管理 の プ 
ロ セ ス 
マー ケッ ト ・ リ スク 管理 部 署 の 体制 及び 役割 
リス ク 量 に 関す る 報告 及び 計測 シス テム の 範囲 と 主 な 内 容 
ロ .「 内 部 モデ ル 方 式 を 使用 する 場合 に お ける モデ ル の 概要 及び 適用 範囲 」 
a. バリ ュー・ ア ッ ト ・ リ スク 及び スト レス ・ バ リュ ー・ ア ッ ト ・ リ スク 
i ) 内 部 モデ ル 方 式 の 適用 範囲 (リスク カテ ゴリ ー の 別 、 拠 点 の 別 又 は 個 
別 リ スク 若しくは 一 般 市 場 リ スク の 別 ) 
ii) グル ー プ 内 の 異な る 拠点 に お いて 、 複 数 の モデ ル を 使用 し て いる 場合 
に は 、 拠 点 別 の 使用 し て いる モデ ル に 関す る 説明 
iii ) モデ ル の 概要 
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iv ) 内 部 管理 に 用 いる モデ ル と 規制 上 の モデ ル に 差異 が ある 場合 に は 、 そ 
の 差異 に 関す る 説明 
v) バリ ュー・ ア ッ ト ・ リ スク に 関す る 以下 の 事項 
ヒス トリ カル ・ デ ー タ の 更新 頻度 
ヒス トリ カル ・ デ ー タ の 観測 期間 
ヒス トリ カル ・ デ ー タ の 重み 付け の 方 法 
10 営業 日 を 下回る 保有 期間 に よっ て 算出 し た バリ ュー・ ア ッ ト ・ リ 
スク に つい て は 保有 期間 の 換算 方 法 
バリ ュー・ ア ッ ト ・ リ スク の 合算 方 法 (一 般 市 場 リ スク と 個別 リス ク 
の 合算 、 リ スク ・ フ ァ ク ター 間 の 合算 等 ) 
価格 再 評価 の 手法 (フル バリ ュ エ ーション 法 、 セ ン シ テ ィ ビ ティ 法 
等 ) 
リス ク ・ フ ァ ク ター の 変動 の 捕捉 (絶対 リタ ー ン 、 相 対 リ ター ン 等 ) 
vi) スト レス ・ バ リュ ー・ ア ッ ト ・ リ スク に 関す る 以下 の 事項 
スト レス 期間 の 選定 方 法 と その 根拠 
価格 再 評価 の 手法 (フル バリ ュ エ ーション 法 、 セ ン シ テ ィ ビ ティ 法 
等 ) 
10 営業 日 を 下回る 保有 期間 に よっ て 算出 し た スト レス ・ バ リュ ー・ 
アッ ト ・ リ スク に つい て は 保有 期間 の 換算 方 法 
vi) スト レス ・ テ スト に 関す る 説明 
vii) バッ ク テ ス ティ ング に 関す る 説明 
ix ) 内 部 モデ ル に 使用 する パラ メー ター の 検証 体制 
x ) その 他 モ デル 検証 手法 に 関す る 説明 
b. 追加 的 リス ク 
i ) モデ ル の 概要 
ii) デフ ォ ル ト 及 び 格 付 遷 移 の 織り 込み 方 法 
ii) 各種 パラ メー ター の 推定 方 法 (PD ン LGD、 起 移 確率 、 相 関 等 ) 
iv) 流動 性 ホラ イズ ン の 設定 方 法 に 関す る 説明 
vV ) モデ ル 検 証 手 法 
c. 包括 的 リス ク 
i ) モデ ル の 概要 
ii) デフ ォ ル ト 及 び 格 付 遷 移 の 織り 込み 方 法 
ii) 各種 パラ メー ター の 推定 方 法 (PD プン LGD、 起 移 確率 、 相 関 等 ) 
iv) 流動 性 ホラ イズ ン の 設定 方 法 に 関す る 説明 
V ) モデ ル 検 証 手 法 
⑧ 「 オ ペレ ー シ ョ ナ ル ・ リ スク に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 の うち 、「 リ スク 管理 
の 方 針 及 び 手 続 の 概要 」 に に つい て は 、 リ スク を 確実 に 認識 し 、 評 価 ・ 計 測 し 、 
報告 する た め の 体 制 
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⑨ 「 出 資 そ の 他 こ れ に 類する エク スポ ー ジ ャ ー 又 は 株 式 等 エク スポ ー ジ ャ ー に 
関す る リス ク の 特性 並び に リス ク 管 理 の 方 針 、 手 続 及 び 体 制 の 概要 」 
イ . リス ク を 確実 に 認識 し 、 評 価 ・ 計 測 し 、 報 告 す る た め の 体 制 
ロ . その 他 有 価 証券 、 子 会 社 株 式 及 び 関 連 会 社 株 式 の 区 分 ご と の リス ク 管 理 の 
方 針 
ハ . 株 式 等 エク スポ ー ジ ャ ー の 評価 等 重要 な 会 計 方 針 (会 計 方 針 を 変更 し た 場 
合 に つい て は 、 財 務 諸 表 規則 第 8 条 の 3 に 準じ た 事項 を 含む 。) 
⑩0 「 人 金利 リス ク に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 
イ . 「 リ スク 管理 の 方 針 及 び 手 続 の 概要 」 
リス ク 管 理 及び 計測 の 対象 と する 金利 リス ク の 考え 方 及び 範囲 に 関す る 
説明 
リス ク 管 理 及 び リ スク 削減 の 方 針 に 関す る 説明 
金利 リス ク 計 測 の 頻度 
ヘッ ジ 等 金利 リス ク の 削減 手法 (ヘッ ジ 手 段 の 会 計上 の 取扱 い を 含む ) 
に 関す る 説明 
ロ .「 金 利 リ スク の 算定 手法 の 概要 」 
開示 告示 に 基づく 定量 的 開示 の 対象 と な る AEVE 及 び ANII (銀行 
勘定 の 金利 リス ク の うち 、 金 利 シ ョ ッ ク に 対す る 算出 基準 日 か ら 12 ヶ月 
を 経過 する 日 まで の 間 の 金利 収益 の 減少 額 と し て 計測 され る も の で あっ 
て 、 開示 告示 に 定め られ た 金利 ショ ッ ク に より 計算 され る も の を いう 。 以 
下 こ の ⑩ に お いて 同じ 。) 並び に 銀行 が これ ら に 追加 し て 自ら 開示 を 行う 
金利 リス ク に 関す る 以下 の 事項 
ー 流動 性 預金 に 割り 当て られ た 金利 改定 の 平均 満期 
ー 流動 性 預金 に 割り 当て られ た 最長 の 金利 改定 満期 
ー 流動 性 預金 へ の 満期 の 割当 て 方 法 (コア 預金 モデ ル 等 ) 及び その 前 提 
ー 固定 金利 貸出 の 期限 前 償 二 や 定期 預金 の 早期 解約 に 関す る 前 提 
ー 複数 の 通貨 の 集計 方 法 及 びそ の 前 提 
ー スプ レッ ド に 関す る 前 提 (計算 に あたっ て 割引 金利 や キャ ッシュ フロ 


一 に 含め る か 否 か 等 ) 
ー 内 部 モデ ル の 使用 等 、AEVE 及 び AN I I に 重大 な 影響 を 及ぼ すそ 
の 他 の 前 提 


一 前 事業 年 度 末 の 開示 か ら の 変動 に 関す る 説明 

ー 計測 値 の 解釈 や 重要 性 に 関す る その 他 の 説明 

銀行 が 、 自 己 資本 の 充実 度 の 評価 、 ス トレ ス ・ テ スト 、 リ スク 管理 、 収 
益 管 理 、 経営 上 の 判断 その 他 の 目的 で 、 開示 告示 に 基づく 定量 的 開示 の 対 
象 と な る AEVE 及 び AN I 以外 の 金利 リス ク を 計測 し て いる 場合 に 
お ける 、 当 該 金利 リス ク に 関す る 以下 の 事項 

ー 金利 ショ ッ ク に 関す る 説明 
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一 金利 リス ク 計 測 の 前 提 及 びそ の 意味 (特に 、 開 示 告 示 に 基づく 定量 的 
開示 の 対象 と な る AEVE 及 び AN II と 大 きく 異な る 点 ) 
⑪ 「 貸 借 対照 表 の 科目 が 別紙 様式 第 一 号 に 記載 する 項目 の いずれ に 相当 する か 

に つい て の 説明 」 

本 項目 の 記載 に 当たっ て は 、 バー ゼル 銀行 監督 要員 会 「 資 本 構成 の 開示 要件 」 

(2012 年 6 月 ) の 趣旨 を 十分 に 踏ま える 。 

イ . 自己 資本 の 構成 に 関す る 開示 事項 の うち 、 貸 借 対照 表 (連結 自己 資本 比率 
を 算出 する 銀行 が 、 連 結 自己 資本 比率 に 関す る 定性 的 な 開示 事項 と し て 本 項 
目 を 記載 する 場合 は 、 告 示 第 3 条 又 は 持株 自己 資本 比率 告示 第 3 条 の 規定 に 
従い 、 連 結 財務 諸表 を 作成 し た と 仮定 し た 場合 に お ける 連結 貸借 対照 表 を い 
う 。 以下 この ⑪ に お いて 同じ 。) に 表示 され る 科目 の 一 部 を 構成 する も の が 存 
在 する 場合 に は 、 当 該 内 訳 部 分 と その 額 

ロ . 貸借 対照 表 に 表示 され る 科目 又は 上 記 イ . の 内 訳 部 分 が 自己 資本 の 構成 に 
関す る 開示 項目 の いずれ に 相当 する か を 判別 する た め の 参 照 番号 、 記 号 及び 
その 他 の 必要 な 説明 

ハ . 連結 自己 資本 比率 を 算出 する 銀行 が 、 連 結 自己 資本 比率 に 関す る 定性 的 な 
開示 事項 と し て 本 項目 を 記載 する 場合 に お いて 、 告 示 第 3 条 又 は 持株 自己 資 
本 比率 告示 第 3 条 の 規定 に 従い 、 連 結 財務 諸表 を 作成 し た と 仮定 し た 場合 に 
お ける 連結 貸借 対照 表 の 内 容 が 連結 財務 諸表 規則 に 基づき 作成 し た 連結 貸借 
対照 表 の 内 容 と 異な る 場合 に は 、 そ の 差異 

⑫ 「 自 己 資本 比率 規制 上 の エク スポ ー ジ ャ ー の 額 と 貸借 対照 表 計 上 額 と の 差異 
及び その 要因 に 関す る 説明 」 

イ . 開示 告示 別紙 様式 第 2 号 第 2 面 で 複数 の リス ク 区 分 に また が る 勘定 科目 や 
リス ク 区 分 と の 紐 づ けが 困難 な 勘定 科目 に つい て の 定性 的 な 説明 

ロ . 自己 資本 比率 規制 上 の エク スポ ー ジ ャ ー の 額 と 貸借 対照 表 計 上 額 と の 差異 
に つい て 、 開 示 告 示 別紙 様式 第 2 号 第 3 面 で 示さ れる 主要 な 差異 項目 の 説明 


(2) 定性 的 な 開示 事項 【 国 内 基準 行 ・ 国 内 基準 持株 会 社 】 
①  「 連 結 の 範囲 に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 に つい て 
イ . 「 連 結 自 己 資本 比率 を 算出 する 対象 と な る 会 社 の 集団 (連結 グル ー プ ) に 
属す る 会 社 と 会 計 連 結 範囲 に 含ま れる 会 社 と の 相違 点 及び 当該 相違 点 の 生 
じ た 原 因 」 に は 、 以 下 の 内 容 が 記載 され て いる か 。 
告示 第 26 条 又は 持株 自己 資本 比率 告示 第 15 条 の 規定 に 従っ た 場合 と 連 
結 財務 諸表 規則 に 基づく 場合 の 連結 の 範囲 及び 方 法 の 違い (例え ば 、 連 
結 、 持 分 法 適用 、 比 例 連結 等 ) 
連結 の 範囲 及び 方 法 の 違い が 生じ た 原因 
ロ . 「 連 結 グ ルー プ に 属す る 会 社 で あっ て 会 計 連 結 範囲 に 含ま れ な いも の 及び 
連結 グル ー プ に 属し な い 会 社 で あっ て 会 計 連 結 範囲 に 含ま れる も の の 名 称 、 
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貸借 対照 表 の 総 資産 の 額 及 び 純 資産 の 額 並 びに 主要 な 業務 の 内 容 」 に は 、 同 
じ 取 扱い を 受け る も の の 区 分 ご と に 、 そ れ ら の 名 称 、 貸 借 対照 表 の 総 資産 の 
額 及び 純資産 の 額 並 びに 主要 な 業務 の 内 容 が 、 一 覧 表示 等 の 方 法 に より 適切 
に 記載 され て いる か 。 
②  「 自 己 資 本 調達 手段 の 概要 」 に は 、 告 示 第 25 条 若しくは 第 37 条 又は 持株 自己 

資本 比率 告示 第 14 条 の 算式 に お ける 「 自 己 資 本 の 額 」 に その 発行 額 の 全部 又は 
一 部 が 含ま れる 自己 資本 調達 手段 (経過 措置 に より 自己 資本 の 額 に 含ま れる 適 
格 旧 非 累積 的 永久 優先 株 及び 適格 旧 資 本 調達 手段 を 含む 。) に 係る 以下 の 情報 
を 記載 し て いる か 。 

発行 主体 

資本 調達 手段 の 種類 

コア 資本 に 係る 基礎 項目 の 額 に 算入 され た 額 


(以下 は 該当 する 場合 に 記載 ) 

・ 配当 率 又 は 利率 (公表 され て いる 場合 ) 
償 層 期限 が ある 場合 は 、 そ の 旨 及 び 日 付 
ー 定 の 事由 が 生じ た 場合 に 償 避 等 を 可能 と する 特約 が ある 場合 は 、 そ の 概 
要 (初回 償 相 可能 日 、 償 層 金 額 、 対 象 と な る 事由 等 ) 
他 の 種類 の 資本 調達 手段 へ の 転換 に 係る 特約 が ある 場合 は 、 そ の 概要 
元 本 の 削減 に 係る 特約 が ある 場合 は 、 そ の 概要 
配当 等 停止 条項 が ある 場合 は 、 そ の 旨 及 び 停 止 し た 未 払 の 配当 又は 利息 に 
係る 貯 積 の 有無 
ステ ッ プ ・ ア ッ プ 金利 等 に 係る 特約 その 他 の 償 二 等 を 行う 蓋然性 を 高め る 
特約 が ある 場合 は 、 そ の 概要 


③ 「 信 用 リス ク に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 に つい て 

イ . 「 リ スク 管理 の 方 針 及 び 手 続 の 概要 」 に は 、 以 下 の 内 容 が 記載 され て いる 

か 。 
リス ク を 確実 に 認識 し 、 評 価 ・ 計 測 し 、 報 告 す る た め の 態 勢 

・ 貸 倒 引当 金 の 計上 基準 
言 用 リス ク の 算出 に 当たり 、 基 礎 的 内 部 格付 手法 ある い は 先進 的 内 部 格 
付 手 法 を 採用 し て いる に も か か わら ず 、 銀 行 が 採用 し て いな い 手 法 を 部 
分 的 に 適用 し て いる 場合 に は 、 各 手法 が 適用 され る エク スポ ー ジ ャ ー の 
性 質 及 び エ クス ポー ジャ ー を 適切 な 手法 に 完全 に 移行 させ る た め の 計 画 
の 説明 

ロ .「 エ クス ポー ジャ ー の 種類 ご と の リス ク ・ ウ ェ イ ト の 判定 に 使用 する 適格 

格付 機関 等 の 名 称 」 に つい て 、 す べ て の 法人 等 向け エク スポ ー ジ ャ ー (中 小 

企業 等 向け エク スポ ー ジ ャ ー を 除く 。) に 100%% の リス ク ・ ウ ェ イ ト を 適用 
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④ 


⑤ 


し て いる 場合 に は 、 そ れ を 開示 し て いる か 。 
ハ .「 内 部 格付 手法 が 適用 され る ポー ト フ ォ リ オ に つい て 、 次 に 掲げ る 事項 」 
に つい て 
a.「 使 用 する 内 部 格付 手法 の 種類 」、 に つい て 、 内 部 格付 手法 に つい て 段階 
的 適用 を 行う 場合 は 、 移 行 期間 を 記載 し て いる か 。 
b.「 内 部 格付 制度 の 概要 」 に は 、 以 下 の 内 容 が 記載 され て いる か 。 
・ 内 部 格付 制度 の 構造 (内 部 格付 を 付与 する に 当たり 、 外 部 格付 を 主要 
な 要素 と し て 用 いて いる 場合 は 、 両 者 の 関係 に つい て の 説明 を 含む 。) 
自己 資本 比率 算出 目的 以外 で の 各種 推計 値 の 利用 状況 
・ 内 部 格付 制度 の 管理 と 検証 手続 
ニ . 「 次 に 掲げ る ポー ト フ ォ リ オ ご と の 格付 付与 手続 の 概要 」 に は 、 各 ポー 
フォ リオ に つい て 以下 の 内 容 が 記載 され て いる か 。 
各 ポ ボート フォ リオ に 含ま れる エク スポ ー ジ ャ ー の 種類 
PD (先進 的 内 部 格付 手法 を 採用 し て いる 場合 に は 加え て LGD 及 び E 
AD) の 推計 及び 検証 に 用 いた 定義 、 方 法 及び デー タ (これ ら の 変数 の 
導出 に 用 いら れ た 前 提 を 含む 。) 
告示 及び 持株 自己 資本 比率 告示 で 定め られ た デフ ォ ル ト の 定義 と の 相違 
点 が 存在 し 、 か つ 、 当 該 相違 点 が 重要 で ある と 判断 され る 場合 に は 、 当 
該 相違 点 の 内 容 に 関す る 説明 (当該 相違 点 が 影響 を 与え る ポー ト フ ォ リ 
オ の 種類 の 説明 を 含む 。) 
「 信 用 リス ク 削 減 手法 に 関す る リス ク 管 理 の 方 人 針 及 び 手 続 の 概要 」 に は 、 以 
PO AR OA BIN 
貸出 金 と 自 行 預金 の 相殺 を 用 いる に 当たっ て の 方 針 及び 手続 の 概要 並び に 
これ を 用 いて いる 取引 の 種類 、 範 囲 等 
・ 派生 商品 取引 及び レポ 形式 の 取引 に つい て 法 的 に 有効 な 相対 ネッ ティ ング 
契約 を 用 いる に 当たっ て の 方 針 及び 手続 の 概要 並び に これ を 用 いて いる 取 
引 の 種類 、 範 囲 等 
・ 担保 に 関す る 評価 、 管 理 の 方 針 及 び 手 続 の 概要 
・ 主要 な 担保 の 種類 
・ 保証 人 及び クレ ジッ ト ・ デ リバ ティ ブ の 主要 な 取引 相手 の 種類 及び その 信 
用 度 の 説明 
・ 信用 リス ク 削 減 手 法 の 適用 に 伴う 信用 リス ク 及 び マ ー ケ ッ ト ・ リ スク の 集 
中 に 関す る 情報 
「 派 生 商品 取引 及び 長期 決済 期間 取引 の 取引 相手 の リス ク に 関す る リス ク 管 
理 の 方 針 及 び 手 続 の 概要 」 に は 、 以 下 の 内 容 が 記載 され て いる か 。 
リス ク 資 本 及び 与信 限度 枠 の 割当 方 法 に 関す る 方 針 
・ 担保 に よる 保全 及び 引当 金 の 算定 に 関す る 方 針 
自 行 の 信用 力 の 悪化 に より 担保 を 追加 的 に 提供 する こと が 必要 と な る 場合 
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の 影響 度 に 関す る 説明 
⑥ 「 証 券 化 エ クス ポー ジャ ー に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 に つい て 

イ .「 リ スク 管理 の 方 針 及 び リ スク 特性 の 概要 」 に は 、 以 下 の 内 容 が 記載 され 
て いる か 。 

・ リス ク を 確実 に 認識 し 、 評 価 ・ 計 測 し 、 報 告 す る た め の 態 勢 
銀行 の 証券 化 取 引 に つい て の 方 針 (証券 化 に よる リス ク 移 転 の 程度 及び 
リス ク の 種類 を 含む ( 再 証券 化 取 引 を 行っ て いる 場合 は 、 区 別して 記載 
する こと 。) 。) 

・ 銀行 の 証券 化 取 引 に お ける 役割 (オリ ジ ネ ー タ ー、 投 資 家 、 サ ー ビ サ ー、 
信用 補完 の 提供 者 、ABCP の スポ ン サ ー、 流 動 性 の 提供 者 、 ス ワッ プ 
の 提供 者 等 ) 及び 関与 の 度合 

・ 証券 化 エ クス ポー ジャ ー に 内 在 する 信用 リス ク 及 び マ ー ケ ッ ト ・ リ スク 
以外 の リス ク (例え ば 、 流 動 性 リス ク ) が ある 場合 に は 、 そ の 人 性質 

ロ . 「 体 制 の 整備 及び その 運用 状況 の 概要 」 に は 、 再 証券 化 エ クス ポー ジャ ー 
を 保有 し て いる 場合 は 、 証 券 化 エ クス ポー ジャ ー と の 差異 を 含め て 記載 され 
て いる か 。 

ハ . 「 当 該 証券 化 目 的 導管 体 の 種類 及び 当該 銀行 が 当該 証券 化 取引 に 係る 証券 
化 エ クス ポー ジャ ー を 保有 し て いる か どう か の 別 」 に は 、 少な く と も 当 事 業 
年 度 に 行っ た 証券 化 取引 に つい て 記載 され て いる か 。 また 、 保有 する 証券 化 
エク スポ ー ジ ャ ー を オン バラ ンス 取引 又は オフ バラ ンス 取引 の いずれ と し 
て 取り 扱っ つて いる か の 別 を 含め て 記載 され て いる か 。 

ニニ .「 銀 行 の 子 法人 等 (連結 子 法人 等 を 除く 。) 及び 関連 法人 等 の うち 、 当 該 銀 
行 が 行っ た 証券 化 取 引 (銀行 が 証券 化 目的 導管 体 を 用 いて 行っ た 証券 化 取引 
を 含む 。) に 係る 証券 化 エ クス ポー ジャ ー を 保有 し て いる も の の 名 称 」 に は 、 
少な く と も 当 事 業 年 度 に 行っ た 証券 化 取 引 に つい て 記載 され て いる か 。 

ホ .「 証 券 化 取引 に 関す る 会 計 方 針 」 に は 、 以 下 の 内 容 が 記載 され て いる か 。 
・ 証券 化 取引 を 資産 の 売却 ある い は 資金 の 調達 等 どの よう に 会 計上 認識 し 

て いる か 。 
・ 資産 の 売却 を どの 時 点 で 認識 し て いる か 。 
・ 証券 化 エ クス ポー ジャ ー の 留保 持分 評価 の 前 提 等 。 変 更 が あっ た 場合 は 、 


その 概要 と 影響 。 
・ デリ バテ ィ ブ 等 他 の 会 計 方 針 と 合成 型 証券 化 の 会 計 方 針 が 異な る 場合 は 、 
その 説明 。 


・ 証券 化 取引 を 目的 と し て 保有 し て いる 資産 に つい て の 評価 方 法 及び 銀行 
勘定 又は 特定 取引 勘定 の いずれ に 計上 し て いる か 。 

・ 証券 化 エ クス ポー ジャ ー に 提供 し て いる 流動 性 補完 、 信 用 補完 、 そ の 他 
の 事前 の 資金 の 払込 み を 行わ な い 信用 供与 に つい て 、 貸 借 対照 表 に お い 
て 負債 と し て 認識 する た め の 方 針 。 
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へ . 「 内 部 評価 方 式 を 用 いて いる 場合 に は 、 そ の 概要 」 に は 、 以 下 の 内 容 が 記 

載 さ れ て いる か 。 
内 部 評価 の プロ セス 及び 内 部 評価 の プロ セス を 統制 する 仕組 み (統制 を 
行う 者 の 独立 性 、 説 明 責 任 、 内 部 評価 の プロ セス に 対す る 評価 結果 等 を 
含む 。) 
・ 内 部 評価 と 適格 格付 機関 の 付与 する 外部 格付 と の 関係 (当該 適格 格付 機 
関 に つい て の 情報 も 含む 。) 
・ 所 要 自 己 資本 の 計算 目的 以外 の 内 部 評価 の 利用 方 法 
・ 内 部 評価 方 式 が 適用 され る 証券 化 エ クス ポー ジャ ー の 種類 及び エク スポ 
ー ジ ャ ー の 種類 毎 の 信用 補完 の 水準 を 定め る た め の ス トレ ス ・ フ ァ ク タ 
「 定 量 的 な 情報 に 重要 な 変更 が 生じ た 場合 に は 、 そ の 内 容 」 の 例 と し て は 、 
証券 化 取引 を 目的 と し て 保有 し て いる 資産 の 額 に 重要 な 変更 が 生じ た 場合 
及び 銀行 勘定 と 特定 取引 勘定 と の 間 の 移動 が あっ た 場合 等 が 考え られ る 。 
⑦ 「 マ ー ケ ッ ト ・ リ スク に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 に つい て 

イ .「 リ スク 管理 の 方 針 及 び 手 続 の 概要 」 に は 、 リ スク を 確実 に 認識 し 、 評価 ・ 
計測 し 、 報 告 す る た め の 態 勢 が 記載 され て いる か 。 

ロ .「 追 加 的 リス ク を 内 部 モデ ル で 計測 し て いる 場合 に は 、 当 該 内 部 モデ ル の 
概要 」 に は 、 追加 的 リス ク の 計測 対象 と し て いる デフ オォ ルト の 定義 及び 格付 
区 分 の 概要 、 流 動 性 ホラ イズ ン の 決定 方 法 並 びに 追加 的 リス ク 計 測 モ デル の 
検証 方 法 を 含め て 記載 され て いる か 。 

ハ . 「 包 括 的 リス ク を 内 部 モデ ル で 計測 し て いる 場合 に は 、 当 該 内 部 モデ ル の 
概要 」 に は 、 包括 的 リス ク の 計測 対象 と し て いる リス ク の 種類 及び その 評価 
方 法 並 びに 包括 的 リス ク 計 測 モ デル の 検証 方 法 (スト レス ・ テ スト の 活用 方 
法 を 含む 。) を 含め て 記載 され て いる か 。 

⑧ 「 オ ペレ ー シ ョ ナ ル ・ リ スク に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 に つい て 、「 リ スク 
管理 の 方 針 及び 手続 の 概要 」 に に は 、 リ スク を 確実 に 認識 し 、 評価 ・ 計 測 し 、 報 
告 す る た め の 態 勢 が 記載 され て いる か 。 
⑨ 「 出 資 等 又は 株 式 等 エク スポ ボー ジャ ー に 関す る リス ク 管 理 の 方 針 及び 手続 の 
概要 」 に は 、 以 下 の 内 容 が 記載 され て いる か 。 
リス ク を 確実 に 認識 し 、 評 価 ・ 計 測 し 、 報 告 す る た め の 態 勢 

・ その 他 有 価 証券 、 子 会 社 株 式 及び 関連 会 社 株 式 の 区 分 ご と の リス ク 管 理 の 
方 針 
・ 株 式 等 エク スポ ー ジ ャ ー の 評価 等 重要 な 会 計 方 針 (会 計 方 針 を 変更 し た 場 
合 に は 、 財 務 諸 表 規則 第 8 条 の 3 に 準じ た 事項 を 含む 。) 

「 金 利 リ スク に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 
イ . 「 リ スク 管理 の 方 針 及 び 手 続 の 概要 」 
リス ク 管 理 及び 計測 の 対象 と する 金利 リス ク の 考え 方 及び 範囲 に 関す る 
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説明 

リス ク 管 理 及 び リ スク 削減 の 方 針 に 関す る 説明 

金利 リス ク 計 測 の 頻度 

ヘッ ジ 等 金利 リス ク の 削減 手法 (ヘッ ジ 手 段 の 会 計上 の 取扱 い を 含む ) 

に 関す る 説明 

ロ . 「 金 利 リ スク の 算定 手法 の 概要 」 

開示 告示 に 基づく 定量 的 開示 の 対象 と な る AEVE 及 び ANI I (銀行 

勘定 の 金利 リス ク の うち 、 金 利 シ ョ ッ ク に 対す る 算出 基準 日 か ら 12 ヶ 

月 を 経過 する 日 まで の 間 の 金利 収益 の 減少 額 と し て 計測 され る も の で あ 

っ て 、 開 示 告 示 に 定め られ た 金利 ショ ッ ク に より 計算 さき され る も の を いう 。 

以下 この ⑩ に お いて 同じ 。) 並び に 銀行 が これ ら に 追加 し て 自ら 開示 を 行 

う 金 利 リ スク に 関す る 以下 の 事項 

ー 流動 性 預金 に 割り 当て られ た 金利 改定 の 平均 満期 

ー 流動 性 預金 に 割り 当て られ た 最長 の 金利 改定 満期 

ー 流動 性 預金 へ の 満期 の 割当 て 方 法 (コア 預金 モデ ル 等 ) 及び その 前 
提 

ー 固定 金利 貸出 の 期限 前 返済 や 定期 預金 の 早期 解約 に 関す る 前 提 

ー 複数 の 通貨 の 集計 方 法 及び その 前 提 

ー スプ レッ ド に 関す る 前 提 (計算 に あたっ て 割引 金利 や キャ ッシュ フ 
ロー に 含め る か 否 か 等 ) 

ー 内 部 モデ ル の 使用 等 、AEVE 及 び AN I 1 に 重大 な 影響 を 
及ぼ すそ の 他 の 前 提 

一 前 事業 年 度 末 の 開示 か ら の 変動 に 関す る 説明 

ー 計測 値 の 解釈 や 重要 性 に 関す る その 他 の 説明 

銀行 が 、 自 己 資本 の 充実 度 の 評価 、 ス トレ ス ・ テ スト 、 リ スク 管理 、 収 益 

管理 、 経営 上 の 判断 その 他 の 目的 で 、 開示 告示 に 基づく 定量 的 開示 の 対象 

と な る AEVE 及 び AN II 以外 の 金利 リス ク を 計測 し て いる 場合 に お 

ける 、 当 該 金利 リス ク に 関す る 以下 の 事項 

ー 金利 ショ ッ ク に 関す る 説明 

ー 金利 リス ク 計 測 の 前 提 及 びそ の 意味 (特に 、 開示 告示 に 基づく 定量 的 
開示 の 対象 と な る AEVE 及 び AN II と 大 きく 異な る 点 ) 


(3 ) 定量 的 な 開示 事項 【 国 際 統 一 基準 行 ・ 国 際 統 一 基準 持株 会 社 】 
定量 的 な 開示 事項 に つい て 、 前 期 か ら 大 幅 な 変化 が あっ た 場合 に 、 そ の 要因 に 係 
る 説明 。 
① 「 信 用 リス ク に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 に つい て 、 本 項目 の 記載 に 当たっ て 
は 、 銀 行 の 保有 する 資産 の 質 (Credit Quality of Assets) に 係る 定量 的 な 開 
示 事 項 の 情報 を 補完 する 目的 を 踏ま える 。 
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イ .「 主 な 種類 別 の 内 訳 」 の 例 と し て (a ) 貸出 金 、 コ ミッ トメ ント 及び その 他 の 
デリ バテ ィ ブ 以外 の オフ ・ バ ラン スシ ー ト ・ エ クス ポー ジャ ー、(b) 債 券 の 
2 類型 等 が 考え られ る 。 

ロ . 「 地 域 別 」 に つい て は 、 少 な く と も 国内 及び 国外 の 区 分 

ハ . 延滞 期間 別 の エク スポ ー ジ ャ ー の 期末 残高 (危険 債権 以下 に 該当 する も の 
を 除く 。 延滞 期間 は 、「 1 ヵ月 未満 」「1 ヵ 月 以上 2 ヵ月 未満 」「2 ヵ 月 以上 3 
カ月 未満 」「3 ヵ 月 以上 」 等 の 区 分 を 行う も の と する 。) 


( 4 ) 定量 的 な 開示 事項 【 国 内 基準 行 ・ 国 内 基準 持株 会 社 】 
① 「 自 己 資本 の 充実 度 に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 に つい て 

イ .「 内 部 格付 手法 が 適用 され る ポ ボ ポートフォリオ 及 び こ の うち 次 に 掲げ る ポー 
ト フ ォ リ オ ご と の 内 訳 」 に つい て 、 基礎 的 内 部 格付 手法 及び 先進 的 内 部 格付 
手法 の 両方 を 部 分 的 に 使用 する 銀行 に あっ て は 、 手 法 ご と に 記載 し て いる か 。 

ロ . 「 内 部 格付 手法 が 適用 され る 株 式 等 エク スポ ー ジ ャ ー に 係る 信用 リス ク に 
対す る 所 要 自 己 資本 の 額 及 び こ の うち 次 に 掲げ る 区 分 ご と の 額 」 に は 、 所 要 
自己 資本 の 算出 に お ける 区 分 に 沿っ た 形 で の 株 式 の ポー ト フ ォ リ オ 別 の 所 
要 自 己 資本 の 額 を 記載 し て いる か 。 

② 「 信 用 リス ク に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 に つい て 

イ . 「 信 用 リス ク に 関す る エク スポ ー ジ ャ ー の 期末 残高 (期末 残高 が その 期 の 
リス ク ・ ポ ジ シ ョ ン か ら 大 幅 に 径 離し て いる 場合 に は 期中 平均 残高 の 開示 も 
要する 。) 及び エク スポ ー ジ ャ ー の 主 な 種類 別 の 内 訳 」 に は 、 以 下 の 内 容 が 
記載 され て いる か 。 

・ 期中 平均 残高 の 計算 に 日 次 平均 を 用 いて いな い 場 合 は 、 計 算 方 法 
・ 信用 リス ク の 計算 に 当たっ て 複数 の 手法 を 使用 し て いる 銀行 に あっ て は 、 
使用 し て いる 手法 ご と の エク スポ ー ジ ャ ー の 期末 残高 

ロ .「 エ クス ポー ジャ ー の 主 な 種類 別 の 内 訳 」 の 例 と し て (a) 貸 出 金 、 コ ミッ 
トメ ント 及び その 他 の デリ バテ ィ ブ 以外 の オフ ・ バ ラン スシ ー ト ・ エ クス ポ 
ー ジ ャ ー、(b) 債 券 、(<)OTC デ リバ ティ ブ の 3 類型 等 が 考え られ る 。 

ハ . 「 地 域 別 」 に は 、 少 な く と も 国内 及び 国外 に 区 分 し て いる か 。 

ニニ . 「 一 般 貸 倒 引当 金 、 個 別 貸 倒 引当 金 及 び 特 定 海外 債権 引当 勘定 」 の 「 増 減 
額 」 に つい て 、 増 減 の 内 訳 を 記載 し て いる か 。 

ホ . 「 標 準 的 手法 が 適用 され る エク スポ ポー ジャー に つい て 、 リ スク ・ ウ ェ イ ト 
の 区 分 ご と の 信用 リス ク 削 減 手 法 の 効果 を 勘案 し た 後 の 残高 」 に つい て 、 リ 
スク ・ ウ ェ イ ト の 区 分 ご と の 保有 残高 は 格付 の 有無 に つい て も 区 分 し て いる 
か 。 

へ . 「 内 部 格付 手法 が 適用 され る ポー ト フ ォ リ オ に つい て 、 次 に 掲げ る 事項 」 
に つい て 
a. 債務 者 格付 ある い は プー ル を 統合 し て 開示 する 場合 に は 、 内 部 格付 手法 
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に お いて 使用 され る 債務 者 格付 ある い は プー ル の 全体 的 な 分 布 状況 が 理 
解 し 得る よう な 方 法 で 統合 を 行っ て いる か 。 

b.「 適 切な 数 の EL 区 分 を 設け た 上 で の プー ル 単 位 で の エク スポ ー ジ ャ ー 
の 分 析 」 に つい て 、 こ の よう に EL 区 分 を 用 いた 開示 を 実施 する 場合 に は 、 
開示 の 利用 者 に 対し て 十分 意味 の ある 信用 リス ク の 分 解 と いう 観点 で 適 
切な EL 区 分 と な っ て いる か 。 

ト .「 内 部 格付 手法 を 適用 する 」「 エ クス ポー ジャ ー ご と の 直前 期 に お ける 損失 
の 実績 値 及び 当該 実績 値 と 過去 の 実績 値 と の 対比 並び に 要因 分 析 」 に つい て 、 
要因 分 析 に は 、PD、LGD 及 び EAD の 水準 に つい て の 分 析 が 記載 され て 
いる か 。 

チ .「 内 部 格付 手法 を 適用 する 」「 エ クス ポー ジャ ー ご と の 長期 に わた る 損失 額 
の 推計 値 と 実績 値 の 対比 」 に つい て 、 対 比 期 間 は 内 部 格付 制度 及び 推計 値 の 
精度 を 評価 する た め に 十分 に 長期 で ある か 。 

③ 「 信 用 リス ク 削 減 手法 に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 に つい て 、 合 成型 証券 化 取 
引 の 一 部 と し て 扱わ れる クレ ジッ ト ・ デ リバ ティ ブ は 、 信用 リス ク 削 減 手 法 の 
情報 開示 か ら 除 き 、 証 券 化 エ クス ポー ジャ ー に 関す る 情報 開示 に 含め て いる か 。 
④ 「 証 券 化 エ クス ポー ジャ ー に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 に つい て 

イ . 「 主 な 原資 産 の 種類 別 の 内 訳 」 の 例 と し て 、 ク レジ ッ ト カ ー ド 与信 、 住 宅 
ロー ン 、 自 動車 ロー ン 等 が 考え られ る 。 

ロ .「 銀 行 が オリ ジ ネ ー タ ー で ある 場合 に お ける 信用 リス ク ・ ア セッ ト の 算出 
対象 と な る 証券 化 エ クス ポー ジャ ー に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 及 び 「 銀 行 が 
オリ ジ ネ ー タ ー で ある 場合 に お ける マー ケッ ト ・ リ スク 相当 額 の 算出 対象 と 
な る 証券 化 エ クス ポー ジャ ー に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 に つい て 
・ オ リ ジ ネ ー タ ー で ある 銀行 が 、 当 事業 年 度 に 行っ た 証券 化 取 引 の うち 、 当 

該 銀行 が 証券 化 エ クス ポー ジャ ー を 保有 し な い 証 券 化 取引 に つい て は 、 別 
に 記載 され て いる か 。 

・ ス ポン サー 業務 の み に よ り 生 じ る 証券 化 エ クス ポー ジャ ー と その 他 の 証 
券 化 エ クス ポー ジャ ー が ある 場合 は 、 必 要 が あれ ば 両者 が 区 別して 記載 
され て いる か 。 

ハ .「 当 期 の 損失 額 」 に は 、 償却 ・ 引 当 及 び 1 プ O ス トリ ッ プ ス の 償却 が 含ま れ 
て いる か 。 

ニニ. 「 保 有する 証券 化 エ クス ポー ジャ ー の 額 及 び 主 な 原資 産 の 種類 別 の 内 訳 」 
に は 、 オ ン バ ラ ンス 取引 と オフ バラ ンス 取引 と が 区 別して 記載 され て いる か 。 

ホ . 「 保 有する 証券 化 エ クス ポー ジャ ー の 適切 な 数 の リス ク ・ ウ ェ イ ト の 区 分 
ご と の 残高 及び 所 要 自 己 資本 の 額 」 に は 、 オ ン バ ラ ンス 取引 と オフ バラ ンス 
取引 と が 区 別して 記載 され て いる か 。 

へ . 「 自 己 資本 か ら 控 除 し た 証券 化 エ クス ポー ジャ ー」 に は 、 信 用 補完 機能 を 
持つ 1 プ O ス トリ ッ プ ス が 含ま れ て いる か 。 
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⑤ 「 出 資 等 又は 株 式 等 エク スポ ボ ポー ジャー に 関す る 次 に 掲げ る 事項 」 の 「 貸 借 対 
照 表 計上 額 及 び 時 価 」 に つい て 、 上 場 証券 の 株 価 と 公正 価値 が 大 きく 径 離し て 
いる 場合 、 対 比 を 開示 し て いる か 。 


(5) 連結 レバ レッ ジ 比 率 又 は 単体 レバ レッ ジ 比 率 に 関す る 開示 事項 【 国 際 統 一 基 
準 行 ・ 国 際 統 一 基準 持株 会 社 】 
「 前 連結 会 計 年 度 の 連結 レバ レッ ジ 比 率 と の 間 に 著 し い 差異 を 生じ た 原因 」 又 
は 「 前 事業 年 度 の 単体 レバ レッ ジ 比 率 と の 間 に 著 し い 差 異 を 生じ た 原因 」 に つい 
て 、 例え ば 、 前 連結 会 計 年 度 未 に お ける 連結 レバ レッ ジ 比 率 又 は 前 事業 年 度 未 に 
お ける 単体 レバ レッ ジ 比 率 か ら 0.59% 以 上 の 増加 又は 減少 が ある 場合 の ほか 、 主 
要 な 連結 子会社 の 異動 に よる 連結 レバ レッ ジ 比 率 の 増加 又は 減少 が 生じ た 場合 
に は その 変動 が 連結 レバ レッ ジ 比 率 の 分 子 (資本 の 額 ) 又は 分 母 ( 総 エ クス ポー 
ジャ ー の 額 ) の いずれ の 変動 に よっ て 生じ た か 、 その 主 な 要因 に つい て 開示 し て 
いる か 。 


(6 ) 四半 期 ご と の 開示 事項 【 国 際 統 一 基準 行 ・ 国 際 統 一 基準 持株 会 社 】 
① 開示 告示 第 6 条 及 び 第 9 条 に 規定 する 事項 に つき 、 バ ー ゼ ル 合 意 の 趣旨 を 踏 
まえ 、 四 半期 ご と の 開示 が 適切 に な され る 必要 が ある 。 な お 、 こ れ ら の 開示 事 
項 (過去 情報 も 含む 。) を ウェ ブサ イト 上 に 開示 する 場合 に は 、 そ の 記載 箇所 を 
預金 者 、 投 資 家 等 の 利用 者 が 容易 に 特定 で きる よう に する こと が 適当 で ある 。 
また 、 開 示 告示 第 6 条 に 掲げ る 銀行 に お ける 四半 期 の 開示 事項 の うち 、 第 1 
項 第 2 号 か ら 第 4 号 ま で 及び 第 6 号 、 第 2 項 並 びに 第 3 項 第 2 号 か ら 第 4 号 ま 
で 及び 第 6 号 か ら 第 11 号 ま で に 掲げ る 事項 又は 第 9 条 第 1 項 に 掲げ る 銀行 持 
株 会 社 に お ける 四半 期 の 開示 事項 の うち 、 第 2 号 か ら 第 4 号 ま で 及び 第 6 号 か 
ら 第 11 号 まで に 掲げ る 事項 を 開示 する 場合 に は 、 対 象 と な る 四半 期 の 末日 を 基 
準 日 と する 金融 商品 取引 法 第 24 条 第 1 項 若 し く は 第 3 項 の 規定 に 基づく 有価 
証券 報告 書 、 同 法 第 24 条 の 4 の 7 第 1 項 の 規定 に 基づく 四半 期 報 告 書 又は 同 法 
第 24 条 の 5 第 1 項 の 規定 に 基づく 半期 報告 書 の 公表 後 、 速 や か に 行う こと が 適 
当 で ある 。 
開示 告示 第 6 条 及 び 第 9 条 に 掲げ る 開示 事項 の うち 、 同 告示 別紙 様式 第 8 号 
第 二 面 か ら 第 四面 に 基づい て 開示 する 場合 に は 、 同 四半 期 報 告 書 の 公表 後 、 変 
動 要 因 の 分 析 に 要する 時 間 を 勘案 し つつ 、 速 や か に 行う こと が 望ま し い 。 
他方 、 こ れ 以 外 の 開示 事項 に つい て は 、 同 四半 期 報告 書 の 公表 後 、 速 や か に 
行う こと が 望ま し い 。 
② 開示 告示 第 6 条 第 1 項 第 4 号 又は 第 9 条 第 1 項 第 4 号 に 掲げ る 「 自 己 資本 調 
達 手段 に 関す る 契約 内 容 の 詳細 」 に つい て は 、 第 6 条 第 1 項 第 3 号 又 は 第 9 条 
第 1 項 第 3 号 に 掲げ る 「 自 己 資本 調達 手段 に 関す る 契約 内 容 の 概要 」 に 加え て 、 
当該 自己 資本 調達 手段 に 関す る 契約 の 具体 的 な 内 容 を 預金 者 、 投 資 家 等 の 利用 
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者 が 容易 に 知る こと が で きる よう に 記載 する こと が 適当 で ある 。 

な お 、 こ れ ら の 自己 資本 調達 手段 に 関す る 開示 事項 に つい て は 、 人 金融 機関 が 
自己 資本 調達 手段 の 発行 、 償 本 又 は 内 容 の 変更 等 を 行っ た 場合 に は 更新 する 等 、 
利用 者 が 最新 の 情報 を 参照 で きる こと が 望ま し い 。 

③ 「 前 四半 期 の 連結 レバ レッ ジ 比 率 と の 間 に 著 し い 差 異 を 生じ た 原因 」 又 は 「 前 
四半 期 の 単体 レバ レッ ジ 比 率 と の 間 に 著 し い 差 異 を 生じ た 原因 」 に つい て 、 例 
えば 、 前 四半 期 に お ける 連結 レバ レッ ジ 比 率 又 は 単体 レバ レッ ジ 比 率 か ら 
0.596 以 上 の 増加 又は 減少 が ある 場合 の ほか 、 主 要 な 連結 子会社 の 異動 に よる 連 
結 レ バレ ッ ジ 比率 の 増加 又は 減少 が 生じ た 場合 に は その 変動 が 連結 レバ レッ ジ 
比率 の 分 子 (資本 の 額 ) 又は 分 母 ( 総 エ クス ポー ジャ ー の 額 ) の いずれ の 変動 
に よっ て 生じ た か 、 そ の 主 な 要因 。 


(7 ) 四半 期 ご と の 開示 事項 【 国 内 基準 行 ・ 国 内 基準 持株 会 社 】 
内 部 格付 手法 を 採用 する 国内 基準 行 に お いて は 、 開 示 告 示 第 14 条 及び 第 17 条 
に 規定 する 事項 に つき 、 四 半期 ご と の 開示 が 適切 に な され る 必要 が ある 。 そ の 
他 の 国内 基準 行 に お いて も 、 四 半期 開示 を 実施 し て いる 場合 に は 、 預 金 者 、 投 
資 家 等 の 利用 者 に と っ て 有用 な 情報 に つき 、 四 半期 ご と に 開示 する こと が 望ま 
し い 。 


入 一 4 一 9ー4 一 5 報酬 体系 の 開示 (施行 規則 第 19 条 の 2 第 1 項 第 6 号 、 第 19 条 
の 3 第 4 号 及 び 第 34 条 の 26 第 1 項 第 5 号 関係 ) 


報酬 体系 の 開示 は 、「 銀 行 法 施行 規則 第 十 九 条 の 二 第 一 項 第 六 号 等 の 規定 に 基づき 、 
報酬 等 に 関す る 事項 で あっ て 、 銀行 等 の 業務 の 運営 又は 財産 の 状況 に 重要 な 影響 を 与 
える も の と し て 金融 庁 長 官 が 別に 定め る も の を 定め る 件 」 (以下 「 報 酬 告示 」 と いう 。) 
に 定め られ た 事項 に つい て 、 市 場 や 預金 者 等 に よる 外部 評価 の 規律 づけ を 通じ 、 報酬 
体系 が 役職 員 の 過度 な リス ク テ イ ク を 引き 起こ さ な い こと を 確保 し 、 金融 機関 の 経営 
の 健全 性 を 維持 する と いう 趣旨 を 十分 に 踏ま え 、 適 切 に 実施 され る 必要 が ある 。 

た だ し 、 公 に する こと に より 人 金融 機関 の 競争 上 の 地位 を 大 きく 害する お それ の ある 
情報 、 若 し く は 、 個 人 が 特定 され 、 個 人 の 権利 利益 が 不当 に 害さ れる お それ の ある 情 
報 、 又 は 、 守 秘 義 務 に 係る 情報 等 に つい て は 、 よ り 一 般 的 な 内 容 の 記載 に 止め る と と 
も に 、 そ の 理由 を 記載 する こと で 差し 支え な いも の と する 。 ま た 、 報酬 告示 に 定め ら 
れ た 事項 に 該当 する 事項 が な い 場 合 に は 、 該当 する 事項 が な い 旨 を 記載 する こと で 差 
し 支え な いも の と する 。 

な お 、 開 示 に 当たっ て は 、 人 金融 機関 は 、 そ の 規模 、 業 務 の 複雑 性 、 海 外 拠点 の 設置 
状況 及び 国際 的 な 雇用 ・ 報 酬 慣行 の 導入 状況 等 を 勘案 し 、 適切 な 情報 開示 の あり 方 を 
検討 する 必要 が あり 、 報酬 告示 に 定め られ た 項目 に つい て 、 画 一 的 な 情報 開示 が 求め 
られ る も の で は な い 点 に 十分 留意 する も の と する 。 国際 的 に 金融 活動 を 展開 し 、 大 規 
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模 か つ 複 雑 な リス ク を 抱え る 場合 に つい て は 、「 主 要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 」 
を 参照 し 、 こ れ に 準ずる も の と する が 、 そ の 他 の 場合 に つい て は 、 そ の 規模 、 業 務 の 
複雑 性 及び 海外 拠点 の 設置 状況 等 に 応じ 、「 主 要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 」 を 参 
考 に し つつ 、 必要 と 認め られ る 適切 な レベ ル の 情報 開示 が 行わ れ て いる か に 留意 する 
も の と する 。 


(参考 ) バー ゼル 銀行 監督 委員 会 「 第 三 の 柱 に お ける 報酬 に つい て の 開示 要件 」 
(2011 年 7 月 ) 


また 、 中 小 ・ 地 域 金 融 機関 が グル ー プ (銀行 又は 銀行 持株 会 社 及び それ ら の 主要 な 
連結 子 法人 等 を いう 。) を 形成 し て いる 場合 で 、 報 酬 告示 に 定め られ た 項目 に つい て 、 
グル ー プ 内 で 開示 する 内 容 に 重複 が ある と き に は 、 当 該 内 容 を 纏め て 記載 し 、 説明 す 
る な ど 、 分 か りや すい 開示 に 努め て いる か に 留意 する も の と する 。 


4ー9 一 4 一 6 流動 性 に 係る 経営 の 健全 性 の 状況 の 開示 (施行 規則 第 19 条 の 
2 第 1 項 第 5 号 ホ 、 第 19 条 の 3 第 3 号 二 、 第 19 条 の 5、 第 34 
条 の 26 第 1 項 第 4 号 二 及び 第 34 条 の 27 の 2 関係 ) (国際 統一 基 
準 行 ) 


(1) 一 般 的 な 留意 事項 

流動 性 に 係る 経営 の 健全 性 の 状況 の 開示 は 、 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 最低 水準 
及び 銀行 の 自己 管理 と 監督 上 の 検証 を 補完 し 、 市 場 に よる 外部 評価 の 規律 づけ に 
より 銀行 の 経営 の 健全 性 を 維持 する こと を 目的 と し て お り 、「 銀 行 法 施行 規則 第 
19 条 の 2 第 1 項 第 5 号 ホ 等 の 規定 に 基づき 、 流 動 性 に 係る 経営 の 健全 性 の 状況 に 
つい て 金融 庁 長官 が 別に 定め る 事項 」( 以 下 「 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 開示 告示 」 
と いう 。) の 趣旨 に 従っ て 適切 に 実施 され る 必要 が ある 。 ま た 、 銀 行 は 、 開 示 の 
対象 と な る 情報 の 重要 性 に 照ら し つつ 、 利用 者 に と っ て 有益 な 情報 開示 の あり 方 


を 検討 する 必要 が ある 。 特に 情報 開示 の 省略 等 が 当該 情報 の 利用 者 に よる 経済 的 
な 意思 決定 を 変更 させ る 可能 性 の ある 情報 に つい て は 、 そ の 適切 な 開示 に 留意 す 
る も の と する 。 


た だ し 、 財産 的 価値 を 有する 情報 及び 守秘 義務 に 係る 情報 に つい て は 、 こ れ ら 
の 情報 を 公開 する こと で 銀行 の 地位 に 大 き な 損 害 を 与え る お それ が ある 場合 に 
は 、 当 該 項目 に 関す る より 一 般 的 な 情報 と と も に 、 そ の 特定 の 情報 項目 が 開示 さ 
れ な か っ た 事実 及び その 理由 を 開示 する こと で 差し 支え な いも の と する 。 


(2 ) 「 単 体 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 に 関す る 定性 的 開示 事項 」 


0 「 時 系 列 に お ける 単体 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 変動 に 関す る 事項 」 に つい て 
よ 、 過去 2 年 間 の 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 主要 な 変動 及び その 要因 に つい て 定 
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性 的 な 説明 が 記載 され て いる か 。 ま た 、 本 項目 を 説明 する に 当たっ て は 、「 単 
体 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 に 関す る 定量 的 開示 事項 」( 直 近 の 四半 期 に 係る も の 
で あり 、 か つ 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 開示 告示 別紙 様式 第 一 号 を 使用 し て 作成 し 
た も の ) を 使用 し て いる か 。 
②  「 単 体 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 水準 の 評価 に 関す る 事項 」 に つい て は 、 以 下 
の 内 容 が 記載 され て いる か 。 
イ . 銀行 に よる 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 水準 に 関す る 評価 
ロ . 上 記 イ . に お いて 課題 が ある と 評価 され た 場合 に は 、 課 題 に 対す る 実務 上 
の 対応 策 
ハ . 銀行 に よる 今後 の 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 の 見 通し が 開示 され た 比率 と 大 き 
く 径 離す る こと が 想定 され る 場合 に は 、 そ の 見 通し に 関す る 定性 的 な 説明 
二 ニ . ハ . に つい て 、 実績 値 が 当初 の 見 通し と 大 きく 異な る 場合 に は 、 そ の 異な 
っ た 理由 の 追加 的 な 説明 
③ 「 算 入 可能 適格 流動 資産 の 合計 額 の 内 容 に 関す る 事項 」 に つい て は 、 必 要 に 
応じ 、 例 えば 、 以 下 の 内 容 が 記載 され て いる か 。 
イ . 算入 可能 適格 流動 資産 の 通貨 又は 種類 等 の 構成 や 所 在 地 に 著しい 変動 が あ 
っ た 場合 に は 、 そ の 変動 に 関す る 説明 
ロ . 主要 な 通貨 (例え ば 、 当該 通貨 建て 負債 合計 額 が 、 銀行 の 負債 合計 額 の 5% 
以上 を 占め る 通貨 ) に お いて 算入 可能 適格 流動 資産 の 合計 額 と 純 資 金 流出 額 
の 間 に 著 し い 通 貨 の ミス マッ チ が ある 場合 に は 、 そ の ミス マッ チ に 関す る 評 
価 及 び ミ スマ ッ チ へ の 実務 上 の 対応 策 に 関す る 説明 
(④ 「 そ の 他 単 体 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 に 関す る 事項 」 に つい て は 、 必 要 に 応じ 、 
例え ば 、 以 下 の 内 容 が 記載 され て いる か 。 ま た 、 以 下 の 内 容 に 限ら ず 、 重 要 な 
事項 が 記載 され て いる か 。 
イ . 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 告示 第 29 条 に 定め る 「 適 格 オ ペレ ー シ ョ ナ ル 預 金 
に 係る 特例 」 を 適用 し て いる 場合 に は 、 以 下 の 内 容 に 関す る 説明 
a. 適格 オペ レー ショ ナル 預金 に 係る 特例 の 適用 対象 
b. 適格 オペ レー ショ ナル 預金 の 金額 の 推定 方 法 
ロ . 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 告示 第 38 条 に 定め る 「 シ ナリ オ 法 に よる 時 価 変 動 
時 所 要 追 加担 保 額 」 を 適用 し て いる 場合 に は 、 シ ナリ オ 法 に よる 時 価 変動 時 
所 要 追 加担 保 額 の 推定 方 法 に 関す る 説明 
ハ . 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 告示 第 53 条 に 定め る 「 そ の 他 偶 発 事 象 に 係る 資金 
流出 額 」、 同 告示 第 60 条 に 定め る 「 そ の 他 契 約 に 基づく 資金 流出 額 」 又 は 同 
告示 第 73 条 に 定め る 「 そ の 他 契 約 に 基づく 資金 流入 額 」 に 重要 な 項目 が あ 
る 場合 に は 、 当 該 項 目 に 関す る 定性 的 な 説明 


( 注 ) 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 (日 次 平均 の 値 を いう 。) の 内 訳 の うち 、 流 動 性 カバ レ 
ッ ジ 比率 に 与え る 影響 に 鑑み 、 重 要 性 が 之 し く 、 か つ 、 実務 上 の 観点 (会 計上 の 


275 


制約 等 ) か ら 日 次 デー タ を 使用 し な い 項 目 が ある 場合 に は 、 そ の 情報 の 利用 者 に 
と っ て 有益 で ある と 考え られ る 項目 に つい て 、 日 次 デー タ を 使用 し な い 内 容 及び 
説明 に つい て 記載 する こと 。 な お 、 そ の 日 次 デー タ を 使用 し な い 項 目 に つい て は 
定期 的 に 見 直す こと と し 、 見 直し を 行っ た 場合 に は その 理由 と と も に 説明 する こ 
と 


(3) 「 単 体 流動 性 リス ク 管 理 に 係る 開示 事項 」 
① 「 流 動 性 に 係る リス ク 管 理 の 方 針 及び 手続 の 概要 に 関す る 事項 」 に は 、 銀 行 
の 流動 性 リス ク を 確実 に 認識 し 、 計 測 ・ 評 価 し 、 報 告 す る た め の 熊 勢 が 記載 さ 
れ て いる か 。 
② 「 流 動 性 に 係る リス ク 管 理 上 の 指標 に 関す る 事項 」 に は 、 必 要 に 応じ 、 ① に 
お いて 計測 ・ 評 価 す る リス ク 管 理 上 の 主要 な 指標 等 の 考え 方 や 活用 状況 に つい 
て 、 例 えば 、 以 下 の 指 標 等 が 含ま れ て いる か 。 
イ . 銀行 の 内 部 管理 上 の 流動 性 資産 
ロ . オン バラ ンス 及び オフ バラ ンス 項目 の 満期 区 分 別 の 資金 流入 ・ 資 金 流出 に 
係る ギャ ッ プ 
ハ . 内 部 管理 上 モニ タリ ング し て いる その 他 の 主要 な 指標 等 
ニ . 上 記 イ . か ら ハ . の 指標 等 へ の 限度 値 の 活用 状況 
ホ . スト レス テス ト の 概要 及び その 活用 方 法 
③ 「 そ の 他 流 動 性 に 係る リス ク 管 理 に 関す る 事項 」 に つい て は 、 必 要 に 応じ 、 
例え ば 、 以 下 の 内 容 が 記載 され て いる か 。 ま た 、 以 下 の 内 容 に 限ら ず 、 重 要 な 
事項 が 記載 され て いる か 。 
イ . 流動 性 リス ク を 削減 する た め の 取 組み 
ロ . 流動 性 スト レス 時 の 対応 策 (コン ティ ンジ ェ ン シー・ フ ァ ン ディ ング ・ プ 
ラン (CFP)) 


( 4 ) 四半 期 ご と の 開示 事項 

流動 性 カバ レッ ジ 比 率 開示 告示 第 6 条 に 規定 する 「 単 体 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 
に 関す る 定量 的 開示 事項 」 に つい て 、 バ ー ゼ ル 合 意 の 趣旨 を 踏ま え 、 四 半期 ご と 
の 開示 が 適切 に な され る 必要 が ある 。 な お 、 こ れ ら の 開示 事項 (過去 情報 も 含む 。) 
を ウェ ブサ イト 上 に 開示 する 場合 に は 、 そ の 記載 箇所 を 預金 者 、 投 資 家 等 の 利用 
者 が 容易 に 特定 で きる よう に する こと が 適当 で ある 。 

また 、 開 示 に 当たっ て は 、 対 象 と な る 四半 期 の 末日 又は 最終 営業 日 (エー2 一 
6 一 4ー3 一 1 (1) ( 注 ) 参照 た だ し 、 本 取扱 い は 平成 28 年 12 月 31 日 まで 
と する 。) を 基準 日 と する 金融 商品 取引 法 第 24 条 第 1 項 若 し く は 第 3 項 に 規定 す 
る 有価 証券 報告 書 、 同 法 第 24 条 の 4 の 7 第 1 項 に 規定 する 四半 期 報告 書 又 は 同 
法 第 24 条 の 5 第 1 項 に 規定 する 半期 報告 書 の 公表 後 、 速 や か に 行う こと が 望ま 
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し い 。 


( 注 ) 上 記 は 、 流 動 性 カバ レッ ジ 比 率 開 示 告 下 に 定め る 開示 事項 の うち 、 施 行 規則 第 
19 条 の 2 第 1 項 第 5 号 ホ に 規定 する 「 流 動 性 に 係る 経営 の 健全 性 の 状況 に つい て 
金融 庁 長 官 が 別に 定め る 事項 」 に つい て 定め た も の で あり 、 第 19 条 の 3 第 3 号 
ニ 、 第 19 条 の 5、 第 34 条 の 26 第 1 項 第 4 号 二 及 び 第 34 条 の 27 の 2 の 規定 に 
基づく 場合 に は 、 適 宜 読み 替え て 対応 する も の と する 。 


凡 一 4 一 9 一 5 主 な 着眼 点 


(1) 経営 陣 の 姿勢 
経営 陣 は 、 銀 行 の 経営 の 健全 性 の 維持 、 そ れ に 対す る 信頼 性 の 確保 の 観点 か ら 、 
通常 の 企業 以上 に 、 そ の 経営 内 容 の ディ スク ロー ジャ ー が 重要 な 意義 を 有 し て い 
る こと を 十分 に 認識 し 、 常に 、 積極 的 か つ 正 確 な ディ スク ロー ジャ ー を すす め る 
た め の 態 勢 整 備 や その 充実 を 図る よう 取り 組ん で いる か 。 


(2) 開示 方 針 の 策定 【 国 際 統 一 基準 行 ・ 国 際 統 一 基準 持株 会 社 】 

① 取締 役 会 に よる 、 開 示 に 係る 手続 及び 体制 を 定め た 開示 方 針 の 策定 並び に 行 
内 へ の 周知 

② 当該 開示 方 針 の 主要 な 内 容 に 係る ディ スク ロー ジャ ー 誌 等 へ の 記載 

③ 取締 役 会 及び 上 級 管理 職 に よる 、 当 該 開 示方 針 に 従っ た 適切 な 開示 を 行う た 
め の 体制 整備 

(〈④ ディ スク ロー ジャ ー 誌 等 に お ける 当該 開示 方 針 に 従っ た 適切 な 開示 が 行わ れ 
て いる こと を 経営 陣 等 が 確認 し て いる 旨 の 記載 


(3) 利用 者 ・ 投 資 家 に 分 か りや すい 開示 

① 法定 開示 事項 に つい て 、 預金 者 、 取 引 先 等 の 利用 者 が 銀行 の 業務 内 容 、 財務 
状況 を 適切 に 判断 で きる よう に 、 正 確か つ 平 易 な 表示 ・ 記 載 と な っ て いる か 。 

② 特に リス ク 管 理 債権 の 開示 は 適切 に 行わ れ て いる か 。 

③ 法 第 21 条 第 4 項 の 趣旨 を 踏ま え 、 参 考 と な る 事項 の 開示 に 努め て いる か 。 
例え ば 、 主要 な 事業 部 門別 ・ 顧 客 セ グ メ ント 別 の 収益 性 に つい て 、 的 確 な 開示 
に 努め て いる か 。 

④ 特に 、 将来 の 見 込み 等 を 開示 する 場合 に お いて は 、 十分 慎重 な 見 通し を も っ 
て 経営 判断 が 行わ れる 態勢 と な っ て いる か 。 

⑤ 市 場 の 関心 の 強い 分 野 に 係る エク スポ ー ジ ャ ーー 等 に つい て は 、 国 際 的 な べ ス 
ト プ ラ クティ ス を 踏ま えつ つ 、 自 行 の リス ク 特 性 に 即 し た 有用 な 情報 の 積極 的 
な 開示 に 努め て いる か 。 
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(参考 ) 財務 報告 に 係る 内 部 統制 シス テム の 有効 性 確認 項目 

① 経営 陣 は 、 銀 行 が 行う ディ スク ロー ジャ ー の 適切 性 及び 正確 性 を 確保 する た 
め の 内 部 管理 態勢 の 整備 に 努め て いる か 。 

② 適正 な 開示 の 前 提 と し て 、 例 えば 、 財務 報告 プロ セス を 的 確 に 文書 化し て い 
る か 。 

③ 財務 諸表 等 の 記載 事項 に 関す る 全て の リス ク を 識別 ・ 評 価 ・ 統 制 ・ 監 視 する 
体制 が 構築 され て いる か 。 

④ 内 部 統制 シス テム の 妥当 性 と 有効 性 を 検証 する 内 部 管理 体制 (内 部 監査 を 含 
む 。) が 機能 し て いる か 。 


罰 一 4 一 9 一 6 監督 手法 ・ 対 応 


( 1 ) 決算 ヒア リン グ 等 に お いて 、 代 表 者 が 行っ た 、 財務 諸表 に 記載 され た 事項 の 適 
正 性 の 確認 及び 当該 財務 諸表 作成 に 係る 内 部 監査 の 有効 性 の 確認 に つい て 、 こ れ 
ら を どの よう に し て 行っ た か を 確認 する 。 


( 注 )「 財 務 諸 表 の 正確 性 、 内 部 監査 の 有効 性 に つい て の 経営 責任 の 明確 化 に つい 
て (要請 )」( 平 成 17 年 10 月 7 日) に お いて は 、 有 価 証券 報告 書 等 を 提出 し て 
いな い 場 合 に は 、 財務 諸表 の 適正 性 、 及 び 財 務 諸 表 の 作成 に 係る 内 部 監査 の 有 
効 性 を 確認 し て いる 旨 を ディ スク ロー ジャ ー 誌 に 記載 する こと に な っ て いる 
こと に 留意 する 。 


(2) リス ク 管 理 債権 ・ 再 生 法 に 基づく 開示 債権 に つい て は 、 正当 な 理由 が な い に も 
か か わら ず 当 該 銀行 の 自己 査定 と 検査 結果 の 格差 が 大 幅 に 認め られ る 場合 な ど 
自主 的 な 改善 努力 に 委ね た の で は 当該 銀行 の 法令 等 遵守 態勢 や リス ク 管 理 態 勢 
の 整備 に 支障 を 来たす と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 
を 発出 する 。 


(3) その 他 、 上 記 の 着眼 点 に 照ら し 、 改善 が 必要 と 認め られ る 銀行 に 関し て は 、 必 
要 に 応じ て 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め る こと を 通じ て 、 改 善 を 促す も の と す 
る 。 ま た 、 重 大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 26 条 に 基づき 業務 改 
善 命令 を 発出 する も の と する 。 


(4 ) な お 、 検査 結 果 、 す オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ 等 に 基づき 、 有 価 証券 報告 書 の 虐 


偽 記 載 等 に 該当 する こと が 明らか な と き に は 、 そ の 旨 を 証券 監査 担当 部 局 へ 連絡 
する 。 
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赴 一 


( 1 


(2 


(3 


① 


② 


4 一 10 合併 等 


) 銀行 が 、 合併 等 を 公表 し た と き に は 、 合併 等 に 係る 作業 の スケ ジュ ー ル (「 金融 機 
関 の 組 織 再 編成 の 促進 に 関す る 特別 措置 法 」( 以 下 「 組 織 再 編成 法 」 と いう 。) に お 
ける 経営 基盤 強化 計画 の 認定 の 申請 を 行う 場合 に は 申請 作業 スケ ジュ ー ル 、 合 併 等 
の 経営 再編 に 伴い シス テム 統合 等 を 行う 場合 に は シス テム 統合 に 向け た スケ ジュ ー 
ル 等 を 含む 。) 及び その 進捗 状況 に つい て 、 必 要 に 応じ 、 法 第 24 条 に 基づく 報告 等 
に より 把握 を 行う も の と する 。 


) 合併 等 の 認可 (予備 審査 を 含む 。) 申請 に 係る 事情 の 調査 に 当たっ て は 、 当 該 銀行 
が 組織 再編 成 法 に お ける 経営 基盤 強化 計画 の 認定 (予備 審査 を 含む 。) を 申請 し 、 又 
は 金融 機能 強化 法 に 基づく 株 式 等 の 引受 け 等 に 係る 申込 み を 行っ た 場合 に は 、 当 該 
申請 又は 申込 み の 内 容 を ヒア リン グ の 上 、 合 併 等 の 認可 申請 内 容 と の 整合 性 が 図ら 
れ て いる か を 確認 する 。 


) 地域 銀行 又は その 親会社 (以下 「 地 域 銀行 等 」 と いう 。) が 、「 地 域 に お ける 一 般 
乗合 旅客 自動 車 運 送 事業 及び 銀行 業 に 係る 基盤 的 な サー ビス の 提供 の 維持 を 図る た 
め の 私 的 独占 の 禁止 及び 公正 取引 の 確保 に 関す る 法律 の 特例 に 関す る 法律 」 に 基 づ 
き 合 併 等 の 認可 の 申請 を 行っ た と き に は 、 当 該 地 域 銀行 等 が 提出 し た 基盤 的 サー ビ 
ス 維 持 計画 (以下 「 計 画 」 と いう 。) の 記載 等 に 基づき 、 公 正 取 引 委 員 会 と も 協議 の 
うえ 、 同 法 の 認可 基準 へ の 適合 を 審査 する 。 こ の 際 、 特 に 、 以 下 の 点 を 確認 する こ 
と と する 。 


地域 銀行 が 基盤 的 サー ビス を 提供 する 地域 の 全部 又は 相当 部 分 に お いて 、 例 えば 
生産 年 齢 人 口 や 事業 所 数 の 減少 が 継続 する な ど 、 基 盤 的 サー ビス に 対す る 需要 の 持 
続 的 な 減少 が 生じ て いる と 考え られ る か 。 

また 、 合 併 等 に 係る 地域 銀行 の うち 全部 又は 一 部 に つい て 、 例 えば 基盤 的 サー 
ビス か ら の 収益 で 当該 サー ビス に 係る 経費 等 を 由 え な い 状 況 が 生じ る こと に より 、 
経営 改善 が 行わ れ な い 限 り 、 基 盤 的 サー ビス を 将来 に わた っ て 持続 的 に 提供 する 
こと が 困難 と な る お それ が ある と 考え られ る か ( 注 1)。 


( 注 1) 貸出 や 役務 取引 に 係る 利益 が 継続 し て 又は 傾向 と し て 赤字 で ある こと 
(貸出 に 係る 信用 コス ト に つい て も 、 適 切な 方 法 で 勘案 する こと と する ) 等 
に より 判断 する 。 


Di 


計画 に お いて 、 合 併 等 に よる 基盤 的 サー ビス に 係る 事業 の 改善 に 係る 方 策 及 び 
その 効果 が 具体 的 に 示さ れ て いる か 。 
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また 、 計画 に お いて 、 こ うし た 事業 の 改善 に 応じ た 基盤 的 サー ビス の 維持 に 係る 
方 策 と し て 、 例 えば 、 以 下 の 幾 つか 等 に つい て 、 具 体 的 な 指標 を 用 いる こと 、 又 は 、 
地域 顧客 の ニー ズ や 需要 の 変化 を 適時 適切 に 把握 し 取組 を 改善 し て いく た め の 態 
勢 整備 を 行う こと 等 を 通じ て 、 適 確 に 実施 する た め の 方 策 が 示さ れ て いる か ( 注 2)。 
イ . 担保 や 保証 に 依存 せ ず 、 取引 先 の 事業 性 評価 に 基づき 融資 を 行う 取組 の 強化 
ロ . 創業 又は 新 事業 の 開拓 に 関す る 取引 先 に 対す る 支援 に 係る 取組 の 強化 
ハ . 経営 に 関す る 相談 その 他 の 取引 先 に 対す る 支援 に 係る 取組 の 強化 
二 . 事業 再生 が 必要 な 取引 先 に 対す る 支援 に 係る 取組 の 強化 
ホ . 取引 先 の 事業 の 承継 に 対す る 支援 に 係る 取組 の 強化 
へ . 以上 の 他 、 中 小 企業 向け の サー ビス の 維持 ・ 向 上 や 地域 経済 の 活性 化 に 資す 
る 取組 み に 必 要 な 、 人 的 資源 及び 資本 ・ 経 営 基 盤 の 確保 ・ 強 化 
ト . 重複 する 店 舗 の 必要 な 統廃合 を 行う 場合 に お ける 、 地域 で の 店 舗 を 通じ た サ 
ービス の 実態 を 慎重 に 考慮 し た 上 で の 、 事 業 の 改善 に より 生じ る 余力 に 応じ 
た 一 定 の 店 舗 網 の 維持 


( 注 2) 上 記 イ か ら ト まで は 、 検 討 の た め の 選択 肢 で あり 、 事 業 の 改善 に 応じ た 基 
盤 的 サー ビス の 維持 に 係る 方 策 に つい て は 、 合併 等 の 目的 ・ 方 法 、 合併 等 に よ 
る 基盤 的 サー ビス に 係る 事業 の 改善 の 効果 、 地域 に お ける 顧客 の ニー ズ ・ 需 要 
に 照ら し た 、 そ れ ぞ れ の 地域 銀行 等 に お ける 経営 判断 に 基づく 具体 化 に つい て 
判断 する 。 


③ 合併 等 に より 利用 者 へ の 不当 な 不利 益 が 生じ る お それ が ある 場合 、 計 画 に お いて 、 
当該 不当 な 不利 益 を 防止 する た め の 、 十 分 に 具体 的 で 実効 性 の ある 方 策 が 示さ れ て 
いる か ( 注 3) ( 注 4)。 


( 注 3) 特に 、 中 小 企業 向け 貸出 の 事業 分 野 に つい て は 、 利用 者 に 不当 な 不利 益 が 
及ぶ こと が な いよ う 、 例 えば 、 債 務 者 で ある 中 小 企業 に 対し て 、8a) 不当 な 貸 
出 金利 や 手数 料 の 上 昇 、b) 不当 な 担保 又は 保証 の 徴 求 、c) 貸出 額 や 貸出 期間 
等 の 融資 条件 の 不当 な 悪化 が 生じ な いよ うに 、 地 域 銀行 に お いて 融資 審査 時 
に 確認 する 体制 の 整備 (事前 防止 措置 ) を 行う こと が 考え られ る 。 
また 、 こ うし た 事前 防止 措置 の 実効 性 を 確保 する 等 の 観点 か ら 、 例え ば 地 
域 銀行 に お いて 顧客 か ら の 相談 を 受け 付け る 窓口 を 設置 し 、 顧 客 の 視点 で 貸 
出 サ ービス の 悪化 や 不当 な 貸出 金利 の 上 昇 が 生じ て いな いか を 確認 する 等 の 
事後 的 な モニ タリ ング 措置 を 講じ る こと が 考え られ る 。 


( 注 4) 貸出 金利 や 手数 料 の 上 昇 に つい て は 、 以 下 を 含む 市 場 動向 、 サー ビス 、 債 


務 者 、 地域 の 実情 等 を 総合 的 に 勘案 し 、 そ の 合理 性 に つい て 、 慎 重 に 判断 を 行 
う も の と する 。 
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a) 貸出 金利 の 基礎 と な る 市 場 金 利 (OIS 等 ) 

b) サー ビス の 向上 (それ に 見 合っ た 貸出 金利 引上げ に 対す る 顧客 の 理解) 
c) 債務 者 の 信用 力 の 変化 

d) 債務 者 支援 の 観点 か ら 一 時 的 に 貸出 金利 を 引き 下げ て いた 等 の 特段 の 事情 


罰 一 4 一 1 1 銀行 持株 会 社 


銀行 持株 会 社 は 、 そ の 子会社 で ある 銀行 (以下 「 子 銀行 」 と いう 。) 及び 法 第 52 条 の 
23 第 1 項 各 号 に 掲げ る 会 社 の 経営 管理 を 行う 会 社 で あり 、 その 業務 範囲 は 銀行 持株 会 社 
グル ー プ の 経営 管理 ( 法 第 52 条 の 21 第 2 項 に 規定 する 経営 管理 を いう 。) 、 こ れ に 附帯 
する 業務 及び 法 第 52 条 の 21 の 2 第 1 項 に 規定 する 業務 に 限定 され て いる 。 銀行 持株 会 
社 は 、 そ の 子会社 の 経営 管理 を 行う に 当たっ て は 、 銀 行 経営 の 健全 性 確保 や 預金 者 保護 
と いっ た 銀行 法 の 趣旨 を 十分 に 踏ま えた うえ で 、 子 銀行 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 の 
確保 に 努め な けれ ば な ら な い 。 


入 一 4 一 11 一 2 主 な 着眼 点 


銀行 持株 会 社 の 監督 上 の 指針 は 、 本 監督 指針 の 銀行 に 関す る 規定 に 準じ る ほか 、 銀 行 
持株 会 社 の 子会社 で ある 銀行 の 業務 の 特性 等 に か ん が み 、 特 に 以下 の 点 に 留意 する 。 


(1) グル ー プ 全体 の 経営 管理 態勢 の 構築 に 責任 ある 役割 を 果たし て いる か 。 

(2 ) 銀行 持株 会 社 の 経営 方 針 が 、 子 銀行 の 財務 の 健全 性 を 歪め る こと と な っ て いな い 
か 。 ま た 、 グ ルー ブ プ 内 の 会 社 に お いて 顕在 化し た リス ク が 子 銀行 へ の 波及 を 防止 す 
る た め の リ スク 管理 方 針 が 定め られ て いる か 。 

(3) 子 銀行 や グル ー プ 内 の 会 社 に 対す る 経営 の 監視 機能 が 働い て いる か 。 


(4 ) グル ー プ 内 に お いて 顧客 情報 を 共有 する 場合 、 そ の 取扱 い 方 針 を 明確 に 規定 し て 
いる か 。 ま た 、 そ の 方 針 等 が 遵守 され て いる こと を 適切 に 把握 し て いる か 。 


(5) 銀行 持株 会 社 と 子 銀行 間 及 びそ の いずれ か と 銀行 の グル ー プ 内 の 会 社 と の 間 の 役 
員 の 兼職 は 適正 な も の と な っ て いる か 。 


(6) グル ー プ 全体 の 顧客 の 利益 の 保護 の た め の 体制 の 構築 (回 一 4ー 1 2 参照 ) に 
責任 の ある 役割 を 果たし て いる か 。 
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(7 ) 子 銀行 と グル ー プ 内 の 会 社 と の 間 に お いて 業務 委託 契約 等 を 締結 し て いる 場合 に 、 
契約 の 内 容 が 実質 的 に 委託 先 へ の 支援 と な っ て お り 、 ア ー ム ズ ・ レ ング ス ・ ル ー ル 
に 違反 し て いな いか 。 銀 行 持株 会 社 に アー ムズ ・ レ ング ス ・ ル ー ル に つい て の チェ 
ッ ク 態 勢 が 整備 され て いる か 。 


(8 ) 銀行 持株 会 社 及 びそ の 子会社 の 連結 自己 資本 比率 及び 連結 流動 性 カバ レッ ジ 比 率 
の 計算 が 正確 に 行わ れ て いる か ( ル 一 4ー6 及 び エ 一 2ー6 一 4 参照 ) 。 


(9 ) 第 三 者 割当 増資 の コン プラ イア ンス 態勢 (一 3ー1 一 5 参照 ) が グル ー プ 全体 
に 確立 され て いる か 。 


(10) 銀行 持株 会 社 単体 の 財務 構造 (有利 子 負 債 の 状況 等 ) も 含め 、 グ ルー プ 全 体 の 財 
務 管 理 が 適切 に 行わ れ て いる か 。 


(11) シス テ ミ ッ クリ スク の 顕在 化 の お それ に つい て 理解 し た 上 で 、 流 動 性 リス ク 管 理 
態勢 を 整備 し て いる か 。 


(12) 情報 開示 の 適切 性 ・ 十 分 性 ( 罰 一 4 一 9 参照) に つい て は 、 最 終 的 に は 株 式 を 公 
開 し て いる 銀行 持株 会 社 の 責任 で ある こと を 踏ま えた 対応 が 行わ れ て いる か 。 


(13) 子 銀行 が 合併 等 に 伴い シス テム 統合 を 行う 場合 に は 、 エ ー3 一 7 を 踏ま えた 上 で 、 
シス テム 統合 リス ク 管 理 態勢 を 整備 し て いる か 。 


罰 一 4 一 11 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


(1) 子 銀行 の 経営 管理 等 に 関し 、 必 要 が ある と 認め られ る 場合 は 、 銀 行 持株 会 社 に 対 
し ヒア リン グ を 行う も の と する 。 な お 、 必 要 に 応じ 、 子 銀行 と 併せ て 行う も の と す 
る ( ル 一 1 一 4 (3) を 参照 ) 。 


(2 ) 子 銀行 に 対し 、 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め る 時 で あっ て 、 銀 行 持株 会 社 の 経 
営 管理 に か か わる 等 必要 が ある 場合 に は 、 同時 に 銀行 持株 会 社 に 対し て も 、 法 第 52 
条 の 31 に 基づき 報告 を 求め る 。 


(3) 子 銀行 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 する 観点 か ら 、 銀 行 持株 会 社 の 経営 管 
理 等 に 問題 が 認め られ る と き は 、 銀 行 持株 会 社 に 対し 法 第 52 条 の 31 に 基づき 報告 
を 求め 、 重 大 な 問題 が ある と 認め られ る と き は 、 法 第 52 条 の 33 に 基づき 業務 改善 
命令 を 発出 する 等 の 対応 を 行う も の と する 。 
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中 一 4 ォ ー11 一 4 シス テム 統合 


(1) 子 銀行 等 が 合併 等 に 伴い シス テム 統合 を 行う 場合 に は 、 銀行 持株 会 社 に 対し 法 第 
52 条 の 31 に 基づき 、 シ ステ ム 統 合 リ スク 管理 態勢 及び プロ ジェ クト 管理 態勢 に つ 
いて 、 定 期 的 に 報告 を 求め て 実態 を 把握 し 、 重 大 な 問題 が な いか 検証 する 。 

( 注 ) 子 銀行 等 の 合併 後 の 本 格 的 な シス テム 統合 、 又 は 、 合併 等 を 伴わ な い シ ステ 
ム 統 合 の 場合 は 、 必 要 に 応じ 、 法 第 52 条 の 31 に 基づき 報告 を 求め る も の と す 
る 。 


(2) シス テム 統合 リス ク 管 理 態 勢 及 び プ ロジ ェクト 管理 態勢 に 関す る 検査 結果 通知 
が 行わ れ た 場合 に は 、 法 第 52 条 の 31 に 基づき 、 指 摘 事 項 に つい て 、 事 実 確認 、 
発生 原因 分 析 、 改 善 対 応 策 、 そ の 他 を 取り まとめ た 報告 、 及 び 、 リ スク を 適正 に 
制御 する 方 策 (計画 を 的 確 に 履行 する た め の 方 策 、 内 部 監査 を 含む 内 部 管理 態勢 
等 ) に つい て も 報告 を 求め 、 シ ステ ム 統 合 リ スク 管理 態勢 及び プロ ジェ クト 管理 
態勢 に 問題 が な いか 検証 する 。 

さら に 、 定期 的 に フォ ロー アッ プ 報 告 を 求め て 、 検査 結果 を 受け た 改善 ・ 対 応 
策 の 進捗 状況 、 プ ロジ ェクト 管理 態勢 の 実効 性 等 の 確認 を 行う 。 


(3) シス テム 統合 に 係る 移行 判定 が 行わ れ た と き は 、 そ の 判断 の 根拠 等 に つき 、 法 
第 52 条 の 31 に 基づく 報告 を 求め る 。 


(4) 上 記 (1) か ら (3) の いずれ か の 検証 等 の 結果 、 問 題 が ある 場合 に は 法 第 
52 条 の 31 に 基づき 報告 を 求め 、 重 大 な 問題 が ある 場合 に は 、 法 第 52 条 の 33 に 
基づき 、 シス テム 統合 リス ク 管 理 態勢 ・ プ ロジ ェクト 管理 態勢 に 関す る 業務 改善 
命令 を 発出 する も の と する 。 


相 一 4 ォ ー11 一 5 認定 銀行 持株 会 社 


(1) 認定 の 基準 
施行 規則 第 34 条 の 19 の 7 第 2 項 第 2 号 に 規定 する 「 当 該 銀 行 持株 会 社 及 びそ 
の 子会社 の 集団 に お ける 業務 の 適正 を 確保 する た め の 体 制 が 適切 に 整備 され て い 
る こと 。」 と いう 要件 に つい て は 、 モニ タリ ング 等 を 通じ て 把握 し て いる 事項 等 を 
幅広 く 考 慮 の うえ 、 銀 行 持株 会 社 に お いて 、 銀 行 持株 会 社 グ ルー プ 内 の 業務 に 対 
する 実質 的 な 内 部 統制 体制 の 整備 が 図ら れ て いる か を 検討 べき こと に 留意 する 。 
(2 ) 認定 基準 に 適合 し な く な っ た と き の 対 応 
認定 基準 に 適合 し な く な っ た と き に は 、 法 第 52 条 の 34 の 2 第 1 項 に 基づき 認 
定 の 取り 消し が 可能 で ある が 、 同 項 は 、 取 り 消し の みな ら ず 、 期 限 を 示し た うえ 
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で 基準 に 適合 させ る た め に 必要 な 措置 を と る べき 旨 の 命令 が で きる 旨 も 規定 し て 
いる 。 

この 点 、 認 定 を 取り 消す か 、 そ れ と も 基準 に 適合 させ る た め に 必要 な 措置 を と 
る べき 計 を 命令 する か に つい て は 、 個 別 具体 的 に 認定 基準 に 適合 し な く な っ た 事 
由 を 考慮 する 必要 が ある が 、 例 えば 、 救 済 目的 で 銀行 を 買収 し た こと に より 、 認 
定 基準 に 適合 し な く な っ た 場合 に は 、 直 ち に 認定 を 取り 消す 必要 は な いこ と に 留 
意 す る 。 


罰 一 4ー11 一 6 事務 処理 上 の 留意 点 


同一 の 事項 に 関し て 、 銀 行 及 び 当 該 銀行 を 子会社 と する 銀行 持株 会 社 の 両者 が それ 
ぞ れ 次 に 掲げ る 届出 を 行う 必要 が ある 場合 に お いて は 、 銀 行 及 び 銀 行 持株 会 社 の 連名 
に より 、1 つの 届出 書 と し て 提出 する こと が 可能 で ある こと に 留意 する 。 
法 第 53 条 第 1 項 第 2 号 、 同 条 第 3 項 第 3 号 
法 第 53 条 第 1 項 第 3 号 、 同 条 第 3 項 第 4 号 
施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 8 号 、 同 条 第 3 項 第 5 号 
施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 12 号 、 同 条 第 3 項 第 9 号 
施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 15 号 、 同 条 第 3 項 第 12 号 
施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 16 号 、 同 条 第 3 項 第 13 号 
施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 17 号 、 同 条 第 3 項 第 14 号 
施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 18 号 、 同 条 第 3 項 第 15 号 
施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 19 号 、 同 条 第 3 項 第 16 号 
施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 20 号 、 同 条 第 3 項 第 17 号 
施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 21 号 、 同 条 第 3 項 第 18 号 


③@@Q@@⑩@@@OG 


一 4 一 12 顧客 の 利益 の 保護 の た め の 体 制 整備 
一 4 一 12 一 ] 意義 


利益 相反 の 弊害 は 、 銀行 ・ 証 券 会 社 間 だ け に 生じ る 問題 で は な く 、 銀行 (グル ー プ ) 
内 の 部 門間 、 又 は 同一 金融 グル ー プ 内 の 親会社 ・ 子 会 社 ・ 兄 弟 会 社 ・ 関 連 会 社 の い ず 
れ と の 間 で も 起こ りう る 問題 で ある 。 また 、 情 報 管 理 体制 が 整備 され て いる こと 等 一 
定 の 条件 の 下 で 、 非 公開 情報 を その 親 法人 等 ・ 子 法人 等 と 授受 する こと が 認め られ て 
いる こと を 踏ま えれ ば 、 従 前 以上 に 利益 相反 管理 の 重要 性 を 認識 し 、 適切 な 経営 管理 
態勢 を 構築 する 必要 が ある 。 

し た が っ て 、 よ り 広 範 な 業務 を 展開 する 金融 グル ー プ に あっ て は 、 銀行 ・ 証 券 会 社 
間 に 限 ら ず 、 グル ー プ 内 に お ける 利益 相反 に よる 弊害 を 防止 する た め 、 自己 責任 に 基 
づく 規律 付け を も っ て 内 部 統制 を 行なう 必要 が ある 。 な お 、 利益 相反 を 管理 する た め 
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の ルー ル 等 は 、 金 融 機関 が 自主 的 な 努力 に より 適切 な 経営 管理 態勢 や コン プラ イア ン 
ス 態 勢 を 構築 する こと で 、 有 効 に 機能 ナ する も の で ある こと に 留意 する 必要 が ある 。 

また 、 利益 相反 管理 態勢 を 整備 する に あたっ て は 、 金融 グル ー プ 内 会 社 等 の 営む 業 
務 内 容 や 規模 、 特性 等 を 勘案 する と と も に 、 銀行 又は 同一 金融 グル ー プ に お ける レビ ピ 
ュ テ ー シ ョ ナ ル ・ リ スク に つい て も 配慮 する 必要 が ある 。 

一 方 、 銀行 等 の グル ー プ 会 社 の 中 に は 、 当 該 銀行 等 の 顧客 と は 無関係 の 業務 を 行っ 
て いる も の が あり 得る こと も 踏ま えれ ば 、 銀 行 等 が 行う 利益 相反 管理 の 水準 ・ 深 度 は 、 
必ず し も 同一 で ある 必要 は な いと 考え られ る 。 こ の よう に 、 銀行 等 が グル ー プ 内 で 利 
益 相反 管理 の 水準 ・ 深 度 に 差異 を 設け る 場合 に は 、 対 外 的 に 十分 な 説明 が 求め られ る 
こと に 留意 する 必要 が ある 。 


入 一 4ー12 一 2 主 な 着眼 点 


( 1 ) 利益 相反 の お それ が ある 取引 の 特定 等 
① 利益 相反 の お それ が ある 取引 を あら か じ め 特 定 ・ 類 型 化す る と と も に 、 継 続 
的 に 評価 する 態勢 を 整備 し て いる か 。 
② 利益 相反 を 特定 する プロ セス は 、 銀 行 や 銀行 の グル ー プ 内 会 社 等 の 業務 内 容 、 
規模 ・ 特 性 を 反映 し た も の と な っ て いる か 。 
また 、 新 規 の 業務 活動 や 、 法 規制 ・ 業 務 慣 行 の 変更 等 に 的 確 に 対応 し 得る も 
の と な っ て いる か 。 


(2 ) 利益 相反 管理 の 方 法 
利益 相反 の 特性 に 応じ 、 例 えば 以下 の よう な 管理 方 法 を 選択 し 、 又 は 組み 合わ 
せる こと が で きる 体制 が 整備 され 、 定 期 的 に 管理 方 法 の 検証 が 行わ れ て いる か 。 
① 部 門 の 分 離 (情報 共有 先 の 制限 ) 
情報 共有 先 の 制限 を 行う に あたっ て は 、 利 益 相反 を 発生 させ る 可能 性 の ある 
部 門間 に お いて 、 シ ステ ム 上 の アク セス 制限 や 物理 上 の 遮断 を 行う 等 、 業 務 内 
容 や 実態 を 踏ま えた 適切 な 情報 遮断 措置 が 講じ られ て いる か 。 
② 取引 条件 又は 方 法 の 変更 、 一 方 の 取引 の 中 止 
取引 条件 又は 方 法 の 変更 、 若 し く は 一 方 の 取引 の 中 止 を 行う に あたり 、 親 金 
融 機関 等 又は 子 金 融 機関 等 の 役員 等 が 当該 変更 又は 中 止 の 判断 に 関与 する 場合 
を 含め 、 当 該 判断 に 関す る 権限 及び 責任 が 明確 に され て いる か 。 
③ 利益 相反 事実 の 顧客 へ の 開示 
顧客 に 利益 相反 の 事実 を 開示 する 場合 に は 、 利 益 相 反 の 内 容 、 開 示す る 方 法 
を 選択 し た 理由 ( 他 の 管理 方 法 を 選択 し な か っ た 理由 を 含む ) 等 を 明確 か つ 公 
正 に 、 例 えば 書面 等 の 方 法 に より 開示 し た 上 で 顧客 の 同意 を 得る な ど 、 顧 客 の 
公正 な 取扱 い を 確保 する 態勢 と な っ て いる か 。 ま た 、 開 示 内 容 の 水準 は 対象 と 
な る 顧客 の 属性 に 十分 に 適合 し た も の と な っ て いる か 。 
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(3 ) 利益 相反 管理 態勢 等 

① 利益 相反 を 管理 ・ 統 括 する 部 署 (以下 、「 利 益 相 反 管 理 統括 部 署 」 と いう 。) 
を 設置 する な ど 、 利 益 相 反 を 一 元 的 に 管理 する 態勢 と な っ て いる か 。 

② 利益 相反 管理 統括 部 署 は 、 営 業 部 門 か ら の 独立 性 が 確保 され 、 十 分 な 牽制 が 
働く 態勢 と な っ て いる か 。 ま た 、 利 益 相 反 管 理 態勢 の 構築 や 役職 員 の 意識 の 向 
上 に 努め る 等 の 役割 を 果たし 、 定 期 的 に 利益 相反 管理 態勢 の 検証 を 行っ て いる 
か 。 

③ 利益 相反 管理 統括 部 署 は 、 そ の 親 金融 機関 等 又は 子 金融 機関 等 の 取引 を 含め 、 
利益 相反 管理 に 必要 な 情報 を 集約 し 、 適切 な 利益 相反 管理 を 行う 態勢 を 整備 し 
て いる か 。 

④ 利益 相反 管理 方 針 を 踏ま えた 業務 運営 の 手続 を 定め た 社内 規則 を 整備 し て 
いる か 。 ま た 、 研 修 ・ 教 育 等 に より 、 利 益 相 反 管 理 に つい て 人 役職 員 及び 子 金融 
機関 等 に 周知 徹底 させ る 態勢 を 確保 し て いる か 。 


(4) 利益 相反 管理 方 針 の 策定 及び その 概要 の 公表 

① 利益 相反 管理 方 針 に は 、 利 益 相反 の 特定 方 法 、 類 型 、 管 理 体制 (役職 員 の 責 
任 ・ 役 割 等 を 含む ) や 管理 方 法 (利益 相反 管理 の 水準 ・ 深 度 に 差異 を 設け る 場 
合 は 、 そ の 内 容 及び 理由 を 含む ) 、 管 理 対象 の 範囲 等 が 明確 化 さ れ て いる か 。 
また 、 当 該 管理 方 針 は 、 金 融 グ ルー プ 内 会 社 等 の 営む 業務 内 容 や 規模 等 が 十分 
に 反映 され て いる か 。 

② 利益 相反 管理 方 針 の 概要 を 公表 する に 際 し て は 、 利益 相反 管理 方 針 の 趣旨 が 
明確 に 現れ て いる も の と な っ て いる か 。 ま た 、 公 表 方 法 は 、 例 えば 、 店 頭 で の 
ポス ター 掲示 や ホー ムペ ー ジ へ の 掲載 な ど 、 顧客 等 に 対し て 十分 に 伝わる 方 法 
と な っ て いる か 。 


一 4 一 12 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


検査 結果 、 不祥事 件 等 届出 書 等 に より 、 顧客 の 利益 の 保護 の た め の 態 勢 に 問題 が あ 
る と 認め られ る 場合 に は 、 必 要 に 応じ て 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め る も の と する 。 
その 結果 、 業務 の 健全 性 ・ 適 切 性 の 観点 か ら 重 大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 等 に 
は 、 法 第 26 条 に 基づく 業務 改善 命令 の 発出 を 検討 する も の と する 。 

その 際 、 利益 相反 に よる 弊害 の 発生 を 認識 し て いる に も か か わら ず 、 そ の 解消 に 向 
けた 具体 的 な 取組 み を 行わ な いな ど 、 内 部 管理 態勢 が 極め て 脆弱 で あり 、 そ の 内 部 管 
理 態 勢 の 改善 等 に 専念 させ る 必要 が ある と 認め られ る と き は 、 法 第 26 条 に 基づく ( 業 
務 改 善 に 要する 一 定期 間 に 限 っ た ) 業務 の 一 部 停止 命令 の 発出 を 検討 する も の と する 。 


罰 一 4 一 13 暗号 資産 に 関す る 留意 事項 
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罰 一 4 一 13 一 1 意義 


首 号 資産 の 設計 ・ 仕 様 は 様々 で ある と ころ 、 移 転記 録 が 公開 され ず 、 取 引 の 追跡 困 
難 な 暗 号 資産 が 存在 する 等 、 テ ロ 資 金 供与 や マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング に 利用 され る リ 
スク が 高い も の も 存在 する 。 ま た 、 一 般 的 に 、 暗 号 資産 は 、 そ の 価値 の 裏付け と な る 
資産 等 が な いた め 本 源 的 な 価値 を 観念 し 難く 、 価格 の 変動 が 大 きい こと を 踏ま える と 、 
銀行 グル ー プ が 暗号 資産 を 保有 する 際 に は その 価格 変動 リス ク に つい て の 検討 が 必 
要 と な る 。 加え て 、 暗 号 資産 の 管理 に つい て は 、 シ ステ ム の 誤 作 動 や サイ バー 攻撃 な 
どの シス テム リス ク も 存在 する 。 

以上 の ほか 、 こ れ ら の リス ク が 顕在 化し た 場合 の レビ ュ テ ー シ ョ ナ ル ・ リ スク 等 も 
考慮 すれ ば 、 銀行 グル ー プ に よる 暗号 資産 の 取得 は 必要 最小 限度 の 範囲 と する 必要 が 
あり 、 か つ 、 銀行 グレ ルー プ の 業務 に お いて 、 暗 号 資産 の 取得 、 保 有 又 は 処分 等 (暗号 
資産 を 実質 的 な 投資 対象 と する ファ ンド に 対す る 出資 等 の 間接 的 な 方 法 に よる も の 
を 含む 。 以 下 「 暗 号 資産 の 取得 等 」 と いう 。) が 生じ る 場合 に は 、 銀 行 の 固有 業務 の 
運営 へ の 支障 や 銀行 グル ー プ と し て 重大 な 損害 等 が 生じ る お それ が な いよ う 、 十 分 な 
態勢 整備 が 行わ れ て いる 必要 が ある 。 


入 一 4ー13 一 2 主 な 着眼 点 


銀行 グル ー プ に お ける 暗号 資産 の 取得 等 に つい て は 、 上 述 の と お り 、 施 行 規則 第 13 
条 の 6 の 9 及び 第 13 条 の 6 の 10 に 基づく 態勢 整備 が な され て いる 必要 が ある 。 か か 
る 態勢 整備 に つい て 、 具 体 的 に は 、 以 下 の 点 に 留意 する 必要 が ある 。 


① 暗号 資産 の 特性 等 を 踏ま えた リス ク の 特定 ・ 評 価 ・ 低 減 
誕 号 資産 の 仕組 み (発行 者 、 管 理 者 その 他 の 関係 者 や 当該 暗号 資産 と 密接 に 関 
連 す る プロ ジェ クト の 内 容 等 を 含む 。) 、 想 定 され る 用 途 、 流 通 状況 及び 当該 暗号 
資産 に 使用 され る 技術 その 他 当 該 暗号 資産 の 特性 (以下 「 暗 号 資産 の 特性 等 」 と 
いう 。) 等 を 踏ま え 、 暗 号 資産 の リス ク の 特定 ・ 評 価 に つい て 十分 な 検討 が 行わ れ 、 
以下 の ② か ら ④ の 措置 を 含め 、 当 該 リ スク を 適切 に 低減 する た め の 内 部 管理 態勢 
が 整備 され て いる か 。 ま た 、 こ れ ら に つい て 定期 的 な 検証 及び 見 直し が 実施 され 

て いる か 。 


② テロ 資金 供与 及び マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング へ の 対応 

テロ 資金 供与 及び マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング に 利用 され る お それ が 高い 場合 に お 
いて は 、 暗 号 資産 の 取得 等 の 適否 を 慎重 に 判断 する こと と し て いる か 。 例 えば 、 
移転 記録 の 追跡 が 著しく 困難 で ある 暗号 資産 に つい て は 、 テ ロ 資 金 供与 及び マネ 
ー・ ロ ー ン ダリ ング に 利用 され る お それ が 特に 高い こと か ら 、 暗 号 資産 の 取得 等 
を 行う こと が な いよ う 留 意 す る 。 
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また 、 暗 号 資産 の 取得 等 の 相手 方 の テロ 資金 供与 及び マネ ー・ ロ ー ン ダリ ング 
対策 の 状況 等 に も 留意 する 等 、 マ ネロ ン ・ テ ロロ 資金 供 与 対策 ガイ ドラ イン 記載 の 
措置 に 沿っ た 対策 が 適切 に 講じ られ て いる か 。 特 に 、 暗 号 資産 の 取得 等 に 関し て 、 
海外 に 居住 若しくは 所 在 す る 者 か ら 又 は これ ら の 者 へ の 暗号 資産 の 移転 を 伴う 可 
能 性 が ある 場合 に は 、 エ 一 は ー1 一 3ー1 一 2 (4) に 準じ た 対策 が 適切 に 講じ 
られ て いる か 。 


③ 財務 の 健全 性 確保 を 図る た め の 措 軒 

銀行 グル ー プ の 業務 に お いて 暗号 資産 の 取得 が 必要 と な る 場合 で あっ て も 、 健 
全 性 の 確保 の 観点 か ら 、 取 得する 暗号 資産 の 量 に つい て は 当該 業務 の た め に 必要 
最小 限度 の 範囲 と する 等 、 適 切な 方 針 が 定め られ て いる か 。 ま た 、 暗 号 資産 の 保 
有 に つい て も 、 当 該 暗号 資産 の 市 場 リ スク 、 流 動 性 リス ク 等 を 考慮 の 上 で 、 速 や 
か に 売却 する 等 に より 適切 な 処分 を 図る こと が 可能 な 態勢 と な っ て いる か 。 

な お 、 銀 行 グ ルー プ に お いて は 、 投 資 の 目的 を も っ て する 暗号 資産 の 取得 等 を 
行わ な いこ と と し て いる か 。 


④ 暗号 資産 の 取得 等 に 係る 安全 管理 措置 

誕 号 資産 の 管理 を 担当 する 部 賭 及び 責任 者 を 明確 に し て いる か (複数 の 部 署 
で 暗号 資産 の 管理 を 担当 する 場合 に は 、 部 署 間 の 担当 と 責任 が 明確 に な っ て い 
る か 。) 。 また 、 取 り 扱 う 暗号 資産 の 特性 等 に 関し て 十分 な 知識 ・ 経 験 を 有する 
者 を 配置 し て いる か 。 

首 号 資産 の 管理 、 流 出 時 の 対応 その 他 暗 号 資産 に 係る 内 部 規程 を 適切 に 整備 
し 、 役 職員 に 対す る 周知 、 徹 底 を 図っ て いる か 。 また 、 当 該 内 部 規程 に つい て 、 
定期 的 な 検証 及び 見 直し が 行わ れ て いる か 。 
不正 アク セス 等 に よる 暗号 資産 の 流出 の 防止 の た め の 対 策 等 、 取 り 扱 う 暗号 
資産 の 管理 に 関す る シン ステ ムリ スク 管理 態勢 が 十分 に 構築 され て いる か 。 ま た 、 
当該 シス テム リス ク 管 理 態 勢 に つい て 、 専 門 家 に よる 定期 的 な 検証 及び 見 直し 
が 行わ れ て いる か 。 


罰 一 4 一 14 銀行 主要 株 主 

皿 一 4ー14 一 1 意義 

( 1 ) 事業 会 社 等 に よる 、 顧客 基盤 や 店 舗 ネ ットワーク の 共有 を 通じ た シナ ジー 効果 
を 得る こと を 目的 と し た 銀行 業 へ の 参入 が み ら れ る 。 また 、 投資 目的 に より 銀行 
株 式 を 保有 する 者 も みか られ る 。 こ の よう な 者 の うち 、 国 、 地 方 公共 団体 等 を 除き 、 


銀行 の 経営 に 影響 力 を 及ぼ し 得る 者 に つい て は 、 銀行 法 に 基づき 、 銀行 主要 株 主 
と し て の 認可 を 受け る こと が 必要 で ある 。 
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(2) し た が っ て 、 銀 行 免許 の 申請 が な され る 際 、 当 該 申請 者 に 、 事業 会 社 等 や 投資 
ファ ンド 等 、 銀行 主要 株 主 と な ろう と する 者 が 存在 する 場合 に は 、 銀行 主要 株 主 
認可 申請 が 同時 に な され る こと が 必要 で あり 、 当 局 と し て は 、 免許 審査 と 並行 し 
て 銀行 主要 株 主 認可 に 係る 審査 を 行う こと が 必要 で ある 。 


入 一 4 一 14 一 2 銀行 主要 株 主 認可 審査 に お いて 確認 すべ き 事 項 
入 一 4 一 14ー2ー1 事業 会 社 等 に よる 銀行 主要 株 主 認 可 申請 


(1) 事業 会 社 等 に よる 、 銀 行 の 議決 権 に 係る 取得 資金 に 関す る 事項 、 保 有 の 目的 、 
その 他 議 決 権 の 保有 に 関す る 事項 に 照ら し て 、 銀 行 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 
を 損なう お それ が な いか 審査 する 際 に は 、 例え ば 、 以下 の よう な 点 に つい て 十分 
検証 する も の と する 。 
① 事業 会 社 等 の 銀行 保有 に 係る 方 針 ・ 目 的 が 銀行 の 業務 の 健全 性 ・ 適 切 性 等 を 
損なう お それ が な いか 。 例え ば 、 短期 売買 目的 に よる 議決 権 の 保有 等 と な っ て 
いな いか 。 

② 議決 権 を 取得 する た め の 資 金原 資 に か ん が み 、 銀行 の 業務 の 健全 性 ・ 適 切 性 
等 を 害する お それ が な いか 。 例え ば 、 過度 の 借入 金 に よる 議決 権 の 取得 等 と な 
っ て いな いか 。 

③ 事業 会 社 等 を 含め た グル ー プ 間 に お ける 取引 の 適正 確保 が な され て いる か 。 


(2 ) 事業 会 社 等 の 財産 及び 収支 の 状況 に 照ら し て 、 銀行 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 運 
営 を 損なう お それ が な いか 審査 する 際 に は 、 例え ば 、 以下 の よう な 点 に つい て 十 
分 検証 する も の と する 。 
① 事業 会 社 等 の 財務 の 状況 、 資 金 調達 の 状況 に か ん が み 、 銀 行 の 業務 の 健全 
性 ・ 適 切 性 等 を 害する お それ が な いか 。 

② 特に 、 子 銀行 の 5096 超 の 議決 権 を 保有 し て いる 事業 会 社 等 に つい て は 、 子 銀 
行 が 計画 どおり の 収益 が 上 げ ら れ な い 場 合 に も 、 そ の 経営 の 健全 性 確保 の た め 
の 十分 な キャ ッシュ フロ ー 等 が 準備 され て いる か 。 

③ 認可 審査 に 際 し て は 、 直近 の 決算 期 の 財務 諸表 及び 監査 報告 書 等 の 資料 ( 事 
業 会 社 等 が 外国 法人 等 で ある 場合 に は 、 財務 状況 を 示す 類似 の 資料 ) の 提出 を 
求め 、 監 査 報告 書 に 当該 事業 会 社 等 の 継続 企業 (ゴー イン グ ・ コ ン サ ー ン ) の 
前 提 に 重要 な 疑義 が 認め られ る 旨 の 追記 が な いか 等 に つい て 確認 する こと と 
する 。 


(3 ) 事業 会 社 等 が 、 そ の 人 的 構成 等 に 照ら し て 、 銀行 の 業務 の 公共 性 に 関し 十分 な 
理解 を 有 し 、 か つ 、 十 分 な 社会 的 信用 を 有する 者 で ある か 審査 する 際 に は 、 例え 
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ば 、 以 下 の よ うな 点 に つい て 十分 検証 する も の と する 。 
① 事業 会 社 等 の 経営 体制 、 当 該 事 業 会 社 等 が 主要 株 主 基準 値 以上 の 議決 権 を 保 

有する 銀行 (以下 皿 一 ォ ー1 4 に お いて 「 子 銀行 等 」 と いう 。) に 係る 経営 管 

理 態勢 に か ん が み 、 銀行 の 公共 性 に つい て 理解 を 有 し 、 か つ 、 十 分 な 社会 的 信 

用 が ある か 。 

② 子 銀行 等 の 経営 の 健全 性 を 確保 する た め に は 、 子 銀行 等 の 経営 の 独立 性 が 確 

保 さ れる こと が 前 提 と な る が 、 銀 行 主 要 株 主 に 事業 会 社 等 が 存在 する 場合 に は 、 

当該 事業 会 社 等 の 事業 戦略 上 の 要請 に よっ て 、 子 銀行 等 の 経営 の 独立 性 が 損 な 

われ る こと が な いよ う 、 例え ば 、 以下 の よう な 点 に つい て 十分 検証 する も の と 

する 。 

イ . 事業 会 社 等 の 役員 又は 職員 が 子 銀 行 等 の 役員 又は 職員 を 兼任 する こと 等 に 
より 、 子 銀行 等 の 経営 の 独立 性 が 損なわ れ て いな いか 。 

口 . 子 銀行 等 が 事業 会 社 等 の 店 舗 を 共有 する 場合 等 に お いて 、 事業 会 社 等 が 銀 
行 業 務 の 一 部 を 受託 し た り 、 事 業 会 社 等 の 職員 が 銀行 上 員 を 兼職 する こと 等 に 
より 、 保安 上 な いし リス ク 管 理 上 、 銀行 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 が 損なわ 
れ て いな いか (な お 、 こ の 点 は 、 コ ン ビ ニ に ATM を 設置 する 等 の イン スト 
アブ ラン チ (小売 店 舗 内 銀行 営業 所 ) 一 般 の 形態 に 適用 され る べき 事項 で あ 
る 。) 。 


(4 ) 子 銀行 等 の 経営 の 独立 性 が 確保 され た と し て も 、 事 業 会 社 等 の 経営 の 悪化 等 、 
子 銀行 等 が 意図 し な い 事 業 会 社 等 の リス ク が 子 銀行 等 に 及ぶ 可能 性 が ある 。 特 に 、 
子 銀行 等 と 事業 会 社 等 と が 営業 基盤 を 共有 し て いる よう な 場合 に は 、 事 業 会 社 等 
の 破綻 等 に 伴い 、 子 銀行 等 の 営業 基盤 が 一 気 に 失わ れる お それ (共倒れ リス ク ) 
が ある 。 こ うし た リス ク に 対応 する た め に は 、 例え ば 、 以 下 の よ うな 点 に つい て 
十分 検証 する も の と する 。 
① 子 銀行 等 に 対す る 事業 会 社 等 の リス ク を 遮断 する た め の 方 策 が 十分 講じ ら 

れ て いる か 。 な お 、 当 該 方 策 に は 、 最低 限 、 以 下 の 項 目 が 含ま れ て いる 必要 が 
ある 。 

イ . 事業 会 社 等 の 業況 が 悪化 し た 場合 、 子 銀行 等 より 支援 ・ 融 資 等 を 受け な い 
こと 

ロ . 事業 会 社 等 の 業況 悪化 、 子 銀行 等 の 株 式 の 売却 、 預金 の 引出 し 等 、 事業 会 
社 等 に より 子 銀行 等 に 起因 する 種々 の リス ク (シナ ジー 効果 の 消滅 、 レ ビュ 
テー ショ ナル リス ク (風評 リス ク ) 等 に 伴う 子 銀行 等 の 株 価 の 下落 ・ 預 金 の 
流出 、 取引 先 の 離反 等 ) を あら か じ め 想 定 し 、 そ れ に よっ て 子 銀行 等 の 経営 
の 健全 性 が 損なわ れ な いた め の 方 策 (収益 源 及 び 資 金 調達 源 の 確保 、 資本 の 
充実 等 ) を 講じ る こと 

ハ . 特に 、 子 銀行 等 が 事業 会 社 等 の 営業 基盤 を 共有 し て いる よう な 場合 に は 、 
事業 会 社 等 の 破綻 等 に 伴い 、 営 業 継続 が 困難 と な ら な いよ うな 措置 を 講じ る 
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こと 
② 上 記 の リス ク 遮 断 策 に よっ て も 、 子 銀行 等 に 対す る 事業 会 社 等 の リス ク を 完 
全 に 遮断 する こと が 困難 な 場合 も 想定 され 、 事 業 会 社 等 の 経営 リス ク に 伴う 子 
銀行 等 の 経営 悪化 を 早期 に 把握 する 観点 か ら 、 銀 行 主要 株 主 認可 に 係る 審査 の 
過程 に お いて 、 子 銀行 等 の 経営 に 影響 を 及ぼ し 得る 事業 会 社 等 の 財務 状況 や 社 
会 的 信用 等 に つい て 十分 検証 する 。 


所 一 4 一 14 一 2 一 2 投資 ファ ンド に よる 銀行 主要 株 主 認可 申請 


( 1 ) 投資 ファ ンド に よる 、 銀 行 の 議決 権 に 係る 取得 資金 に 関す る 事項 、 保 有 の 目的 、 
その 他 議 決 権 の 保有 に 関す る 事項 に 照ら し て 、 銀 行 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 
を 損なう お それ が な いか 審査 する 際 に は 、 例え ば 、 以下 の よう な 点 に つい て 十分 
検証 する も の と する 。 
① 投資 ファ ンド の 銀行 保有 に 係る 投資 方 針 ・ 投 資 目 的 が 銀行 の 業務 の 健全 性 ・ 
適切 性 等 を 損なう お それ が な いか 。 例え ば 、 短期 売買 目的 に よる 議決 権 の 保有 
等 と な っ て いな いか 。 

② 議決 権 を 取得 する た め の 資 金原 資 に か ん が み 、 銀行 の 業務 の 健全 性 ・ 適 切 性 
等 を 害する お それ が な いか 。 例え ば 、 過度 の 借入 金 に よる 議決 権 の 取得 等 と な 


っ て いな いか 。 
③ 投資 ファ ンド の 運用 者 や 主要 な 出資 者 等 が 子 銀行 等 の 役員 又は 職員 を 兼任 
し て いな いか 。 


④ 投資 ファ ンド の 運用 が 悪化 し た 場合 、 子 銀行 等 より 支援 ・ 融 資 等 を 受け な い 
こと と し て いる か 。 

⑤ 投資 ファ ンド や その 出資 者 を 含め た グル ー プ 間 に お ける 取引 の 適正 確保 が 
な され て いる か 。 


(2) 投資 ファ ンド の 財産 及び 収支 の 状況 に 照ら し て 、 銀行 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 
運営 を 損なう お それ が な いか 審査 する 際 に は 、 例え ば 、 以下 の よう な 点 に つい て 
十分 検証 する も の と する 。 
① 投資 ファ ンド の 運用 の 状況 、 資金 調達 の 状況 に か ん が み 、 銀行 の 業務 の 健全 
性 ・ 適 切 性 等 を 害する お それ が な いか 。 

② 特に 、 子 銀行 の 509% 超 の 議決 権 を 保有 し て いる 投資 ファ ンド に つい て は 、 子 
銀行 が 計画 どおり の 収益 が 上 げ ら れ な い 場 合 に も 、 そ の 経営 の 健全 性 確保 の た 
め の 十 分 な キャ ッシュ フロ ー 等 が 準備 され て いる か 。 

③ 認可 審査 に 際 し て は 、 直近 の 決算 期 の 財務 諸表 及び 監査 報告 書 等 の 資料 ( 投 
資 フ ァ ン ド が 外国 ファ ンド で ある 場合 に は 、 運用 状況 を 示す 類似 の 資料 ) の 提 
出 を 求め る こと と する 。 
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(3) 投資 ファ ンド が 、 そ の 運用 体制 等 に 照ら し て 、 銀行 の 業務 の 公共 性 に 関し 十分 
な 理解 を 有 し 、 か つ 、 十 分 な 社会 的 信用 を 有する 者 で ある か が 審査 する 際 に は 、 例 
えば 、 以 下 の よ うな 点 に つい て 十分 検証 する も の と する 。 
① 投資 ファ ンド の 運用 体制 に つい て 、 銀 行 の 公共 性 に つい て 理解 を 有 し 、 か つ 、 

十分 な 社会 的 信用 が ある か 。 
② 投資 ファ ンド の 主要 な 出資 者 等 が 、 銀 行 の 公共 性 に つい て 理解 を 有 し 、 か つ 、 
十分 な 社会 的 信用 が ある か 。 


( 4 ) 特に 、 新規 免許 を 受け 営業 を 開始 する 銀行 の 経営 が 軌道 に 乗る に は 一 定 の 期間 
を 要する こと が 一 般 的 で ある こと に か ん が み 、 あ る 程度 長期 保有 を 継続 し 、 株 主 
と し て の ガバ ナン ス を も っ て 新 銀行 の 経営 を 安定 ・ 成 長 さ せる 方 針 で ある か 、 ま 
た 、 そ れ が どう いう 形 で 担保 し 得る か 等 に つい て 確認 する も の と する 。 

その 際 、 株 式 の 公開 に 関す る 考え 方 に つい て も 確認 する も の と する 。 


罰 一 4 一 14 一 3 認可 後 の 監 督 に お いて 留意 すべ き 事 項 


( 1) 銀行 主要 株 主 に 対し て は 、 法 第 52 条 の 11 の 規定 に 基づき 当該 銀行 主要 株 主 の 決 
算 期 毎 に 有価 証券 報告 書 等 の ディ スク ロー ジャ ー 資 料 (資金 調達 の 状況 を 含む 。 デ 
ィ ス クロ ー ジ ャ ー 資 料 が な い 場 合 は 経営 状況 ・ 財 務 状 況 を 示す 資料 ) 及び 当該 銀行 
主要 株 主 と 子 銀行 等 と の 取引 関係 (預金 、 借 入 等 ) を 記載 し た 書面 の 提出 を 求め る 
も の と する 。 


(2) オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ や 検査 結果 等 に 基づき 、 子 銀行 等 の 独立 性 確保 及び 
子 銀行 等 に 対す る 事業 リス ク 遮 断 の た め の 方 策 等 に 係る 実効 性 等 に 疑義 が 生じ 
た 場合 は 、 銀行 主要 株 主 に 対し て 、 必要 に 応じ て 法 第 52 条 の 11 に 基づく 報告 を 
求め 、 重大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 52 条 の 13 に 基づく 措置 命 
令 を 発出 する 等 の 対応 を 行う も の と する 。 


玉 一 4 一 14 一 4 既存 銀行 に 資本 参加 する 場合 の 銀行 主要 株 主 認可 に つい て 


(1) 上 記 息 一 4 一 14 一 1 か ら 箇 一 4 一 14 一 3 の 観点 は 、 事業 会 社 等 及び 投資 フ 
ァ ン ド 等 が 既存 の 銀行 に 資本 参加 する 場合 の 銀行 主要 株 主 認 可 に 係る 審査 に つ 
いて も 、 基本 的 に 適用 する こと と し 、 銀行 主要 株 主 認可 等 の 過程 に お いて 深度 あ 
る ヒア リン グ を 行い 、 十 分 な 検証 を 行う も の と する 。 


(2) また 、 上 記 皿 一 4 一 14ー1 か ら 軸 一 4ー14 一 3 に 掲げ た 主 な 着眼 点 は 、 事 


業 会 社 等 が 銀行 持株 会 社 を 保有 し よう と する 場合 に つい て も 適用 する こと と す 
る 。 
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玉 一 4 一 14 一 5 既存 銀行 に 資本 参加 する 場合 の 当該 銀行 監督 上 留意 すべ き 事 項 


(1 ) 事業 会 社 等 及び 投資 ファ ンド 等 が 既存 の 銀行 に 資本 参加 し 、 こ れ に 伴い イン タ 
ーネット バン キン グ 業 務 を 本 格 的 に 展開 する 等 これ まで の ビジ ネス モデ ル を 大 
きく 変更 し よう と する 場合 に は 、 主 要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 の 「m 一 1 
銀行 業 へ の 新規 参入 に 係る 免許 審査 及び 免許 付与 後 の 監督 上 の 対応 等 」 に お ける 
当該 銀行 の 監督 上 の 着眼 点 を 参照 する こと と し 、 必 要 に 応じ て 、 法 第 24 条 に 基 
づく 報告 を 求め 、 ビ ジネス モデ ル の 変更 に 向け た 準備 状況 、 既存 顧客 の 保護 の 状 
況 等 を 把握 し 、 業 務 の 適切 性 を 検証 する こと と する 。 


(2) な お 、 検証 の 結果 、 預 金 者 等 の 保護 及び ビジ ネス モデ ル の 変更 に 向け た 円 滑 か 
つ 適 切な 準備 体制 の 確保 等 を 図る 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 準備 に 要 す 
る 期間 を 勘案 し た 一 定 の 期限 を 付 し た 上 で 、 法 第 26 条 に 基づく 業務 の 一 部 停止 
命令 を 発出 する 等 の 対応 を 行う 。 


邊 一 4ー15 予備 審査 


(1) 施行 規則 第 39 条 の 規定 に 基づく 予備 審査 申請 が あっ た 場合 に は 、 以 下 の 要 領 
に より 、 審 査 等 を 行う も の と する 。 
① 提出 : 長官 宛 (財務 局 管轄 銀行 に あっ て は 財務 局長 宛 ) 
② 審査 : 本 認可 申請 時 に 準じ て 行う こと と する が 、 事柄 の 性 質 上 、 標 準 処理 期 
間 は 定め られ て いな いこ と に 留意 する 。 
③ 回 答 : 審査 終了 時 に 長官 名 (又は 財務 局長 名 ) に より 、 文 書 で 回 答 する 。 


(2) 審査 ・ 回 答 内 容 

① 予備 審査 は 申請 者 の 事情 や 判断 に より 行わ れる こと か ら 、 事 案 毎 に 認可 等 を 
受け る た め の 準 備 の 進捗 状況 等 に 大 き な 差 が ある こと に 留意 し 、 事 案 に 応じ 申 
請 者 の 実態 に 相応 し い 審査 内 容 を 適切 に 検討 する こと を 基本 と する 。 

② 例え ば 、 予備 審査 の 結果 、 認可 等 を 受け る た め に 必要 な 準備 が ほぼ 整っ て い 
る こと が 確認 され た 場合 に は 、「 〇 〇 O 〇 に つい て は 、 更に 本 認可 申請 が ある 場 
合 に は 、 改め て 内 容 を 審査 し た 上 で 認可 する こと と 決定 され た の で 、 準備 が 整 
い 次 第 、 申 請 手 続き を と られ た い 。」 等 の 趣旨 を 回 答 す る 。 

③ 例え ば 、 予備 審査 の 結果 、 認可 等 を 受け る た め に 必要 な 準備 は まだ 整っ て い 
な い 場 合 で も 、 い た ずら に 予備 審査 を 継続 する こと が 申請 者 の 利益 に 適う わけ 
で は な いこ と 等 か ら 、 例え ば 、 充足 すべ き 課 題 が 明確 に 絞ら れ て いる こと 等 が 
確認 され た 場合 に は 、 認可 申請 等 に 必要 な 留意 事項 を 付 し て 、 予備 審査 を 終了 
させ る こと も 検討 する 。 


293 


その 場合 に は 、「 〇 〇 OO に つい て は 、 別紙 の 内 容 に 関す る 準備 が 整い 、 認可 
申請 が ある 場合 に は 、 改 め て 内 容 を 審査 の 上 、 認 可 す る こと と 決定 され た の で 、 
通知 する 。」 等 の 趣旨 を 回 答 する 。 


一 4 一 16 産業 競争 力 強 化 法 に 関す る 銀行 の 留意 事項 

産業 競争 力 強 化 法 等 に 定め る 事業 再編 に 関す る 計画 及び 特定 事業 再編 に 関す る 計画 の 記 

載 事 項 に つい て は 、 銀行 の 計算 書類 等 の 記載 方 法 に 則 し 、 以 下 の 点 に 留意 する も の と 

する 。 

入 一 4ー16 一 1 事業 再編 の 実施 に 関す る 指針 (以下 、「 実 施 指針 」』 と いう 。) 一 . 
の 事業 再編 に よる 生産 性 及び 財務 内 容 の 健全 性 の 向上 に 関す る 目標 の 設定 に 関 
する 事項 

(1) 実施 指針 一 . イ . (1) の 「 営 業 利 益 」 は 、 例 えば 、 業 務 純 益 を 指す 。 

(2) 実施 指針 一 イ . (2) の 「 有 形 固定 資産 回 転 率 」 は 、 例 えば 、 業 務 収 益 ( 資 
金 運 用 収益 、 役 務 取 引 等 収益 及び その 他 業 務 収 益 ) を 有形 固定 資産 の 帳簿 価額 で 
除 し た 値 を 指す 。 

(3) 実施 指針 一 イ . (3) の 「 事 業 再 編 計 画 の 終了 年 度 に お ける 従業 員 一 人 当 た 
り 付加 価値 額 の 値 」 は 、 例 えば 、 従 業 員 1 人 当たり の 付加 価値 額 (業務 純益 、 人 
件 費 及 び 減 価 償 却 費 の 和 ) を いう 。 

( 4) 実施 指針 一 口 (1) の 「 有 利子 負債 合計 額 」 は 、 例 えば 、 預 金 を 含む 負債 
性 の 資金 調達 手段 の 全て を 指し 、「 運 転 資金 」 は 、 例 えば 、 不 良 債権 を 除く 貸付 
債権 等 を 指す 。 


(5 ) 実施 指針 一 . 口 . (2) の 「 経 常 収 入 」 は 、 例 えば 、 経 常 収益 を 指し 、「 経 常 支 
出 」 は 、 例 えば 、 経 常 費 用 を 指す 。 


玉 一 4 一 16 一 2 実施 指針 二 . イ . の 事業 再編 の 定義 に 関す る 事項 
(1) 実施 指針 二 . イ . (3) の 「 売 上 高 」 は 、 例 えば 、 業 務 収 益 を 指す 。 


(2) 実施 指針 二 . イ . (5) の 「 当 該 商品 又は 役務 の 提供 に 係る 販売 費 」 は 、 例 え 
ば 、 経 費 を 指す 。 
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玉 一 4ー16 一 3 実施 指針 二 . 口 . (3) の 過剰 供給 構造 に ある 業種 又は 事業 分 野 
の 基準 の 定義 


実施 指針 二 . 口 . (3) (ji) の 「 売 上 高 営業 利益 率 」 に お ける 「 売 上 高 」 は 、 例 え 
ば 、 業 務 収 益 を 指し 、「 営 業 利益 」 は 、 例 えば 、 業 務 純 益 を 指す 。 


一 4 オー16 一 4 実施 指針 三 の 特定 事業 再編 に よる 生産 性 及び 財務 内 容 の 健全 性 
の 向上 に 関す る 目標 の 設定 に 関す る 事項 


実施 指針 三 . イ . (1) か ら (3) まで 並び に 口 . (1) 及び (2) に つい て は 、 上 
記入 一 4 一 16 一 1 (1) か ら (5) まで を 準用 する 。 


玉 一 4 一 16 一 5 実施 指針 四 . イ . の 特定 事業 再編 の 定義 に 関す る 事項 
実施 指針 相 .、 イ . (4) 及び (5) の 「 売 上 高 」 は 、 例 えば 、 業 務 収 益 を 指す 。 
一 4 一 17 人 金融 機能 強化 法 に 関す る 留意 事項 


金融 機能 強化 法 に 基づき 資本 参加 を 行う 場合 の 運用 に 当たっ て は 、 特に 以下 の 点 に 
留意 する も の と する 。 


相 一 4ー17 一 1 経営 強化 計画 の 記載 事項 に 関す る 留意 事項 


( 1 ) 金融 機能 の 強化 の た め の 特 別 措置 に 関す る 内 閣府 令 (以下 息 二 4 一 1 7 に お い 
て 「 府 令 」 と いう 。) 第 9 条 第 2 号 ハ に 規定 する 「 中 小 企業 者 」、「 地 元 の 事業 者 」 
及び 「 信 用 供与 」 に つい て は 、 以 下 の 点 に 留意 する も の と する 。 
① 「 中 小 企 業者 」 と は 、 銀 行 法 施行 規則 別表 第 一 に お ける 「 中 小 企業 等 」 か ら 

個人 事業 者 以外 の 個人 を 除い た も の と する 。 
②  「 地 元 の 事業 者 」 と は 、 当 該 銀行 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 が 属す る 
都 道 府 県 内 の 事業 者 (個人 事業 者 を 含む 。) と する 。 
③ 「 信 用 供与 」 に つい て は 、 以 下 の も の を 除外 し た も の と する 。 
イ . 政府 出資 主要 法人 向け 貸出 、 及 び 特 殊 法人 向け 貸出 
ロ . 土地 開発 公社 向け 貸出 、 地 方 住宅 供給 公社 向け 貸出 、 及 び 地 方 道路 公社 向 
け 貸 出 
ハ . 大 企業 が 保有 する 各種 債権 又は 動産 ・ 不 動産 の 流動 化 ス キー ム に 係る SP 
C 向 け 貸出 
ニニ. 自 行 の 子会社 向け 貸出 、 及 び 自 行 を 子会社 と する 銀行 持株 会 社 等 (その 子 


295 


会 社 も 含む 。) 向け 貸出 
ホ . 個人 向け 貸出 
へ . 上 記 の ほか 人 金融 機能 強化 法 の 趣旨 に 反する よう な 貸出 


(2) 府 令 別 紙 様 式 第 一 号 (記載 上 の 注意 ) 7. (1) 及び 別紙 様式 第 二 号 (記載 上 
の 注意 ) 8. (1) に 規定 する 「 経 営 改善 支 援 等 取組 先 企業 (個人 事業 者 を 含む 。) 
の 数 の 取引 先 の 企業 (個人 事業 者 を 含む 。) の 総数 に 占め る 割合 」 に つい て は 、 
以下 の 点 に 留意 する も の と する 。 

な お 、「 経 営 改善 支援 等 取組 先 企業 」 及 び 「 取 引 先 の 企業 」 に は 、 個 人 ロー ン 
又は 住宅 ロー ン の み の 取 引 先 は 含ま な いも の と する 。 以 下 息 二 4ー17 一 1 (2) 
に お いて 同じ と する 。 

また 、「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 と は 、 経 営 強化 計画 に 記載 し た 以下 の 方 策 に 
基づき 、 経 営 改善 支援 等 に 取り 組ん で いる 取引 先 と する 。 
① 創業 又は 新 事 業 の 開拓 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の た め の 方 策 
② 経営 に 関す る 相談 その 他 の 取引 先 の 企業 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の 

た め の 方 策 
③ 早期 の 事業 再生 に 資す る 方 策 
④ 事業 の 承継 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の た め の 方 策 
⑤ 担保 又は 保証 に 過度 に 依存 し な い 融 資 の 促進 その 他 の 中 小 規模 の 事業 者 の 

需要 に 対応 し た 信用 供与 の 条件 又は 方 法 の 充実 の た め の 方策 


( 注 1) 上 記 「 経 営 改 善 支援 等 取組 先 」 の 具体 例 は 以下 の と お り 。 
① 創業 又は 新 事業 の 開拓 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の た め の 方 策 
イ . 政府 関係 金融 機関 と 協調 し て 投 融資 等 を 行っ た 取引 先 
ロ . 創業 支援 融資 商品 に よる 融資 を 行っ た 取引 先 
ハ . 企業 育成 ファ ンド の 組成 ・ 出 資 等 を 行っ た 取引 先 等 
② 経営 に 関す る 相談 その 他 の 取引 先 の 企業 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 
の た め の 方 策 
イ . コン サル ティ ング 機能 、 情 報 提供 機能 等 を 活用 し て 、 財務 管理 手法 等 の 
改善 、 経 費 節減 、 資 産 売却 、 業 務 再 構築 、 組 織 再編 等 の 助言 を 行っ た 取引 
先 
ロロ. 取引 先 と の 長期 的 な 密度 の 高い 関係 (コミ ュ ニ ケー ショ ン ) か ら 得 られ 
る 情報 を 活用 し つつ 、 公 的 制度 等 に 係る 情報 提供 、 資金 繰り や 売上 げ 等 に 
係る 経営 改善 指導 、 財務 書 類 の 作成 や 後継 者 育成 等 に 係る 助言 な ど 、 事業 
者 の 幅広 い 情 報 提供 ・ 経 営 指導 ・ 相 談 の ニー ズ へ の 対応 を 継続 し て 行っ て 
いる 先 
ハ . 紹介 し た 外部 専門 家 (経営 コン サル タン ト 、 公 認 会 計 士 、 税理士 、 弁 護 
士 等 ) が 業務 再 構築 等 の 助言 を 行っ た 取引 先 等 
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③ 早期 の 事業 再生 に 資す る 方 策 
イ . 人 材 を 派遣 し て 再建 計画 策定 その 他 の 支援 等 を 行っ た 取引 先 
ロ . プリ パッ ケー ジ 型 事業 再生 (民事 再生 法 等 の 活用 ) ( 注 ) 及び 私 的 整理 
ガイ ドラ イン 手続 の 中 で 再生 計画 等 の 策定 に 関与 し た 取引 先 


( 注 ) 再生 型 法 的 整理 (民事 再生 法 、 会 社 更生 法 等 ) に お いて 議決 権 を 行 
使 し た に 過ぎ な い 場 合 は 含ま れ な い 。 


ハ . 企業 再生 ファ ンド の 組成 に よる 企業 再生 の た め 当 該 フ ァ ン ド に 出資 ( 現 
物 出 資 ) し た 取引 先 
二 . 企業 再生 に 当たり 、 デ ッ ト ・ エ クイ ティ ・ ス ワッ プ (DES)、 デ ッ ト ・ 
デット ・ ス ワッ プ (DDS)、D IP ファ イナ ンス 等 の 手法 を 活用 し た 取 
引 先 
ホ . 「 中 小 企業 再生 型 信託 スキ ー ム 」 等 R CC の 信託 機能 を 活用 し て 再建 計 
画 の 策定 に 関与 し た 取引 先 
へ . 中 小 企業 再生 支援 協議 会 と 連携 し 再生 計画 の 策定 に 関与 し た 取引 先 等 
④ 事業 の 承継 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の た め の 方 策 
相続 対策 の コン サル ティ ング に 加え 、MBO、EBO 等 を 含む 株 式 買取 に 
関す る 資金 面 の 支援 や M &A の マッ チン グ 支 援 を 行っ た 取引 先 等 
⑤ 担保 又は 保証 に 過度 に 依存 し な い 融 資 の 促進 その 他 の 中 小 規 模 の 事業 者 
の 需要 に 対応 し た 信用 供与 の 条件 又は 方 法 の 充実 の た め の 方 策 
イ . スコ アリ ング モデ ル を 活用 し た 商品 に よる 融資 を 行っ た 取引 先 
ロ . 財務 制限 条項 を 活用 し た 商品 に よる 融資 を 行っ た 取引 先 
ハ . 財務 諸表 の 精度 が 相対 的 に 高い 中 小 企業 者 に 対す る 特別 な 融資 プロ グラ 
ム に よる 融資 を 行っ た 取引 先 
ニニ . 「 十 分 な 資本 的 性 質 が 認め られ る 借入 金 」 の 融資 を 行っ た 取引 先 等 


な お 、 経 営 改善 支援 等 の 具体 的 な 取組 み は 、 各 銀行 に お いて 自ら の 規模 ・ 
特性 、 利 用 者 の 期待 や ニー ズ 等 を 踏ま え 、 自 主 的 な 経営 判断 に より 決定 され 
る べき も の で あり 、 一 律 ・ 網 座 的 な 対応 を 求め る も の で は な いこ と に 留意 す 
る 。 ま た 、 経 営 強化 計画 に お いて 、「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 の 内 容 が 記載 
され て いる か 確認 する 。 


( 注 2) 上 記 「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 の うち ② 及 び ③ に つい て は 、 重 点 的 に 
経営 改善 を 支援 する 対象 と の 位置 付け を 明確 に し 、 当 該 取 組 先 の 経営 の 実 
態 に 応じ て 、 例 えば 、 イ . 経営 改善 支援 の 専 担 組織 ・ 専 担 者 の 支援 の 対象 
先 と し て いる 、 口 . 本 部 と 営業 店 が 連携 し て 支援 を 行う こと と し て いる 等 、 
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経営 改善 支援 の 対象 と し て いる こと に つい て 客観 的 な 裏付け が ある 場合 
に 限る 。 し た が っ て 、 単 な る 与信 管理 、 貸 出 条件 の 緩和 等 の 契約 更改 ( 経 
営 改 善 の 支援 を 目的 と し な いも の に 限る 。) 、 回 収 強化 、 金 融 支援 等 を 行っ 
て いる 先 は 、「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 に は 含ま れ な いこ と に 留意 する 。 


玉 一 4 一 17 一 2 株 式 等 の 引受 け 等 の 決定 に 関す る 留意 事項 


金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 及 び 第 17 条 第 1 項 に 規定 する 株 式 等 の 引受 け 等 の 決 
定 に 関し 、 以 下 に 掲げ る 要件 の 審査 に 当たっ て は 、 そ れ ぞ れ 特 に 以下 の 点 に 留意 する 
も の と する 。 


(1 ) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 2 号 及び 第 17 条 第 1 項 第 2 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 経営 の 改善 の 目標 を 達成 する た め の 方 策 と し て 、 地域 密着 
型 金融 に 関す る 取組 み 等 に よる 収益 性 の 確保 及び 業務 の 効率 化 が 実行 され て い 
る か 、 又 は 、 実 行 さ れる こと が 確実 に 見 込ま れる か を 確認 する 。 
また 、 併 せ て 、 当 該 方 策 が 合理 的 な も の か 、 説 明 カ が 十分 か を 確認 する 。 


(2) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 3 号 及 び 第 17 条 第 1 項 第 4 号 イ に 規定 する 要 

件 
「 中 小 規 模 事業 者 等 向け 信用 供与 円 滑 化 計 画 」 を 適切 か つ 円 滑 に 実施 する た め 

の 方 策 の 審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 

① 毎年 9 月 末日 及び 3 月 末日 (以下 「 報 告 基準 日 」 と いう 。) に お ける 「 中 小 
規模 事業 者 等 向け 貸出 比率 (中 小 企業 者 又は 地元 の 事業 者 (以下 「 中 小 規模 事 
業者 等 」 と いう 。) に 対す る 信用 供与 の 残高 の 総 資産 に 占め る 割合 を いう 。 以 
下 同 じ 。) 」 の 水準 を 、 当該 経営 強化 計画 の 始期 に お ける 中 小 規模 事業 者 等 向け 
貸出 比率 の 水準 と 同等 の 水準 又は それ を 上 回 る 水準 と する こと が 確実 に 見 込 
まれ る か 。 

② 報告 基準 日 に お ける 「 中 小 規模 事業 者 等 に 対す る 信用 供与 の 残高 の 見 込み 」 
が 合理 的 な 水準 と な っ て いる か 。 


(3) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 4 号 及び 第 17 条 第 1 項 第 3 号 に 規定 する 要件 

審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 

① 部 門別 の 損益 管理 が 実施 され て いる 等 、 経営 強化 計画 が 適切 に 実施 され る た 
め の 経 営 管理 態勢 が 構築 され て いる こと 。 

② 減資 等 に より 繰越 欠損 金 の 処理 が な され て いる 等 、 公 的 資金 の 配当 の 確保 に 
向け た 準備 が 整っ て いる こと 。 

③ 社外 取締 役 の 選任 ・ 拡 充 を 図る 場合 に 当該 取締 役 予定 者 の 就任 承諾 を 得 て い 
る 等 、 責 任 ある 経営 体制 の 確立 に 向け た 準備 が 整っ て いる こと 。 
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④ 労使 間 で 十分 な 協議 を 行う こと 、 か つ 、 経営 強化 計画 の 実施 に 際 し て 雇用 の 
安定 等 に 十分 な 配慮 を 行う こと が 見 込ま れる 等 、 経営 強化 計画 の 実施 に より 従 
業 員 の 地位 が 不当 に 害さ れ な いも の で ある こと (金融 機能 強化 法 第 17 条 第 1 
項 第 3 号 に 規定 する 要件 に 限る 。)。 

⑤ 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 6 号 に 規定 する 基準 適合 金融 機関 等 で な い 
と き は 、 府 令 第 5 条 第 6 号 に 規定 する 従前 の 経営 に 関す る 分 析 結 果 の 内 容 及び 
それ に 基づく 経営 管理 に 係る 体制 の 改善 を 図る た め の 方 策 (当該 分 析 結 果 に よ 
り 、 経営 者 の 責め に 帰す べき 事由 に より 基準 適合 金融 機関 等 で な く な っ た と 認 
め ら れる 場合 に は 、 経営 責任 の 明確 化 を 含め た 経営 管理 に 係る 体制 の 抜本 的 な 
改善 を 図る た め の 方 策 を 含む 。) が 妥当 な も の で ある こと 。 例 えば 、 当 該 分 析 
結果 の 内 容 を 検証 し た 結果 、 業務 執行 や リス ク 管 理 が ずさん な 経営 管理 体制 が 
維持 され る 場合 に は 、 計 画 の 円 滑 ・ 的 確 な 実施 が 見 込ま れ な いも の と し て 、 国 
の 資本 参加 の 基準 を 満た さ な い こと と する 。 


(4 ) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 8 号 及び 第 9 号 並 びに 第 17 条 第 1 項 第 4 号 ホ 
及び へ に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、「 経 営 強化 計画 の 実施 の た め に 必要 な 範囲 で ある こと 」 と 
の 要件 に つい て 、 金融 市 場 の 急激 な 変動 その 他 経済 情勢 の 大 幅 な 変動 が 生じ た 場 
合 で も 、 銀行 の 財務 基盤 の 安定 を 確保 し 、 適 切 か つ 積 極 的 な 金融 仲介 機能 が 発揮 
で きる よう に する な ど 、 当該 銀行 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 で 金融 機能 を 
発揮 する た め に 十分 な 自己 資本 の 水準 か どう か を 確認 する 。 


(5 ) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 11 号 及 び 第 17 条 第 1 項 第 8 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 経 営 強化 計画 に 添付 され る 貸借 対照 表 等 の 財務 諸表 が 、 直 
近 の 当局 検査 の 内 容 を 的 確 に 踏ま えた も の で ある か 、 又は 、 監査 法 人 等 と の 協議 
を 経た も の で ある か を 確認 する 。 


( 6) 金融 機能 強化 法 第 17 条 第 1 項 第 6 号 ハ 及 び 二 (2) に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、「 金 融 組 織 再 編成 の 実施 の た め に 必要 な 範囲 を 超え な いこ 
と 」 と の 要件 に つい て 、 第 15 条 第 1 項 の 申込 み に 係る 株 式 等 の 引受 け 等 が 、 資 
本 参加 を 受け る 銀行 の 自己 資本 比率 を 、 経営 強化 計画 を 提出 し た 銀行 の 直近 の 自 
己 資本 比率 の 水準 に まで 回 復 す る た め に 必要 な 額 (以下 「 障 壁 除去 に 必要 な 額 」 
と いう 。) を 超え な いこ と を 確認 する 。 


罰 一 4 一 17 一 3 経営 強化 計画 の 履行 を 確保 する た め の 監 督 上 の 措置 等 


金融 機能 強化 法 第 11 条 及 び 第 21 条 に 規定 する 監督 上 必要 な 措置 及び 協定 銀行 に 対 
する 転換 権 の 行使 の 要請 に つい て は 、 特 に 以下 の 点 に 留意 する 。 
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(1) 監督 上 の 措置 
① 経営 の 改善 の 目標 に 係る 監督 上 の 措置 
イ . 経営 強化 計画 の 実施 期間 中 
経営 強化 計画 の 始期 と な る 事業 年 度 の 翌年 度 末 以 降 に お いて 、 報告 基準 日 
に お ける コア 業務 純益 の 実績 (コア 業務 純益 ROA を 選択 し た 場合 は その 実 
績 ) が 経営 強化 計画 の 始期 の 水準 を 下回っ た 場合 に は 、 そ の 理由 及び 収益 性 
の 向上 に 係る 改善 策 に つい て 報告 を 求め 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ を 行う も の と する 。 
ロ . 経営 強化 計画 の 終期 
経営 強化 計画 の 終期 に お いて 、 コ ア 業 務 純 益 の 実績 (コア 業務 純益 ROA 
を 選択 し た 場合 は その 実績 ) が 経営 強化 計画 に 記載 され た 目標 を 3 割 以 上 下 
回 っ た 場合 、 又 は 、 業務 粗 利 益 経費 率 の 実績 が 経営 強化 計画 の 始期 の 水準 を 
上 回 っ た 場合 に は 、 そ の 理由 及び 収益 性 又は 業務 の 効率 の 向上 に 向け た 抜本 
的 な 改善 策 に つい て 報告 を 求め 、 必要 に 応じ 、 当 該 改 善 策 の 実行 を 求め る 業 
務 改 善 命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 


( 注 1) 上 記 口 . に お いて 、 業 務 粗 利益 経費 率 に つい て は 、 経 営 強化 計画 の 終 
期 の 実績 が 計画 の 始期 の 水準 を 上 回 っ た 場合 で あっ て も 、 機 械 的 に は 監 
朱 上 の 措置 を 講じ な いこ と と する 。 業務 改善 命令 の 必要 性 の 有無 を 検討 
する に 際 し て は 、 ま ず は 、 上 記 の 場合 に 至っ た 要因 が や む を 得 な い 事 情 
に 基づく も の で ある か どう か 、 中小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 
滑 化 の た め の 方 策 等 が 確実 に 履行 され て いる か どう か な どき を 十分 検証 
する 。 

( 注 2) 上 記 口 . に 係る 業務 改善 命令 が 発動 され た 場合 は 、 翌 年 度 以降 改善 状 
況 の フォ ロー アッ プ を 行い 、 な お 状況 の 改善 が 図ら れ て いな いと 認め ら 
れる と き に は 、 原則 と し て 、 責任 ある 経営 体制 の 確立 を 含む 抜本 的 改善 
策 の 提出 及び その 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する 等 、 厳正 
に 対応 する も の と する 。 


(① 全 体 注 ) 障壁 除去 に 必要 な 額 を 超え な い 範 囲 で 資本 参加 を 受け る 銀行 に つい 
て は 、 原 則 と し て 、 本 措置 は 適用 し な いも の と する 。 


② 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 等 地域 経済 の 活性 化 に 資す る 
方 策 に 係る 監督 上 の 措置 

イ . a. 報告 基準 日 に お ける 「 中 小 規模 事業 者 等 向け 貸出 比率 」 及 び b. 報告 

基準 日 に お ける 「 中 小 規模 事業 者 等 に 対す る 信用 供与 の 残高 」 の 実績 、 又 は 

c. 報告 基準 日 に お ける 「 経 営 改 善 支援 等 取組 先 企業 の 数 の 取引 先 の 企業 の 

総数 に 占め る 割合 」 の 実績 が 、 経 営 強化 計画 の 始期 (季節 変動 要因 等 を 考慮 
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すべ き 場 合 は 始期 直前 の 同期 ) の 水準 を 下回っ た 場合 に は 、 そ の 理由 に つい 
て 報告 を 求め る 。 さ ら に 、 当 該 指 標 の 改善 に 向け た 実効 性 の ある 施策 が 十分 
に 講じ られ た と 認め が た い 場 合 に は 、 当 該 指標 に 係る 改善 策 の 提出 を 求め 、 
必要 に 応じ 、 当該 改善 策 の 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する も の 
と する 。 

口 . 経営 強化 計画 の 始期 か ら 1 年 後 の 報告 基準 日 以降 に お いて 、 上記 イ . の a. 
及び b. の 実績 、 又 は c. の 実績 が 2 期 連続 で 経営 強化 計画 の 始期 (季節 変動 
要因 等 を 考慮 すべ き 場 合 は 始期 直前 の 同期 ) の 水準 を 下回っ た 場合 に は 、 そ 
の 理由 及び 抜本 的 改善 策 に つい て 報告 を 求め る と と も に 、 原則 と し て 当該 改 
立 全 の 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 

③ その 他 の 場合 の 監督 上 の 措置 
上 記 の 場合 の ほか 、 経営 強化 計画 の 履行 状況 に 照ら し て 必要 が ある と 認め ら 

れる 場合 に は 、 当 該 経営 強化 計画 の 履行 を 確保 す る た め 、 監督 上 必要 な 措置 を 

講じ る も の と する 。 


( 注 ) な お 、 協 定 銀行 が 引き 受け た 株 式 に 所 定 の 配当 が な され な い 場 合 に は 、 金 
融 機能 強化 法 に 基づき 、 所 定 の 配当 が な され な い 理 由 、 当 該 株 式 の 消却 に 対 
応 す る こと が で きる 財源 が 従前 どおり 確保 され る こと が 十分 担保 され る よ 
うな 抜本 的 収益 改善 策 等 の 報告 を 求め 、 必要 に 応じ 、 当 該 改善 策 等 の 実行 を 
求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する 等 、 厳 正 に 対応 する も の と する 。 


(2 ) 協定 銀行 に 対す る 転換 権 の 行使 の 要請 
資本 参加 を 受け た 銀行 が 基準 適合 金融 機関 等 で な く な っ た 場合 その 他 の 当該 
銀行 に つき 議決 権 の 制限 を 撤廃 する こと に よっ て 経営 管理 を 通じ た 適切 な 業務 
運営 を 確保 する こと が 必要 と 認め られ る 場合 に は 、 原則 と し て 、 協 定 銀行 に 対し 
て 、 当 該 銀行 に 係る 取得 株 式 等 に つい て 、 普通 株 式 へ の 転換 請求 権 を 行使 する よ 

う 要 請 する 方 向 で 検討 する も の と する 。 


玉 一 4 一 17 一 4 人 金融 機能 の 強化 の た め の 特 別 措置 に 関す る 法律 及び 金融 機関 等 
の 組織 再編 成 の 促進 に 関す る 特別 措置 法 の 一 部 を 改正 する 法律 ( 以 
下 「 改 正法 (平成 20 年 12 月 施行 )」 と いう 。) の 施行 前 に 改正 前 の 
金融 機能 強化 法 の 規定 に より され た 決定 に 係る 経営 強化 計画 に つ 
いて 


改正 法 (平成 20 年 12 月 施行 ) の 施行 前 に 改正 法 (平成 20 年 12 月 施行 ) 第 1 条 の 
規定 に よる 改正 前 の 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 又 は 第 17 条 第 1 項 の 規定 に より さ 
れ た 決定 に 係る 経営 強化 計画 に つい て は 、 本 監督 指針 の 一 部 改正 (平成 23 年 7 月 27 
日 適用 ) に よる 監督 指針 思 一 4 一 16 一 1 を 除き 、 本 監督 指針 の 一 部 改正 (平成 20 
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年 12 月 17 日 適用 ) に よる 改正 前 の 本 監督 指針 思 一 4 一 15 の 規定 を 適用 する こと と 
する 。 


罰 一 4 一 17 一 5 岩 災 特例 金融 機関 等 、 岩 災 特 例 対 象 子 会 社 、 又 は 、 震 災 特 例 金融 
機関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 、 若 し く は 、 
当該 金融 機関 等 に 係る 組織 再編 成 銀行 持株 会 社 等 に 係る 株 式 等 の 
引受 け 等 の 決定 に 関す る 留意 事項 


岩 災 特 例 金融 機関 等 、 震 災 特 例 対 象 子 会 社 、 又 は 、 岩 災 特 例 金融 機関 等 を 当事者 と 
する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 、 若 し く は 、 当 該 金融 機関 等 に 係る 組織 再編 成 
銀行 持株 会 社 等 が 経営 強化 計画 を 提出 する 場合 に お ける 人 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 
項 及 び 第 17 条 第 1 項 に 規定 する 株 式 等 の 引受 け 等 の 決定 に 関し 、 以 下 に 掲げ る 要件 
の 審査 に 当たっ て は 、 そ れ ぞ れ 特 に 以下 の 点 に 留意 する も の と する 。 


(1 ) 金融 機能 強化 法 附則 第 8 条 第 1 項 、 又 は 、 第 9 条 第 1 項 に 基づく 株 式 等 の 引受 
け 等 の 申込 み を 行う こと に 関す る 要件 
府 令 附則 第 2 条 第 1 項 第 1 号 、 又 は 、 第 7 条 第 1 項 第 10 号 イ に 基づい て 提出 
され る 理由 書 の 審査 に 当たっ て は 、 当 該 金 融 機関 等 が 震 災 特例 金融 機関 等 、 岩 災 
特例 対象 子会社 、 又 は 、 岩 災 特 例 金 融 機関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 成 を 行 
う 人 金融 機 関 等 、 若 し く は 、 当 該 金 融 機関 等 に 係る 組織 再編 成 銀行 持株 会 社 等 で あ 
る 旨 が 記載 され て いる か が 確認 する 。 
また 、 当 該 金 融 機関 等 に お ける 東日本 大 岩 災 (金融 機能 強化 法 附則 第 8 条 第 1 
項 に 規定 する 東日本 大 震 災 を いう 。 以 下 同じ 。) の 被災 者 へ の 信用 供与 の 状況 が 
記載 され て いる か が 確認 する 。 


(2) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 4 号 及び 第 17 条 第 1 項 第 3 号 に 規定 する 要件 

審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 

① 部 門別 の 損益 管理 が 実施 され て いる 等 、 経営 強化 計画 が 適切 に 実施 され る た 
め の 経 営 管理 態勢 が 構築 され て いる こと 。 

② 減資 若しくは 準備 金 の 減少 等 に よる 繰越 欠損 金 の 処理 が な され て いる 、 又は 、 
当該 処理 が 計画 に 盛り 込ま れ て いる 等 、 公 的 資金 の 配当 の 確保 に 向け た 態勢 が 
整っ て いる こと 。 

③ 労使 間 で 十分 な 協議 を 行う こと 、 か つ 、 経営 強化 計画 の 実施 に 際 し て の 雇用 
の 安定 等 に 十分 な 配慮 を 行う こと が 見 込ま れる 等 、 経営 強化 計画 の 実施 に より 
従業 員 の 地位 が 不当 に 害さ れ な いも の で ある こと (金融 機能 強化 法 第 17 条 第 
1 項 第 3 号 に 規定 する 要件 に 限る 。) 。 
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( 3) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 8 号 及 び 第 9 号 並 びに 第 17 条 第 1 項 第 4 号 ホ 
及び へ に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、「 経 営 強化 計画 の 実施 の た め に 必要 な 範囲 で ある こと 」 と 
の 要件 に つい て 、 東 日 本 大 岩 災 に よる 銀行 の 財務 基盤 へ の 潜在 的 な 影響 も 踏ま え 、 
当該 銀行 の 財務 基盤 の 安定 を 確保 し 、 適切 か つ 積 極 的 な 金融 仲介 機能 が 発揮 で き 
る よう に する な ど 、 当該 銀行 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 で 金融 機能 を 発揮 
し 、 東 日 本 大 岩 災 か ら の 復興 に 継続 的 に 貢献 する た め に 十分 な 自己 資本 の 水準 か 
どう か を 確認 する 。 


(4 ) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 11 号 及 び 第 17 条 第 1 項 第 EE 
審査 に 当たっ て は 、 経営 強化 計画 に 添付 され る 貸借 対照 表 等 の 財務 諸表 が 、 
近 の 当局 検査 の 内 容 を 踏ま えた も の で ある か 、 又 は 、 CA 
も の で ある か を 確認 する 。 


相 一 4 ォ ー17 一 6 震 災 特例 金融 機関 等 、 震 災 特 例 対 象 子 会 社 、 又は 、 宇 災 特 例 金 融 
機関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 、 若 し く は 、 
当該 金融 機関 等 に 係る 組織 再編 成 銀行 持株 会 社 等 に 係る 経営 強化 
計画 の 履行 を 確保 する た め の 和 監督 上 の 措置 等 


岩 災 特 例 金融 機関 等 、 震 災 特 例 対 象 子 会 社 に 係る 銀行 持株 会 社 等 、 又 は 、 震 災 特 例 
金融 機関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 、 若 し く は 、 当該 金融 機 
関 等 に 係る 組織 再編 成 銀行 持株 会 社 等 が 経営 強化 計画 を 提出 する 場合 に お ける 人 金融 
機能 強化 法 第 10 条 及 び 第 11 条 並 びに 第 20 条 及び 第 21 条 に 規定 する 監督 上 必要 な 措 
置 及 び 協 定 銀行 に 対す る 転換 権 の 行使 の 要請 に つい て は 、 特 に 以下 の 点 に 留意 する 。 


(1) 経営 強化 計画 の 履行 状況 の フォ ロー アッ プ 
経営 強化 計画 の 履行 状況 に つい て フォ ロー アッ プ を 行う に 当たっ て は 、 履行 状 
況 報告 に お いて 、 経営 強化 計画 に 揚げ られ た 各種 施策 の 実施 状況 が 実績 計数 を 含 
め 具 体 的 に 記載 され て いる か 検証 する も の と する 。 


(2 ) 監督 上 の 措置 
履行 状況 報告 に 記載 され た 、 経営 強化 計画 に 掲げ られ た 施策 の 実施 状況 (実績 
計数 を 含む 。) を 十分 に 検証 し た 上 で 、 当 該 震 災 特例 金融 機関 等 、 当 該 震 災 特 例 
対象 子会社 、 又 は 、 業務 実施 金融 機関 (金融 機能 強化 法 附則 第 9 条 第 1 項 に 規定 
する 業務 実施 金融 機関 を いう 。 以 下 同じ 。) が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 に 
お ける 経済 の 復興 状況 等 を 勘案 し 、 特に 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 当 該 
経営 強化 計画 の 履行 を 確保 する た め 、 監 督 上 必要 な 措置 を 講じ る も の と する 。 
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( 注 ) な お 、 株 式 に 所 定 の 配当 が な され な い 場 合 に は 、 金 融 機能 強化 法 に 基づき 、 
所 定 の 配当 が な され な い 理 由 及び 収益 改善 策 等 に つい て 報告 を 求め る も の と 
する 。 

当該 報告 等 に より 、 上 記 の 場合 に 至っ た 要因 が や む を 得 な い 事 情 に 基づく も 
の で ある か どう か 、 東 日 本 大 岩 災 か ら の 復興 に 資す る 方 策 が 適切 に 履行 され て 
いる か どう か 、 当 該 震 災 特 例 金 融 機関 等 、 当 該 震 災 特 例 対象 子会社 、 又 は 、 業 
務 実施 金融 機関 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 の 収益 環境 が 回 復 し て いる 
か どう か 等 を 十分 に 検証 し た 上 で 、 特 に 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 当 
該 改善 策 等 の 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 


(3) 協定 銀行 に 対す る 転換 権 の 行使 の 要請 
資本 参加 を 受け た 銀行 が 基準 適合 金融 機関 等 で な く な っ た 場合 その 他 の 当該 
銀行 に つき 議決 権 の 制限 を 撤廃 する こと に よっ て 経営 管理 を 通じ た 適切 な 業務 
運営 を 確保 する こと が 必要 と 認め られ る 場合 に は 、 原則 と し て 、 協 定 銀行 に 対し 
て 、 当 該 銀 行 に 係る 取得 株 式 等 に つい て 、 普 通 株 式 へ の 転換 請求 権 を 行使 する よ 

う 要 請 す る こと を 検討 する も の と する 。 


玉 一 4ー17 一 7 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 、 新型 コロ ナウ イル ス 
感染 症 特例 対象 子会社 、 又 は 、 新型 コロ ナウ イル ス 感染 症 特例 金融 
機関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 、 若 し く は 、 
当該 金融 機関 等 に 係る 組織 再編 成 銀行 持株 会 社 等 に 係る 株 式 等 の 
引受 け 等 の 決定 に 関す る 留意 事項 


新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 、 新型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 特例 対象 子 
会 社 、 又 は 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 
成 を 行う 金融 機関 等 、 若 し く は 、 当 該 金融 機関 等 に 係る 組織 再編 成 銀行 持株 会 社 等 が 
経営 強化 計画 を 提出 する 場合 に お ける 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 及び 第 17 条 第 1 
項 に 規定 する 株 式 等 の 引受 け 等 の 決定 に 関し 、 以下 に 掲げ る 要件 の 審査 に 当たっ て は 、 
それ ぞ れ 特に 以下 の 点 に 留意 する も の と する 。 


(1 ) 金融 機能 強化 法 附則 第 26 条 第 1 項 、 又 は 、 第 27 条 第 1 項 に 基づく 株 式 等 の 引 
受け 等 の 申込 み を 行う こと に 関す る 要件 


府 令 附則 第 37 条 第 1 項 第 1 号 、 又 は 、 第 42 条 第 1 項 第 10 号 イ に 基づい て 提出 さ 
れる 理由 書 の 審査 に 当たっ て は 、 当該 金融 機関 等 が 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金 
融 機関 等 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 特例 対象 子会社 、 又 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感 
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染 症 特例 金融 機関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 、 若 し く は 、 当 
該 金 融 機関 等 に 係る 組織 再編 成 銀行 持株 会 社 等 で ある 旨 が 記載 され て いる か 確認 
る 。 

また 、 当 該 金 融 機関 等 に お ける 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 (金融 機能 強化 法 附則 
第 26 条 第 1 項 に 規定 する 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 及び その まん 延 防 止 の た め の 措 
置 を いう 。 以下 同じ 。) の 影響 を 受け た 者 へ の 信用 供与 の 状況 が 記載 され て いる か 確 
認 す る 。 


(2) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 4 号 及び 第 17 条 第 1 項 第 3 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 


① 部 門別 の 損益 管理 が 実施 され て いる 等 、 経 営 強化 計画 が 適切 に 実施 され る た 
め の 経 営 管理 態勢 が 構築 され て いる こと 。 

② 減資 若しくは 準備 金 の 減少 等 に よる 繰越 欠損 金 の 処理 が な され て いる 、 又 は 、 
当該 処理 が 計画 に 盛り 込ま れ て いる 等 、 公 的 資金 の 配当 の 確保 に 向け た 態勢 が 
整っ て いる こと 。 

③ 労使 間 で 十分 な 協議 を 行う こと 、 か つ 、 経 営 強化 計画 の 実施 に 際 し て の 雇用 
の 安定 等 に 十分 な 配慮 を 行う こと が 見 込ま れる 等 、 経 営 強化 計画 の 実施 に より 
従業 員 の 地位 が 不当 に 害さ れ な いも の で ある こと (金融 機能 強化 法 第 17 条 第 1 
項 第 3 号 に 規定 する 要件 に 限る 。) 。 


(3) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 8 号 及び 第 9 号 並び に 第 17 条 第 1 項 第 4 号 ホ 
及び へ に 規定 する 要件 


審査 に 当たっ て は 、「 経 営 強化 計画 の 実施 の た め に 必要 な 範囲 で ある こと 」 と の 有 要 
件 に つい て 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 に よる 銀行 の 財務 基盤 へ の 潜在 的 な 影響 も 
踏ま え 、 当 該 銀 行 の 財務 基盤 の 安定 を 確保 し 、 適 切 か つ 積 極 的 な 金融 仲介 機能 が 発揮 
で きる よう に する な ど 、 当該 銀行 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 で 金融 機能 を 発揮 
し 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 か ら の 地域 経済 の 再生 に 継続 的 に 貢献 する た め に 十 
分 な 自己 資本 の 水準 か どう か を 確認 する 。 


(4 ) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 11 号 及 び 第 17 条 第 1 項 第 8 号 に 規定 する 要件 
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審査 に 当たっ て は 、 経営 強化 計画 に 添付 され る 貸借 対照 表 等 の 財務 諸表 が 、 監 査 法 
人 等 と の 協議 を 経た も の で ある か を 確認 する 。 


罰 一 4ー17 一 8 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感 
染 症 特例 対象 子会社 、 又 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 特例 金融 機関 
等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 、 若 し く は 、 当該 金 
融 機関 等 に 係る 組織 再編 成 銀行 持株 会 社 等 に 係る 経営 強化 計画 の 履 
行 を 確保 する た め の 監 督 上 の 措置 等 


新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 対象 子 
会 社 に 係る 銀行 持株 会 社 等 、 又 は 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 を 当 事 
者 と する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 、 若 し く は 、 当 該 金融 機関 等 に 係る 組織 再 
編成 銀行 持株 会 社 等 が 経営 強化 計画 を 提出 する 場合 に お ける 金融 機能 強化 法 第 10 条 
及び 第 11 条 並 びに 第 20 条 及 び 第 21 条 に 規定 する 監督 上 必要 な 措置 及び 協定 銀行 に 
対す る 転換 権 の 行使 の 要請 に つい て は 、 特 に 以下 の 点 に 留意 する 。 


(1) 経営 強化 計画 の 履行 状況 の フォ ロー アッ プ 


経営 強化 計画 の 履行 状況 に つい て フォ ロー アッ プ を 行う に 当たっ て は 、 履行 状況 報 
告 に お いて 、 経営 強化 計画 に 掲げ られ た 各種 施策 の 実施 状況 が 実績 計数 を 含め 具体 的 
に 記載 され て いる か 検証 する も の と する 。 


(2 ) 監督 上 の 措置 


履行 状況 報告 に 記載 され た 、 経営 強化 計画 に 掲げ られ た 施策 の 実施 状況 (実績 計数 

を 含む 。) を 十分 に 検証 し た 上 で 、 当 該 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 、 
当該 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 対象 子会社 、 又は 、 業務 実施 金融 機関 (金融 機能 
強化 法 附 則 第 27 条 第 1 項 に 規定 する 業務 実施 金融 機関 を いう 。 以 下 同 じ 。) が 主 と 
し て 業務 を 行っ て いる 地域 に お ける 経済 の 再生 状況 等 を 勘案 し 、 特に 必要 が ある と 認 
め ら れる 場合 に は 、 当 該 経営 強化 計画 の 履行 を 確保 する た め 、 和 監督 上 必要 な 措置 を 講 
じ る も の と する 。 
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( 注 ) な お 、 株 式 に 所 定 の 配当 が な され な い 場 合 に は 、 金融 機能 強化 法 に 基づき 、 所 
定 の 配当 が な され な い 理 由 及 び 収 益 改善 策 等 に つい て 報告 を 求め る も の と する 。 
当該 報告 等 に より 、 上 記 の 場合 に 至っ た 要因 が や む を 得 な い 事 情 に 基づく も の 
で ある か どう か 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 等 か ら の 地域 経済 の 再生 に 資す る 方 
策 が 適切 に 履行 され て いる か どう か 、 当 該 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機 
関 等 、 当 該 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 対象 子会社 、 又 は 、 業 務 実 施 金融 機関 
が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 の 収益 環境 が 回 復 し て いる か どう か な 等 を 十分 に 
検証 し た 上 で 、 特 に 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 当 該 改善 策 等 の 実行 を 求 
め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 


(3 ) 協定 銀行 に 対す る 転換 権 の 行使 の 要請 


資本 参加 を 受け た 銀行 が 基準 適合 金融 機関 等 で な く な っ た 場合 その 他 の 当該 銀行 
に つき 議決 権 の 制限 を 撤廃 する こと に よっ て 経営 管理 を 通じ た 適切 な 業務 運営 を 確 
保 す る こと が 必要 と 認め られ る 場合 に は 、 原 則 と し て 、 協 定 銀行 に 対し て 、 当 該 銀行 
に 係る 取得 株 式 等 に つい て 、 普通 株 式 へ の 転換 請求 権 を 行使 する よう 要請 する こと を 
検討 する も の と する 。 


罰 一 4 一 17 一 9 申請 金融 機関 等 が 提出 する 実施 計画 の 認定 等 に 関す る 留意 事項 


金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 に 規定 する 実施 計画 の 認定 審査 等 に 当たっ て は 、 以下 
の 点 に 留意 する も の と する 。 


(1) 意義 

地域 金融 機関 に は 、 ポ スト コロ ナ の 地域 経済 の 回 復 ・ 再 生 を 支え る 「 要 」 と 
し て の 役割 が 期待 され て いる 。 し か し な が ら 、 人 口 減少 や 低 金 利 環 境 の 継続 な 
ど 、 地 域 金 融 機 関 を 取り巻く 経営 環境 は 厳し く 、 特 に 、 人 口 減少 地域 で は 将来 
的 に その 役割 を 十分 に 果たせ な く な る お それ が ある 。 

この た め 、 地 域 金融 機関 が こう し た 役割 を 持続 的 に 果たせ る よう 、 地 域 金 融 
機関 が 事業 の 抜本 的 な 見 直し を 行う 際 の 時 限 の 支援 措置 と し て 、「 資 金 交付 制 
度 」 が 創設 され た 。 

実施 計画 の 認定 を 受け た 金融 機関 等 (以下 「 認 定 金融 機関 等 」 と いう 。) に 
お いて は 、 上 記 の 制度 趣旨 を 踏ま えて 、 認定 を 受け た 実施 計画 を 着実 に 履行 する 
こと に より 、 地域 に お ける 基盤 的 金融 サー ビス の 提供 を 維持 する と と も に 、 地域 
経済 の 再生 ・ 活 性 化 に 貢献 し て いく こと が 求め られ る 。 


(2) 実施 計画 の 記載 事項 に 関す る 留意 事項 
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① 府 令 第 105 条 に 規定 する 「 信 用 供与 」「 中 小 規模 事業 者 等 」 に つい て は 、 以 
下 の 点 に 留意 する も の と する 。 
イ . 「 信 用 供与 」 に つい て は 、 以 下 の も の を 除外 し た も の と する 。 
・ 政府 出資 主要 法人 向け 貸出 、 及 び 特 殊 法人 向け 貸出 
・ 土地 開発 公社 向け 貸出 、 地 方 住宅 供給 公社 向け 貸出 、 及 び 地 方 道路 公社 
向け 貸出 
・ 大 企業 が 保有 する 各種 債権 又は 動産 ・ 不 動産 の 流動 化 ス キー ム に 係る S 
PC 向け 貸出 
・ 自 行 の 子会社 向け 貸出 、 及 び 自 行 を 子会社 と する 銀行 持株 会 社 等 (その 
子会社 も 含む 。) 向け 貸出 
・ 個 人 向け 貸出 
・ 上 記 の ほか 人 金融 機能 強化 法 の 趣旨 に 反する よう な 貸出 
ロ . 「 中 小 規模 事業 者 等 」 と は 、 中 小 企業 者 又は 地元 の 事業 者 と する ( ル 一 4 
ー17 一 1(1)① 及 び ② 参 照 ) 。 
② 府 令 別紙 様式 第 六 号 の 二 第 5. 1 (記載 上 の 注意 ) に 規定 する 「 経 営 改善 支援 
等 取組 先 企業 (個人 事業 者 含む 。) の 数 の 取引 先 の 企業 (個人 事業 者 含む 。) 
の 総数 に 占め る 割合 」 に つい て は 、 以 下 の 点 に 留意 する も の と する 。 
な お 、「 経 営 改 善 支 援 等 取組 先 企業 」 及 び 「 取 引 先 の 企業 」 に は 、 個 人 ロー 
ン 又 は 住宅 ロー ン の み の 取 引 先 は 含ま な いも の と する 。 
また 、「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 と は 、 実施 計画 に 記載 し た 以下 の 方 策 に 基 
づき 、 経 営 改善 支援 等 に 取り 組ん で いる 取引 先 と する ( 想 一 4 一 17 一 1(② 注 1 及 
び 注 2 参照 ) 。 
イ . 創業 又は 新 事業 の 開拓 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の た め の 方 策 
ロ . 経営 に 関す る 相談 その 他 の 取引 先 の 企業 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の た 
め の 方 策 
ハ . 事業 の 改善 ・ 継 続 に 資す る 早期 の 事業 再生 等 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 
の た め の 方 策 
ニニ . 事業 の 承継 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の た め の 方 策 
ホ . 担保 又は 保証 に 過度 に 依存 し な い 融 資 の 促進 その 他 の 中 小 規模 の 事業 者 の 坦 
要 に 対応 し た 信用 供与 の 条件 又は 方 法 の 充実 の た め の 方策 


(3 ) 実施 計画 の 認定 に 関す る 留意 事項 
金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 3 項 に 規定 する 実施 計画 の 認定 に 関し 、 以 下 に 
掲げ る 要件 の 審査 に 当たっ て は 、 そ れ ぞ れ 特 に 以下 の 点 に 留意 する も の と する 。 


① 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 3 項 第 1 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 実 施 計画 の 添付 書類 と し て 提出 を 受け た 財務 諸表 を 基 に 
確認 する も の と する 。 
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② 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 3 項 第 2 号 に 規定 する 要件 

審査 に 当たっ て は 、 申 請 金 融 機 関 等 (経営 基盤 強化 実施 金融 機関 等 に 限る 。 

が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 に お ける 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供 

与 や 本 業 支 援 そ の 他 の 基盤 的 金融 サー ビス の 提供 状況 等 を 踏ま は え て 、 申請 金融 

機関 等 (経営 基盤 強化 実施 金融 機関 等 に 限る 。) が 当該 地域 の 経済 に どの 程度 

寄与 し て いる か に つい て 確認 する も の と する 。 
③ 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 3 項 第 3 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 を 確認 する も の と する 。 

イ . 申請 金融 機関 等 (経営 基盤 強化 実施 金融 機関 等 に 限る 。) が 、 主 と し て 業 
務 を 行っ て いる 地域 の 全部 又は 相当 部 分 に お いて 、 例 えば 生産 年 齢 人 口 や 
事業 所 数 の 減少 が 継続 する な ど 、 基 盤 的 金融 サー ビス に 対す る 需要 の 持続 
的 な 減少 が 生じ て いる と 考え られ る か 。 

ロ . 申請 金融 機関 等 (経営 基盤 強化 実施 金融 機関 等 に 限る 。) の 店 舗 等 の 営業 


拠点 の 全部 又は 相当 部 分 に お いて 、 例 えば 基盤 的 金融 サー ビス か ら の 収益 

で 当該 サー ビス に 係る 経費 を 由 え を ない 状況 が 生じ る こと に より 、 経 営 基盤 

の 強化 の た め の 措 置 が 行わ れ な い 限 り 、 基 盤 的 金融 サー ビス を 将来 に わた 

っ て 持続 的 に 提供 する こと が 困難 と な る お それ が ある と 考え られ る か 。 

( 注 1) 貸出 や 役務 取引 に 係る 利益 が 継続 し て 又は 傾向 と し て 赤字 で ある 
こと (貸出 に 係る 信用 コス ト に つい て も 、 適 切な 方 法 で 勘案 する こと 
と する 。) 等 を 確認 する も の と する 。 

④ 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 3 項 第 5 号 に 規定 する 要件 

審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 を 確認 する も の と する 。 

イ . 実施 計画 に お いて 、 経 営 基盤 の 強化 の た め の 措 置 を 実施 する こと に よる 、 
基盤 的 金融 サー ビス に 係る 事業 の 改善 に 向け た 方 策 及 びそ の 効果 が 具体 的 
に 示さ れ て いる か 。 

( 注 2) 経営 基盤 の 強化 の た め の 措 置 を 行う こと に より 、 持 続 的 な 提供 が 困 
難 と な る お それ が ある と し て いた 基盤 的 金融 サー ビス が 、 ど の よう な 
水準 で 維持 ・ 改 善 さ れ て いく の か 等 を 確認 する ほか 、 コ ア 業 務 純 益 ( 除 
く 投資 信託 解約 損益 ) が 、 基 盤 的 金融 サー ビス の 提供 を 維持 で きる だ 
け の 水準 を 将来 も 含め て 確保 で き て いる か 、 例 えば 人 口 減少 等 を 加味 
し た コア 業務 純益 (除く 投資 信託 解約 損益 ) が 実施 計画 初期 は 赤字 基 
調 で あっ た と し て も 、 終 期 に お いて 増加 基調 に 転じ る 見 込み と な っ て 
いる か 等 を 確認 する も の と する 。 

ロ . 店 舗 統廃合 等 を 行う こと が 見 込ま れる 場合 に は 、 顧 客 利便 の 観点 か ら 、 
基盤 的 金融 サー ビス が 大 きく 低下 する こと が な いか 。 

⑤ 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 3 項 第 6 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 預金 保険 機構 か ら 交 付 さ れ た 資金 を 活用 し て 事業 者 等 へ 
の 不適 切な 利益 供与 を 行う な どの 人 金融 機関 間 の 適正 な 競争 関係 を 阻害 する 行 
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為 等 が 行わ れる こと な く 、 経 営 基盤 の 強化 の た め の 措 置 が 地域 に お ける 基盤 
的 金融 サー ビス の 提供 の 維持 と いう 本 制度 の 目的 の た め に 実施 され 、 ま た 、 
同 資 金 が 当該 措置 に 使用 され る こと を 確認 する も の と する 。 

金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 3 項 第 7 号 に 規定 する 要件 

「 中 小 規模 事業 者 等 向け 信用 供与 円 滑 化 計画 」 を 適切 か つ 円 滑 に 実施 する た 

め の 方 策 の 審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 を 確認 する も の と する 。 

イ . 毎年 9 月 末日 及び 3 月 末日 に お ける 「 中 小 規模 事業 者 等 向け 貸出 比率 (中 
小 規模 事業 者 等 に 対す る 信用 供与 の 残高 の 総 資 産 に 占め る 割合 を いう 。 以 
下 同 じ 。) 」 の 水準 に つい て 、 人 口 動態 等 を 考慮 し た 場合 に 当該 実施 計画 
の 始期 に お ける 水準 と 実質 的 に 同等 の 水準 を 維持 する こと が 確実 に 見 込ま 
れる か 。 

口 . 毎年 9 月 末日 及び 3 月 末日 に お ける 「 中 小 規模 事業 者 等 に 対す る 信用 供 
与 の 残高 の 見 込み 」 が 、 人 口 動態 等 を 考慮 し た 場合 に 合理 的 な 水準 と な っ 
て いる か 。 
金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 3 項 第 8 号 及 び 第 9 号 に 規定 する 要件 
「 申 請 金融 機関 等 が 当該 実施 計画 に 記載 され た 組織 再編 成 等 を 実施 する と 見 

込ま れる こと その 他 当 該 実 施 計画 が 円 滑 か つ 確 実に 実施 され る と 見 込ま れる 

こと 」 等 を 審査 する に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 を 確認 する も の と する 。 

イ . 申請 金融 機関 等 が 当該 実施 計画 に 記載 され た 組織 再編 成 等 を 実施 する こ 
と が 見 込ま れる か 。 ま た 、 人 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 1 項 第 9 号 に 基 
づき 認定 を 受け よう と する 申請 金融 機関 等 は 、 実 施 計画 に 掲げ られ た 施策 
等 を 実施 する こと に より 、 申 請 金 融 機 関 等 の 単体 で 、 実 施 計画 の 始期 の 属 
する 事業 年 度 の 直前 の 事業 年 度 未 と 比べ て 終期 の 修正 業務 粗 利益 経費 率 が 
4159%6 ポ イン ト 以 上 低下 、 か つ 、 修 正 経費 が 人 209%% 以 上 低下 する こと が 見 
込ま れる か 。 

( 注 3) 金融 グル ー プ 全体 と し て の 財務 の 健全 性 に も 留意 する 観点 か ら 、 申 
請 金 融 機関 等 本 体 と 子会社 等 と の 間 に お いて 、 修 正 業務 粗 利益 経費 率 
や 修正 経費 の 削減 の 達成 を 目的 と し た 利益 や 経費 の 過度 な 移転 が 行わ 
れ て いな いか な ど に つい て も 確認 する も の と する 。 

ロ . 部 門別 の 損益 管理 が 実施 され て いる 等 、 実 施 計画 が 適切 に 実施 され る た 
め の 経 営 管理 態勢 が 構築 され て いる か 。 

ハ . 社外 取締 役 の 選任 ・ 拡 充 を 図る 場合 に 当該 取締 役 予 定 者 の 就任 承諾 を 得 

て いる 等 、 責 任 ある 経営 体制 の 確立 に 向け た 準備 が 整っ て いる か 。 

二 . 労使 間 で 十分 な 協議 を 行う こと 、 か つ 、 実施 計画 の 実施 に 際 し て 雇用 の 
安定 等 に 十分 な 配慮 を 行う こと が 見 込ま れる 等 、 実施 計画 の 実施 に より 従 
業 員 の 地位 が 不当 に 害さ れる こと が な いか 。 

ホホ . 業務 執行 に 対す る 監査 又は 監督 態勢 の 強化 や 、 不 良 債 権 の 適切 な 管理 を 
含む リス ク 和 菅 理 態勢 、 各 種 法令 遵 守 態 勢 の 構築 が 図ら れ て いる か 。 
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へ . 資金 交付 を 受け て 行う シス テム の 導入 及び 整備 並び に それ ら の 業務 運営 
が 安定 的 か つ 効 率 的 に 実施 され る こと も 含め 、 リ スク 管理 や シス テム 業務 
運営 等 が 的 確 に 実施 され る た め の 態 勢 が 構築 され て いる か 。 

ト . 預金 保険 機構 か ら 交 付 さ れ た 資金 が 適切 に 執行 され て いる か を 監査 で き 
る 態勢 が 整備 され て いる か 。 

チ . 利用 者 に 対し 、 経 営 基 盤 の 強化 の た め の 措 置 の 実施 や 申請 金融 機関 等 の 
取組 み に 関し て 充実 し た 情報 開示 が な され る こと と され て いる か 。 

リ . 経営 陣 は 、 上 記 イ か ら チ を 含め 、 実施 計画 を 円 滑 か つ 確 実に 実施 する 上 
で 重要 と 考え られ る 事項 を 決定 ・ 管 理 し て いる か 。 


(4 ) 実施 計画 の 履行 を 確保 する た め の 和 監督 上 の 措置 等 


金融 機能 強化 法 第 34 条 の 12 に 規定 する 「 監 督 上 必要 な 措置 」 に つい て は 、 以 
下 の 点 に つい て 留意 する も の と する 。 
① 実施 計画 の 履行 状況 の 報告 及び 同 報告 書 の 公表 

本 制度 は 、 実 施 計画 に 記載 され た 施策 の 実施 に より 、 地 域 に お ける 基盤 的 
金融 サー ビス の 提供 の 維持 が 図ら れる こと を 目的 と する も の で ある こと か ら 、 
金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 3 項 に 基づき 認定 を 受け た 実施 計画 に つい て 、 
認定 金融 機関 等 に よる 適切 な 履行 を 確保 し て いく こと が 重要 で ある 。 

こう し た 観点 か ら 、 金 融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 3 項 に 基づく 実施 計画 
の 認定 後 、 毎 年 9 月 末日 及び 3 月 末日 (以下 「 報 告 基準 日 」 と いう 。) か ら 
3 ヶ月 以内 に 、 当 該 報 告 基準 日 まで の 半期 毎 の 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 
第 2 項 第 3 号 か ら 第 8 号 ま で に 規定 する 実施 計画 の 施策 等 の 履行 状況 に つい 
て 、 報 告 を 求め る も の と する 。 

な お 、 実施 計画 の 履行 状況 に つい て 報告 を 受け た と き は 、 当 該 報告 に 係る 
報告 基準 日 、 当 該 報 告 を 行っ た 認定 金融 機関 等 の 商号 又は 名 称 及 び 当 該 報告 
の 内 容 を 公表 する も の と する 。 

② 実施 計画 の 履行 状況 の フォ ロー アッ プ 

実施 計画 の 履行 状況 報告 書 が 提出 され た 場合 は 、 実 施 計画 の 認定 時 の 審査 
結果 等 も 踏ま えて 、 特 に 、 以 下 の 点 に 留意 し つつ 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ を 行う も 
の と する 。 

イ . 事業 の 抜本 的 な 見 直し と し て 実施 する 経営 基盤 の 強化 の た め の 措 置 が 実施 
計画 に 沿っ て 進捗 し て いる か を 確認 する 。 
ロ . 実施 計画 に 記載 され た 事業 の 抜本 的 な 見 直し を 通じ て 、 認 定 金融 機関 等 

が 基盤 的 金融 サー ビス の 提供 の 維持 を 図る こと が 見 込ま れる か 検証 する 。 
ハ . 実施 計画 に 記載 され た 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 金融 の 円 滑 化 その 他 の 

認定 金融 機関 等 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 に お ける 経済 の 活性 化 に 

資す る 方 策 が 着実 に 履行 され て いる か どう か を 検証 する 。 


311 


二 . 実施 計画 に 記載 され た 経営 基盤 強化 の た め の 措 置 に 要する 費用 の うち 資 

金 交付 の 対象 と な る 経費 の 支出 金額 、 そ の 適切 性 及び 支出 時 期 を 確認 する 。 
③ 実施 計画 の 履行 に 向け た 監督 上 の 措置 等 

実施 計画 の 履行 状況 を 十分 に 検証 し た 上 で 、 例 えば 主として 業務 を 行っ て い 

る 地域 に お ける 基盤 的 金融 サー ビス の 提供 の 維持 が 図ら れ な く な る と 見 込ま 

れる 場合 や 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 金融 の 円 滑 化 や 地域 経済 の 活性 化 に 向 

けた 取組 み が 進 展 し て いな いと 認め られ る 場合 に は 、 対 話 等 を 通じ た 継続 的 

な モニ タリ ング を 実施 し た 上 で 、 必 要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 当 該 実 

施 計画 の 履行 を 確保 する た め の 監 督 上 必要 な 措置 を 講じ る も の と する 。 
④ 認定 実施 計画 の 認定 の 取消 し 

実施 計画 に 記載 され て いる 組織 再編 成 等 が 行わ れ な い 場 合 に つい て は 、 計 画 

の 認定 を 取り 消す も の と する 。 

( 注 1) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 1 項 第 9 号 に 基づき 認定 を 受け た 金 

融 機関 等 は 、 府 令 第 103 条 に 規定 する 要件 を 満た さ な い 場合 は 組織 再 
編成 等 が 行わ れ な いこ と か ら 認 定 取消 し の 対象 と な る 。 な お 、 府 令 第 
103 条 に 規定 する 要件 を 充 た す た め に 、 認 定 金融 機関 等 本 体 と 子会社 等 
と の 間 に お いて 、 利 益 や 経費 の 過度 な 移転 が 行わ れ て いな いか に つい 
て も 留意 する も の と する 。 

( 注 2) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 10 第 1 項 第 9 号 に 基づき 認定 を 受け た 金 
融 機関 等 は 、「 業 務 の 効率 の 向上 が 図ら れ 、 そ の 収益 性 が 大 きく 向上 
する と 見 込ま れる も の 」 と され て お り 、 例 えば 、 収 益 の 計上 区 分 の 変 
更に より 修正 業務 粗 利 益 が 大 幅 に 変動 する な ど 、 当該 金融 機関 固有 の 
ー 時 的 な 要因 が 修正 業務 粗 利 益 経費 率 の 削減 に 大 きく 寄与 し て いる 
場合 等 は 、 本 制度 の 趣旨 に そぐわ な いこ と に 留意 する も の と する 。 
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銀行 に 対し て 、 行 政 指導 等 (行政 指導 等 と は 行政 手続 法 第 2 条 第 6 号 に いう 行政 指 
導 に 加え 、 行 政 指導 と の 区 別 が 必ず し も 明確 で は な い 情報 提 供 、 相 談 、 助 言 等 の 行為 
を 含む 。) を 行う に 当たっ て は 、 行 政 手続 法 等 の 法令 等 に 沿っ て 適正 に 行う も の と す 
る 。 特 に 行政 指導 を 行う 際 に は 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 


(1 ) 一 般 原則 (行政 手続 法 第 32 条 ) 
① 行政 指導 の 内 容 が あく まで も 相手 方 の 任意 の 協力 に よっ て の み 実 現さ れ て 
いる か 。 
例え ば 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 

イ . 行政 指導 の 内 容 及 び 運 用 の 実態 、 担 当 者 の 対応 等 に つい て 、 相 手 方 の 理解 
を 得 て い る か 。 

口 . 相手 方 が 行政 指導 に 協力 で き な い と の 意思 を 明確 に 表明 し て いる に も か か 
わら ず 、 行 政 指導 を 継続 し て いな いか 。 

② 相手 方 が 行政 指導 に 従わ な か っ た こと を 理由 と し て 不利 益 な 取扱 い を し て 

は いな いか 。 

イ . 行政 指導 に 従わ な い 事 実 を 法律 の 根拠 な く 公 表す る こと も 、 公表 する こと 
に より 経済 的 な 損失 を 与え る な ど 相 手 方 に 対す る 社会 的 制裁 と し て 機能 す 
る よう な 状況 の 下 で は 、「 不 利益 な 取扱 い 」 に 当たる 場合 が ある こと に 留意 
する 。 

ロ . 行政 指導 を 行う 段階 に お いて は 処分 権限 を 行使 する か 否 か は 明確 で な く て 
も 、 行 政 指導 を 行っ た 後 の 状 況 に よっ て は 処分 権限 行使 の 要件 に 該当 し 、 当 
該 権限 を 行使 する こと が あり うる 場合 に 、 そ の こと を 示し て 行政 指導 を する 
こと 自体 を 否定 する も の で は な い 。 


(2) 申請 に 関連 する 行政 指導 (行政 手続 法 第 33 条 ) 

申請 者 が 当該 行政 指導 に 従う 意思 が な い 旨 を 表明 し た に も か か わら ず 当 該 行 

政 指導 を 継続 する こと 等 に より 当該 申請 者 の 権利 の 行使 を 妨げ る よう な こと を 
し て いな いか 。 

① 申請 者 が 、 明示 的 に 行政 指導 に 従わ な い 旨 の 意思 表示 を し て いな い 場 合 で あ 
っ て も 、 行 政 指導 の 経緯 や 周囲 の 客観 情勢 の 変化 等 を 勘案 し 、 行 政 指導 の 相手 
方 に 拒否 の 意思 表示 が な いか どう か を 判断 する 。 

② 申請 者 が 行政 指導 に 対応 し て いる 場合 で も 、 申請 に 対す る 判断 ・ 応 答 が 留保 
され る こと に つい て も 任意 に 同意 し て いる と は 必ず し も いえ な いこ と に 留意 
する 。 
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③ 例え ば 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 

イ . 申請 者 が 行政 指導 に 従わ ざる を 得 な いよ うに させ 、 申請 者 の 権利 の 行使 を 
妨げ る よう な こと を し て いな いか 。 

ロ . 申請 者 が 行政 指導 に 従わ な い 旨 の 意思 表明 を 明確 に は 行っ て いな い 場 合 、 
行政 指導 を 行っ て いる こと を 理由 に 申請 に 対す る 審査 ・ 応 答 を 留保 し て いな 
いか 。 

ハ . 申請 者 が 行政 指導 に 従わ な い 意 思 を 表明 し た 場合 に は 、 行 政 指導 を 中 止 し 、 
申請 に 対し 、 速 や か に 適切 な 対応 を し て いる か 。 


(3 ) 許認可 等 の 権限 に 関連 する 行政 指導 (行政 手続 法 第 34 条 ) 
許認可 等 を する 権限 又は 許認可 等 に 基づく 処分 を する 権限 を 行使 する こと が 
で き な い 場合 又は 行使 する 意思 が な い 場 合 に も か か わら ず 、 当該 権限 を 行使 し 得 
る 旨 を 殊更 に 示す こと に より 相手 方 に 当該 行政 指導 に 従う 事 を 余儀 な くさ せ て 
いな いか 。 
例え ば 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
① 許認可 等 の 拒否 処分 を する こと が で き な い に も か か わら ず 、 で きる 旨 を 示し 
て 一 定 の 作為 又は 不作 為 を 求め て いな いか 。 
② 行政 指導 に 従わ な けれ ば す ぐに で も 権限 を 行使 する こと を 示唆 し た り 、 何ら 
か の 不利 益 な 取扱 い を 行っ た りす る こと を 暗示 する な ど 、 相手 方 が 行政 指導 に 
従わ ざる を 得 な いよ うに 仕向 け て は いな いか 。 


(4 ) 行政 指導 の 方 式 (行政 手続 法 第 35 条 ) 
① 行政 指導 を 行う 際 に は 、 相 手 方 に 対し 、 行 政 指導 の 趣旨 及び 内 容 並 びに 責任 
者 を 明確 に 示し て いる か 。 
例え ば 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
イ . 相手 方 に 対し て 求め る 作為 又は 不作 為 の 内 容 を 明確 に し て いる か 。 
口 . 当該 行政 指導 を どの 担当 者 の 責任 に お いて 行う も の で ある か を 示し て いる 


か 。 
ハ . 個別 の 法律 に 根拠 を 有する 行政 指導 を 行う 際 に は 、 そ の 根拠 条項 を 示し て いる 
か 。 


二 . 個別 の 法律 に 根拠 を 有 さ な い 行 政 指導 を 行う 際 に は 、 当 該 行政 指導 の 必要 
性 に つい て 理解 を 得る た め 、 そ の 趣旨 を 伝え て いる か 。 

② 行政 指導 に つい て 、 相 手 方 か ら 、 行 政 指導 の 趣旨 及び 内 容 並 びに 責任 者 を 記 

載 し た 書面 の 交付 を 求め られ た 時 は 、 行 政 上 特別 の 支障 が な い 限 り 、 原則 と し 

て これ を 交付 し て いる か (た だ し 、 行 政 手 続 法 第 35 条 第 3 項 各 号 に 該当 する 


場合 を 除く 。) 。 
イ . 書面 の 交付 を 求め られ た 場合 に は 、 で きる だ け 速 や か に 交付 する こと が 必 
要 で ある 。 
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ロロ . 書面 交付 を 拒み 得る 「 行 政 上 の 特別 の 支障 」 が ある 場合 と は 、 書 面 が 作成 
者 の 意図 と 無関係 に 利用 、 解釈 され る こと 等 に より 行政 目的 が 達成 で き な く 
な る 場合 な ど 、 その 行政 指導 の 趣旨 及び 内 容 並び に 責任 者 を 書面 で 示す こと 
が 行政 運営 上 著しい 支障 を 生じ させ る 場合 を いう 。 

ハ . 単に 処理 件 数 が 大 量 で ある だ け の 場合 や 単に 迅速 に 行う 必要 が ある 場合 で 
ある こと を も っ て 、「 行 政 上 特別 の 支障 」 が ある 場合 に 該当 する と は いえ な 
いこ と に 留意 する 。 


職員 が 、 銀行 の 役職 員 等 と 面談 等 (面談 、 電話 、 電 子 メ ー ル 等 に よる や り と り を い 
う 。 以 下 同 じ 。) を 行う に 際 し て は 、 以 下 の 事 項 に 留意 する も の と する 。 


(1 ) 面談 等 に 参加 する 職員 は 、 常に 綱紀 及び 品位 を 保持 し 、 穏 健 冷静 な 態度 で 臨ん 
で いる か 。 


(2) 面談 等 の 目的 、 相 手 方 の 氏名 ・ 所 属 等 を 確認 し て いる か 。 


(3) 面談 等 の 方 法 、 面 談 等 を 行う 場所 、 時 間 帯 、 参 加 し て いる 職員 及び 相手 方 が 、 
面談 等 の 目的 ・ 内 容 か ら み て 相応 し いも の と な っ て いる か 。 


( 4 ) 面談 等 の 内 容 ・ 結 果 に つい て 双方 の 認識 が 一 致す る よう 、 必要 に 応じ 確認 し て 
いる か 。 特に 、 面 談 等 の 内 容 ・ 結 果 が 守秘 義務 の 対象 と な る 場合 に は 、 そ の こと 
が 当事者 双方 に と っ て 明確 と な っ て いる か 。 


(5 ) 面談 等 の 内 容 が 上 司 の 判断 を 仰ぐ 必要 の ある 場合 に お いて 、 状況 に 応じ あら か 
じ め 上 司 の 判断 を 仰ぎ 、 又 は 事後 に 速やか に 報告 し て いる か 。 また 、 同 様 の 事案 
に つい て 複数 の 相手 方 と 個別 に 面談 等 を 行う 場合 に は 、 行政 の 対応 の 統一 性 ・ 透 
明 性 に 配慮 し て いる か 。 


一 5ー3 連絡 ・ 相 談 手続 
面談 等 を 通じ て 行政 指導 等 を 行う に 際 し 、 行 政 手続 法 に 照ら し 、 行 政 指導 等 の 適切 


性 に つい て 判断 に 迷っ た 場合 等 に は 、 金融 庁 担当 課室 に 連絡 し 、 必要 に 応じ その 対応 
を 協議 する こと と する 。 
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和 ル 一 6 行政 処分 を 行う 際 の 留意 点 


皿 一 6 一 1 行政 処分 (不利 益 処 分 ) に 関す る 基本 的 な 事務 の 流れ に つい て 


臣 一 6ー1 一 1 行政 処分 


監督 部 局 が 行う 主要 な 不利 益 処分 (行政 手続 法 第 2 条 第 4 号 に いう 不利 益 処 分 を い 
う 。 以 下 同じ 。) と し て は 、① 法 第 26 条 に 基づく 業務 改善 命令 、② 法 第 26 条 に 基 づ 
く 業務 停止 命令 、 ③ 法 第 27 条 に 基づく 業務 停止 命令 、④ 法 第 27 条 に 基づく 免許 取消 
し が ある が 、 こ れ ら の 発動 に 関す る 基本 的 な 事務 の 流れ を 例示 すれ ば 、 以下 の と お り 
で ある 。 


(1) 法 第 24 条 に 基づく 報告 徴 来 

① オン サイ ト の 立入 検査 や 、 オ フサ イト ・ モ ニタ リン グ (ヒア リン グ 、 不祥事 
件 等 届出 書 な ど ) を 通じ て 、 銀行 の リス ク 管 理 態勢 、 法 令 等 遵守 態勢 、 経 営 管 
理 態勢 等 に 問題 が ある と 認め られ る 場合 に お いて は 、 法 第 24 条 に 基づき 、 当 
該 事 項 に つい て の 事実 認識 、 発 生 原因 分 析 、 改 善 ・ 対 応 策 その 他 必 要 と 認め ら 
れる 事項 に つい て 、 報 告 を 求め る こと と する 。 

② 報告 を 検証 し た 結果 、 さ ら に 精査 する 必要 が ある と 認め られ る 場合 に お いて 
は 、 法 第 24 条 に 基づき 、 追 加 報 告 を 求め る こと と する 。 


(2 ) 法 第 24 条 に 基づき 報告 され た 改善 ・ 対 応 策 の フォ ロー アッ プ 
① 上 記 報 告 を 検証 し た 結果 、 業務 の 健全 性 ・ 適 切 性 の 観点 か ら 重 大 な 問題 が 発 
生 し て お ら ず 、 か つ 、 銀行 の 自主 的 な 改善 へ の 取組 み を 求め る こと が 可能 な 場 
合 に お いて は 、 任意 の ヒア リン グ 等 を 通じ て 上 記 ( 1) に お いて 報告 され た 改 
善 ・ 対 応 策 の フォ ロー アッ プ を 行う こと と する 。 
② 必要 が あれ ば 、 法 第 24 条 に 基づき 、 定 期 的 な フォ ロー アッ プ 報 告 を 求め る 。 


(3) 法 第 26 条 に 基づく 業務 改善 命令 等 

上 記 (1 ) の 報告 (追加 報告 を 含む 。) を 検証 し た 結果 、 例 えば 、 業 務 の 健全 
性 ・ 適 切 性 の 観点 か ら 重 大 な 問題 が 認め られ る 場合 、 又 は 、 銀行 の 自主 的 な 取組 
み で は 業務 改善 が 図ら れ な いと 認め られ る 場合 な ど に お いて は 、 法 第 26 条 に 基 
づき 、 業 務 の 改善 計画 の 提出 と その 実行 を 命じ る こと を 検討 する 。 

な お 、 単独 で 、 又 は 、 下 記 (4 ) 若しくは (5) の 行政 処分 と 同時 に 、 制 度 改 
革 等 に より 可能 と な っ た 新規 業務 へ の 進出 を 一 定期 間 行 わせ な いこ と と する 等 
の 措置 を 命ずる こと が 検討 され る 場合 が ある 。 
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( 4 ) 法 第 26 条 に 基づく 業務 停止 命令 
上 記 (3) の 業務 改善 命令 を 発出 する 際 、 業 務 の 改善 に 一 定期 間 を 要 し 、 そ の 
間 、 当 該 業務 改善 に 専念 させ る 必要 が ある と 認め られ る 場合 に お いて は 、 法 第 
26 条 に 基づき 、 改 善 期間 を 勘案 し た 一 定 の 期限 を 付 し て 当該 業務 の 停止 を 命じ 
る こと を 検討 する 。 


(5) 法 第 27 条 に 基づく 業務 停止 命令 
上 記 (1 ) の 報告 (追加 報告 を 含む 。) を 検証 し た 結果 、 重 犯 性 や 故意 性 ・ 悪 
質 性 が 認め られ る 等 の 重大 な 法令 等 の 違反 又は 公益 を 害する 行為 な ど に 対し て 
は 、 法 第 27 条 に 基づき 、 当 該 業 務 の 停止 を 命じ る こと を 検討 する 。 併 せ て 、 法 
第 26 条 に 基づき 、 法 令 等 遵守 態勢 に 係る 内 部 管理 態勢 の 確立 等 を 命じ る こと を 
検討 する 。 


(6) 法 第 27 条 に 基づく 免許 の 取消 し 
上 記 (1 ) の 報告 (追加 報告 を 含む 。) を 検証 し た 結果 、 重 大 な 法令 等 の 違反 
又は 公益 を 害する 行為 が 多数 認め られ る 等 に より 、 今 後 の 業 務 の 継続 が 不適 当 と 
認め られ る 場合 に お いて は 、 法 第 27 条 に 基づく 免許 の 取消 し を 検討 する 。 


な お 、(3) か ら (6) の 行政 処分 を 検討 する 際 に は 、 以 下 の ① か ら ③ ま で に 掲げ 
る 要因 を 勘案 す る と と も に 、 そ れ 以 外 に 考慮 すべ き 要 素 が な いか どう か を 吟味 する こ 
と と する 。 


① 当該 行為 の 重大 性 ・ 悪 質 性 

イ . 公益 侵害 の 程度 

銀行 が 、 例え ば 、 顧客 の 財務 内 容 の 適切 な 開示 と いう 観点 か ら 著しく 不適 切 
な 商品 を 組成 ・ 提 供し 、 金融 市 場 に 対す る 信頼 性 を 損なう な ど 公 益 を 著しく 侵 
害し て いな いか 。 
ロ . 利用 者 被害 の 程度 

広範 囲 に わた っ て 多数 の 利用 者 が 被害 を 受け た か どう か 。 個々 の 利用 者 が 受 
けた 被害 が どの 程度 深刻 か 。 
ハ . 行為 自体 の 悪質 性 

例え ば 、 利用 者 か ら 多 数 の 苦情 を 受け て いる の に も か か わら ず 、 引き続き 同 
様 の 商品 を 販売 し 続け る な ど 、 銀 行 の 行為 が 悪質 で あっ た か 。 
二 . 行為 が 行わ れ た 期間 や 反復 性 

当該 行為 が 長期 間 に わ た っ て 行わ れ た の か 、 短 期間 の も の だ っ た の か 。 反 
復 ・ 継 続 し て 行わ れ た も の か 、 一 回 限り の も の か 。 ま た 、 過 去 に 同様 の 行為 が 
行わ れ た こと が ある か 。 
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ホホ . 故意 性 の 有無 
当該 行為 が 違法 ・ 不 適切 で ある こと を 認識 し つつ 故意 に 行わ れ た の か 、 過 和 失 
に よる も の か 。 
へ . 組織 性 の 有無 
当該 行為 が 現場 の 営業 担当 者 個人 の 判断 で 行わ れ た も の か 、 あ る い は 管理 者 
も 関わ っ て いた の か 。 更 に 経営 陣 の 関与 が あっ た の か 。 
ト . 隠蔽 の 有無 
問題 を 認識 し た 後に 隠蔽 行為 は な か っ た か 。 隠蔽 が ある 場合 に は 、 そ れ が 組 
織 的 な も の で あっ た か 。 
チ . 反 社 会 的 勢力 と の 関与 の 有無 
反 社 会 的 勢力 と の 関与 は な か っ た か 。 関与 が ある 場合 に は 、 ど の 程度 か 。 
② 当該 行為 の 背景 と な っ た 経営 管理 態勢 及び 業務 運営 態勢 の 適切 性 
イ . 代表 取締 役 や 取締 役 会 の 法令 等 遵守 に 関す る 認識 や 取組 み は 十 分 か 。 
ロ . 内 部 監査 部 門 の 体制 は 十分 か 、 ま た 適切 に 機能 し て いる か 。 
ハ . コン プラ イア ンス 部 門 や リス ク 管 理 部 門 の 体制 は 十分 か 、 ま た 適切 に 機能 
し て いる か 。 
二 . 業務 担当 者 の 法令 等 遵守 に 関す る 認識 は 十分 か 、 ま た 、 社 内 教育 が 十分 に 
な され て いる か 。 
③ 軽減 事由 
以上 の 他 に 、 行 政 に よる 対応 に 先行 し て 、 銀 行 自身 が 自主 的 に 利用 者 保護 の 
た め に 所 要 の 対応 に 取り 組ん で いる 、 と いっ た 軽減 事由 が ある か 。 


(7 ) 標準 処理 期間 
上 記 (3) か ら (6) の 行政 処分 を し よう と する 場合 に は 、 上 記 (1 ) の 報告 
書 又 は 不祥事 件 等 届出 書 ( 法 第 24 条 に 基づく 報告 徴 求 を 行っ た 場合 は 、 当 該 報 
告 書 ) を 受理 し た と きか ら 、 原則 と し て 概ね 1 か 月 (処分 が 財務 局 を 経由 し て 金 
融 庁 に お いて 行わ れる 場合 又は 処分 が 財務 局 に お いて 行わ れる が 人 金融 庁 と の 調 
整 を 要する 場合 又は 処分 が 他 省庁 と の 共管 法令 に 基づく 場合 は 概ね 2 か 月 ) 以内 
を 目途 に 行う も の と する 。 


( 注 1) 「 報 告 書 を 受理 し た と き 」 の 判断 に お いて は 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 
① 複数 回 に わた っ て 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め る 場合 (直近 の 報告 書 を 受 
理 し た と きか ら 上 記 の 期間 内 に 報告 を 求め る 場合 に 限る 。 ) に は 、 最後 の 報 
告 書 を 受理 し た と き を 指す も の と する 。 
② 提出 され た 報告 書 に 関し 、 資料 の 訂正 、 追加 提出 等 (軽微 な も の は 除く 。 ) 
を 求め る 場合 に は 、 当該 資料 の 訂正 、 追加 提出 等 が 行わ れ た と き を 指す も の 
と する 。 
( 注 2) 弁明 ・ 聴 聞 等 に 要する 期間 は 、 標 準 処理 期間 に は 含ま れ な い 。 
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( 注 3) 標準 処理 期間 は 、 処 分 を 検討 する 基礎 と な る 情報 毎 に 適用 する 。 
一 6 一 1 一 2 法 第 26 条 に 基づく 業務 改善 命令 の 履行 状況 の 報告 義務 の 解除 


法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 する 場合 に は 、 当 該 命 令 に 基づく 銀行 の 業務 
改善 に 向け た 取組 み を フォ ロー アッ プ し 、 そ の 改善 努力 を 促す た め 、 原則 と し て 、 当 
該 銀 行 の 提出 する 業務 改善 計画 の 履行 状況 の 報告 を 求め る こと と な っ て いる が 、 以 下 
の 点 に 留意 する も の と する 。 


( 1 ) 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 し て いる 銀行 に 対し て 、 当該 銀行 の 提出 
し た 業務 改善 計画 の 履行 状況 に つい て 、 期 限 を 定め て 報告 を 求め て いる 場合 に は 、 
期限 の 到来 に より 、 当 該 銀行 の 報告 義務 は 解除 され る 。 


(2 ) 法 第 26 条 に 基づき 業務 改善 命令 を 発出 し て いる 銀行 に 対し て 、 当 該 銀行 の 提 
出し た 業務 改善 計画 の 履行 状況 に つい て 、 期 限 を 定め る こと な く 継 続 的 に 報告 を 
求め て いる 場合 に は 、 業務 改善 命令 を 発出 する 要因 と な っ た 問題 に 関し て 、 業務 
改善 計画 に 沿っ て 十分 な 改善 措置 が 講じ られ た と 認め られ る と き に は 、 当該 計画 
の 履行 状況 の 報告 義務 を 解除 する も の と する 。 その 際 、 当 該 報告 や 検査 結果 等 に 
より 把握 し た 改善 へ の 取組 み 状況 に 基づき 、 解 除 の 是非 を 判断 する も の と する 。 


罰 一 6 一 2 行政 手続 法 と の 関係 等 


( 1) 行政 手続 法 と の 関係 

行政 手続 法 第 13 条 第 1 項 第 1 号 に 該当 する 不利 益 処 分 を し よう と する 場合 に 
は 聴聞 を 行い 、 同 項 第 2 号 に 該当 する 不利 益 処分 を し よう と する 場合 に は 弁明 の 
機会 を 付与 し な けれ ば な ら な いこ と に 留意 する 。 

いずれ の 場合 に お いて も 、 不 利益 処分 を する 場合 に は 同 法 第 14 条 に 基づき 、 
処分 の 理由 を 示さ な けれ ば な ら な いこ と (不利 益 処 分 を 書面 で する と き は 、 処 分 
の 理由 も 書面 に に より 示さ な けれ ば な ら な いこ と ) に 留意 する 。 

また 、 申請 に より 求め られ た 許認可 等 を 拒否 する 処分 を する 場合 に は 同 法 第 8 
条 に 基づき 、 処 分 の 理由 を 示さ な けれ ば な ら な いこ と (許認可 等 を 拒否 する 処分 
を 書面 で する と き は 、 処 分 の 理由 も 書面 に に り 示 さ な け れ ば な ら な いこ と ) に 留 
意 する 。 

その 際 、 単に 根拠 規定 を 示す だ け で は な く 、 い か な る 事実 関係 に 基づき 、 い か 
な る 法令 ・ 基 準 を 適用 し て 処分 が な され た か を 明らか に する こと 等 が 求め られ る 
こと に 留意 する 。 


(2 ) 行政 不服 審査 法 と の 関係 
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不服 申立 て を する こと が で きる 処分 を する 場合 に は 、 行 政 不服 審査 法 第 82 条 
に 基づき 、 不 服 申立 て を する こと が で きる 旨 等 を 書面 で 教示 し な けれ ば な ら な い 
こと に 留意 する 。 


(3) 行政 事件 訴訟 法 と の 関係 
取消 訴訟 を 提起 する こと が で きる 処分 を する 場合 に は 、 行 政事 件 訴訟 法 第 46 
条 に 基づき 、 取消 訴訟 の 提起 に 関す る 事項 を 書面 で 教示 し な けれ ば な ら な いこ と 


に 留意 する 。 


罰 一 6 一 3 意見 交換 制度 


(1) 意義 
不利 益 処 分 が 行わ れる 場合 、 行 政 手続 法 に 基づく 聴聞 又は 弁明 の 機会 の 付与 の 
手続 と は 別に 、 銀行 か ら の 求め に 応じ 、 監督 当局 と 銀行 と の 間 で 、 複 数 の レベ ル 
に お ける 意見 交換 を 行う こと で 、 行 お うと する 処分 の 原因 と な る 事実 及び その 重 
大 性 等 に つい て の 認識 の 共有 を 図る こと が 有益 で ある 。 


(2 ) 監督 手法 ・ 対 応 

法 第 24 条 に 基づく 報告 徴 求 に 係る ヒア リン グ 等 の 過程 に お いて 、 自 行 に 対し 
て 不利 益 処分 が 行わ れる 可能 性 が 高い と 認識 し た 銀行 か ら 、 監 督 当局 の 幹部 ( 注 
1 ) と 当該 銀行 の 幹部 と の 間 の 意見 交換 の 機会 の 設定 を 求め られ た 場合 ( 注 2) 
で あっ て 、 監督 当局 が 当該 銀行 に 対し て 聴聞 又は 弁明 の 機会 の 付与 を 伴う 不利 益 
処分 を 行 お うと する と き は 、 緊 急 に 処分 を する 必要 が ある 場合 を 除き 、 聴 聞 の 通 
知 又は 弁明 の 機会 の 付与 の 通知 を 行う 前 に 、 行 お うと する 不利 益 処 分 の 原因 と な 
る 事実 及び その 重大 性 等 に つい て の 意見 交換 の 機会 を 設け る こと と する 。 


( 注 1) 監督 当局 の 幹部 : 金融 庁 ・ 財 務 局 等 の 担当 課室 長 以上 

( 注 2) 銀行 か ら の 意見 交換 の 機会 の 設定 の 求め は 、 監 督 当局 が 、 当 該 不 利益 処分 
の 原因 と な る 事実 に つい て の 法 第 24 条 に 基づく 報告 書 等 を 受理 し た と きか ら 、 
聴聞 の 通知 又は 弁明 の 機会 の 付与 の 通知 を 行う まで の 間 に な され る も の に 限 
る 。 


ル 一 6 一 4 金融 庁 等 と の 連携 及び 関係 当局 等 へ の 連絡 
上 記入 一 6-1 一 1 (1) か ら (6) の 不利 益 処分 等 を し よう と する 場合 に は 、 財 
務 局 金融 監督 担当 課 は 監督 局 担当 課 と の 十分 な 連携 に より これ ら の 事務 を 行う も の 


と する 。 
また 、 必 要 に 応じ て 、 財 務 局 間 に お いて 密接 な 連携 に 努め 、 さ ら に 、 必 要 に 応じ て 、 
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関係 当局 等 へ の 連絡 を 行う も の と する 。 


玉 一 6 一 5 不利 益 処 分 の 公表 に 関す る 考え 方 


(1) 上 記入 一 6ー1 一 1 (4) か ら (6) の 不利 益 処 分 の うち 、 業 務 停 止 ・ 免 許 の 
取消 し を 命じ た と き は 、 法 第 56 条 第 1 項 第 1 号 又は 第 2 号 に 基づき 、 官 報 に 告 
示し な けれ ば な ら な いこ と に 留意 する 。 

(2) 上 記 (1) 以外 の 公表 の 取扱 い に つ いて は 、「 金 融 監督 の 原則 と 監督 部 局 職 員 
の 心得 (行動 規範 )」 の 「1 エ 一 5. 透明 性 」 に 規定 され た 考え 方 に よる こと に 留 
意 する 。 


(3) 上 記入 一 6 二 1 一 1 (3) か ら (6) の 不利 益 処分 に つい て は 、 他 の 人 金融 機関 
等 に お ける 予測 可能 性 を 高め 、 同 様 の 事案 の 発生 を 抑制 する 観点 か ら 、 財務 の 健 
全 性 に 関す る 不利 益 処分 等 、 公 表 に より 対象 銀行 等 の 経営 改善 に 支障 が 生ずる お 
それ の ある も の を 除き 、 処分 の 原因 と な っ た 事実 及び 処分 の 内 容 等 を 公表 する こ 
と と する 。 
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IV 銀行 代理 業 


( 注 ) 銀行 代理 業 に 係る 監督 指針 に つい て は 、 基本 的 に 主要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 
指針 の に 基づき 監督 を 行う こと と する が 、 所 属 銀行 が 地域 銀行 で ある 場合 を 念 
頭 に 、 便 宜 上 、 本 監督 指針 の 項目 番号 を 付 し て 、 以 下 に 記載 し て いる 。 


V 一 1 意義 


(1 ) 銀行 代理 業 と は 、 銀行 の た め に 、① 預 金 又は 定期 積 金 等 の 受入 れ を 内 容 と する 
契約 の 締結 の 代理 又は 媒介 、② 資 金 の 貸付 け 又 は 手形 の 割引 を 内 容 と する 契約 の 
締結 の 代理 又は 媒介 、③ 為 替 取 引 を 内 容 と する 契約 の 締結 の 代理 又は 媒介 の い ず 
れ か を 行う 営業 を いい 、 銀行 代理 業者 (銀行 代理 業 再 受託 者 を 含む 。 以 下 同じ 。) 
と は 、 法 第 52 条 の 36 第 1 項 の 内 閣 総理 大 臣 の 許可 を 受け て 銀行 代理 業 を 営む 者 
を いう 。 

所 属 銀行 と は 、 銀行 代理 業者 の 代理 又は 媒介 に よっ て 、 ① 預 金 又 は 定期 積 金 等 
の 受入 れ を 内 容 と する 契約 、② 資 金 の 貸付 け 又 は 手形 の 割引 を 内 容 と する 契約 、 
③ 為 替 取引 を 内 容 と する 契約 を 締結 する 銀行 の こと を いう 。 


(2 ) 銀行 代理 業者 は 、 自 ら 銀 行 代 理 業 を 営む 者 と し て 、 そ の 営む 銀行 代理 業 に 関し 、 
健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 する た め の 措 置 を 講じ な けれ ば な ら な い が 、 所 属 銀行 
及び 銀行 代理 業 再 委託 者 も また 、 その 委託 する 銀行 代理 業者 が 営む 銀行 代理 業 に 
関し て 、 健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 する た め の 措 置 を 講じ る 責任 を 負う こと と さ 
れ て いる 。 

銀行 法 が 、 銀行 代 理 業 者 の みな ら ず 、 所 属 銀行 及び 銀行 代理 業 再 委託 者 に この 

よう な 責任 を 負わ せ た 趣 旨 は 、 銀行 代理 業者 が 営む 銀行 代理 業 に 係る 業務 の 健全 
か つ 適 切な 運営 の 確保 の 責任 は 、 第 一 義 的 に は 所 属 銀行 が ( 再 委託 を 行う 場合 に 
は 銀行 代理 業 再 委託 者 と 連携 し て ) 果たさ な けれ ば な ら な いと いう こと を 宣言 し 
た も の で あり 、 銀行 代理 業者 の 監督 に 当たっ て も 、 所 属 銀行 の 第 一 義 的 な 責任 に 
十分 に 留意 し な けれ ば な ら な い 。 
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IV 一 2 基本 的 な 考え 方 


IV 一 2 一 1 銀行 代理 業 制度 導入 の 経緯 と その 趣旨 


銀行 代理 店 は 、 従 来 出資 規制 や 兼業 規制 の 下 で 、 原則 と し て 銀行 の 子会社 が 専業 で 
行う 場合 に 認め られ て いた が 、 平 成 18 年 4 月 1 日 施行 の 銀行 法 等 の 一 部 を 改正 する 
法律 に より 、 新 た に 銀行 代理 業 制度 が 創設 され た 。 

これ に 伴い 、 一 般 事業 者 の 銀行 代理 業 へ の 参入 が 可能 と な る こと な ど に よっ て 、 利 
用 者 の 金融 サー ビス に 対す る アク セス の 確保 ・ 向 上 及び 金融 機関 の 多様 な 販売 チャ ネ 
ル の 効率 的 な 活用 が 期待 され る が 、 そ の 一 方 で 、 一 般 事 業者 と し て の 取引 関係 を 利用 
し た 不 公正 な 取引 が 行わ れる こと の な いよ う 、 銀行 代 理 業 の 健全 か つ 適 切な 運営 が 確 
保 さ れ な く て は な ら な い 。 

そこ で 、 銀行 代 理 業 者 を 監督 する に 当たっ て は 、 銀行 代 理 業 へ の 参入 を 許可 制 と し 
兼業 に つい て 個別 承認 制 と し た 趣旨 に か ん が み 、 銀行 代理 業 の 適正 ・ 確 実 な 遂行 を 確 
保 す る た め に 、 銀行 代理 業者 及び 所 属 銀行 に 対し 適時 適切 な 監督 を 行っ て いく 必要 が 
ある 。 特に 、 既 存 の 一 般 事 業者 が 銀行 代理 業 へ 参入 し た 場合 な ど 、 銀 行 代 理 業者 が 他 
業 を 兼業 する 場合 に は 、 抱 き 合 わせ 販売 (融資 )、 情 実 融資 及び 顧客 情報 の 流用 等 の 
不適 切な 取扱 い が 生 ずる こと の な いよ う 、 銀 行 代 理 業者 の 業務 運営 態勢 の 整備 等 が 強 
く 求め られ る こと に 留意 する 必要 が ある 。 


IV 一 2 一 2 所 属 銀行 を 通じ た 監督 


MVー1 (2) の と お り 、 銀 行 代 理 業 者 が 営む 銀行 代理 業 に 関し て は 、 所 属 銀行 が 健 
全 か つ 適 切な 運営 を 確保 する た め の 措 置 を 講じ る 責任 を 負う こと と され て いる こと 
に か ん が み 、 銀 行 代理 業者 の 監督 に 当たっ て は 、 銀行 代理 業者 自身 へ の 監督 の 重要 性 
も さる こと な が ら 、 所 属 銀行 本 体 に 対す る 監督 に 重点 を 置き 、 ま ず は 所 属 銀行 へ の 監 
曽 を 通じ て 、 銀行 代理 業者 が 営む 銀行 代理 業 に 係る 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 が 確保 
され る よう 監督 を 行う 必要 が ある 。 

た だ し 、 銀行 代理 業者 に 固有 の 問題 が ある 場合 や 特定 の 銀行 代理 業者 の 間 に 共 通 の 
問題 が ある 場合 な ど 、 当 局 が 直接 に 銀行 代理 業者 を 指導 ・ 監 督 す る 必要 が ある 場合 に 
は 、 当 該 銀行 代理 業者 の 規模 や 特性 を 十分 に 踏ま よ え 、 事務 負担 の 軽減 に 留意 する 必要 
が ある 。 


( 注 ) 銀行 代理 業者 の 小 規模 な 営業 所 等 に 関し て 、 所 属 銀行 や 銀行 代理 業者 に 報告 や 


資料 提出 等 を 求め る 場合 に は 、 取り扱う サー ビス や 商品 な ど に 関す る 当該 営業 所 
等 の 特性 を 十分 に 踏ま え 、 業 務 の 円 滑 な 遂行 に 支障 が 生じ な いよ う 配 意 する 。 
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(別紙 4) 


PH 行 て 理 に 2 相 ネ の 流 
O 銀行 代理 業者 の 監督 に 当たっ て は 、 ま ず は 所 属 銀行 に 対す る 監督 を 基本 と する 。 





青 報 の X 集 ・ 分 析 


(1) 情 報 の 収集 ・ 分 析 
[情報 源 の 具体 例 ] 
所 属 銀行 に 対す る 検査 結果 (代理 業者 に 対す る 業務 指導 等 の 状況 ) 
所 属 銀行 か ら の 報告 資料 (代理 業者 に お ける 不祥事 件 等 届出 な ど 行 政 報告 ) 
所 属 銀行 に 対す る ヒア リン グ ( 代 理 業 者 に 対す る 業務 指導 、 監 査 結果 等 ) 
代理 業者 に 対す る 検査 結果 
利用 者 か ら の 苦情 、 投書 等 


その 他 代 理 業者 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 する 上 で 参考 と な る 情報 
(2) 所 属 銀行 を 通じ た 問題 点 の 把握 
・ 臨 機 の ヒア リン グ 
・ 必 要 に 応じ 報告 徴 求 命令 に 基づく 事実 確認 














必要 に 応じ ヒア リン グ 。 - 所 属 銀行 に 対す る 問題 点 の 指摘 
1 改善 に 向け た 取組 み の 促進 
必要 に 応じ 以下 の 対応 





① 代理 業者 に 対す る 問題 点 の 指摘 
② 改善 に 向け た 取組 み の 促進 
③ 必要 に 応じ 以下 の 対応 
ー 改 善 方 策 に 関す る 報告 徴 来 命令 
ーー 業務 改善 命令 、 業務 停止 命令 、 許 可 の 取消 し 等 


・ 問 題 点 の 改善 状況 の フォ ロー アッ プ 
・ な お 改善 が 図ら れ な い 場 合 に は 、 更 な る 監督 上 の 措置 の 検討 
・ 十 分 な 改善 措置 が 講じ られ た と 認め られ た 場合 は 、 業務 改善 計画 の 履行 状況 の 報告 義務 を 解除 
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IV 一 3 銀行 代理 業者 の 監督 に 係る 事務 処理 


IV 一 3 一 1 一 般 的 な 事務 処理 


IV 一 3ー1 一 1 銀行 代理 業者 の 監督 に 係る 一 般 的 な 事務 処理 の 流れ 


監督 上 の 事務 処理 の 流れ を 示す と 別紙 4 の と お り で ある 。 


IVー3ー1 一 2 所 属 銀行 を 通じ た 監督 上 の 対応 


( 1 ) 監督 手法 

銀行 代理 業者 の 監督 に 当たっ て は 、 所 属 銀行 に 対す る オフ サイ ト ・ モ ニタ リ 
ング に お いて 、 必 要 に 応じ 、 所 属 銀行 が 銀行 代理 業 を 委託 する 銀行 代理 業者 に 
関す る 事項 を 含め る と と も に 、 銀 行 代 理 業者 に 対し て ヒア リン グ を 行う 場合 に 
も 、 併 せ て 所 属 銀行 に 対し て ヒア リン グ を 行う な どの 対応 を と る こと に より 、 
銀行 代理 業者 の 健全 か つ 適 切な 業務 運営 の 確保 の 状況 及び 所 属 銀行 の 経営 管理 
態勢 を 確認 する こと と する 。 

その 際 に は 、 一 1 及び 一 2 を 踏ま え 、 特 に 、 銀 行 代 理 業者 が 他 業 を 兼業 
する 場合 に お ける 抱き 合わ せ 販 売 (融資 ) や 情 実 融資 等 の 不適 切な 取引 方 法 を 
防止 する た め の 措 置 、 顧 客 情報 を 適正 に 管理 する た め の 措 置 及び 反 社 会 的 勢力 
と の 関係 を 遮断 する た め の 措 置 等 が 適切 に 講じ られ て いる か 等 に つい て 重点 的 
に モニ タリ ング を 実施 する こと と する 。 

また 、 所 属 銀行 か ら 提 出さ れる 届出 の 記載 事項 な どか ら も 、 所 属 銀行 に よる 
銀行 代理 業者 の 実効 性 ある 指導 ・ 監 督 が 行わ れ て いる か 等 を 確認 する こと と す 
る 。 


(2) 監督 上 の 対応 

① 上 記 (1) の オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ 及 び 通 常 の 監督 事務 等 を 通じ た 検 
証 の 結果 、 銀 行 代理 業者 の 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 又は 所 属 銀行 に よる 銀 
行 代理 業者 の 指導 等 に 疑義 が 認め られ る 場合 に は 、 必 要 に 応じ 所 属 銀行 に 対 
し 臨機 の ヒア リン グ や 法 第 24 条 に 基づき 報告 を 求め る な ど に より 事実 関係 の 
確認 を 行う な ど 、 問 題 点 の 把握 に 努め る と と も に 、 問 題 が ある 場合 に は 改善 
に 向け た 取り 組み を 促す 。 

② また 、 所 属 銀 行か ら の ヒア リン グ 等 に お いて 銀行 代理 業者 に 問題 が ある と 
考え られ る 場合 に は 、 必 要 に 応じ 銀行 代理 業者 に 対し て も ヒア リン グ や 法 第 
52 条 の 53 に 基づく 報告 を 求め る な ど に より 事実 関係 の 確認 を 行う な ど 、 問 題 
点 の 把握 に 努め る と と も に 、 問 題 が ある 場合 に は 改善 に 向け た 取り 組み を 促 
す 。 
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③ 銀行 代理 業者 の 業務 遂行 態勢 等 に 重大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 は 、 
法 第 52 条 の 55 に 基づく 業務 改善 命令 、 法 第 52 条 の 56 に 基づく 業務 停止 命 
令 等 を 発出 する こと と する 。 

④ また 、 所 属 銀行 の 銀行 代理 業者 に 対す る 指導 ・ 監 督 に 係る 態勢 整備 が 不 十 
分 で ある な ど 、 重 大 な 問題 が 認め られ る 場合 に は 、 所 属 銀行 に 対し て 、 法 第 
26 条 に 基づく 業務 改善 命令 等 の 発出 を 検討 する も の と する 。 


IV 一 3ー1 一 3 監督 部 局 間 の 連携 


(1) 所 属 銀行 等 監督 部 局 又 は 銀行 代理 業者 監督 部 局 は 、 銀 行 代 理 業 の 許可 申請 が 
な され た (又は 申請 する 意向 を 把握 し た ) 場合 や 、 申 請 者 ・ 所 属 銀行 等 ・ 銀 行 
代理 業者 ・ 銀 行 代理 業 再 委 託 者 の 内 部 管理 態勢 や 銀行 代理 業者 又は 申請 者 に 対 
する 指導 監督 態勢 等 に 問題 が 認め られ る 場合 な ど に は 、 速 や か に 申請 等 の 内 容 
や 間 題 の 状況 等 を 関係 する 監督 部 局 に 情報 提供 し 、 こ れ を 受け た 監督 部 局 は 必 
要 に 応じ 申請 者 ・ 所 属 銀行 等 ・ 銀 行 代 理 業者 ・ 銀 行 代 理 業 再 委託 者 の 内 部 管理 
態勢 、 銀 行 代 理 業 者 又は 申請 者 へ の 指導 監督 態勢 等 を 確認 する こと と する 。 こ 
の ほか 、 行 政 処分 又は 許認可 等 を 行う 場合 や その 他 監 督 上 参考 と な る 情報 を 把 
握 し た 場合 に は 、 関 係 監督 部 局 に 情報 提供 し 、 又 は 意見 を 求め る な ど 、 容 接 な 
連携 に 努め る も の と する 。 


( 注 1) 所 属 銀行 等 と は 、 施 行 規則 第 34 条 の 43 第 2 項 に 規定 する 所 属 銀行 を い 
う 。 以 下 同じ 。 

( 注 2) 所 属 銀行 等 及び 銀行 代理 業 再 委託 者 に は 、 新 た な 銀行 代理 業 許可 申請 に 
より 所 属 銀 行 又は 銀行 等 代理 業 再 委託 者 に な ろう と する 者 を 含む 。 な お 、 当 
該 許可 を 受け る 前 の 段階 で は これ ら の 者 に 銀行 代理 業者 に 対す る 指導 等 義 
は 課さ れ な い が 、 許 可 を 受け た 段階 で 義務 が 課さ れる こと 、 銀 行 に は 銀行 代 
理 業 を 含む 業務 の 外部 委託 全般 に つい て 監督 義務 が ある こと (銀行 法 第 12 条 
の 2 第 2 項 ) か ら 、 こ れ ら の 者 の 監督 部 局 は 、 必 要 に 応じ 、 当 該 許可 前 の 段 
階 に お いて も 監督 指針 WV 一 4-ー2ー6、IV 一 5 に 則り 銀行 代理 業者 の 業務 の 
適切 性 等 を 確保 する た め の 措 置 が 講じ られ て いる か 等 に つい て 検証 する こと 
と する 。 


(2) 銀行 代理 業 の 再 委託 を 行う 場合 、 特 に 、 い わ ゆ る フラ ンチ ャ イズ 形式 な ど に 
より 多数 又は 広範 囲 に 業務 を 展開 する 場合 は 、 所 属 銀行 及び 銀行 代理 業 再 委託 
者 に より 適切 な 指導 監督 が な され て いる な 等 の 観点 か ら 、 監 督 部 局 間 は より 密 
接 に 連携 する 必要 が ある こと に 留意 する こと 。 

な お 、 銀 行 代理 業 の 再 委託 を 行う こと に より 多数 又は 広範 囲 に 業務 を 展開 す 
る 意向 を 把握 し た 場合 、 速 や か に 金融 庁 に 連絡 する こと と する 。 
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(3 ) 情報 提供 に 当たっ て は 、 そ の 方 法 を 間 わ ず 、 速 や か に 行う よう 努め る こと と 
する 。 


ツー3ー1-4 管轄 財務 局長 権限 の 一 部 の 管轄 財務 事務 所 長 等 へ の 内 部 委任 


銀行 代理 業者 の 主たる 営業 所 又は 事務 所 の 所 在 地 が 財務 事務 所 、 小 樽 出張 所 又は 
北見 出張 所 の 管轄 区 域内 に ある 場合 に お いて は 、 管 轄 財務 局長 に 委任 し た 権限 は 、 
財務 局長 の 判断 に より 当該 財務 事務 所 長 又は 出張 所 長 に 内 部 委任 する こと が で きる 
も の と する 。 

な お 、 こ れ ら の 事項 に 関す る 申請 書 、 届 出 書 等 は 、 管 轄 財務 局長 あて 提出 させ る 
も の と する 。 


IV 一 3ー1 一 5 行政 報告 


(1 ) 財務 局長 は 、 各 四半 期末 現在 に お ける 銀行 代理 業者 の 状況 に つい て 、 翌 月 20 
日 まで に 監督 局長 へ 報告 する こと と する 。 


(参考 ) 様式 ・ 参 考 資 料 編 様式 一 3 は ー1 一 5 


(2) 財務 局長 は 、 銀 行 代理 業者 の 監督 に 関し 、 次 の ① ひ から ⑦ に 掲げ る 場合 は 、 そ 
の 内 容 を 遅滞 な く 監 督 局 長 に 報告 する と と も に 、 所 属 銀行 等 ・ 銀 行 代理 業 再 委 
託 者 ・ 銀 行 代理 業 再 受 託 者 の 監督 部 局 に も 遅滞 な く 関 連 情 報 を 提供 する も の と 
する 。 

① 及 び ③ の 報告 は 、 様 式 Wー3 一 1 一 5 に よる こと と する 。 
① 法 第 52 条 の 36 第 1 項 に よる 許可 を 行っ た 場合 
② 法 第 52 条 の 42 第 1 項 に よる 兼 業 の 承認 を 行っ た 場合 
③ 法 第 52 条 の 52 に よる 廃業 等 の 届出 を 受理 し た 場合 
④ 法 第 52 条 の 53 に より 報告 及び 資料 の 提出 を 求め た 場合 
⑤ 法 第 52 条 の 54 に よる 立入 検査 の 結果 を 受領 し た 場合 
⑥ 法 第 52 条 の 55 に よる 業務 改善 命令 等 を 行っ た 場合 
⑦ 法 第 52 条 の 56 に よる 監督 上 の 処分 を 行っ た 場合 


IV 一 3ー1 一 6 監督 指針 の 準用 


銀行 代理 業者 の 監督 に 当たっ て は 、 以 下 に 掲げ る ほか 、 適 宜 、 必 要 に 応じ て 、I 
及び 息 並 びに 様式 ・ 参 考 資料 編 を 準用 する 。 


(1) 銀行 代理 業者 に 関す る 苦情 ・ 情 報 提供 等 に つい て は 一 2 に 、 法 令 解釈 等 の 
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問 
N+ 
ゴ 
Ji 
張 
お 
照 
中 
IT 
問 


照会 を 受け た 場合 の 対応 に つい て は 一 3 に 、 行 政 指導 
に つい て は 自 一 5 に 、 そ れ ぞ れ 準 じ る も の と する 。 


(2) 銀行 代理 業者 に 対し 行政 処分 を 行う に 当たっ て は 、 入 一 6 に 準じ る ほか 、 所 
属 銀行 が 銀行 代理 業者 の 営む 銀行 代理 業 に 係る 業務 の 指導 その 他 の 健全 か つ 適 
切な 運営 を 確保 する た め の 措 置 を 講ず る 責任 を 負っ て いる こと に か ん が み 、MV 
ー3ー1 一 2 及び IV 一 3ー1 一 3 に 記載 する 事項 に 留意 する も の と する 。 


IV 一 3 一 2 許可 申請 に 係る 事務 処理 
IV 一 3ー2ー1 許可 申請 に 当たっ て の 留意 点 
IV 一 3ー2 一 1 一 1 許可 の 要 否 


( 1 ) 許可 の 要 否 の 判断 基準 等 
許可 の 衣 千 に つい て は 、 預 金 又 は 定期 積 金 等 の 受入 れ 、 資 金 の 貸付 け 又 は 手 
形 の 割引 、 若 し く は 為替 取引 を 内 容 と する 契約 (以下 「 預 金 等 の 受入 れ 等 を 内 
容 と する 契約 」 と いう 。) の 成立 に 向け た 一 連 の 行為 に お ける 当該 行為 の 位置 
付け を 踏ま えた 上 で 総合 的 に 判断 する 必要 が あり 、 一 連 の 行為 の 一 部 の み を 取 
り 出 し て 、 直 ち に 許可 が 不要 で ある と 判断 する こと は 適切 で な いこ と に 留意 す 
る 。 


(2) 許可 が 必要 で ある 場合 
例え ば 、 以 下 の ① か ら ⑤ の いずれ か ー つ の 行為 で も 業務 と し て 行う 者 は 、 原 

則 と し て 、 法 第 52 条 の 36 第 1 項 に 規定 する 銀行 代理 業 の 許可 を 受け る 必要 が 
ある こと に 留意 する 。 

預金 等 の 受入 れ 等 を 内 容 と する 契約 の 締結 の 勧誘 

預金 等 の 受入 れ 等 を 内 容 と する 契約 の 勧誘 を 目的 と し た 商品 説明 

預金 等 の 受入 れ 等 を 内 容 と する 契約 の 締結 に 向け た 条件 交渉 

預金 等 の 受入 れ 等 を 内 容 と する 契約 の 申込 み の 受 領 (単に 契約 申込 書 の 受 
領 ・ 回 収 又は 契約 申込 書 の 誤記 ・ 記 載 漏れ ・ 必 要 書 類 の 添付 漏れ の 指摘 の み 
を 行う 場合 を 除く 。) 
⑤ 預金 等 の 受入 れ 等 を 内 容 と する 契約 の 承諾 


DOS 


(3) 許可 が 不要 で ある 場合 
① 顧客 の た め に 、 預 金 等 の 受入 れ 等 を 内 容 と する 契約 の 代理 又は 媒介 を 行う 
者 に つい て は 、 銀 行 代理 業 の 許可 は 不要 で ある 。 
た だ し 、 例 えば 、 銀 行 と 当該 者 と の 間 で 合意 され た 契約 上 又は スキ ー ム 上 
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は 顧客 の た め に 行為 する こと と され て いる 場合 で も 、 当 該 者 が 実務 上 、 そ の 
契約 若しくは スキ ー ム に 定め られ た 範囲 を 超え て 又は これ に 反し 、 実 質 的 に 
銀行 の た め に 代理 ・ 媒 介 業 務 を 行っ て いる 場合 に は 、 許 可 が 必要 と な る 場合 
が ある こと に 十分 留意 する 必要 が ある 。 


( 注 ) 「 顧 客 の た め に 」 と は 、 顧 客 か ら の 要請 を 受け て 、 顧 客 の 利便 の た め に 、 
顧客 の 側 に 立っ て 助力 する こと を いう 。 


② 媒介 に 至ら な い 行為 銀行 か ら 受 託し て 行う 場合 に は 、 銀 行 代 理 業 の 許可 
を 得る 必要 は な い 。 
例え ば 、 以 下 の イ . か ら ハ . に 掲げ る 行為 の 事務 処理 の 一 部 の み を 銀行 か 
ら 受託 し て 行う に 過ぎ な い 者 は 、 銀 行 代 理 業 の 許可 が 不要 で ある 場合 も ある 
と 考え られ る 。 
イ . 商品 案内 チラ シ ・ パ ン フ レッ ト ・ 契 約 申込 書 等 の 単なる 配布 ・ 交 付 


( 注 ) この と き 、 単 に 取扱 金融 機関 名 や 同 金融 機関 の 連絡 先 等 を 伝え る こと 
は 差し 支え な い が 、 配 布 又は 交付 する 書類 の 記載 方 法 等 の 説明 を する 場 
合 に は 、 媒 介 に 当たる こと が あり 得る こと に 留意 する 。) 


ロ . 契約 申込 書 及 びそ の 添付 書類 等 の 受領 ・ 回 収 (記載 内 容 の 確認 等 を する 
場合 を 除く 。) 


( 注 ) この と き 、 単 な る 契約 申込 書 の 受領 ・ 回 収 又は 契約 申込 書 の 誤記 ・ 記 
載 漏 れ ・ 必 要 書 類 の 添付 漏れ の 指摘 を 超え て 、 契 約 申込 書 の 記載 内 容 の 
認 等 まで 行う 場合 は 、 媒 介 に 当たる こと が あり 得る こと に 留意 する 。 


ハ . 金融 商品 説明 会 に お ける 一 般 的 な 銀行 取扱 商品 の 仕組 み ・ 活 用 法 等 に つ 
いて の 説明 
③ 銀行 か ら 委 託 を 受け て 、 営 業 所 又は 事務 所 内 に ATM の み を 設置 する 行為 
に つい て は 、 当 該 ATM が 施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 4 号 の 「 無 人 の 設備 」 に 
該当 する 場合 に は 、 銀 行 代 理 業 の 許可 は 不要 で ある 。 
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IV 一 3ー2 一 1 一 2 許可 申請 書 の 受理 に 当たっ て の 留意 事項 
IV 一 3ー2ー1 一 2 一 1 許可 申請 書 の 受理 手続 


( 1) 許可 申請 書 の 提出 先 
銀行 代理 業 の 許可 申請 者 か ら 許 可 申 請書 の 提出 を 受け た と き は 、 そ の 提出 先 
が 当該 申請 者 の 主たる 営業 所 又は 事務 所 を 管轄 する 財務 局長 と な っ て いる か を 
確認 する 。 


(2 ) 許可 申請 に 係る 代理 申請 に つい て 
① 許可 申請 に 係る 代理 申請 が 行わ れ た 場合 に は 、 委 任 状 等 に より 代理 権 の 有 
無 及び 代理 権 の 範囲 に つい て 確認 する こと と する 。 
② 代理 申請 が 行わ れ た 場合 で も 、 必 要 に 応じ 、 申 請 者 本 人 に 対す る ヒア リン 
グ な ど を 行い 、 申 請 者 本 人 が 銀行 代理 業者 と し て の 業務 遂行 能力 等 を 有 し て 
いる か に つい て 十分 に 検証 する 必要 が ある こと に 留意 する 。 


IV 一 3ー2 ク 一 1 一 2 一 2 許可 申請 書 の 記載 事項 
許可 申請 書 の 記載 事項 等 の 確認 に 際 し て は 、 以 下 の 点 に 留意 する こと と する 。 
(参考 ) 様式 ・ 参 考 資 料 編 様式 6 一 1、6 一 2 


(1) 「 商 号 、 名 称 又は 氏名 」 ( 法 第 52 条 の 37 第 1 号 ) 
申請 者 が 個人 で ある 場合 は 、 当 該 申請 者 が 商号 登記 を し て いる と き に は その 
商号 を 、 屋 号 を 使用 し て いる と き に は その 屋号 を 、「 商 号 又 は 名 称 」 と し て 記 
載 し て いる か を 確認 する 。 


(2) 「 銀 行 代理 業 を 営む 営業 所 又は 事務 所 の 名 称 及び 所 在 地 」 ( 法 第 52 条 の 37 
第 3 号 ) 
許可 申請 書 に 記載 する 「 営 業 所 又は 事務 所 」 と は 、 銀 行 代理 業 の 全部 又は 一 
部 を 営む お ため に 開設 する 一 定 の 施設 を 指し 、 銀 行 代 理 業 に 関す る 営業 以外 の 用 
に 供する 施設 は 除く も の と する 。 


(3) 常務 に 従事 し て いる 他 の 法人 等 の 商号 又は 名 称 (施行 規則 第 34 条 の 32 第 1 
号 、 第 2 号 ) 
常務 に 従事 し て いる 他 の 法人 等 の 商号 又は 名 称 は 、 例 えば 「 (株 ) OQO」 等 
と 略 さ ず に 、「 株 式 会 社 O 〇 O」 又 は 「 〇 OO 〇 株式 会 社 」 な どの 正式 名 称 が 記載 さ 
れ て いる か を 確認 する 。 
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(4 ) 「 他 に 業務 を 営む お と き は 、 そ の 業務 の 種類 」 ( 法 第 52 条 の 37 第 5 号 ) 

他 に 営む 業務 の 種類 は 、 現 に 営む 事業 が 属す る 「 統 計 調 査 に 用 いる 産業 分 類 
並び に 疾病 、 傷 害 及び 死因 分 類 を 定め る 政令 の 規定 に 基づき 、 産 業 に 関す る 分 
類 の 名 称 及び 分 類 表 を 定め る 等 の 件 」 に 定め る 日 本 標準 産業 分 類 (以下 「 日 本 
標準 産業 分 類 」 と いう 。) に 掲げ る 中 分 類 (大 分 類 Jー 金 融 業 , 保険 業 に 属す 
る 場合 に あっ て は 細分 類 ) に 則っ て 記載 され て いる か を 確認 する 。 


IV 一 3-ー2 一 1 一 2 一 3 添付 書類 
添付 書類 の 確認 に 際 し て は 、 以 下 の 点 に 留意 する こと と する 。 


(1) 「 定 款 」 ( 法 第 52 条 の 37 第 2 項 第 1 号 、 第 2 号 ) 
定款 の 目的 に 、 銀 行 代 理 業 に 係る 業務 が 定め られ て いる か 。 


(2) 「 銀 行 代理 業 の 業務 の 内 容 及 び 方 法 と し て 内 閣府 令 で 定め る も の を 記載 し た 
書類 」 ( 法 第 52 条 の 37 第 2 項 第 2 号 ) 
① 「 銀 行 代 理 業 の 業務 の 内 容 及 び 方 法 と し て 内 閣府 令 で 定め る も の を 記載 し 

た 書類 」 の 記載 事項 の うち 、 施 行 規則 第 34 条 の 33 第 1 項 第 1 号 に 規定 する 
「 取 り 扱 う 法 第 2 条 第 14 項 各 号 に 規定 する 契約 の 種類 」 (施行 規則 第 34 条 

の 33 第 1 項 第 1 号 ) は 、 以 下 に 掲げ る と ころ に より 記載 され て いる か 。 

イ . 「 預 金 の 種類 」 と し て 、 例 えば 、 円 貨 ・ 外 貨 の 区 分 毎 の 当座 預金 ・ 普 通 
預金 ・ 貯 蓄 預 金 ・ 通 知 預 金 ・ 定 期 預金 ・ 定 期 積 金 ・ 譲 渡 性 預金 の 別 が 記載 
され て いる か 。 

ロ . 「 貸 付 先 の 種類 」 と し て 、 例 えば 、 消 費 者 ・ 事 業者 の 別 が 記載 され て い 
る か 。 

ハ . 「 貸 付け に 係る 資金 の 使途 」 と し て 、 特 定 の 使途 が ある 場合 は 当該 使途 
(生活 費 、 住 宅 購入 資金 、 自 動車 購入 資金 、 教 育 費 な ど ) が 、 使 途 が 特定 
され て いな いも の に つい て は その 旨 が 、 記 載 さ れ て いる か 。 

②  「 銀 行 代理 業 の 業務 の 内 容 及び 方 法 と し て 内 閣府 令 で 定め る も の を 記載 し 

た 書類 」 の 記載 事項 の うち 、「 銀 行 代 理 業 の 実施 体制 」 (施行 規則 第 34 条 の 

33 第 1 項 第 3 号 ) は 、 施 行 規則 第 34 条 の 33 第 2 項 各 号 に 掲げ る 体制 を 含む 

も の で ある が 、 そ れ と 実施 体制 の 状況 を 把握 する た め に 必要 な 場合 に は 、 施 

行 規則 第 34 条 の 34 第 13 号 の 付近 見 取 図 及び 間 取 図 を 参考 に する ほか 、 適 宜 、 

当該 実施 体制 に 関す る 体制 図 及び 組織 図 等 の 提出 を 求め る こと と する 。 
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( 3) 「 履 歴 書 」 (施行 規則 第 34 条 の 34 第 1 号 ) 、「 役 員 の 履歴 書 」 ( 同 条 第 2 

号 ) 

①  「 履 歴 書 」 (申請 者 が 個人 の 場合 ) 又は 「 役 員 の 履歴 書 」 (申請 者 が 法人 
の 場合 ) の 現住 所 が 住民 票 の 抄本 記載 の 住所 と 一 致し な い 場 合 に は 、 そ の 理 
由 を 確認 する と と も に 、「 履 歴 書 」 又 は 「 役 員 の 履歴 書 」 に 、 両 住所 が 併記 
され て いる か を 確認 する 。 

②  「 履 歴 書 」 又 は 「 役 員 の 履歴 書 」 に 記載 され て いる 氏名 に 用 いら れ て いる 
漢字 が 、 住 民 票 の 抄本 記載 の 氏名 に 用 いら れ て いる 漢字 に 統一 され て いる か 
を 確認 する (例え ば 、 住 民 票 の 抄本 で 用 いら れ て いる 漢字 が 旧 漢 字 の 場合 は 、 

「 履 歴 書 」 又 は 「 役 員 の 履歴 書 」 で も 旧 漢 字 を 用 いる こと と する 。) 。 


(4) 「 住 民 票 の 抄本 」 (施行 規則 第 34 条 の 34 第 1 号 、 第 2 号 ) 
「 住 民 票 の 抄本 」 は 、 次 の 項目 が 記載 され て いる も の を 提出 させ る も の と す 
住所 
氏名 
生年 月 日 
本 籍 


DROS 


(5) 「 こ れ に 代わ る 書面 」 (施行 規則 第 34 条 の 34 第 1 号 、 第 2 号 ) 
国内 に 居住 し な い 外 国人 が 提出 し た 本 国 の 住民 票 に 相当 する 書面 の 写し 又は 
これ に 準ずる 書面 は 、 施 行 規則 第 34 条 の 34 第 1 号 及び 第 2 号 の 「 こ れ に 代わ 
る 書面 」 に 該当 する 。 


(6) 「 第 34 条 の 37 第 4 号 に 該当 し な いこ と を 碑 約 する 書面 」 (施行 規則 第 34 条 
の 34 第 1 号 ) 
「 第 34 条 の 37 第 4 号 に 該当 し な いこ と を 故 約 する 書面 」 に は 、 同 号 イ か ら 
チ ま で の いずれ に も 該当 し な いこ と を 碑 約 する 旨 の ほか 、「 当 該 誓 約 が 虚偽 の 
誓約 で ある こと が 判明 し た 場合 に は 、 法 第 52 条 の 56 第 1 項 第 2 号 に 掲げ る 事 
由 に 該当 する こと を 認識 し て いる 」 旨 が 記載 され た も の を 提出 させ る も の と す 
る 。 


(7) 「 第 34 条 の 37 第 5 号 に 該当 し な いこ と を 碑 約 する 書面 」 (施行 規則 第 34 条 
の 34 第 2 号 ) 

「 第 34 条 の 37 第 5 号 に 該当 し な いこ と を 故 約 する 書面 」 に は 、 同 号 イ か ら 

ハ ま で の いずれ に も 該当 し な いこ と を 碑 約 する 旨 の ほか 、「 当 該 誓 約 が 虚偽 の 

誓約 で ある こと が 判明 し た 場合 に は 、 法 第 52 条 の 56 第 1 項 第 2 号 に 掲げ る 事 

由 に 該当 する こと を 認識 し て いる 」 旨 が 記載 され た も の を 提出 させ る も の と す 
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る 。 


(8 ) 「 役 員 が 第 34 条 の 37 第 4 号 イ か ら チ まで の いずれ に も 該当 し な い 者 で ある 
こと を 当該 役員 が 誓約 する 書面 」 (施行 規則 第 34 条 の 34 第 2 号 ) 
「 役 員 が 第 34 条 の 37 第 4 号 イ か ら チ まで の いずれ に も 該当 し な い 者 で ある 
こと を 当該 役員 が 碑 約 する 書面 」 に は 、 同 号 イ か ら チ まで の いずれ に も 該当 し 
な いこ と を 敬 約 する 旨 の ほか 、「 当 該 誓 約 が 虚偽 の 誓約 で ある こと が 判明 し た 
場合 に は 、 法 第 52 条 の 56 第 1 項 第 2 号 に 掲げ る 事由 に 該当 する こと を 認識 し 
て いる 」 旨 が 記載 され た も の を 提出 させ る も の と する 。 


(9 ) 「 委 託 契約 書 の 案 」 (施行 規則 第 34 条 の 34 第 3 号 、 第 4 号 ) 
① 「 委 託 契 約 書 の 案 」 に は 、 施 行 規則 第 34 条 の 35 第 1 項 各 号 所 定 の 事項 が 
規定 され て いる か 。 
② 施行 規則 第 34 条 の 63 第 1 項 各 号 所 定 の 措置 に 関す る 規定 は 、 委 託 契約 書 
の 案 の 記 載 事項 に 係る 「 そ の 他 必 要 と 認め られ る 事項 」 (施行 規則 第 34 条 の 
35 第 1 項 第 10 号 ) に 該当 する 。 


(10) 「 銀 行 代理 業 に 関す る 能力 を 有する 者 の 確保 の 状況 及び 当該 者 の 配置 の 状況 

を 記載 し た 書面 」 (施行 規則 第 34 条 の 34 第 5 号 ) 

① 「 銀 行 代理 業 に 関す る 能力 を 有する 者 の 確保 の 状況 及び 当該 者 の 配置 の 状 
況 を 記載 し た 書面 」 に は 、 以 下 の 事 項 が 記載 され て いる か を 確認 する 。 

イ . その 営む 銀行 代理 業 の 業務 に 関す る 十分 な 知識 を 有する 者 (施行 規則 第 
34 条 の 37 第 3 号 イ 、 ロ ) 及び その 知識 を 有する 者 が 当該 知識 を 習得 し た 方 
法 (当該 知識 を 有する こと を 証する 書面 が ある 場合 に は 当該 書面 を 含 
む 。) 並び に 当該 者 の 配置 予定 先 


( 注 1) その 営む 銀行 代理 業 の 業務 に 関す る 十分 な 知識 と は 、 当 該 業 務 を 健 
全 か つ 適 切 に 運営 する 上 で 必要 と な る 知識 の こと を いい 、 例 えば 、 そ の 
営む 銀行 代理 業 の 業務 の 実務 に 関す る 知識 、 銀 行 法 、 個 人 情報 保護 法 、 
犯 収 法 、 外 為 法 等 の 法令 に 関す る 知識 な ど が 考え られ る 。 

( 注 2) その 営む 銀行 代理 業 の 業務 に 関す る 十分 な 知識 を 有する 者 は 、「 そ 
の 営む 銀行 代理 業 の 業務 に 係る 法令 等 の 遵守 を 確保 する 業務 に 係る 責任 
者 」 (施行 規則 第 34 条 の 37 第 3 号 口 ) 、「 法 令 等 の 遵守 の 確保 を 統括 
管理 する 業務 に 係る 統括 責任 者 」 ( 同 ) と し て 配置 され る こと か ら 、 上 
記法 令 等 に つい て の 専門 的 な 知識 が 必要 と な る ほか 、 次 に 掲げ る 知識 も 
必要 と な る こと に 留意 する 。 

a. 「 そ の 営む 銀行 代理 業 の 業務 に 係る 法令 等 の 遵守 を 確保 する 業務 に 
係る 責任 者 」 の 場合 
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上 記法 令 の ほか 民法 、 商 法 、 会 社 法 、 刑 法 等 の 基本 法 に つき 、 当 該 
銀行 代理 業 の 業務 に 関連 する 都 分 に つい て の 専門 的 な 知識 
b. 「 法 令 等 の 筐 守 の 確保 を 統括 管理 する 業務 に 係る 統括 責任 者 」 の 場 
へ 

a. に 記載 する ほか 、 民 法 、 商 法 、 会 社 法 、 刑 法 等 の 基本 法 に つき 、 
当該 銀行 代理 業 の 業務 に 関連 する 部 分 の みな ら ず 広く コン プラ イア ン 
ス に か か わる 事項 に つい て の 専門 的 な 知識 


ロ . その 営む 銀行 代理 業 の 業務 に 携 っ た 経験 を 有する 者 の 経歴 (当該 経験 を 
有する こと を 証する 書面 が ある 場合 に は 当該 書面 を 含む 。) 及び 当該 者 の 
配置 予定 先 

② その 営む 銀行 代理 業 に 係る 業務 に 携 っ た 経験 を 有する 者 の 経歴 は 、 勤 務 先 

会 社名 、 部 著 、 役 職 、 配 属 年 月 日 、 在 籍 期間 、 担 当 業 務 等 、 当 該 者 の 経験 を 

正確 に 把握 する た め に 必要 な 記載 が な され て いる か を 確認 する 。 


(11) 「 財 産 に 関す る 調書 」 (施行 規則 第 34 条 の 34 第 6 号 ) 
「 財 産 に 関す る 調書 」 に は 、 必 要 に 応じ 、 適 宜 、 預 金 残高 証明 書 、 固 定 資産 
税 評価 証明 書 そ の 他 の 財産 の 額 を 証する 書面 が 添付 され て いる か を 確認 する 。 


(12) 「 保 証 を 証する 書面 」 (施行 規則 第 34 条 の 34 第 10 号 ) 
「 保 証 を 証する 書面 」 に は 、 例 えば 、 保 証 契 約 書 、 念 書 な ど が ある 。 


(13) 「 兼 業 業務 の 内 容 及 び 方 法 を 記載 し た 書面 」 (施行 規則 第 34 条 の 34 第 11 
号 ) 
「 兼 業 業 務 の 内 容 及び 方 法 を 記載 し た 書面 」 に は 、 日 本 標準 産業 分 類 に 掲げ 
る 中 分 類 (大 分 類 コ ーー 金 融 業 , 保険 業 に 属す る 場合 に あっ て は 細分 類 ) に 則っ 
て 兼業 業務 の 分 類 が 記載 され て いる か を 確認 する 。 


(14) 「 前 各 号 に 掲げ る も の の ほか 法 第 52 条 の 38 第 1 項 に 規定 する 審査 を する た 
め 参 考 と な る べき 事項 を 記載 し た 書面 」 (施行 規則 第 34 条 の 34 第 14 号 ) 
銀行 代理 業 の 許可 に つい て の 審査 ( 法 第 52 条 の 38 第 1 項 ) を する た め 参 考 
と な る べき 書面 に は 、 例 えば 、 預 金 残高 証明 書 ・ 固 定 資産 税 評価 証明 書 (上 記 
(12) ) な ど が ある が 、 そ の ほか に も 、 審 査 を する た め に 必要 な 参考 書類 が あ 
る 場合 は 、 適 宜 申 請 者 に その 提出 を 求め る こと に より 、 和 審査 を 適正 か つ 迅 速 に 
行う よう 努め る こと と する 。 


IV 一 3ー2 一 2 許可 の 審査 に 当たっ て の 留意 点 
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(1) 銀行 代理 業 の 許可 の 審査 に 際 し て は 、 以 下 に 掲げ る 留意 事項 の ほか 、 法 、 施 
行 令 、 施 行 規則 及び 本 監督 指針 に お いて 示さ れ て いる 銀行 代理 業者 と し て の 業 
務 遂行 能力 等 が 備わっ て いる か に つい て 着目 し て 審査 する も の と する 。 


(2) 審査 に お いて 問題 点 が 把握 され た 場合 に は 、 所 属 銀行 又は 銀行 代理 業 再 委託 
者 に よる 指導 等 に 問題 が あめ る お それ が ある こと か ら 、 一 3ー1 一 3 (1) に 
則り 関係 監督 部 局 と 連携 する 必要 が ある こと に 留意 する 。 

また 、 い わ ゆ る フラ ンチ ャ イズ 形式 な ど 、 銀 行 代理 業 の 再 委託 を 行う こと に 
より 多数 又は 広範 囲 に 業務 を 展開 する 者 に よる 申請 に 係る 場合 は 、 同 様 の 問題 
が 他 の 申請 者 に お いて も 生じ て いる お それ が ある こと か ら 、 関 係 監督 部 局 と の 
連携 が より 重要 と な る こと に 留意 する 。 な お 、 こ の よう な 場合 に は 速やか に 金 
融 庁 に 連絡 する こと と する 。 


IV 一 3ー2 一 2 一 1 財産 的 基礎 に 関す る 審査 


法 第 52 条 の 38 第 1 項 第 1 号 の 財産 的 基礎 の 審査 は 、 施 行 規則 第 34 条 の 37 第 2 
号 に 掲げ る 事項 に 配慮 し て 行う 必要 が ある 。 そ の 主 な 留意 点 は 、 例 えば 、 以 下 の 
(1) 及び (2) の と お り で ある 。 

審査 は 、 許 可 申 請書 、 法 第 52 条 の 37 第 2 項 、 施 行 規則 第 34 条 の 34 第 6 号 か ら 
第 10 号 及び 第 14 号 の ほか 、 適 宜 、 そ の 他 の 書類 又は 資料 を 参考 に する と と も に 、 
必要 に 応じ て 、 ヒ アリ ング や 追加 資料 の 提出 な ど 申 請 者 の 協力 を 得 て 実 施す る こと 
と する 。 


(1) 貸借 対照 表 そ の 他 の 書類 又は 資料 を 精査 し 、 純 資産 額 が 正確 に 算出 され て い 
る か 。 


(2 ) 収支 及び 財産 の 状況 の 見 込み 対象 期間 に お ける 純資産 額 の 審査 に お いて は 、 
収支 及び 財産 の 状況 の 見 込み の 根拠 と な る 諸 条 件 に つい て 十分 に 精査 する こと 。 
また 、 収 支 及 び 財 産 の 状況 の 見 込み の 前 提 と な る 諸 条 件 が 見 込み を 下回っ た 場 
合 で も 経常 費用 を 賭 う 程 度 の 収益 を 見 込め る か 等 に つい て も 審査 する 。 


IV 一 3ー2 一 2 一 2 業務 遂行 能力 に 関す る 審査 


法 第 52 条 の 38 第 1 項 第 2 号 の 「 銀 行 代理 業 を 的 確 、 公 正 か つ 効 率 的 に 遂行 する 
た め に 必要 な 能力 」 の 審査 は 、 施 行 規則 第 34 条 の 37 第 3 号 に 掲げ る 事項 に 配慮 し 
て 行う 必要 が ある 。 

審査 は 、 許 可 申 請書 、 法 第 52 条 の 37 第 2 項 、 施 行 規則 第 34 条 の 34 第 1 号 か ら 
第 5 号 、 第 9 号 、 第 12 号 か ら 第 14 号 の ほか 、 適 宜 、 そ の 他 の 書類 又は 資料 を 参考 
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に する と と も に 、 必 要 に 応じ し 、 ヒ アリ ング や 追加 資料 の 提出 な ど 申 請 者 の 協力 を 得 
て 実施 する こと と する 。 


( 1 ) 申請 者 が 個人 ( 二 以 上 の 事業 所 で 銀行 代理 業 を 営む 者 を 除く 。 以 下 同じ 。) 
で ある と き に 必要 な 人 上 員 の 配置 (施行 規則 第 34 条 の 37 第 3 号 イ ) 
申請 者 が 個人 で ある と き は 、「 そ の 営む 銀行 代理 業 の 業務 に 関す る 十分 な 知 
識 」 と し て 、JV 一 3 一 2 一 1 一 2 一 3 (11) ① イ . ( 注 1) 及び ( 注 2) に 記 
載 す る 知識 を 有する 必要 が ある こと に 留意 する 。 


(2) 「 定 型 的 な 貸付 契約 」 (施行 規則 第 34 条 の 37 第 3 号 イ ) 
「 定 型 的 な 貸付 契約 」 と は 、 契 約 締結 の 可否 や 契約 条件 の 設定 の 手続 き 等 が 
定型 化 さ れ て いる た め に 、 融 資 担当 者 の 裁量 の 余地 の 乏しい 貸付 を いう 。 


( 注 ) (3) の 「 規 格 化 され た 貸付 商品 」 に 係る 貸付 契約 は 、 こ の 「 定 型 的 な 貸 
付 契 約 」 に 含ま れる 。 


(3) 「 規 格 化 さ れ た 貸付 商品 」 (施行 規則 第 34 条 の 37 第 6 号 ハ 、 第 7 号 口 ) 
「 規 格 化 さ れ た 貸付 商品 」 と は 、 資 金 需要 者 に 関す る 財務 情報 の 機械 的 処理 
の み に よ り 、 貸 付 の 可否 及び 貸付 条件 が 設定 され る こと が あら か じ め 決 め ら れ 
て いる 貸付 商品 を いう が 、 こ こ で いう 「 財 務 情 報 」 と は 、 財 務 諸表 の 各 勘 定 科 
目 な ど 、 資 金 需要 者 の 財務 に 関連 すか る デー タ で 、 融 資 担当 者 の 裁量 の 働く 余地 
の な いも の を 指す 。 


( 4 ) 資金 の 貸付 け 業 務 に 従事 し た こと の ある 者 又は これ と 同等 以上 の 能力 を 有 す 

る と 認め られ る 者 (施行 規則 第 34 条 の 37 第 3 号 イ 、 ロ ) 

① 資金 の 貸付 け 業 務 に 従事 し た こと の ある 者 と は 、 例 えば 、 金 融 機 関 や 貸金 
業者 等 に お いて 融資 業務 に 従事 し た こと の ある 者 の こと を いう 。 な お 、「 資 
金 の 貸付 け 業 務 」 と は 単に 書類 の 取次 ぎ 等 の み を 行う こと を 指す も の で は な 
く 、 申 請 者 が 銀行 代理 業 と し て 取り 扱う 貸付 け 業 務 に 応じ た 内 容 で ある 必要 
が ある こと に 留意 する 。 

② 資金 の 貸付 け 業務 に 従事 し た こと の ある 者 と 同等 以上 の 能力 を 有する と 認 
め ら れる 者 に つい て は 、 例 えば 、 公 認 会 計 士 、 税 理 士 、 財 務 コ ン サ ル タ ン ト 、 
投資 銀行 業務 担当 者 、 商 工 会 議 所 等 の 経営 相談 上 員 等 な ど と し て 企業 財務 の 分 
析 等 に 従事 し た 経験 を 有する 者 は これ に 該当 する と 判断 で きる 場合 が ある こ 
と 、 申 請 者 が 銀行 代理 業 と し て 取り 扱う 貸付 け 業 務 に 応じ た 知識 及び 経験 に 
つい て 資格 ・ 業 務 経 歴 に 照ら し て 判断 する 必要 が ある こと に 留意 する 。 

③ 資金 の 貸付 け 業 務 に 従事 し た こと の ある 者 及び これ ら の 者 と 同等 以上 の 能 
力 を 有する と 認め られ る 者 で あっ て も 、 当 該 銀行 代理 業 の 業務 に 関す る 十分 
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な 知識 を 有する 必要 が ある こと に 留意 する 。 


(5) 申請 者 が 法人 ( 二 以 上 の 事業 所 で 銀行 代理 業 を 営む 個人 を 含む 。 以 下 同 
じ 。) で ある と き に 必要 な 人 員 の 配置 (施行 規則 第 34 条 の 37 第 3 号 口 ) 
① 申請 者 が 法人 で ある と き に 配置 が 必要 な 「 そ の 営む 銀行 代理 業 の 業務 に 係 
る 法令 等 の 遵守 を 確保 する 業務 に 係る 責任 者 」 及 び 「 法 令 等 の 遵守 の 確保 を 
統括 管理 する 業務 に 係る 統括 責任 者 」 に つい て は 、 前 者 は 、V 一 は ー2 一 1 
ー2 一 3 (11) ① イ . ( 注 1) 及び ( 注 2) a. に 記載 する 知識 を 、 後 者 は 、 
IV 一 3ー2ー1 一 2 一 3 (11) ① イ . ( 注 1) 及び ( 注 2) に 記載 する 知識 
を 、 そ れ ぞ れ 有 する 必要 が ある こと に 留意 する 。 


(6 ) 社内 規則 に 係る 主 な 留意 点 (施行 規則 第 34 条 の 37 第 3 号 二 ) 
銀行 代理 業者 は 、 銀 行 代理 業 に 関す る 社内 規則 を 定め る 必要 が ある が 、 許 可 
の 審査 に お いて 社内 規則 の 内 容 を 確認 する に 際 し て は 、 例 えば 、 以 下 の ① か ら 
⑧ に つき 留意 する こと と する 。 
① 財産 の 分 別 管理 の 方 法 
社内 規則 に 、 銀 行 代 理 業 に 係る 業務 に 関し て 顧客 か ら 交付 を 受け る 財産 の 
分 別 管理 の 方 法 が 具体 的 に 定め られ て お り 、 当 該 交 付 を 受け る 財産 が 自己 の 
固有 財産 で ある か 、 又 は どの 所 属 銀 行 に 係る も の で ある か が 直ちに 判別 で き 
る 状態 で 管理 で きる こと と され て いる か 。 ま た 、 そ の 遵守 状況 に つい て 適切 
に 検証 する 方 法 等 が 定め られ て いる か 。 


( 注 ) 金銭 の 分 別 管理 に つい て は 、 物 理 的 に も 分 別 管理 され て いる こと が 望ま 
し い が 、 少 な く と も 勘定 上 分 別 管理 され て いる こと が 必要 で ある 。 
② 契約 の 締結 の 勧誘 及び 契約 の 内 容 の 明確 化 の 方 法 
社内 規則 に 、 顧 客 へ の 勧誘 、 契 約 の 内 容 の 明確 化 及 び 説明 並び に 契約 締結 
時 の 書面 交付 の 方 法 が 具体 的 に 定め られ て お り 、 法 令 等 を 遵守 し た 適切 な 業 
務 を 行う こと と し て いる か 。 ま た 、 そ れ ら 法令 等 の 遵守 状況 に つい て 適切 に 
検証 する 方 法 等 が 具体 的 に 定め られ て いる か 。 
③ 帳簿 書類 の 作成 及び 保存 の 方 法 
社内 規則 に 、 施 行 規則 第 34 条 の 58 に 掲げ る 帳簿 書類 の 作成 及び 保存 の 方 
法 が 具体 的 に 定め られ て いる か 。 
④ 研修 の 実施 方 法 
社内 規則 に 、 法 令 等 を 遵守 し 、 金 融 商品 の 適切 な 勧誘 、 説 明 及び 書面 交付 
を 顧客 に 行え る よう 営業 の 担当 者 等 に 適切 に 研修 等 を 実施 で きる 体制 整備 に 
関す る 規定 が 具体 的 に 定め られ て いる か 。 
⑥ 取引 時 確認 の 方 法 
社内 規則 に 、 外 為 法 に 基づく 本 人 特定 事項 の 確認 並び に 犯 収 法 に 基づく 取 
引 時 確認 及び 疑わ し い 取 引 の 届出 が 適切 に 行わ れる 体制 整備 に つい て 具体 的 
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に 定め られ て いる か 。 

⑥ 内 部 管理 態勢 の 整備 
社内 規則 に 、 内 部 管理 に 関す る 業務 の 具体 的 な 運営 方 法 及 び 社 内 に お ける 
責任 体制 が 明確 に 記載 され て いる か 。 

⑦ 顧客 情報 の 管理 

イ . 社内 規則 に 、 顧 客 情報 を 適正 に 管理 する た め の 方 法 や 体制 (例え ば 、 組 
織 ・ 担 当 者 の 分 離 、 設 備 上 ・ シ ステ ム 上 の 情報 障壁 の 設置 、 情 報 の 遮断 
等 ) その 他 ロ 一 3 は ー2ー3 に 準じ た 取扱 い に つ いて 、 具 体 的 に 定め られ て 
いる か 。 

ロ . 社内 規則 に 、 非 公開 金融 情報 及び 非 公開 情報 (施行 規則 第 34 条 の 48 に 
規定 する も の を いう 。 以 下 同じ 。) の 取扱 い に 関し 、 事 前 に 顧客 の 同意 を 
得る た め の 措 置 に つい て 、 具 体 的 に 定め られ て いる か 。 

⑧ 社内 規則 の 周知 方 法 
社内 規則 の 内 容 を 銀行 代理 業務 に 携わる 全 役職 員 に 周知 徹底 する こと と し 
て いる か 。 


(7) 「 人 的 構成 、 資 本 構成 又は 組織 等 に より 、 銀 行 代理 業 を 的 確 、 公 正 か つ 効 率 
的 に 遂行 する こと に つい て 支障 が 生じ る お それ が ある と 認め られ な いこ と 。」 
(施行 規則 第 34 条 の 37 第 3 号 ホ ) 
業務 遂行 能力 に 関す る 審査 を 行う に 際 し て は 、 そ の 人 的 構成 、 資 本 構成 又は 
組織 等 に か ん が み 、 当 該 申請 者 に 重大 な 影響 力 を 及ぼ し て いる 法人 又は 個人 の 
有無 、 そ の 影響 力 の 程度 等 に つい て も 勘案 し て 許可 の 可否 を 判断 する こと と す 
る 。 


( 注 ) 例え ば 、 申 請 者 に 親会社 が ある 場合 や 、 申 請 者 の 取締 役 の 過半 数 を 派遣 し 
て いる 会 社 が ある 場合 な ど は 、 申 請 者 に 重大 な 影響 力 を 及ぼ し て いる 法人 が 
ある と 認め られ る 場合 の 典型 例 で ある が 、 こ れ ら に 限ら な い 。 


IV 一 3ー2 一 2 一 3 社会 的 信用 に 関す る 審査 


法 第 52 条 の 38 第 1 項 第 2 号 の 「 十 分 な 社会 的 信用 を 有する 者 で ある こと 」 の 審 
査 は 、 施 行 規則 第 34 条 の 37 第 4 号 、 第 5 号 に 掲げ る 事項 に 配慮 し て 行う 必要 が あ 
る 。 

審査 は 、 許 可 申 請書 、 施行 規則 第 34 条 の 34 第 1 号 、 第 2 号 及び 第 14 号 の ほか 、 
適宜 、 そ の 他 の 書類 又は 資料 を 参考 に する と と も に 、 必 要 に 応じ し 、 ヒ アリ ング や 追 
加 資 料 の 提出 な ど 申請 者 の 協力 を 得 て 実 施す る こと と する 。 


IV 一 3ー2 一 2 一 4 他 業 の 兼業 に 関す る 審査 
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法 第 52 条 の 38 第 1 項 第 3 号 の 他 業 の 兼業 に 関す る 審査 は 、 施 行 規則 第 34 条 の 37 
第 6 号 に 掲げ る 事項 に 配慮 し て 行う 必要 が ある 。 そ の 主 な 留意 点 は 、 例 えば 、 以 下 
の (1) か ら (6) の と お り で ある 。 

審査 は 、 許 可 申 請書 、 法 第 52 条 の 37 第 2 項 、 施 行 規則 第 34 条 の 34 第 3 号 、 第 
4 号 、 第 11 号 か ら 第 14 号 の ほか 、 適 宜 、 そ の 他 の 書類 又は 資料 を 参考 に する と と 
も に 、 必 要 に 応じ し 、 ヒ アリ ング や 追加 資料 の 提出 な ど 申 請 者 の 協力 を 得 て 実 施す る 
こと と する 。 

な お 、 主 た る 兼業 業務 の 内 容 と 銀行 代理 業 に 係る 業務 と の 関係 に つい て は 、 施 行 
規則 第 34 条 の 37 第 6 号 ハ 、 第 7 号 等 に 規定 され て いる と ころ で ある が 、 こ れ ら を 
整理 する と 別紙 5 の と お り と な る (た だ し 、 他 業 の 兼業 に 関す る 審査 を 行う 場合 に 
は 、 必 ず し も 別紙 5 を 機械 的 に 適用 する の で は な く 、 個 々 の ケー ス に 即 し て 、 当 該 
申請 者 が 兼業 を 行う こと に より 銀行 代理 業 の 適正 か つ 確 実 な 運営 に 支障 を 及ぼ す お 
それ が な いか に つい て 、 十 分 に 検証 し な けれ ば な ら な いこ と に 留意 する 。) 。 
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主たる 兼業 業務 と 銀行 代理 業 と の 関係 
















































































銀 行 代 理 業 者 の 人 銀 行 代 理 業 務 の 内 容 
し て ちえ る も の 資金 の 貸付 け ・ 手 形 の 割引 
し て 行え る も の 資金 の 貸 信 ・ 用 の 二 
預 金 為替 取引 
x… 銀 行 代理 業 と 消 費 向 け 事 業 向 け 
し て 行え な いも の 
代 理 媒 。 介 代 理 媒 介 
規格 化 さ れ た 
代理 | 媒介 | 代理 | 媒介 か っ 仙人 
預金 等 = 預金 等 | ご 、 具 全 算 」 左記 以外 の 預金 等 の 預金 等 | 規格 化 さ れ | 左記 以外 の 
担保 代 付 | 左記 以外 の 貸付 | 揚 保 貸付 | 舘 で 購入 する | "貸付 担保 貸付 | を 記 以 外 の 貸付 | 揚 保 貸付 | た 貸付 商品 | 貸付 
と し て 行う 貸 
付 
銀行 代理 業 
専業 業者 O oO O oO O O oO O O O O O O O 
上 
内 保険 会 社 O oO O oO O O O O O oO oO O O O 
理 
者 
の 〇 
主 (与信 審査 
た | 一 般 事業 者 | 〇 O O O O O O O O oO x O は メ ) x 
人 人 
に (所 属 銀行 が 必要 に 応じ 与信 審査 を 実施 する 必要 あり 。 ) 円 
業 
務 | 貸付 等 を 主 た 
の | る 業務 と する 者 O 
内 | 貸金 業者 O oO O O O x 〇 | (与信 審査 | x O x O x x 
し |・ ク レジ ッ ト 業 者 は メ ) 
谷 | 保証 業者 
定義 等 * 貸付 資金 で 購入 する 物件 等 を 担保 と し て 行う 貸付 … 該 当 例 : 住 宅 ロ ー ン ・ 自 動車 ロー ン な ど 。 
* 規格 化 され た 貸付 商品 … 資 金 需要 者 に 関す る 財務 情報 の 機械 的 処理 の み に よ り 、 貸付 け の 可否 及び 貸付 条件 が 設定 され る こと が あら か じ め 決 め ら れ て いる 貸付 商品 。 





考え 方 ① 銀 行 代 理 業 専業 業者 、 保 険 会 社 に つい て は 制限 な し 。 
② 預 金 、 為替 取 引 に つい て は 制限 な し 。 
③ 預 金 担保 等 貸付 に つい て は 制限 な し 。 
④ 一 般 事 業者 が 行う 消費 向け 貸付 に つい て は 制限 な し 。 た だ し 、 必 要 に 応じ 所 属 銀行 が 与信 審査 を 実施 する 必要 あり 。 
⑤ 兼 業 業 者 (保険 会 社 を 除く ) が 事業 向け 貸付 の 代理 又は 媒介 を 行う こと は 原則 不可 。( 預 金 等 担保 貸付 の ほか ) 一 般 事 業者 が 行う 規格 化 さ れ た 貸付 商品 (上 限 1.000 万 円 ) の 媒介 (与信 審査 を 除く の み 可 。 
⑥ 貸 付 等 を 主たる 業務 と する 者 が 貸付 の 代理 又は 媒介 を 行う こと は 原則 不可 。( 預 金 担保 貸付 の ほか ) 規 格 化 さ れ た 貸付 商品 で 、 か つ 貸 付 資金 購入 する 物件 等 を 担保 と し て 行う 貸付 の 媒介 (与信 審査 を 除 < のみ 可 。 
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(1 ) 法 第 2 条 第 14 項 各 号 に 掲げ る 行為 を 行う 営業 に 通常 附帯 し て 行わ れる 業務 
(例え ば 、 預 金 の 払戻 し の 代理 又は 媒介 、 貸 付 金 の 弁済 の 受領 等 ) に つい て は 、 
債権 管理 回 収 業 に 関す る 特別 措置 法 に 基づく 債権 管理 回 収 業 な ど 他 の 法令 に お 
いて 免許 、 許 可 、 登 録 等 が 必要 と され て いる 業務 に 該当 する 場合 を 除い て 、 原 
則 と し て 、 法 第 52 条 の 38 第 1 項 第 3 号 に 規定 する 他 業 に 該当 し な いこ と に 留 
意 す る 。 


( 注 ) し た が っ て 、 こ の 場合 、 許 可 審査 の 対象 と な る 兼業 業務 に 該当 せ ず 、 ま た 
兼業 の 承認 も 必要 が な い 。 


(2) 「 規 格 化 さ れ た 貸付 商品 」 (施行 規則 第 34 条 の 37 第 6 号 ハ 、 第 7 号 口 ) 
「 規 格 化 さ れ た 貸付 商品 」 と は 、 資 金 需要 者 に 関す る 財務 情報 の 機械 的 処理 
の み に よ り 、 貸 付 の 可否 及び 貸付 条件 が 設定 され る こと が あら か じ め 決 め ら れ 
て いる 貸付 商品 を いう が 、 こ こ で いう 「 財 務 情 報 」 と は 、 財 務 諸表 の 各 勘 定 科 
目 な ど 、 資 金 需要 者 の 財務 に 関連 すか る デー タ で 、 融 資 担当 者 の 裁量 の 働く 余地 
の な いも の を 指す 。 


(3) 「 貸 付 資金 で 購入 する 物品 又は 物件 を 担保 と し て 行う 貸付 契約 に 係る も の 」 
(施行 規則 第 34 条 の 37 第 7 号 イ ) 
「 貸 付 資金 で 購入 する 物品 又は 物件 を 担保 と し て 行う 貸付 契約 」 に は 、 例 え 
ば 、 住 宅 ロ ー ン (貸付 資金 で 購入 する 住宅 に 抵当 権 を 設定 ) や 自動 車 ロ ー ン 
(貸付 資金 で 購入 する 自動 車 に 譲渡 担保 権 を 設定 、 又 は 所 有 権 を 留保 する 等 ) 
な ど が 含ま れる 。 


(4) 「 兼 業 業 務 の 内 容 が 銀行 代理 業者 と し て の 社会 的 信用 を 損なう お それ が ある 
こと 」 (施行 規則 第 34 条 の 37 第 6 号 口 ) 
兼業 業務 の 内 容 が 銀行 代理 業者 と し て の 社会 的 信用 を 損なう お それ が ある 場 
合 と は 、 例 えば 、 銀 行 代理 業者 が 、 善 良 な 風俗 や 公共 の 平穏 を 損なう お それ の 
ある 業務 、 公 序 良 俗 に 反する 業務 及び 反 社 会 的 な 業務 な ど を 兼業 する 場合 が 考 
えら れる が 、 そ の 判断 は 、 当 該 兼 業 業 務 の 性 質 及び 態様 、 取 引 の 相手 方 並び に 
社会 に 与え る 影響 な ど を 総合 的 に 勘案 し て 行う も の と する 。 


(5) 「 主 た る 兼業 業務 の 内 容 」 (施行 規則 第 34 条 の 37 第 6 号 、 第 7 号 ) 
銀行 代理 業者 の 行う 兼業 業務 が 「 主 た る 」 兼 業 業 務 に 該当 する か 否 か は 、 当 
該 業 務 に 係る 費用 ・ 売 上 ・ 収 益 、 従 事 す る 人 員 の 役職 ・ 人 数 及び 当該 業務 に 要 
する 時 間 な ど 当 該 兼 業 業 務 の 規模 を 総合 的 に 勘案 し 判断 する も の と する 。 
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(6) 「 兼 業 業 務 に よる 取引 上 の 優越 的 地位 を 不当 に 利用 」 す る 行為 (施行 規則 第 
34 条 の 37 第 6 号 二 ) 

「 兼 業 業務 に よる 取引 上 の 優越 的 地位 を 不当 に 利用 」 す る 行為 に つい て は 、 
金融 機関 の 業態 区 分 の 緩和 及び 業務 範囲 の 拡大 に 伴う 不 公正 な 取引 方 法 に つい 
て (平成 16 年 12 月 1 日 : 公正 取引 委員 会 (再掲 ) ) も 参考 と する が 、 例 えば 、 
次 に 掲げ る 行為 は 、 兼 業 業 務 に よる 取引 上 の 優越 的 地位 を 不当 に 利用 する 行為 
に 該当 し 得る 。 
① 顧客 に 対し 、 銀 行 代理 業 と し て 代理 又は 媒介 する 預金 の 受入 れ を 内 容 と す 

る 契約 (その 他 法 第 2 条 第 14 項 各 号 に 掲げ る 行為 に つい て も 同様 。 以 下 の ⑦ か 

ら ④ に お いて 同じ 。) の 締結 に 応じ な い 場 合 に は 兼業 業務 に 係る 取引 を 取り 

や め る 財 又 は 兼業 業務 に 関し 不利 な 取扱 い を する 旨 を 示唆 し 、 預 金 の 受入 れ 
を 内 容 と する 契約 を 締結 する こと を 事実 上 余儀 な くさ せる こと 。 

② 顧客 に 対す る 兼業 業務 の 取引 を 行う に 当たり 、 銀 行 代理 業 と し て 代理 又は 
媒介 する 預金 の 受入 れ を 内 容 と する 契約 の 締結 を 要請 し 、 こ れ に 従う こと を 
事実 上 余儀 な くさ せる こと 。 

③ 顧客 に 対し 、 銀 行 代理 業 に 係る 業務 と し て 行う 業務 の 競争 者 と 取引 する 場 
合 に は 兼業 業務 の 取引 を 取り や め る 旨 又 は 兼業 業務 に 関し 不利 な 取扱 い を す 
る 旨 を 示唆 し 、 自 己 の 競争 者 (銀行 及び 銀行 代理 業者 を 含む 。④ に お いて 同 

じ 。) と 預金 の 受入 れ を 内 容 と する 契約 を 締結 する こと を 妨害 する こと 。 
④ 顧客 に 対す る 兼業 業務 の 取引 を 行う に 当たり 、 自 己 の 競争 者 と 預金 の 受入 

れ を 内 容 と する 契約 を 行わ な いこ と を 要請 し 、 こ れ に 従う こと を 事実 上 余儀 
な くさ せる こと 。 


IV 一 3ー2 一 3 その 他 
IV 一 3ー2 ク 一 83ー1 許可 の 場合 の 取扱 い 
IV 一 は -ー2 一 3ー1 一 1 許可 番号 
( 1) 銀行 代理 業者 の 許可 番号 は 次 の と お り と する (銀行 代理 業 再 受託 者 も 合わ せ 
て 通し 番号 を 付す 。) 。 
OO 財務 ( 支 ) 局長 ( 銀 代 ) 第 OO 号 
(2) 許可 番号 の 取扱 い 
① 許可 番号 は 、 財 務 局 長 ご と に 一 連 番 号 を 付す も の と する 。 
② 許可 が その 効力 を 失っ た 場合 の 許可 番号 は 欠番 と し 、 補 充 は 行わ な いも の 


と する 。 
③ 許可 番号 は 、 様 式 ・ 参 考 資料 編 様式 ヤー3ー 1 一 5 に より 管理 する も の と 
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する 。 
IV 一 3ー2ー3ー1 一 2 許可 申請 者 へ の 通知 
銀行 代理 業 を 許可 し た 場合 は 、 許 可 書 を 許可 申請 者 に 交付 する も の と する 。 
IV 一 3ー2 一 3 一 2 不 許可 の 場合 の 取扱 い 


不 許 可 に する 場合 は 、 不 許可 の 理由 及び 金融 庁 長官 に 対し て 審査 請求 で きる 旨 を 
記載 し た 不 許可 通知 書 を 許可 申請 者 に 交付 する も の と する _( ル 一 6 一 2 参照 ) 。 


IV 一 3 一 3 届出 の 受理 に 係る 留意 事項 


(1) 一 般 に 、 法 第 52 条 の 39、 第 52 条 の 52、 第 53 条 、 施 行 規則 第 34 条 の 56、 第 
34 条 の 61、 第 35 条 等 法令 に 基づく 届出 を 受理 し た 場合 に は 、 届 出 の 内 容 を 十 
分 精査 し 、 当 該 届出 が 法令 に 違反 する こと と な ら な いか 、 業 務 運 営 の 適切 性 、 
健全 性 に 問題 が 生じ る こと と な ら な いか 等 に つい て 確認 する 必要 が ある 。 確認 
の 結果 、 問 題 が ある と 認め られ る と き は 、 法 第 52 条 の 53 に 基づく 報告 徴 求 や 
法 第 52 条 の 55 に 基づく 業務 改善 命令 等 の 措置 を 適切 に 講じ る こと と する 。 


(2) 法 第 52 条 の 39、 施 行 規則 第 34 条 の 39 に 規定 する 変更 の 届出 を 受理 し た 場合 
で 、「 他 に 営む 業務 の 種類 の 変更 」 に つき 届出 が あっ た と き は 、 上 記 一 3 一 
3 (1) の ほか 、 変 更 後 の 業 務 が 日 本 標準 産業 分 類 に 掲げ る 中 分 類 (大 分 類 J 
ー 金 融 業 , 保険 業 に 属す る 場合 に あっ て は 細分 類 ) に お ける 分 類 上 変更 前 の 業 
務 と 別 分 類 と な る か を 確認 する と と も に 、 別 分 類 と な る 場合 に は 、 法 第 52 条 の 
42 第 1 項 の 承認 を 受け る 必要 が ある こと に 留意 する 。 


(参考 ) 様式 ・ 参 考 資 料 編 様式 6 一 4 
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IV 一 3 一 4 兼業 承認 申請 に 係る 事務 処理 

IV 一 3ー4 一 1 兼業 承認 に 当たっ て の 留意 点 

IV 一 3ー4ー1 一 1 兼業 承認 の 要 否 

既に 兼業 承認 を 受け て いる 銀行 代理 業者 が 、 日 本 標準 産業 分 類 に 掲げ る 中 分 類 
(大 分 類 コ 一 金融 業 , 保険 業 に 属す る 場合 に あっ て は 細分 類 ) に お ける 分 類 上 変更 
前 の 業務 と 別 分 類 と な る 業務 を 開始 する 場合 に は 、 改 め て 当該 新た な 業務 に つい て 
法 第 52 条 の 42 第 1 項 の 兼業 承認 を 得る 必要 が ある 。 


IV 一 3ー4 一 1 一 2 兼業 承認 申請 書 の 受理 に 当たっ て の 留意 事項 


IV 一 3ー2 ク ー1 一 2 に 準じ る ほか 、 兼 業 承認 申請 書 の 記載 事項 に つい て は 、 様 
式 ・ 参 考 資 料 編 様式 6 一 3 に よる こと と する 。 


IV 一 3ー4 一 2 兼業 承認 の 審査 に 当たっ て の 留意 事項 

IV 一 3ー2 一 2 に 準ずる 。 

IV 一 3ー4 一 3 その 他 

IV 一 3ー4 一 3 一 1 承認 の 場合 の 取扱 い 

兼業 を 承認 し た 場合 は 、 兼 業 承認 書 を 申請 者 に 交付 する も の と する 。 

IV 一 3ー4 一 3 一 2 不承認 の 場合 の 取扱 い 

法 第 52 条 の 42 第 2 項 に 基づき 不承認 に する 場合 は 、 不 承認 の 理由 及び 金融 庁 長 


官 に 対し て 審査 請求 で きる 旨 を 記載 し た 不承認 通知 書 を 申請 者 に 交付 する も の と す 
る 。 
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IV 一 4 銀行 代理 業者 


銀行 代理 業 と は 、 銀 行 の た め に 、① 稀 金 又 は 定期 積 金 等 の 受入 れ を 内 容 と する 契 
約 の 締結 の 代理 又は 媒介 、② 資 金 の 貸付 け 又 は 手形 の 割引 を 内 容 と する 契約 の 締結 
の 代理 又は 媒介 、③ 為 替 取引 を 内 容 と する 契約 の 締結 の 代理 又は 媒介 の いずれ か を 
行う 営業 を いい 、 銀 行 代 理 業 者 と は 、 法 第 52 条 の 36 第 1 項 の 内 閣 総理 大 臣 の 許可 
を 受け て 銀行 代理 業 を 営む お 者 を いう が 、 銀 行 代理 業者 は 、 自 ら 銀行 代理 業 を 営む 者 
と し て 、 そ の 営む 銀行 代理 業 に 関し 、 健 全 か つ 適 切な 運営 を 確保 する た め の 措 置 を 
講じ な けれ ば な ら な い 。 


(1) 銀行 代理 業者 の 業務 の 適切 性 等 の 監督 に つい て は 、 銀 行 代理 業者 の 性 質 及び 
業務 内 容 等 に か ん が み 、 必 要 に 応じ HH 一 3 に 準じ る ほか 、 以 下 V 一 4ー2 一 1 
か ら IV 一 4ー2ー7 に 掲げ る と お り と する 。 


(2 ) 銀行 代理 業者 に 係る 問題 点 が 把握 され た 場合 に は 、 所 属 銀行 又は 銀行 代理 業 
再 委託 者 に よる 指導 等 に 問題 が ある お それ が ある こと か ら 、IV 一 3ー1 一 3 
(1) に 則り 所 属 銀行 及び 銀行 代理 業 再 委託 者 の 監督 部 局 と 連携 する 必要 が あ 
る こと に 留意 する 。 
また 、 い わ ゆ る フラ ンチ ャ イズ 形式 な ど 、 銀 行 代理 業 の 再 委託 を 行う こと に 
より 多数 又は 広範 囲 に 業務 を 展開 する 者 に 係る 問題 点 を 把握 し た 場合 は 、 同 様 
の 問題 が 他 の 代理 業者 に お いて も 生じ て いる お それ が ある こと か ら 、 関 係 監督 
部 局 と の 連携 が より 重要 と な る こと に 留意 する 。 な お 、 こ の よう な 場合 に は 速 
や か に 人 金融 庁 に 連絡 する こと と する 。 


IV 一 4 一 2 一 1 銀行 代理 業者 の 禁止 行為 、 不 適切 な 取引 等 


(1) 銀行 代理 業者 と し て の 取引 上 の 優越 的 地位 を 不当 に 利用 する 行為 (施行 規則 
第 34 条 の 53 第 3 号 ) 
銀行 代理 業者 と し て の 取引 上 の 優越 的 地位 を 不当 に 利用 する 行為 に つい て は 、 
「 金 融 機関 の 業態 区 分 の 緩和 及び 業務 範囲 の 拡大 に 伴う 不 公正 な 取引 方 法 に つ 
いて 」 (平成 16 年 12 月 1 日 : 公正 取引 委員 会 (再掲 ) ) も 参考 と する が 、 例 
えば 次 に 掲げ る 行為 は 、 銀 行 代 理 業者 と し て の 取引 上 の 優越 的 地位 を 不当 に 利 
用 する 行為 に 該当 し 得る (な お 、 こ の うち 、① 及 び ② は 、 施 行 規則 第 34 条 の 53 
第 2 号 に 規定 する 「 顧 客 に 対し 、 不 当 に 、 自 己 又は 自己 の 指定 する 事業 者 と 取 
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引 を 行う こと を 条件 と し て 、 法 第 2 条 第 14 項 各 号 に 規定 する 契約 の 締結 の 代理 

又は 媒介 を する 行為 」 に も 該当 し 得る 。) 。 

① 顧客 に 対し 、 自 己 が 兼業 業務 と し て 行う 業務 に つい て 自己 と 取引 し な い 場 
合 に は 資金 の 貸付 け を 内 容 と する 契約 (その 他 法 第 2 条 第 14 項 各 号 に 掲げ る 
行為 を 含む 。 以 下 の か ら ④ に お いて 同じ 。) の 代理 又は 媒介 を 取り や め る 旨 
又は 資金 の 貸付 け を 内 容 と する 契約 の 代理 又は 媒介 に 関し 不利 な 取扱 い を す 
る 旨 を 示唆 し 、 兼 業 業務 で 取り 扱う 商品 を 購入 する こと を 事実 上 余儀 な くさ 
せる こと 。 

② 顧客 に 対す る 資金 の 貸付 け を 内 容 と する 契約 の 代理 又は 媒介 に 当たり 、 兼 
業 業務 で 取り 扱う 商品 の 購入 を 要請 し 、 こ れ に 従う こと を 事実 上 余儀 な くさ 
せる こと 。 

③ 顧客 に 対し 、 自 己 が 兼業 業務 と し て 行う 業務 の 競争 者 と 取引 する 場合 に は 
資金 の 貸付 け を 内 容 と する 契約 の 代理 又は 媒介 を 取り や め る 財 又 は 資金 の 貸 
付け を 内 容 と する 契約 の 代理 又は 媒介 に 関し 不利 な 取扱 い を する 旨 を 示唆 し 、 
自己 の 兼業 業務 に お ける 競争 者 か ら の 商品 の 購入 を 妨害 する こと 。 

④ 顧客 に 対す る 資金 の 貸付 け を 内 容 と する 契約 の 代理 又は 媒介 を 行う に 当 た 
り 、 自 己 の 兼業 業務 に お ける 競争 者 か ら 商 品 の 購入 を 行わ な いこ と を 要請 し 、 
これ に 従う こと を 事実 上 余儀 な くさ せる こと 。 


(2) 兼業 業務 に お ける 取引 上 の 優越 的 地位 を 不当 に 利用 する 行為 (施行 規則 第 34 
条 の 53 第 5 号 ) 
兼業 業務 に お ける 取引 上 の 優越 的 地位 を 不当 に 利用 する 行為 に つい て は 、 金 
融 機関 の 業態 区 分 の 緩和 及び 業務 範囲 の 拡大 に 伴う 不 公正 な 取引 方 法 に つい て 
(平成 16 年 12 月 1 日 : 公正 取引 委員 会 (再掲 ) ) も 参考 と する が 、 例 えば 、 
IV 一 3ー2 一 2 一 4 (6) に 掲げ る 行為 は 、 兼 業 業務 に お ける 取引 上 の 優越 的 
地位 を 不当 に 利用 する 行為 に 該当 し 得る (な お 、 こ の うち ① 及 び ② は 、 施 行 規 
則 第 34 条 の 53 第 4 号 に 規定 する 「 顧 客 に 対し 、 不 当 に 、 法 第 2 条 第 14 号 各 号 
に 規定 する 契約 の 締結 の 代理 又は 媒介 を 行う こと を 条件 と し て 、 自 己 又 は 自己 
の 指定 する 事業 者 と 取引 を する 行為 」 に も 該当 し 得る 。) 。 


(3) 法 第 52 条 の 45、 施 行 規則 第 34 条 の 53 に 規定 する 禁止 行為 を 防止 する た め の 

態勢 整備 に 関し て は 、 以 下 の 点 に 留意 する こと と する 。 

① 禁止 行為 を 防止 する た め の 措 置 を 講ず る 責任 を 有する 部 賭 又は 担当 者 を 配 
置 し 、 か つ 、 そ れ ら の 部 署 又は 担当 者 に よっ て 禁止 行為 の 防止 措置 が 適切 に 
講じ られ て いる か を 検証 する た め の 内 部 管理 態勢 が 整備 され て いる か 。 

② 禁止 行為 を 防止 する た め に 必要 な 研修 の 実施 等 の 体制 、 顧 客 か ら の 苦情 に 
対応 する た め の 体制 等 に 関す る 社内 規則 の 策定 及び 社内 周知 が 行わ れ て いる 
か 。 
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③ 禁止 行為 を 防止 する た め 、 銀 行 代理 業 に 関す る 法令 に つい て の 知識 及び 実 
務 経験 を 有する 者 に よる 定期 的 か つ 必 要 に 応じ て 適宜 研修 を 実施 し て いる か 。 

④ 禁止 行為 に 係る 顧客 か ら の 苦情 受付 窓口 の 明示 、 苦 情 処 理 担当 部 署 の 設置 、 
苦情 案件 処理 手順 等 の 策定 等 の 苦情 対応 態勢 が 整備 され て いる か 。 


(4 ) 上 記 (1) か ら (3) の ほか 、 不 適切 な 取引 等 の 防止 に 関し て は HI 一 3 一 1 
ー6 に 準じ る も の と する 。 


IV 一 4 一 2 一 2 法令 等 遵守 (特に 重要 な 事項 ) 


取引 時 確認 、 疑 わし い 取 引 の 届出 義務 及び 反 社 会 的 勢力 と の 関係 遮断 に 関す る 監 
督 手法 ・ 対 応 に 関し て は 、 以 下 の (1) 及び (2) に よる ほか 、I エ 一 3 一 1 に 準じ 
る も の と する 。 


( 1) 検査 結果 、 不 祥 事 件 等 届出 書 等 に より 、 取 引 時 確認 義務 及び 疑わ し い 取引 の 
届出 義務 を 確実 に 履行 する た め の 内 部 管理 態勢 又は 反 社 会 的 勢力 と の 関係 を 庶 
断 す る た め の 態 勢 に 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 必 要 に 応じ 法 第 52 条 の 
53 に 基づき 報告 を 求め 、 重 大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 52 条 の 
55 に 基づき 、 業 務 改 善 命令 等 を 発出 する も の と する 。 


(2) さら に 、 取 引 時 確認 義務 及び 疑わ し い 取引 の 届出 義務 に 違反 する な ど 法 令 に 
違反 し 、 又 は 著しく 公益 を 害し た と 認め られ る 場合 に は 、 法 第 52 条 の 56 に 基 
づき 、 業 務 停 止 命 令 等 を 発出 する も の と する 。 ま た 、 反 社会 的 勢力 と の 関係 を 
認識 し て いる に も か か わら ず 適 切な 対応 を 行わ な か っ た 結果 、 法 令 に 違反 し 又 
は 著しく 公益 を 害し た と 認め られ る 場合 も 同様 と する 。 


IV 一 4 一 2 一 3 利用 者 保護 の た め の 情 報 提供 ・ 相 談 機能 等 


法 第 52 条 の 44 第 2 項 、 第 3 項 及び 施行 規則 第 34 条 の 43 か ら 第 34 条 の 53 を 踏 
まえ 、 銀 行 代理 業者 に お ける 利用 者 保護 の た め の 情 報 提供 ・ 相 談 機能 等 に 関す る 監 
首 は ロー3ー2 に 準じ て 行う ほか 、 以 下 の (1) か ら (3) に 留意 する 。 


(1 ) 優越 的 地位 の 溢 用 と 誤認 され か ね な い 説 明 を 防止 する た め の 熊 勢 
銀行 代理 業者 が 他 業 を 兼業 する 場合 に は 、 銀 行 代 理 業 に 係る 業務 及び 兼業 業 
務 に 係る 業務 を 行う に 際 し て 、 特 に 独占 禁止 法 上 問題 と な る 優越 的 地位 の 沙 用 
と 誤認 され か ね な い 説 明 を 防止 する 態勢 が 整備 され て いる か を 確認 する も の と 
する が 、 例 えば 、IV 一 3ー2 一 2 一 4 (6) 及び MMー4ー2 一 1 (1) に 掲げ 
る 行為 は 、 優 越 的 地位 の 溢 用 に 該当 する 行為 と な り 得る 点 に 留意 する 必要 が あ 


347 


る 。 


(2) 預金 等 と の 誤認 を 防止 する た め の 体制 (施行 規則 第 34 条 の 45) 
銀行 代理 業者 が 金融 商品 の 販売 又は その 代理 若しくは 媒介 を 行う 場合 に は 、 
預金 等 と の 誤認 防止 の た め の 態 勢 整備 が 必要 で ある こと に も 留意 する 。 


(3 ) 顧客 情報 管理 

① 顧客 情報 管理 に つい て は 、 基 本 的 に 一 3-ー2ー3 に 準じ る も の と する が 、 
銀行 代理 業者 が 他 業 を 兼業 する 場合 に は 、 銀 行 代理 業務 で 得 た 顧客 情報 が 顧 
客 の 同意 な く 兼 業 業務 に 流用 され る こと の な いよ う 、 顧 客 情 報 を 適正 に 管理 
する た め の 方 法 や 体制 (例え ば 、 組 織 ・ 担 当 者 の 分 離 、 設 備 上 ・ シ ステ ム 上 
の 情報 障壁 の 設置 、 情 報 の 遮断 に 関す る 社内 規則 の 制定 及び 研修 等 社員 教育 
の 徹底 等 ) の 整備 が 行わ れ て いる か どう か に つい て 留意 する 。 

② 特に 、 非 公開 金融 情報 及び 非 公開 情報 (な お 、 顧 客 の 属性 に 関す る 情報 
(氏名 、 住 所 、 電 話 番号 、 性 別 、 生 年 月 日 及び 職業 ) は 個人 情報 で ある が 、 
非 公 開 金 融 情報 及び 非 公開 情報 に 含ま れ な い 。) の 取扱 い に 関 する 事前 の 同 
意 (施行 規則 第 34 条 の 48) に つい て は 、 例 えば 以下 の よう な 適切 な 方 法 に よ 
り 事 前 に 当該 顧客 の 同意 を 得る た め の 措 置 を 講じ て いる か に つい て 確認 する 


こと と する 。 

イ . 対面 の 場合 
事前 に 、 書 面 に よる 説明 を 行い 、 契 約 申 込み まで に 書面 に よる 同意 を 得 
る 方 法 


口 . 郵便 に よる 場合 
事前 に 、 説 明 し た 書面 を 送付 し 、 所 属 銀行 へ の 提供 の 前 に 、 同 意 し た 旨 
の 返信 を 得る 方 法 

ハ . 電話 に よる 場合 
事前 に 、 口 頭 に よる 説明 を 行い 、 そ の 後 速やか に 当該 提供 に つい て 説明 
し た 書面 を 送付 (電話 で の 同意 取得 後 対面 に て 顧客 と 応接 する 場合 に は 交 
付 で も 可 と する 。) し 、 契 約 申 込み まで に 書面 に よる 同意 を 得る 方 法 

ニ . イン ター ネッ ト 等 に よる 場合 
事前 に 、 電 磁 的 方 法 に よる 説明 を 行い 、 電 磁 的 方 法 に よる 同意 を 得る 方 
法 


IV 一 4 一 2 一 4 利用 者 保護 ルー ル 等 
以下 に 記載 する ほか 、I 一 3ー2 に 準じ る も の と する 。 


法 第 52 条 の 40 及び 施行 規則 第 34 条 の 40、 第 34 条 の 45 第 3 項 に 規定 する 銀行 代 
理 業者 に よる 標識 の 掲示 に つい て は 、 標 識 の 形状 ・ 大 き さ 及 び 記 載 さ れ て いる 文字 
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の 明瞭 さ 並 びに 標識 が 掲示 され て いる 状況 等 か ら 、 顧 客 を し て 誤認 混同 な らし め る 
お それ が な いか どう か に つい て 留意 する 。 

法 第 52 条 の 46、 施 行 令 第 16 条 の 7 及び 施行 規則 第 34 条 の 55 に 規定 する 特定 銀 
行 代理 業者 の 休日 及び 営業 時 間 の 掲示 並び に 法 第 52 条 の 48 及び 施行 規則 第 34 条 の 
57 に 規定 する 銀行 代理 業者 に よる 所 属 銀行 の 廃業 等 の 掲示 に つい て も 上 記 と 同様 と 
する 。 


IV 一 4ー2 一 5 二 以 上 の 所 属 銀行 等 か ら 銀 行 代 理 業 を 受託 する 場合 の 措置 


IV 一 4ー2 一 5 一 1 顧客 に 対す る 説明 等 (施行 規則 第 34 条 の 43、 第 34 条 の 46) 


所 属 銀行 等 が 二 以 上 ある 場合 に は 、 以 下 の ① か ら ④ に 掲げ る 事項 を 、 事 前 に 、 顧 
客 に 対し 、 明 ら か に し な く て は な ら な い が 、 そ の 説明 方 法 に つい て 、 例 えば 書面 を 
活用 する な ど 、 で きる 限り 顧客 が 理解 し や すい よう 説明 する た め の 熊 勢 が 整備 され 
て いる か どう か に つい て 留意 する 。 

① 顧客 が 支払 うべ き 手 数 料 と 同種 の 契約 に つき 他 の 所 属 銀行 等 に 支払 うべ き 
手数 料 が 異な る と き は 、 そ の 旨 

② 顧客 が 締結 し よう と する 契約 と 同種 の 契約 の 締結 の 代理 又は 媒介 を 他 の 所 
属 銀行 等 が 取り 扱っ つて いる と き は 、 そ の 旨 

③ 顧客 の 求め に 応じ 、② の 同種 の 契約 の 内 容 そ の 他 顧 客 に 参考 と な る べき 情 
報 

④ 最終 的 に 顧客 の 取引 の 相手 方 と な る 所 属 銀行 の 商号 


IV 一 4 一 2 一 5 一 2 顧客 情報 管理 


銀行 代理 業者 が 二 以 上 の 所 属 銀行 等 か ら 銀行 代理 業 を 受託 し て いる 場合 は 、 一 の 
所 属 銀行 の 銀行 代理 業務 で 得 た 顧客 情報 が 顧客 の 同意 な くそ の 他 の 所 属 銀行 の 銀行 
代理 業務 に 流用 され る こと の な いよ う 、 顧 客 情報 を 適正 に 管理 する た め の 方 法 や 体 
制 (例え ば 、 組 織 ・ 担 当 者 の 分 離 、 設 備 上 ・ シ ステ ム 上 の 情報 障壁 の 設置 、 情 報 の 
遮断 に 関す る 社内 規則 の 制定 及び 研修 等 社員 教育 の 徹底 等 の 顧客 情報 管理 体制 ) の 
整備 が 行わ れ て いる か どう か に つい て 十分 に 検証 する 。 


IV 一 4 一 2 一 6 銀行 代理 業 再 委 託 者 に よる 銀行 代理 業 再 受 託 者 の 健全 か つ 適 切な 
運営 を 確保 する た め の 措 置 


(1) 銀行 代理 業 再 委託 者 は 、 銀 行 代 理 業 再 受託 者 が 営む 銀行 代理 業 に 係る 業務 の 


指導 その 他 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 する た め の 措 置 を 講じ る 責任 を 負っ て 
いる こと か ら 、 銀 行 代理 業 再 受託 者 の 監督 に 当たっ て は 、 所 属 銀行 と と も に 銀 
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行 代 理 業 再 委託 者 の 責任 に 十分 に 留意 し な けれ ば な ら な い 。 
し た が っ て 、 銀 行 代理 業 再 受託 者 が 営む 銀行 代理 業 に 係る 業務 の 健全 か つ 適 
切な 運営 の 確保 の た め に は 銀行 代理 業 再 委託 者 を 適切 に 監督 する 必要 が ある 。 


(2) 銀行 代理 業 再 受託 者 (又は 再 受 託 者 に な ろう と する 者 ) に 問題 点 が 把握 され 
た 場合 や 銀行 代理 業 再 委託 者 に 対す る オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ を 実施 する 場 
合 な ど に より 、 銀 行 代理 業 再 委託 者 か ら の 情報 収集 を 行う 際 に は 、 必 要 に 応じ 、 
IV 一 5 一 2 に 準じ る ほか 、 銀 行 代 理 業 再 受託 者 が 再 受 託し た 銀行 代理 業務 を 第 
三 者 に 委託 する こと を 防止 する た め の 体制 が 整備 され て いる か に つい て も 留意 
する も の と する 。 


等 に 係る 問 
態勢 等 に 問 
り 銀行 代理 


(3) 銀行 代理 業 再 委託 者 に お いて 銀行 代理 業 再 受託 者 の 指導 監督 態勢 
題 点 が 把握 され た 場合 に は 、 銀 行 代 理 業 再 受託 者 に お ける 内 部 管理 
題 が 生じ て いる お それ が ある こと か ら 、V 一 3ー1 一 3 (1) に 則 
業 再 受託 者 の 監督 部 局 と 連携 する 必要 が ある こと に 留意 する 。 

また 、 い わ ゆ る フラ ンチ ャ イズ 形式 な ど 、 銀 行 代理 業 の 再 委託 を 行う こと に 
より 多数 又は 広範 囲 に 業務 を 展開 する 者 に 係る 問題 点 を 把握 し た 場合 に は 、 速 
や か に 金融 庁 に 連絡 する こと と する 。 


IV 一 4ー2 一 7 その 他 

IVー4ー2 一 7ー1 名 義 貸し の 禁止 

法 第 52 条 の 41 に 規定 する 「 自 己 の 名 義 」 に 該当 する か 否 か の 判断 に 際 し て は 、 
例え ば 、 当 該 銀 行 代理 業者 の 略称 等 の 使用 を 許可 し て いる 場合 で あっ て も 「 自 己 の 
名 義 」 に 該当 し 得る こと に 留意 する 。 


TV 一 4 オー2ー7ー2 銀行 代理 業 に 関す る 報告 書 の 縦覧 に 係る 留意 事項 


法 第 52 条 の 50 第 2 項 及び 施行 規則 第 34 条 の 59 第 5 項 に 規定 する 銀行 代理 業 に 

関す る 報告 書 の 縦覧 に つい て は 、 次 の と お り 取 り 扱 う も の と する 。 

( 1 ) 報告 書 の 縦覧 日 は 、 行 政 機関 の 休日 に 関す る 法律 第 1 条 に 規定 する 行政 機関 
の 休日 以外 の 日 と し 、 縦 覧 時 間 は 、 財 務 局 長 が 指定 する 時 間 内 と する 。 た だ し 、 
報告 書 の 整理 その 他 必 要 が ある 場合 は 、 縦 覧 日 又は 縦覧 時 間 を 変更 で きる も の 
と する 。 


(2 ) 報告 書 は 、 財 務 局 長 が 指定 する 縦覧 場所 以外 に 持ち 出し て は な ら な いも の と 
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する 。 


(3) 縦覧 者 が 次 に 該当 する 場合 は 、 縦 覧 を 停止 又は 拒否 する こと が で きる も の と 
する 。 
① 上 記 (1) 、 (2) その 他 当 局 の 指示 に 従わ な い 者 
② 報告 書 を 汚損 若しくは 破損 し 、 又 は その お それ が ある と 認め られ る 者 
③ 他 の 縦覧 者 等 に 迷惑 を 及ぼ し 、 又 は その お それ が ある と 認め られ る 者 


(4 ) 報告 書 の うち 、 公 衆 の 縦覧 の 対象 か ら 除 か れる 「 当 該 銀行 代理 業者 の 業務 の 
遂行 上 不当 な 不利 益 を 与え る お それ の ある 事項 」 に は 、 例 えば 、 報 告 書 の 添付 
書類 と し て 提出 され る 財産 調書 や 貸借 対照 表 が 含ま れる と 考え られ る 。 


(5 ) 他 の 財務 局長 が 許可 を 行っ た 銀行 代理 業者 に 係る 報告 書 の 閲覧 の 申請 が あっ 
た 場合 は 、 許 可 を 行っ た 財務 局 に お いて 閲覧 が 可能 な こと 、 及 び 銀 行 代理 業者 
の すべ て の 営業 所 に は 法 第 52 条 の 51 第 1 項 の 規定 に よる 所 属 銀行 の 説明 書類 
が 備え 置か れ 、 終 覧 に 供 さ れ て いる 旨 を 申請 者 に 伝え る も の と する 。 


IV 一 4ー2 ク 一 7ー3 所 属 銀行 の 説明 書類 等 の 縦覧 
施行 規則 第 34 条 の 60 第 4 項 に 規定 する 「 当 該 申請 を し た 銀行 代理 業者 が 第 1 項 
の 規定 に よる 縦覧 の 開始 を 延期 する こと に つい て や む を 得 な い 理 由 」 と は 、 例 えば 


天災 地変 又は 縦覧 に より 第 三 者 の 正当 な 利益 を 侵害 する お それ が 大 きい 場合 等 を 指 
し 、 当 訪 銀 行 代理 業者 の 単なる 自己 都合 は 含ま れ な いこ と に 留意 する 。 
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IV 一 5 所 属 銀行 
IV 一 5 一 1 意義 


(1) 所 属 銀行 と は 、 銀 行 代理 業者 の 代理 又は 媒介 に よっ て 、① 預 金 又 は 定期 積 金 
等 の 受入 れ を 内 容 と する 契約 、② 資 金 の 貸付 け 又は 手形 の 割引 を 内 容 と する 在 
約 、③ 為 替 取引 を 内 容 と する 契約 を 締結 する 銀行 の こと を いう 。 

所 属 銀行 は 、 銀 行 代理 業者 が 営む 銀行 代理 業 に 関し 、 銀 行 代 理 業 に 係る 業務 
の 指導 その 他 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 す る た め の 措 置 を 講じ る 責任 を 負っ 
て いる 。 


(2) 銀行 法 が 、 銀 行 代 理 業 者 の みな ら ず 、 所 属 銀行 に この よう な 責任 を 負わ せ た 
趣旨 は 、 銀 行 代理 業者 が 営む 銀行 代理 業 に 係る 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 の 確 
保 の 責任 は 、 第 一 義 的 に は 所 属 銀 行 が 果たさ な けれ ば な ら な いと いう こと を 宣 
言 し た も の で あり 、 銀 行 代理 業者 の 監督 に 当たっ て も 、 所 属 銀行 の 第 一 義 的 な 
責任 に 十分 に 留意 し な けれ ば な ら な い 。 

し た が っ て 、 銀 行 代理 業者 の 監督 に 当たっ て は 、 別 紙 4 の と お り 、 銀 行 代理 
業者 自身 へ の 監督 の 重要 性 も さる こと な が ら 、 所 属 銀行 に 対す る 監督 に 重点 を 
置き 、 ま ず は 所 属 銀行 へ の 監督 を 通じ て 、 銀 行 代 理 業者 が 営む 銀行 代理 業 に 係 
る 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 が 確保 され る よう 監督 を 行う 必要 が ある 。 


IV 一 5 一 2 主 な 着眼 点 


( 1) 所 属 銀行 か ら 施行 規則 第 35 条 第 1 項 第 6 号 の 3 の 届出 等 が 提出 され た 場合 や 
所 属 銀行 に 対す る オフ サイ ト ・ モ ニタ リン グ を 実施 する 場合 、 銀 行 代理 業者 
(又は 銀行 代理 業者 に な ろう と する 者 ) の 内 部 管理 態勢 に 問題 が 認め られ た 場 
合 な ど に より 、 所 属 銀行 か ら の 情報 収集 を 行う 際 に は 、 所 属 銀行 に お いて 、 以 
下 の よ うな 観点 か ら の 検証 が 行わ れ て いる か どう か に つい て 留意 する 。 


態勢 等 に 係る 問題 点 が 把握 され た 
勢 等 に 問題 が だ 生じ て いる お それ が 
銀行 代理 業者 の 監督 部 局 と 連携 す 


(2) 所 属 銀 行 に お いて 銀行 代理 業者 の 指導 監 
場合 に は 、 銀 行 代理 業者 に お ける 内 部 管理 
ある こと か ら 、IV 一 3ー1 一 3 (1) に 則 
る 必要 が ある こと に 留意 する 。 

また 、 い わ ゆ る フラ ンチ ャ イズ 形式 な ど 、 銀 行 代理 業 の 再 委託 を 行う こと に 
より 多数 又は 広範 囲 に 業務 を 展開 する 者 に 係る 問題 点 を 把握 し た 場合 に は 、 速 
や か に 金融 庁 に 連絡 する こと と する 。 


ト 駐 
目 
能 
ィ ビ ハ 
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IV 一 5ー2ー1 銀行 代理 業者 の 選定 等 に 係る 留意 点 


(1) 銀行 代理 業 を 委託 する 契約 を 締結 する (委託 し た 銀行 代理 業 を 再 委託 する こ 
と に つい て 許諾 する こと を 含む 。) に 際 し て 、 経 営 管理 上 の 位置 付け や 業務 を 
委託 する こと に 伴う 各種 リス ク の 把握 及び リス ク 管 理 の 方 法 等 に つい て 、 十 分 
に 検討 が 行わ れ て いる か 。 


(2 ) 銀行 代理 業 を 委託 し よう と する 者 が 、 法 令 上 の 許可 の 基準 に 適合 する も の で 
ある か に つい て 、 十 分 に 検討 が 行わ れ て いる か 。 
特に 、 銀 行 代理 業 を 委託 し よう と する 者 が 兼業 業務 を 行う 場合 に あっ て は 、 
当該 兼業 業務 の 内 容 に つい て 、 施 行 規則 第 34 条 の 37 第 6 号 口 の 規定 (兼業 業 
務 の 内 容 が 銀行 代理 業者 と し て の 社会 的 信用 を 損なう お それ が な いこ と ) を 踏 
まえ た 検討 を 行う こと に 留まら ず 、 銀 行 の レビ ュ テ ーション 等 の 観点 か ら も 十 
分 な 検討 が 行わ れ て いる か 。 


(3 ) 銀行 代理 業 を 委託 し よう と する 者 が 、 反 社会 的 勢力 で ある か 、 又 は 反 社 会 的 
勢力 と の 関係 を 遮断 する 措置 を と っ て いる も の で ある か に つい て 、「 企 業 が 反 
社会 的 勢力 に よる 被害 を 防止 する た め の 指 針 に つい て 」 (平成 19 年 6 月 19 日 
犯罪 対策 閣僚 会 議 幹事 会 申 合せ ) の 趣旨 に 氏 み 、 十 分 な 検討 が 行わ れ て いる か 。 


IV 一 5 一 2 一 2 所 属 銀行 に よる 銀行 代理 業者 の 業務 の 適切 性 等 を 確保 する た め の 
措置 ( 法 第 52 条 の 58、 施 行 規則 第 34 条 の 63) 


(1) 銀行 代理 業者 の 監督 の た め の 内 部 管理 態勢 の 整備 

① 銀行 代理 業 に 係る 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 す る た め の 措 置 を 講ず 
る 責任 を 有する 部 署 を 設置 し 又は 担当 者 を 配置 する 等 、 銀 行 代理 業者 の 適切 
な 監督 を 行う た め の 体 制 が 整備 され て いる か (銀行 代理 業者 に 対す る 業務 監 
査 体制 を 含む 。) 。 

② それ ら の 部 署 又は 担当 者 に よっ て 各 銀 行 代 理 業 者 の 銀行 代理 業 に 係る 業務 
の 適切 性 等 を 確保 する た め の 措 置 が 適切 に 講じ られ て いる か を 検証 する た め 
の 内 部 管理 態勢 が 整備 され て いる か 。 

③ 銀行 代理 業 の 再 委託 を 行う 場合 、 特 に 、 い わ ゆ る フラ ンチ ャ イズ 形式 な ど 
に より 多数 又は 広範 囲 に 業務 を 展開 する 場合 に は 、 関 係 者 が 多く な る こと 等 
か ら 、 所 属 銀行 に より 適切 な 指導 監督 等 が 図ら れ て いる か に つい て より 留意 
する こと 。 ま た 、 所 属 銀 行 に は 、 銀 行 代理 業 再 委託 者 に お いて 銀行 代理 業 再 
受託 者 に 対す る 適切 な 指導 監督 態勢 等 が 整備 され て いる か を 検証 する 必要 が 
ある こと に 留意 する こと 。 
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(2) 委託 契約 等 の 内 容 
① 施行 規則 第 34 条 の 35 第 1 項 各 号 、 第 34 条 の 63 第 1 項 各 号 に 列挙 され て 
いる 事項 及び それ ら の 遵守 状況 の モニ タリ ング に 関す る 定め が 委託 契約 の 内 
容 と され て いる か 。 
また 、 銀 行 代理 業者 を 指導 監督 する 観点 か ら 、 所 属 銀行 が 契約 当事者 と な 
っ て いな い 場 合 で あっ て も 、 同 様 の 契約 内 容 と な っ て いる か に つい て 検証 が 
行わ れる 態勢 と な っ て いる か 。 
② 銀行 代理 業者 の 社内 規則 等 に つい て 、 十 分 な 検証 が 行わ れる 態勢 と な っ て 
いる か 。 ま た 、 当 該 社内 規則 等 の 改正 に 当たっ て は 、 当 該 銀行 代理 業者 と の 
間 で 内 容 に つい て 十分 に 精査 する こと が で きる 態勢 と な っ て いる か 。 


(3) 法令 等 を 遵守 させ る た め の 研 修 の 実施 (施行 規則 第 34 条 の 63 第 1 項 第 1 
号 ) 
① 銀行 代理 業 に 関す る 法令 等 の 規定 を 遵守 させ る た め に 、 銀 行 法 の みな ら ず 、 
犯 収 法 、 個 人 情報 保護 法 そ の 他 関 係 法令 及び 銀行 代理 業者 の 社内 規則 等 に つ 
いて 納 縮 的 に 研修 が 行わ れ て いる か 。 
② 研修 に お いて は 、 銀 行 代 理 業 に 関す る 法令 に つい て の 知識 及び 実務 経験 を 
有する 者 が 講師 と し て 指導 に あたる こと と し て いる か 。 


( 注 ) 研修 の 講師 は 、 知 識 及 び 実 務 経 験 を 有する 限り 、 所 属 銀行 又は 銀行 代理 
業者 の 役職 員 で ある と 否 と を 間 わ な い 。 


③ 定期 的 な 研修 の 実施 に より 、 銀 行 代理 業者 及び その 銀行 代理 業 に 従事 する 
者 が 適時 その 業務 遂行 能力 等 を 維持 ・ 向 上 で きる 態勢 が 取ら れ て いる か 。 

④ 実施 し た 研修 の 内 容 に 対し 、 銀 行 代理 業者 及び その 銀行 代理 業 に 従事 する 
者 が 適切 に 業務 を 遂行 する た め 必 要 な 範囲 で 、 そ の 内 容 を 理解 し て いる か の 
検証 を 行っ て いる か 。 


(4 ) 銀行 代理 業者 に 対す る 必要 か つ 適 切な 監督 等 を 行う た め の 措 置 (施行 規則 第 
34 条 の 63 第 1 項 第 2 号 ) 
① 施行 規則 第 34 条 の 63 第 1 項 第 2 号 に 基づく 監督 等 が 適切 に 実施 され 、 そ 
の 実施 状況 に つい て モニ タリ ング が 行わ れ て いる か 。 
② 上 記 モ ニタ リン グ の 結果 等 に つい て 、 行 内 の 責任 ある 部 署 に お いて 検証 が 
行わ れ 、 必 要 に 応じ て 経営 陣 に 報告 が 行わ れ 、 銀 行 の 適切 な 業務 指導 や 銀行 
代理 業者 の 適切 な 業務 運営 に 反映 させ る な どの 態勢 整備 が 図ら れ て いる か 。 
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(5) 必要 に 応じ て 銀行 代理 業 委託 契約 を 解除 する こと が で きる た め の 措 置 (施行 
規則 第 34 条 の 63 第 1 項 第 3 号 ) 
銀行 代理 業者 に 対す る モニ タリ ング の 結果 、 問 題 が 発見 され た 場合 に は 、 銀 
行 代理 業者 へ の 指導 、 委 託 契 約 の 解除 等 適切 な 措置 を 講じ る 態勢 が 整備 され て 
いる か 。 ま た 、 委 託 契 約 の 解除 を 行う 際 に は 、 適 切な 顧客 保護 が 図ら れる 態勢 
が 整備 され て いる か 。 


(6 ) 所 属 銀行 自ら が 審査 を 行う た め の 措 置 (施行 規則 第 34 条 の 63 第 1 項 第 4 
号 ) 
銀行 代理 業者 が 行う 資金 の 貸付 け 又 は 手形 の 割引 の 審査 に つい て 、 必 要 に 応 
じ て 所 属 銀行 自ら が 審査 を 行う こと の で きる よう 、 所 属 銀行 へ の 事前 報告 ・ 承 
認 等 を 必要 と する 場合 の 基準 及び 態勢 等 が 整備 され て いる か 。 


(7) 顧客 情報 の 適切 な 管理 及び 犯罪 を 防止 する た め の 措 置 (施行 規則 第 34 条 の 63 

第 1 項 第 5 号 、 第 7 号 ) 

① 銀行 代理 業者 に お ける 顧客 情報 の 適正 な 管理 を 確保 する た め の 体 制 整備 及 
び 銀 行 代 理 業 者 の 営業 所 又は 事務 所 に お ける 銀行 代理 業 に 係る 業務 に 関す る 
犯罪 防止 措置 に つい て は 、 例 えば 、 物 的 設備 、 人 上 員 の 配置 及び シス テム の セ 
キュ リティ 対策 等 、 所 属 銀行 が 自ら の 顧客 情報 管理 及び 自 行 の 営業 所 等 に お 
ける 犯罪 防止 に 関し 講じ て いる の と 同 程度 の 態勢 整備 を 行う こと が で きる よ 
う 、 適 切な 指導 や ノウ ハウ の 提供 等 が 行わ れ て いる か 。 

② 銀行 代理 業者 に 対し て 、 犯 収 法 及び 外為 法 の 規定 の 理解 を 科 源 する と と も 
に 、 預 金 口座 等 が 組織 犯罪 等 に 利用 され る こと を 防止 する 態勢 が 整備 され て 
いる か 。 

③ 銀行 代理 業者 に 対し て 、「 企 業 が 反 社 会 的 勢力 に よる 被害 を 防止 する た め 
の 指針 に つい て 」 (平成 19 年 6 月 19 日 犯罪 対策 閣僚 会 議 幹 事 会 申 合せ ) の 
理解 を 科 涯 し 、 同 指針 の 趣旨 に 沿っ た 態勢 を 整備 させ る な ど 、 反 社会 的 勢力 
と の 関係 を 遮断 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 


(8) 銀行 代理 業者 の 営業 所 廃止 に 当たっ て の 措置 (施行 規則 第 34 条 の 63 第 1 項 
第 8 号 ) 
銀行 代理 業者 の 銀行 代理 業 を 営む 営業 所 又は 事務 所 の 廃止 に あたり 、 顧 客 に 
係る 取引 を 所 属 銀行 の 営業 所 、 他 の 人 金融 機関 又は 他 の 銀行 代理 業者 等 へ 支障 な 
く 引 き 継 ぐ で た め の ス ケ ジ ュ ー ル や で 業務 移管 の 方 法 、 顧 客 へ の 通知 方 法 そ の 他 の 
顧客 に 著しい 影響 を 及ぼ さ な い た め の 処 理 を 円 滑 に 実施 する た め の 熊 勢 整備 が 
行わ れ て いる か 。 
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(9 ) 苦情 処理 の た め の 措 置 (施行 規則 第 34 条 の 63 第 1 項 第 9 号 ) 
銀行 代理 業者 が 行う 銀行 代理 業 に 係る 顧客 か ら の 苦情 受付 窓口 の 明示 、 苦 情 
処理 担当 部 署 の 設置 、 苦 情 案件 処理 手順 等 の 策定 等 の 苦情 対応 態勢 が 整備 され 
て いる か 。 


IV 一 5ー2 一 3 銀行 代理 業者 の 原簿 の 閲覧 に 係る 留意 事項 


法 第 52 条 の 60 に 基づき 預金 者 等 その 他 の 利害 関係 人 か ら 銀 行 代 理 業者 に 関す る 
原簿 の 閲覧 請求 が あっ た と き は 、 そ れ が 営業 時 間 内 で ある 限り 、 原 簿 を 汚損 ・ 破 損 
する お それ が ある 場合 又は 他 の 預金 者 等 に 迷惑 を 及ぼ す お それ が ある 場合 等 当該 原 
簿 の 管理 を 含む 当該 所 属 銀 行 の 業務 に 支障 を 及ぼ す 場 合 な ど を 除い て は 、 原 則 と し 
て 閲覧 に 応じ る 必要 が ある こと に 留意 する 。 


IV 一 5ー2 一 4 銀行 代理 業者 が 所 属 銀行 の 親会社 又は 主要 株 主 で ある 場合 の 留意 
点 


銀行 代理 業者 が 所 属 銀行 の 親会社 又は 主要 株 主 で ある 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 想 
ー4 一 12 一 3 及び 主要 行 等 向け の 総合 的 な 監督 指針 「W 一 1 一 6 事業 親会社 等 
が 存在 する 銀行 の 免許 申請 に つい て 」 を 準用 する と と も に 、 特 に 、 所 属 銀行 に よる 
銀行 代理 業者 の 業務 の 適切 性 等 の 確保 が 行わ れ て いる か に つき 、 十 分 に 検証 する こ 
と と する 。 
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V 協同 組織 金融 機関 


Vー1 協同 組織 金融 機関 に お ける 共通 事項 


信用 金庫 、 信 用 協同 組合 及び 労働 金庫 (以下 「 協 同 組 織 金 融 機 関 」 と いう 。) に 
つい て は 、 会 員 ・ 組 合 員 の 相互 扶助 を 目的 と し た 組織 で ある と いう 特性 を 有 し て い 
る ほか 、 い ずれ の 協同 組織 金融 機関 の 業態 に お いて も 、 個 別 の 金融 機関 に 対し て 経 
営 支援 機能 を 有する 協同 組織 中 央 金融 機関 (以下 「 中 央 機関 」 と いう 。) が 存在 す 
る な ど 共 通す る 特色 を 有 し て いる 。 

協同 組織 金融 機関 の 検査 ・ 監 督 に 当たっ て は 、 こ うし た 協同 組織 金融 機関 固有 の 
特性 や 共通 する 特色 等 を 踏ま そえ 、 以 下 の 点 に 留意 する こと と する 。 ま た 、 対 象 金 融 
機関 の 規模 ・ 特 性 等 を 十分 に 踏ま そえ る と と も に 、 業 務 運 営 に つい て の 自主 的 な 努力 
を 尊重 する よう 努め る も の と する 。 


Vー1 一 1 出資 増強 及び 合併 に お ける 留意 点 


協同 組織 金融 機関 の 普通 出資 に つい て は 、① 基 本 的 に は 会 員 ・ 組 合 員 の 事業 利用 
権 で ある こと 、②⑫ 出 資 者 の 資格 が 制限 され て いる こと 等 か ら 流通 性 が 放 し いこ と な 
ど 、 株 式 会 社 で ある 銀行 の 株 式 と は 異な る 性 格 や 制度 的 枠組 み を 有 し て いる 。 

協同 組織 金融 機関 に お ける 出資 増強 及び 合併 に 関す る 監督 に 当たっ て は 、 こ うし 
た 協同 組織 金融 機関 に お ける 普通 出資 の 特性 や 銀行 と は 異な る 制度 的 枠組 み 等 を 中 
まえ 、 以 下 の よ うな 点 に 留意 する こと と する 。 な お 、 協 同 組織 金融 機関 に お ける 優 
先 出資 に よる 資本 増強 に 関す る 監督 に 当たっ て も 、 以 下 の 項 目 を 、 適 宜 、 読 み 替え 
て 対応 する も の と する 。 


Vー1 一 1 一 1 着眼 点 


Vー1 一 1 一 1 一 1 出資 増強 に 関す る 着眼 点 


例え ば 早期 是正 措置 や 早期 警戒 制度 な ど 、 協 同 組織 金融 機関 に 対し て 、 必 要 に 応 
じ 、 法 令 に 基づき 経営 改善 計画 等 の 提出 を 求め た 場合 に お いて 、 当 該 計 画 中 に 普通 
出資 に よる 資本 増強 策 が 含ま れ て いる 場合 に あっ て は 、 例 えば 「 資 本 充実 の 原則 」 
と の 関係 や 「 優 越 的 な 地位 の 溢 用 」 の 防止 な ど 法 令 等 遵守 に 係る 内 部 管理 態勢 の 確 
立 に つい て 、 健 全 性 や 誠実 さ の 観点 か ら 十 分 な 経営 努力 が 払わ れ て いる か どう か 等 、 
特に 、 以 下 の よ うな 着眼 点 か ら 検 証する こと と する 。 


(1) 基本 的 な 経営 姿勢 
① 理事 会 が 、 出 資 増強 に 関す る 法令 等 遵守 の 重要 性 を 理解 し 、 全 組織 的 な 態 
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勢 整備 を 行っ て いる か 。 

② 理事 会 は 、 単 に 内 部 規則 の 制定 、 通 知 の 発出 等 に 留まら ず 、 職 員 へ の 周 
知 ・ 徹 底 を 確実 に 図る こと と し て いる か 。 ま た 、 組 織 内 に お ける 監視 ・ け ん 
制 機能 を 実効 性 ある も の と し て いる か 。 


(2) 特に 留意 すべ き 事 項 

出資 増強 に 際 し て 遵守 すべ き 全 て の 法令 等 に 対し て 、 十 分 な コン プラ イア ン 
ス を 確保 する こと と し て いる か 。 
特に 、 以 下 の 点 に つい て 、 十 分 な 遵守 態勢 が 構築 され て いる か 。 

①  「 資 本 充実 の 原則 」 の 遵守 、 及 び 金 融 機関 の 自己 資本 と し て の 健全 性 ( 安 
定性 ・ 適 格 性 ) の 確保 (本 監督 指針 一 は ー1 一 5 一 2 (2) ② イ . を 準用 
する 。) 

② 独占 禁止 法 が 禁止 し て いる 不 公正 な 取引 方 法 に 該当 する 行為 (例え ば 「 優 
越 的 な 地位 の 溢 用 」) の 発生 防止 

③ 適切 な 説明 (例え ば 「 出 資 の 勧誘 等 に 際 し て の 顧客 へ の 説明 方 法 及 び 内 容 
が 、 民 法 等 の 観点 か ら 適 切な も の と な っ て いる か 。」 特 に 、「 預 金 等 と の 誤 
認 を 防止 する た め の 十 分 な 措置 を 講じ て いる か 。」「 流 動 性 に 関し て 、 上 場 
株 式 と その 性 格 を 異 に し て いる こと を 説明 し て いる か 。」 等 。) 


(3) コン プラ イア ンス 状況 の 事後 的 な 点検 体制 の 整備 
出資 増強 の 手続 き の 進 行 に 応じ し て 、 コ ンプ ライ アン ス 状 況 に つい て 、 全 組織 
的 な 事後 点検 を 行う 体制 を 整え て いる か 。 


Vー1 一 1 一 1 一 2 合併 に 関す る 着眼 点 


協同 組織 金融 機関 の 合併 は 、 普 通 出資 の 特性 か ら 、 基 本 的 に は 、 企 業 結 合 に 関す 
会 計 基 準 (企業 会 計 基準 第 21 号 ) に お ける 「 取 得 」 や 「 支 配 」 の 概念 と は 相 容 れ 
ず 、 合 併 金 融 機関 の 総代 が 合併 後 も 継続 し て 議決 権 を 集約 し て 行使 する 場合 な ど 、 
合併 の 経済 的 実態 に つい て 「 持 分 の 結合 」 で は な く 「 取 得 」 と 解す べき 例外 的 な 場 
合 を 除き 、 基 本 的 に 、 吸 収 合併 対象 財産 又は 新設 合併 対象 財産 に つい て 、 吸 収 合併 
又は 新設 合併 の 直前 の 帳簿 価額 を 付す 方 法 (いわ ゆる 持分 プー リン グ 法 ) に より 会 
計 処理 を 行う 取扱 いと され て いる 。 

この よう な 点 も 踏ま え 、 協 同 組織 金融 機関 の 合併 に 関し て は 、 シ ステ ム 統 合 リ ス 
ク 等 の 検証 に 加え 、 説 明 書 類 等 に お いて 合併 に 関す る 情報 開示 が 適切 に 行わ れ て い 
る か に つい て 検証 する こと と する 。 
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Vー1 一 1 一 2 監督 手法 ・ 対 応 


(1 ) 協同 組織 金融 機関 か ら 法令 に 基づき 経営 改善 計画 等 の 提出 を 求め た 場合 に お 
いて 、 当 該 計画 中 に 普通 出資 に よる 資本 増強 策 が 含ま れ て いる 場合 に は 、 各 種 
の 法令 等 遵守 に 係る 内 部 管理 態勢 全般 に 関す る 資料 (本 監督 指針 一 Gー1 一 
5 一 2 (1) の ( 注 2) を 適宜 参照 ) の 添付 を 求め る こと と する 。 


(2 ) 協同 組織 金融 機関 か ら 法令 に 基づき 提出 され た 経営 改善 計画 を 検証 し た 結果 、 
協同 組織 金融 機関 に お ける 対応 の 適切 性 に 疑義 が 認め られ る 場合 に は 、 必 要 に 
応じ 法令 に 基づき 報告 を 求め 、 又 は 、 重 大 な 問題 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 
業務 改善 命令 を 発出 する 等 の 対応 を 行う も の と する 。 


Vー1 一 2 シス テム 障害 発生 時 等 に お ける 留意 点 


多く の 協同 組織 金融 機関 に お いて は 、 勘 定 系 シス テム な ど 基 電 シ ステ ム の 構築 ・ 
運用 等 を 地区 毎 に 協同 組織 金融 機関 が 共同 で 設立 し た 事務 セン ター (以下 「 共 同 セ 
ンタ ー」 と いう 。) に 委託 し た り 、 内 国 為 替 及 び CD オ ン ラ イン 提携 に 係る 業界 内 
の ネッ トワ ー ク シス テム や 他 業 態 シ ステ ム と 接続 する ネッ トワ ー ク シス テム の 構 
築 ・ 運 用 等 を 各 業 態 の 中 央 機関 と その 子会社 で ある シス テム セン ター (以下 「 業 熊 
セン ター」 と いう 。) に 委託 し た り し て いる 。 こ の た め 、 ひ と た び 共 同 セ ンタ ー や 
業態 セン ター に お いて シス テム 障害 が 発生 し た 場合 に は 、 そ の 影響 は 業態 全体 に 及 
ぶ 可 能 性 も ある ほか 、 シ ステ ム 障 害 に より 直接 、 顧 客 に 対し て 説明 責任 を 負う こと 
に な る 個別 の 協同 組織 金融 機関 に お いて も 、 シ ステ ム 障 害 発生 の 原因 分 析 や 復旧 作 
業 及び 再発 防止 策 の 策定 に つい て 迅速 か つ 的 確 な 対応 が で き な い と いっ た 協同 組織 
金融 機関 固有 の 弊害 が ある と 考え られ る 。 

従っ て 、 協 同 組織 金融 機関 に お ける シス テム 障害 発生 時 等 の 対応 に つい て は 、 原 
則 と し て は 、 本 監督 指針 の ロー3 一 4ー1 一 3 及び II 一 3 は ー7ー3 を 準用 する こと 
と する が 、 上 記 の よう な 協同 組織 金融 機関 固有 の 事情 を 踏ま そえ 、 以 下 の よ うな 点 に 
も 留意 する こと と する 。 


Vー1 一 2 一 1 共同 セン ター 等 に 起因 する 障害 発生 時 等 に お ける 留意 点 


(1) 財務 局 に お ける 対応 
協同 組織 金融 機関 に お いて 、 共 同 セ ンタ ー に 起因 する シス テム 障害 が 発生 し 
た 場合 に あっ て は 当該 協同 組織 金融 機関 及び 当該 共同 セン ター に 対し て 、 ま た 、 
業態 セン ター に 起因 する シス テム 障害 が 発生 し た 場合 に あっ て は 当該 協同 組織 
金融 機関 に 対し て 、 直 ち に 、 本 監督 指針 の ロー3 一 4ー1 一 3 (2) に 沿っ た 
対応 を 求め る と と も に 、 監 督 局 協同 組織 金融 室 あ て その 旨 の 連絡 を 速やか に 行 
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うな ど 人 金融 庁 及び 関係 する 財務 局 と の 連携 ・ 情 報 の 共有 等 を 密接 に 行う こと と 
する 。 

な お 、 共 同 セ ンタ ー に 対し て ヒア リン グ 等 を 行う 場合 に は 、 必 要 に 応じ 、 当 
該 共 同 セン ター の 利用 者 組織 の 代表 金融 機関 又は 利用 者 に より 組織 され た 団体 
等 に 対し て も 同席 を 求め る よう 努め る も の と する 。 


( 2) 金融 庁 に お ける 対応 

協同 組織 金融 機関 に お いて 業態 セン ター に 起因 する シス テム 障害 が 発生 し た 
旨 の 情報 を 入手 し た 場合 に は 、 当 該 協 同 組織 金融 機関 の 中 央 機関 及び 当該 業態 
セン ター に 対し て 、 直 ち に 、 本 監督 指針 の ロカ 一 3 一 4ー1 一 3 (2) に 準じ た 
対応 を 求め る と と も に 、 中 央 機関 や 業態 セン ター か ら 得 た 情報 等 に つい て は 、 
適宜 、 関 係 財 務 局 に 避 元 する な ど 、 財 務 局 と の 連携 ・ 情報 の 共有 等 を 密接 に 行 
うこ と と する 。 

な お 、 業 態 セ ンタ ー に 対し て ヒア リン グ 等 を 行う 場合 に は 、 当 該 業 態 セ ンタ 
ー の 各 業 態 の 中 央 機関 に 対し て も 同席 等 を 求め る よう 努め る も の と する 。 


V 一 1 一 2ー2 シス テム 統合 時 に お ける 留意 点 


共同 セン ター や 業態 セン ター を 利用 し て いる 協同 組織 金融 機関 同士 が シス テム 統 
合 を する 場合 や 自営 の シス テム を 共同 セ ンタ ー に 統合 させ る 場合 の シス テム リス ク 
は 、 自 営 の シス テム 同士 を 統合 させ る 場合 の シス テム リス ク に 比べ て 大 き な 差 異 が 
ある と 考え られ る こと か ら 、 シ ステ ム 統 合 時 に お ける 監督 上 の 対応 に つい て は 、 本 
監督 指針 の ロー3ー7ー3 に 沿っ て 機械 的 ・ 画 一 的 に 運用 する の で は な く 、 実 態 に 
即 し て 対応 する よう 留意 する こと と する 。 


Vー1 一 3 大 口 信用 供与 


協同 組織 金融 機関 か ら 法 第 13 条 第 1 項 た だ し 書 ( 同 条 第 2 項 で 準用 する 場合 を 含 
む 。) の 承認 の 申請 が あっ た 場合 に お いて は 、 本 監督 指針 の 凡 一 4 一 4 を 準用 する 。 
この 場合 に お いて 、 罰 一 4ー4② の ハ の 次 に 次 の よう に 加え 、② 中 「 イ か ら ハ 」 と 
ある の は 「 イ か ら 二 」 と 、「 イ 又は 口 」 と ある の は 「 イ 、 ロ 又は 二 」 と 読み 替え る 。 

二 . 日 本 銀行 が 事業 者 に 対す る 資金 繰り 支援 を 目的 と し て 時 限 的 な 資金 供給 オペ 

レー ショ ン を 行っ て いる 場合 に お いて 、 中 天 機 関 が 傘 下 の 協 同 組織 金融 機関 に 
資金 を 貸し 付け る 目的 で 当該 オペ レー ショ ン を 利用 する た め に 協同 組織 金融 機 
関 が 中 央 機関 に 提供 する 担保 の 額 に つい て 、 信 用 供与 等 限度 額 を 超過 する 場合 


Vー1 一 4 信用 金庫 又は 信用 協同 組合 が 会 員 又 は 組合 員 の 海外 子会社 へ の 資金 の 貸 
付け 等 を 行う 場合 の リス ク 管 理 等 
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信用 金庫 又は 信用 協同 組合 が 、 信 用 金庫 法 施行 令 第 八条 第 一 項 第 四 号 若しくは 中 
小 企業 等 協同 組合 法 施行 令 第 十 四条 第 一 項 第 三 号 に 基づく 資金 の 貸付 け 又は 信用 金 
庫 法 施行 規則 第 五 十 条 第 一 項 第 二 号 の 二 若 し く は 中 小 企業 等 協同 組合 法 に よる 信用 
協同 組合 及び 信用 協同 組合 連合 会 の 事業 に 関す る 内 閣府 令 第 一 条 の 三 第 一 項 第 一 号 
の 二 に 基づく 債務 の 保証 (以下 「 資 金 の 貸付 け 等 」 と いう 。) を 行う 場合 に お いて 
は 、 借 り 手 企業 (債務 の 保証 先 を 含む 。 以 下 同 じ 。) が 海外 に 所 在 す る こと も 踏ま 
え 、 適 切な リス ク 管 理 態 勢 及 び 法 令 等 遵守 態勢 の 整備 を 行う 必要 が ある 。 


Vー1 一 4 一 2 着眼 点 


必要 に 応じ て 中 央 機関 と も 連携 し つつ 、 以 下 の 点 を 含む 適切 な リス ク 管 理 態勢 及 

び 法 令 等 遵守 態勢 を 整備 し て いる か に つい て 検証 する こと と する 。 

(1) 借り手 企業 の 経営 状況 、 資 金 使途 及び 回 収 可能 性 等 に つい て 十分 に 把握 する 
た め 、 当 該 企業 の 親会社 た る 会 員 又 は 組合 員 (以下 「 会 員 等 」 と いう 。) か ら 
情報 を 適時 適切 に 入手 する こと 等 に より 、 実効 性 ある 融資 審査 や モニ タリ ング 
を 実施 し て いる か 。 ま た 、 必 要 に 応じ 、 現 地 に お いて 借り 手 企 業 の 状況 等 を 確 
認 す る こと が で きる 態勢 を 整備 し て いる か 。 


(2 ) 借り 手 企業 に 対す る 資金 の 貸付 け 等 を 行う に 際 し 、 借 り 手 企業 の 財務 基盤 等 
に 鑑み 、 必 要 に 応じ 、 親 会 社 た る 会 員 等 と の 間 で 保証 在 約 を 締結 し て いる か 。 


(3 ) 外貨 建て に よる 資金 の 貸付 け 等 を 行う 場合 に は 、 為 替 リス ク の ヘッ ジ 手 段 を 
確保 する 等 適切 な 為替 リス ク 管 理 を 行っ て いる か 。 


( 4 ) 日 本 国内 の 法令 等 の みな ら ず 、 借 り 手 企業 の 所 在 地 に お ける 法令 等 を 遵守 す 
る た め の 態 勢 を 整備 し て いる か 。 


Vー1 一 5 金融 機能 強化 法 に 関す る 留意 事項 


金融 機能 強化 法 に 基づき 資本 参加 を 行う 場合 の 運用 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 
に 留意 する も の と する 。 


Vー1 一 5 一 1 経営 強化 計画 の 記載 事項 に 関す る 留意 事項 


(1) 金融 機能 の 強化 の た め の 特 別 措置 に 関す る 内 閣府 令 (以下 Vー1 一 5 に お い 
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て 「 府 令 」 と いう 。) 第 9 条 第 2 号 ハ に 規定 する 「 中 小 企業 者 」、「 地 元 の 事 
業者 」 及 び 「 信 用 供与 」 に つい て は 、 以 下 の 点 に 留意 する も の と する 。 
①  「 中 小 企 業者 」 と は 、 信 用 金庫 法 施行 規則 、 協 同 組合 に よる 金融 事業 に 関 
する 法律 施行 規則 及び 労働 金庫 法 施 行 規則 の それ ぞ れ の 別表 第 一 に お ける 
「 中 小 企業 等 」 か ら 個 人 事業 者 以外 の 個人 を 除い た も の と する 。 
②  「 地 元 の 事業 者 」 と は 、 協 同 組織 金融 機関 等 (金融 機能 強化 法 第 34 条 の 2 
に 規定 する 協同 組織 金融 機関 等 を いう 。 以下 同じ 。) が 主として 業務 を 行っ 
て いる 地域 が 属す る 都 道 府 県 内 の 事業 者 (個人 事業 者 を 含む 。) と する 。 
③ 「 信 用 供与 」 に つい て は 、 以 下 の も の を 除外 し た も の と する 。 
イ . 政府 出資 主要 法人 向け 貸出 、 及 び 特 殊 法人 向け 貸出 
ロ . 土地 開発 公社 向け 貸出 、 地 方 住宅 供給 公社 向け 貸出 、 及 び 地 方 道路 公社 
向け 貸出 
ハ . 大 企業 が 保有 する 各種 債権 又は 動産 ・ 不 動産 の 流動 化 ス キー ム に 係る S 
PC 向け 貸出 
二 . 自 金庫 又は 自 組合 の 子会社 向け 貸出 
ホ . 個人 向け 貸出 
へ . 上 記 の ほか 人 金融 機能 強化 法 の 趣旨 に 反する よう な 貸出 


(2) 府 令 別紙 様式 第 一 号 (記載 上 の 注意 ) 7. (1) 及び 別紙 様式 第 二 号 (記載 
上 の 注意 ) 8. (1) に 規定 する 「 経 営 改善 支援 等 取組 先 企業 (個人 事業 者 を 
含む 。) の 数 の 取引 先 の 企業 (個人 事業 者 を 含む 。) の 総数 に 占め る 割合 」 に 
つい て は 、 以 下 の 点 に 留意 する も の と する 。 

な お 、「 経 営 改善 支援 等 取組 先 企業 」 及 び 「 取 引 先 の 企業 」 に は 、 個 人 ロー 
ン 又 は 住宅 ロー ン の み の 取 引 先 は 含ま な いも の と する 。 以下 Vー1 一 5 一 1 
(2) に お いて 同じ と する 。 
また 、「 経 営 改 善 支援 等 取組 先 」 と は 、 経 営 強化 計画 に 記載 し た 以下 の 方 策 
に 基づき 、 経 営 改善 支援 等 に 取り 組ん で いる 取引 先 と する 。 
① 創業 又は 新 事業 の 開拓 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の た め の 方 策 
② 経営 に 関す る 相談 その 他 の 取引 先 の 企業 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の 
た め の 方 策 
③ 早期 の 事業 再生 に 資す る 方 策 
④ 事業 の 承継 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の た め の 方 策 
⑤ 担保 又は 保証 に 過度 に 依存 し な い 融 資 の 促進 その 他 の 中 小 規模 の 事業 者 の 
需要 に 対応 し た 信用 供与 の 条件 又は 方 法 の 充実 の た め の 方 策 


( 注 1) 上 記 「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 の 具体 例 は 以下 の と お り 。 


① 創業 又は 新 事業 の 開拓 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の た め の 方 策 
イ . 政府 関係 金融 機関 と 協調 し て 投 融 資 等 を 行っ た 取引 先 
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ロ . 創業 支援 融資 商品 に よる 融資 を 行っ た 取引 先 

ハ . 企業 育成 ファ ンド の 組成 ・ 出 資 等 を 行っ た 取引 先 等 

② 経営 に 関す る 相談 その 他 の 取引 先 の 企業 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 
の た め の 方 策 

イ . コン サル ティ ング 機能 、 情 報 提供 機能 等 を 活用 し て 、 財 和 務 管 理 手法 等 
の 改善 、 経 費 節減 、 資 産 売却 、 業 務 再 構築 、 組 織 再 編 等 の 助言 を 行っ た 
取引 先 

ロ . 取引 先 と の 長期 的 な 密度 の 高い 関係 (コミュニケ ーション) か ら 得 ら 
れる 情報 を 活用 し つつ 、 公 的 制度 等 に 係る 情報 提供 、 資 金 繰り や 売上 げ 
等 に 係る 経営 改善 指導 、 財 務 書 類 の 作成 や 後継 者 育成 等 に 係る 助言 な ど 、 
事業 者 の 幅広 い 情報 提供 ・ 経 営 指導 ・ 相 談 の ニー ズ へ の 対応 を 継続 し て 
行っ て いる 先 

ハ . 紹介 し た 外部 専門 家 (経営 コン サル タン ト 、 公 認 会 計 士 、 税 理 士 、 弁 
護 士 等 ) が 業務 再 構築 等 の 助言 を 行っ た 取引 先 等 

③ 早期 の 事業 再生 に 資す る 方 策 

イ . 人 材 を 派遣 し て 再建 計画 策定 その 他 の 支援 等 を 行っ た 取引 先 

ロ . プリ パッ ケー ジ 型 事業 再生 (民事 再生 法 等 の 活用 ) ( 注 ) 及び 私 的 整 
理 ガ イド ライ ン 手 続 の 中 で 再生 計画 等 の 策定 に 関与 し た 取引 先 


( 注 ) 再生 型 法 的 整理 (民事 再生 法 、 会 社 更生 法 等 ) に お いて 議決 権 を 行 
使 し た に 過ぎ な い 場 合 は 含ま れ な い 。 


ハ . 企業 再生 ファ ンド の 組成 に よる 企業 再生 の た め 当 該 フ ァ ン ド に 出資 
(現物 出資 ) し た 取引 先 
二 . 企業 再生 に 当たり 、 デ ッ ト ・ エ クイ ティ ・ ス ワッ プ (DES) 、 デ ッ 
ト ・ デ ッ ト ・ ス ワッ プ (DDS) 、D IP ファ イナ ンス 等 の 手法 を 活用 
し た 取引 先 
ホ . 「 中 小 企業 再生 型 信託 スキ ー ム 」 等 RCC の 信託 機能 を 活用 し て 再建 
計画 の 策定 に 関与 し た 取引 先 
へ . 中 小 企業 再生 支援 協議 会 と 連携 し 再生 計画 の 策定 に 関与 し た 取引 先 
等 
④ 事業 の 承継 に 対す る 支援 に 係る 機能 の 強化 の た め の 方 策 
相続 対策 の コン サル ティ ング に 加え 、MBO、EBO 等 を 含む 株 式 買取 
に 関す る 資金 面 の 支援 や M &A の マッ チン グ 支 援 を 行っ た 取引 先 等 
⑤ 担保 又は 保証 に 過度 に 依存 し な い 融 資 の 促進 その 他 の 中 小 規 模 の 事業 者 
の 需要 に 対応 し た 信用 供与 の 条件 又は 方 法 の 充実 の た め の 方 策 
イ . スコ アリ ング モデ ル を 活用 し た 商品 に よる 融資 を 行っ た 取引 先 
ロ . 財務 制限 条項 を 活用 し た 商品 に よる 融資 を 行っ た 取引 先 
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ハ . 財務 諸表 の 精度 が 相対 的 に 高い 中 小 企 業者 に 対す る 特別 な 融資 プロ グ 
ラム に よる 融資 を 行っ た 取引 先 
ニ . 「 十 分 な 資本 的 性 質 が 認め られ る 借入 金 」 の 融資 を 行っ た 取引 先 等 


な お 、 経 営 改善 支援 等 の 具体 的 な 取組 み は 、 各 金融 機関 に お いて 自ら の 規 
模 ・ 特 性 、 利 用 者 の 期待 や ニー ズ 等 を 踏ま え 、 自 主 的 な 経営 判断 に より 決定 
され る べき も の で あり 、 一 律 ・ 網 座 的 な 対応 を 求め る も の で は な いこ と に 留 
意 す る 。 ま た 、 経営 強化 計画 に お いて 、「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 の 内 容 が 
記載 され て いる か が 確認 する 。 


( 注 2) 上 記 「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 の うち ② 及 び ③ に つい て は 、 重 点 的 に 
経営 改善 を 支援 する 対象 と の 位置 付け を 明確 に し 、 当 該 取 組 先 の 経営 の 実 
態 に 応じ て 、 例 えば 、 イ . 経営 改善 支援 の 専 担 組織 ・ 専 担 者 の 支援 の 対象 
先 と し て いる 、 口 . 本 部 と 営業 店 が 連携 し て 支援 を 行う こと と し て いる 等 、 
経営 改善 支援 の 対象 と し て いる こと に つい て 客観 的 な 裏付け が ある 場合 に 
限る 。 し た が っ て 、 単 な る 与信 管理 、 貸 出 条件 の 緩和 等 の 契約 更改 (経営 
改善 の 支援 を 目的 と し な いも の に 限る 。) 、 回 収 強化 、 金 融 支 援 等 を 行っ 
て いる 先 は 、「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 に は 含ま れ な いこ と に 留意 する 。 


Vー1 一 5 一 2 株 式 等 の 引受 け 等 の 決定 に 関す る 留意 事項 


金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 及 び 第 17 条 第 1 項 に 規定 する 株 式 等 の 引受 け 等 の 決 
定 並び に 第 28 条 第 1 項 に 規定 する 信託 受益 権 等 の 買取 り の 決定 に 関し 、 以 下 に 掲げ 
る 要件 の 審査 に 当たっ て は 、 そ れ ぞ れ 特 に 以下 の 点 に 留意 する も の と する 。 


(1) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 2 号 、 第 17 条 第 1 項 第 2 号 並び に 第 28 条 第 
1 項 第 2 号 口 及び 第 3 号 口 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 経 営 の 改善 の 目標 を 達成 する た め の 方 策 と し て 、 地 域 密 
着 型 金融 に 関す る 取組 み 等 に よる 収益 性 の 確保 及び 業務 の 効率 化 が 実行 され て 
いる か 、 又 は 、 実 行 さ れる こと が 確実 に 見 込ま れる か を 確認 する 。 
また 、 併 せ て 、 当 該 方 策 が 合理 的 な も の か 、 説 明 力 が 十分 か を 確認 する 。 


(2) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 3 号 及び 第 17 条 第 1 項 第 4 号 イ に 規定 する 要 
件 
「 中 小 規模 事業 者 等 向け 信用 供与 円 滑 化 計 画 」 を 適切 か つ 円 滑 に 実施 する た 
め の 方 策 の 審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 
① 毎年 9 月 末日 及び 3 月 末日 (以下 「 報 告 基 準 日 」 と いう 。) に お ける 「 中 
小 規模 事業 者 等 向け 貸出 比率 (中 小 企業 者 又は 地元 の 事業 者 (以下 「 中 小 規 


364 


模 事業 者 等 」 と いう 。) に 対す る 信用 供与 の 残高 の 総 資産 に 占め る 割合 を い 
う 。 以下 同じ 。) 」 の 水準 を 、 当 該 経営 強化 計画 の 始期 に お ける 中 小 規模 事 
業者 等 向け 貸出 比率 の 水準 と 同等 の 水準 又は それ を 上 回 る 水準 と する こと が 
確実 に 見 込ま れる か 。 

② 報告 基準 日 に お ける 「 中 小 規模 事業 者 等 に 対す る 信用 供与 の 残高 の 見 込 
み 」 が 合理 的 な 水準 と な っ て いる か 。 


(3 ) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 4 号 、 第 17 条 第 1 項 第 3 号 並び に 第 28 条 第 

1 項 第 2 号 ハ 及び 第 3 号 ハ に 規定 する 要件 

審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 

① 部 門別 の 損益 管理 が 実施 され て いる 等 、 経 営 強化 計画 が 適切 に 実施 され る 
た め の 経 営 管理 体制 が 構築 され て いる こと 。 

② 減資 等 に より 繰越 欠損 金 の 処理 が な され て いる 等 、 公 的 資金 の 配当 の 確保 
に 向け た 準備 が 整っ て いる こと 。 

③ 員 外 監事 の 選任 ・ 拡 充 を 図る 場合 に 当該 監事 予定 者 の 就任 承諾 を 得 て い る 
等 、 責 任 ある 経営 体制 の 確立 に 向け た 準備 が 整っ て いる こと 。 

④ 労使 間 で 十分 な 協議 を 行う こと 、 か つ 、 経 営 強化 計画 の 実施 に 際 し て 雇用 
の 安定 等 に 十分 な 配慮 を 行う こと が 見 込ま れる 等 、 経 営 強化 計画 の 実施 に よ 
り 従 業 員 の 地位 が 不当 に 害さ れ な いも の で ある こと (金融 機能 強化 法 第 17 条 
第 1 項 第 3 号 並び に 第 28 条 第 1 項 第 2 号 ハ 及 び 第 3 号 ハ に 規定 する 要件 に 限 
る 。 ) 。 

⑤ 基準 適合 金融 機関 等 (金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 6 号 に 規定 する 基準 
適合 金融 機関 等 を いう 。Vー1 一 5 一 7 (2) ④ に お いて 同じ 。) で な いと 
き は 、 府 令 第 5 条 第 6 号 に 規定 する 従前 の 経営 に 関す る 分 析 結 果 の 内 容 及び 
それ に 基づく 経営 管理 に 係る 体制 の 改善 を 図る た め の 方 策 (当該 分 析 結 果 に 
より 、 経 営 者 の 責め に 帰す べき 事由 に より 基準 適合 金融 機関 等 で な く な っ た 
と 認め られ る 場合 に は 、 経 営 責任 の 明確 化 を 含め た 経営 管理 に 係る 体制 の 抜 
本 的 な 改善 を 図る た め の 方 策 を 含む 。) が 妥当 な も の で ある こと 。 例 えば 、 
当該 分 析 結 果 の 内 容 を 検証 し た 結果 、 業 務 執 行 や リス ク 管 理 が ずさん な 経営 
管理 体制 が 維持 され る 場合 に は 、 計 画 の 円 滑 ・ 的 確 な 実施 が 見 込ま れ な いも 
の と し て 、 国 の 資本 参加 の 基準 を 満た さ な い こと と する 。 


(4 ) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 6 号 及び 第 17 条 第 1 項 第 4 号 二 に 規定 する 要 
件 
審査 に 当たっ て は 、 人 金融 機能 の 強化 の た め の 特 別 措置 に 関す る 法律 施行 令 第 
5 条 第 2 号 及び 第 14 条 第 2 号 に 規定 する 「 主 務 省 令 で 定め る 基準 に 適合 する も 
の で ある 場合 」 と の 要件 に つい て 、 府 令 第 11 条 第 2 号 及び 第 42 条 第 2 号 に 規 
定 す る 「 主 と し て 業務 を 行っ て いる 地域 」 に つい て は 協同 組織 金融 機関 の 主 た 
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る 事務 所 が 所 在 す る 都 道 府 県 を 、 ま た 、「 相 当 と 認め る 率 」 に つい て は 1 9% を 、 
目安 と する も の と する 。 


(5 ) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 8 号 及 び 第 9 号 、 第 17 条 第 1 項 第 4 号 ホ 及び 
へ 並び に 第 28 条 第 1 項 第 1 号 口 及び 第 2 号 二 (2) に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、「 経 営 強化 計画 の 実施 の た め に 必要 な 範囲 で ある こと 」 
と の 要件 に つい て 、 人 金融 市 場 の 急激 な 変動 その 他 の 経済 情勢 の 大 幅 な 変動 が 生 
じ た 場 合 で も 、 人 金融 機関 等 の 財務 基盤 の 安定 を 確保 し 、 適 切 か つ 積 極 的 な 金融 
仲介 機能 が 発揮 で きる よう に する な ど 、 当 該 金融 機関 等 が 主として 業務 を 行っ 
て いる 地域 で 金融 機能 を 発揮 する た め に 十分 な 自己 資本 の 水準 か どう か を 確認 
する 。 


(6 ) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 11 号 及び 第 17 条 第 1 項 第 8 号 に 規定 する 有 要 
件 
審査 に 当たっ て は 、 経 営 強化 計画 に 添付 され る 貸借 対照 表 等 の 財務 諸表 が 、 
直近 の 当局 検査 の 内 容 を 的 確 に 踏ま えた も の で ある か 、 又 は 、 監 査 法 人 等 と の 
協議 を 経た も の で ある か を 確認 する 。 


(7 ) 金融 機能 強化 法 第 17 条 第 1 項 第 6 号 ハ 及 び 二 (2) 並び に 第 28 条 第 1 項 第 
3 号 ホ に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、「 人 金融 組織 再編 成 の 実施 の た め に 必要 な 範囲 を 超え な い 
こと 」 と の 要件 に つい て 、 第 15 条 第 1 項 の 申込 み に 係る 株 式 等 の 引受 け 等 が 、 
資本 参加 を 受け る 金融 機関 等 の 自己 資本 比率 を 、 経 営 強化 計画 を 提出 し た 金融 
機関 等 の 直近 の 自己 資本 比率 の 水準 に まで 回 復 す る た め に 必要 な 額 (以下 「 障 
璧 除去 に 必要 な 額 」 と いう 。) を 超え な いこ と を 確認 する 。 


Vー1 一 5 一 3 経営 強化 計画 の 履行 を 確保 する た め の 和 監督 上 の 措置 


(1) 金融 機関 等 に 対す る 資本 の 増強 に 関す る 特別 措置 に 係る 監督 上 の 措置 

金融 機能 強化 法 第 11 条 及び 第 21 条 に 規定 する 監督 上 必要 な 措置 に つい て は 、 

特に 以下 の 点 に 留意 する 。 

① 経営 の 改善 の 目標 に 係る 監督 上 の 措置 

イ . 経営 強化 計画 の 実施 期間 中 

経営 強化 計画 の 始期 と な る 事業 年 度 の 翌 事業 年 度 末 以 降 に お いて 、 報 告 

基準 日 に お ける コア 業務 純益 の 実績 (コア 業務 純益 RO A を 選択 し た 場合 
は その 実績 ) が 経営 強化 計画 の 始期 の 水準 を 下回っ た 場合 に は 、 そ の 理由 
及び 収益 性 の 向上 に 係る 改善 策 に つい て 報告 を 求め 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ を 行 
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う も の と する 。 
ロ . 経営 強化 計画 の 終期 

経営 強化 計画 の 終期 に お いて 、 コ ア 業 務 純 益 の 実績 (コア 業務 純益 NO 
A を 選択 し た 場合 は その 実績 ) が 経営 強化 計画 に 記載 され た 目標 を 3 割 以 
上 下回っ た 場合 、 又 は 、 業 務 粗 利益 経費 率 の 実績 が 経営 強化 計画 の 始期 の 
水準 を 上 回 っ た 場合 に は 、 そ の 理由 及び 収益 性 又は 業務 の 効率 の 向上 に 向 
けた 抜本 的 な 改善 策 に つい て 報告 を 求め 、 必 要 に 応じ 、 当 該 改善 策 の 実行 
を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 


( 注 1) 上 記 口 . に お いて 、 業 務 粗 利益 経費 率 に つい て は 、 経 営 強化 計画 の 
終期 の 実績 が 計画 の 始期 の 水準 を 上 回 っ た 場合 で あっ て も 、 機 械 的 に は 
監督 上 の 措置 を 講じ な いこ と と する 。 業務 改善 命令 の 必要 性 の 有無 を 検 
討 す る に 際 し て は 、 ま ず は 、 上 記 の 場合 に 至っ た 要因 が や む を 得 な い 事 
情 に 基づく も の で ある か どう か 、 中 小 規 模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 
円 滑 化 の た め の 方 策 等 が 確実 に 履行 され て いる か どう か な ど を 十分 検証 
する 。 

( 注 2) 上 記 口 . に 係る 業務 改善 命令 が 発動 され た 場合 は 、 翌 年 度 以降 改善 
状況 の フォ ロー アッ プ を 行い 、 な お 状況 の 改善 が 図ら れ て いな いと 認め 
られ る と き に は 、 原 則 と し て 、 責 任 あ る 経営 体制 の 確立 を 含む 抜本 的 改 
善 策 の 提出 及び その 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する 等 、 厳 
正 に 対応 する も の と する 。 


(① 全 体 注 ) 障壁 除去 に 必要 な 額 を 超え な い 範 囲 で 資本 参加 を 受け る 金融 機関 
等 に つい て は 、 原 則 と し て 、 本 措置 は 適用 し な いも の と する 。 


② 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 等 地域 経済 の 活性 化 に 資す る 
方 策 に 係る 監督 上 の 措置 
イ . a. 報告 基準 日 に お ける 「 中 小 規模 事業 者 等 向け 貸出 比率 」 及 び b. 報 
告 基準 日 に お ける 「 中 小 規模 事業 者 等 に 対す る 信用 供与 の 残高 」 の 実績 、 
又は c. 報告 基準 日 に お ける 「 経 営 改善 支援 等 取組 先 企業 の 数 の 取引 先 の 
企業 の 総数 に 占め る 割合 」 の 実績 が 、 経 営 強化 計画 の 始期 (季節 変動 要因 
等 を 考慮 すべ き 場 合 は 始期 直前 の 同期 ) の 水準 を 下回っ た 場合 に は 、 そ の 
理由 に つい て 報告 を 求め る 。 さ ら に 、 当 該 指標 の 改善 に 向け た 実効 性 の あ 
る 施策 が 十分 に 講じ られ た と 認め が た い 場 合 に は 、 当 該 指 標 に 係る 改善 策 
の 提出 を 求め 、 必 要 に 応じ 、 当 該 改善 策 の 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発 
動 を 検討 する も の と する 。 
口 . 経営 強化 計画 の 始期 か ら 1 年 後 の 報告 基準 日 以降 に お いて 、 上 記 イ . の 
a. 及び b. の 実績 、 又 は c. の 実績 が 2 期 連続 で 経営 強化 計画 の 始期 
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(季節 変動 要因 等 を 考慮 すべ き 場 合 は 始期 直前 の 同期 ) の 水準 を 下回っ た 
場合 に は 、 そ の 理由 及び 抜本 的 改善 策 に つい て 報告 を 求め る と と も に 、 原 
則 と し て 当該 改善 策 の 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する も の と 
する 。 
③ その 他 の 場合 の 監督 上 の 措置 
上 記 の 場合 の ほか 、 経 営 強化 計画 の 履行 状況 に 照ら し て 必要 が ある と 認め 
られ る 場合 に は 、 当 該 経営 強化 計画 の 履行 を 確保 する た め 、 監 督 上 必要 な 措 
置 を 講じ る も の と する 。 


( 注 ) な お 、 協 定 銀行 が 引き 受け た 優先 出資 に 所 定 の 配当 が な され な い 場 合 に 
は 、 金 融 機能 強化 法 に 基づき 、 所 定 の 配当 が な され な い 理 由 、 当 該 優先 出 
資 の 消却 に 対応 する こと が で きる 財源 が 従前 どおり 確保 され る こと が 十分 
担 介 され る よう な 抜本 的 収益 改善 策 等 の 報告 を 求め 、 必 要 に 応じ 、 当 該 改 
善 策 等 の 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する 等 、 厳 正 に 対応 する 
も の と する 。 


(2) 協同 組織 中 央 金融 機関 に よる 協同 組織 金融 機関 に 対す る 資本 の 増強 に 関す る 
特別 措置 に 係る 監督 上 の 措置 
金融 機能 強化 法 第 32 条 に 規定 する 監督 上 必要 な 措置 に つい て は 、 特 に 以下 の 
点 に 留意 する 。 
① 経営 の 改善 の 目標 に 係る 監督 上 の 措置 
イ . 経営 強化 計画 の 実施 期間 中 
経営 強化 計画 の 始期 と な る 事業 年 度 の 翌 事業 年 度 示 以降 に お いて 、 報 告 
基準 日 に お ける コア 業務 純益 の 実績 (コア 業務 純益 RO A を 選択 し た 場合 
は その 実績 ) が 経営 強化 計画 の 始期 の 水準 を 下回っ た 場合 に は 、 そ の 理由 
及び 収益 性 の 向上 に 係る 改善 策 に つい て 報告 を 求め 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ を 行 
う も の と する 。 
ロ . 経営 強化 計画 の 終期 
経営 強化 計画 の 終期 に お いて 、 コ ア 業 務 純 益 の 実績 (コア 業務 純益 RO 
A を 選択 し た 場合 は その 実績 ) が 経営 強化 計画 に 記載 され た 目標 を 3 割 以 
上 下回っ た 場合 、 又 は 、 業 務 粗 利益 経費 率 の 実績 が 経営 強化 計画 の 始期 の 
水準 を 上 回 っ た 場合 に は 、 そ の 理由 及び 収益 性 又は 業務 の 効率 の 向上 に 向 
けた 抜本 的 な 改善 策 に つい て 報告 を 求め 、 必 要 に 応じ 、 当 該 改 善 策 の 実行 
を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 


( 注 1) 上 記 口 . に お いて 、 業 務 粗 利益 経費 率 に つい て は 、 経 営 強化 計画 の 


終期 の 実績 が 計画 の 始期 の 水準 を 上 回 っ た 場合 で あっ て も 、 機 械 的 に は 
監督 上 の 措置 を 講じ な いこ と と する 。 業務 改善 命令 の 必要 性 の 有無 を 検 
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討 す る に 際 し て は 、 ま ず は 、 上 記 の 場合 に 至っ た 要因 が や む を 得 な い 事 
情 に 基づく も の で ある か どう か 、 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 
円 滑 化 の た め の 方 策 等 が 確実 に 履行 され て いる か どう か な ど を 十分 検証 
する 。 

( 注 2) 上 記 口 . に 係る 業務 改善 命令 が 発動 され た 場合 は 、 翌 年 度 以降 改善 
状況 の フォ ロー アッ プ を 行い 、 な お 状況 の 改善 が 図ら れ て いな いと 認め 
られ る と き に は 、 原 則 と し て 、 当 該 協同 組織 中 央 金融 機関 又は 当該 協同 
組織 金融 機関 に 対し 、 責 任 ある 経営 体制 の 確立 を 含む 抜本 的 改善 策 の 提 
出 及び その 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する 等 、 厳 正 に 対応 
する も の と する 。 


(① 全 体 注 ) 障壁 除去 に 必要 な 額 を 超え な い 範 囲 で 資本 参加 を 受け る 協同 組織 
中 央 金融 機関 及び 協同 組織 金融 機関 に つい て は 、 原 則 と し て 、 本 措置 は 適 
用 し な いも の と する 。 


② 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 等 地域 経済 の 活性 化 に 資す る 

方 策 に 係る 監督 上 の 措置 

イ . a. 報告 基準 日 に お ける 「 中 小 規模 事業 者 等 向け 貸出 比率 」 及 び b. 報 
告 基準 日 に お ける 「 中 小 規模 事業 者 等 に 対す る 信用 供与 の 残高 」 の 実績 、 
又は c. 報告 基準 日 に お ける 「 経 営 改善 支援 等 取組 先 企業 の 数 の 取引 先 の 
企業 の 総数 に 占め る 割合 」 の 実績 が 、 経 営 強化 計画 の 始期 (季節 変動 要因 
等 を 考慮 すべ き 場 合 は 始期 直前 の 同期 ) の 水準 を 下回っ た 場合 に は 、 当 該 
協同 組織 中 央 金融 機関 又は 当該 協同 組織 金融 機関 に 対し 、 そ の 理由 に つい 
て 報告 を 求め る 。 さ ら に 、 当 該 指 標 の 改善 に 向け た 実効 性 の ある 施策 が 十 
分 に 講じ られ た と 認め が た い 場 合 に は 、 当 該 協同 組織 中 央 金融 機関 又は 当 
該 協 同 組織 金融 機関 に 対し 、 当 該 指標 に 係る 改善 策 の 提出 を 求め 、 必 要 に 
応じ 、 当 該 改善 策 の 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する も の と す 
る 。 

口 . 経営 強化 計画 の 始期 か ら 1 年 後 の 報告 基準 日 以降 に お いて 、 上 記 イ . の 
a. 及び b. の 実績 、 又 は c. の 実績 が 2 期 連続 で 経営 強化 計画 の 始期 
(季節 変動 要因 等 を 考慮 すべ き 場 合 は 始期 直前 の 同期 ) の 水準 を 下回っ た 
場合 に は 、 当 該 協同 組織 中 央 金融 機関 又は 当該 協同 組織 金融 機関 に 対し 、 
その 理由 及び 抜本 的 改善 人 策 に つい て 報告 を 求め る と と も に 、 原 則 と し て 当 
該 改善 策 の 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 

③ その 他 の 場合 の 監督 上 の 措置 
上 記 の 場合 の ほか 、 経 営 強化 計画 の 履行 状況 に 照ら し て 必要 が ある と 認め 
られ る 場合 に は 、 当 該 経営 強化 計画 の 履行 を 確保 する た め 、 和 監督 上 必要 な 措 
置 を 講じ る も の と する 。 
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( 注 ) な お 、 協 定 銀行 が 買取 り を 行っ た 信託 受益 権 等 に 所 定 の 配当 が な され な 
い 場 合 に は 、 人 金融 機能 強化 法 に 基づき 、 当 該 協同 組織 中 央 金融 機関 又は 当 
該 協同 組織 金融 機関 に 対し 、 所 定 の 配当 が な され な い 理 由 、 当 該 信託 受益 
権 等 に 係る 取得 優先 出資 等 の 消却 に 対応 する こと が で きる 財源 が 従前 ど お 
り 確保 さ れる こと が 十分 担保 され る よう な 抜本 的 収益 改善 策 等 の 報告 を 来 
め 、 必 要 に 応じ 、 当 該 改 善 策 等 の 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 
する 等 、 厳 正 に 対応 する も の と する 。 
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Vー1 一 5 一 4 金融 機能 の 強化 の た め の 特 別 措置 に 関す る 法律 及び 金融 機関 等 の 
組織 再編 成 の 促進 に 関す る 特別 措置 法 の 一 部 を 改正 する 法律 (以下 
「 改 正法 (平成 20 年 12 月 施行 ) 」 と いう 。) の 施行 前 に 改正 前 の 
金融 機能 強化 法 の 規定 に より され た 決定 に 係る 経営 強化 計画 に つい 
て 


改正 法 (平成 20 年 12 月 施行 ) の 施行 前 に 改正 法 (平成 20 年 12 月 施行 ) 第 1 条 
の 規定 に よる 改正 前 の 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 又 は 第 17 条 第 1 項 の 規定 に より 
され た 決定 に 係る 経営 強化 計画 に つい て は 、 本 監督 指針 の 一 部 改正 (平成 25 年 3 月 
29 日 適用 ) に よる 監督 指針 Vー1 一 5ー1 を 除き 、 本 監督 指針 の 一 部 改正 (平成 20 
年 12 月 17 日 適用 ) に よる 改正 前 の 本 監督 指針 WVー1 一 4 の 規定 を 適用 する こと と 
する 。 


Vー1 一 5 一 5 協同 組織 金融 機能 強化 方 針 の 記載 事項 に 関す る 留意 事項 


府 令 第 93 条 第 2 号 ハ の 「 中 小 規模 事業 者 等 」 に つい て は 、ー1 一 5 一 1 (1) 
を 参照 する こと 。 


Vー1 一 5 一 6 協同 組織 中 央 金融 機関 が 協同 組織 金融 機関 等 か ら 特定 支援 の 申込 
み を 受け た 場合 の 審査 体制 に 係る 留意 事項 


府 令 第 94 条 第 1 号 ハ に 規定 する 「 特 定 支援 の 申込 み を し た 協同 組織 金融 機関 等 に 
より 適切 に 資産 の 査定 が され て いる こと 。」 に つい て は 、 特 定 支援 の 申込 み を し た 
協同 組織 金融 機関 等 に よる 当該 申込 み の 日 前 1 年 以内 の 一 定 の 日 の 資産 の 査定 に つ 
いて 、 直 近 の 当局 検査 の 内 容 を 的 確 に 踏ま えた も の で ある こと 又は 、 監 査 法人 等 若 
し く は 協同 組織 中 央 金融 機関 と の 協議 を 経て いる こと と する 。 


Vー1 一 5 一 7 優先 出資 の 引受 け 等 の 決定 に 関す る 留意 事項 


金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 に 規定 する 優先 出資 の 引受 け 等 の 決定 に 関し 、 
以下 に 掲げ る 要件 の 審査 に 当たっ て は 、 そ れ ぞ れ 特 に 以下 の 点 に 留意 する も の と す 
る 。 


(1 ) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 1 号 に 規定 する 要件 
① 「 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 その 他 の 地域 に お ける 経済 
の 活性 化 に 資す る た め の 方 針 」 の 審査 に 当たっ て は 、 当 該 方 針 が 協同 組織 金 
融 関係 機関 (金融 機能 強化 法 第 34 条 の 2 に 規定 する 協同 組織 金融 関係 機関 を 
いう 。 以下 同じ 。) 全体 に お いて 、 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 
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滑 化 その 他 の 地域 に お ける 経済 の 活性 化 に 資す る た め の も の と な っ て いる こ 
Es 
② 協同 組織 金融 機関 等 に 対す る 経営 指導 の 方 針 や その 内 容 が 、 当 該 協 同 組織 
金融 機関 等 に よる 金融 機能 の 発揮 を 促進 する た め に 適切 な も の と な っ て いる 
ー と 。 
③ 協同 組織 金融 機関 等 か ら 優先 出資 の 引受 け 等 の 申込 み が あ っ た 場合 に 、 以 
下 の 内 容 を 含む 計画 を 提出 させ 、 そ れ を フォ ロー アッ プ す る こと と な っ て い 
る ご と O 
イ . 今後 の 経営 戦略 (収益 性 及び 業務 の 効率 の 向上 の た め の 方 策 を 含む 。) 
及び 経営 の 見 通し 
ロ . 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 そ の 他 の 地域 に お ける 経済 
の 活性 化 に 資す る 方 策 
ハ . 責任 ある 経営 体制 の 確立 の た め の 方 策 
二 . 優先 出資 叉 は 劣後 ロー ン の 消却 、 償 二 又 は 返済 に 必要 な 財源 を 確保 する 
た め の 方 策 
ホホ . 財務 内 容 の 健全 性 及び 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 する た め の 方 策 


( 注 ) 「 口 . 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 その 他 の 地域 に お 
ける 経済 の 活性 化 に 資す る 方 策 」 に は 、 以 下 の 点 が 記載 され る こと と な 
っ て いる か 確認 する 。 

a. 毎年 9 月 末日 及び 3 月 末日 (以下 「 報 告 基 準 日 」 と いう 。) に お け 
る 中 小 規模 事業 者 等 向け 貸出 比率 (中 小 企 業者 又は 地元 の 事業 者 ( 以 
下 「 中 小 規模 事業 者 等 」 と いう 。) に 対す る 信用 供与 の 残高 の 総 資産 
に 占め る 割合 を いう 。 以 下 同じ 。) の 水準 を 、 計 画 の 始期 に お ける 中 
小 規模 事業 者 等 向け 貸出 比率 の 水準 と 同等 の 水準 又は それ を 上 回 る 水 
準 と する た め の 方 策 。 

b. 報告 基準 日 に お ける 中 小 規 模 事業 者 等 に 対す る 信用 供与 の 残高 の 見 


込み 
c. 経営 改善 支援 等 取組 先 企業 の 数 の 取引 先 の 企業 の 総数 に 占め る 割合 
の 見 込み 


(2) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 2 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 
① 協同 組織 金融 機能 強化 方 針 を 円 滑 か つ 確 実に 実施 する た め の 経 営 管 理 体制 
や 協同 組織 金融 機関 等 に 対す る 経営 指導 体制 が 構築 され て いる こと 。 
② 協同 組織 中 央 金融 機関 等 の 剰余 金 の 処分 の 方 針 に お いて 、 優 先 出資 の 引受 け 
等 を 求め る 額 及 びそ の 内 容 並び に 協同 組織 中 央 金融 機関 等 の 収益 力 等 に 照ら 
し て 、 優 先 出資 処分 又は 償還 若しくは 返済 に 対応 する た め の 財 源 の 確保 の 方 


372 


針 が 合理 的 な も の と な っ て いる こと 。 

③ 公 的 資金 の 配当 の 確保 に 向け た 準備 が 整っ て いる こと 。 

④ 員 外 監事 の 選任 ・ 拡 充 を 図る 場合 に 当該 監事 予定 者 の 就任 承諾 を 得 て い る 
等 、 責 任 あ る 経営 体制 の 確立 に 向け た 準備 が 整っ て いる こと 。 

⑤ 基準 適合 金融 機関 等 で な いと き は 、 府 令 第 95 条 に お いて 準用 する 第 5 条 第 
6 号 に 規定 する 従前 の 経営 に 関す る 分 析 結 果 の 内 容 及び それ に 基づく 経営 管 
理 に 係る 体制 の 改善 を 図る た め の 方 策 (当該 分 析 結果 に より 、 経 営 者 の 責め 
に 帰す べき 事由 に より 基準 適合 金融 機関 等 で な く な っ た と 認め られ る 場合 に 
は 、 経 営 責 任 の 明確 化 を 含め た 経営 管理 に 係る 体制 の 抜本 的 な 改善 を 図る た 
め の 方 策 を 含む 。) が 妥当 な も の で ある こと 。 例 えば 、 当 該 分 析 結 果 の 内 容 
を 検証 し た 結果 、 業 務 執 行 や リス ク 管 理 が ずさん な 経営 管理 体制 が 維持 され 
る 場合 に は 、 方 針 の 円 滑 ・ 的 確 な 実施 が 見 込ま れ な いも の と し て 、 国 の 資本 
参加 の 基準 を 満た さ な い こと と する 。 

⑥ 公 的 資金 の 管理 運用 体制 (協同 組織 金融 機関 等 か ら の 特定 支援 の 申込 み に 
対す る 審査 体制 を 含む 。) が 適切 な も の と な っ て いる こと 。 


(3) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 4 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、「 協 同 組織 金融 関係 機関 の 自己 資本 の 充実 の 状況 に 照ら 
し 適切 な 範囲 で ある こと 」 と の 要件 に つい て 、 人 金融 市 場 の 急激 な 変動 その 他 の 
経済 情勢 の 大 幅 な 変動 が 生じ た 場合 で も 、 協 同 組織 金融 関係 機関 の 財務 基盤 の 
安定 を 確保 し 、 適 切 か つ 積 極 的 な 金融 仲介 機能 が 発揮 で きる よう に する な ど 、 
協同 組織 金融 関係 機関 に よる 金融 機能 の 発揮 を 促進 する た め に 十分 な 自己 資本 
の 水準 か どう か を 確認 する 。 


(4 ) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 5 号 に 規定 する 要件 

① 収益 性 及び 業務 の 効率 の 向上 の た め の 方 策 に つい て は 、 人 金融 機能 強化 法 第 
34 条 の 4 第 1 項 の 決定 を 受け て 協定 銀行 が 取得 する 優先 出資 又は 貸付 債権 に 
係る 借入 金 に つき 、 優 先 出資 処分 又は 償 司 若しくは 返済 に 対応 する た め の 財 
源 の 確保 の 観点 か ら 適切 な も の と な っ て いる こと 。 

② 以下 の 経営 改善 の 目標 が 、 収 益 性 及び 業務 の 効率 の 向上 の た め の 方 策 に 照 
らし て 適当 な 指標 及び 水準 と な っ て いる こと 。 
イ . 収益 性 を 示す ー つ 以上 の 指標 
ロ . 業務 の 効率 を 示す ー つ 以上 の 指標 


(5) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 6 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 協 同 組織 金融 機能 強化 方 針 に 添付 され る 協同 組織 中 央 金 
融 機関 の 貸借 対照 表 等 の 財務 諸表 が 、 直 近 の 当局 検査 の 内 容 を 的 確 に 踏ま えた 
も の で ある か 、 又 は 、 監 査 法人 等 と の 協議 を 経た も の で ある か を 確認 する 。 
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Vー1 一 5 一 8 協同 組織 金融 機能 強化 方 針 の 履行 を 確保 する た め の 和 監督 上 の 措置 


金融 機能 強化 法 第 34 条 の 9 に 規定 する 監督 上 必要 な 措置 に つい て は 、 特 に 以下 の 
点 に 留意 する 。 


(1) 経営 の 改善 の 目標 に 係る 監督 上 の 措置 
① 収益 性 の 目標 に 係る 監督 上 の 措置 

イ . 協同 組織 金融 機能 強化 方 針 の 始期 (協同 組織 金融 機能 強化 方 針 の 提出 の 
日 の 属す る 事業 年 度 の 開始 の 日 (当該 提出 の 日 が 10 月 1 日 か ら 3 月 31 日 
まで の 間 で ある 場合 に あっ て は 、10 月 1 日 ) と する 。 以下 V ソ ー1 一 5 一 8 
に お いて 同じ 。) の 翌 事 業 年 度 未 以降 に お いて 、 事 業 年 度 未 に お ける 収益 
性 指標 (協同 組織 金融 機能 強化 方 針 に お いて 収益 性 及び 業務 の 効率 の 向上 
の た め の 方 策 と し て 記載 し た も の の うち 、 経 営 の 改善 の 目標 と する 収益 性 
を 示す 指標 を いう 。 下 記 口 . に お いて 同じ 。) の 実績 が 協同 組織 金融 機能 
強化 方 針 の 始期 の 属す る 事業 年 度 の 開始 の 日 の 水準 を 下回っ た 場合 に は 、 
協同 組織 中 央 金融 機関 に 対し 、 そ の 理由 及び 収益 性 の 向上 に 係る 改善 策 に 
つい て 報告 を 求め 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ を 行う も の と する 。 

ロ . 2 事業 年 度 連続 で 上 記 イ . の 場合 に 該当 し 、 か つ 、 収 益 性 指標 の 実績 が 
2 事業 年 度 連続 で 当該 収益 性 指標 の 目標 を 3 割 以 上 下回っ た 場合 で あっ て 、 
金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 の 決定 を 受け て 協定 銀行 が 取得 する 優先 
出資 又は 貸付 債権 に 係る 借入 金 に つき 、 協 同 組織 金融 機能 強化 方 針 に 基 づ 
いた 優先 出資 処分 又は 償還 若しくは 返済 に 対応 する た め の 財 源 の 確保 に 支 
障 が 生 じ る お それ が ある と 認め られ る と き は 、 必 要 に 応じ 、 業 務 改 善 命令 
の 発動 を 検討 する も の と する 。 

② 業務 の 効率 の 目標 に 係る 監督 上 の 措置 

イ . 協同 組織 金融 機能 強化 方 針 の 始期 の 翌 事業 年 度 未 以降 に お いて 、 業 務 効 
率 の 指標 (協同 組織 金融 機能 強化 方 針 に お いて 収益 性 及び 業務 の 効率 の 向 
上 の た め の 方 策 と し て 記載 し た も の の うち 、 経 営 の 改善 の 目標 と する 業務 
の 効率 を 示す 指標 を いう 。) の 実績 が 2 事業 年 度 連続 で 協同 組織 金融 機能 
強化 方 針 の 始期 の 属す る 事業 年 度 の 開始 の 日 の 水準 と 比較 し て 悪化 し た 場 
合 に は 、 協 同 組織 中 央 金融 機関 に 対し 、 そ の 理由 及び 業務 の 効率 の 向上 に 
係る 改善 策 に つい て 報告 を 求め 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ を 行う も の と する 。 

ロ . 上 記 イ . の 場合 に 該当 し 、 か つ 、 金 融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 の 決 
定 を 受け て 協定 銀行 が 取得 する 優先 出資 又は 貸付 債権 に 係る 借入 金 に つき 、 
協同 組織 金融 機能 強化 方 針 に 基づい た 優先 出資 処分 、 償 還 又 は 返済 に 対応 
する た め の 財 源 の 確保 に 支障 が 生じ る お それ が ある と 認め られ る 場合 に は 、 
必要 に 応じ 、 業 務 改 善 命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 
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(2 ) 協同 組織 中 央 金融 機関 が 行う 当局 に 対す る 報告 に つい て 
金融 機能 強化 法 第 34 条 の 8 第 1 項 第 5 号 に 規定 する 「 特 別 関係 協同 組織 金融 
機関 等 に よる 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 その 他 の 地域 に お け 
る 経済 の 活性 化 に 資す る 方 策 の 実施 に 関す る 状況 」 に 、 特 別 関 係 協同 組織 金融 
機関 等 (金融 機能 強化 法 第 34 条 の 3 第 3 項 に 規定 する 特別 関係 協同 組織 金融 機 
関 等 を いう 。 以 下 同じ 。) (協同 組織 中 央 金融 機関 が 特別 関係 協同 組織 金融 機 
関 等 に 対す る 特定 支援 の 実施 に より 取得 し た 優先 出資 又は 貸付 債権 の 処分 を し 、 
又は 償 居 若しくは 返済 を 受け た 場合 に お ける 、 当 該 特別 関係 協同 組織 金融 機関 
等 を 除く 。) に 係る 以下 の 指標 に つい て 、 報 告 基準 日 まで の 半期 の 実績 が 記載 
され て いる こと を 確認 する こと と する 。 
① 中 小 規模 事業 者 等 向け 貸出 比率 
② 中 小 規模 事業 者 等 に 対す る 信用 供与 の 残高 
③ 経営 改善 支援 等 取組 先 企業 の 数 の 取引 先 の 企業 の 総数 に 占め る 割合 


( 注 ) 上 記 ③ 及 び 下 記 (3) の 「 経 営 改善 支援 等 取組 先 企業 の 数 の 取引 先 の 企業 

の 総数 に 占め る 割合 」 に つい て は 、 以 下 の 点 に 留意 する も の と する 。 
な お 、「 経 営 改 善 支援 等 取組 先 企業 」 及 び 「 取 引 先 の 企業 」 に は 、 個 人 事 

業者 を 含み 、 個 人 ロー ン 又 は 住宅 ロー ン の み の 取 引 先 は 含ま な いも の と する 。 
また 、「 経 営 改 善 支援 等 取組 先 」 と は 、 特 別 関係 協同 組織 金融 機関 等 が 以 

下 の 事 項 に 係る 経営 改善 支援 等 に 取り 組ん で いる 取引 先 と する 。 

イ . 創業 又は 新 事業 の 開拓 に 対す る 支援 

ロ . 経営 に 関す る 相談 その 他 の 取引 先 の 企業 に 対す る 支援 

ハ . 早期 の 事業 再生 に 資す る 取組 み 

ニニ. 事業 の 承継 に 対す る 支援 

ホホ . 担保 又は 保証 に 過度 に 依存 し な い 融 資 の 促進 その 他 の 中 小 規模 の 事業 者 
の 需要 に 対応 し た 信用 供与 の 条件 又は 方 法 の 充実 


( 注 1) 上 記 「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 の 具体 例 は 以下 の と お り 。 

イ . 創業 又は 新 事 業 の 開拓 に 対す る 支援 
a. 政府 関係 金融 機関 と 協調 し て 投 融資 等 を 行っ た 取引 先 
b. 創業 支援 融資 商品 に よる 融資 を 行っ た 取引 先 
c. 企業 育成 ファ ンド の 組成 ・ 出 資 等 を 行っ た 取引 先 等 

ロ . 経営 に 関す る 相談 その 他 の 取引 先 の 企業 に 対す る 支援 
a. コン サル ティ ング 機能 、 情 報 提供 機能 等 を 活用 し て 、 財 務 管 理 手法 
等 の 改善 、 経 費 節減 、 資 産 売却 、 業 務 再 構築 、 組 織 再 編 等 の 助言 を 行 
っ た 取引 先 
b. 取引 先 と の 長期 的 な 密度 の 高い 関係 (コミュニケーション) か ら 得 
られ る 情報 を 活用 し つつ 、 公 的 制度 等 に 係る 情報 提供 、 資 金 繰り や 売 
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上 げ 等 に 係る 経営 改善 指導 、 財 務 書 類 の 作成 や 後継 者 育成 等 に 係る 助 
言 な ど 、 事 業者 の 幅広 い 情 報 提供 ・ 経 営 指導 ・ 相 談 の ニー ズ へ の 対応 
を 継続 し て 行っ て いる 先 
c. 紹介 し た 外部 専門 家 (経営 コン サル タン ト 、 公 認 会 計 士 、 税 理 士 、 
弁護 士 等 ) が 業務 再 構築 等 の 助言 を 行っ た 取引 先 等 

ハ . 早期 の 事業 再生 に 資す る 取組 み 
a. 人 材 を 派遣 し て 再建 計画 策定 その 他 の 支援 等 を 行っ た 取引 先 
b. プリ パッ ケー ジ 型 事業 再生 (民事 再生 法 等 の 活用 ) ( 注 ) 及び 私 的 
整理 ガイ ドラ イン 手続 の 中 で 再生 計画 等 の 策定 に 関与 し た 取引 先 


( 注 ) 再生 型 法 的 整理 (民事 再生 法 、 会 社 更生 法 等 ) に お いて 議決 権 を 
行使 し た に 過ぎ な い 場 合 は 含ま れ な い 。 


c. 企業 再生 ファ ンド の 組成 に よる 企業 再生 の た め の 当 該 フ ァ ン ド に 出 
資 (現物 出資 ) し た 取引 先 
d. 企業 再生 に 当たり 、 デ ッ ト ・ エ クイ ティ ・ ス ワッ プ (DES) 、 デ 
ッ ト ・ デ ッ ト ・ ス ワッ プ (DDS) 、DIP フ ァ イ ナ ンス 等 の 手法 を 
活用 し た 取引 先 
e. 「 中 小 企業 再生 型 信託 スキ ー ム 」 等 RCC の 信託 機能 を 活用 し て 再 
建 計画 の 策定 に 関与 し た 取引 先 
f. 中 小 企業 再生 支援 協議 会 と 連携 し 再生 計画 の 策定 に 関与 し た 取引 先 
等 
二 . 事業 の 承継 に 対す る 支援 
相続 対策 の コン サル ティ ング に 加え 、MBO、EBO 等 を 含む 株 式 買 
取 に 関す る 資金 面 の 支援 や M&A の マッ チン グ 支 援 を 行っ た 取引 先 等 
ホ . 担保 又は 保証 に 過度 に 依存 し な い 融 資 の 促進 その 他 の 中 小 規模 の 事業 
者 の 短 要 に 対応 し た 信用 供与 の 条件 又は 方 法 の 充実 
a. スコ アリ ング モデ ル を 活用 し た 商品 に よる 融資 を 行っ た 取引 先 
b. 財務 制限 条項 を 活用 し た 商品 に よる 融資 を 行っ た 取引 先 
c. 財務 諸表 の 精度 が 相対 的 に 高い 中 小 企業 者 に 対す る 特別 な 融資 プロ 
グラ ム に よる 融資 を 行っ た 取引 先 
d. 「 十 分 な 資本 的 性 質 が 認め られ る 借入 金 」 の 融資 を 行っ た 取引 先 
等 
な お 、 経 営 改善 支援 等 の 具体 的 な 取組 み は 、 各 金融 機関 に お いて 自ら の 規 


模 ・ 特 性 、 利 用 者 の 期待 や ニー ズ 等 を 踏ま え 、 自 主 的 な 経営 判断 に より 決定 


され る べき も の で あり 、 一 律 ・ 網 羅 的 な 対応 を 求め る も の で は な いこ と に 劉 


意 す る 。 ま た 、 経営 強 化 計 画 に お いて 、「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 の 内 容 が 
記載 され て いる か が 確認 する 。 
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( 注 2) 上 記 「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 の うち 口 . 及び ハ . に つい て は 、 重 点 
的 に 経営 改善 を 支援 する 対象 と の 位置 付け を 明確 に し 、 当 該 取組 先 の 経営 
の 実態 に 応じ て 、 例 えば 、a. 経営 改善 支援 の 専 担 組織 ・ 専 担 者 の 支援 の 
対象 先 と し て いる 、b. 本 部 と 営業 店 が 連携 し て 支援 を 行う こと と し て い 
る 等 、 経 営 改 善 支援 の 対象 と し て いる こと に つい て 客観 的 な 裏付け が ある 
場合 に 限る 。 し た が っ て 、 単 な る 与信 管理 、 貸 出 条件 の 緩和 等 の 契約 更改 
(経営 改善 の 支援 を 目的 と し な いも の に 限る 。) 、 回 収 強化 、 金 融 支援 等 
を 行っ て いる 先 は 、「 経 営 改善 支援 等 取組 先 」 に は 含ま れ な いこ と に 留意 
する 。 


(3) 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 等 地域 経済 の 活性 化 に 資す る 方 
策 に 係る 監督 上 の 措置 
① 特別 関係 協同 組織 金融 機関 等 全体 の 合算 ベ ペース で の a. 報告 基準 日 に お け 


る 「 中 小 規模 事業 者 等 向け 貸出 比率 」 及 び b. 報告 基準 日 に お ける 「 中 小 規 
模 事 業者 等 に 対す る 信用 供与 の 残高 」 の 実績 、 又 は c. 報告 基準 日 に お ける 
「 経 営 改 善 支 援 等 取組 先 企業 の 数 の 取引 先 の 企業 の 総数 に 占め る 割合 」 の 実 
績 が 、 各 特別 関係 協同 組織 金融 機関 等 の 特定 支援 の 始期 ( 各 特別 関係 協同 組 
織 金融 機関 等 が 特定 支援 を 受け た 日 が 4 月 1 日 か ら 9 月 30 日 まで の 間 で ある 
場合 に あっ て は 4 月 1 日 と し 、 各 特別 関係 協同 組織 金融 機関 等 が 特定 支援 を 
受け た 日 が 10 月 1 日 か ら 3 月 31 日 まで の 間 で ある 場合 に あっ て は 10 月 1 日 
と する 。 下記 口 . に お いて 同じ 。) の 合算 ペー ス で の 実績 を 下回っ た 場合 に 
は 、 協 同 組織 中 央 金融 機関 に 対し 、 そ の 理由 (中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信 
用 供与 の 円 滑 化 等 に 関し て 協同 組織 中 央 金融 機関 が 各 特 別 関係 協同 組織 金融 
機関 等 に 対し て 実施 し た 経営 指導 等 の 実効 性 の 検証 を 含む 。 下 記 ② の に お いて 
同じ 。) に つい て 報告 を 求め る 。 

さら に 、 当 該 指 標 の 改善 に 向け た 実効 性 ある 施策 が 十分 に 講じ られ た と 認 
め が た い 場 合 に は 、 協 同 組織 中 央 金融 機関 に 対し 、 各 特別 関係 協同 組織 金融 
機関 等 に 対す る 経営 指導 等 に 係る 改善 策 の 提出 を 求め 、 必 要 に 応じ 、 業 務 改 
立命 令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 


② さら に 、 協 同 組織 金融 機能 強化 方 針 の 始期 か ら 1 年 後 の 報告 基 準 日 以降 に 


(4 ) 


お いて 、 上 記 ① の 特別 関係 協同 組織 金融 機関 等 全体 の 合算 ペー ス で の a. 及 
び b. の 実績 、 又 は c. の 実績 が 2 期 連 続 で 各 特 別 関係 協同 組織 金融 機関 等 
の 特定 支援 の 始期 の 合算 ペー ス で の 実績 を 下回っ た 場合 に は 、 そ の 理由 に つ 
いて 止む を 得 な い 事 情 が ある も の と 認め られ る 場合 を 除き 、 原 則 と し て 業務 
改善 命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 


その 他 の 場合 の 監督 上 の 措置 
上 記 の 場合 の ほか 、 協 同 組織 金融 機能 強化 方 針 の 履行 状況 に 照ら し て 必要 が 
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ある と 認め られ る 場合 に は 、 当 該 協同 組織 金融 機能 強化 方 針 の 履行 を 確保 する 
た め 、 監 督 上 必要 な 措置 を 講ず る も の と する 。 


( 注 ) な お 、 協 定 銀行 が 引き 受け た 優先 出資 に 所 定 の 配当 が な され な い 場 合 に は 、 
金融 機能 強化 法 に 基づき 、 所 定 の 配当 が な され な い 理 由 、 当 該 優先 出資 の 消 
却 に 対応 する こと が で きる 財源 が 従前 どおり 確保 され る こと が 十分 担保 され 
る よう な 抜本 的 収益 改善 策 等 の 報告 を 求め 、 必 要 に 応じ 、 当 該 改善 策 等 の 実 
行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する 等 、 上 厳正 に 対応 する も の と する 。 


Vー1 一 5 一 @ 岩 災 特例 金融 機関 等 (協同 組織 金融 機関 で ある 場合 に 限る 。 以 下 
同じ 。) 、 又 は 、 岩 災 特例 金融 機関 等 を 当事者 と する 人 金融 組織 再編 
成 を 行う 金融 機関 等 に お ける 株 式 等 の 引受 け 等 の 決定 に 関す る 留意 
事項 


岩 災 特 例 金 融 機関 等 、 又 は 、 岩 災 特 例 金 融 機関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 成 
を 行う 金融 機関 等 が 経営 強化 計画 を 提出 する 場合 に お ける 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 
1 項 及 び 第 17 条 第 1 項 に 規定 する 株 式 等 の 引受 け 等 の 決定 並び に 第 28 条 第 1 項 に 
規定 する 信託 受益 権 等 の 買取 り 等 の 決定 に 関し 、 以 下 に 掲げ る 要件 の 審査 に 当たっ 
て は 、 そ れ ぞ れ 特 に 以下 の 点 に 留意 する も の と する 。 


( 1) 金融 機能 強化 法 附則 第 8 条 第 1 項 、 又 は 、 第 9 条 第 1 項 に 基づく 株 式 等 の 引 

受け 等 並び に 第 10 条 第 4 項 の 申込 み を 行う こと に 関す る 要件 

府 令 附則 第 2 条 第 1 項 第 1 号 、 第 7 条 第 1 項 第 10 号 イ 、 第 15 条 第 1 項 第 1 
号 、 又 は 、 第 16 条 第 1 項 第 1 号 に 基づい て 提出 され る 理由 書 の 審査 に 当たっ て 
は 、 当 該 金融 機関 等 が 震 災 特例 金融 機関 等 、 又 は 、 岩 災 特 例 金融 機関 等 を 当 事 
者 と する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 で ある 旨 が 記載 され て いる か 確認 
る 。 

また 、 当 該 金融 機関 等 に お ける 東日本 大 震 災 の 被災 者 へ の 信用 供与 の 状況 が 
記載 され て いる か が 確認 する 。 


(2) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 4 号 及び 第 17 条 第 3 号 並び に 第 28 条 第 1 項 

第 2 号 ハ に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 

① 部 門別 の 損益 管理 が 実施 され て いる 等 、 経 営 強化 計画 が 適切 に 実施 され る 
た め の 経 営 管理 態勢 が 構築 され て いる こと 。 

② 減資 若しくは 準備 金 の 減少 等 に よる 結 越 欠損 金 の 処理 が な され て いる 、 又 
は 、 当 該 処理 が 計画 に 盛り 込ま れ て いる 等 、 公 的 資金 の 配当 の 確保 に 向け た 
態勢 が 整っ て いる こと 。 
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③ 労使 間 で 十分 な 協議 を 行う こと 、 か つ 、 経 営 強化 計画 の 実施 に 際 し て 雇用 
の 安定 等 に 十分 な 配慮 を 行う こと が 見 込ま れる 等 、 経 営 強化 計画 の 実施 に よ 
り 従業 員 の 地位 が 不当 に 害さ れ な いも の で ある こと (金融 機能 強化 法 第 17 条 
第 1 項 第 3 号 及 び 第 28 条 第 1 項 第 2 号 ハ に 規定 する 要件 に 限る 。) 。 


(3) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 8 号 及び 第 9 号 並び に 第 17 条 第 1 項 第 4 号 ホ 
及び へ 並び に 第 28 条 第 1 項 第 1 号 口 及び 第 2 号 二 (2) に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、「 経 営 強化 計画 の 実施 の た め に 必要 な 範囲 で ある こと 」 
と の 要件 に つい て 、 東 日 本 大 震 災 に よる 岩 災 特例 金融 機関 等 の 財務 基盤 へ の 潜 
在 的 な 影響 も 踏ま え 、 当 該 震 災 特 例 金融 機関 等 の 財務 基盤 の 安定 を 確保 し 、 適 
切 か つ 積 極 的 な 金融 仲介 機能 が 発揮 で きる よう に する な ど 、 当 該 震 災 特 例 金 融 
機関 等 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 で 金融 機能 を 発揮 し 、 東 日 本 大 震 災 か 
ら の 復興 に 継続 的 に 頁 献 する た め に 十分 な 自己 資本 の 水準 か どう か を 確認 する 。 


(4 ) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 11 号 及び 第 17 条 第 1 項 第 8 号 に 規定 する 要 
件 
審査 に 当たっ て は 、 経 営 強化 計画 に 添付 され る 貸借 対照 表 等 の 財務 諸表 が 、 
直近 の 当局 検査 の 内 容 を 的 確 に 踏ま えた も の で ある か 、 監 査 法 人 等 と の 協議 
経た も の で ある か を 確認 する 。 


Vー1 一 5 一 10 岩 災 特例 金融 機関 等 、 又 は 、 岩 災 特 例 金 融 機関 等 を 当事者 と する 金 
融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 に 係る 経営 強化 計画 の 履行 を 確保 す 
る た め の 監 督 上 の 措置 等 


( 1) 金融 機関 等 に 対す る 資本 増強 に 関す る 特別 措置 に 係る 監督 上 の 措置 
岩 災 特例 金融 機関 等 、 又 は 、 震 災 特 例 金 融 機 関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再 
編成 を 行う 金融 機関 等 が 経営 強化 計画 を 提出 する 場合 に お ける 金融 機能 強化 法 
第 10 条 及 び 第 11 条 並 びに 第 20 条 及 び 第 21 条 に 規定 する 監督 上 必要 な 措置 に 
つい て は 、 特 に 以下 の 点 に 留意 する 。 
① 経営 強化 計画 の 履行 状況 の フォ ロー アッ プ 
経営 強化 計画 の 履行 状況 に つい て フォ ロー アッ プ を 行う に 当たっ て は 、 履 
行状 況 報告 に お いて 、 経 営 強化 計画 に 掲げ られ た 各種 施策 の 実施 状況 が 実績 
計数 を 含め 具体 的 に 記載 され て いる か 検証 する も の と する 。 
② 監督 上 の 措置 
履行 状況 報告 に 記載 され た 、 計 画 に 掲げ られ た 施策 の 実施 状況 (実績 計数 
を 含む 。) を 十分 に 検証 し た 上 で 、 当 該 岩 災 特 例 金融 機関 等 が 主として 業務 
を 行っ て いる 地域 に お ける 経済 の 復興 状況 等 を 勘案 し 、 特 に 必要 が ある と 認 
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め ら れる 場合 に は 、 当 該 計画 の 履行 を 確保 する た め 、 和 監督 上 必要 な 措置 を 講 
じ る も の と する 。 

( 注 ) な お 、 協 定 銀 行 が 引き 受け た 優先 出資 に 所 定 の 配当 が な され な い 場 合 に は 、 
金融 機能 強化 法 に 基づき 、 所 定 の 配当 が な され な い 理 由 及 び 収 益 改善 策 等 に 
つい て 報告 を 求め る も の と する 。 

当該 報告 等 に より 、 上 記 の 場合 に 至っ た 要因 が や む を 得 な い 事 情 に 基づく 
も の で ある か どう か 、 東 日 本 大 震 災 か ら の 復興 に 資す る 方 策 が 適切 に 履行 
れ て いる か どう か 、 当 該 岩 災 特 例 金 融 機関 等 が 主として 業務 を 行っ て いる 地 
域 の 収益 環境 が 回 復 し て いる か どう か 等 を 十分 に 検証 し た 上 で 、 特 に 必要 が 
ある と 認め られ る 場合 に は 、 当 該 改善 策 等 の 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発 
動 を 検討 する も の と する 。 


(2) 協同 組織 中 央 金融 機関 に よる 岩 災 特例 協同 組織 金融 機関 (金融 機能 強化 法 附 
則 第 10 条 第 1 項 に 規定 する 岩 災 特例 協同 組織 金融 機関 を いう 。) に 対す る 資本 
増強 に 関す る 特別 措置 に 係る 監督 上 の 措置 
岩 災 特例 協同 組織 金融 機関 が 経営 強化 計画 を 提出 する 場合 に お ける 金融 機能 
強化 法 第 31 条 及 び 第 32 条 に 規定 する 監督 上 の 措置 に つい て は 、 特 に 以下 の 点 
に 留意 する 。 
① 経営 強化 計画 の 履行 状況 報告 の フォ ロー アッ プ 
経営 強化 計画 の 履行 状況 に つい て フォ ロー アッ プ を 行う に 当たっ て は 、 履 
行状 況 報告 に お いて 、 経 営 強化 計画 に 掲げ られ た 各種 施策 の 実施 状況 が 実績 
計数 を 含め 具体 的 に 記載 され て いる か 検証 する も の と する 。 

② 監督 上 の 措置 
履行 状況 報告 に 記載 され た 、 経 営 強化 計画 に 掲げ られ た 施策 の 実施 状況 

(実績 計数 を 含む 。) を 十分 に 検証 し た 上 で 、 当 該 震 災 特 例 金融 機関 等 が 主 

と し て 業務 を 行っ て いる 地域 に お ける 経済 の 復興 状況 等 を 勘案 し 、 特 に 必要 

が ある と 認め られ る 場合 に は 、 当 該 経営 強化 計画 の 履行 を 確保 す る た め 、 監 

朱 上 必要 な 措置 を 講じ る も の と する 。 


( 注 ) な お 、 協 定 銀行 が 買取 り を 行っ た 信託 受益 権 等 に 所 定 の 配当 が な され な い 
場合 に は 、 金 融 機能 強化 法 に 基づき 、 当 該 協 同 組織 中 央 機関 又は 岩 災 特 例 協 
同 組 織 金 融 機 関 に 対し 、 所 定 の 配当 が な され な い 理 由 及 び 収 益 改善 策 等 に つ 
いて 報告 を 求め る も の と する 。 

当該 報告 等 に より 、 上 記 の 場合 に 至っ た 要因 が や む を 得 な い 事 情 に 基づく 
も の で ある か どう か 、 東 日 本 大 震 災 か ら の 復興 に 資す る 方 策 が 適切 に 履行 
れ て いる か どう か 、 当 該 震 災 特 例 金 融 機 関 等 が 主として 業務 を 行っ て いる 地 
域 の 収益 環境 が 回 復 し て いる か どう か 等 を 十分 に 検証 し た 上 で 、 特 に 必要 が 
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ある と 認め られ る 場合 に は 、 当 該 改善 策 等 の 実行 を 求め る 業務 改善 命令 の 発 
動 を 検討 する も の と する 。 


Vー1 一 5 一 11 特定 岩 災 特例 協同 組織 金融 機関 に 係る 信託 受益 権 等 の 買取 り 等 
の 決定 に 関す る 留意 事項 


特定 岩 災 特例 協同 組織 金融 機関 が 特定 岩 災 特例 経営 強化 計画 (金融 機能 強化 法 附 
則 第 11 条 第 1 項 に 規定 する 特定 震 災 特例 経営 強化 計画 を いう 。 以 下 同じ 。) を 提出 
する 場合 に お ける 金融 機能 強化 法 第 28 条 第 1 項 に 規定 する 信託 受益 権 等 の 買取 り 等 
の 決定 に 関し 、 以 下 に 掲げ る 要件 の 審査 に 当たっ て は 、 そ れ ぞ れ 特 に 以下 の 点 に 留 
意 す る も の と する 。 


( 1) 金融 機能 強化 法 附則 第 11 条 第 2 項 に 基づく 信託 受益 権 等 の 買取 り 等 の 申込 み 
を 行う こと に 関す る 要件 
府 令 附則 第 18 条 第 1 項 第 1 号 に 基づい て 提出 され る 理由 書 の 審査 に 当たっ て 
は 、 当 該 協同 組織 金融 機関 が 特定 震 災 特例 協同 組織 金融 機関 で ある 旨 が 記載 さ 
れ て いる か が 確認 する 。 
また 、 当 該 特定 震 災 特例 協同 組織 金融 機関 に お ける 東日本 大 震 災 の 被災 者 へ 
の 信用 供与 の 状況 が 記載 され て いる か 確認 する 。 


(2 ) 金融 機能 強化 法 附則 第 11 条 第 3 項 第 1 号 二 に 規定 する 要件 

審査 に 当たっ て は 、「 特 定 震 災 特 例 経営 強化 計画 の 実施 の た め に 必要 な 範囲 
で ある こと 」 と の 要件 に つい て 、 特 定 震 災 特 例 協同 組織 金融 機関 の 経営 基盤 が 
東日本 大 震 災 の 著しい 影響 を 受け た こと を 踏ま え 、 当 該 特定 岩 災 特例 協同 組織 
金融 機関 の 財務 基盤 の 安定 を 確保 し 、 適 切 か つ 積 極 的 な 金融 仲介 機能 が 発揮 で 
きる よう に する な ど 、 当 該 特定 岩 災 特例 協同 組織 金融 機関 が 主として 業務 を 行 
っ て いる 地域 で 金融 機能 を 発揮 し 、 東 日 本 大 震 災 か ら の 復興 に 継続 的 に 貢献 す 
る た め に 十分 な 自己 資本 の 水準 か どう か を 確認 する 。 


(3) 金融 機能 強化 法 附則 第 11 条 第 3 項 第 3 号 口 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 協 同 組織 中 央 金融 機関 が 当該 特定 岩 災 特例 協同 組織 金融 
機関 か ら 必要 な 報告 を 受け モニ タリ ング (オン サイ ト に よる も の を 含む 。) を 
実施 し 、 そ の 結果 に 基づき 必要 な 指導 及び 助言 を 行う こと を 内 容 と し た も の で 
ある こと を 確認 する 。 


Vー1 一 5 一 12 特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 に 係る 経営 が 改善 し た 旨 の 認定 に 
関す る 留意 事項 
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特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 (金融 機能 強化 法 附則 第 13 条 に 規定 する 特別 対象 協 
同 組 織 金 融 機関 等 を いう 。 以 下 同じ 。) が 特別 経営 強化 計画 (金融 機能 強化 法 附則 
第 16 条 第 1 項 に 規定 する 特別 経営 強化 計画 を いう 。 以 下 同 じ 。) を 提出 する 場合 に 
お ける 同 法 附則 第 16 条 第 3 項 に 規定 する 経営 が 改善 し た 旨 の 認定 に 関し 、 以 下 に 掲 
げ る 要件 の 審査 に 当たっ て は 、 そ れ ぞ れ 特 に 以下 の 点 に 留意 する も の と する 。 


(1) 金融 機能 強化 法 附則 第 16 条 第 3 項 第 3 号 に 規定 する 要件 
金融 機能 強化 法 附 則 第 16 条 第 1 項 に 規定 する 経営 改善 し た こと を 示す た め に 
必要 な 書類 に は 、 経 営 が 改善 し て いる こと が 具体 的 に 確認 で きる 内 容 が 含ま れ 
て いる こと を 確認 する 。 


(2) 金融 機能 強化 法 附則 第 16 条 第 3 項 第 5 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 
① 部 門別 の 損益 管理 が 実施 され て いる 等 、 特 別 経営 強化 計画 が 適切 に 実 
施さ れる た め の 経 営 管理 態勢 が 構築 され て いる こと 。 
② 減資 若しくは 準備 金 の 減少 等 に よる 繰越 欠損 金 の 処理 が な され て いる 、 又 
は 、 当 該 処理 が 計画 に 盛り 込ま れ て いる 等 、 公 的 資金 の 配当 の 確保 に 向け た 
態勢 が 整っ て いる こと 。 


Vー1 一 5 一 13 特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 に 係る 事業 再 構築 に 伴う 資本 整理 
を 可 と する 旨 の 認定 に 関す る 留意 事項 


特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 が 資本 整理 等 実施 要綱 (金融 機能 強化 法 附則 第 17 条 
第 1 項 に 規定 する 資本 整理 等 実施 要綱 を いう 。 以 下 こ の 項 に お いて 同じ 。) を 提出 
する 場合 に お ける 金融 機能 強化 法 附則 第 17 条 第 2 項 に 規定 する 事業 再 構築 に 伴う 資 
本 整理 を 可 と する 則 の 認定 に 関し 、 以 下 に 掲げ る 要件 の 審査 に 当たっ て は 、 そ れ ぞ 
れ 特 に 以下 の 点 に 留意 する も の と する 。 


(1) 金融 機能 強化 法 附則 第 17 条 第 2 項 第 2 号 に 規定 する 要件 

審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 

① 事業 再 構築 の 内 容 が 、 特 別 対象 協同 組織 金融 機関 等 の 事業 及び 財務 の 状況 
並び に 主として 業務 を 行っ て いる 地域 の 状況 を 踏ま えた 適切 な も の で ある こ 
と 。 

② 事業 再 構築 後に 協定 銀行 が 引き 続き 特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 に 係る 信 
託 受 益 権 等 を 保有 する 場合 に は 、 以 下 に 掲げ る 事項 
イ . 当該 特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 の 業務 を 引き 継ぐ 協同 組織 金融 機関 が 、 
協同 組織 中 央 金融 機関 の 適切 な 経営 指導 を 引き 続き 受け る こと に な っ て い 
る こと 。 
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ロ . 部 門別 の 損益 管理 が 実施 され て いる 等 、 適 切 に 事業 を 継続 する た め の 経 
営 管理 態勢 が 構築 され て いる こと 。 

ハ . 減資 若しくは 準備 金 の 減少 等 に よる 繰越 欠損 金 の 処理 が な され て いる 、 
又は 、 当 該 処理 が 計画 に 盛り 込ま れ て いる 等 、 公 的 資金 の 配当 の 確保 に 向 
けた 態勢 が 整っ て いる こと 。 

③ 事業 再 構築 の 内 容 が 合併 又は 事業 の 全部 若しくは 重要 な 一 部 の 譲渡 で ある 
場合 に は 以下 に 掲げ る 事項 

イ . 特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 の 事業 を 継承 する 金融 機関 に お いて 、 事 業 
再 構築 後 、 当 該 特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 が 主として 業務 を 行っ て いる 
地域 で 継続 的 に 事業 を 行う 体制 を 整備 する こと が 見 込ま れる こと 。 

ロロ. 特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 の 事業 を 継承 する 金融 機関 に お いて 、 事 業 
再 構築 後 、 当 該 特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 が 主として 業務 を 行っ て いる 
地域 に お ける 金融 機能 を 維持 又は 強化 する た め に 十分 な 自己 資本 その 他 の 
財務 基盤 を 持つ こと が 見 込ま れる こと 。 

ハ . 労使 間 で 十分 な 協議 を 行う こと 、 か つ 、 事 業 再 構築 の 実施 に 際 し て 雇用 
の 安定 等 に 十分 な 配慮 を 行う こと が 見 込ま れる 等 、 事 業 再 構築 の 実施 に よ 
り 従業 員 の 地位 が 不当 に 害さ れ な いも の で ある こと 。 

④ 事業 再 構築 の 内 容 が 合併 又は 事業 の 全部 若しくは 重要 な 一 部 の 譲渡 を 伴わ 

な いも の で ある 場合 に は 、 以 下 に 掲げ る 事項 

イ . 会 員 若 し く は 組合 員 か ら の 出資 その 他 の 協同 組織 中 央 金融 機関 以外 の も 
の か ら の 支援 の 受入 れ の 時 期 、 内 容 等 が 具体 的 で あめ る な ど 、 そ の 実現 が 確 
実 で ある と 認め られ る こと 。 

ロロ. 事業 再 構築 後 の 特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 が 主として 業務 を 行っ て い 
る 地域 に お ける 金融 機能 を 維持 又は 強化 する た め に 十分 な 自己 資本 その 他 
の 財務 基盤 を 持つ こと が 見 込ま れる こと 。 

ハ . 部 門別 の 損益 管理 が 実施 され て いる 等 、 適 切 に 事業 を 継続 する た め の 経 
営 管理 態勢 が 構築 され て いる こと 。 


(2) 金融 機能 強化 法 附則 第 17 条 第 2 項 第 3 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 
① 資本 整理 を 行う に あたり 当該 特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 に お いて 適切 に 
資産 査定 が な され る こと 。 
② 資本 整理 の 内 容 が 、 予 定 し て いる 事業 再 構築 の 実現 に 対し 必要 か つ 適 切な 
も の で ある こと 。 


(3) 金融 機能 強化 法 附則 第 17 条 第 2 項 第 4 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 
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① 金融 機能 強化 法 附則 第 17 条 第 1 項 第 3 号 に 規定 する 預金 保険 機構 か ら の 金 
銭 の 贈与 又は 損失 の 補填 (以下 「 金 銭 の 贈与 等 」 と いう 。) が 事業 再 構築 に 
伴う 資本 整理 を 行う に あたっ て 必要 不可 欠 で ある こと 。 

② 金銭 の 贈与 等 の 額 の 算定 根拠 が 合理 的 で あり 、 か つ 、 資 本 整理 を 実施 する 
まで の 間 、 資 産 の 劣化 が 進ま な いよ う 適 切 に 管理 する な ど 必 要 な 措置 を と っ 
て いる こと 。 


Vー1 一 5 一 14 特定 震 災 特例 経営 強化 計画 等 の 履行 を 確保 する た め の 和 監督 上 の 
措置 


(1) 協同 組織 中 央 金融 機関 に よる 協同 組織 金融 機関 に 対す る 資本 増強 に 関す る 特 
別 措置 に 係る 監督 上 の 措置 
特定 震 災 特例 協同 組織 金融 機関 が 特定 岩 災 特例 経営 強化 計画 を 提出 する 場 
合 に お ける 金融 機能 強化 法 第 31 条 及 び 第 32 条 に 規定 する 監督 上 必要 な 措置 
に つい て は 、 特 に 以下 の 点 に 留意 する 。 
① 特定 岩 災 特例 経営 強化 計画 の 履行 状況 の フォ ロー アッ プ 
特定 岩 災 特例 経営 強化 計画 の 履行 状況 に つい て フォ ロー アッ プ を 行う に 当 
た っ て は 、 履 行状 況 報告 に お いて 、 特 定 震 災 特 例 経 営 強化 計画 に 掲げ られ た 
各種 施策 の 実施 状況 が 実績 計数 を 含め 具体 的 に 記載 され て いる か 検証 する も 
の と する 。 
② 監督 上 の 措置 
履行 状況 報告 に 記載 され た 、 特 定 固 災 特 定 経営 強化 計画 に 掲げ られ た 施策 
の 実施 状況 (実績 計数 を 含む 。) を 十分 に 検証 し た 上 で 、 当 該 特定 震 災 特例 
協同 組織 金融 機関 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 に お ける 経済 の 復興 状況 
等 を 勘案 し 、 特 に 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 当 該 特定 岩 災 特例 経営 
強化 計画 の 履行 を 確保 する た め 、 和 監督 上 必要 な 措置 を 講じ る も の と する 。 


( 注 ) な お 、 協 定 銀行 が 買取 り を 行っ た 信託 受益 権 等 に 所 定 の 配当 が な され な 
い 場 合 に は 、 金 融 機 能 強 化 法 に 基づき 、 協 同 組織 中 央 金融 機関 又は 当該 特 
定 岩 災 特例 協同 組織 金融 機関 に 対し 、 所 定 の 配当 が な され な い 理 由 及 び 収 
益 改善 策 等 に つい て 報告 を 求め る こと を 検討 する も の と する 。 

当該 検討 に 際 し て は 、 計 画 に 掲げ た 配当 に 対す る 方 針 に 沿っ た も の と な 
っ て いる か 、 当 該 特定 震 災 特例 協同 組織 金融 機関 が 主として 業務 を 行っ て 
いる 地域 の 収益 環境 が 回 復 し て いる か どう か 等 を 十分 に 勘案 する も の と す 
る 。 


③ 特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 が 金融 機能 強化 法 附則 第 16 条 第 3 項 の 認定 を 
受け た 場合 に お ける 監督 上 の 措置 
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特別 対象 協同 組織 金融 機関 等 が 金融 機能 強化 法 附則 第 16 条 第 3 項 の 経営 が 
改善 し た 旨 の 認定 を 受け た 場合 に お ける 、 金 融 機能 強化 法 第 31 条 及 び 第 32 
条 に 規定 する 監督 上 必要 な 措置 に つい て は 、Vー1 一 5 一 10 (2) を 参照 
する こと 。 


Vー1 一 5 一 15 金融 機能 強化 法 附則 第 22 条 第 1 項 の 規定 に より 経営 強化 機能 方 
針 を 提出 する 協同 組織 中 央 金融 機関 が 協同 組織 金融 機関 等 か ら 特 
定 支援 の 申込 み を 受け た 場合 の 審査 体制 に 係る 留意 事項 


府 令 附則 第 36 条 第 1 号 ハ に 規定 する 「 特 定 支援 の 申込 み を し た 協同 組織 金融 機関 
等 に より 資産 の 査定 が 、 利 用 する こと が で きる 直近 の 情報 に 基づき 適切 に され て い 
る こと 。」 に つい て は 、 特 定 支援 の 申込 み を し た 協同 組織 金融 機関 等 に よる 当該 申 
込み を し た 日 前 1 年 以内 の 一 定 の 日 の 資産 の 査定 に つい て 、 監 査 法人 等 若しくは 協 
同 組 織 中 央 金融 機関 と の 協議 を 経て いる こと と する 。 


Vー1 一 5 一 16 金融 機能 強化 法 附則 第 22 条 第 1 項 の 規定 に より 協同 組織 金融 機 
能 強 化 方 針 を 提出 する 場合 に お ける 優先 出資 の 引受 け 等 の 決定 に 
関す る 留意 事項 


協同 組織 中 央 金融 機関 が 金融 機能 強化 法 附 則 第 22 条 第 1 項 の 規定 に より 協同 組織 

金融 機能 強化 方 針 を 提出 する 場合 に お ける 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 に 規定 
する 優先 出資 の 引受 け 等 の 決定 に 関し 、 以 下 に 掲げ る 要件 の 審査 に 当たっ て は 、 そ 
れ ぞ れ 特 に 以下 の 点 に 留意 する も の と する 。 


( 1) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 1 号 に 規定 する 要件 

① 「 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 その 他 の 地域 に お ける 経済 
の 活性 化 に 資す る た め の 方 人 針 」 の 審査 に 当たっ て は 、 当 該 方 針 が 協同 組織 金 
融 関係 機関 全体 に お いて 、 中 小 規 模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 その 
他 の 地域 に お ける 経済 の 活性 化 に 資す る た め の も の と な っ て いる こと 。 

② 協同 組織 金融 機関 等 に 対す る 経営 指導 の 方 針 や その 内 容 が 、 当 該 協 同 組織 
金融 機関 等 に よる 金融 機能 の 発揮 を 促進 する た め に 適切 な が も の と な っ て いる 
5 

③ 協同 組織 金融 機関 等 か ら 優先 出資 の 引受 け 等 の 申込 み が あ っ た 場合 に 、 以 
下 の 内 容 を 含む 計画 を 提出 させ 、 そ れ を フォ ロー アッ プ す る こと と な っ て い 
る こと 。 
イ . 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 その 他 の 地域 に お ける 経済 

の 活性 化 に 資す る 方 策 
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ロ . 優先 出資 又は 劣後 ロー ン の 消却 、 償 二 又 は 返済 の た め の 対 応 を 図る 時 期 
の 見 通し 
ハ . 財務 内 容 の 健全 性 及び 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 する た め の 方 策 
(2) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 2 号 に 規定 する 要件 

審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 

① 協同 組織 金融 機能 強化 方 針 を 円 滑 か つ 確 実に 実施 する た め の 経 営 管 理 体制 
や 協同 組織 金融 機関 等 に 対す る 経営 指導 体制 が 構築 され て いる こと 。 

② 公 的 資金 の 配当 の 確保 に 向け た 態勢 が 整っ て いる こと 。 

③ 公 的 資金 の 管理 運用 体制 (協同 組織 金融 機関 等 か ら 特 定 支援 の 申込 み に 対 
する 審査 体制 を 含む 。) が 適切 な も の と な っ て いる こと 。 


(3) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 4 号 に 規定 する 要件 

審査 に 当たっ て は 、「 協 同 組 織 金 融 関係 機関 の 自己 資本 の 充実 の 状況 に 照ら 
し 適切 な 範囲 で ある こと 」 と の 要件 に つい て 、 東 日 本 大 震 災 に よる 協同 組織 金 
融 関係 機関 の 財務 基盤 へ の 洪 在 的 な 影響 も 踏ま え 、 協 同 組織 金融 関係 機関 の 財 
務 基 盤 の 安定 を 確保 し 、 適 切 か つ 積 極 的 な 金融 仲介 機能 が 発揮 で きる よう に す 
る な ど 、 当 該 協同 組織 金融 関係 機関 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 で 金融 機 
能 を 発揮 し 、 東 日 本 大 震 災 か ら の 復興 に 継続 的 に 貢献 する た め に 十分 な 自己 資 
本 の 水準 か どう か を 確認 する 。 


(4 ) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 6 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 協 同 組織 金融 機能 強化 方 針 に 添付 され る 協同 組織 中 央 金 
融 機関 の 貸借 対照 表 等 の 財務 諸表 が 、 直 近 の 当局 検査 の 内 容 を 的 確 に 踏ま えた 
も の で ある か 、 又 は 、 監 査 法人 等 と の 協議 を 経た も の で ある か どう か を 確認 
る 。 


Vー1 一 5 一 17 金融 機能 強化 法 附則 第 22 条 第 1 項 の 規定 に より 提出 する 協同 組 
織 金融 機能 強化 方 針 の 履行 を 確保 する た め の 監 督 上 の 措置 


協同 組織 中 央 金融 機関 が 金融 機能 強化 法 附 則 第 22 条 第 1 項 の 規定 に より 協同 組織 
金融 機能 強化 方 針 を 提出 する 場合 に お ける 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 9 に 規定 する 監 
首 上 必要 な 措置 に つい て は 、 特 に 以下 の 点 に 留意 する 。 


(1 ) 協同 組織 中 央 金融 機関 が 行う 当局 に 対す る 報告 に つい て 
金融 機能 強化 法 第 34 条 の 8 第 1 項 第 5 号 に 規定 する 「 特 別 関係 協同 組織 金融 
機関 等 に よる 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 その 他 の 地域 に お け 
る 経済 の 活性 化 に 資す る 方 策 の 実施 に 関す る 状況 」 に 、 特 別 関係 協同 組織 金融 
機関 等 (協同 組織 中 央 金融 機関 が 特別 関係 協同 組織 金融 機関 等 に 対す る 特定 支 
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援 の 実施 に より 取得 し た 優先 出資 又は 貸付 債権 の 処分 を し 、 又 は 償 如 若しくは 
返済 を 受け た 場合 に お ける 、 当 該 特別 関係 協同 組織 金融 機関 等 を 除く 。) に 係 
る 各種 施策 の 実施 状況 が 実績 計数 を 含め 具体 的 に 記載 され て いる こと を 確認 
る も の と する 。 


(2 ) 監督 上 の 措置 
履行 状況 報告 に 記載 され た 、 協 同 組織 金融 機能 強化 方 針 に 掲げ られ た 施策 の 
実施 状況 (実績 計数 を 含む 。) を 十分 に 検証 し た 上 で 、 当 該 特別 関係 協同 組織 
金融 機関 等 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 に お ける 経済 の 復興 状況 等 を 勘案 
し 、 特 に 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 協 同 組織 金融 機能 強化 方 針 の 履行 
を 確保 する た め 、 監 督 上 必要 な 措置 を 講じ る も の と する 。 


( 注 ) な お 、 協 定 銀行 が 引き 受け た 優先 出資 に 所 定 の 配当 が な され な い 場 合 に は 、 
金融 機能 強化 法 に 基づき 、 所 定 の 配当 が な され な い 理 由 及 び 収 益 改善 策 等 に 
つい て 報告 を 求め る も の と する 。 

当該 報告 等 に より 、 上 記 の 場合 に 至っ た 要因 が や む を 得 な い 事 情 に 基づく 
も の で ある か どう か 、 東 日 本 大 震 災 か ら の 復興 に 資す る 方 策 が 適切 に 履行 
れ て いる か どう か 、 当 該 特別 関係 協同 組織 金融 機関 等 が 主として 業務 を 行っ 
て いる 地域 の 収益 環境 が 回 復 し て いる か どう か な 等 を 十分 に 検証 し た 上 で 、 特 
に 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 当 該 改善 策 等 の 実行 を 求め る 業務 改善 
命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 


Vー1 一 5 一 18 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 (協同 組織 金融 機関 で あ 
る 場合 に 限る 。 以下 同じ 。 ) 、 又は 、 新型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 特例 金 
融 機 関 等 を 当事者 と する 人 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 に お ける 株 
式 等 の 引受 け 等 の 決定 に 関す る 留意 事項 


新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 、 又 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 特 例 金 
融 機関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 が 経営 強化 計画 を 提出 する 場 
合 に お ける 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 及び 第 17 条 第 1 項 に 規定 する 株 式 等 の 引受 け 等 
の 決定 並び に 第 28 条 第 1 項 に 規定 する 信託 受 益 権 等 の 買取 り 等 の 決定 に 関し 、 以下 に 掲 
げ る 要件 の 審査 に 当たっ て は 、 そ れ ぞ れ 特 に 以下 の 点 に 留意 する も の と する 。 


(1) 金融 機能 強化 法 附則 第 26 条 第 1 項 、 又 は 、 第 27 条 第 1 項 に 基づく 株 式 等 の 引受 け 
等 並び に 第 28 条 第 4 項 の 申込 み を 行う こと に 関す る 要件 
府 令 附則 第 37 条 第 1 項 第 1 号 、 第 42 条 第 1 項 第 10 号 イ 、 第 50 条 第 1 項 第 1 号 、 又 
は 、 第 51 条 第 1 項 第 1 号 に 基づい て 提出 され る 理由 書 の 審査 に 当たっ て は 、 当該 金融 
機関 等 が 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 、 又 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 
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症 特例 金融 機関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 で ある 旨 が 記 
載 さ れ て いる か 確認 する 。 

また 、 当該 金融 機関 等 に お ける 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 の 影響 を 受け た 者 へ 
の 信用 供与 の 状況 が 記載 され て いる か 確認 する 。 


( 2) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 4 号 及び 第 17 条 第 1 項 第 3 号 並 びに 第 28 条 第 1 項 

第 2 号 ハ に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 

① 部 門別 の 損益 管理 が 実施 され て いる 等 、 経 営 強化 計画 が 適切 に 実施 され る た め 
の 経営 管理 態勢 が 構築 され て いる こと 。 

② 減資 若しくは 準備 金 の 減少 等 に よる 繰越 欠損 金 の 処理 が な され て いる 、 又 は 、 当 
該 処 理 が 計画 に 盛り 込ま れ て いる 等 、 公 的 資金 の 配当 の 確保 に 向け た 態勢 が 整っ 
て いる こと 。 

③ 労使 間 で 十分 な 協議 を 行う こと 、 か つ 、 経 営 強化 計画 の 実施 に 際 し て 雇用 の 安定 
等 に 十分 な 配慮 を 行う こと が 見 込ま れる 等 、 経 営 強化 計画 の 実施 に より 従業 員 の 地 
位 が 不当 に 害さ れ な いも の で ある こと (金融 機能 強化 法 第 17 条 第 1 項 第 3 号 及び 第 
28 条 第 1 項 第 2 号 ハ に 規定 する 要件 に 限る 。 ) 。 


( 3) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 8 号 及 び 第 9 号 並び に 第 17 条 第 1 項 第 4 号 ホ 及び 
へ 並び に 第 28 条 第 1 項 第 1 号 口 及び 第 2 号 二 (2) に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、「 経 営 強化 計画 の 実施 の た め に 必要 な 範 革 で ある こと 」 と の 要 
件 に つい て 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 に よる 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 
機関 等 の 財務 基盤 へ の 潜在 的 な 影響 も 踏ま え 、 当該 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 
金融 機関 等 の 財務 基盤 の 安定 を 確保 し 、 適 切 か つ 積 極 的 な 金融 仲介 機能 が 発揮 で き 
る よう に する な ど 、 当 該 新型 コロ ナウ イル ス 感 委 症 特例 金融 機関 等 が 主として 業務 を 
行っ て いる 地域 で 金融 機能 を 発揮 し 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感 秒 症 等 か ら の 地域 経済 の 
再生 に 継続 的 に 貢献 する た め に 十分 な 自己 資本 の 水準 か どう か を 確認 する 。 


(4 ) 金融 機能 強化 法 第 5 条 第 1 項 第 11 号 及び 第 17 条 第 1 項 第 8 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 経 営 強化 計画 に 添付 され る 貸借 対照 表 等 の 財務 諸表 が 、 監 査 
法人 等 と の 協議 を 経た も の で ある か を 確認 する 。 


Vー1ー5 一 19 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 、 又 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 
感染 症 特例 金融 機関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 
等 に 係る 経営 強化 計画 の 履行 を 確保 する た め の 監 督 上 の 措置 等 


(1) 金融 機関 等 に 対す る 資本 増強 に 関す る 特別 措置 に 係る 監督 上 の 措置 
新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 、 又 は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 特 
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例 金 融 機 関 等 を 当事者 と する 金融 組織 再編 成 を 行う 金融 機関 等 が 経営 強化 計画 を 
提出 する 場合 に お ける 金融 機能 強化 法 第 10 条 及び 第 11 条 並び に 第 20 条 及び 第 21 条 
に 規定 する 監督 上 必要 な 措置 に つい て は 、 特 に 以下 の 点 に 留意 する 。 
① 経営 強化 計画 の 履行 状況 の フォ ロー アッ プ 
経営 強化 計画 の 履行 状況 に つい て フォ ロー アッ プ を 行う に 当たっ て は 、 履 行 
状況 報告 に お いて 、 経 営 強化 計画 に 掲げ られ た 各種 施策 の 実施 状況 が 実績 計数 
を 含め 具体 的 に 記載 され て いる か 検証 する も の と する 。 
② 監督 上 の 措置 
履行 状況 報告 に 記載 され た 、 経 営 強化 計画 に 掲げ られ た 施策 の 実施 状況 (実績 
計数 を 含む 。 ) を 十分 に 検証 し た 上 で 、 当該 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機 
関 等 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 に お ける 経済 の 再生 状況 等 を 勘案 し 、 特に 必 
要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 当該 計画 の 履行 を 確保 する た め 、 監 督 上 必要 な 措 
置 講 じ る も の と する 。 
( 注 ) な お 、 協 定 銀行 が 引き 受け た 優先 出資 に 所 定 の 配当 が な され な い 場 合 に は 、 金 
融 機能 強化 法 に 基づき 、 所 定 の 配当 が な され な い 理 由 及 び 収 益 改善 策 等 に つい て 
報告 を 求め る も の と する 。 
当該 報告 等 に より 、 上 記 の 場合 に 至っ た 要因 が や む を 得 な い 事 情 に 基づく も の で 
ある か どう か 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 等 か ら の 地域 経済 の 再生 に 資す る 方 策 
が 適切 に 履行 され て いる か どう か 、 当該 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 
が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 の 収益 環境 が 回 復 し て いる か どう か 等 を 十分 に 検 
証し た 上 で 、 特 に 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 当該 改善 策 等 の 実行 を 求め る 
業務 改善 命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 


(2) 協同 組織 中 央 金融 機関 に よる 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 協同 組織 金融 機関 
(金融 機能 強化 法 附 則 第 28 条 第 1 項 に 規定 する 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 協同 
組織 金融 機関 を いう 。 ) に 対す る 資本 増強 に 関す る 特別 措置 に 係る 監督 上 の 措置 

新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 協同 組織 金融 機関 が 経営 強化 計画 を 提出 する 場 
合 に お ける 金融 機能 強化 法 第 31 条 及び 第 32 条 に 規定 する 監督 上 の 措置 に つい て は 、 
特に 以下 の 点 に 留意 する 。 
① 経営 強化 計画 の 履行 状況 報告 の フォ ロー アッ プ 

経営 強化 計画 の 履行 状況 に つい て フォ ロー アッ プ を 行う に 当たっ て は 、 履行 状況 

報告 に お いて 、 経 営 強化 計画 に 掲げ られ た 各種 施策 の 実施 状況 が 実績 計数 を 含 
め 具 体 的 に 記載 され て いる か 検証 する も の と する 。 
② 監督 上 の 措置 
履行 状況 報告 に 記載 され た 、 経 営 強化 計画 に 掲げ られ た 施策 の 実施 状況 (実績 
計数 を 含む 。 ) を 十分 に 検証 し た 上 で 、 当該 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機 
関 等 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 に お ける 経済 の 再生 状況 等 を 勘案 し 、 特に 必 
要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 当該 経営 強化 計画 の 履行 を 確保 する た め 、 監 督 
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必要 な 措置 を 講じ る も の と する 。 

( 注 ) な お 、 協 定 銀行 が 買取 り を 行っ た 信託 受益 権 等 に 所 定 の 配当 が な され な い 場 合 
に は 、 人 金融 機能 強化 法 に 基づき 、 当該 協同 組織 中 央 機関 又は 新型 コロ ナウ イル ス 
感染 症 特 例 協同 組織 金融 機関 に 対し 、 所 定 の 配当 が な され な い 理 由 及 び 収 益 改善 
策 等 に つい て 報告 を 求め る も の と する 。 

当該 報告 等 に より 、 上 記 の 場合 に 至っ た 要因 が や む を 得 な い 事 情 に 基づく も の で 
ある か どう か 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 等 か ら の 地域 経済 の 再生 に 資す る 方 策 が 
適切 に 履行 され て いる か どう か 、 当該 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 特例 金融 機関 等 が 
主として 業務 を 行っ て いる 地域 の 収益 環境 が 回 復 し て いる か どう か 等 を 十分 に 検証 
し た 上 で 、 特 に 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 当該 改善 策 等 の 実行 を 求め る 業 
務 改 善 命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 


Vー1-5 一 20 金融 機能 強化 法 附 則 第 29 条 第 1 項 の 規定 に より 経営 強化 機能 方 針 を 
提出 する 協同 組織 中 央 金融 機関 が 協同 組織 金融 機関 等 か ら 特定 支援 の 
申込 み を 受け た 場合 の 審査 体制 に 係る 留意 事項 


府 令 附則 第 55 条 第 1 号 ハ に 規定 する 「 特 定 支 援 の 申込 み を し た 協同 組織 金融 機関 等 に 
よる 資産 の 査定 が 、 利 用 する こと が で きる 直近 の 情報 に 基づき 適切 に され て いる こと 。 」 に 
つい て は 、 特 定 支援 の 申込 み を し た 協同 組織 金融 機関 等 に よる 当該 申込 み を し た 日 前 1 
年 以内 の 一 定 の 日 の 資産 の 査定 に つい て 、 監 査 法人 等 若しくは 協同 組織 中 央 金融 機関 と 
の 協議 を 経て いる こと と する 。 


Vー1 一 5 一 21 金融 機能 強化 法 附則 第 29 条 第 1 項 の 規定 に より 協同 組織 金融 機能 強 
化 方 針 を 提出 する 場合 に お ける 優先 出資 の 引受 け 等 の 決定 に 関す る 留 
意 事 項 


協同 組織 中 央 金融 機関 が 金融 機能 強化 法 附則 第 29 条 第 1 項 の 規定 に より 協同 組織 人 金 
融 機能 強化 方 針 を 提出 する 場合 に お ける 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 に 規定 する 優 
先 出資 の 引受 け 等 の 決定 に 関し 、 以 下 に 掲げ る 要件 の 審査 に 当たっ て は 、 そ れ ぞ れ 特 に 
以下 の 点 に 留意 する も の と する 。 


( 1 ) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 1 号 に 規定 する 要件 
①「 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 そ の 他 の 地域 に お ける 経済 の 活 
性 化 に 資す る た め の 方 針 」 の 審査 に 当たっ て は 、 当該 方 針 が 協同 組織 金融 関係 機 
関 全体 に お いて 、 中 小 規模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 その 他 の 地域 に お 
ける 経済 の 活性 化 に 資す る た め の も の と な っ て いる こと 。 
② 協同 組織 金融 機関 等 に 対す る 経営 指導 の 方 針 や その 内 容 が 、 当該 協同 組織 金融 
機関 等 に よる 金融 機能 の 発揮 を 促進 する た め に 適切 な も の と な っ て いる こと 。 
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③ 協同 組織 金融 機関 等 か ら 優先 出資 の 引受 け 等 の 申込 み が あ っ た 場合 に 、 以 下 の 
内 容 を 含む 計画 を 提出 させ 、 そ れ を フォ ロー アッ プ す る こと と な っ て いる こと 。 
イ . 中 小 規 模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 そ の 他 の 地域 に お ける 経済 の 
活性 化 に 資す る 方 策 
ロ . 優先 出資 又は 劣後 ロー ン の 消却 、 償 本 又は 返済 の た め の 対 応 を 図る 時 期 の 見 
通し 
ハ . 財務 内 容 の 健全 性 及び 業務 の 健全 か つ 適 切な 運営 を 確保 する た め の 方 策 


(2) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 2 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 特 に 以下 の 点 に 着眼 する 。 
① 協同 組織 金融 機能 強化 方 針 を 円 滑 か つ 確 実に 実施 する た め の 経 営 管理 体制 や 
協同 組織 金融 機関 等 に 対す る 経営 指導 体制 が 構築 され て いる こと 。 
② 公 的 資金 の 配当 の 確保 に 向け た 態勢 が 整っ て いる こと 。 
③ 公 的 資金 の 管理 運用 体制 (協同 組織 金融 機関 等 か ら 特 定 支援 の 申込 み に 対す る 
審査 体制 を 含む 。 ) が 適切 な も の と な っ て いる こと 。 


( 3) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 4 号 に 規定 する 要件 

審査 に 当たっ て は 、「 協 同 組織 金融 関係 機関 の 自己 資本 の 充実 の 状況 に 照ら し 適 
切な 範囲 で ある こと 」 と の 要件 に つい て 、 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 に よる 協同 組織 
金融 関係 機関 の 財務 基盤 へ の 潜在 的 な 影響 も 踏ま え 、 協 同 組織 金融 関係 機関 の 財 
務 基 盤 の 安定 を 確保 し 、 適 切 か つ 積 極 的 な 金融 仲介 機能 が 発揮 で きる よう に する な ど 、 
当該 協同 組織 金融 関係 機関 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 で 金融 機能 を 発揮 し 、 
新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 か ら の 地域 経済 の 再生 に 継続 的 に 貢献 する た め に 十 
分 な 自己 資本 の 水準 か どう か を 確認 する 。 


(4 ) 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 4 第 1 項 第 6 号 に 規定 する 要件 
審査 に 当たっ て は 、 協同 組織 金融 機能 強化 方 針 に 添付 され る 協同 組織 中 央 金融 
機関 の 貸借 対照 表 等 の 財務 諸表 が 、 監査 法人 等 と の 協議 を 経た も の で ある か どう か 
を 確認 する 。 


Vー1 一 5 一 22 金融 機能 強化 法 附則 第 29 条 第 1 項 の 規定 に より 提出 する 協同 組織 金 
融 機 能 強 化 方 針 の 履行 を 確保 する た め の 和 監督 上 の 措置 


協同 組織 中 央 金融 機関 が 金融 機能 強化 法 附則 第 29 条 第 1 項 の 規定 に より 協同 組織 金 
融 機能 強化 方 針 を 提出 する 場合 に お ける 金融 機能 強化 法 第 34 条 の 9 に 規定 する 監督 
必要 な 措置 に つい て は 、 特 に 以下 の 点 に 留意 する 。 


(1) 協同 組織 中 央 金融 機関 が 行う 当局 に 対す る 報告 に つい て 
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金融 機能 強化 法 第 34 条 の 8 第 1 項 第 5 号 に 規定 する 「 特 別 関係 協同 組織 金融 機関 
等 に よる 中 小 規 模 の 事業 者 に 対す る 信用 供与 の 円 滑 化 そ の 他 の 地域 に お ける 経済 
の 活性 化 に 資す る 方 策 の 実施 に 関す る 状況 」 に 、 特 別 関係 協同 組織 金融 機関 等 ( 協 
同 組 織 中 央 金融 機関 が 特別 関係 協同 組織 金融 機関 等 に 対す る 特定 支援 の 実施 に よ 
り 取得 し た 優先 出資 又は 貸付 債権 の 処分 を し 、 又 は 償 病 若しくは 返済 を 受け た 場合 に 
お ける 、 当該 特別 関係 協同 組織 金融 機関 等 を 除く 。 ) に 係る 各種 施策 の 実施 状況 が 実 
績 計数 を 含め 具体 的 に 記載 され て いる こと を 確認 する も の と する 。 


(2 ) 監督 上 の 措置 
履行 状況 報告 に 記載 され た 、 協 同 組織 金融 機能 強化 方 針 に 掲げ られ た 施策 の 実 
施 状況 (実績 計数 を 含む 。 ) を 十分 に 検証 し た 上 で 、 当該 特別 関係 協同 組織 金融 機関 
等 が 主として 業務 を 行っ て いる 地域 に お ける 経済 の 再生 状況 等 を 勘案 し 、 特 に 必要 が 
ある と 認め られ る 場合 に は 、 協 同 組織 金融 機能 強化 方 針 の 履行 を 確保 する た め 、 監 
首 上 必要 な 措置 を 講じ る も の と する 。 
( 注 ) な お 、 協 定 銀行 が 引き 受け た 優先 出資 に 所 定 の 配当 が な され な い 場 合 に は 、 金 
融 機能 強化 法 に 基づき 、 所 定 の 配当 が な され な い 理 由 及 び 収 益 改善 策 等 に つい て 
報告 を 求め る も も の と する 。 


当該 報告 等 に より 、 上 記 の 場合 に 至っ た 要因 が や む を 得 な い 事 情 に 基づく も の で 
ある か どう か 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 等 か ら の 地域 経済 の 再生 に 資す る 方 策 
が 適切 に 履行 され て いる か どう か 、 当該 特別 関係 協同 組織 金融 機関 等 が 主として 
業務 を 行っ て いる 地域 の 収益 環境 が 回 復 し て いる か どう か 等 を 十分 に 検証 し た 上 
で 、 特 に 必要 が ある と 認め られ る 場合 に は 、 当該 改善 策 等 の 実行 を 求め る 業務 改 
善 命令 の 発動 を 検討 する も の と する 。 


Vー1 一 6 準用 一 覧 表 


協同 組織 金融 機関 も 預金 取扱 金融 機関 で あり 、 経 営 の 健全 性 に つい て 預金 者 か ら 
の 信 認 が 得 ら れ な けれ ば 安定 的 な 経営 は 維持 で きず 、 ま た 、 会 員 ・ 組 合 員 に 対す る 
与信 機能 も 十分 に 果たし 得 な い 。 

従っ て 、 協 同 組織 金融 機関 の 監督 に 当たっ て は 、 多 く の 場 面 で 、 地 域 銀行 に 対す 
る 監督 に 準じ た 対応 を する こと と な る が 、 協 同 組織 金融 機関 に お ける 監督 指針 の 適 
用 状況 ・ 準 用 状況 等 を 整理 すれ ば 、 別 紙 6 の と お り と な る 。 
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(別紙 6) 
業態 別 の 準用 一 覧 表 





(摘要 : 〇 印 ・… 銀 行 規定 を 準用 、 借 印 ・・・ 協 同 組織 で 書き 下ろ し 、 x 印 ・・ 準 用 せ ず 、 ( 協 )・・ 協 同 組 織 固 有 の 内 容 ) 


I 


項目 準用 状況 


wa た 当 
| O | 





1 一] 金融 検査 ・ 臣 督 に 関す る 基本 的 考え 方 | 0 | 0 | 
| エー2 中 小 "地域 金融 機 関 向け 監督 指針 策定 の 趣 古 。。 。。。 6。 | 〇 O | 0 | O | 
| エー3 中 小 "地域 金融 機 関 向け 監督 指 針 の 位置 付 )。 。。。。。 。  。。 | 〇 O | O | O | 
ーー 人 拓 負 攻 ーー ナー ニー トー ウー トー ウ 





gw ジー ーー オー ュー トー ミー ナーsー 
エー2 財務 の 健全 性 等 人 lm 1 
| エー 一 1 自己 資本 (早期 是正 措置 ) = | 〇 O | O | O | 
| エー2 一 2 統合 的 な リス ク 管 理 等 pp | | O | oO | 

















エー2ー6 流動 性 リス ク 





法令 等 遵守 





資本 金 肖 紀 x x 
( 協 )Vー1ー1 出資 増強 及び 合併 に お ける 留意 点 | @ | @ | @ | 
1 ロー3ー1-6 不適 切な 取引 等 。 | O | O | 0 
エー3 一 2 利用 者 保護 等 ll 













与信 取引 等 (貸付 契約 並び に これ に 伴う 担保 ・ 保 証 契約 及び デ 
リバ ティ ブ 取 引 ) に 関す る 顧客 へ の 説明 態勢 


ー3ー2 一 の 


に SGS | 0 | 0 | 

1 7-3 EE ら 6 | 6 | G | 
1 に 3 の RE 9 | 9 LLS_ | 
TT ー3ー2ー5 預金 ・ リ スク 商品 等 の 販売 ・ 説 明 態 替 | Oo 
8 + 9 + 86 


エー3 一 2 一 6 相談 ・ 苦 情 等 へ の 対処 (金融 ADR 制 度 へ の 対応 も 含む ) 


エー8 一 3 事務 スク ーー | oO | Oo | Oo | 







: 発生 時 等 に お ける 久 | @ | @ | e _ 
ロー3ー4 一 2 ATM シ ステ ム の セキ ュ リティ 対策 。。 | O | O | O | 





に 0 0 
EC TT EE < EES ME 
EE 上: と 





エー10「 経 営 者 保証 に 関す る ガイ ドラ イン 」 の 融資 慣行 と し て の 浸透 ・ 定 着 等 


エー11 経営 者 以外 の 第 三 者 の 個人 連帯 保証 を 求め な いこ と を 原則 と する 融資 慣行 の 確立 等 "| 〇 | 〇 O | O | 


393 


(摘要 : 〇 印 … 銀 行 規定 を 準用 、@ 印 ・… 協同 組織 で 書き 下ろ し 、 x 印 … 準用 せ ず 、( 協 )… 協同 組織 固有 の 内 容 ) 


EE 


世銀 行 の 検査 ・ 監 督 に 係る 事務 処理 上 の 留意 点 








和 ル 一 1 検査 ・ 監 督 事務 に 係る 基本 的 考え 方 


入 一 1 一 4 監督 部 局 間 に お ける 連携 
臣 一 1 一 5 預金 保険 機構 が 行う 検査 と の 連携 
下 ー1-6 管轄 財務 局長 権限 の 一 部 の 管轄 財務 事務 所 長 へ の 内 部 委任 
忠一 1ー7 個別 銀行 に 関す る 行政 報告 等 
世 一 1 一 8 災害 に お ける 金融 に 関す る 措置 ( 秋 害 対策 基本 法 等 関係 ) 
臣 一 1 一 9 銀行 等 が 提出 する 申請 書 等 に お ける 記載 上 の 留意 点 
玉 一 1 一 10 書面 * 対 面 に よる 手続 き に つい て の 留意 点 
玉 一 1 一 11 申請 書 等 を 提出 する に 当たっ て の 留意 点 
忠一 2 銀行 に 関す る 苦情 ・ 情 報 提供 等 
忠一 2 一 1 相談 ・ 苦 情 等 を 受け た 場合 の 対応 
忠一 2 一 2 金融 サー ビス 利用 者 相談 室 と の 連携 
世 ー2 ニ 9 金融 サー ビス 利用 者 相 談 室 で 受け 付け た 情報 の うち 、 い わ ゆ る 貸し 渋り ・ 貸 し 
剥が し と し て 提供 され た 情報 に 係る 監督 上 の 対応 


預金 口座 を 利用 し た 架空 請求 等 預金 口座 の 不正 利用 に 関す る 情報 を 受け た 
場合 の 対応 


一 3 法令 解釈 等 の 照会 を 受け た 場合 の 対応 | | | 
一 3ー1 照会 を 受け る 内 容 の 箇 団 ーー | 0 | O | O | 
一 3ー2 照会 に 対す る 回 答 方 法 。ー ーーー 0 | 0 | O | 

ー3 法令 適用 事前 確認 手続 (ノー アク ショ ン レ ター 制度 ) | 0 | 0 | 

3ー4 グレ ー ゾ ー ン 解消 制度 

中 4 銀行 法 等 に 係る 事務 処理 





忠一 2 一 4 








TT— 
TT— 


目 


4ー1 営業 拠点 等 の 取扱 い 4 |] O | O | Oo | 
(一 4ー2 「 そ の 他 付随 業務 」 等 の 取扱い |] O | O | O | 
4-3 預金 等 の 取扱い 。V。VvVV 6646《〈{ |] Oo | Oo | Oo | 


由 


目 








主 な 着眼 点 
監督 手法 ・ 対 応 
忠一 4ー11 銀行 持株 会 社 


一 4ー14 銀行 主要 株 主 





忠一 4 一 16 産業 競争 力 強 化 法 に 関す る 銀行 の 留意 事項 
忠一 4ー17 金融 機能 強化 法 に 関す る 留意 事項 
( 協 ) ソ ー1 一 5 金融 機能 強化 法 に 関す る 留意 事項 


一 5 行政 指導 等 を 行う 際 の 留意 点 等 





一 6 行政 処分 を 行う 際 の 留意 点 


※1 「 エ 一 3ー7ー2(15) 銀行 持株 会 社 に よる 統括 機能 」 を 除く 
※2 業 域 ・ 職 域 信 組 を 除く 
※3 「V 一 5ー2 一 4 銀行 代理 業者 が 所 属 銀行 の 親会社 又は 主要 株 主 で ある 場合 の 留意 点 」 を 除く 
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Vー2 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に お ける 経営 力 の 強化 に 向け た 取組 み に 係る 留 


信用 金庫 及び 信用 協同 組合 は 、 地 域 密 着 型 金融 の 取組 み 等 の 中 で 、 地 域 銀行 と 同様 、 
バー ゼル I 導入 等 を 踏ま えた リス ク 管 理 態 勢 の 充実 、 法 令 等 遵守 態勢 の 強化 等 の 経営 
力 の 強化 に 取り 組ん で きた 。 

この 他 に も 、 市 場 か ら の 経営 の チェ ッ ク が 行わ れ に くく 、 ガ バナ ンス が 相対 的 に 叶 
いと の 指摘 を 踏ま え 、 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に お ける 地域 密着 型 金融 の 固有 の 取 
組み と し て 、 例 えば 、 
・ 半期 開示 等 ディ スク ロー ジャ ー の 充実 、 
・ 内 部 の ガバ ナン ス 機 構 で ある 総代 会 の 機能 向上 、 
・ 中 央 機関 に よる 経営 モニ タリ ング 、 経 営 相談 ・ 指 導 機 能 の 充実 、 
等 、 ガ バナ ンス の 向上 に 向け 、 個 別 金 融 機関 及び 中 央 機関 ・ 業 界 団体 に よる 総合 的 な 
取組 み を 講じ て きた 。 

平成 19 年 4 月 5 日 に 金融 審議 会 金融 分 科 会 第 二 部 会 か ら 公表 され た 報告 書 の 中 で 、 
信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に お いて は 、 こ れ ま で の 地域 密着 型 金融 へ の 取組 み が 、 総 
じ て 自 己 資本 比率 の 上 昇 や 不良 債権 比率 の 低下 等 の 成果 に 結び つい て いる も の の 、 一 
方 で 、 不良 債権 比率 が 他 業 態 に 比 し て 高い 、 預 貸 率 が 低下 し て いる 等 の 事実 が あめ る と 
指摘 され て いる 。 こ の た め 、 信 用 金庫 及び 信用 協同 組合 は 、 そ の 特性 を 踏ま えつ つ 、 
ガバ ナン ス の 強化 、 コ ンプ ライ アン ス 態 勢 ・ リ スク 管理 態勢 の 強化 等 、 経営 力 の 強化 
に 向け た より 一 層 の 取組 み が 必 要 で ある と の 提言 が 本 報告 書 の 補 論 (協同 組織 金融 機 
関 に つい て ) と し て 示さ れ た 。 し た が っ て 、 本 報告 書 を 踏ま え 、 信 用 金庫 及び 信用 協 
同 組合 が 経営 力 の 強化 に 向け た 取組 み を 推進 する に 当たっ て の 固有 の 留意 点 に つい 
て 、 監 督 指針 に 明確 に 盛り 込む こと と する 。 


Vー2 一 1 一 2 基本 的 考え 方 


信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に お ける 経営 力 の 強化 に 向け た 取組 み に つ いて は 、 まず 
は 、 個 別 機関 の 自主 的 な 態勢 整備 ・ 強 化 が 必要 で ある が 、 中 央 機関 や 業界 団体 に よる 
業務 補完 ・ 支 援 も 不可 欠 で あり 、 そ の 機能 充実 を 通じ た 総合 的 な 取組 み の 推 進 を 図る 
こと も 必要 で ある 。 特 に 、 預 貸 率 が 低下 し て いる こと を 踏ま える と 、 中 央 機関 に よる 
才 資 運用 の 強化 は 緊要 の 課題 で ある 。 

な お 、 本 監督 指針 の 運用 に 当たっ て は 、 各 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 の 規模 ・ 特 性 
等 を 十分 に 踏ま え 、 機 械 的 ・ 画 一 的 な 取扱 いと な ら な いよ う 配 慮 する も の と する 。 
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Vー2 一 2 主 な 着眼 点 
Vー2 一 2ー1 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に 対す る 主 な 着眼 点 


信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に お ける ガバ ナン ス の 強化 を は じ め と し た 経営 力 の 強 
化 に 係る 取組 み を 検証 する に 当たっ て は 、 必要 に 応じ 、「 銀行 監督 上 の 評価 項目 」 
を 参照 する ほか 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 


V 一 2 クー2ー1 一 1 経営 管理 (ガバナンス) 


(1) 総代 会 の 機能 向上 等 に 向け た 取組 み 

信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に お ける 総代 選任 (選挙 ) 手続 き や 総 代 会 の 運営 方 

針 等 に 関し て は 、 業界 団体 に お いて 、 自 主 申し 合せ 等 が 取り まとめ られ て いる こ 

と 等 を 踏ま え 、 個 々 の 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に お いて 、 例 えば 、 次 の よう な 

総代 会 の 機能 向上 等 に 資す る 取組 み が 行 われ て いる か 。 

① 業界 団体 の 自主 申し 合せ 等 を 踏ま え 、 総代 会 に 関す る 適切 な ディ スク ロー ジ 
ャ ー や 、 会 員 ・ 組 合 員 に な ろう と する 者 に 対す る 適切 な 説明 が 実施 され て いる 
か 。 

② 日 常 的 な 事業 活動 等 で 得 ら れ た 、 総代 で は な い 一 般 の 会 員 ・ 組 合 員 か ら の 意 
見 を 総代 会 に 適切 に 反映 する 等 、 会 員 ・ 組 合 員 の 意見 ・ ニ ー ズ を 把握 し 、 こ れ 
を 経営 改善 や 業務 戦略 に つなげ て いく 組織 的 な 枠組 み を 構築 する こと を 通じ 、 
会 員 ・ 組 合 員 と の 関係 強化 に 取り 組ん で いる か 。 

③ 自ら の 規模 ・ 業 容 ・ 体 制 や 地域 に お ける 環境 等 を 踏ま は え 、 必要 に 応じ て 、 上 
記 の 自主 申し 合せ 以外 の 項目 に つい て も 、 総 代 会 の 機能 向上 に 向け た 取組 み を 
行う こと に つい て 検討 ・ 実 施さ れ て いる か 。 


(2 ) 半期 開示 の 充実 に 向け た 取組 み 
信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に お ける 半期 開示 に つい て は 、 業 界 団体 に お いて 、 
自主 申し 合せ 等 が 取り まとめ られ て いる こと に 加え 、 法令 に お いて も 努力 規定 が 
設け られ て いる 。 こ の よう な 点 を 踏ま え 、 個 々 の 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に お 
いて 、 例 えば 、 次 の よう な 半期 開示 の 充実 に 向け た 取組 み が 行 われ て いる か 。 
① 業界 団体 の 自主 申し 合せ 等 を 踏ま え 、 適 切な 半期 開示 が 実施 され て いる か 。 
② 自ら の 規模 ・ 業 容 ・ 体 制 や 地域 に お ける 環境 等 を 踏ま え 、 必 要 に 応じ て 、 上 


記 の 自主 申し 合せ 以外 の 項目 に つい て も 、 情 報 開示 を 行う こと に つい て 検討 ・ 
実施 され て いる か 。 
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Vー2 ク ー2ー1 一 2 リス ク 管 理 態 勢 


(1) 信用 リス ク 管 理 

信用 金庫 及び 信用 協同 組合 は 、 不良 債権 比率 が 他 業 態 に 比 し て 高い と いう 事実 

が ある こと か ら 、 不良 債 権 の 適切 な 管理 が より 一 層 重 要 で ある と 考え られ る 。 一 

方 、 信 用 金庫 及び 信用 協同 組合 に は 、 相 互 扶助 ・ 非 営利 と いう 特性 が ある こと か 

ら 、 取 引 先 (会 員 ・ 組 合 員 資 格 ) が 原則 と し て 自ら の 事業 地区 内 の 小 規模 事業 者 

に 限定 され る 等 の 制度 的 枠組 み が 存 在 し て いる こと に 留意 が 必要 で ある 。 

また 、 信 用 人 金庫 及び 信用 協同 組合 に お ける 不良 債権 の 処理 に 関し て は 、 ま ず は 

適切 な 償却 ・ 引 当 に より 金融 機関 の 健全 性 を 確保 し つつ 、 事 業 再生 ・ 中 小 企業 金 

融 の 円 滑 化 や 地域 活性 化 な ど 、 地域 密着 型 金融 の 取組 み を 進め る こと に よっ て 問 

題 解決 を 図る こと が 基本 で ある 。 

① 問題 債権 の 管理 部 門 は 、 問題 債権 が 金融 機関 の 経営 の 健全 性 に 与え る 影響 を 
認識 し 、 内 部 規程 に 基づき 、 問 題 債権 と し て 管理 が 必要 な 債権 を 早期 に 把握 す 
る 態勢 を 整備 し て いる か 。 

② 金融 機関 の 経営 に 対し て 大 き な 影 響 を 及ぼ す 可 能 性 の ある 大 口 与信 先 に つ 
いて は 、 合理 的 な 基準 に より 抽出 ・ 把 握 し 、 そ の 信用 状況 や 財務 状況 に つい て 
個別 か つ 継 続 的 に モニ タリ ング を 行い 、 個 別に 管理 する 態勢 と な っ て いる か 。 

③ 特定 の 業種 、 地 域 、 商 品 等 の リス ク 特 性 が 相似 し た 対象 へ の 与信 に つい て は 、 
例え ば 、 ポ ー ト フォ リオ の クレ ジッ ト ・ リ ミッ ト (与信 額 の 上 限 、 与 信 総 額 に 
占め る 比率 の 上 限 、 与 信 方 針 の 再 検討 を 行う 与信 額 等 ) を 設定 する 等 に より 、 
適切 に 管理 する 態勢 が 整備 され て いる か 。 

④ 小 規模 事業 者 で ある 与信 先 に つい て は 、 その 特色 を 踏ま は そえ て きめ 細か な 与信 
管理 を 行っ て いる か 。 
例え ば 、 取引 先 と の 長期 的 な 密度 の 高い コミ ュ ニ ケー ショ ン を 確保 する 組織 
的 な 枠組 み を 構築 し 、 継続 的 な 企業 訪問 等 を 行う こと 等 を 通じ て 、 企 業 の 技術 
力 ・ 販 売 力 や 経営 者 の 資質 と いっ た 定性 的 な 情報 を 含む 経営 実態 の 十分 な 把握 
と 債権 管理 に 努め て いる か 。 ま た 、 き め 細 か な 経営 相談 、 経 営 指導 等 を 通じ て 
積極 的 に 企業 ・ 事 業 再 生 に 取り 組ん で いる か 。 

⑤ 小 規模 事業 者 に 対す る 与信 に 関し て は 、 総じて 景気 の 影響 を 受け や すく 、 一 
時 的 な 要因 に より 債務 超過 に 陥り や すい と いっ た 小 規模 事業 者 の 経営 ・ 財 務 面 
の 特性 を 踏ま え 、 与信 先 の 経営 実態 を 総合 的 に 勘案 し た 信用 格付 等 の 与信 管理 
を 行っ て いる か 。 

⑥ 中 小 企業 再生 支援 協議 会 ・ 全 国 組織 や 中 小 企業 基盤 整備 機構 の ファ ンド を は 
じ め と する 各種 ファ ンド の 積極 的 な 活用 も 含め 、 的 確 な 事業 再生 計画 を 策定 す 
る 等 に より 、 取 引 先 の 真 の 再生 に 努め る こと と し て いる か 。 
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(2) 市 場 リ スク 管理 

信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に お いて は 、 取 引 先 (会 員 ・ 組 合 員 資格 ) が 原則 と 
し て 自ら の 事業 地区 内 の 小 規 模 事業 者 に 限定 され る 等 の 制度 的 枠組 み が 存 在 し 
て お り 、 地区 内 の 地域 経済 の 状況 等 を 反映 し て 預 貸 率 が 低下 し て いる 金融 機関 の 
中 に は 、 積 極 的 に 余裕 資金 を 有価 証券 に 投資 し て いる と ころ も み ら れ る 。 

し た が っ て 、 こ の よう な 状況 を 踏ま え 、 有 価 証券 の 投資 動向 な ど 必 要 に 応じ 、 
信用 金庫 及び 信用 協同 組合 の 市 場 リ スク 等 に 係る 内 部 管理 態勢 の 整備 状況 に つ 
いて 把握 する こと が 重要 で ある 。 
① 有価 証券 の 価格 等 の 変動 が 経営 に 与え る 影響 に つい て 、 ス トレ ステ スト を 実 

施す る 等 の 分 析 が 行わ れ 、 適 切な 対応 策 が 講じ られ て いる か 。 
② 仕組 債 等 の 複雑 な リス ク 特 性 を 有する 投資 商品 へ の 投資 を 行っ て いる 場合 、 

経営 陣 が 商品 の リス ク 特 性 を 把握 し 、 以下 の 点 を 含む 適切 な リス ク 管 理 態勢 を 

整備 し て いる か 。 

イ . 自己 資本 、 収 益 力 、 集 中 リス ク 等 を 勘案 し た 適切 な 限度 枠 (リス ク 枠 、 ポ 

ジ シ ョ ン 枠 、 損 失 限 度 枠 等 ) を 設定 し て いる か 。 
ロ . 上 記 の 限度 枠 及 びそ の 設定 方 法 に つい て は 、 定 期 的 に 、 か つ 、 必要 に 応じ 
て 随時 見 直し を 行う こと と し て いる か 。 

ハ . 限度 枠 の 遵守 状況 と 使用 状況 を 適切 に モニ タリ ング し 、 経 営 陣 に 対し て 、 

定期 的 に 、 か つ 、 必 要 に 応じ て 随時 報告 する こと と し て いる か 。 

ニニ . 限度 枠 を 超過 し た 場合 等 の 報告 体制 、 対 応 等 を 明確 に 定め て いる か 。 

ホ . 限度 枠 及 びそ の 設定 方 法 の 見 直し 、 限 度 枠 の 遵守 状況 等 の モニ タリ ング 、 

限度 枠 を 超過 し た 場合 の 対応 等 に 関し 、 経営 陣 に お いて 適切 な 対応 が 図ら れ 
る 人 的 構成 と な っ て いる か 。 

へ . 投資 を 行う 際 に は 、 販 売 会 社 か ら 十分 な 説明 を 求め る 等 に より 、 投 資 対象 、 
リス ク ・ プ ロフ ァイル 、 リ スク と リタ ー ン の 関係 等 を 十分 認識 ・ 確 認 する 意 
思 決 定 プ ロ セ ス を 経て いる か 。 

ト . ファ ンド へ の 投資 を 行う 際 に は 、 販売 会 社 か ら 十 分 な 説明 を 求め る 等 に よ 
り 、 当 該 フ ァ ン ド の 投資 方 針 、 資 産 構成 、 リ スク 特性 等 に つい て 十分 確認 す 
る と と も に 、 適 切な 頻度 で リス ク 管 理 上 必要 な 情報 開示 が な され る こと と さ 
れ て いる か 。 

チ . ファ ンド の 投資 資産 の 評価 方 法 等 、 時 価 を 決定 する 上 で の 各 有 要素 に つい て 、 

販売 会 社 か ら 説明 を 求め る 等 に より 、 そ の 妥当 性 を 検証 ・ 確 認 し て いる か 。 
③ 定期 的 に 、 か つ 、 必 要 に 応じ て 内 部 監査 ・ 外 部 監査 を 行う こと 等 に より 、 市 

場 リ スク 管理 の 状況 を 的 確 に 分 析 し 、 市 場 リス ク 管 理 の 実効 性 の 評価 を 行っ た 

上 で 、 熊 勢 上 の 弱点 、 問 題 点 等 改善 すべ き 点 の 有無 及び その 内 容 を 適切 に 検討 

する と と も に 、 そ の 原因 を 適切 に 検証 し て いる か 。 
④ 自ら の 有価 証券 運用 に 係る 規模 ・ 体 制 、 運 用 状況 等 を 的 確 に 把握 し 、 必 要 に 

応じ て 、 中 央 機関 に よる 市 場 リ スク 等 の 管理 に 係る 業務 支援 ・ 補 完 機 能 を 適切 
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に 活用 し て いる か 。 


Vー2ー2 一 2 中 央 機関 に 対す る 主 な 着眼 点 


中 央 機関 に は 、 報告 書 を 踏ま え 、 以下 の 事項 に つい て 恒久 的 な 取組 み 強 化 を 要請 
る も の と する 。 特に 、 預 貸 率 が 低下 し て いる こと を 踏ま える と 、 中 央 機関 に よる 余 資 
運用 の 強化 は 忠 要 の 課題 で ある 。 

し た が っ て 、 中央 機関 に よる 傘下 金融 機関 に 対す る 経営 力 の 強化 に 係る 取組 み を 検 
証する に 当たっ て は 、 当 該 要請 事項 に 留意 する も の と する 。 


(1) 傘下 金融 機関 に 対す る 経営 モニ タリ ング や 経営 相談 ・ 指 導 の 機能 を 拡充 する と 
と も に 、 必要 に 応じ 、 傘 下 金融 機関 の 経営 力 強 化 を 図り 健全 性 確保 に 万 全 を 期す 
た め の 資 本 増強 制度 を 十分 に 活用 する こと 。 


Ft 


(2) 人 材 の 育成 や 確保 等 を 図り つつ 、 必要 に 応じ 、 傘 下 金融 機関 の 経営 管理 態勢 
強化 する た め の 人 的 支援 を 行う こと 。 


(3) 市 場 リ スク や 収益 性 確保 へ の 対応 と し て 、 傘 下 金融 機関 の 市 場 リ スク 管理 態勢 
等 の 強化 に 向け て 取り 組む と と も に 、 中 央 機関 が 傘下 金融 機関 の 余裕 資金 を 運用 
し て 収益 を 還元 する 機能 等 の 一 層 の 活用 に 向け て 取り 組む こと 。 


Vー2 一 3 監督 手法 ・ 対 応 


信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に お ける ガバ ナン ス の 強化 を は じ め と し た 経営 力 の 強 
化 に 対す る 監督 手法 ・ 対 応 に つい て は 、 必 要 に 応じ 、「I 銀行 監督 上 の 評価 項目 」 
を 参照 する ほか 、 特 に 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 


Vー2 一 3ー1 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に 対す る 対応 


(1) 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に つい て は 、 ト ッ プ ヒア リン グ 及 び 総 合 的 な ヒア リ 
ング の 機会 を 活用 し 、 経 営 力 強 化 に 向け た 取組 み に つ いて 、 必要 に 応じ 、 上 記 V 
ー2 一 2ー1 の 着眼 点 を 踏ま そえ た ヒア リン グ を 実施 し 、 経営 力 強 化 に 向け た 取組 
み 状 況 等 に つい て 的 確 に 把握 する こと と する 。 

その 際 に は 、 自 ら の 規模 ・ 体 制 等 を 的 確 に 把握 し 、 経 営 力 の 強化 に つい て 、 中 
央 機関 ・ 業 界 団体 に よる 各種 業務 支援 ・ 補 完 機能 を 適切 に 活用 し て いる か に つい 
て 的 確 に 把握 する こと と する 。 

特に 、 早 期 警戒 制度 (安定 性 改善 措置 ) を 講じ る 際 に は 、 自 ら の 有価 証券 運用 
に 係る 規模 ・ 体 制 、 運 用 状況 等 を 的 確 に 把握 し 、 必 要 に 応じ て 、 中 央 機関 に よる 
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市 場 リ スク 等 の 管理 に 係る 業務 支援 ・ 補 完 機能 や 、 傘 下 金 融 機関 の 余裕 資金 を 運 
用 し て 収益 を 還元 する 機能 を 適切 に 活用 し て いる か 等 に つい て も 記載 を 求め 、 検 
証する こと と する 。 

また 、 早 期 警 戒 制度 (信用 リス ク 改 善 措置 ) を 講じ る 際 に は 、 取 引 先 と の 長期 
的 な 密度 の 高い コミ ュ ニ ケー ショ ン を 確保 する 組織 的 な 枠組 み を 構築 する こと 
に より 、 当 該 取引 先 の 正確 な 経営 実態 の 把握 、 早期 の 事業 再生 に 向け た 取組 み の 
着手 、 不 良 債権 の 発生 の 未然 防止 等 が 図ら れ て いる か 等 に つい て も 記載 を 求め 、 
検証 する こと と する 。 


(2) 法令 等 遵守 の 徹底 に つい て 
これ まで も 、 各 金融 機関 に お ける 法令 違反 や 不祥事 件 等 に つい て は 、 業 務 改 善 
命令 等 の 監督 上 の 措置 を 厳正 に 運用 し て きた と ころ 。 
し か し な が ら 、 近 時 、 一 部 の 業態 に お いて 不祥事 件 に より 行政 処分 を 受け る 事 
例 が 多発 し て いる と いう 事実 が み ら れ る こと を 踏ま え 、 引き続き 、 法令 違反 や 不 
祥 事件 等 に 係る 監督 上 の 措置 を 厳正 に 運用 する こと と する 。 


(3) 中 央 機関 の 支店 に 対す る ヒア リン グ 
個々 の 信用 金庫 及び 信用 協同 組合 に 対す る 監督 に 当たっ て は 、 必要 に 応じ 、 傘 
下 金融 機関 に 対し て 経営 支援 機能 を 有する 中 央 機関 の 各 支 店 に 対し て も ヒア リ 
ング を 行う も の と する 。 


Vー2ー3 一 2 中 央 機関 に 対す る 対応 


中 央 機関 ・ 業 界 団体 に よる 傘下 金融 機関 に 対す る 経営 力 強 化 に 向け た 取組 み に 係る 
業務 補完 ・ 支 援 の 状況 に つい て は 、 金融 店 監督 局 に お いて 、 上 記 V ソ ー2 一 2 一 2 の 着 
眼 点 等 を 踏ま えた ヒア リン グ を 実施 し 、 取 組み 状況 等 を 的 確 に 把握 する こと と する 。 

特に 、Vー2 一 2 一 2 (3) に お いて 要請 し て いる 事項 は 、 預 貸 率 の 低下 に より 緊 
要 の 課題 で ある こと か ら 、 必要 に 応じ て 傘下 金融 機関 に 対す る 適切 な 対応 ・ 機 能 提 供 
が 図れ る 態勢 と な っ て いる か に つい て 、 定 期 的 な ヒア リン グ 等 を 通じ て 的 確 に 把握 す 
る こと と する 。 
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Vー3 信用 金庫 及び 信用 金庫 連合 会 関係 


信用 金庫 及び 信用 金庫 連合 会 (以下 「 信 用 金庫 等 」 と いう 。) の 検査 ・ 監 督 に 当 た 
っ て 、 財務 局 の 事務 処理 手続 に つい て は 以下 の 要領 に より 行う こと と し 、 円滑 な 事務 
処理 に 努め る も の と する 。 


Vー3 一 1 監督 部 局 間 に お ける 連携 


Vー3ー1 一 1 金融 庁 と の 連携 


(1 ) 信用 金庫 か ら 財 務 局 に 対し 、 事 前 相談 や 認可 又は 承認 等 の 申請 が あっ た と き 
は 、 以 下 の 点 に 留意 する も の と する 。 
① 信用 金庫 法 施行 規則 第 171 条 の 規定 に より 、 信 用 金庫 か ら 財 務 局 に 対し 信用 
金庫 法 施行 令 第 10 条 の 2 第 1 項 の 規定 に 基づき 、 人 金融 庁 長官 の 権限 の うち 財 
務 局 長 に 委任 され て いる 権限 以外 の 権限 に 係る 免許 、 認可 (予備 審査 を 含む 。) 
又は 承認 に 係る 事前 相談 が あっ た と き は 、 速 や か に 監督 担当 部 門 に 連絡 の 上 、 
同 部 門 及び 財務 局 が 一 体 と な っ た ヒア リン グ を 実施 し 、 ま た 、 こ れ に 係る 申請 
が あっ た と き は 、 速やか に 監督 局長 に 進 達 する こと と する ほか 、 同 法 施 行 令 第 
10 条 の 2 第 1 項 の 規定 に 基づき 財務 局長 に 権限 委任 され た 認可 等 の うち 、 合 
併 や 事業 譲渡 な ど 重 要 な 認可 等 が 必要 と な る よう な 情報 を 入手 し た と き は 、 速 
や か に 、 監督 局 担当 部 門 に 情報 提供 する な ど 、 金融 庁 と 密接 な 連携 に 努め る も 
の と する 。 
② エル 一 4 一 2 (4) に 係る 事前 相談 が あっ た 場合 は 、 速やか に 監督 局 担当 部 門 
に 連絡 の うえ 、 財 務 局 及び 同 部 門 が 一 体 と な っ た ヒア リン グ を 実施 する こと と 
す る 。 な お 、 当 該 信用 金庫 に 関し て 参考 と な る 情報 が あれ ば 、 適宜 、 同 部 門 
に 情報 提供 する な ど 、 密 接 な 連携 に 努め る も の と する 。 
( 注 ) な お 、 既 に 他 の 金融 機関 に お いて 同様 の 事例 が ある 場合 に は 、 財 務 局 に お 
いて ヒア リン グ を 実施 する こと も 可能 と する 。 そ の 場合 、 ヒ アリ ング 結果 を 
速やか に 監督 局 担当 部 門 に 報告 する も の と する 。 


(2 ) 信用 金庫 法 第 89 条 第 1 項 に お いて 準用 する 銀行 法 第 24 条 に 基づき 報告 徴 求 命 
令 (検査 終了 後 の フ ォ ロ ー ア ッ プ に 係る 報告 徴 求 命令 は 除く 。) を 発出 し た と き 
及び 信用 金庫 法 第 89 条 第 1 項 に お いて 準用 する 銀行 法 第 26 条 に 規定 する 命令 
発出 し た と き は 、 遅滞 な く 監 督 局長 に 報告 する も の と する 。 た だ し 、 金融 庁 の 指 
示 に より 報告 徴 求 し た 場合 に は 、 こ の 限り で な い 。 


Vー3ー1 一 2 財務 局 間 に お ける 連携 
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信用 金庫 に 関し て 、 認可 (予備 審査 を 含む 。) 又は 承認 を 行う 財務 局長 は 、 認可 ( 予 
備 審査 を 含む 。) 又は 承認 を し よう と する 事項 が 他 の 財務 局 の 管轄 区 域 に 及ぶ と き は 、 
あら か じ め 当 該 他 の 財務 局長 と 協議 する こと と する ほか 、 その他 参考 と な る 情報 が あ 
れ ば 、 適 宜 、 当 該 他 の 財務 局 に 情報 提供 する な ど 、 財務局 間 に お いて 密接 な 連携 に 努 
め る も の と する 。 な お 、 認 可 又 は 承認 に か か る 申請 が 、 す で に 予備 審査 終了 済 の も の 
で あり 、 そ の 内 容 の 重要 な 事項 に つい て 変化 が な い 場 合 に は 、 当 該 他 の 財務 局長 と の 
協議 は 省略 し て 差し 支え な い 。 


Vー3 一 2 管轄 財務 局長 権限 の 一 部 の 管轄 財務 事務 所 長 へ の 内 部 委任 
Vー3—2 一 1 


信用 金庫 の 本 店 の 所 在 地 が 財務 事務 所 (小樽 出張 所 及び 北見 出張 所 を 含む 。 以下 同 
じ 。) の 管轄 区 域内 に ある 場合 に お いて は 、 管 轄 財務 局長 に 委任 し た 権限 は 、 財 務 局 
長 の 判断 に より 、 当 該 財 務 事 務 所 長 に 内 部 委任 する こと が で きる も の と する 。 

な お 、 こ れ ら の 事項 に 関す る 申請 書 、 届 出 書 等 は 、 管 轄 財務 局長 宛て 提出 させ る も 
の と する 。 


Vー3ー2 一 2 財務 事務 所 長 の 行政 報告 


管轄 財務 事務 所 長 が 内 部 委任 事項 の 処理 を 行っ た と き は 、 原則 と し て 毎月 分 を 取り 
まとめ の うえ 、 翌 月 10 日 まで に 財務 局長 に 報告 させ る も の と する 。 


Vー3ー3 信用 金庫 の 事務 所 関係 

臨時 又は 巡回 型 の 施設 及び 無人 の 設備 に つい て は 、 信用 人 金庫 法 上 の 従 た る 事務 所 に 
は 含ま れず 、 し た が っ て 、 定 款 へ の 記載 、 従 た る 事務 所 と し て の 登記 を 要 し な いも の 
で ある こと に 留意 する 必要 が ある 。 
Vー3 一 4 財務 報告 に お ける 内 部 統制 

信用 金庫 に お いて は 、 代 表 者 が 直近 の 事業 年 度 に お ける 財務 諸表 の 正確 性 、 及 び 財 
務 諸表 作成 に 係る 内 部 監査 の 有効 性 を 確認 し て いる 旨 を ディ スク ロー ジャ ー 誌 に 記 


載 す る こと が 求め られ て いる 。 
な お 、 有 価 証券 報告 書 の 提出 者 で ある 信用 金庫 等 に お いて は 、 代 表 者 が 上 記 確 認 
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行っ た 旨 を 記載 し た 書面 (いわ ゆる 代表 者 確認 書 ) を 有価 証券 報告 書 等 に 添付 する こ 
と が 求め られ て いる 。 ま た 、 金 融 商 品 取引 法 の 施行 に 伴い 、 金 融 商品 取引 所 に 優先 出 
資 証券 を 上 場 し て いる 信用 金庫 等 に お いて は 、 平 成 20 年 4 月 1 日 以後 に 開始 する 事 
業 年 度 よ り 、 有価 証券 報告 書 等 の 記載 内 容 が 適正 で ある 旨 を 記載 し た 確認 書 を 有価 証 
券 報告 書 、 四 半期 報告 書 等 と 併せ て 提出 する と と も に 、 財務 報告 に 係る 内 部 統制 の 有 
効 性 を 評価 し た 結果 等 を 記載 し た 報告 書 (内 部 統制 報告 書 ) に つい て も 、 事 業 年 度 毎 
に 作成 する 有価 証券 報告 書 等 と 併せ て 提出 する 必要 が ある 。 


Vー3 一 5 信用 金庫 等 に 求め られ る 開示 の 類型 


信用 金庫 等 の 法律 上 の 開示 義務 は 信用 金庫 法 第 89 条 に お いて 準用 する 銀行 法 第 21 
条 (「 業 務 及 び 財 産 の 状況 に 関す る 説明 書類 の 縦覧 等 」(( デ ィ ス クロ ー ジ ャ ー 誌 」) ) 
に よっ て 規定 され て いる 。 

信用 金庫 法 第 89 条 に お いて 準用 する 銀行 法 第 21 条 に 基づい て 作成 され る 説明 書類 
の 開示 項目 に つい て は 、 信用 金庫 法 施行 規則 第 132 条 及 び 第 133 条 で 明確 に 定め られ 
て いる (な お 、 虚 偽 の 記載 等 を し て 公衆 の 縦覧 に 供し た 者 は 信用 金庫 法 第 90 条 の 3 
に より 罰せ られ る 。) 。 さ ら に 、 久 則 の 適用 は な い が 、 信 用 金庫 法 第 89 条 に お いて 準 
用 する 銀行 法 第 21 条 に お いて 「 預 金 者 その 他 の 顧客 が 当該 銀行 及び その 子会社 等 の 
業務 及び 財産 の 状況 を 知る た め に 参考 と な る べき 事項 の 開示 に 努め な けれ ば な ら な 
い 。」 と され て お り 、 ま た 、 そ の うち 特に 重要 な も の 等 に つい て は 、 信 用 金庫 法 施行 
規則 第 135 条 に 基づき 、 定 期 的 な 開示 に 努め な けれ ば な ら な いこ と と され て いる 。 

な お 、 優 先 出資 証券 を 公開 し て いる 信用 金庫 等 に つい て は 、 投 資 家 の 判断 を 誤 ら せ 
な いよ うに 、 法 令 等 に 基づき 、 適 切な 開示 が な され る 必要 が ある 。 

また 、 財務 内 容 や 広告 等 の 任意 の 開示 も 投資 家 、 預金 者 等 に と っ て 重要 な 判断 材料 
と な る 。 


Vー3 一 6 監督 指針 の 準用 

Vー3ー6 一 1 

信用 金庫 等 に 関し て 、 本 監督 指針 1 か ら V ま で (ILI 一 3ー1 一 5、II 一 3ー7ー2 
(15)、 息 二 1 一 4、 皿 一 1 一 6、 軸 一 1 一 7 (1) 及び (2)、 皿 一 4ー9 一 2、 皿 
ー4 一 9 一 3、 皿 一 4ー11、 皿 一 4ー14、 罰 一 4ー17ー1<8 並 びに V 一 5 一 
2 一 4 を 除く 。) 及び 様式 (4 一 10 一 1 一 1 て 4ー10 一 3 一 2 を 除く 。) ・ 参 考 資 
料 編 を 準用 する 。 


V 一 3ー6 一 2 
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この 場合 に お いて 、 次 に 掲げ る 読み 替え 等 を 行う ほか 、「 銀 行 」 と ある の は 「 信 用 
金庫 」 と 、「 取 締 役 」 と ある の は 「 理 事 」 と 、「 取 締 役 会 」 と ある の は 「 理 事 会 」 と 、 
その 他 必 要 に 応じ 、 適 宜 、 技 術 的 に 読み 替え を 行う も の と する 。 

(1) エー1 一 3 (2) ① に お いて 、「 選 任 」 と ある の は 「 就 任 」 と 読み 替え る 。 


(2) エロ ー1 一 4 (3) に お いて 、「 選 任 届 出 」 と ある の は 「 就 任 届出 」 と 読み 替え 
る 。 


(3) エー2ー1 に お いて 、「 銀 行 法 第 二 十 六条 第 二 項 に 規定 する 区 分 等 を 定め る 命 
令 」 と ある の は 「 信 用 金庫 法 第 八 十 九条 第 一 項 に お いて 準用 する 銀行 法 第 二 十 六 
条 第 二 項 に 規定 する 区 分 等 を 定め る 命令 」 と 、「 決 算 状況 表 」 と ある の は 「 決 算 
速報 」 と 、「 毎 期 (中 間 期 を 含む お 。)」 と ある の は 「 毎 期 (9 月 末 を 含む 。)」 と 読 
み 替 える 。 


(4) ロロ 一 2 一 6 一 2 又は 穫 一 4 一 9 一 4ー7 に お いて 、「 銀 行 法 第 14 条 の 2 の 規定 
に 基づき 、 銀行 が その 経営 の 健全 性 を 判断 する た め の 基 準 と し て 定め る 流動 性 に 
係る 健全 性 を 判断 する た め の 基 準 」 と ある の は 「 信 用 金庫 法 第 89 条 第 1 項 に お 
いて 準用 する 銀行 法 第 14 条 の 2 の 規定 に 基づき 、 信 用 金庫 連合 会 が その 経営 の 
健全 性 を 判断 する た め の 基 準 と し て 定め る 流動 性 に 係る 健全 性 を 判断 する た め 
の 基準 」 と 、 「 銀 行 法 施行 規則 第 19 条 の 2 第 1 項 第 5 号 ホ 等 の 規定 に 基づき 、 流 
動 性 に 係る 経営 の 健全 性 の 状況 に つい て 金融 庁 長官 が 別に 定め る 事項 」 と ある の 
は 「 信 用 金庫 法 施行 規則 第 132 条 第 1 項 第 5 号 ホ 、 第 133 条 第 3 号 二 並び に 第 135 
条 第 1 項 及 び 第 2 項 の 規定 に 基づき 、 流動 性 に 係る 経営 の 健全 性 の 状況 に つい て 
金融 庁 長官 が 別に 定め る 事項 」 と 読み 替え る 。 


(5) 息 二 4 一 4 に お いて 、「 決 算 期 末 (中 間 期 末 を 含む お 。)」 と ある の は 「 決 算 期 末 
(9 月 末 を 含む 。) 」 と 読み 替え る 。 


(6) 所 一 4 二 6 に お いて 、「 告 示 」 と ある の は 「 信 用 金庫 法 第 八 十 九条 第 一 項 に お 
いて 準用 する 銀行 法 第 十 四 条 の 二 の 規定 に 基づき 、 信 用 金庫 及び 信用 金庫 連合 会 
が その 保有 する 資産 等 に 照ら し 自己 資本 の 充実 の 状況 が 適当 で ある か どう か を 
判断 する た め の 基 準 」 と 読み 替え 、 引用 条文 に つい て も 当該 基準 に お いて 対応 す 
る 条文 に 読み 替え る も の と する 。 


(7) 阜 一 4 ォ ー10 に お いて 以下 の 規定 を 加え る も の と する 。 
(3) 信用 金庫 が 信用 人 金庫 連合 会 に 対し 、 組 織 再 編成 法 に お ける 信託 受益 権 に 係 
る 経営 基盤 強化 計画 を 提出 し た 場合 に は 、 当 該 計 画 内 容 を ヒア リン グ の 上 、 
合併 等 の 認可 (予備 審査 を 含む 。) 申請 内 容 と の 整合 性 が 図ら れ て いる か を 
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審査 する 。 


(8) 想 一 ォ ー17ー9 に お いて 、「 自 行 の 子会社 向け 貸出 、 及 び 自 行 を 子会社 と す 
る 銀行 持株 会 社 等 (その 子会社 も 含む 。) 向け 貸出 」 と ある の は 「 自 金庫 の 子 会 
社 向け 貸出 」 と 、 「 社 外 取締 役 」 と ある の は 「 員 外 監 事 」 と 、「 当 該 取締 役 予定 者 」 
と ある の は 「 当 該 監 事 予定 者 」 と 読み 替え る 。 


(9) 一 3ー2 一 3ー1 一 1 に お いて 、「O 〇 OO 財務 ( 支 ) 局長 ( 銀 代 ) 第 OO 号 」 
と ある の は 、「 〇 OO 財務 ( 支 ) 局長 (信金 代 ) 第 OO 〇 号 」 と 読み 替え る 。 
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Vー4 信用 協同 組合 及び 信用 協同 組合 連合 会 関係 


信用 協同 組合 及び 信用 協同 組合 連合 会 (以下 「 信 用 協同 組合 等 」 と いう 。) の 検査 ・ 
監督 に 当たっ て 、 財 務 局 の 事務 処理 手続 に つい て は 、 以 下 の 要 領 に より 行う こと と し 、 
円 滑 な 事務 処理 に 努め る も の と する 。 


Vー4 一 1 監督 部 局 間 に お ける 連携 
Vー4ー1 一 1 金融 庁 と の 連携 


( 1) 信用 協同 組合 か ら 財 務 局 に 対し 、 事前 相談 や 認可 又は 承認 等 の 申請 が あっ た と 
き は 、 以 下 の 点 に 留意 する も の と する 。 
① 信用 協同 組合 に 関し て 、 財 務 局 長 に 権限 委任 され た 認可 又は 承認 等 の うち 、 
設立 、 合 併 、 事 業 譲渡 な ど 重 要 な 認可 等 が 必要 と な る よう な 情報 を 入手 し た と 
き は 、 事 案 の 概 要 及 びそ の 他 参 考 と な る 情報 を 速やか に 監督 局 担当 部 門 に 情報 
提供 する こと と する ほか 、 当該 重要 な 認可 (予備 審査 を 含む 。) の 申請 が あっ た 
と き は 、 財務 局 の 処理 方 針 (事案 の 概要 及び その 他 参 考 と な る 情報 を 含む 。) を 
付 し て 監督 局長 に 協議 する な ど 、 人 金融 庁 と 密接 な 連携 に 努め る も の と する 。 
② 想 一 4ー2 (4) に 係る 事前 相談 が あっ た 場合 は 、 速 や か に 監督 局 担当 部 門 
に 連絡 の うえ 、 財務 局 及 び 同 部 門 が 一 体 と な っ た ヒア リン グ を 実施 する こと と 
する 。 な お 、 当 該 信用 協同 組合 に 関し て 参考 と な る 情報 が あれ ば 、 適 宜 、 同 部 
門 に 情報 提供 する な ど 、 密 接 な 連携 に 努め る も の と する 。 
( 注 ) な お 、 既 に 他 の 人 金融 機関 に お いて 同様 の 事例 が ある 場合 に は 、 財 務 局 に お 
いて ヒア リン グ を 実施 する こと も 可能 と する 。 そ の 場合 、 ヒ アリ ング 結果 を 
速やか に 監督 局 担当 部 門 に 報告 する も の と する 。 


(2 ) 協同 組合 に よる 金融 事業 に 関す る 法律 (以下 「 協 人 金 法 」 と いう 。) 第 6 条 第 1 
項 に お いて 準用 する 銀行 法 第 24 条 又 は 中 小 企業 等 協同 組合 法 (以下 「 中 企 法 」 
と いう 。) 第 105 条 の 4 第 1 項 に 基づき 報告 徴 求 命令 (検査 終了 後 の フ ォ ロ ー ア 
ッ プ に 係る 報告 徴 求 命令 は 除く 。) を 発出 し た と き 及 び 協 人 金 法 第 6 条 第 1 項 に お 
いて 準用 する 銀行 法 第 26 条 に 規定 する 命令 を 発出 し た と き は 、 遅 滞 な く 監督 
長 に 報告 する も の と する 。 た だ し 、 金融 庁 の 指示 に より 報告 徴 求 し た 場合 に は 、 
この 限り で な い 。 


Vー4 一 1 一 2 財務 局 間 に お ける 連携 


信用 協同 組合 に 関し て 、 認 可 (予備 審査 を 含む 。) 又は 承認 を 行う 財務 局長 は 、 認 
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可 (予備 審査 を 含む 。) 又は 承認 を し よう と する 事項 が 他 の 財務 局 の 管轄 区 域 に 及ぶ 
と き は 、 あ ら か じ め 当 該 他 の 財務 局長 と 協議 する こと と する ほか 、 そ の 他 参 考 と な る 
べき 情報 が あれ ば 、 適 宜 、 当 該 他 の 財務 局 に 情報 提供 する な ど 、 財務 局 間 に お いて 密 
接 な 連携 に 努め る も の と する 。 な お 、 認 可 又 は 承認 に か か る 申請 が 、 す で に 予備 審査 
終了 済 の も の で あり 、 そ の 内 容 の 重要 な 事項 に つい て 変化 が な い 場 合 に は 、 当 該 他 の 
財務 局長 と の 協議 は 省略 し て 差し 支え な い 。 


Vー4 一 1 一 3 認可 事項 の 審査 に 際 し て の 留意 点 


財務 局長 は 、 信用 協同 組合 等 か ら 中 企 法 第 27 条 の 2 第 1 項 、 第 51 条 第 2 項 、 第 57 
条 の 3 第 5 項 又 は 第 66 条 第 1 項 に 規定 する 認可 の 申請 が あっ た と き は 、 次 に 掲げ る 
事項 に 留意 し て 審査 する も の と する 。 


(1) 設立 

① 中 企 法 第 27 条 の 2 第 5 項 第 4 号 に 規定 する 事業 計画 に お いて 、 成 立 後 3 事 
業 年 度 を 経過 する まで の 間 に 当 該 申請 を し た 信用 協同 組合 等 の 1 事業 年 度 の 
当期 純 利益 が 見 込ま れる か 。 

② 中 企 法 第 27 条 の 2 第 5 項 第 4 号 に 規定 する 事業 計画 に お いて 、 当 該 申 請 を 
し た 信用 協同 組合 等 の 自己 資本 の 充実 の 状況 が 成立 後 3 事 業 年 度 を 経過 する 
まで の 間 に 適 当 と な る こと が 見 込ま れる か 。 

③ 業務 の 内 容 及 び 方 法 が 信用 秩序 の 維持 の 観点 か ら 適当 で ある か 。 


(2) 地区 の 拡張 に 関す る 定款 の 変更 
現在 の 地区 及び 拡張 し よう と する 地区 に お ける 金融 その 他 の 経済 の 事情 に 照 
らし 、 地 区 の 拡張 が 必要 で ある と 認め られ 、 か つ 、 当 該 組合 が 当該 地区 に お いて 
事業 を 的 確 、 公 正 か つ 効 率 的 に 遂行 する こと が で きる か 。 


(3) 地区 の 縮小 に 関す る 定款 の 変更 
縮小 し よう と する 地区 に お ける 預金 者 その 他 の 債権 者 (以下 「 預 金 者 等 」 と い 
う 。) に 係る 取引 が 他 の 人 金融 機関 へ 支障 な く 引 き 継 が れる な ど 当 該 地 区 に お ける 
預金 者 等 の 利益 の 保護 に 欠け る お それ が な いか 。 


(4) 事業 の 譲渡 


① 事業 の 譲渡 が 、 当該 事業 の 譲渡 を 行う 信用 協同 組合 等 の 地区 に お ける 預金 者 
等 の 利益 の 保護 に 照ら し 、 適 切な も の で ある か 。 
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② 事業 を 譲り 受け る 金融 機関 が 、 そ の 業務 を 的 確 、 公 正 か つ 効 率 的 に 遂行 する 
こと が で きる か 。 


(5) 事業 の 全部 又は 一 部 の 譲受 け 
① 事業 の 全部 又は 一 部 の 譲受 けが 、 当該 事業 の 譲渡 を 行う 金融 機関 の 事業 地区 
に お ける 預金 者 等 の 利便 に 照ら し 、 適 当 な も の で ある か 。 
② 事業 の 全部 又は 一 部 を 譲り 受け る 信用 協同 組合 等 の 経営 の 健全 性 が 確保 で 


きる も の で ある か 。 
(6) 合併 
① 合併 が 、 当 該 合併 を 行う 信用 協同 組合 等 の 預金 者 等 の 利益 の 保護 に 照ら し 、 
適切 な も の で ある か 。 
② 合併 後 存続 し 又は 合併 に より 設立 され る 信用 協同 組合 等 の 経営 の 健全 性 が 
確保 で きる も の で ある か 。 


Vー4ー1 一 4 予備 審査 に 際 し て の 留意 点 


財務 局長 は 、 下 記 (1) か ら (3) に つい て 留意 する も の と する 。 


(1) 信用 協同 組合 等 の 発起 人 は 、 中 企 法 第 27 条 第 1 項 の 規定 に よる 創立 総会 の 公 
告 の 前 に 、 同 法 施行 規則 第 1 条 の 6 第 1 項 及 び 第 2 項 に 定め る と ころ に 準じ た 書 
類 を 財務 局長 に 提出 し て 同 法 第 27 条 の 2 第 1 項 の 認可 の 予備 審査 を 求め る こと 
が で きる 。 


(2 ) 信用 協同 組合 等 は 、 中 企 法 の 規定 に よる 認可 を 受け よう と する と き は 、 当 該 認 
可 を 申請 する 際 に 財務 局長 に 提出 すべ き 書 類 に 準じ た 書類 を 財務 局長 に 提出 し 
て 予備 審査 を 求め る こと が で きる 。 


(3) 信用 協同 組合 等 叉 は その 発起 人 は 、 中 企 法 の 規定 に よる 認可 の 申請 を する 際 に 
申請 書 に 添付 すべ き 書 類 に つい て 、 上 記 (1) 又は (2) に よる 予備 審査 の 際 に 
提出 し た 書類 と 内 容 に 変更 が な い 場 合 に は 、 そ の 旨 を 申請 書 に 記載 し て 、 そ の 添 
付 を 省略 する こと が で きる 。 

Vー4 一 1 一 5 業務 報告 書 の 受理 に 際 し て の 留意 点 


協 金 法 施行 規則 第 68 条 に 規定 する 業務 報告 書 の 提出 延期 の 承認 は 、 財 務 局 に お い 
て 行う も の と する 。 
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Vー4 一 2 管轄 財務 局長 権限 の 一 部 の 管轄 財務 事務 所 長 へ の 内 部 委任 


Vー4ー2 一 1 


信用 協同 組合 の 本 店 の 所 在 地 が 財務 事務 所 の 管轄 区 域内 に ある 場合 に お いて は 、 
轄 財務 局長 に 委任 し た 権限 は 、 財務 局長 の 判断 に より 、 当 該 財 務 事 務 所 長 に 内 部 委 
する こと が で きる も の と する 。 

な お 、 こ れ ら の 事項 に 関す る 申請 書 、 届 出 書 等 は 、 管 轄 財務 局長 宛 提出 させ る も の 
と する 。 

Vー4 一 2 一 2 財務 事務 所 長 の 行政 報告 


管轄 財務 事務 所 長 が 内 部 委任 事項 の 処理 を 行っ た と き は 、 原則 と し て 毎月 分 を 取り 
まとめ の うえ 、 翌 月 10 日 まで に 財務 局長 に 報告 させ る も の と する 。 


Vー4 一 3 信用 リス ク 改 善 措置 の 運用 に 際 し て の 留意 点 

信用 協同 組合 に 関し て 、 信 用 リス ク 改 善 措置 に よる ヒア リン グ 等 を 行う に あたり 、 
中 企 法 第 7 条 第 1 項 第 1 号 イ 又は 口 に 掲げ る 者 以外 の 事業 者 を 組合 員 に 含む 信用 協 
同 組合 が ある 場合 に は 、 同 措置 の 枠組 み と は 別に 、 以 下 の 点 に つい て も 十分 に ヒア リ 
ング する も の と する 。 

(1 ) 中 企 法 第 7 条 第 3 項 に 掲げ る 公正 取引 委員 会 へ の 届出 状況 な ど 法 令 等 遵守 面 


(2 ) 中 企 法 第 7 条 第 1 項 第 1 号 イ 又は 口 に 掲げ る 者 以外 の 事業 者 た る 組合 員 と の 取 
引 開 始 の 経緯 、 与 信 審 査 の 状況 、 債 権 管理 の 状況 な ど 信用 リス ク 管 理 面 


Vー4 一 4 信用 協同 組合 等 の 事務 所 

臨時 又は 巡回 型 の 施設 及び 無人 の 設備 に つい て は 、 中 企 法 上 の 従 た る 事務 所 に は 含 
まれ ず 、 し た が っ て 、 定款 へ の 記載 、 従 た る 事務 所 と し て の 登記 を 要 し な いも の で あ 
る こと に 留意 する 必要 が ある 。 

Vー4 一 5 財務 報告 に お ける 内 部 統制 

信用 協同 組合 等 に お いて は 、 代 表 者 が 直近 の 事業 年 度 に お ける 財務 諸表 の 正確 性 、 


及び 財務 諸表 作成 に 係る 内 部 監査 の 有効 性 を 確認 し て いる 旨 を ディ スク ロー ジャ ー 
誌 に 記載 する こと が 求め られ て いる 。 
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Vー4 一 @6 信用 協同 組合 等 に 求め られ る 開示 の 類型 


信用 協同 組合 等 の 法律 上 の 開示 義務 は 協 金 法 第 6 条 に お いて 準用 する 銀行 法 第 21 
条 (「 業 務 及 び 財 産 の 状況 に 関す る 説明 書類 の 縦覧 等 」(( デ ィ ス クロ ー ジ ャ ー 誌 」) ) 
に よっ て 規定 され て いる 。 

協 金 法 第 6 条 に お いて 準用 する 銀行 法 第 21 条 に 基づい て 作成 され る 説明 書類 の 開 
示 項 目 に つい て は 、 協 金 法 施行 規則 第 69 条 及 び 第 70 条 で 明確 に 定め られ て いる (な 
お 、 虚 偽 の 記載 等 を し て 公衆 の 縦覧 に 供し た 者 は 協 金 法 第 10 条 に より 罰せ られ る 。)。 
さら に 、 信 則 の 適用 は な い が 、 協 人 金 法 第 6 条 に お いて 準用 する 銀行 法 第 21 条 に お い 
て 「 聞 金 者 その 他 の 顧客 が 当該 銀行 及び その 子会社 等 の 業務 及び 財産 の 状況 を 知る た 
め に 参考 と な る べき 事項 の 開示 に 努め な けれ ば な ら な い 。」 と され て お り 、 ま た 、 そ 
の うち 特に 重要 な も の 等 に つい て は 、 協 金 法 施行 規則 第 72 条 に 基づき 、 定 期 的 な 開 
示 に 努め な けれ ば な ら な いこ と と され て いる 。 

また 、 財 務 内 容 や 広告 等 の 任意 の 開示 も 預金 者 等 に と っ て 重要 な 判断 材料 と な る 。 


Vー4 一 7 監督 指針 の 準用 


Vー4ー7ー1 


信用 協同 組合 等 に 関し て 、 本 監督 指針 か ら IV ま で ( ロ 一 G3ー1 一 5、I エ 一 3 一 7 
ー2 (15)、 拒 一 1 一 4、 皿 一 1 一 6、 押 一 1 一 7 (1) 及び (2)、 思 一 4 一 9 一 2、 
世 一 4 一 9 一 3、 皿 一 4ー11、 息 一 4 一 14、 想 一 4ー17ー1<8 並 びに 一 5 
ー2 一 4 を 除く 。) 及び 様式 (4 一 10 一 1 一 1 て 4ー10 一 3 一 2 を 除く 。)・ 参 考 
資料 編 を 準用 する 。 

な お 、 定款 に お いて 組合 員 資 格 を 特定 の 職域 や 業 域 に 限定 し て いる 信用 協同 組合 に 
関し て は 、 本 監督 指針 の エー5 に つい て は 準用 し な い (た だ し 、 当 該 信 用 協同 組合 の 
自主 的 な 取組 み を 妨げ る も の で は な い 。)。 


Vー4ー7ー2 

この 場合 に お いて 、 次 に 掲げ る 読み 替え 等 を 行う ほか 、「 銀 行 」 と ある の は 「 信 用 
協同 組合 」 と 、「 取 締 役 」 と ある の は 「 理 事 」 と 、「 取 締 役 会 」 と ある の は 「 理 事 会 」 
と 、 そ の 他 必 要 に 応じ 、 適 宜 、 技 術 的 に 読み 替え を 行う も の と する 。 


(1) エー1—3 (2) ① に お いて 、「 選 任 」 と ある の は 「 就 任 」 と 読み 替え る 。 
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(2) エー1 一 4 (3) に お いて 、「 選 任 届 出 」 と ある の は 「 就 任 届 出 」 と 読み 替え 
る 。 

(3) エー2ー1 に お いて 、「 銀 行 法 第 二 十 六条 第 二 項 に 規定 する 区 分 等 を 定め る 命 
令 」 と ある の は 「 協 同 組 合 に よる 金融 事業 に 関す る 法律 第 六条 第 一 項 に お いて 準 
用 する 銀行 法 第 二 十 六条 第 二 項 に 規定 する 区 分 等 を 定め る 命令 」 と 、「 決 算 状 況 
表 」 と ある の は 「 決 算 速 報 」 と 、「 毎 期 (中 間 期 を 含む 。)」 と ある の は 「 毎 期 (9 
月 末 を 含む 。)」 と 読み 替え る 。 


(4) 皿 二 4ー4 に お いて 、「 決 算 期 末 (中 間 期 末 を 含む お 。)」 と ある の は 「 決 算 期 末 
(9 月 末 を 含む 。) 」 と 読み 替え る 。 


(5) ル 一 4ー6 に お いて 、「 銀 行 法 第 十 四条 の 二 の 規定 に 基づき 、 銀 行 が その 保有 
する 資産 等 に 照ら し 自己 資本 の 充実 の 状況 が 適当 で ある か どう か を 判断 する た 
め の 基 準 」 と ある の は 「 協 同 組合 に よる 金融 事業 に 関す る 法律 第 大 条 第 一 項 に お 
いて 準用 する 銀行 法 第 十 四条 の 二 の 規定 に 基づき 、 信 用 協同 組合 及び 信用 協同 組 
合 連合 会 が その 保有 する 資産 等 に 照ら し 自己 資本 の 充実 の 状況 が 適当 で ある か 
どう か を 判断 する た め の 基準 」 と 読み 替え る 。 


(6) 町 一 4ー10 に お いて 、 以 下 の 規 定 を 加え る も の と する 。 


(3 ) 信用 協同 組合 が 信用 協同 組合 連合 会 に 対し 、 組織 再編 成 法 に お ける 信託 受 
益 権 に 係る 経営 基盤 強化 計画 を 提出 し た 場合 に は 、 当該 計画 内 容 を ヒア リン 
グ の 上 、 合 併 等 の 認可 (予備 審査 を 含む 。) 申請 内 容 と の 整合 性 が 図ら れ て 
いる か を 審査 する 。 

(7) 町 二 4ー17ー9 に お いて 、「 自 行 の 子会社 向け 貸出 、 及 び 自 行 を 子会社 と す 
る 銀行 持株 会 社 等 (その 子会社 も 含む 。) 向け 貸出 」 と ある の は 「 自 組合 の 子 会 
社 向け 貸出 」 と 、 「 社 外 取 締 役 」 と ある の は 「 員 外 監 事 」 と 、「 当 該 取 締 役 予定 者 」 
と ある の は 「 当 該 監事 予定 者 」 と 読み 替え る 。 


(8) MMー3ー2 一 3831 一 1 に お いて 、「OO 和 財務 ( 支 ) 局長 ( 銀 代 ) 第 〇 〇 号 」 
と ある の は 、「OO 和 財務 ( 支 ) 局長 (信組 代 ) 第 〇 〇 号 」 と 読み 替え る 。 


Vー4 一 8 金融 商品 取引 法 第 2 条 に 規定 する 定義 に 関す る 内 閣府 令 第 10 条 第 1 項 
第 9 号 に 定め る 届出 等 に つい て (金融 商品 取引 法 施行 時 より 適用 ) 


( 1 ) 金融 商品 取引 法 第 2 条 第 3 項 第 1 号 に お いて 、 適格 機関 投資 家 が 有価 証券 に 対 


する 投資 に 係る 専門 的 知識 及び 経験 を 有する 者 と 定め られ て いる こと を 踏ま え 、 
金融 店 監督 局 は 、 信 用 協同 組合 に お いて 、 有価 証券 に 対す る 投資 に 係る 専門 的 知 
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識 及 び 経 験 を 有する 役職 員 が 配置 され て いる こと 、 そ の 他 有 価 証券 に 対す る 投資 
を 行う た め に 必要 か つ 適 切な 態勢 及び 内 部 規程 を 備え て いる こと 等 を 確認 する 
こと と する 。 


(2) また 、 必要 に 応じ 、 信 用 協同 組合 の 市 場 リ スク 等 に 係る 内 部 管理 態勢 の 整備 状 
況 に つい て 把握 する こと と し 、 そ の 際 に は 、Vー2 一 2ー1 一 2 (2) や I ロー2 
ー5 に お ける 市 場 リ スク 管理 に 係る 主 な 着眼 点 及 び 監 督 手法 ・ 対 応 を 参照 する 。 


Vー5 労働 金庫 及び 労働 金庫 連合 会 関係 


労働 金庫 及び 労働 金庫 連合 会 (以下 「 労 働 金庫 等 」 と いう 。) の 監督 に 当たっ て 、 
財務 局 の 事務 処理 手続 に つい て は 以下 の 要領 に より 行う こと と し 、 円 滑 な 事務 処理 に 
努め る も の と する 。 


Vー5 一 1 監督 部 局 間 に お ける 連携 
Vー5 一 1 一 1 金融 庁 と 財務 局 間 に お ける 連携 


( 1 ) 労働 金庫 か ら 財 務 局 に 対し 、 事 前 相談 や 認可 又は 承認 等 の 申請 が あっ た と き は 、 
以下 の 点 に 留意 する も の と する 。 
① 法令 の 規定 に より 内 閣 総 理大 臣 又 は 金融 庁 長官 及び 厚生 労働 大 臣 に 提出 する 
免許 、 認 可 又は 承認 に 関す る 申請 書 そ の 他 の 書類 の 経由 に つい て は 労働 金庫 法 
施行 令 第 12 条 の 規定 等 に に よる こと と され て いる が 、 これ ら 書 類 を 財務 局 (財務 
事務 所 の 所 在 す る 都 道 府 県 に お いて は 、 当該 財務 事務 所 を 経由 する 。) に お いて 
受理 し た と き は 、 速 や か に 監督 担当 部 門 に 連絡 の 上 、 同 部 門 及び 財務 局 が 一 体 
と な っ た ヒア リン グ を 実施 し 、 ま た 、 こ れ に 係る 申請 が あっ た と き は 、 速 や か 
に 監督 局長 に 進 達 する こと と する ほか 、 当 該 労働 金庫 に 関し て 参考 と な る 情報 
が あれ ば 、 適 宜 、 和 監督 局 担 当 部 門 に 情報 提供 する な ど 、 金融 庁 と 密接 な 連携 に 
努め る も の と する 。 
② 邊 一 4 一 2 (4) に 係る 事前 相談 が あっ た 場合 は 、 速 や か に 監督 局 担当 部 門 
に 連絡 の うえ 、 財務局 及び 同 部 門 が 一 体 と な っ た ヒア リン グ を 実施 する こと と 
する 。 な お 、 当 該 労働 金庫 に 関し て 参考 と な る 情報 が あれ ば 、 適 宜 、 同 部 門 に 
情報 提供 する な ど 、 密 接 な 連携 に 努め る も の と する 。 
( 注 ) な お 、 既 に 他 の 金融 機関 に お いて 同様 の 事例 が ある 場合 に は 、 財 務 局 に お 
いて ヒア リン グ を 実施 する こと も 可能 と する 。 そ の 場合 、 ヒ アリ ング 結果 を 
速やか に 監督 局 担当 部 門 に 報告 する も の と する 。 
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(2 ) 労働 金庫 法 第 94 条 に お いて 準用 する 銀行 法 第 24 条 に 基づき 報告 徴 求 命令 ( 検 
査 終了 後 の フ ォ ロ ー ア ッ プ に 係る 報告 徴 求 命令 を 除く 。) を 発出 し た と き は 、 遅 
滞 な く 監 督 局長 に 報告 する も の と する 。 

た だ し 、 人 金融 庁 の 指示 に より 報告 徴 求 し た 場合 に は 、 こ の 限り で な い 。 


Vー5 一 1 一 2 財務 局 と 都 道 府 県 間 に お ける 連携 


都 道 府 県 知 事 が その 権限 を 行使 する に 当たっ て は 、 所 轄 財務 局 又 は 財務 事務 所 は 、 
緊密 な 連絡 等 に より 、 共 管 の 実 を あげ られ る よう 配慮 する も の と する 。 


Vー5 一 2 労働 金庫 の 事務 所 関係 


臨時 又は 巡回 型 の 施設 及び 無人 の 設備 に つい て は 、 労働 金庫 法 上 の 従 た る 事務 所 に 
は 含ま れず 、 し た が っ て 、 定款 へ の 記載 、 従 た る 事務 所 と し て の 登記 を 要 し な いも の 
で ある こと に 留意 する 必要 が ある 。 


Vー5 一 3 財務 報告 に お ける 内 部 統制 


労働 金庫 等 に お いて は 、 代 表 者 が 直近 の 事業 年 度 に お ける 財務 諸表 の 正確 性 、 及 び 
財務 諸表 作成 に 係る 内 部 監査 の 有効 性 を 確認 し て いる 旨 を ディ スク ロー ジャ ー 誌 に 
記載 する こと が 求め られ て いる 。 


Vー5 一 4 労働 金庫 等 に 求め られ る 開示 の 類型 


労働 金庫 等 の 法律 上 の 開示 義務 は 労働 金庫 法 第 94 条 に お いて 準用 する 銀行 法 第 21 
条 (「 業 務 及 び 財 産 の 状況 に 関す る 説明 書類 の 縦覧 等 」(( デ ィ ス クロ ー ジ ャ ー 誌 」) ) 
に よっ て 規定 され て いる 。 

労働 金庫 法 第 94 条 に お いて 準用 する 銀行 法 第 21 条 に 基づい て 作成 され る 説明 書類 
の 開示 項目 に つい て は 、 労働 金庫 法 施行 規則 第 114 条 及 び 第 115 条 で 明確 に 定め られ 
て いる (な お 、 虚偽 の 記載 等 を し て 公衆 の 縦覧 に 供し た 者 は 労働 金庫 法 第 100 条 の 3 
に より 罰せ られ る 。) 。 さ ら に 、 久 則 の 適用 は な い が 、 労 働 金庫 法 第 94 条 に お いて 準 
用 する 銀行 法 第 21 条 に お いて 「 預 金 者 その 他 の 顧客 が 当該 銀行 及び その 子会社 等 の 
業務 及び 財産 の 状況 を 知る た め に 参考 と な る べき 事項 の 開示 に 努め な けれ ば な ら な 
い 。」 と され て お り 、 ま た 、 そ の うち 特に 重要 な も の 等 に つい て は 、 労 働 金 庫 法 施行 
規則 第 117 条 に 基づき 、 定 期 的 な 開示 に 努め な けれ ば な ら な いこ と と され て いる 。 

また 、 財 務 内 容 や 広告 等 の 任意 の 開示 も 、 問 金 者 等 に と っ て 重要 な 判断 材料 と な る 。 
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Vー5 一 5 監督 指針 の 準用 


V = 5 5 


労働 金庫 等 に 関し て 、 本 監督 指針 | か ら IV ま で (エー3ー1 一 5、I ロ ーー3ー7 一 2 
(15)、 エ 一 5、 息 一 1 一 4、 四 一 1 一 6、 罰 一 1 一 7 (1) 及び (2)、 相 -4-9 
ー2、 皿 一 4ー9 一 3、 罰 一 4 一 11、 帳 一 4ー14、 和 一 4ー17ー1<8 並 びに 
IV 一 5ー2 一 4 を 除く 。) 及び 様式 (4 一 10 一 1 一 1 て 4ー10 一 8 一 2 を 除く 。)・ 
参考 資料 編 を 準用 する 。 

な お 、 総 代 会 機能 の 向上 、 半 期 開示 の 充実 、 コ ンプ ライ アン ス 態 勢 ・ リ スク 管理 能 
勢 の 強化 、 及 び 、 中 央 機関 に お ける 傘下 労働 金庫 に 対す る 業務 補完 ・ 支 援 等 に つい て 
は 、 労 働 金庫 等 に 対し て も 求め られ る 取組 み で ある こと か ら 、 労働 金 庫 等 に 対す る 監 
督 に 当たっ て は 、 必 要 に 応じ 、ー2 を 準用 する こと と する 。 


W テ ウー ター る 


この 場合 に お いて 、 次 に 掲げ る 読み 替え 等 を 行う ほか 、「 銀 行 」 と ある の は 「 労 働 
金庫 」 と 、「 取 締 役 」 と ある の は 「 理 事 」 と 、「 取 締 役 会 」 と ある の は 「 理 事 会 」 と 、 
その 他 必 要 に 応じ 、 適 宜 、 技 術 的 に 読み 替え を 行う も の と する 。 


(1) エー1—3 (2) ① に お いて 、「 選 任 」 と ある の は 「 就 任 」 と 読み 替え る 。 


(2) エロ ー1 一 4 (3) に お いて 、「 選 任 届 出 」 と ある の は 「 就 任 届出 」 と 読み 替え 
る 。 


(3) エー2ー1 に お いて 、「 銀 行 法 第 二 十 六条 第 二 項 に 規定 する 区 分 等 を 定め る 命 
令 」 と ある の は 「 労 働 金 庫 法 第 九 十 四条 第 一 項 に お いて 準用 する 銀行 法 第 二 十 六 
条 第 二 項 に 規定 する 区 分 等 を 定め る 命令 」 と 、「 決 算 状 況 表 」 と ある の は 「 決 算 
速報 」 と 、「 毎 期 (中 間 期 を 含む お 。)」 と ある の は 「 毎 期 (9 月 末 を 含む 。)」 と 読 
み 替 える 。 


(4) 皿 一 44 に お いて 、「 決 算 期 末 (中 間 期 末 を 含む お 。)」 と ある の は 「 決 算 期 末 
(9 月 末 を 含む 。) 」 と 読み 替え る 。 


(5) 想 二 4 一 6 に お いて 、「 告 示 」 と ある の は 「 労 働 金 庫 法 第 九 十 四条 第 一 項 に お 
いて 準用 する 銀行 法 第 十 四条 の 二 の 規 定 に 基づき 、 労働 金庫 及び 労働 金庫 連合 会 
が その 保有 する 資産 等 に 照ら し 自己 資本 の 充実 の 状況 が 適当 で ある か どう か を 
判断 する た め の 基 準 」 と 読み 替え 、 引 用 条文 に つい て も 当該 基準 に お いて 対応 す 
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る 条文 に 読み 替え る も の と する 。 


(6) ル 二 4 一 1 0 に お いて 、 以 下 の 規 定 を 加え る も の と する 。 


(3) 労働 金庫 が 労働 金庫 連合 会 に 対し 、 組 織 再 編成 法 に お ける 信託 受益 権 に 係 
る 経営 基盤 強化 計画 を 提出 し た 場合 に は 、 当 該 計画 内 容 を ヒア リン グ の 上 、 
合併 等 の 認可 (予備 審査 を 含む 。) 申請 内 容 と の 整合 性 が 図ら れ て いる か を 審 
査 す る 。 


(7) 町 二 4ー17 一 9 に お いて 、「 自 行 の 子会社 向け 貸出 、 及 び 自 行 を 子会社 と す 
る 銀行 持株 会 社 等 (その 子会社 も 含む 。) 向け 貸出 」 と ある の は 「 自 金庫 の 子 会 
社 向け 貸出 」 と 、 「 社 外 取 締 役 」 と ある の は 「 員 外 監 事 」 と 、「 当 該 取 締 役 予 定 者 」 
と ある の は 「 当 該 監事 予定 者 」 と 読み 替え る 。 


(8) WW 一 3ー2 一 3ー ニ 1ー 1 に お いて 、「O 〇 OO 財務 ( 支 ) 局長 ( 銀 代 ) 第 OO 号 」 


と ある の は 、「 〇 C 財 務 ( 支 ) 局長 ( 労 金 代 ) 第 O 〇 号 ・ 厚 生 労 働 省 番号 」 と 読 
み 替 える 。 


415 


